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はじめに	 

	 

	 本研究は、研究所の中期目標の一つ「国民の生涯学習のニーズの把握と実証的根拠に基

づく生涯学習政策の課題の探求」を目標としている。生涯学習政策は、国民の学習ニーズ

の変化に合わせて優先課題を考慮する必要があり、近年、その状況が激しく変動している。	 

	 平成 4年の生涯学習審議会答申では、｢社会の急激な変化に対応し､人間性豊かな生活を

営むために､人々が学習する必要のある課題」を生涯学習の現代的課題として述べ、その具

体的な例として答申では､｢生命､健康､人権､豊かな人間性､家庭･家族､消費者間題､地域の

連帯｣などをあげている｡しかし､その審議経過をみると､現代的課題に関する学習の必要が

高まった社会的背景に、｢科学技術の高度化｣､｢情報化｣､｢国際化｣､｢高齢化｣､｢価値観の変化

と多様化｣､｢男女共同参画型社会の形成｣､｢家庭･地域の変化｣の 7つをあげている｡この 7

つの社会的背景のうち､とりわけ｢三化け｣としてよく扱われる大きな問題が､｢高齢化｣､｢国

際化｣､｢情報化｣である。こうした課題は、公的教育機関が生涯学習の振興にあたって、特

に社会性や公共性、現代性や緊急性を要する学習内容でもある。	 

	 しかし、その現代性や緊急性に応じて、公的教育機関が 20年後の今日それぞれの課題を

解決する方向に動いているかどうかを検証していく必要がある。また、それぞれの課題自

体が大きくその内容を変容させていると考えられる。	 

	 本研究所ではこれまで、生涯学習の学習需要を定期的に把握するため、平成３年に「成

人の生涯学習の意識と実態調査」「企業および従業員の教育訓練・研修に関する調査」、平

成 13年には「生涯学習の学習需要の変化に関する縦断的研究」を行い、広い視点から国民

の学習需要を調査してきた。こうした定点観測的な調査は今後も継続していく必要がある。	 

	 同時に他方で、生涯学習の現代的課題については、高齢化や情報化などのいくつかの課

題についても、専門的プロジェクト研究を行ってきた。たとえば、「高齢化社会に対応した

生涯学習の政策・プログラムの開発に関する調査研究」(平成５〜７年)、「生涯学習社会に

おけるメディアリテラシーに関する総合的研究」(平成 10〜13 年度)、「生涯にわたるキャ

リア発達の形成過程に関する総合的研究」(平成 15〜17 年度)等がそれぞれ研究成果となっ

て刊行されてきた。	 

	 そこで、これらの調査結果を踏まえながら、平成 22〜24 年度にわたり、現代的課題とさ

れる高齢化、情報化とともにキャリア教育と家庭教育に焦点を絞った学習ニーズ調査を行

い、同時に、これらの課題の底辺を流れる長期的な学習需要の変化を明らかにすることを

目的として、本研究が実施された。	 

	 このように生涯学習の研究領域は多岐にわたっているが、緊急の政策課題である「教育

格差の是正」につながる問題として「家庭教育力の低下」や「地域教育力の低下」にも対

応していく必要がある。そこで、今回の学習需要の調査研究では、これまでの研究の継続



 

としての「職業人の学習」、「情報メディアによる学習」、「高齢者の社会参加」の３つに加

えて、特に重要な生涯学習の重要な政策課題として「家庭教育の支援」の研究を新たに加

えることとした。	 

	 ただし、本来なら、現在研究を要請される緊急課題として、環境問題や人権問題、防災

教育の問題などもあげられる。こうした研究については、まだ本研究所で本格的にプロジ

ェクト研究として取り上げていない。今回の学習ニーズの研究は、これまで行ってきた現

代的課題の研究を基礎として行うものであるため、上記４つの課題に焦点化した。今後は、

環境問題や人権問題をプロジェクト研究として発足させ、その学習ニーズを追うことが今

後の課題となろう。	 

	 だが、本調査研究の実施期間中、平成 23年 3月 11 日に東日本大震災が発生した。この

問題に教育研究者として対応するとすれば、防災教育の問題に取り組んでいく必要がある。

すでに、本研究部では、内閣府への研究協力を行う一方、また個人的な科学研究費の課題

として、阪神大震災の課題に対応するため、防災教育の問題にも取り組んだ実績があり、

『教師のための防災教育ハンドブック』（学文社）を刊行している。そこで、本調査研究に

おいても、予備調査では組み入れなかった項目として、家庭における防災教育と防災教育

のためのメディアの項目を内容として取り入れた。これらの調査から得られた結果による

と、防災教育に係る成人や家庭の認識は非常に低い。今後は、人権問題や環境問題ととも

に、さらに大きな生涯学習の研究課題として取り組んでいく必要があるだろう。	 

	 本調査研究にあたっては、多くの所外研究者のご協力を得た。とりわけ、本調査では、

４つの研究課題について、プロジェクトチーム制をとり、服部英二先生（家庭教育チーム）、

小桐間徳先生（情報メディアチーム）、笹井宏益先生（高齢者の社会参加チーム）、岩崎久

美子先生（職業人の学習チーム）には、リーダーとして活動していただき、大変なご協力

を得た。また、事例調査や質問紙調査にあたっては、本当に多くの方の回答へのご協力を

得られた。本調査の結果がこうした方々の期待に少しでも応え、国や地域の生涯学習政策

の資料として、今後の生涯学習の活動の発展に十分に活用されることを祈っている。	 
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調  査  の  概  要  

  

１．研究課題  

  生涯学習の学習需要の実態とその長期的変化に関する調査研

究  

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （平成 22 年度〜24 年度） 

２．研究の目的 
本研究は、国立教育政策研究所の中期目標の一つである「国民の生涯学習のニーズ

の把握と、実証的根拠に基づく生涯学習政策の課題の探求」を目標とする。生涯学習

政策は、国民の学習ニーズの変化に合わせてその優先的な内容も考慮せねばならない

が、近年はその状況が激しく変動している。そこで、近年の生涯学習の学習需

要の実態把握を主たる目的とした研究となる。 
	 

３．研究の特色 
①継続的な学習ニーズ調査研究 
	 	 １）「成人の生涯学習の意識と実態調査」（平成３年）	 

	 	 ２）「企業および従業員の教育訓練・研修に関する調査」（平成３年）	 

	 	 ３）「生涯学習の学習需要の変化に関する縦断的研究」（平成 13年）	 

本研究は、この定期的学習ニーズの継続研究を踏まえた長期的研究であると同時に、

これまで本研究部が取り組んできた、「高齢者教育」や「キャリア教育」、「メディア

リテラシー」など生涯学習の主要な現代的課題についての専門的プロジェクト研究の

調査結果を参考とします。各課題の学習ニーズ調査を行い、その長期的変化を明らか

にすることによって、生涯学習政策策定の資料とします。	 

②「変化の激しい社会を生き抜く成人の総合的な力」を支援する研究 
平成 20年の中央教育審議会答申では、現代が、「総合的な『知』が求められる時代」

として、「社会の変化に対応していくためには、自ら課題を見つけ考える力、柔軟な思

考力、身に付けた知識や技能を活用して複雑な課題を解決する力及び他者との関係を

築く力に加え、豊かな人間性等を含む総合的な『知』が必要となる。また、その他、

自立した個人やコミュニティ（地域社会）の形成への要請、持続可能な社会の構築へ

の要請等を踏まえ、生涯学習振興の必要性が高まっている」と述べている。同時に、「社

会の変化や要請に対応するために必要な力」として、「国民が生涯にわたって各個人の

ニーズに応じて学習を継続することができる環境を整備し、国民一人一人がこのよう

な社会を生き抜いていくための総合的な力を身に付けることを支援する(「単なる知識

や技能だけではなく、技能や態度を含む様々な心理的・社会的なリソースを活用して、

特定の文脈の中で複雑な課題に対応することができる力」を「主要能力（キー・コン

ピテンシー）」として定義)」ことが求められるという。この点については、子どもに



 

必要とされる「生きる力」だけではなく、成人についても、「変化の激しい社会を、自

立した一人の人間として力強く生きていくための総合的な力を身に付けることができ

るよう、生涯にわたって学習を継続でき、その成果を適切に生かせる環境づくりが求

められている」という。	 

本研究では、こうした「総合的な力」について、各課題の調査項目に加えて、どのよ

うな力が求められるかを検討した。	 

 

４．これまでの研究経過 
平成 22 年～24 年にかけて次の計画と方法で調査研究を実施 

【平成 22 年度】 
	 １）情報活用能力のニーズ（小桐間徳リーダー）、 
	 ２）社会人の職業教育(岩崎久美子チーム)、 
	 ３）家庭教育の支援（服部英二リーダー）、 
	 ４）高齢者の社会参加(笹井宏益リーダー)、の４チームにより、各課題の理論と政策上

の課題を検討し、質問紙を作成の上、予備調査を実施し、重要な需要と課題を明らかにし

た。 
 
【平成 23 年度】前年の調査結果を踏まえて、平成 23～24 年度にかけて実施される国際成

人力調査（PIAAC）の内容との照合を図りながら、「国民の学習ニーズに関する本調査」

を実施した。 
 
【平成 24 年度】 終目標として、各課題の長期的な動向を踏まえ、今後の生涯学習推進

政策の方向性を明らかする国民の学習需要についての実証的根拠を得ると共に、多くの現

代的課題（高齢者の社会参加、生涯にわたるキャリア教育、持続可能な社会等）の今後の

課題を統合的に明らかにする。そのため、前年度の本調査の集計と分析及び事例研究によ

り成果を政策提言としてまとめる。 
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山田 兼尚 国立教育政策研究所 名誉所員 

 

今西 幸蔵 神戸学院大学 人文学部教授 

 

間野 百子 宇都宮共和大学 子ども生活学部教授 

 

井上 豊久 福岡教育大学 教育学部教授 

 

野村 和 武蔵野短期大学 幼児教育学科准教授 

計 2３名  

  



 

６．主な調査結果 

【本調査の実施期間及び回答数】 
	 調査は、各課題で必要とする調査対象者数を確定し、全国を対象として、サンプリング

を行い、調査への協力の有無を配信、協力が得られた有効回答数のうち、質問項目に全回

答したデータを中心に分析対象として抽出した。 

インターネット調査 実施期間 配信対象者数 配信数 有効回答数 採用回答数 

職業人に関する調査 

平成 23 年 

11 月 1 日～ 

11 月 9 日 

724,739 92,249 1,373 1,000 

メディアに関する調査 
11 月 14 日～ 

11 月 17 日 
1,213,934 74,000 1,013 750 

家庭教育に関する調査 
11 月 20 日～ 

11 月 24 日 
323,189 80,000 2,548 1,200 

高齢者に関する調査 
12 月 2 日～ 

12 月 8 日 
331,045 27,000 1,223 1,000 

 
A.	 職業人の学習	 調査 
Ⅰ調査概要 
１．調査目的 
(1)「社会参加の必須条件」「生き残るための学習」の視点からの生涯学習の需要を

捉え、教育・訓練に関する事項に特化して調査を行う。 
(2)どのような資質・能力がエンプロイアビリティ（雇用機会・雇用安定）に有効

かを特定し、就労形態別（正規雇用者、非正規雇用者、専業主婦、求職者、無業者）

の学習需要を調べる。 
(3)就労形態別の学習需要と資質・能力（知識、技能、能力、態度）の分布との関

係を把握し、それぞれについての有効な学習戦略を考察し、公的介入（施策化）の

可能性について検討する。 
2.調査対象 

表１	 調査対象者	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （単

位：人） 
	  就労者 専業主婦 求職者 無業者  

合	 計 正規雇用者 非正規雇用者 
男性 25－34 歳 50 50 ―― 50 50  

400 35－44 歳 50 50  50 50 
女性 25－34 歳 50 50 100 50 50  

600 35－44 歳 50 50 100 50 50 
合	 計 200 200 200 200 200 1000 

Ⅱ.属	 性	 
・就労形態別収入（世帯収入）分布（男女別） 
【男性】求職者と無業者の 8 割前後が 300 万未満	  



 

【女性】求職者と無業者の 7 割前後が 300 万未満 
Ⅲ.成人の学習スタイルと経験資本 
１．中学時代の成績（男女別） 
・男女ともに中学校時代の成績では、正規雇用者に「クラスの上」との回答の割合が高い。 
・男女ともに求職者、無業者でクラスの中中以下が相対的に多い。男性の無業者でクラスの上が 3
割。 
２．経験資本（男女別） 
・男女ともに正規雇用者の経験資本が多い 

●経験資本の雇用形態別平均の比較 
	 	 	 女性***:（正規雇用者＞専業主婦＞非正規雇用者）＞（無業者>求職者） 
３.知識に対する認識 
・男性では、新たな知識や技術を身につける必要性は求職者で感じている割合が高く 9 割である一

方、無業者は 6 割以下である。女性では、正規雇用者で感じている割合が高く、専業主婦で低い 
・職業的能力が通用するとの回答は、男女ともに正規雇用者の約半数に留まる。 
・社会に出てからの学習の重要性は、就労形態別に大きな差はなく、どの就労形態でも 8 割以上感

じている。 
４．学習スタイル（男女別） 
・男女ともに正規雇用者は自律的に学習できる者が多い。 
・男性の求職者は学ぶ意欲はあるが、学ぶ内容のガイドが必要であり、相談相手や先生を必要とす

る者が多い。無業者は学ぶ意欲が低く先生を必要とする者が多い。 
・女性の求職者は先生を必要とする者が多く、無業者は学ぶ内容のガイドが必要であり、相談相手

が必要とする者が多い。 
５．お金が手に入る方法 
【男性】求職者に現実的な者が多く、無業者に投機的な者が多い。 
【女性】非正規雇用者に現実的な者が多く、正規雇用者に投機的な者が多い。 
６．満足度（「非常にそうである」＋「まあそうである」）（男女別） 
【男性】・正規雇用者の満足度が高く、次いで非正規雇用者、無業者、求職者の順である。 
・すべての項目で正規雇用者の満足度が高いが、仕事内容や人間関係・人づきあいで非正規雇用者

の満足度が高くなっている。 
・総数の平均の比較では正規雇用者、非正規雇用者・無業者、求職者の 3 群の間に 0.1%水準で有意。 
【女性】・専業主婦、正規雇用者の満足度が高く、次いで非正規雇用者、無業者、求職者の順である。 
・正規雇用者は、収入（個人）、就労状況、仕事内容、非正規雇用者は人間関係・人づきあい、学歴、

健康、専業主婦は生活全体、収入（世帯）の満足度がそれぞれ高い。 
・平均の比較では、正規雇用者、専業主婦・非正規雇用者、無業者、求職者の 4 群の間に 0.1%水準

で有意 
●満足度の主成分（多変量解析） 
・【男性】生活全体の満足度に寄与しているのは、収入（個人）と人間関係・人づきあいである。 
・【女性】生活全体の満足度に寄与しているのは、収入（世帯）と人間関係・人づきあいである。 

７．属性と学習スタイルのまとめ 
・正規雇用者：自律的学習スタイルがあり、随時個人で学習を行っているが、職業的能力の通用性

については半数以上の者が通用しないと感じている。→学習経費の個人負担と自律的な個人学習 
・非正規雇用者：男性は求職者に近く学習ニーズが高い。女性の場合は専業主婦と類似の層であり、

自律的学習スタイルを保持している者が多い。→学習経費の公費負担と自律的な個人学習 
・専業主婦：満足度も高く学習の必要性を感じていないが、学習意欲はある。→学習経費の公費

負担と自律的な個人学習 
・求職者：学習意欲もニーズも高いが、自律的学習スタイルを身につけておらず学習指導や支援が

必要である。情報や学習についての指導などの支援が必要である。→学習経費の公費負担と学習



 

支援 
・無業者：学歴などは様々な属性を持つが、多くが学習スタイルを身につけておらず学習意欲も低

い。→生活支援と学習支援 
 
Ⅳ.就労形態と社会関係資本	 

１．友人数	 

・女性の場合、正規雇用、非正規雇用、専業主婦の間での差はほとんどないが無職の人との差が大

きく、男性の場合には、正規雇用とその他の就労形態とのあいだで差が見られる。 
・ 終学校の友人の中で現在も関係を維持できている人数も、上記と同様である。 
２．仕事以外の目的でふだん接している人数と就労形態（男女別）	 

・ふだん接している人数は、男性よりも女性のほうが多い傾向にある。女性の場合は、正規雇用・

非正規雇用の間にはほとんど差はなく、男性の場合にはその間に差が見られた。 
・その中で「仕事以外」にふだん接している人数を見ると、男性については差が出なかった。女性

の場合には、正規雇用・非正規雇用を含め、就労している人よりも専業主婦の方が少なく、さら

に無業者は少ない傾向にある。 
・〈友人〉相談できる相手を持っている割合は、男女とも、正規雇用の人が も高く、続いて非正

規雇用、無職となっている。しかし、女性の場合は、正規雇用、専業主婦、非正規雇用の間の差

異は小さく、男性の無職や非正規雇用の人よりも相談できる友人を持っている割合が高い。 
・〈職場〉当然ながら就労者と非就労者で歴然とした差が生じるが、男性の場合には正規雇用と非

正規雇用の間で差が生じているのに対して、女性の場合にはその間に有意な差は見られない。 
・〈地域〉男性の場合、雇用形態による差はない。女性は、専業主婦の割合が高くなっている。 
・〈家族〉男性の場合、雇用形態による差はない。女性の場合は専業主婦が高く、続いて就労者で

あり、無職の人では低い割合となっている。 
・〈ネット〉非正規雇用の人の間で割合が高い。 
・〈専門家〉女性の場合のみ、正規雇用の人の割合が他の就労形態よりも高い。 
３．一般的信頼と就労形態（男女別）	 
○正規雇用と専業主婦の人が高い傾向にある。	 

	 

B.	 	 メディア利用の実態と学習ニーズ	 調査 
１．調査のねらい	 

先行研究の内容を踏まえつつ、 近１0年間のインターネット及び携帯電話の普及や、

それに伴う問題が急増している動向を踏まえて、国民のメディア利用の実態と学習ニ

ーズの把握を行い、情報活用能力に関わる生涯学習政策の課題を探求する。	 

学習ニーズの把握に関しては、「個人の要望」と「社会の要請」の双方を考慮する。	 

また、デジタル・デバイド（情報格差）の問題については、インターネットの人口

普及率が約 8 割に達している現状を踏まえて、ネット利用者の間におけるスキルやモ

ラルの格差の実態や、デジタル・デバイド解消に係る行政需要の把握に努める。	 

２．調査対象者	 成人 750 人	 

・	 20 代～60代	 各 150 人	 

・	 人口 50万人以上、10万～20万人、5万人未満	 各 250 人	 

・	 男性	 435 人、女性	 315 人	 	 	 

３．調査結果の概要	 

（１）日常の生活で利用しているメディアについて	 

Ø 高年齢層ほど利用頻度が高いメディアは、「ラジオ」「テレビ」「固定電話」「新聞」、

若年齢層ほど利用頻度が高いメディアは、「携帯型音楽デジタルプレーヤー」「携帯

型ゲーム機」「テレビゲーム」「マンガ・コミック」。大都市では「新聞」を全く読

まない層も多い。	 



 

（２）インターネットの利用について	 

Ø 「ネットショッピング」の利用者は約 9割、「ネットバンキング」、「動画・ソフト

ウェアのダウンロード」の利用者も約 6割に達しており、ネット上での個人情報の

やり取りや著作物の利用が日常化していることがうかがえる。	 

Ø 「ファイルの誤消去」「データの紛失」「電子メールの誤送信」など失敗を繰り返し

ている者が 2～4割に上り、「コンピュータウィルスに感染した」経験を何度も持っ

ている者も 2割以上いるなど、情報セキュリティの問題が顕在化している。（Q15）	 

（３）	 パソコンの利用について	 

Ø パソコンを 初に学んだのは、「自学自習」という回答が多い。20代は学校で、男

性は職場の同僚から、女性は家族から学んだ割合が高い。	 

Ø パソコンを使う も重要な目的は、「趣味や楽しみのため」が も多く、「職業上必

要なため」「日常生活に必要な情報を得るため」と続く。	 

（４）	 携帯電話の利用について	 

Ø 「利用禁止の場所での通話」は、高齢者層では約 7割が「絶対にやってはいけない」

と答えているが、20～30 代では 5割以下にとどまる。他の項目についても 60代の

モラルが高く、20～30 代のモラルの低さが目立つ。	 

（５）インターネット上の情報について感じていること	 

Ø 違法ダウンロード、コンテンツの無断引用、無断配布といった違法行為を許容する

回答が 3～4割に上っており、特に男性、30代の規範意識が低い。	 

Ø 「職場の講習」や「民間のパソコン教室」でパソコンを学んだ者は規範意識が高く、

「小・中・高校の授業」や「大学・大学院の授業」だけでパソコンを学んだ者は、

規範意識が低い傾向が見られる。	 

（６）学習活動について	 

Ø 「大学・短大・高校の公開講座」や「大学・大学に社会人入学して」の学習を希望

する者は、高学歴、高収入層が多い。「カルチャーセンター」での学習を希望する者

は、30代女性、大都市で多く、「公民館など」での学習を希望する者は、年収 800

万円未満、50代女性、中都市で多い。	 

Ø 	 直近 1年間の学習内容は「職業上の知識・技能」、次いで「コンピュータなどの知

識・技能」が多く、希望する学習内容は「英会話やその他の外国語」、次いで「コン

ピュータなどの知識・技能」が多い。	 

（７）防災について	 

Ø 回答者の約 6割が、地震、台風など大きな自然災害を経験しているが、食料の備蓄、

家具の転倒防止など具体的な防災対策を行っている者は 3割程度。	 

Ø 防災について基礎的な知識を持っていない者も 1～2割程度いる。	 

Ø 災害経験者は小都市ほど多いが、防災対策は小都市ほど準備をしていない比率が高

い。2種類以上の災害経験を持つ人は準備率が高い。	 

４．政策的インプリケーション	 

（１）学習の社会的ニーズ	 

Ø インターネットの利用率が高まり、ネット上での個人情報のやりとりや、著作物の

利用が日常化しているが、他方で情報セキュリティや情報モラルの問題が顕在化。	 

Ø 情報機器の基本的操作に係るスキルの習得だけでなく、情報セキュリティや法令・

モラルに関する知識の習得や意識を高めるための学習機会の充実が求められる。	 

Ø セキュリティやモラルに係る意識の向上のためには、小・中・高校・大学等の学校

における情報教育だけでは不十分であり、企業内研修や民間教育機関を含めた学び

直しの機会（リカレント教育）の充実が求められる。	 

Ø 防災の正しい知識を身につけ、防災の準備を行う学習機会の充実が求められる。	 

（２）学習の個人的ニーズ	 



 

Ø 学習機会の提供に当たっては、学習者の属性（年齢・性別・学歴・職業等）とニー

ズに応じて、学習内容や提供方法（学習形態）、学習情報の提供等について、きめ細

かい対応が望まれる。	 

Ø 特にインターネットを利用した学習に対するニーズが高く、学習コンテンツや学習

情報の提供の充実が望まれる。	 

Ø 公民館など自治体が行う講座についても、内容や開催方法を工夫することで、学習

者の潜在的なニーズに応えることが望まれる。	 

Ø 学習内容としては、外国語、ICT、および職業上の知識・技能に関する学習機会の充

実が望まれる。	 

	 

	 

C.	 家庭教育に関する調査 
	 

１．調査の目的	 

今日の家庭教育や子育ての実態、親・保護者の意識、家庭教育に関する学習ニーズなど	 

を把握し、それらを踏まえた家庭教育支援策の今後の在り方を検討するための基礎資料	 

を得る。	 

２．調査対象	 

	 乳幼児から高校生を持つ親を対象に調査（年齢は 25 歳から 64 歳まで） 
親を、乳幼児を持つ親、小学生を持つ親、中学生を持つ親、高校生を持つ親	  

の４類型 1000 サンプル（各々は 250 サンプル）抽出 
それ以外に	 200 サンプル	  
ひとり親（シングルマザー、シングルファザー）にもアンケート 

３．結果の概要	 

（家庭教育への自信、子育て環境への捉え方、日頃心がけている事柄）	 

Q６	 家庭教育についての自信（うまくいっているかどうか） 
子どもを持つ親のうち、家庭での子どもに対する教育が「だいたいうまくいっている」

と回答したものが 60.6％と も高く、「うまくいっている」と答えたものも 17.2％に上っ

ている。子どもの学校段階別の親のタイプ別で見ると、中学生を持つ親では「あまりうま

くいっていない（22.0％）」、「うまくいっていない」4.0％、高校性を持つ親「うまくいっ

ていない」5.2％、「あまりうまくいってない」15.6％となっており、思春期の子どもを持

つ親の戸惑いがうかがえる。 
Q10	 乳幼児期に特に心がけたこと、心がけていること（複数回答 3 つ以内） 
「『ありがとう』『ごめんなさい』を言えるようにする」との回答が 多。また、「乳幼

児」、中学生、高校生の子どもを親は「一緒にすごし話し相手になる」を挙げ、「小学生」

を持つ親は「周りの人にあいさつをできるようにする」を挙げた。 
【家庭教育をめぐる家庭での生活実態】	 

Q11	 親子のコミュニケーション 
	 全体では「よく話しあう」「時々話し合う」を合わせると 88.0%であり、大半の親は話

し合っている。しかし約１割の親はコミュニケーションが取れていない。学校段階別では、

小学生を持つ親など子どもが小さいほどコミュニケーションがとれる傾向。 
Q13	 話をしない理由（「あまり」「ほとんど」話をしない人のみに	 複数回答） 
	 全体としては も割合が高いのは「話す時間がないから」40.7%、次が「話かけてもう

るさがられるだけだから」38.4%である。学校段階別では「話す時間がないから」小学生

55.0%、「話かけてもうるさがられるだけだから」中学生 41.4%、高校 45.9%が比較的高い。

「子どもの考え方がよく理解できないから」が中高生では約 2 割存在しており、この時期

の子ども理解の支援が求められるのではと考えられる。 



 

Q14	 お手伝いの頻度	 	 （複数回答） 
全体では「ほぼ毎日」させているが 31.2%と も割合が高く、次が「週２～3 回」の 25.0%

である。過半数の親が週 2 回以上させている。学校段階別では小学生の割合が も高い。 
【保護者の価値観、家庭教育に対する捉え方】	 

Q21	 子ども達に身に付けさせたい資質や能力 
	 「これからの社会を生きていく子どもたちに必要であると思われる資質や能力」を親に

聞いたところ、「とても必要である」と回答した割合は、「他者への思いやりやいたわりの

心」72.8％、「ルールや善悪の価値判断」71.3％、「健康や体力」70.8％、「道徳心や公共心、

礼儀マナー」68.8％が上位を占めた。 
Q23	 自分の子どもに身についていない、足りないと思われるもの (	 実際に身に

ついていない、足りないと思われるものを 3 つ以内で聞いたところ、「外国語のス

キルや素養」27.6%、「自分で課題を見つけ、考えることができる力や探究心」26.2％、

「将来設計を立て計画を実行していける力」22.0％となっている。 
Q24	 家庭の教育力の低下との意見についての考え  
	 「全くそのとおりだと思う」「ある程度そう思う」と答えた親は、73.8％となっ

ており、「どちらともいえない」と答えた割合は 21.4％である。 
Q25	 家庭の教育力の低下した理由  
	 家庭の教育力が低下している理由を聞いたところ、理由の中で割合が高いものは、

「過保護や甘やかしすぎ、過干渉」87.3％、「子どものしつけや教育の仕方が分か

らない親の増加」86.7％、「しつけや教育に自信を持てない親の増加」77.8。 
【親になる前の育児経験や親になる前の準備学習の実態】	 

Q34	 親になる前の小さな子どもとのふれあいや育児経験   
親になる前の小さな子どもの世話の仕方の経験やなどを聞いたところ、「親戚や

知人の小さい子ども達の世話をした」経験は 44.6％、「弟や妹の世話をした」もの

は 32.3％であるが、保育園などでの託児の実習は 8.0％である。 
	 一方、「親や親戚から教えてもらった」は 55.4％、「育児のガイドブックや本を読

んだ」は 54.5％となっており、実際に小さな子ども達に触れる機会は少ない。 
Q36	 親になる前や結婚するまでの家庭教育の講座受講の有無  
	 親になる前や結婚するまでの家庭教育の講座受講の有無について聞いたところ、

79.5％が受けていないと回答している。 
【家庭教育支援策についての要望】 
Q42	 親の学習ニーズ（学んでみたい内容）（複数回答） 

家庭教育について学んでみたい内容を聞いたところ、「子どもの進路や就職、将

来」30.5％、「健康・医療」28.5％、「成績や勉強、学力」26.3％となっている。親

のタイプ別では、乳幼児を持つ親の学習ニーズは「健康・医療」43.2％、「身体の

発育・発達」41.2％、「子どもの知的発達」40.0％、小学生は「遊びや友人関係、

集団生活」29.6％、「健康・医療」26.4％、「進路や就職、将来の生き方」26.0％と

なっている。 
中学生の子どもを持つ親は「進路や就職、将来の生き方」38.4％、「成績や勉強、

学力」36.0％「健康・医療」22.8％への関心が高く、高校生を持つ親については「進

路や就職、将来の生き方」40.0％、「成績や勉強、学力」28.0％、「ストレスや心の

病」24.4％という順になっている。親の不安と学習ニーズとはある程度重なってお

り、子どもの発達段階毎に合わせて学習ニーズも変化している。 
Q43	 家庭教育の学習についての阻害要因  
	 家庭教育についての学習を始めようとするとき、あるいは学習を行っていく上で

の問題や不都合を聞いたところ、「経費のやりくりが大変」42.4％、「時間のやりく

りが大変」29.6％、「学習のきっかけがつかみにくい」20.2％の順となっている。



 

なお、「問題や不都合を感じていない」と答えている親も 25.3％となっている。 
Q44	 家庭教育支援のための行政への要望  
	 「大いに充実すべき」「少し充実すべき」を合わせて、行政に期待するものの割

合が多いものは、「小児医療の体制整備」88.4％「教育費の負担軽減」87.1％、「安

全安心な遊び場の整備」85.3％である。 
	 また一方、「充実する必要のない」ものとして、「冊子やパンフレットの作成・配

布」13.1％「「講座等の学習機会の情報提供」11.3％という回答も得られた。 
【不登校等についての実態や親の意識】	 	 

Q56	 不登校の期間  
不登校の期間については、高校生を持つ親が 3 年以上と答えたものが 15％ 

Q58	 家庭教育に関係して不登校・不登園についての自由記述から  
	 少し気になった意見として「ただのサボリ」「わがまま」「いじめが原因」といった意見

の他に、「今の乳幼児の時期だけで終わって欲しい」という早期化、「いつ不登校になって

もおかしくない、明日は我が身」という一般化、「地域社会全体で家庭教育を行えば減る」

といった意見がみられた。 
	 

D.	  高齢者の社会参加に関する調査 
１．調査の対象	 
	 50歳から74歳までを５つの階層に分け、各200（男性100／女性100）サンプル、	 
	 合計で1000サンプルを抽出・分析	 
２．調査結果の概要	 
(1)回答者の属性：	 

① 「定年退職をし、今は働いていない」が も高く(47.0%)、次いで「定年退職をせずに働いて

いる」(40.2%)、「定年退職をしたが、今も働いている」(12.8%)となっている。	 

② 「専門的・技術的職業（医師・看護師、弁護士、教師・教員、栄養士、エンジニア・デザイナ

ー、文筆家など）」が も高く(26.6%)、次いで「事務的職業（会社や役所での一般事務・経

理、内勤の営業など）」(19.3%)、「管理的職業（会社や官庁での課長以上の管理職など）」

(13.9%)となっている。	 

③ 「一般事務・総務」が も高く(13.9%)、次いで「経営・役員」(13.6%)、「その他」(8.4%)

となっている。	 

④ 「常勤（フルタイム）で給料をもらって仕事をしている」が も高く(43.3%)、次いで「パー

トタイムで仕事をしている（在宅ワークを含む）」(18.0%)、「事業を経営している」(16.9%)

となっている。	 

⑤ 「専門的・技術的職業（医師・看護師、弁護士、教師・教員、栄養士、エンジニア・デザイナ

ー、文筆家など）」が も高く(25.9%)、次いで「事務的職業（会社や役所での一般事務・経

理、内勤の営業など）」(19.0%)、「その他」(15.6%)となっている。	 

⑥ 「パートタイムで仕事をしている（在宅ワークを含む）」が も高く(36.7%)、次いで「常勤

（フルタイム）で給料をもらって仕事をしている」(29.3%)、「フリーで仕事をしている（在

宅ワークを含む）」(12.2%)となっている。	 

⑦ 「高校卒」が も高く(35.9%)、次いで「大学卒」(35.8%)、「短大卒」(10.4%)となっている。	 

⑧ 配偶者については、「いる」が も高く(75.4%)、次は「いない」(24.6%)となっている。	 

⑨ 健康については、「どちらかというと自信がある」が も高く(53.8%)、次いで「どちらかと

いうと自信がない」(28.7%)、「自信がある」(11.0%)となっている。	 

⑩ 毎月の収入額については、「10万円未満」が も高く(27.4%)、次いで「10－20万円未満」(27.1%)、

「20－30万円未満」(21.7%)となっている。	 	 

⑪ 現在の貯金額については、「500万円未満」が も高く(48.6%)、次いで「500－1000 万円未満」

(17.6%)、「1000－2000 万円未満」(13.0%)となっている。	 	 

	 

	 (2)生涯学習活動／地位活動等に関し、「今後行ってみたい活動」	 

	 イベント等の鑑賞、趣味教養を深めるためのグループ・サークル活動が上位を占める。	 



 

	 (3)今後、生涯学習活動／地位活動等に参加したいと思う理由	 

	 生活に充実感をもちたいから(72.2%)､次いで「健康や体力に自信をつけたいから｣(37.0%)､「社会

への見方を広めたいから（視野を広めたいから）」(34.0%)となっている｡	 

	 (4)地域のために活動を行っていく際に必要な条件	 

	 6割以上の人が、「一緒に活動する仲間がいること」、「時間や期間にあまり拘束されないこと」

及び「活動場所が自宅からあまり離れていないこと（身近に参加できること）」を挙げている。	 

(5) 今後行ってみたい活動	 

※	 優先順位の高い項目を３つを点数化しそれらの合計によりランキング 
 項 目 ポイント 

1 展覧会、映画、コンサート等文化イベントの鑑賞 1206 

2 趣味教養を深めるためのグループ・サークル活動 826 

3 生涯学習に関する講座や教室等への参加 526 

4 スポーツ・レクリエーション活動への参加（実践） 469 

5 農作業やものづくりなどの生産活動 468 

6 個人で行う文化的な創作・表現活動 374 

7 地域住民の一人として行うボランティア活動（清掃等） 3869 

8 資格取得のための勉強をする 323 

9 地域の寄り合い・会合等への参加 8061 

10 自治会や祭りの実行委員等の地域活動 16122 

11 スポーツ・レクリエーション活動の鑑賞 261 

12 ボランティア団体や施設のボランティア活動への参加 214 

13 生活課題や社会的課題の解決に関するグループ・サークル活動 118 

14 グループ・サークル等のリーダーとしての活動 113 

15 生涯学習に関する講座や教室等の企画実施（主催者側） 87 

16 指導者（ボランティア）としての活動 63 

17 学校の諸活動に協力する活動 47 

18 子どもや青少年に対する教育活動（キャンプ等） 46 

(6)地域のために活動を行っていく際に必要な条件とは 
あなたが地域のために活動を行っていく際に、必要な条件は何だ
と思いますか？次の中からいくつでも選んで下さい。	 

%	 

時間や期間にあまり拘束されない	 66.2	 	 

一緒に活動する仲間がいる	 66.0	 	 

活動場所が自宅からあまり離れていない（身近に参加できる）	 62.5	 	 

技術・経験が活かせる	 38.0	 	 

参加を呼びかける団体があったり、世話役がいたりする	 35.5	 	 

軽作業程度の労働である	 28.2	 	 

実費（交通費）程度の経費の援助がある	 26.7	 	 

その他	 4.2	 	 

全体(N=1000)	 100.0	 	 

 地域のために活動を行っていく際に必要な条件として、「一緒に活動する仲間がいること」と「時

間や期間に拘束されないこと」、そしてその活動場所が身近に参加できるところにあることを 7 割近

くの人が上げていることを考慮して、今後の高齢者の社会参加の政策を考えていく必要があるだろ

う。 
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第１章	 就労形態別属性の特徴と学習成熟度	 

岩崎久美子（国立教育政策研究所） 
 
はじめに	 
	 「失業率は、社会経済の重要な指標のひとつである。失業率の上昇は、個人収入の喪失、政

府に対する社会保障を含む様々な失業対策への社会的圧力の強まり、そして税収減少を意味す

る。経済的観点から言えば、失業は、有効利用されていない労働力と見なされるものである。」

[EU Eurostat, 2012] 
	 EU(欧州連合)統計局で発表される統計資料 Eurostat（ユーロスタット）によれば、EU27
か国の 2010—11 年の失業率の平均は 9.7%であり、経年的統計を取り始めた 2000 年以降、

も高い数字となった。これに対し、米国の失業率は、2008 年のリーマンショック（Lehman 
Shock）以降、急劇に増加し、2009 年には EU27 か国のいずれの国よりも高い水準となった。

しかし、2010—11 年には、依然高い水準であるものの、EU27 か国よりも低くなっている。一

方、日本は、EU 諸国や米国との比較において、失業率が常に低い国と分析されている[EU 
Eurostat, 2012]。 
	 このように、2010 年の数字で失業率を比較すれば、米国 9.6%、ドイツ 7.1%、フランス 9.4%
に対し、日本は 5.1%と相対的に低い数字である。しかし、韓国の同年の失業率は 3.7%であり、

また、日本の失業率の経年的変化を見れば、1990 年以前は 2%前後であったものが、1990 年

代以降4－5%前後で推移し、全体的に失業率が上昇しているともいえる[総務省統計局, 2012]。 
グローバリゼーションやテクノロジーの進展は、人件費の安い国へと未熟練労働の労働市場

を求める動きを加速するため、先進諸国では、イノベーションによる知識集約型の付加価値の

高い産業を担いうる人的資源が必要となる。このことが、新たな人材開発、あるいは失業者対

策として教育訓練を求める理由となり、生涯学習の政策的目的を雇用の確保・維持に収斂させ

ることになる。 
職業人調査の目的は、このような観点から、第一に、雇用につながる教育訓練に関する事項

に特化して学習需要の調査を行うこと、第二に、どのような知識、技能、能力、態度といった

資質・能力が雇用機会や雇用安定にかかわるエンプロイアビリティに有効かを特定し、就労形

態別（正規雇用者、非正規雇用者、専業主婦、求職者、無業者）の学習需要を調べること、第

三に、就労形態別の学習需要と資質・能力の分布との関係を把握し、それぞれについて有効な

学習戦略を考察し、公的介入（施策化）の可能性について検討することにある。 
	 本稿の第一の目的は、このような調査の全体的なモデルの中で、職業人調査の属性分布を明

らかにし、後述されるそれぞれの分担者の分析の前提として、調査の概要を提示することであ

る。また、第二の目的は、研究分担として、モデルにおける学習成熟度と雇用の関係を明らか

にする。成人学習者の学習段階説を唱えたグロウによれば、学習者には、1）自己決定性が低

く、学習者が何をなすべきかを教えてくれる権威的人物(教師)が必要な段階、2）自己決定性を

若干保持し、学習の動機づけもあり自信もあるが、学ぶ内容が不明な段階、3）自己決定性が

中間レベルで、学習技能や基礎的知識はあるが、さらに良いガイドがいれば、準備もでき特定

の内容を深く学べる段階、4）自己決定性が高く、学習者が自分の学習プロセスを専門家の支

援がなくても計画、実行、評価しようとし、またできる段階、という四つの明確な段階がある

という[Grow, G. 1991]。本稿では、この段階モデルを下敷きに、学習プロセスを自己決定的に

実施できるかどうかを学習成熟度という言葉で捉え、雇用との関係を考える。 



 

当初の調査モデルは、図１−１のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図１−１	 調査モデル 
 
第１節	 調査概要とサンプル属性	 
（１）サンプル	 

図１−１のモデルに基づき、調査は、生産年齢人口である 16～64 歳のうち、労働力の中核と

なる 25～44 歳を対象に、性別（男性、女性）、年齢（25～34 歳、35～44 歳）、就労形態（正

規雇用者、非正規雇用者、専業主婦、求職者、無業者）を等分になるようデータを取得した。 
就労形態別の分布は、労働力調査によれば、表１−１のとおり、男性の 25～34 歳では、正規

雇用者 81.5%、非正規雇用者 13.3％、求職者 2.0%、無業者 3.2%であり、また、35～44 歳で

あれば、正規雇用者 88.5%、非正規雇用者 7.8％、求職者 1.2%、無業者 2.5%である。一方、

女性の 25～34 歳では、正規雇用者 41.4%、非正規雇用者 29.1％、求職者 11.0%、無業者 18.8%
であり、35～44 歳であれば、正規雇用者 30.4%、非正規雇用者 35.2％、求職者 12.2%、無業

者 22.2%である。 
調査サンプルは、このような現実の分布を反映するのではなく、特に、非正規雇用者、求職

者と無業者を厚く分析対象にするために、これらの層のサンプル数を正規雇用者と人為的に等

分にして取得した。 
その結果、男性は、25～34 歳、35～44 歳の二つの年齢層のそれぞれについて、正規雇用者

50 名、非正規雇用者 50 名、求職者 50 名、無業者 50 名であり、女性は、25～34 歳、35～44
歳のそれぞれの年齢層について、正規雇用者 50 名、非正規雇用者 50 名、求職者 50 名、無業

者 50 名、専業主婦 100 名を対象とした。合計、男性 400 名、女性 600 名であり、専業主婦分

の 200 名分が女性で多くなっている。サンプルの内訳は表１−2 のとおりである。 
	 なお、調査は、ウェブにより、平成 23 年 11 月に実施された。 

 

分析対象 
 



 

表１−１	 労働力調査（平成 22 年平均） 
（単位：万人） 

  労働力人口 非労働力人口 合	 計 
正規雇用者 非正規雇用者 求職者（就業希望者） 無業者 

男性 25−34 歳 566(81.5%) 92(13.3%) 14(2.0%) 22(3.2%) 694(100.0) 
35−44 歳 680(88.5%) 60(7.8%) 9(1.2%) 19(2.5%) 768(100.0) 

女性 25−34 歳 296(41.1%) 209(29.1) 79(11.0) 135(18.8%) 719(100.0) 
35−44 歳 251(30.4) 291(35.2) 101(12.2) 183(22.2) 826(100.0) 

注 1：平成 23 年平均は、岩手、宮城、福島を除く数字のため、平成 22 年を掲載。 
注 2：「無業者」は非労働力人口のうち就業希望者を除いた数字である。 

 
表１−2	 調査対象者 

（単位：人） 
	  就労者 専業主婦 求職者 無業者  

合	 計 正規雇用 非正規雇用 
男性 25～34 歳 50 50 ―― 50 50  

400 35～44 歳 50 50  50 50 
女性 25～34 歳 50 50 100 50 50  

600 35～44 歳 50 50 100 50 50 
合	 計 200 200 200 200 200 1000 

 
（２）就労形態別世帯年収	 

今回の調査対象者 1000 人の世帯収入分布を示したのが、図１−2 である。 
国税庁「平成 22 年分民間給与実態統計調査」によれば、給与所得者の平均給与（年額）は

412 万円（男性 507 万円、女性 269 万円）である。また、厚生労働省の「国民生活基礎調査」

は、相対的貧困ラインを中央値の半分と設定しており、平成 21 年度の値では、中央値が 250
万円であり、貧困ラインは125万円とされている（貧困ライン以下の占める世帯割合は16.0％）。 

 

 
図１−２	 世帯年収の分布 

 
	 ここでは、このような定義と今回の調査サンプルの世帯年収の分布（図１−2 参照）を勘案し、

「働いていない群」（n=237）、年収 300 万未満を「低所得群」（n=217）、年収 300 万～500 万

未満を「中所得群」（n=281）、500 万以上を「高所得群」（n=263）とする。 
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表１−３	 性別・雇用形態別世帯別年収の分布	 	 	 	 	 	 	  
	 	 (％) 

 高所得群 
(500 万以上) 

(n＝263) 

中所得群 
(300〜500万未満) 

(n=281) 

低所得群 
（300 万未満） 

(n=219) 

働かない  
(n=237) 

男性 
(n=400) 

正 規 雇 用 者  
(n=100) 

47.0 44.0 9.0 0.0 

非正規雇用者
(n=100) 

22.0 26.0 51.0 1.0 

求 職 者    
(n=100) 

5.0 14.0 15.0 66.0 

無 業 者    
(n=100) 

8.0 19.0 25.0 48.0 

女性 
(n=600) 

正 規 雇 用 者  
(n=100) 

50.0 30.0 20.0 0.0 

非正規雇用者
(n=100) 

36.0 31.0 20.0 0.0 

専 業 主 婦  
(n=200) 

34.5 40.5 11.5 13.5 

求 職 者    
(n=100) 

14.0 16.0 24.0 46.0 

無 業 者    
(n=100) 

12.0 20.0 18.0 50.0 

注：30% 以上を網掛け 

 
男性の正規雇用者の世帯別年齢分布では、47.0%が高所得群であり、44.0%が中所得群であ

り、9.0%が低所得群である。一方女性の正規雇用者の世帯別年収分布は、50.0%が高所得群、

30.0%が中所得群、そして、20%が 300 万以下の低所得群である。 
求職者、無業者のうち「働いていない」と回答した者は、厳密には所得額が不明と考えられ

るが、ここでは所得なしとする。また、専業主婦では、世帯別年収にあって「働かない」、「低

所得」の数字は、自分個人の収入を想定した誤回答の可能性があるが、参考まで掲載する。 
非正規雇用者、求職者、無業者別に、「低所得＋働いていない」群を雇用形態別にみると、男

性は、非正規雇用の 5 割以上、求職者、無業者はともに７〜8 割前後が該当する。女性は、非

正規雇用の 2 割、求職者、無業者ともに約 7 割が該当する。 
 
（３）学歴	 

	 男性の学歴で、大学卒以上（「大学」+「大学院」）が占める割合を見ると、正規雇用者（59.0％）

＞非正規雇用者（46.0％）＞無業者（38.0％）＞求職者（35.0％）の順となっている。 
 

表１−4	 就労形態別学歴 
 中学校 高等学校 専門学校 短大・高専 大学 大学院 その他・不明 
男性 正規雇用者 0 22.0 12.0 7.0 49.0 10.0 0 

非正規雇用者 2.0 30.0 14.0 6.0 40.0 6.0 2.0 
求職者 13.0 25.0 18.0 8.0 31.0 4.0 1.0 
無業者 6.0 37.0 11.0 5.0 36.0 2.0 0 

女性 正規雇用者 0 17.0 15.0 14.0 50.0 4.0 0 
非正規雇用者 5.0 26.0 18.0 19.0 27.0 5.0 0 
専業主婦 0 23.0 19.5 23.5 29.5 2.5 0 
求職者 3.0 38.0 13.0 20.0 21.0 3.0 2.0 
無業者 7.0 33.0 19.0 18.0 22.0 1.0 0 

 
  



 

	 一方、男性の高等学校以下（「中学校」＋「高等学校」）では、無業者（43.0%）＞求職者（38.0％）

＞非正規雇用者（32.0％）＞正規雇用者（22.0％）と、相対的に求職者や無業者の中で高等学

校以下が占める比率が高い。 
	 女性で大学卒以上が占める割合は、正規雇用者（54.0％）＞非正規雇用者（32.0％）＞専業

主婦（32.0％）＞求職者（24.0％）＞無業者（23.0％）の順である。高等学校以下（「中学校」

＋「高等学校」）では、求職者（41.0％）＞無業者（40.0%）＞非正規雇用者（31.0％）＞専業

主婦（23.0％）＞正規雇用者（17.0％）の順であり、男女ともに相対的に求職者や無業者の中

で高等学校以下の占める比率が高い。	  
	 なお、男女ともに正規雇用者に中学卒の者はいない。 
 
（４）就労形態別婚姻状況	 

就労形態別に婚姻率を見ると、男性では正規雇用者が 46.0％であるのに対し、非正規雇用者

16.0％、求職者 11.0％、無業者 9.0％の順で婚姻率が低い（専業主婦は婚姻を前提と考え、こ

こでは除く）。一方、女性では、正規雇用者、非正規雇用者ともに 6 割が既婚であり、求職者

22.0％、無業者 15.0％の順に婚姻率が低い。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
図１−３	 雇用形態別婚姻率（離婚・死別を含む） 

	  
厚生労働省の人口動態統計によれば、平成 23 年の平均初婚年齢は、夫 30.7 歳、妻 29.0 歳1で

あり、調査対象者（25～44 歳）は、今後結婚する者も含まれる年齢層である。そのため、男女

ともに 35 歳以上の未婚率を見てみる（表１－５参照）。 
男性の未婚率は、35～39 歳の正規雇用者が 55.0％、40～44 歳が 36.7％、非正規雇用者の

35～39 歳が 73.1％、40～44 歳が 87.5％、求職者の 35～39 歳が 89.5％、40～44 歳が 83.9％、

無業者の 35～39 歳が 100.0％、40～44 歳が 75.0％である。特に 40～44 歳を見れば、正規雇

用者の未婚率が 36.7％であるのに対し、非正規雇用者 87.5％、求職者 83.9％、無業者 75.0％
と相対的に高い。 
一方、女性の未婚率を見れば、35～39 歳の正規雇用者が 50.0％、40～44 歳が 68.2％に対し、

非正規雇用者の 35～39 歳は 17.4％、40～44 歳が 29.6％、求職者の 35～39 歳が 70.8％、40
～44 歳が 69.2％、無業者の 35～39 歳が 83.3％、40～44 歳が 75.0％である。特に 40～44 歳

を見れば、正規雇用者の未婚率が 68.2％、非正規雇用者 29.6％、求職者 69.2％、無業者 75.0％
である。男性と異なり、女性の場合は、正規雇用者の未婚率が高い傾向にある。 
  

                                                   
1 厚生労働省	 平成 23 年人口動態統計月報年計（概数） 

 



 

 
表１−５	 年齢層・雇用形態別未婚率 

（％） 

	 性別 雇用形態 25～29 歳 30～34 歳 35～39 歳 40～44 歳 

男性 

正規雇用者 75.0 60.5 55.0 36.7 
非正規雇用者 88.2 87.9 73.1 87.5 
求職者 95.8 88.5 89.5 83.9 
無業者 100.0 93.5 100.0 75.0 
全体 91.7 81.3 79.3 69.9 

女性 

正規雇用者 50.0 67.5 50.0 68.2 
非正規雇用者 60.0 54.3 17.4 29.6 
専業主婦 0.0 1.3 0.0 0.0 
求職者 100.0 79.4 70.8 69.2 
無業者 100.0 89.5 83.3 75.0 
全体 54.5 48.4 36.2 40.1 

 
次に、未婚者の居住形態を見ると、求職者、無業者に、親と同居する者が多く、男性の求職

者は 61.8%、無業者が 69.2%、女性では、求職者が 61.5%、無業者が 61.2％が親と同居と回答

している。 

 
図１−４	 未婚者の居住形態 

 
（５）不安定な層の特徴	 

非正規雇用、求職者、無業者であっても既婚者の場合は、配偶者による経済保証のある場合

もある。そのため、既婚者と未婚・離別者・死別者との間に、世帯あたりの収入の差があると

想定される。この点から、低所得群と働かない群のうち、配偶者がいる者を除き、「低所得（働

かない群を含む）＋配偶者なし群」を見てみる。 
男性は、非正規雇用者が 48 人（男性の非正規雇用者の 48.0％）、求職者 73 人（男性の求職

者の 73.0％）、無業者が 71 人（男性の無業者の 71.0％）の合計 192 人であり、非正規雇用、

求職者、無業者（合計 300 人）の 64.0％にあたる。 
女性は、非正規雇用者 24 人（女性の非正規雇用者の 24.0％）、求職者 63 人（女性の求職者

の 63.0％）、無業者 66 人（女性の無業者の 66.0％）の合計 153 人であり、非正規雇用、求職
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者、無業者（合計 300 人）の 51.0％にあたる。 
この「低所得+配偶者なし」群の学歴と居住形態を見てみたい。 
男性の学歴は、高等学校卒 32.3%、大学 30.2％、専門学校 15.1％、中学校卒 8.3％、高等専

門学校 4.7％、短大 3.1％、大学院 3.6％、その他 1.0％、不明 1.0％であり、居住形態を見れば、

単身 28.6％、親と同居 62.0％、その他 9.4％である。 
女性の学歴は、高等学校卒 37.9％、短大 17.6％、大学 17.0％、専門学校 17.0％、中学校卒

5.9％、大学院 2.0％、高等専門学校 1.3％、その他 1.3％、居住形態では、単身 31.4％、親と同

居 53.6％、その他 15.0％、である。 
	 男性、女性ともに高等学校卒が も多く、経済的事情のためか半数以上が親と同居している。

このことから、「低所得＋配偶者なし」群で親と同居している者は、経済的に自立していない層

と考えられる。 
 

表１−６	 非正規雇用、求職者、無業者で既婚でない者の内訳 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (人) 

 雇用形態 既婚 未婚・死別・離別 
男

性 
非正規雇用(n＝100) 15 85 
求職者    (n＝100) 10 90 
無業者    (n＝100) 5 95 
合	 計 30 270 

女

性 
非正規雇用(n＝100) 53 47 
求職者    (n＝100) 12 88 
無業者    (n＝100) 7 93 
合	 計 72 228 

	  
 
（６）就労者の業種の特徴	 

	 次に、就職している正規雇用者と非正規雇用者の業種と職種、従業員数を見てみたい。 
	 男性の正規雇用者の業種としては、製造業 30.0%、情報サービス業 10.0%、サービス業 9.0%
で、ほぼ全体の半数を占める。次いで、小売業 7.0%、医療・福祉関連業と教育・学習支援業が

6.0%、運輸業と商社・卸売業が 5.0%である。職種としては、エンジニアが 17.0%、設計・製

造が 16.0%、販売・営業が 13.0%、一般事務 8.0%、研究・開発が 7.0%と続く。従業員数は、

300 人以上が 42.0%、次いで 100~300 人が 13.0%を占めている。従業員数は、300 人以上が

42.0％、100～300 人以上が 13.0％、51～100 人が 11.0％であった。 
	 一方、男性の非正規雇用者の業種は、サービス業が 21.0%、製造業が 13.0%、情報サービス

業が 12.0%、教育・学習支援業が 11.0%である。職種は、販売・営業が 19.0%、設計・製造 12.0%、

サービス・カスタマーサービス 10.0%、調達・運輸・物流、情報システム、一般事務がそれぞ

れ 8.0%となっている。従業員数は、300 人以上が 23.0%であるが、次いで 21~50 人が 19.0%
となっており、比較的小規模の組織で働いている者も多い。 
女性については、正規雇用者で多いのは、サービス業 17.0％、製造業 14.0％、情報サービス

業 10.0％、商社・卸売業 10.0％で、これらで半数を占める。この他、建設業と医療・福祉関連

業がそれぞれ 9％、教育・学習支援 8％と続く。職種では、一般事務が 29.0%、総務・人事・

経理が 14.0%、販売・営業が 8.0%、専門職（医療関連・看護師・介護福祉関連）が 8.0%であ

る。従業員数は、300 人以上が 27.0%、次いで、6~20 人が 19.0%、51～100 人が 15.0％であ

る。 
女性の非正規雇用者では、多い順に、サービス業 21.0%、製造業 13.0%、情報サービス業 12.0%、

【内訳】 
低所得群 48	 中所得群 19	 高所得群 18 
低所得群 73	 中所得群 13	 高所得群 4 
低所得群 71	 中所得群 17	 高所得群 7 

【内訳】 
低所得群 24	 中所得群 13	 高所得群 10 
低所得群 63	 中所得群 14	 高所得群 11 
低所得群 66	 中所得群 18	 高所得群 9 



 

教育・学習支援業 11.0%、小売業 8.0%となっている。職種では、一般事務 29.0％、販売・営

業 14.0%、専門職（教育関連）10.0%、専門職（医療関連・看護師・介護福祉関連）8.0%の順

である。従業員数を見れば、300 人以上が 22.0%である一方で、21～50 人が 21.0%、6～20
人が 16.0%と、比較的小規模のところに勤務している者が多い。	  
 

表１−7−１	 正規雇用者と非正規雇用者の業種	 (男性) 
 業	 種	 (人) 職	 種	 (人) 従業員数	 (人) 
正規雇用者 
（n=100）  

製造業 30、情報サービス業 10、サービス

業 9、小売業 7、医療・福祉関連業 6、教

育・学習支援業 6、運輸業 5、商社・卸売

業 5、建設業 4、農林水産・鉱業 3、通信

業 2、金融・証券・保険業 2、その他 11（印

刷・出版業関連、不動産業、飲食店・宿泊

業、宗教・政治・文化団体、官公庁、研究

開発、地方公共団体、地方公務員、点検業、

俳優、法曹） 

エンジニア 17、設計・製造 16、販売・

営業 13、一般事務 8、研究・開発 7、
情報システム 6、専門職（教育関連）5、
企画・マーケティング 4、調達・運輸・

物流 4、サービス・カスタマーサービ

ス 4、専門職（医療関連・看護師・介

護福祉士）4、その他 12（総務・人事

管理、経営、医師、会計士・税理士、

その他 8） 

300 人以上：42 
100～300 人：13 
51～100 人：11 
5 人以下：10 
6～20 人：9 
個人事業：8 
21～50 人：7 

非正規雇用者 
（n=100） 

サービス業 21、製造業 13、情報サービス

業 12、教育・学習支援業 11、小売業 8、
運輸業 6、医療・福祉関連業 6、飲食店・

宿泊業 3、印刷・出版関連 2、通信業 2、
金融・証券・保険業 2、その他 14（建設業、

電気・ガス・水道業、商社・卸売業、不動

産業、広告業・広告代理業、その他 9） 

販売・営業 19、設計・製造 12、サー

ビス・カスタマーサービス 10、調達・

運輸・物流 8、情報システム 8、一般事

務 8、専門職（医療関連・看護師・介

護福祉関連）5、専門職 5、エンジニア

4、研究・開発 4、総務・人事・経理 4、
その他 13（専門職（医師）、専門職（弁

護士）、その他 11） 

300 人以上：23 
21～50 人：19 
100～300 人：17 
6～20 人：12 
51～100 人：11 
5 人以下：10 
個人事業：8 
 

注：正規雇用者、非正規雇用者ともに n=100 のため、人数が％と同じ数字となる。  

 
表１−7−2	 正規雇用者と非正規雇用者の業種	 (女性) 

 業	 種	 (人) 職	 種	 (人) 従業員数	 (人) 
正規雇用者 
（n=100）  

サービス業 17、製造業 14、情報サービス業

10、商社・卸売業 10、建設業 9、医療・福

祉関連業 9、教育・学習支援 8、小売業 4、
金融・証券・保険業 4、運輸業 3、その他 12
（印刷・出版業関連、不動産業、飲食店・宿

泊業、宗教・政治・文化団体、ダンサー、官

公庁、公務員、在宅ワークのため勤務先なし、

自由業、人材派遣業、貿易、マンガ家アシス

タント） 

一般事務 29、総務・人事・経理 14、
販売・営業 8、専門職（医療関連・

看護師・介護福祉関連）8、設計・製

造 6、サービス・カスタマーサービ

ス 5、研究・開発 4、専門職（教育関

連）4、企画・マーケティング 3、エ

ンジニア 2、経営 2、その他 15（情

報システム、広報・宣伝、弁護士、

会計士・税理士、その他 11） 

300 人以上：27 
6～20 人：19 
51～100 人：15 
個人事業：13 
21～50 人：12 
100～300 人：8 
5 人以下：6 
 

非正規雇用者 
（n=100） 

サービス業 21、製造業 13、情報サービス業

12、教育・学習支援業 11、小売業 8、運輸

業 6、医療・福祉関連業 6、飲食店・宿泊業

3、印刷・出版関連 2、通信業 2、金融・証券・

保険業 2、建設業 1、電気・ガス・水道業 1、
商社・卸売業 1、不動産業 1、広告業・広告

代理業 1、その他 9（NGO、コールセンター、

ソフトウェア開発、フリーター、情報処理、

測量、地方自治体、翻訳、その他） 

一般事務 29、販売・営業 14、専門職

（教育関連）10、専門職（医療関連・

看護師・介護福祉関連）8、総務・人

事・経理 7、サービス・カスタマー

サービス 6、設計・製造 5、調達・運

輸・物流 4、その他 17（企画・マー

ケティング、エンジニア、情報シス

テム、広報・宣伝、その他 13） 

300 人以上：22 
21～50 人：21 
6～20 人：16 
100～300 人：15 
51～100 人：12 
5 人以下：10 
個人事業：4 
 

	 注：正規雇用者、非正規雇用者ともに n=100 のため、人数が％と同じ数字となる。  

 



 

第２節	 職業的能力の通用性	 

以上のようなサンプル特性を踏まえ、学習需要のひとつの指標として、自分の職業的能力が

通用するか職業通用性について聞いたところ、その結果、「通用する」（「かなり通用する」＋「あ

る程度通用する」）と回答した者は、1000 人中 279 人であり、全体の 27.9％、約 3 分の 1 にと

どまる。また、もうひとつの指標として、「新しい知識や技術が必要である」（「おおいに感じる」

＋「ある程度感じる」）との回答は、1000 人中 750 人で 75.0％であり、全体の４分の 3 にあた

る。新しい知識や技術が必要であると回答したこの層は、潜在的に学習を必要とする層である。 
この二つの質問項目をクロスし、知識や技術に関する意識類型とし、それぞれ四つの群とす

る。職業通用性が「ある」と回答した 279 人のうち、「新しい知識や技術が必要である」と回

答した者は 243 人である。職業的通用性があり、新しい知識や技術の必要性があると回答した

これらの者を「自己向上群」とする。 

 
 

図１−５	 知識や技術の意識類型 
	  
また、職業的通用性があり、「新しい知識や技術が必要でない」（「どちらともいえない」＋「あ

まり感じない」＋「まったく感じない」）と回答した者は 36 人でこれらの者を「現状維持群」

とする。 
一方、自分の職業的能力が「通用しない」（「どちらともいえない」＋「あまり通用しないと

思う」＋「ほとんど通用しないと思う」）と回答をした者は 721 人であり、うち、「新しい知識

や技術が必要である」とした者は 507 人であり、これらを「危機意識群」とする。また、職業

的通用性がないとした者のうち、「新しい知識や技術が必要でない」と回答した 214 人を「無

意識群」とする。 
職業的通用性に自信がなく、新しい知識や技術の必要性がある「危機意識群」が 50.7% と

半数を占める。これらの者は、学習ニーズのある層と想定される。 
	 四つの群がそれぞれ雇用形態別に占める割合をみると、表１−8 のとおりである。「自己向上

群」は正規雇用が占める割合が高く（34.6％）、「現状維持群」は専業主婦（30.6％）、「危機意

識群」は求職者（28.0％）、「無意識群」は、無業者（29.9％）と専業主婦（28.5％）が多くな



 

っている。現状維持群と無意識群に専業主婦の割合が高く、専業主婦が新しい知識や技術を獲

得する必要性を意識したり、職業上で求められる知識や技術を身に就ける実際の機会が少ない

傾向があることがわかる。 
 

表１−8	 雇用形態別意識類型の分布 
（％） 

 正規雇用者 
(n=200) 

非正規雇用者 
(n=200) 

専業主婦 
(n=200) 

求職者 
(n=200) 

無業者 
(n=200) 

合計 
(n=1000) 

自己向上群(n=243) 34.6 24.3 16.5 11.0 13.6 100.0 
現状維持群(n=36)  22.2 13.9 30.6 5.5 27.8 100.0 
危機意識群(n=507) 16.8 19.5 17.4 28.0 18.3 100.0 
無意識群(n=214) 10.7 17.3 28.5 13.6 29.9 100.0 

 
表１−9	 正規雇用者における業種別意識類型 

（％） 

業	 	 種	 
自己向上群	 

(n=84) 
危機意識群	 

(n=8) 
現状維持群	 

(n=85) 
無意識群	 

(n=23) 
合計	 

(n=200)	 

不動産業（n=2） 100.0 0 0 0 100.0 
金融・証券・保険業（n=6） 66.7 33.3 0 0 100.0 
教育・学習支援業（n=14）  64.3 28.6 0 7.1 100.0 
サービス業（n=26） 61.5 15.4 3.8 19.2 100.0 
医療・福祉関連（n=15） 53.3 40.0 6.7 0 100.0 
商社・卸売業（n=20） 53.3 33.3 6.7 6.7 100.0 
印刷・出版業関連(n=2) 50.0 50.0 0 0 100.0 
通信業（n=2） 50.0 50.0 0 0 100.0 
情報サービス業(n=20) 40.0 50.0 0.0 10.0 100.0 
製造業（n=44） 36.4 50.0 2.3 11.4 100.0 
小売業（n=11） 27.3 63.6 9.1 0 100.0 
運輸業（n=8） 25.0 50.0 0.0 25.0 100.0 
建設業（n=13） 23.1 53.8 15.4 7.7 100.0 
飲食店・宿泊業（n=2） 0 50.0 0 50.0 100.0 
宗教・政治・文化団体（n=2） 0 50.0 0 50.0 100.0 
農林水産・鉱業（n=3） 0 33.3 33.3 33.3 100.0 
その他（n=15）	 20.0 60.0 0 20.0 100.0 

 
	 次に、正規雇用者 200 名の業種別意識類型（表１−9 参照）を見る（それぞれの業種の人数が

少ないため、参考値である）。職業的通用性があり、新しい知識や技術の必要性があると回答し

た「自己向上群」の比率が高いのは、不動産業（100.0%）、金融・証券・保険業（66.7%）、教

育・学習支援業（64.3％）、サービス業（61.5%）であり、次いで、医療・福祉関連(53.3%)、
商社・卸売業（53.3%）と続く。 
	 また、職業的通用性がなく、新しい知識や技術の必要性があると回答した「危機意識群」で

は、小売業(63.6%)、建設業（53.8%）、情報サービス業と運輸業（50.0%）、そして、母数が 2
名と少なく比率に留意が必要であるが、同じく 50.0％で印刷・出版業関連、通信業、飲食店・

宿泊業、宗教・政治・文化団体なども並ぶ。「現状維持群」では農林水産・鉱業（33.3%）、建

設業（15.4%）、小売業(9.1%)、「無意識群」では、母数が 2 名と少なく同じく比率に留意が必



 

要であるが、飲食店・宿泊業、宗教・政治・文化団体（50.0%）、その他、農林水産・鉱業（33.3%）、

運輸業（25.0%）、サービス業（19.2%）と続いている。 
 

表１−10	 正規雇用者における職種別意識類型 
（％） 

職  種 
自己向上群	 

(n=84) 
危機意識群	 

(n=8) 
現状維持群	 

(n=85) 
無意識群	 

(n=23) 
合計	 

(n=200) 
広報・宣伝(n=1) 100.0 0 0 0 100.0 
専門職（弁護士・会計士・税理士）(n=3) 100.0 0 0 0 100.0 
企画・マーケティング(n=7) 71.4 28.6 0 0 100.0 
専門職（教育関連）(n=9) 66.7 22.2 11.1 0 100.0 
専門職（医療関係・看護師・介護福祉関連）(n=12) 58.3 41.7 0 0 100.0 
販売・営業(n=21) 57.1 38.1 0 4.8 100.0 
サービス・カスタマーサポート(n=9) 55.6 22.2 0 22.2 100.0 
設計・製造(n=22) 50.0 40.9 0 9.1 100.0 
調達・運輸・物流(n=4) 50.0 25.0 0.0 25.0 100.0 
エンジニア(n=19) 47.4 31.6 5.3 15.8 100.0 
総務・人事・経理(n=15) 40.0 33.3 13.3 13.3 100.0 
経営(n=3) 33.3 33.3 0 33.3 100.0 
研究・開発(n=11) 18.2 81.8 0 0 100.0 
情報システム(n=7) 14.3 85.7 0 0 100.0 
一般事務(n＝37) 13.5 59.5 5.4 21.6 100.0 
専門職（医師）(n=1) 0 100.0 0 0 100.0 
その他(n=19)	 42.1 42.5 4 11.5 100.0 
 
職種別では、「自己向上群」としては、母数が 1 名であるが広報・宣伝（100.0%）、母数が 3

名である専門職（弁護士・会計士・税理士）（100.0%）、企画・マーケティング（71.4%）、専

門職（教育関連）（66.7%）、次いで、専門職（医療関係・看護師・介護福祉士）（66.7%）が並

ぶ。「危機意識群」では、母数が 1 名であるが専門職（医師）（100.0%）、情報システム（85.7%）、

研究・開発（81.8%）、一般事務（59.5%）、専門職（医療関係・看護師・介護福祉士）（41.7%）、

設計・製造（40.9%）となっている。一方、「現状維持群」としては、総務・人事・経理（13.3%）、

専門職（教育関連）11.1%、また、「無意識群」では、経営（33.3%）、調達・運輸・物流（25.0%）、

サービス・カスタマーサポート（22.2%）が高い比率となっている。 
 
第３節	 学習成熟度	 

社会に出てからの学習が重要かどうか聞いた質問項目の回答の結果を見ると、「かなり重要で

ある」との回答が全体の44.6％、「ある程度重要である」が44.2％であり、合わせて約9割（88.8％）

が社会に出てからも学習することが重要であると回答している。 
	 このように、学習の重要性は多くの者に認知されてはいるが、それを自分で可能にできる者

はどのぐらいいるのであろうか。 
	 このことを明らかにするため、学習を自立的に行えるかどうか成熟度を見る項目を 10 項目

設定した。その結果を因子分析したところ、表１−11 のとおり、二つの因子が認められた。そ

のうち、「自分から学ぶ意欲がある」、「自分で情報を集め学習する準備ができる」、「学ぶことは

楽しい」などの、学習に対して自立的な項目からなる因子を「自己決定」（因子）と名づけ、ま



 

た、「学習の情報提供や学習の相談にのってくれる人が必要である」、「先生がいないと学べない」

などの項目を「支援必要」（因子）と名づけた。この二つの因子の項目を足し上げ、尺度の信頼

性分析を行い、それぞれ自己決定度、支援必要度という二つの尺度として利用することにした

（「自己決定度」は 7 項目でα＝.889、「支援必要度」は 3 項目でα＝.603）。 
 

表１−11	 学習成熟度の因子分析 
 第Ⅰ因子 

（自己決定度） 
第Ⅱ因子 

（支援必要度） 
1．自分から学ぶ意欲がある 
 

.822 -.037 

2．自分で情報を集め学習する準備ができる 
 

.800 -.242 

3．学ぶことは楽しい .784 
 

.061 

4．自分で学習の方法や場所を決定できる 
 

.734 -.346 

5．新しいことを学習する基礎的知識や能力が

ある 
.731 -.106 

6．学習した成果を自分なりに評価できる 
 

.723 -.218 

7．ひとりで計画的に学ぶことができる 
 

.648 -.429 

8．学習の情報提供や学習の相談にのってくれ

る人が必要である 
.076 .825 

9．先生がいないと学べない -.204 
 

.793 

10．どんな内容を学びたいかわからない 
 

-.381 .478 

 
尺度の信頼性分析（α） 

(7 項目) 
.889 

(3 項目) 
.603 

注：主成分分析、バリマックス回転 

 
自己決定度により、属性ごとに差があるかどうかを見た結果が、表１−12 である。これによ

れば、学歴（大学・大学院卒＞専門学校・短大・高専卒＞中学・高校卒）、中学校の成績（上＞中

の上>中の中＞中の下＞下）、世帯年収別（高所得群＞中所得群＞低所得群）、就労形態別（正

規雇用者＞専業主婦＞非正規雇用者＞求職者＞無業者）で、0.1%水準で自己決定度に有意差が

認められる。また、性別にあっても、女性の方が男性よりも平均値が高く、自己決定度に 5%
水準で有意差が認められた。このことから、大学・大学院卒で中学校の成績が上位で、高所得

群の正規雇用者が、自己決定度が高い傾向があるといえる。 
自己決定度と支援必要度との間には、負の相関関係（ｒ＝‐424, p <.01）が認められるため、

支援必要度は、自己決定度と逆の結果となる傾向がある。支援必要度では、学歴（専門学校・

短大・高専卒＞中学・高校卒＞大学・大学院卒）、中学校の成績（下＞中の中＞中の下＞中の上

＞上）で 0.1%水準の有意差、就労形態別（求職者＞専業主婦＞非正規雇用者＞無業者＞正規雇

用者）で 1％水準の有意差がある。また、世帯年収別（低所得群＞中所得群＞高所得群）で 5％
水準の有意差があった。専門学校・短大・高専卒で、中学校の成績が下位で、低所得群の求職

者に、支援必要度が高い傾向がある。 
  



 

 
	 表１−12	 学習成熟度の平均値の比較 

 

 

自己決定度	 支援必要度	 

 
	  平均値 F 値 sig 平均値 F 値 sig. 

性別 
男性（n=400） 23.54 	  	  8.59 	  	  

女性（n=600） 24.29 4.98 * 8.85 3.23 	  
年齢 25～29(n=149) 23.89 	  	  8.98 

 
	  

30～34(n=351) 24.25 0.50 	  8.82 1.36 	  

35～39(n=225) 23.93 	  	  8.73 
 

	  

40～44(n=275) 23.76 	  	  8.54 
 

	  
学歴 

中学・高校卒(n=314) 22.49 	  	  8.99 	  	  

専門学校・短大・高専卒(n=303) 23.34 38.10 *** 9.10 13.33 *** 

大学・大学院卒(n=375) 25.71 	  	  8.28 	  	  
中学成績 

上(n=276) 26.14 	  	  8.04 	  	  

中の上(n=262) 24.59 	  	  8.71 	  	  

中の中(n=248) 23.36 34.31 *** 9.22 11.24 *** 

中の下(n=125) 22.04 	  	  9.09 	  	  

下(n=89) 20.06 	  	  9.26 	  	  
所得 

低所得群(働かない＋300 万未満)(n=456) 23.03 	  	  8.96 	  	  

中所得群(300 万～500 万未満)(n=281) 24.53 15.19 *** 8.65 4.02 * 

高所得群(500 万以上)( n=263)  25.08 	  	  8.48 	  	  
未婚 
・ 
既婚 

未婚(n=583)  23.77 	  	  8.74 	  	  

既婚(n=375) 24.48 2.83 	  8.77 0.05 	  

離婚・死別(n=42) 22.98 	  	  8.67 	  	  
雇用形態 

正規雇用(n=200) 25.19 	  	  8.29 	  	  

非正規雇用(n=200) 23.95 	  	  8.72 	  	  

専業主婦(n=200) 24.41 5.52 *** 8.88 3.80 ** 

求職者(n=200) 23.47 	  	  9.16 	  	  

無業者(n=200) 22.95 	  	  8.68 	  	  
***p<.001  **p<.01   *p<.05 

 
個別項目で男女別雇用形態別に学習成熟度を見てみると（表１−13−１、表１−13−２参照）、

男性の正規雇用者、女性の正規雇用者、非正規雇用者、求職者の約 6 割が「自分から学ぶ意欲

がある」としている。男性の求職者と女性の無業者では、「どんな内容を学びたいかわからない」、

「学習の情報提供や学習の相談にのってくれる人が必要である」との回答が多く 4 割を超え、

学習支援者が必要との回答が多い。また、男性の求職者と無業者、女性の非正規雇用者と求職

者で、「先生がいないと学べない」が 2 割を超える。正規雇用者は、男女ともに「新しいこと

を学習する基礎的知識や能力がある」、「自分で学習の方法や場所を決定できる」、「自分で情報



 

を集め学習する準備ができる」、「学習した成果を自分なりに評価できる」で回答率が高く、自

己決定的な学習が可能な者が多い。 
 

表１−13−１	 学習成熟度（男性） 
（％） 

 「とてもそうである」＋「ややそうである」 
 

正規雇用者 
（n=100） 

非正規雇用者 
（n=100） 

求職者 
（n=100） 

無業者 
（n=100） 

 
自

己

決

定

度 

1．自分から学ぶ意欲がある 
 

63.0 57.0 53.0 47.0 

2．自分で情報を集め学習する準備ができる 
 

60.0 51.0 51.0 57.0 

3．学ぶことは楽しい 
 

61.0 66.0 49.0 48.0 

4．自分で学習の方法や場所を決定できる 
 

63.0 48.0 45.0 47.0 

5．新しいことを学習する基礎的知識や能力がある 
 

49.0 44.0 37.0 40.0 

6．学習した成果を自分なりに評価できる 
  

41.0 36.0 29.0 33.0 

7．ひとりで計画的に学ぶことができる 
 

43.0 29.0 26.0 38.0 

支
援
必
要
度 
 

8．学習の情報提供や学習の相談にのってくれる人
が必要である 

28.0 38.0 41.0 31.0 

9．先生がいないと学べない 
 

11.0 16.0 20.0 20.0 

10．どんな内容を学びたいかわからない 26.0 34.0 46.0 36.0 

 
表１−13−2	 学習成熟度（女性） 

	 	 	 	 	 	 	 （％） 
 「とてもそうである」＋「ややそうである」 

 
正規雇用者 
（n=100） 

非正規雇用者 
（n=100） 

専業主婦 
（n=200） 

求職者 
（n=100） 

無業者 
（n=100） 

 
自

己

決

定

度 

1．自分から学ぶ意欲がある 
 

69.0 60.0 58.5 61.0 52.0 

2．自分で情報を集め学習する準備ができる** 
 

73.0 67.0 63.5 63.0 44.0 

3．学ぶことは楽しい 
 

70.0 64.0 64.5 65.0 52.0 

4．自分で学習の方法や場所を決定できる** 
 

71.0 60.0 57.0 59.0 38.0 

5．新しいことを学習する基礎的知識や能力があ
る** 

51.0 48.0 39.5 33.0 32.0 

6．学習した成果を自分なりに評価できる 
 

51.0 38.0 39.5 32.0 29.0 

7．ひとりで計画的に学ぶことができる** 
 

49.0 30.0 44.5 32.0 29.0 

支
援
必
要
度 
 

8．学習の情報提供や学習の相談にのってくれる
人が必要である 

33.0 37.0 38.5 39.0 40.0 

9．先生がいないと学べない	  
 

18.0 20.0 16.5 22.0 13.0 

10．どんな内容を学びたいかわからない 27.0 33.0 35.5 37.0 39.0 

 
	 就労形態別に、自己決定尺度の平均値を見れば、男性では、正規雇用者(24.4)＞非正規雇用

者(23.7)＞無業者(23.5)＞求職者（23.0）の順で自己決定度が高い結果になっているが、有意差

は認められない。女性では、正規雇用者(26.0)＞専業主婦(24.4)＞非正規雇用者(24.2)＞求職者

（24.0）＞無業者（22.8）の順で自己決定度が高く、１％水準で有意差がある（表１−14 参照）。 
	 自己決定度と負の相関がある支援必要度の平均値を見ると、男性では、求職者(9.2)＞非正規



 

雇用者(8.6)＞無業者（8.4）＞正規雇用者（8.1）の順となっており、５％水準で有意差がある。

女性では、求職者(9.1)＞専業主婦(8.9)＝非正規雇用者(8.9)＝無業者（8.9）＞正規雇用者(8.5)
の順であり、有意差は認められない（表１−14 参照）。 
 

表１−14	  自己決定度と支援必要度の雇用形態別平均値 

	 このことから、男性の場合、求職者、非正規雇用者は、学習支援を必要とする傾向が高く、

また女性では、求職者や無業者において、自己決定学習が難しい傾向があることがわかる。 
	 次に、自己決定度と支援必要度について、図１－５による意識類型別に平均値を見ると、自

己決定度では、0.1％水準で有意差があり、自己向上群（27.3）＞現状維持群（26.0）＞危機意

識群（23.7）＞無意識群（20.6）の順である。一方、支援必要度では、同じく 0.1％水準で有

意差が認められ、自己決定度と逆に、無意識群（9.10）＞危機意識群（9.02）＞自己向上群（8.06）
＞現状維持群（7.42）である。このことから、「自己向上群」は自己決定度が高く、「現状維持

群」は、自己決定度も比較的高く支援必要度は低い傾向がある。「危機意識群」と「無意識群」

は、支援必要度が高く、とりわけ「無意識群」では自己決定度も低く支援必要度が高いといえ

る。 
 

表１−15	 	 自己決定度と支援必要度の意識類型別平均値 
 自己向上群 

（n=243） 
現状維持群 
（n=36） 

危機意識群 
（n=507） 

無意識群 
（n=214） 

F 値 

自己決定度 27.3 26.0 23.7 20.6 80.90*** 
支援必要度 8.06 7.42 9.02 9.10 15.86*** 

***p<.001  **p<.01   *p<.05 
 
	  
４．教育政策への示唆	 
	 失業は、労働市場の需要と供給のミスマッチから生じる。労働市場の変化に応じて、解雇さ

れた失業者を労働力として再配置するには、新たなスキルを身に就けさせるための職業教育訓

練が必要となる。このような考えから、EU では、労働者の雇用保障ニーズと雇用者の柔軟な

労働力に対するニーズとの調整を試みるフレキシキュリティ(flexicurity)2という積極的労働市

場モデルを掲げ、EU 全体の雇用政策の方針を打ち出している［European Commission, 

                                                   
2 1990年代に、デンマーク首相Poul Nyrup Rasmussenが積極的労働市場政策を行う際に用いたflexibilityと
securityを合わせた造語。雇用主の解雇の規制を緩め、失業手当と職業教育訓練による労働者の社会保障を充実

させることで、柔軟な労働市場のもと、新しい産業に労働力の転換を図るものである。 

 

 正規雇用者	 

（n=200） 
非正規雇用者	 

（n=200） 
専業主婦	 

（n=200） 
求職者	 

（n=200） 
無業者	 

（n=200） F 値 
自己決定度	 男性 24.4 23.7 ------ 23.0 23.5 1.61 

女性 26.0 24.2 24.4 24.0 22.8   4.83** 
支援必要度	 男性	 8.1 8.6  ------ 9.2 8.4 3.62* 

女性	 8.5 8.9 8.9 9.1 8.9 1.17 
***p<.001  **p<.01   *p<.05 



 

Employment, Social Affairs & Inclusion, 2012］。 
	 EU では、未熟練者と失業者などのリスクを抱える層に対し、どのように学習支援をするか

ということが政策課題となっている。具体的な支援としては、インタビューや能力査定後、個

人の状況に応じた学習計画をたて、習得状況を段階的に累積評価するなどの例が挙がっている。

また、成人学習におけるガイダンスやカウンセリングの法制化、学習者を支援する様々なガイ

ドラインの設定などの取り組みが見られる［CEDEFOP, 2012：87-90］。 
	 このような雇用対策的な発想にあっては、自己研鑽的学習は、雇用を獲得・維持するための

職業教育訓練としての側面を持つことになるが、この場合、労働市場の変化に伴い、自分で学

習を企画、実施、評価できるのは、自己決定的に学習が行える者であり、その比率は正規雇用

者に多いことは明らかである。 
求職者や無業者は、経済的自立が難しいことから、親と同居し年齢を重ねている。経済的自立

は、社会的自立や学習の自立ともかかわり、学習意欲や社会参加の動機づけにも影響を与える。

必要なことは、正規雇用者以外の者を、学習や教育訓練により、安定した正規雇用に導くこと

である。そのため、自己決定的に学習を行えない者が職に就くためには、学習や訓練に対する

学習支援が必須となる。 
つまり、求められることは、このような求職者や無業者に対し、学習成熟度や心理的状況を

勘案し、労働市場を想定した学習機会を制度的に保証することである。しかし、この場合、失

業者であり無職という同じ状況にあっても、求職者と無業者では異なる側面を持つことに留意

が必要である。求職者は職を求め、学習の必要性は認識しているが、どのように学習していけ

ば良いのか不明な層である。これらの者たちには、雇用のためにどのような学習が適切かを示

唆し、ともに学習計画をたて学習の実施を支援する施策が必要であろう。それに対し、無業者

は、学習ニーズを認識していない層であり、学習の方法以前に、学習意欲に結びつく心理的支

援が必要と思われる。また、専業主婦にあっては、新たな知識や技能を取得することへの動機

づけは低いが、学習成熟度の高い層である。今後、専業主婦層を労働力として活用しようとす

るのであれば、労働市場で必要とされる新しい知識や技能を付与するために、身近な学習機会

を提供することが重要となる。 
	 失業者への支援には、労働市場の変化に適応させるための職業教育訓練や学習が求められる。

自己決定ができ独学で学習できる学習成熟度の高い者と、学習支援が必要な者にあっては新し

い知識や技能の取得に差が生じ、それが雇用の確保・維持に大きく影響する。今後日本におい

ても、社会的包摂といった観点から、求職者や無業者に対し、学習成熟度に応じた学習支援を

組み込んだ施策が必要とされていくと思われる。それは、生涯学習の政策課題の目的を雇用の

確保・維持に特化させることで、求職者や無業者に対する社会保障の一部として学習支援体制

を整備することであると思われる。 
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第２章	 職業のための学習活動の実態と課題	 

金藤ふゆ子（常磐大学） 
 
第１節	 はじめに	 

 
	 本章は、成人前期（25 歳～44 歳）の職業のための学習活動の実態と課題を検討することを

目的としている。 
今日、正規雇用の就労に就けない若者の増加が一つの大きな社会問題として現存している事

実が指摘されて久しい。その現状は、同時にニートやフリーターといった概念でとらえられる

若者像を浮かび上がらせた。かつそれらの用語でとらえられる若者の増加は、若年層の失業率

の高さと共に、日本社会の不安定な成人の就労状況を表すものと捉えられている。 
研究の面でもニートやフリーターの問題状況の指摘や、その統計的な推計が重ねて行われて

きた（玄田 2003、小杉	 2004, 2005，原・山内 2011）(1)。さらに厚生労働省も若年雇用関連

データとして、ニートとフリーター状態の若者を、それぞれ総務省の「労働力調査」を基に推

計している。同省は、平成 23 年度統計として、ニートは約 60 万人、フリーターは約 176 万人

と報告している（総務省統計局「労働力調査」2011）(2)。他方、近年、玄田らは、「20 歳以上

59 歳以下の在学中を除く未婚者で、就業状態が無業のうち、一緒にいた人が家族以外に連続２

日間いなかった人々」を示す新たな概念として孤立無業（Sclitary Non-Employed 
Persons:SNEP）を提示した。その概念は、正規就労、非正規就労の別なく全く「就労しない・

就労できない成人像」が存在しており、彼らは日常、家族以外の人物との接点を殆ど持たず、

より社会と隔絶する傾向にある現況を明らかにしている（玄田・高橋	 2012）(3)。 
ニート、フリーター、さらには孤立無業と呼ばれる若者をこのまま放置するならば、就労か

ら遠ざかる成人は今後も益々増加することが予想される。さらに就労から遠ざかる若者の増加

は、言うまでもなく日本社会全体の成長・発展にとって極めて強い負の要因になることは疑う

余地のない事実であろう。従って、就労に就けない成人、特に就労可能性は一般的に高いと考

えられる成人前期の実態解明は、今後の成人期の就労支援の手がかりが得えるためにも極めて

重要な課題である。特にここで着目するような、成人前期の職業に関する学習活動の実態と課

題を明らかにする作業は、今後の成人の就労支援の可能性を探るうえで、必要性の高い喫緊の

研究課題とも言えよう。 
本章は、上記のように問題状況を捉え、就労可能性の高い成人前期に着目し、その職業に関

する学習活動の実態や今後の期待、さらには職業観の構造をクロス分析や多変量解析を活用し

て明らかにする。具体的には、第２節で成人前期の被調査者の過去の職業に関する過去の学習

活動の実態を明らかにする。第３節では、成人前期被調査者の今後の希望する学習条件を分析

する。第４節は、さらには成人前期の就労の背後にあると考えられる職業観の構造を分析する。

分析にあたっては被調査者を正規雇用者、非正規雇用者、現在就労していな者の中でも就職活

動を行っている求職者、無業者といった就労形態の違いに着目してそれぞれの特徴を明らかに

しよう。さらに本分析の結果を踏まえて、 後にまとめにかえて教育政策へ若干の提案を試み

たい。 
 
 
第２節	 成人前期の職業に関する学習の実態	 

  



 

（１）新たな知識・技術を身につけるための過去の学習経験の頻度	 

	 成人前期の人々は、新たな知識や技術を身につけるために、これまで何らかの学習に取り組

む経験があるのだろうか。表１は、就労形態別にみた過去の学習経験の頻度を示したものであ

る。図１は就労形態別にその回答から、「かなり学んでいる」「ある程度学んでいる」という肯

定的回答率の高い順に就労形態を示している。それらの分析結果を見ると、正規雇用者、非正

規雇用者、求職者の順に過去に新たな知識・技術を身につけるための学習経験のある者が多く

存在し、反対に主婦や無業者層は、過去の学習経験自体が少ないことが分かる。新たな知識・

技術を身につけることは、就労に対してプラスに働く可能性が想定できる。実際にここでの分

析によれば、新たな知識・技術を身につける学習は、その後の就労の有無を分ける要因として

働くことが示唆される。 
 
表１	 新たな知識や技術を身につけるための長期的な過去の学習経験の頻度 

 1．かなり学
んでいる 

2．ある程度
学んでいる 

3．どちらと
も言えない 

4．あまり学
んでいない 

5．全く学ん
でいない ｎ 

正規 4.5 42.0 26.5 20.5 6.5 200 
非正規 4.5 33.6 29.5 15.0 17.5 200 
求職者 7.0 29.5 24.5 26.0 13.0 200 
専業主婦 3.0 21.0 31.5 25.0 19.5 200 
無業者 5.0 21.5 23.5 26.0 24.0 200 

 注：表中の値は％，網掛けは各選択肢の中で も高い割合を示す。	 	 	 	 	 	 	  p < 0.05 
 
図１	 職業形態別にみた過去の新たな知識や技術を身につけるための長期的な学習経験 
 

 
 
（２）過去１年間の学習・研修のスタイル	 

では、成人前期の人々は、過去 1 年間にどのようなスタイルで学習や研修を行った経験があ

るのだろうか。表２は、学習・研修のスタイルと雇用形態とのクロス分析結果を示している。

前述のように正規、非正規、求職者は学習の経験自体が多くあり、反対に専業主婦や無業者は 
学習経験自体が少ないため、過去１年間の学習・研修の参加経験も同様の傾向を示している。

即ち、専業主婦や無業者は、過去１年間の学習や研修経験もないとする者が多く、それぞれ全

体の 50％～60％を占めている。 
その前提を踏まえて、学習・研修のスタイルの調査結果をみると、学習・研修スタイルは大

別すると３タイプに分けられるように思う。一つは、「一人で（本・書籍）」や「オンライン学

習」など個人学習型の学習スタイルである。その経験率が高いのは、正規雇用者、求職者、非

正規雇用者である（図２）。第二は「同好の学習サークル」「民間カルチャーセンター」「公民館
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の講座」などの共同学習型のスタイルである。その経験率が高いものは、正規雇用者と専業主

婦である（図３）。さらに第三のスタイルは「大学等の正規の課程で」「職場の開発した研修」

「職業訓練施設」等の正規学習施設・機関型といえるスタイルであり、その経験率が も高い

ものが求職者であった。さらに正規雇用者や非正規雇用者も、施設・機関型の割合は比較的高

い（図４）。 
 
表２	 過去１年間の学習・研修のスタイル×就労形態 

 
正規 非正規 専業主婦 求職者 無業者 

１人で（本・書籍） 56.6 52.5 40.0 50.0 39.0 
オンライン学習 12.5 7.5 1.5 11.5 4.5 
同好の学習サークル 7.5 3.0 2.0 1.0 3.5 
公民館等の講座・教室 2.0 2.0 7.5 3.0 2.0 
民間カルチャーの講座 11.0 5.5 6.5 6.5 2.5. 
大学等の正規の課程で 2.5 6.5 1.5 5.5 6.5 
職場の開発した研修で 18.0 7.5 0.5 8.5 1.0 
職業訓練施設で 3.0 4.0 2.0 12.0 2.0 
特に参加経験はない 29.0 35.0 53.5 38.5 55.5 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 表中の値は％，p <  0.05 
図２	 	 過去１年間の学習スタイル【個人学習型】 

 
図３	 過去１年間の学習スタイル【同好会・講座等の共同学習型】 
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図４	 過去１年間の学習スタイル【大学や職業訓練などの正規学習施設・機関型】 

 
 
総じてみると正規雇用者は、個人学習型、共同学習型、正規学習施設・機関型のいずれにお

いても経験率が高い。これは正規雇用が個人学習の他、会社等企業のサポートによる学習機会

も多くあるためと考えられる。正規雇用者ほどより多様な形態で学習・研修を行っており、反

対に非正規雇用者、求職者、専業主婦や無業者は学習スタイルが限られており、経験率も低い

というのは皮肉な関連とも言えよう。学ぶ必要性の高い人に、学ぶ機会が少ないと思われるた

めである。 
 
（３）	 学習のために使うお金はどこから	 

	 さらに、成人前期の人々の学習に使う資金の出処を問うと、厳しい現状が浮かび上がった。

表３は学習に使う資金の支出元と性別、就労形態、年収別のクロス分析の結果を示したもので

ある。いずれのクロスも有意水準５％未満での有意差が認められた。 
性別にみると男性は女性に比べて「自分の小遣いから」の割合が高く（男性 61.5%,女性

50.7%）、女性は男性に比べて「家計から」の割合が高い(男性 14.8%,女性 29.0%)。就労形態別 
 
表３	 学習に使う資金の支出元×性別・就労形態・年数別 
 男性 女性 正規 非正

規 
専業

主婦 
求職

者 
無業

者 
300 
万円

未満 

300 
～

500
万円

未満 

500 
～

800
万円

未満 

800
万円

以上 

自分の小使いから 61.5 50.7 74.0 65.5 35.0 51.5 49.0 51.1 58.4 51.1 71.9 
家計から 14.8 29.0 15.5 20.0 51.5 14.5 15.0 19.7 24.6 33.9 16.9 
自分の貯金から 16.3 15.0 7.0 10.5 7.5 26.0 26.5 21.3 11.7 11.5 5.6 
会社からの補助 1.5. 0.5 3.5 0.5 0 0.5 0 0.4 1.1 1.7 1.1 
公的機関の助成金 3.3 0.7 0 2.0 0 3.0 3.5 3.1 0.4 0.6 1.1 
その他 2.8 4.2 0 1.5 6.0 4.5 6.0 4.4 3.9 1.1 3.4 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 表中の値は％， p < 
0.05  
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では、正規雇用者は「自分の小遣いから」が も高いのに対して、非正規雇用者は「自分の小

遣いから」の割合が正規雇用者に比べてやや下がり、「家計から」が 20%を占める。他方、専

業主婦は「家計から」が も高く 51.5%を占めた。また求職者や無業者は「自分の小遣いから」

と共に「自分の貯金から」が多く、前者は約 50%、後者は約 30%を占めた（図５）。本分析結

果に、専業主婦は家計から、求職者や無業者は貯金を切り崩して、学習にかかる費用を捻出し

ようとする姿が浮かび上がったと言えよう。 
 
図５	 就労形態別にみた学習に使う金額の支出元 

 
 
 
第３節	 成人前期の今後の職業に関する学習開始の条件・期待	 

 
	 成人前期の人々は、今後の職業に関する学習を開始するためにいかなる条件を重視し、また

具体的な希望を持っているのだろうか。本節では、成人前期の今後の職業に関する学習の可能

性を探る。 
 
（１）	 新たな学習のための学習情報の入手方法	 

成人は新たな学習方法をどのような形で入手するのだろうか。今回の調査結果によれば、「書

籍・雑誌」や「パソコンから」と回答する割合が高く、前者は約 50％、後者は約 70％の割合

を占めて上位の入手方法である。さらに性別、就労形態クロス分析により学習情報の入手方法

として有意差が見られる項目は表 4 に示す通りである。男女別にみると、男性の学習情報の入

手方法は「パソコンから」や「勤務先の友人・知人、上司から」などの割合が高く、反対に女

性は「フリーペーパーから」「新聞・チラシから」「地域広報誌から」などが多く、比較的お金

をかけずに学習情報を収集する者の割合が高い。 
就労形態別では、正規雇用者は「勤務先の友人・知人、上司から」学習情報を入手する者が

多い。非正規雇用者や専業主婦は、「地域広報誌」や「親兄弟姉妹、親戚から」、求職者は「地

域広報誌」と共に「公的職業安定所」や「民間職業安定所」から学習情報を入手する者が多い。

就労形態別分析で統計的有意差のある５項目を合計すると、求職者、非正規雇用者の順に割合
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が高くなる。求職者や非正規雇用者は、就業のために学習情報をさまざま方法で入手しようと

していると言えよう（図５）。 
 
表４	 現在の新たな学習情報の入手方法×性別・就労形態・年齢別 

 男性 女性 Sig. 正規 非 正

規 
専 業

主婦 
求 職

者 
無 業

者 
Sig. 

書籍・雑誌から 48.8 45.0  50.5  48.5 42.5 47.0 44.0  
フリーペーパーから 18.3 29.2 ** 20.5 26.0 23.5 31.5 22.5  
新聞・チラシから 16.5 23.7 ** 17.0 21.0 24.5 24.0 17.5  
テレビ・ラジオから 19.0 16.5  14.0. 17.5 18.5 18.5 19.0  
地域広報誌から 12.5 20.5 ** 9.5 19.5 22.0 20.0 15.5 ** 
携帯サイトから 5.5 5.2  6.5 7.0 2.0 7.5 3.5  
パソコンから 74.0 67.5 * 71.5 69.5 62.0 73.0 74.5  
公共職業安定所 17.8 16.7  5.5 14.0 15.5 38.0 12.0 ** 
民間職業安定所 9.8 7.2  3.0 9.0 6.0 17.5 5.5 ** 
親兄弟姉妹・親戚から 7.8 10.5  4.0 10.5 12.5 9.5 10.5 * 
学校時代の友人から 10.3 8.5  9.0 10.5 6.5 9.5 10.5  
勤務先友人・上司から 12.5 7.5 ** 25.5 14.0 2.0 4.5 1.5 ** 

                                 	 	 	  表中の値は％，**  p < 0.01,  * p < .05 
 
図６	 就労形態別にみた新たな学習情報の入手方法（統計的有意差のある５項目について） 

 
 
（２）	 職業に関する学習開始の条件は何か	 

	 今後、新たに職業に関する学習に取り組み場合の条件として、成人前期の人々はいかなる条

件を重視するのだろうか。本分析では、性別・就労形態、企業の規模別に新たに職業に関する

学習を開始する条件として、①1 回あたりの学習時間数、②曜日、③時間帯、④期間、⑤人数

を問い、クロス分析を行った。 
性別にみると男性は女性に比べて１回あたりの学習時間、曜日、時間帯について「特に気に
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しない」と回答する者の割合が高く、反対に女性は男性に比べて１回あたりの学習時間は「２

時間未満」、「平日」の「午前中」希望や、「インターネットなど時間を気にしない」で行える学

習を希望する者が多い。これは専業主婦層の特徴が女性の回答に強く浮かび上がったためと考

えられる。 
就労形態別にみると、求職者や無業者は他の職種に比べて学習時間、曜日、時間帯等を特に

気にしない者の割合が高い。他方、無業者は「１人で学習したい」希望率が も高くみられ、

引きこもりがちな無業者の性格特性が浮かび上がっているように思う。 
年齢別クロスはいずれも有意差が見られなかった一方で、勤務する企業の従業員規模は、成

人前期の人々の職業に関する学習希望に影響を及ぼしている。具体的には、学習期間や曜日等

についての有意差が見られた。従業員規模の少ない企業に勤務する者は、「連続して数日」とい

った集中的な学習・研修を希望する者が多い。これに対し、従業員規模が大きい企業に勤務す

る者は「１週間に数回」や「１週間に１回程度で 2～3 か月」といった希望率が高まる。大規

模企業に勤務する正規雇用者は、学習期間や曜日にも大企業のゆとりが見てとれる。即ち、他

に代わってくれる人材はいるので平日でかつ継続的期間の学習でも大丈夫ということであろう。 
他方、中小企業に勤務する雇用者は、従業員が学習・研修に継続的に取り組む人員的・予算

的なゆとりが少ないため、週に複数回の研修や長期研修の希望率は低く、反対に短期集中研修

を希望する割合が多くなる。さらに小規模企業の勤務者は、平日の学習希望率も中規模・大企

業に勤務する者に比べて低い。これは個人事業所や小規模の企業に勤務する者は、学習のため

に平日勤務を離れることが困難なためであろう（図７）。そのように、職業に関する学習を開始

する条件は性別、就労形態、勤務する企業の規模などによってもかなり異なっている。これは

どのような人々を対象者にするかによって、職業に関する学習のプログラムはその実施期間、

曜日、形態が異なることを意味している。学習・研修機会の企画者は、その違いを十分に把握

する必要がある。 
 
図７	 従業員規模別にみた希望する学習の曜日（平日希望） 

 
注：図中矢印は筆者が加筆。企業規模が小さくなるほど、平日希望率が減少する傾向にある。 
 
第４節	 成人前期の職業観の構造を探る～職業観の因子分析の試み～	 

 
	 成人前期の人々の職業に関する学習の実態を探るためには、過去の学習経験や今後の学習へ

12.1 

19.4 

28.6 

27.1 

28.6 

34 

25.4 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 

個人事業	 

5人以下	 

6～20人	 

21～50人	 

51～100人	 

101～300人	 

301人以上	 

平日希望	 



 

の期待を明らかにすることと共に、それぞれが持つ個人の職業観の意識構造を探ることも重要

である。なぜなら、そもそも仕事をする意欲や職業に就く意味を見いだせていないとすれば、

いくら条件を整えたとしても就労の可能性は低いと考えられるためである。職業観などの意識

構造を探る方法にもいろいろなものがあると考えられるが、ここでは、職業観に関する考え方

として表５に示すような 14 項目を取り上げ、それぞれに「とてもそう思う」「ややそう思う」

「どちらともいえない」「あまりそう思わない」「まったくそう思わない」の５段階尺度でデー

タを収集した。表５は回答結果の単純集計結果を示したものである。表中の値の下線は、「どち

らともいえない」を別として、約 40 ポイントの高い値を示す割合に付加したものである。 
	 「経済的に困らなければ、わざわざ望まない仕事に就く必要はない」「会社のブランドよりも

仕事の内容が重要である」「いろいろな人との関係やつながりが大切である」「仕事は自分の能

力を活かす良い機会である」などを肯定する回答率が高い結果となった。 
 
表５	 職業観に関する設問と単純集計結果	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  

 

  5 4 3 2 1 

全体(n) 

とても

そう思

う 

ややそ

う思う 

どちら

ともい

えない 

あまり

そう思

わない 

まった

く思わ

ない 

            

1 仕事は人生における生きがいである 1052  5.3  24.9  34.6  23.8  11.4  

2 
たとえ、望む仕事につけなかったとしてもがまん

して働くべきである 
1052  4.2  33.6  39.9  15.4  6.9  

3 
経済的に困らなければ、わざわざ望まない仕事

に就く必要はない 
1052  19.5  39.5  30.7  8.2  2.1  

4 就職は有力なコネで決まる 1052  10.0  26.2  43.1  16.3  4.5  

5 キャリアアップのための転職は当然である 1052  9.2  30.9  48.5  9.7  1.7  

6 
仕事のやりがいよりも職場が安定している方が

大事である 
1052  6.6  29.7  50.0  11.3  2.5  

7 会社のブランドよりも仕事の内容が重要である 1052  17.0  49.7  30.3  2.2  0.8  

8 
業績をあげるためにはチームワークよりも個人

プレーが必要である 
1052  2.0  6.5  55.4  29.8  6.4  

9 自分が就きたい職業を早く知ることが大事である 1052  19.3  41.7  34.1  3.8  1.0  

10 仕事に役立つのは基礎的な学力である 1052  9.8  36.4  39.2  11.3  3.3  

11 いろいろな人との関係やつながりが大切である 1052  27.1  50.5  19.9  1.5  1.0  

12 家庭のことよりも、自分の生き方を優先する 1052  4.8  13.4  50.0  24.2  7.6  

13 仕事は自分の能力を活かすよい機会である 1052  11.0  41.3  40.2  5.3  2.1  

14 地域や社会のために役立つことをしたい 1052  11.0  37.1  39.0  7.4  5.5  

 
	 上記の14項目のデータを基に因子分析を行った結果、固有値１以上の因子が４因子析出され



 

た（表６）。表７は、職業観に関する14項目の因子行列を示している。それらの分析結果を基

に検討すれば、第一因子は「仕事の社会性・生きがい重視度」因子であり、第二因子は「個人

主義重視度」因子と解釈できるであろう。図８は、因子分析結果を用いて、性別、年齢層、就

労形態の第１因子得点と第２因子得点の平均値を算出し、第一因子得点をＸ軸、第二因子をＹ

軸得点としてプロットした結果である。	 

 
表６	 14項目の職業観に関する項目の因子分析結果 

説明された分散の合計	 

因子	 初期の固有値	 抽出後の負荷量平方和	 回転後の負荷量

平方和a	 

合計	 分散の	 %	 累積	 %	 合計	 分散の	 %	 累積	 %	 合計	 

1	 2.715	 19.392	 19.392	 2.130	 15.214	 15.214	 1.911	 

2	 1.962	 14.013	 33.406	 1.284	 9.173	 24.387	 1.571	 

3	 1.469	 10.496	 43.902	 .821	 5.867	 30.254	 1.153	 

4	 1.268	 9.054	 52.956	 .644	 4.600	 34.854	 .884	 

因子抽出法:	 重みなし最小二乗法	 

	 

表７	 職業観に関する14項目の因子行列 
因子行列 a	 

	 	 

因子	 

1	 2	 3	 4	 

1 仕事は人生における生きがいである	 .456	 -.278	 .139	 .307	 

2 たとえ、望む仕事につけなかったとしてもがまんして働くべき	 .175	 -.381	 .482	 -.085	 

3 経済的に困らなければ、わざわざ望まない仕事に就く必要なし .118	 .552	 -.151	 -.117	 

4 就職は有力なコネで決まる	 .050	 .385	 .257	 -.073	 

5 キャリアアップのための転職は当然である	 .395	 .273	 -.015	 .118	 

6 仕事のやりがいよりも職場が安定している方が大事	 .051	 .045	 .513	 -.338	 

7 会社のブランドよりも仕事の内容が重要である	 .333	 .203	 -.199	 -.234	 

8 業績をあげるためにはチームワークよりも個人プレーが必要	 -.097	 .382	 .323	 .237	 

9 自分が就きたい職業を早く知ることが大事である	 .474	 .289	 .051	 -.155	 

10 仕事に役立つのは基礎的な学力である	 .396	 .046	 .177	 .053	 

11 いろいろな人との関係やつながりが大切である	 .664	 -.065	 -.110	 -.307	 

12 家庭のことよりも、自分の生き方を優先する	 -.021	 .427	 .134	 .301	 

13 仕事は自分の能力を活かすよい機会である	 .710	 .010	 -.071	 .256	 

14 地域や社会のために役立つことをしたい	 .520	 -.272	 -.064	 .087	 

因子抽出法:	 重みなし最小二乗法	 

 

	 図８の分析結果をみれば、性別、年齢、就労形態の３つの属性を大別すると３群に分けらえ

るように思う。３つのグループの特性を述べれば以下のようになるであろう。一つは「30～34

歳」「求職者」によるグループが形成できると考えられる。この群に属する成人は、仕事の社



 

会性・生きがい重視度は中程度であるが、比較的「個人主義志向重視度」が高いグループであ

る。具体的には経済的に困らなければ、望まない仕事に就く必要ないとか、家庭のことよりも、

自分の生き方を優先するといった考え方を持つ傾向にある。 

	 第２は「男性」「無業者」「非正規」「40～44歳」のグループである。この群は、仕事の社

会性・生きがい重視度は低く、また個人主義志向重視度も比較的低い群である。具体的に言え

ば、仕事が自分の生きがいであるとか、仕事が自分の能力を活かせる機会とはとらえられない。

さらに自分が社会のために役立ちたいという志向性も少ない。とは言え、自分の生き方をまず

優先するとか、個人プレーに徹するといった個人主義にもなりきれない人々の群である。 

 

 
 
 
 

後の第３は、「女性」「正規雇用」「専業主婦」「35～39歳」が含まれる群である。この群に

含まれる成人は、個人主義重視度は比較的低いが、仕事の社会性・生きがい重視度が比較的高

い群と言えよう。個人主義志向には極端に走らず、また仕事に自分の生きがいを感じ、あるい

は社会への貢献を志向する人々である。本分析の結果を見れば、成人の就労の背景には、明ら

かに個人の職業観の違いが影響を及ぼしているように思う。 
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第５節	 まとめにかえて～教育政策への示唆～	 

 
	 本章の分析から、今後の教育施策にいかなる示唆が得られるのだろうか。本章では性別、年

齢、就労形態といった本人の属性や、勤務する企業の従業員規模別に過去の職業に関する学習・

研修経験や、学習情報の入手方法、さらには今後の職業に関する学習条件の希望等を分析した。

その結果、成人前期の人々の属性の違いによる異なる特徴を明らかにした。特に就労形態別分

析では、他の属性とのクロス分析に比べてより有意差の見られる結果が多く析出された。当然

とも言えるが就労形態の違いは、成人前期の現在の職業に関する学習経験や、今後の学習への

期待を大きく左右している。 
正規雇用者は、非正規、専業主婦、求職者、無業者に比べて過去の学習・研修スタイルの多

様性が高く、また学習の必要性に対する認識も高い。さらに正規雇用者は、学習に活用できる

費用も経済的豊かさが垣間見えるが、専業主婦は家計から学習経費を拠出し、求職者や無業者

は自分の貯金を切り崩して学習するという厳しい現況が明らかになった。教育行政は、そうし

た就労形態の違いによる経済状況を鑑み、専業主婦や求職者、無業者対象の職業に関する学習

に対する財政的支援を検討する必要があると言えよう。 
今後の職業に関する学習への期待については、非正規雇用者、求職者、無業者ともに高い。

しかし、就労形態の違いにより、学習機会の条件には微妙な違いも見られる。職業に関する学

習プログラム等の学習機会の計画・実施にあたっては、就労形態によって異なるライフスタイ

ルや異なる学習条件への希望に添って学習機会を計画・実施することが求められる。 
さらに職業観に関する因子分析結果をみれば，求職者，無業者，非正規雇用者が就業しにく

い問題状況の背景には，個人の職業に対する価値観や志向性が関連しているように思われる。

分析結果を踏まえれば，求職者が個人主義志向を追及する傾向が強いことや，無業者、非正規

雇用者は、仕事に対する生きがい感や社会への貢献の意識が低くことが明らかとなった。極め

て地道な手法ではあるが、求職者、無業者、非正規雇用者には、自らの職業に対する価値観や

意識を振り返る学習機会を提供することも意味ある取り組みではないだろうか。さらに、就業

が個人の生きがい感を高めることは、言葉で説明してもあまり意味がなく、体験から学ぶ必要

があると言えよう。勿論、そうした取り組みは、青少年期から行うべき学習課題でもある。そ

うした地道な取り組みが、現在の求職者、無業者、非正規雇用者の立場にある成人前期の就業

支援の第一歩になるであろう。 
 
【注及び参考文献】	 

(1) 小杉礼子	 2003	 『フリーターという生き方』，勁草書房 
小杉礼子編	 2005 『フリーターとニート』，勁草書房 
玄田有史	 2004	 『ニート	 フリーターでも失業者でもなく』，幻冬社 
原清治，山内乾史	 2011 「『使い擦れられる若者たち』は格差社会の象徴か」，ミネルヴァ書

房 
(2) 厚生労働省「若者雇用関連データ」， 
http://www.mhlw.go.jp/topics/2010/01/tp0127-2/12.html 
(3) 玄田有史，高橋主光	 2012「孤立無業（SNEP）について―総務省『社会生活基本調査』

匿名データによる分析―」， 
http://cis.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/publication/cis/dp2012/dp555/text.pdf 



 

第３章	 学校生活経験が及ぼす就職や学習への影響	 

岩崎久美子（国立教育政策研究所） 
 
はじめに	 
	 本稿では、学校生活で蓄積された経験を「資本」という言葉を用いて表現し、学校生活経験

が及ぼす就職や学習の関係を検討する。 
	 フランスの社会学者ブルデュー（Pierre Bourdieu）は、経済資本のように数字的に定量化す

ることはできないが、金銭・財力と同じように、社会生活において一種の資本として機能する

ことができる種々の文化的要素のことを「文化資本」（capital culturel）と呼んだ［ブルデュ

ー，P. & パスロン，J. 1991］。文化資本の文化的要素としては、学校などの教育機関によって

教え込まれた知識、書物やテレビその他のメディアを通して獲得された全般的教養、育った家

庭環境や周囲の友人関係を通して涵養され形成された趣味、芸術との接触や種々の人生経験に

よって培われた感性、一定期間の実践的訓練によって習得された技能などの無形の蓄積物が挙

げられる［石井 1993：25−26］。 
	 本稿では、第一に、「文化資本」の下位分類として、中学校の成績を「知的資本」、学校時代

の経験の蓄積を「経験資本」の呼称のもとに指標とし、また、学校時代の友人関係を「社会関

係資本」の一部として捉え、これらの三つに焦点をあて、その後の職業や生活にどのように影

響しているかを検討する。 
	 第二に、人生の成功のひとつの指標として、満足度をとりあげ、就職や収入と学習成熟度な

どとの関係を見る。 
	 経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development, OECD）

による「コンピテンシーの定義と選択」（Definition and Selection of Key Competencies, 
DeSeCo）プロジェクトによれば、人生の成功の主要要因として、経済的地位と経済資源、政

治的権利と政治力、知的資源、住居と社会基盤、健康状態と安全、社会的ネットワーク、余暇

と文化活動、個人的満足感と価値志向を挙げている。ここでは、それらの下位項目のうち、本

調査にかかわる有給雇用、学習基盤の利用可能性、家族と友人、余暇活動や文化活動への参加

といった項目との関連を想定し分析する。 
	 以上二つの観点に基づき、学校時代に蓄積された知的資本、経験資本、社会関係資本と現在

の雇用形態、学習成熟度、満足度、現在の活動との関係を分析する。これらの分析枠組みを図

示したのが図３−１である。 

   
図３−１	 学校生活経験と就職や学習との関連モデル 

  



 

 
第１節	 知的資本・経験資本・社会関係資本	 
（１）知的資本	 

知的資本の指標として、中学校時代の成績を用いる。 
被調査者 1000 名に、中学校時代の成績を自己評価してもらい、その分布をみたのが図３−２

である。この分布を考慮し、「上」と「中の上」の者を足し上げて「成績上位群」(53.8％)とし、

「中の中」、「中の下」と「下」の者を足し上げて「成績中・下位群」(46.2％)とする。被調査

者のほぼ半数ごとに、「成績上位群」と「成績中・下位群」の２群とする。 
 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

図３−２	 中学校時代の成績の分布 
 

（２）経験資本	 

学校や学生時代に想定される経験内容について 12 項目の質問項目を設定した。 
この項目を経験資本と名づけたのは、学校生活で有益な経験をした者は、経験を蓄積し、そ

のことが、その後の人生に有益に作用しているという仮説によるものである。 
12 項目はそれぞれの内容についても検討するが、同時に、12 項目を因子分析し、尺度化し

て他との関係を見ることにしたい。 
経験内容を因子分析した結果、表３−１のとおり、三つの因子が見いだされた。 
第 1 因子は、「生徒会の役員や学級員」、「部活やサークルの部長、副部長」、「文化祭や学園

祭の企画・運営」など管理運営、「スポーツの試合や大会への出場」、「演劇や音楽コンクールへ

の出場」など大会・コンクール出席、「学生アルバイト」などの項目であることから、「役割経

験」と名づける。 
第 2 因子は、ひとり旅、ひとり暮らし、留学や海外ホームスティなどの項目からなり、ひと

りで生きていくことにかかわる項目から「自立経験」と名づける。 
第 3 の因子は、キャンプやリーダー、幹事など、「とりまとめ経験」と名づける。なお、「学

校の同窓会やグループの集まりなどの幹事」は、第 1 因子に入れることも可能であるが、ここ

では、尺度のバランス上、第 3 因子に入れた。 
これらの三つの因子について、第 1 因子である役割経験の項目 6 項目(α＝.648)、第 2 因子

である自立経験 3 項目（α＝.520）、第 3 因子であるとりまとめ経験 3 項目（α＝.389）をそ

れぞれ尺度として利用する。 
 
 

 

成績上位群(53.8％) 成績中・下位群（46.2％） 
 

（％） 

(n=1000) 



 

表３−１	 経験に関する因子分析結果 
 第１因子 

（役割経験） 
第２因子 

（自立経験） 
第３因子 

（とりまとめ経験） 
1．生徒会の役員や学級委員 .634 

 
.210 -.142 

2．文化祭や学園祭の企画・運営 
 

.617 .108 .198 

3．スポーツ試合や大会への出場 .594 
 

.010 .042 

4．部活やサークルの部長、副部長 .571 
 

.089 .168 

5．学生アルバイト .549 
 

.149 -.043 

6．演劇や音楽コンクールへの出場 
 

.515 −.042 .227 

7．ひとり旅 .073 
 

.813 .063 

8．ひとり暮らし .234 
 

.747 -.045 

9．留学や海外ホームスティ .016 
 

.483 .306 

10．ボーイスカウトやガールスカウト
のリーダー 

-.057 .056 .805 

11．野外調理や宿泊を伴うキャンプ .381 
 

.126 .533 

12．学校の同窓会やグループの集まり
などの幹事 

.435 .094 .417 

 
尺度の信頼性分析（α） 

(6 項目) 
.648 

（3 項目） 
.520 

（3 項目） 
.389 

注：主成分分析、バリマックス回転 

 
	 また、12 項目それぞれについて、値を「経験がない」を１、「経験がある」を 2 と変換し、

足し上げた経験総量（12～24）の数値の分布を見たのが図３−３である。 
	 この分布に基づき、数値が 16 以上を多経験群、15 以下を少経験群とする。 
 

 
 

図３−３	 経験総量の分布 
 
（３）社会関係資本	 

	 人と人との相互関係がもたらす利益を資源として捉える社会関係資本については、学生時代

の友人関係を聞く項目を指標とする。 
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少経験群（51.3％） 多経験群（48.7％） 



 

「 終学歴の学校に通っていた学生時代当時、一緒に食事をしたり気軽に連絡を取れるよう

な友人が何人いましたか」という問いについての人数の分布は、図３−４のとおりである。 
	 分布を考慮し、０人、１−５人、６−10 人、11 人以上の４区分すると、０人が 104 人（10.4％）、

１−５人が 494 人（49.4％）、６−10 人 289 人（28.9％）、11 人以上 113 人（11.3％）である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図３−４	 学生時代の友人数の分布 

 
第２節	 雇用形態	 

（１）知的資本	 

男女別、雇用形態別に、知的資本として成績上位群が占める割合を見たのが、図３−５である。 
男性では、成績上位群に属すると回答した者が正規雇用者に占める割合は70.0％である。非

正規雇用者、求職者はそれぞれ48.0％、41.0％と５割を下回っており、無業者は55.0％となっ

ている。一方、女性では、成績上位群に属すると回答した者は、正規雇用者、非正規雇用者、

専業主婦がそれぞれ66.0％、60.0％、62.0％といずれも６割以上となっており、その差は顕著

ではない。しかし、求職者と無業者にあっては、それぞれ36.0％、38.0％と４割以下となって

いる。 

 
図３−５	 雇用形態別	 中学校時代の成績上位群の分布 

 
このことから、成績の上位層の分布に関して言えば、男性では、「正規雇用者」と「それ以

外」（非正規雇用者、求職者、無業者）、女性では、「正規雇用者、非正規雇用者、専業主婦」
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と「それ以外」（求職者、無業者）との間に大きな差があると予想される。 
	 中学校の成績は、少なくとも正規雇用になることと密接に関わっていると予想されるが、女

性にあっては、生き方として、あえて正規雇用者ではなく専業主婦を選択する者や、子育てが

ひと段落した後に非正規雇用者として、パートやアルバイトをする者もおり、正規雇用者、非

正規雇用者、専業主婦との間での差をもたらさない理由となっていると推察される。 
 
（２）経験資本	 

	 学校や学生時代にどのような経験をしたかを、聞いた内容の回答が、表３−２－１と表３−２

－２である。男性の正規雇用者の場合、「学生アルバイト」(70.0% )、「ひとり暮らし」(65.0%)、
「生徒会の役員や学級委員」(59.0%)、「スポーツ試合や大会への出場」(56.0%)、「ひとり旅」

(41.0%)などで正規雇用者の経験率が高くなっている。女性の正規雇用者の場合は、「学生アル

バイト」(82.0%)や「生徒会の役員や学級委員」(54.0%)、「スポーツ試合や大会への出場」(43.0%)
で経験率が高くなっているが、同時に非正規雇用者にあっても、「生徒会の役員や学級委員」

(56.0%)、「ひとり暮らし」(48.0%)などの経験をしている者も多い。 
 

表３−２－１	 経験資本（男性） 
（％） 

「ある」との回答 正規雇用者 非正規雇用者 求職者 無業者 有意差 

1．生徒会の役員や学級委員 59.0 39.0 34.0 40.0 ** 
2．文化祭や学園祭の企画・運営  23.0 23.0 9.0 17.0 * 

3．スポーツ試合や大会への出場  56.0 31.0  37.0 33.0 ** 

4．部活やサークルの部長や副部長 26.0 37.0 29.0 30.0  

5．学生アルバイト 70.0 60.0 54.0 51.0 * 
6．演劇や音楽コンクールへの出場 14.0 24.0 16.0 22.0  

7．ひとり旅 41.0 40.0 24.0 23.0 ** 

8．ひとり暮らし 65.0 37.0 34.0 33.0 *** 

9．留学や海外ホームステイ 9.0 7.0 4.0 2.0  
10．ボーイスカウトやガールスカウトのリーダー 1.0 4.0 1.0 6.0  

11．野外調理や宿泊を伴うキャンプ 34.0 33.0 19.1 22.0  
12．学校の同窓会やグループの集まりな

どの幹事 
27.0 16.0 14.0 11.0 * 

***p＜.001	 **p＜.01	 *p＜.05 
 
経験について、雇用形態別に平均値(1〜24)の差を分散分析したところ、男性では、0.1％水

準で平均値に差が見られ、正規雇用（16.4）＞非正規雇用（15.5）＞無業者（14.9）＞求職者

（14.8）の順となっている。 
女性も、同様に 0.1％水準で平均値に差が見られ、正規雇用（16.6）＞専業主婦（16.1）＞

非正規雇用（16.0）＞無業者（15.0）＞求職者（14.9）の順となっている。 
	 男女ともに、正規雇用者の経験資本が高い傾向がある。 
 
 
 



 

表３−２－２	 経験資本（女性） 
（％） 

「ある」との回答 正規雇用者 非正規雇用者 専業主婦 求職者 無業者 sig. 

1．生徒会の役員や学級委員 54.0 56.0 53.0 40.0 36.0 ** 
2．文化祭や学園祭の企画・運営  27.0 20.0 22.5 16.0 17.0  

3．スポーツ試合や大会への出場  43.0 33.0 42.5 27.0 27.0 * 

4．部活やサークルの部長や副部長 41.0 36.0 33.5 23.0 29.0  

5．学生アルバイト 82.0 75.0 73.5 53.0 53.0 *** 
6．演劇や音楽コンクールへの出場 40.0 32.0 37.5 38.0 24.0  

7．ひとり旅 40.0 29.0 26.0 20.0 25.0  

8．ひとり暮らし 45.0 48.0 44.0 32.0 36.0  

9．留学や海外ホームステイ 19.0 13.0 13.0 6.0 10.0  
10．ボーイスカウトやガールスカウトのリーダー 6.0 5.0 3.0 0.0 3.0  

11．野外調理や宿泊を伴うキャンプ 33.0 34.0 38.5 22.0 28.0  
12．学校の同窓会やグループの集まりな

どの幹事 
28.0 22.0 18.0 

 
11.0 14.0 * 

***p＜.001	 **p＜.01	 *p＜.05 
 
（３）社会関係資本	 

	 中学時代の友人の数の４区分（0 人、1−５人、6−10 人、11 人以上）し、雇用形態との関係

を見た結果は表３−３のとおりである。中学時代に友人がいない（0 人）と回答した者は注目す

れば、男性では、無業者（26.0％）＞非正規雇用者（20.0％）＞求職者（15.0％）＞正規雇用

者（4.0％）、女性では、求職者（14.0％）＞無業者（12.0％）＞非正規雇用者（4.0％）＞専業

主婦（3.5％）＞正規雇用者（2.0％）である。男性の無業者の 26.0％が中学時代に友人がいな

かったとの回答になっている。 
 

表３−３ 雇用形態別中学時代の友人の数 
(％) 

   友人の数	 正規雇用者 非正規雇用者 専業主婦 求職者 無業者 

男性 

0 人(n=65) 4.0 20.0   15.0 26.0 
1−5 人(n=175) 45.0 46.0   44.0 40.0 
6−10 人(n=109) 34.0 25.0   29.0 21.0 
11 人以上(n=51) 17.0 9.0   12.0 13.0 
合	 計 100.0 100.0   100.0 100.0 

女性 

0 人(n=39) 2.0 4.0 3.5 14.0 12.0 
1−5 人(n=319) 53.0 55.0 48.0 57.0 58.0 
6−10 人(n=180) 32.0 33.0 36.5 25.0 17.0 
11 人以上(n=62) 13.0 8.0 12.0 4.0 13.0 
合	 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

 
	 次に、学生時代の友人数の平均値を雇用形態別に見たところ、男性では、正規雇用者 8.03
人＞求職者 6.41 人＞非正規雇用者 5.81 人＞無業者 5.61 人（F(3, 396)=2.57, ns）で、有意差

はない。 



 

	 女性では、正規雇用者 8.58 人＞専業主婦 7.46 人＞非正規雇用者 6.52 人＞無業者 6.28 人＞

求職者 4.86 人（F(4, 595)=2.91, p<.05）で有意差がある。 
	 これらの結果から、学校での友人数は、正規雇用者が も多い友人数であり、男女ともに８

人前後ということがわかる。 
	 

第３節	 学習成熟度	 

成人学習の特徴は、自律・自立的学習とされる自己決定性にあり、学習者の成熟により段階があ

る。グロウは、学習の自己決定性について次の四つの段階を提示している。1）自己決定性が低く、

学習者が何をなすべきかを教えてくれる権威的人物(教師)が必要な段階、2）自己決定性を若干保持

し、学習の動機づけもあり自信もあるが、学ぶ内容が不明な段階、3）自己決定性が中間レベルで、

学習技能や基礎的知識はあるが、さらに良いガイドがいれば、準備もでき特定の内容を深く学べる

段階、4）自己決定性が高く、学習者が自分の学習プロセスを専門家の支援がなくても計画、実行、

評価しようとし、またできる段階、の４つである［Grow, G. 1991］。これらの段階を学習成熟度

という捉え方をし、それらと学校時代のそれぞれの資本との関係を見てみたい。 
	  

表３−4	 学習成熟度と知的資本の平均値 
 
尺

度 

 
項	 目 

男	 性 女	 性 
成 績 上 位

群 
（n=214） 

成績中・下位

群 
（n=186 ） 

sig. 成績上位

群 
（n=324）  

成績中・下位

群 
(n=276) 

sig. 

 
 
 
自

己

決

定

度 

1．自分から学ぶ意欲がある 
 

3.70 3.19 *** 3.73 3.43 *** 

2．自分で情報を集め学習する

準備ができる 
3.70 3.37 ** 3.82 3.47 *** 

3．学ぶことは楽しい 
 

3.80 3.34 *** 3.88 3.54 *** 

4．自分で学習の方法や場所を

決定できる 
3.72 3.08 *** 3.71 3.37 *** 

5．新しいことを学習する基礎

的知識や能力がある 
3.67 2.92 *** 3.51 2.99 *** 

6．学習した成果を自分なりに

評価できる 
3.31 2.85 *** 3.45 3.08 *** 

7．ひとりで計画的に学ぶこと

ができる 
3.29 2.89 *** 3.42 2.98 *** 

 
支

援

必

要

度 

8．学習の情報提供や学習の相

談にのってくれる人が必要で

ある 

2.92 3.13  3.03 3.24 ** 

9．先生がいないと学べない 
 

2.45 2.68 * 2.55 2.92 *** 

10．どんな内容を学びたいか

わからない 
2.83 3.22 ** 2.90 3.14 ** 

	 ***p＜.001	 **p＜.01	 *p＜.05 
 
	 学習成熟度を問う 10 項目について因子分析した結果により（第 1 章表１—９参照）、自己決

定度（7 項目､α＝.889）、支援必要度（3 項目、α＝.603）の二つの尺度で、知的資本、経験

資本、社会関係資本のそれぞれとの関係を見た(質問項目については、表３−４参照)。 
自己決定度による平均値を見ると表３−５−１のとおりである。中学校時代の成績による知的

資本では、成績上位群と成績中・下位群（成績上位群＞成績中・下位群）、経験資本の多経験群



 

と少経験群（多経験群＞少経験群）、社会関係資本（6～10 人＞11 人以上＞1～5 人＞0 人）で

0.1％水準の有意差が認められた。また、支援必要尺度については、逆相関であり、それぞれ反

対の傾向となっている（表３−５−２参照）。 
このことから、自己決定しうる学習成熟度の高い者は、中学校時代成績上位群、多経験群、

友人数の多い者といった特徴があることがわかる。 
 

表３−５−１	 学習成熟度(自己決定)の平均値の比較 

  
男性 女性 

    n 
平均値 F 値 sig. n 

平均値 F 値 sig. 

知的資本（成績） 
  

上位群 214 25.20 

51.85 
  
 *** 

324 25.51   
40.92 

  
 *** 中・下位群  186 21.63 276 22.86 

経験資本 
  

多経験群 222 22.29 
  
30.59 

  
 *** 

291 22.45 
  

79.24 
  

 *** 少経験群 178 25.10 309 26.03 

社会関係資本 
（友人数） 
  
   

0 人 65 20.20 
  

27.3 
  
  

  
 *** 
  
  

39 21.44 
  

11.98 
  
  

  
 *** 

  
  

1−5 人 175 23.39 319 23.60 
6—10 人  109 25.21 180 25.60 

11 人以上 51 24.73 62 25.85 
***p<.001  **p<.01   *p<.05 
 

表３−５−２	 学習成熟度(支援必要)の平均値の比較 

  
男性 女性 

    n 
平均値 F 値 sig. n 

平均値 F 値 sig. 

知的資本（成績） 
  

上位群 214 8.20 
  
11.69 

  
 ** 

324 8.47   
21.46 

  
 *** 中・下位群  186 9.03 276 9.30 

経験資本 
  

多経験群 222 8.87   
7.09 

  
 ** 

291 9.32 
  

26.36 
  

 *** 少経験群 178 8.22 309 8.41 

社会関係資本 
（友人数） 
  
   

0 人 65 9.09 

 4.04 
  
  

  
 ** 
  
  

39 8.79 
  

1.12 
  
  

  
  
  
  

1−5 人 175 8.84 319 8.96 
6—10 人  109 8.22 180 8.83 

11 人以上 51 7.84 62 8.40 
***p<.001  **p<.01   *p<.05 
 
第４節	 満足度	 	 

個々の満足度が総合的な満足度にどのように寄与しているか重回帰分析をした結果が表３−

6 である。 
これによれば、男性では、「個人収入」、「人間関係・人づきあい」、「健康」が総合的な満足度

に大きく寄与しており、また、「世帯収入」、「就労状況」が若干寄与している。「仕事内容」と

「学歴」は、満足度に大きく寄与していない結果である。 
一方、女性の場合も男性とほぼ同様で、「世帯収入」、「人間関係・人づきあい」が満足度に大

きく寄与しており、ついで「個人収入」、「健康」、「就労状況」となる。「仕事内容」と「学歴」

は、女性の場合も満足度には大きく寄与しているとはいえない。このことから、満足度を規定

しているのは、就労形態よりも収入であり、また、人間関係や人づきあいといった社会関係資

本であることがわかる。  



 

表３−6	 総合的な満足度に寄与する要因 

 
男性 女性 

β sig. β sig. 
個人収入 .250 .000 *** .116 .003 ** 
世帯収入 .136 .008 ** .323 .000 *** 
就労状況 .144 .013 * .083 .049 * 
仕事内容 -.017 .765  .018 .665 

 
人間関係・人づきあい .214 .000 *** .240 .000 *** 
学歴 .058 .193  .054 .136 

 
健康 .150 .000 *** .110 .002 ** 

R２ .443 .468 
調整済み R２ .443 .462 

ｎ 400 600 
***p＜.001	 **p＜.01	 *p＜.05 
 
	 次に、性別、年齢、学歴、中学時代の成績、所得、未婚・既婚、就労形態などの属性別に生

活全体の満足度を聞いた項目の平均値を分散分析した。その結果が表３−７であり、属性ごとに

傾向を見ると、次のとおりである。 
【年齢】 
	 男性の満足度では、年齢ごとの差異は認められない。一方、女性では、１％水準で年齢（25
～29 歳＞30～34 歳＞40～44 歳＞35～39 歳）において満足度の差異があり、対象者の中で一

番若い 25～29 歳の満足度が も高く、35 歳～39 歳の満足度の平均値が も低い。 
【学歴】 
	 男性は１％水準（大学・大学院卒＞中学・高校卒＞専門学校・短大・高専卒）、女性は 0.1％
水準（大学・大学院卒＞専門学校・短大・高専卒＞中学・高校卒）で有意差がある。男女とも

に、大学・大学院卒の満足度が高い。 
【中学時代の成績】 
	 男性は１％水準（上＞中の中＞中の上＞中の下＞下）、女性は 0.1％水準（中の中＞上＞中の

上＞下＞中の下）で満足度に有意差がある。男性は中学校時代のクラスで「上」、次いで「中の

中」の者、女性は「中の中」、次いで「上」の順で平均値が高く、クラスの中で「中の中」の者

の満足度が比較的高い。 
【所得】 
	 男女ともに 0.1％水準で所得（高所得＞中所得＞低所得）に満足度の有意差が認められ、高

所得者の満足度が高い。 
【未婚・既婚】 
	 男性は、１％水準で（既婚＞離婚・死別＞未婚）、女性は 0.1％水準で（既婚＞未婚＞離婚・

死別）有意差があり、既婚者の満足度が高い。 
【就労形態】 
	 男女ともに 0.1％水準で有意差が認められるが、男性では、正規雇用＞無業者＞非正規雇用

＞求職者、女性では、正規雇用＞専業主婦＞非正規雇用＞無業者＞求職者の順で満足度の平均

値が高い。 
 
 

 



 

表３−７	 生活全体の満足度の平均 

  
男性（400） 女性（600） 

 
  ｎ 平均値 F 値 sig. n 平均値 F 値 sig. 

年齢 
  
  
  

25−29 72 2.58   
  

.876 
  

  
  

  

77 3.27   
  

4.90 
  

  
  

** 
  

30−34 128 2.65 223 3.22 
35−39 87 2.57  138 2.81 
40-44 113 2.40 162 2.98 

学歴 
  
  

中学・高校卒	 135 2.44 
5.19 

  
** 

  

179 2.82 
9.57 

  
*** 

  
専門学校・短大・高専卒 81 2.31  222 3.06 
大学・大学院卒 178 2.77 197 3.32 

中学時代 
 の成績	 

  
  

上 114 2.91   
  

4.22 
  
  

  
  

** 
  
  

162 3.21   
  

5.15 
  
  

  
  

*** 
  
  

中の上 100 2.41 162 3.03 
中の中 84 2.54  164 3.24 
中の下 57 2.39 68 2.66 
下 45 2.18 44 2.68 

所得 
  
  

低所得 211 2.31   
11.27 

 

  239 2.78 
 16.00 

 
 *** 

  
中所得 103 2.70 *** 178 3.13 
高所得 80 3.03  

 
181 3.40 

未婚・既婚 
  
  

未婚 318 2.44   
6.97 

 

  
** 

 

265 2.82 
  
20.56 

  
 *** 

既婚 73 3.03 302 3.35 
離婚・死別 9 2.55  33 2.52 

就労形態 
  
  
  
  

正規雇用 100 3.04  
  
15.49 

  
  

  
  

*** 
  
  

100 3.38   
  

14.41 
  
  

  
  

*** 
  
  

非正規雇用 100 2.60 100 2.95 
専業主婦 --- --- 200 3.37 
求職者 100 1.93 100 2.46 
無業者 100 2.63 100 2.89 

***p＜.001	 **p＜.01	 *p＜.05 
 
次に、知的資本、経験資本、社会関係資本の群ごとに、満足度の平均値をみてみたい（表３

－８参照）。 
表３−８	 満足度の平均値の比較 

  
男性 女性 

    N 
平均値 F 値 sig. n 

平均値 F 値 sig. 

知的資本（成績） 
  

上位群 214 2.68 
  
89.82 

  
 *** 

324 3.12   
1.36 

  
 中・下位群  186 2.40 276 3.01 

経験資本 
  

多経験群 222 2.75 
  

8.90 
  
 ** 

291 3.22 
  

11.10 
  

 ** 少経験群 178 2.39 309 2.91 

社会関係資本 
（友人数） 
  
 
   

0 人 65 2.23 
  

4.04 
  
  

  
 ** 
  
  

39 2.54 
  

3.95 
  
  

  
 ** 

  
  

1−5 人 175 2.55 319 3.04 
6−10 人 109 2.72 180 3.20 

11 人以上 51 2.57 62 3.19 
***p<.001  **p<.01   *p<.05 

 



 

知的資本では、男性は 0.1％水準で上位群と中・下位群との間で差があるが（上位群＞中・

下位群）、女性では差がない。 
経験資本では、男女ともに１％水準で多経験群の方が少経験群よりも満足度が高い傾向があ

る。 
また、社会関係資本では、男女ともに 1％水準で、友人数として、6 人以上の友人がいる者

の満足度が高い（6～10 人＞11 人以上＞1～5 人＞0 人）。 
 

第５節	 現在の活動	 
	 現在の活動として、「地域の仲間やスポーツ・文化活動への参加」、「仕事の勉強会」、「ボラン

ティア活動」の三つの活動について、知的資本、経験資本、社会関係資本との関係を見たのが

表３－９である。 
	 「地域の仲間やスポーツ・文化活動」では、経験資本と社会関係資本で 0.1％水準で差があ

り、知的資本では 1％水準で差がある。「ほとんどしない」との回答に注目すれば、知的資本で

は、成績中・下位群（79.0％）＞成績上位群（70.3％）、経験資本では、少経験群（86.4%）＞

多経験群（61.6％）、社会関係資本では、０人（95.2％）＞１～５人（79.4％）＞６～10 人（63.0％）

＞11 人以上（61.9％）となっている。 
このことから、「地域の仲間やスポーツ・文化活動」に参加しないのは、少経験群で、友人が

おらず（０人との回答）、成績中・下位群であり、逆に参加するのは、多経験群で、友人が 11
人以上で、成績上位群といった傾向がある。 
「仕事の勉強会」では、知的資本、経験資本、社会関係資本のそれぞれについて、0.1％水準

で有意差がある。「ほとんどしない」との回答は、知的資本で成績中・下位群（84.8％）＞成績

上位群（73.6％）、経験資本で少経験群（86.5%）＞多経験群（70.6％）、社会関係資本で０人

（93.3％）＞１～５人（81.4％）＞11 人以上（73.5％）＞６～10 人（71.3％）となっている。 
	  

表３−９ 現在の活動への参加との学校時代の資本との関係 

  
知的資本 経験資本 社会関係資本 

  
 

成績	 
上位
群 

成績
中・	 
下位群 

sig
. 

多経験
群 

少経験
群 

sig
. 0 人 

1～5
人 

6～10
人 

11人以
上 

sig
. 

  
(n=538) (n=462)   (n=513) (n=487)   （n=104) (n=494) (n=289) (n=113)   

 地域の仲間や

スポーツ・文化

活動 

毎日 0.4 0.0 

* 

  
  

0.2 0.2 

*** 

  
  

0.0 0.0 0.7 0.0 

*** 

  
  

週に数回 5.4 3.2 6.2 2.7 0.0 4.0 5.2 8.0 

月に数回 8.0 6.7 12.3 2.7 1.9 5.5 10.0 14.2 

年に数回 16.0 11.0 19.7 8.0 2.9 11.1 21.1 15.9 

ほとんどしない 70.3 79.0 61.6 86.4 95.2 79.4 63.0 61.9 
仕事の勉強会 毎日 0.2 0.4 

*** 

  
  

0.4 0.2 

*** 

  
  

0.0 0.0 0.7 0.9 

*** 

  
  

週に数回 1.1 0.9 1.4 0.6 0.0 0.4 1.7 2.7 

月に数回 9.5 3.0 10.5 2.7 1.9 5.3 9.0 9.7 

年に数回 15.6 10.8 17.0 9.9 4.8 13.0 17.3 13.3 

ほとんどしない 73.6 84.8 70.6 86.5 93.3 81.4 71.3 73.5 
ボランティア活

動 
毎日 0.0 0.6 

  
  
  

0.4 0.2 

*** 
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週に数回 0.9 0.9 1.4 0.4 0.0 0.6 1.7 0.9 

月に数回 2.8 2.6 3.5 1.9 1.0 3.0 3.1 1.8 

年に数回 8.7 7.4 11.7 4.7 1.0 6.5 12.1 11.5 

ほとんどしない 87.5 88.5 83.0 92.8 98.1 89.7 82.4 85.8 



 

 

このように、「仕事の勉強会」に参加しないのは、少経験群で、友人がおらず（０人との回答）、

成績中・下位群であり、逆に参加するのは、多経験群で、友人が６～10 人で、成績上位群が多

い傾向がある。 
「ボランティア活動」では、経験資本で 0.1％水準で差があり、社会関係資本で 5％水準で差

があるが、知的資本とは差が認められない。「ほとんどしない」との回答では、経験資本では、

少経験群（92.8%）＞多経験群（83.0％）、社会関係資本では、０人（98.1％）＞１～５人（89.7％）

＞11 人以上（85.8％）＞６～10 人（82.4％）である。 
「ボランティア活動」に参加しないのは、少経験群で、友人がいない（０人との回答）者で

あり、逆に参加するのは、多経験群で、友人が６～10 人といった傾向がある。 
 
第６節	 教育政策への示唆	 
	 雇用情勢の悪化に伴い若者の就職の現状は厳しさを増している。平成 23 年度の失業率は 15
～24 歳全体で 8.2％であり、非正規雇用率は 15～24 歳で男性 52.6％、女性 45.5％と半数を占

める3。正規雇用者と非正規雇用者がほぼ二極化している中で、正規雇用者と非正規雇用者を分

ける要因としては何が推定できるだろうか。おそらく、それは、知的資本、経験資本、そして

社会関係資本といったものの総量とそれぞれの資本のバランスというものではないだろうか。 
知的資本の指標としての学歴は、知識量、試験合格のテクニック、モチベーションの高さを

表すものとして、いまだに雇用のための判断材料として有効と思われる。このことは、今回の

調査でも、中学校の成績と、その後の雇用形態や学習スタイルとの間に関係が認められること

からも明らかである。しかし、一方で、自己管理能力、コミュニケーション能力、チームワー

ク力、交渉能力などの対人関係能力や社会的スキルといったものは、それまでの多様な経験に

よって培われる場合も多く、学校時代の知的資本のみならず、経験資本や社会関係資本が、さ

まざまな形でその能力形成に影響すると思われる。 
また、今回の調査結果によれば、正規雇用には、知的資本、経験資本、社会関係資本のいず

れもかかわっているが、満足度についていえば、これらの三つの資本にあって、特に社会関係

資本が大きくかかわっている。学び合い、語り合い、考え合う友人を持てるということが、雇

用と関係し、また、人生の満足度にも大きく影響を与えることを考えると、学校教育やそれに

続く教育の時期にあって、友人を持つ意義がいかに大きいかを証左するものである。あるいは、

学校時代を通じての経験資本の多寡が、現在の「地域の仲間やスポーツ・文化活動」、「仕事の

勉強会」、「ボランティア活動」への参加と関係があることから、経験資本が社会への参画と大

きくかかわっていることも明らかであろう。 
つまり、知的資本が雇用に結びつくことは、半ば自明ではあるが、雇用や満足度に表される

生活の質や豊かさを考える場合、経験資本や、人間関係や人づきあいといった社会関係資本が、

いかに重要であるかを推測させる結果である。このことは、学校教育において、子どもたちに

多くの経験や体験をさせることや、友人づくりの機会や契機を上手につくってあげることが、

子どもたちの資本として、その後の人生の充実に肝要であるということを示唆するものであろ

う。 
 
 
 

                                                   
3 総務省統計局「労働力調査」2012. 
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第４章	 就労形態と社会関係資本が学習活動に与える影響	 

佐藤	 智子	 （大手前大学） 
 
第１節	 本章の目的	 

 
	 職業生活において、良好な人間関係が構築されている状態はとても重要である。しかし、そ

れだけではなく、他者との関係性の量や質によって、就職や転職ができるか否か、安定した就

労状態でいられるかどうか、所得の高さまでもが影響を受けているとも考えられている。そこ

で本章では、このような社会関係資本の状況と就労形態の間の関係性を確認し、それがどのよ

うに学習活動に影響を及ぼしているのかを検証したい。 
 
第 2 節	 先行研究	 

 
	 個人が持つ友人や知人のネットワークの大きさと就労との間には、強い繋がりがある 
[Aguilera, 2002]。グラノヴェッターの「弱い紐帯の強さ」に関する有名な研究が示したように、

緩やかに繋がった橋渡し型のネットワークが、就職や転職に関しても、広範囲の情報や機会を

もたらしてくれると考えられている[Granovetter, 1973, 1985]。より広い社会的ネットワーク

を持っており、他者を信頼できると感じている状態にある人ほど、失業率が低く、あるいは、

高所得の傾向があると、多くの先行研究が示してきた[Halpern, 2005: 70]。 
	 例えば失業の状態を脱することができるかどうかは、口コミによって仕事に関する情報を得

られるという点で、その人の社会的ネットワークに大きく左右される[Granovetter,1973; 
White, 1991; Montgomery. 1991]。口コミによって得られる情報が、就職や転職等に関して良

い効果を持つといわれており、それは低賃金労働者においてのみならず、経営者などの高所得

者についても当てはまるとされている[Aguilera, 2003; Brown et al., 2001; Boxman et. al., 
1991] 。 
ただし、そのような効果のあるネットワークは、どの個人にも平等に分配されているわけでは

ない。助けてくれるような友人を持たない人、あるいは持っていたとしても、その友人も労働

市場の外にいるような場合には、仕事に関する有益な情報がもたらされる可能性は低い。 
	 以上のように社会関係資本が個人的な就労の情況に影響を与える理由として考えられている

ことは、１つには、広範なネットワークを持った個人ほど、あるいはそのような家庭に育った

子どもほど、高い教育達成や低い中退率を示す傾向があり、その教育の程度が就労にも影響す

るからである[Halpern, 2005: 44]。 
	 一方で、有益な人間関係を構築できる社会的スキルや価値・態度などを身につけるための学

習機会もまた、万人に平等には用意されないというのが現状である。このような学習機会は、

もちろん学校教育の範疇においては公平に開かれるはずのものであるが、現実には、育った家

庭環境や友人関係にも大きく影響を受けている。例えば、ひとり親家庭や、喧嘩が絶えないよ

うな家族の中で育つと、大人になってからも失業している確率が高くなるという知見もある

[Caspi et al., 1998]。 
	 以上の先行研究を踏まえると、現在、正規雇用で働いている労働者と比べて、非正規雇用労

働者や無業者は、相対的に社会関係資本に乏しいという仮説が得られる。そのような限られた

人間関係の中にいることが、非正規雇用労働者や無業の状態にある個人を就労の機会から遠ざ



 

けているだけではなく、就労に向けて自らの能力を高めるために必要な様々な学習活動からも

遠ざけてしまっているのではないか、と考えられる。 
 
第３節	 分析	 

 
(1)	 クロス集計	 

	 今回の調査の中で、社会関係資本に関する質問項目は Q14~20 である。それぞれについて、

はじめに、就労形態との関連性を概観しておく。 
 

 

 
	 まず、ふだん接している人の数を比べてみると（図表 1）、当然ながら、就業者と、専業主婦

や無業者の間には明らかな差が見られた。さらに、就業者の間でも、非正規雇用労働者に比べ、

正規雇用労働者のほうがその数が多くなっていた。 
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図表1　ふだん接している人数	 

0-1人	 2-3人	 4-5人	 6-15人	 16-500人	 



 

 

 
	 ただし、就業者のふだん接している人数が多いのは、仕事の上で関わらなくてはならない人

の数が多いためだと考えられる。そこで、仕事以外の目的で接している人の数に違いがあるの

かを確認した（図表 2）。全体では、就業者と専業主婦の間に差は見られなかった。一方で、無

業者と、就業者および専業主婦の間には、有意な差が確認できた。男女別では、男性よりも女

性のほうが多い傾向にあった。 
	 一般的他者への信頼の程度は、男性においては就労形態による有意な差が見られず、女性で

は、無業者と就業者・専業主婦との間に差が確認できた（図表 3）。 
	 以上より、おおむね、就業者と無業者の間に、そして就業者の中でも正規雇用労働者と非正

規雇用労働者の間に、ネットワークや信頼の程度に違いがあることが窺えた。 
次に、このような違いは、純粋に就労形態による差なのか、それとも、もともと人間関係の

構築に難しさを抱えている人の方が非正規雇用や無業者になりやすいのかを考えてみる必要が

ある。具体的には、調査対象者が労働市場に参入する前、つまり 終学歴学校に通っていた時

の友人数を見てみよう（図表 4）。結果としては、男性においても女性においても、就労形態に

よる違いが観察できた。男性の場合には、正規雇用労働者とそれ以外の人々との間に違いが見

られ、女性の場合には、就業者および専業主婦と無業者との間に差が見られた。つまり、 終

学校就学時に友人の数が比較的多い人ほど正規雇用の職に就く確率が高くなっていると考えら

れる。 
	 では、 終学校の時の友人と、現在もその関係性を維持できているかを見る(図表 5)。すると、

こちらも就労形態による違いが出た。男女ともに、就業者と無業者との間に差が確認されたが、

さらに男性の場合は、正規雇用と非正規雇用の間にも差が見られた。 
	 以上より、無業者よりも就業者の方が、そして非正規雇用労働者よりも正規雇用労働者のほ

うが、学生時代の友人数も多く、また就職後にその関係性を維持している割合も高くなってい

ると言える。 
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図表2　ふだん接している人数（仕事以外）	 

0-1人	 2-3人	 4-5人	 6-10人	 11-140人	 
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図表3　信頼	 
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図表4　 終学校在学時の友人数	 

0-2人	 3-4人	 5人	 6-10人	 11-100人	 



 

 
 

 
 
	 次に、それぞれにどのような相談相手を持っているかを見てみよう。まず職場に相談相手が

いるかどうかであるが、当然ながら、無業者は現在の職場を持たないため、必然的に相談相手
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図表5　 終学校時の友人数（現在）	 
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図表6　相談相手（職場）	 

いない	 いる	 



 

もいない場合が多かった。女性の場合は正規雇用と非正規雇用の間には差が出なかったが、男

性の場合には、正規雇用労働者の 6 割が職場に相談相手を持っているのに対して、非正規雇用

労働者の場合には 4 割未満に留まった。 
	 次に家族における相談相手である。全体的に、家族に相談できている人が多かったが、特に

専業主婦については、9 割以上が家族に相談相手がいると答えている。 
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図表7　相談相手（家族）	 
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図表8　相談相手（地域）	 
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	 地域住民の中に相談相手がいるかどうかについては、就業者と無業者の間に有意な差は見ら

れなかったが、専業主婦は他の人々と比べて地域の中に相談相手を持っている割合が高かった。 
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図表9　相談相手（友人）	 
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図表10　相談相手（専門家）	 

いない	 いる	 



 

	 友人として相談できる相手が「いない」と答えた割合は、就業者と比べて、無業者に多かっ

た。女性と比べて、男性のほうが、正規雇用労働者と非正規雇用労働者の間の差が大きい結果

となった。 
	 専門家に相談できる人がいるかという質問に対しては、ほとんど傾向に差が見られなかった。 
 

 

 
	 後に、ネット上での相談相手を持っていると答えたのは、男女とも、非正規雇用労働者の

中の割合が も高かった。ただし、全体としては大きな違いはなく、ネット上に相談相手がい

ると答えたのは、おおよそ 2～3 割程度であった。 
 
(2)	 多変量解析	 

	 上記のクロス集計より、社会関係資本の各指標と就労形態との間に、一定の関連性があると

いう可能性を確認できた。具体的には、正規雇用労働者、非正規雇用労働者、無業者の間には、

男女の間で傾向に違いが見られるものの、およそ社会関係資本の程度の高さに差が見られ、無

業者よりも就業者の方が、そして非正規雇用労働者よりも正規雇用労働者の方が高い傾向にあ

った。 
仕事を目的とした対人関係を含めた場合には、無業者よりも就業者のほうが、非正規雇用労

働者よりも正規雇用労働者のほうが、人と接する機会が多い。しかし、それは就労形態による

影響だけではないのかもしれない。彼らの間にある社会関係資本の差は、学生時代からあるも

のだという可能性を指摘できる。 
	 良好な対人関係を築くことができるようになるというのは、一朝一夕には難しいことかもし

れない。しかし、一定程度は学習によって習得ないし向上させることができるに違いない。た

だ、非正規雇用労働者や無業者は、正規雇用労働者と比べて、学習活動を行う頻度そのものが

少なくなってしまっている可能性も考えられる。もしそうならば、より良い就労環境を得るた
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めに自分自身を磨く機会も限られることになってしまう。 
	 そこで、以下の仮説を検証する。 
 
仮説 1： 就業者のほうが、無業者よりも学習活動に積極的である。 
仮説 2： 正規雇用労働者のほうが、非正規雇用労働者よりも学習活動に積極的である。 
仮説 3： 学習活動に対する積極性は、学校教育達成に影響を受けている。 
仮説 4： 就労形態による影響を統制した上でも、学習活動に対する積極性は、社会関係資本に

影響を受けている。 
 
上記の仮説を検証するため、「学習活動の積極性」を示す総合的な指標を作成した。Q8 の、

本を読む（電子書籍を含む）、活字の新聞・雑誌を読む、日記やノートを書く、日本語以外の本

や雑誌を読む、映画や DVD を見る、地域や仲間のスポーツ・文化活動に参加する、仕事の勉

強会に参加する、いろいろなボランティア活動に参加する、という 8 項目についての頻度を尋

ねた設問を使って、主成分分析を行った（図表 12）。 
 
図表 12	 学習活動についての主成分分析 
	 Q8 成分	 

	 学習活動の頻度	 第 1成分	 第 2成分	 

本を読む	 .553	 .572	 

新聞・雑誌を読む	 .533	 .467	 

日記やノートを書く	 .550	 .264	 

日本語以外の本・雑誌を読む	 .537	 .066	 

映画や DVD を見る	 .388	 .202	 

スポーツ・文化活動に参加	 .576	 -.454	 

仕事の勉強会に参加	 .606	 -.407	 

ボランティア活動に参加	 .591	 -.535	 

固有値	 2.381	 1.318	 

寄与率	 29.758	 16.474	 

累積寄与率	 29.758	 46.232	 

 
	 上記の第一成分を、「学習活動への積極性」の指標とする。この「学習活動への積極性」が、

どのような要因にとって影響を受けているのかを検証するために重回帰分析を行う。投入する

変数の基本統計量は図表 13 に示す。この中で、「相談相手の多様性」は、相談相手（職場、家

族、地域、友人、専門家、ネット）の種類数を累計したものである。正規雇用、非正規雇用、

専業主婦、無職(求職中)はすべてダミー変数とし、求職中ではない無業者を参照カテゴリとし

ている。 
 
 
 
 
 
 



 

	 図表 13	 基本統計量 

 
 
	 図表 14	 学習活動の積極性についての重回帰分析 

 
 
	 分析結果は図表 14 の通りである。モデル 1 では、就労形態による学習活動への影響を確認

している。ただし、就労形態に関わらず、健康状態に問題を抱えている状況では学習活動を行

う事が難しいと考えられるため、統制のために「健康満足度」の変数も投入した。結果として

は、求職していない無業者を参照カテゴリとして、正規雇用労働者が も積極的に学習活動を

行っている確率が高く、その次に非正規雇用労働者であることも学習活動の積極性に有意な影

響を持っていた。専業主婦と無業者の間に有意な差は見られなかった。これより、おおむね仮

説１と仮説 2 が支持されたと考える事ができる。 
	 次に、モデル 2 では、学校教育達成度を含めた分析を行った。結果をみると、学歴の影響が

度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差

正規雇用 1000 0 1 .20 .400

非正規雇用 1000 0 1 .20 .400

専業主婦 1000 0 1 .20 .400

無職（求職中） 1000 0 1 .20 .400

健康満足度 1000 1 5 2.933 1.166

中学の成績 1000 1 5 3.51 1.260

学歴 1000 1 3 2.05 .834

相談相手の多様性 1000 0 6 2.36 1.375

ふだん接している人数 1000 1 5 2.87 1.322

仕事以外でふだん接して

いる人数
1000 1 5 2.19 1.089

信頼 1000 1 3 1.97 .774

係数 S.E. β p 係数 S.E. β p 係数 S.E. β p

(定数) -.616 .097 *** -1.045 .129 *** -1.493 .140 ***

正規雇用 .534 .098 .214 *** .438 .099 .175 *** .254 .106 .102 *

非正規雇用 .345 .097 .138 *** .316 .096 .126 ** .156 .101 .063

専業主婦 .094 .097 .038 .047 .097 .019 -.114 .093 -.046

無職（求職中） .086 .096 .034 .102 .095 .041 .090 .091 .036

健康満足度 .138 .027 .161 *** .124 .027 .144 *** .078 .026 .091 **

中学の成績 .070 .026 .088 ** .060 .025 .076 *

学歴 .124 .040 .104 ** .106 .038 .089 **

相談相手の多様性 .167 .024 .229 ***

ふだん接している

人数

.013 .034 .017

仕事以外でふだん

接している人数

.126 .036 .138 **

信頼 .025 .040 .020

R2乗

調整済みR2乗

推定値の標準誤差

***	 p<0.001,	 **	 p<0.01,	 *	 p<0.05

0.180

0.905

0.094

0.952

0.073

0.963

モデル１ モデル２ モデル３

0.077 0.100 0.189



 

観察されたのと同時に、中学の成績も影響を及ぼしていた。現在、高等教育進学率が高まる中

で、同じ「大学生」の間でも学力に差が生じている実態がある。その中で、高等教育機関に進

学することだけでなく、基礎教育段階での習熟度も重要であることが伺えた。よって仮説 3 も

支持された。 
	 モデル 3 では、社会関係資本の各指標の影響力を検証した。結果、就労形態や教育達成の程

度の影響力を統制した上でもなお、社会関係資本が学習活動の積極性に影響を与えていること

が示された。その中でも、信頼の程度や仕事でふだん接する人数には有意な影響が出なかった

一方で、仕事以外の目的でふだん接する人数や、相談相手の多様性には影響が観察された。ま

た、この結果から、すべてではないにせよ、就労形態による影響力は社会関係資本によって媒

介されている可能性を指摘できる。以上より、仮説 4 も支持される結果となった。 
	 以上の分析結果からは、成人個人の学習活動の積極性の程度は、就労形態によって異なるが、

それが部分的には社会関係資本の影響によって説明できることが明らかとなった。 
 
第４節	 教育政策への示唆	 

 
	 上記の分析より、教育政策に対して得られる示唆は次のようなものである。 
	 第 1 に、より安定的な就労形態にある人ほど、豊富な社会関係資本を有している割合が高く、

非正規雇用労働者、そして無業者ほど、相談できる相手が限られていたり、仕事以外の目的で

接している人の数が少ない傾向にあった。まずはこのような実態を再認識する必要がある。 
	 第 2 に、上記のような社会関係資本における差が、学習活動にも影響している可能性が指摘

された。現在、積極的に学習活動に参加しているか否かは、就労形態の影響を受けているが、

それに加えて、学校教育達成の程度の影響も確認できた。つまり、基礎教育の習熟度が高く、

より学歴の高い人ほど、現在も学習活動に積極的であるという結果となっている。ここまでを

見ると、学歴が相対的に見て高くなく、現在、不安定な就労状況にある人に対してどのような

支援ができるのか、疑問が生まれるに違いない。 
	 ただし、第 3 に、このような学歴や就労形態の違いによって見られた、学習活動の積極性の

差の一部は、保有している社会関係資本の差によって説明できることが分かった。よって、特

に求職中の無業者や、正規雇用を目指す非正規雇用労働者に対しては、個々人に対する就業支

援や職業訓練を検討するだけでなく、いかに彼らの社会関係資本をより豊かなものにできるの

かを考える必要があると考えられる。 
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第５章	 成人の学習志向と意識構造	 

－社会観・職業観・パーソナリティとの関連	 
下村英雄（労働政策研究・研修機構） 

	 

第１節	 本章の目的	 

	 成人の学習志向性に関しては、従来から、多くの指摘がある。例えば、OECD（2005	 立田

監訳，2010）は CDEFOP（2003）を引用しつつ、「多くの諸国において、教育や訓練に参加

しなかった成人の間に、学習に興味を示さないことが大きな要因として示されていた（p.33）」
と述べ、「成人学習における参加、不参加の理由の分析は、多くの成人が単に興味がないことを

提示している（p.35）と整理している。 
	 このように、成人の学習の基盤となる学習志向性は、成人の学習を考えるにあたって根本的

な問題として存在していることが指摘されている。成人の学習を支援する様々な取り組みがあ

るなか、そもそも本人に学習志向性があるか否かが主たる要因として指摘されている以上、も

っとも基本的な、成人の学習を下支えする成人の学習志向に関しては、よりいっそうの詳しい

分析を行う必要がある。 
	 そうした分析を通じて成人の学習志向性の実態を明らかにし、学習に興味を示さない成人は

なぜ興味を示さないのか、またどのようなことになら興味を示すのか、そのために具体的にど

のような方策が考えられるのかを明らかにする必要がある。 
	 以上の問題意識から、本章では、成人の学習志向について検討を行う。 
	 検討を行うにあたって、本章では、以下の諸点を具体的な分析課題とした。第一に、成人の

学習志向性を性別や年齢、現在の就労状況、生活満足感などのいくつかの観点から分析を行い、

その上で、成人の学習志向性にどのような次元があるのかを検討する。 
	 第二に、成人の学習志向性に影響を与える様々な要因があるなか、本章では、特に、パーソ

ナリティ特性、職業観・社会観、抑うつとどのような関係にあるのかについて検討を行う。 
	 第三に、特に、本章でみていく結果の背景を探る上で、さらにどのような要因が隠されてい

るのか、いくつかの多変量解析によって明らかにする。 
	 以上の３つの分析課題を通じて、 終的に、成人の学習志向と意識行動に関して、一定のパ

ターン、一定の知見を見出し、それに対して、どのような政策的支援を行うことができるのか

について、考察を行う。 
	 

第２節	 成人の学習志向性の概要	 
（１）性別・年齢・現在の状況による違い	 

	 本研究では、成人の学習志向性を測定するために、立田（1999）をもとに成人の学習志向に

関する図表１のような質問項目を自作し、回答を求めた。 
	 その結果、今回の調査回答者の７割以上が「人生のどの段階でも学ぶ場があればいいと思う」

「学習するにあたっては自分の自主性や主体性を大切にしたい」「学ぶことを生涯にわたって行

っていきたい」「自分が何を学習すべきかは自分で決めて、自分で管理したい」といった質問項

目に肯定的に回答していた。 
	 また、図表２に示したとおり、概して女性の方が学習志向が高かった。特に「他人のことを

もっと尊敬できるような人になりたい」「自分のことをもっと誇れるようになりたい」「学ぶこ

とで自分を表現したい」といった項目で男女差が大きかった。 



 

図表１ 「あなたは「学ぶこと」について、どのように考えていますか。 

それぞれの項目について、あてはまるものを１つお選びください」に対する回答結果 

（かなりあてはまる＋あてはまるの割合） 

 
 

図表２ 「あなたは「学ぶこと」について、どのように考えていますか。」×性別 

 
 

図表３ 「あなたは「学ぶこと」について、どのように考えていますか。」×年齢 
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自分が何を学習すべきかは自分で決めて、自分で管理したい

誰でも学習しやすい環境を整備してほしい

自分のことをもっと誇れるようになりたい

人の役に立つための方法を学びたい

自分が何をなすべきなのかを学びたい

他人のことをもっと尊敬できるような人になりたい

人として生きるということを学びたい

学ぶことで社会的な評価を高めたい

人と共に生きていくということを学びたい

学ぶことで自分を表現したい

男性 女性 sig.

学ぶことを生涯にわたって行なっていきたい 69.3% 71.7%

人生のどの段階でも学ぶ場があればいいと思う 77.8% 83.2% *

誰でも学習しやすい環境を整備してほしい 66.0% 71.5%

学習するにあたっては自分の自主性や主体性を大切にしたい 69.0% 76.3% *

自分が何を学習すべきかは自分で決めて、自分で管理したい 67.3% 72.8%

学ぶことで社会的な評価を高めたい 45.8% 44.3%

人の役に立つための方法を学びたい 51.5% 54.7%

他人のことをもっと尊敬できるような人になりたい 44.0% 53.3% **

自分のことをもっと誇れるようになりたい 56.3% 67.5% **

自分が何をなすべきなのかを学びたい 50.2% 52.7%

人と共に生きていくということを学びたい 40.8% 45.3%

人として生きるということを学びたい 44.0% 50.8% *

学ぶことで自分を表現したい 32.3% 42.7% **

※　**	 p<.01	 *	 p<.05

※残差分析の結果5%水準で有意に値が大きい箇所を編みかけ、値が小さい箇所に

下線を付した。

20代

後半

30代

前半

30代

後半

40代

前半
sig.

学ぶことを生涯にわたって行なっていきたい 71.8% 71.8% 68.4% 70.5%

人生のどの段階でも学ぶ場があればいいと思う 77.2% 84.6% 81.3% 78.2%

誰でも学習しやすい環境を整備してほしい 73.2% 68.9% 71.6% 65.8%

学習するにあたっては自分の自主性や主体性を大切にしたい 71.1% 74.9% 72.0% 73.8%

自分が何を学習すべきかは自分で決めて、自分で管理したい 66.4% 70.1% 70.7% 73.5%

学ぶことで社会的な評価を高めたい 49.0% 47.3% 43.6% 40.7%

人の役に立つための方法を学びたい 57.0% 56.1% 52.4% 48.7%

他人のことをもっと尊敬できるような人になりたい 55.7% 53.6% 48.0% 42.5% *

自分のことをもっと誇れるようになりたい 69.1% 65.8% 61.3% 57.5%

自分が何をなすべきなのかを学びたい 58.4% 55.0% 50.2% 45.1% *

人と共に生きていくということを学びたい 53.0% 47.3% 40.9% 35.6% **

人として生きるということを学びたい 53.7% 51.9% 48.0% 40.4% *

学ぶことで自分を表現したい 45.6% 42.2% 34.7% 33.1% *

※　**	 p<.01	 *	 p<.05

※残差分析の結果5%水準で有意に値が大きい箇所を編みかけ、値が小さい箇所に下線を付した。



 

	 一方で、年代別に検討した結果では、概して年齢が若い方が肯定的に回答する傾向が強かっ

た。「人と共に生きていくということを学びたい」では 1%水準で、「他人のことをもっと尊敬

できるような人になりたい」「自分が何をすべきなのかを学びたい」「人として生きるというこ

とを学びたい」「学ぶことで自分を表現したい」などでは 5%水準で差がみられていた。 
 
	 現在の就労状況によっても成人の学習志向に対する回答傾向に違いがみられた。図表４に示

したとおり、概して、現在、正規就労中の者および求職中の者で学習志向が高かったが、正規

就労者は「人の役に立つための方法を学びたい」、求職者は「誰でも学習しやすい環境を整備し

てほしい」「学ぶことで社会的な評価を高めたい」「自分が何をなすべきなのかを学びたい」、主

婦は「自分が何を学習すべきかは自分で決めて、自分で管理したい」と考えている点で異なっ

ていた。また、現在、無業の者は一貫して学習志向が低かった。 
 

図表４ 「あなたは「学ぶこと」について、どのように考えていますか。」×現在の就労状況 

 
 
（２）就労状況・生活全般・人間関係に対する満足感による違い	 

	 前項で検討した「現在の就労状況」については、たとえ正規就労以外の状態にある者であっ

ても、本人はおおむね満足しているという場合がありうる。そこで、図表５では、就労状況に

対する満足感との関連を検討した。その結果、就労状況に満足している者と、満足していない

者では、学習志向ははっきりと分かれていた。すなわち、就労状況に満足している者は「学ぶ

ことを生涯にわたって行っていきたい」「人生のどの段階でも学ぶ場があればいいと思う」「学

習するにあたっては自分の自主性や主体性を大切にしたい」「自分が何を学習すべきかは自分で

決めて、自分で管理したい」「人の役に立つための方法を学びたい」「自分のことをもっと誇れ

るようになりたい」などの項目に肯定的に回答していた。 
	 一方、就労状況に不満をもっている者は「誰でも学習しやすい環境を整備してほしい」「学ぶ

ことで社会的な評価を高めたい」「自分が何をなすべきなのかを学びたい」「人として生きると

いうことを学びたい」などの回答が多かった。概して言えば、就労状況に満足している者は、

自分で自主的に学ぶことを生涯にわたって続けたいと考えており、学習することによって人の

役に立ちたいと考えていた。それに対して、就労状況に不満のある者は自分が何をなすべきな

のか、いかに生きるべきなのかを考えており、あわせて学習環境の整備や学ぶことによる社会

的な評価に対する関心も持っていたと言えよう。 
 

正規 非正規 主婦 求職者 無業者 sig.

学ぶことを生涯にわたって行なっていきたい 77.0% 69.0% 71.0% 72.0% 64.5%

人生のどの段階でも学ぶ場があればいいと思う 84.5% 82.5% 81.5% 83.0% 73.5% *

誰でも学習しやすい環境を整備してほしい 66.5% 66.5% 69.0% 79.5% 65.0% *

学習するにあたっては自分の自主性や主体性を大切にしたい 78.5% 72.0% 75.0% 72.0% 69.5%

自分が何を学習すべきかは自分で決めて、自分で管理したい 75.0% 68.0% 77.5% 67.0% 65.5% *

学ぶことで社会的な評価を高めたい 48.0% 46.5% 41.0% 52.5% 36.5% *

人の役に立つための方法を学びたい 65.0% 54.5% 51.0% 52.0% 44.5% **

他人のことをもっと尊敬できるような人になりたい 52.5% 51.0% 55.5% 51.0% 38.0% **

自分のことをもっと誇れるようになりたい 66.5% 61.0% 67.5% 67.5% 52.5% **

自分が何をなすべきなのかを学びたい 55.0% 45.5% 53.0% 60.0% 45.0% *

人と共に生きていくということを学びたい 46.0% 40.0% 45.0% 49.0% 37.5%

人として生きるということを学びたい 52.5% 43.0% 51.5% 53.0% 40.5% *

学ぶことで自分を表現したい 43.0% 36.0% 43.5% 40.0% 30.0% *

※　**	 p<.01	 *	 p<.05

※残差分析の結果5%水準で有意に値が大きい箇所を編みかけ、値が小さい箇所に下線を付した。



 

図表５ 「あなたは「学ぶこと」について、どのように考えていますか。」×就労状況に対する

満足感 

 
 
	 さらに、就労状況が必ずしも満足のいくものではないとしても、生活全般に対する満足感は

高いという場合も考えうる。そこで、図表６には、生活全般に対する満足感と学習志向との関

連を示した。その結果、生活全般に満足している者と不満のある者では、やはり回答傾向が分

かれていた。生活全般に満足している者は「学ぶことを生涯にわたって行っていきたい」「人生

のどの段階でも学ぶ場があればいいと思う」「学習するにあたっては自分の自主性や主体性を大

切にしたい」「人の役に立つための方法を学びたい」などの項目に肯定的に回答していた。一方

で、生活全般に不満を持つ者は「誰でも学習しやすい環境を整備してほしい」「自分が何をなす

べきなのかを学びたい」などの質問に肯定的に回答していた。 
 
図表６ 「あなたは「学ぶこと」について、どのように考えていますか。」×生活全般に対する

満足感 

 
 
	 また、図表７では、人間関係や人づきあいに対する満足感との関連も検討した。ここまでの

就労状況に対する満足感
満足

N=59

やや

満足

N=104

どちら

とも言

えない

N=398

やや

不満

N=154

不満

N=285
sig.

学ぶことを生涯にわたって行なっていきたい 86.4% 82.7% 63.3% 71.4% 73.0% **

人生のどの段階でも学ぶ場があればいいと思う 89.8% 92.3% 76.4% 78.6% 82.8% **

誰でも学習しやすい環境を整備してほしい 67.8% 70.2% 61.8% 69.5% 79.6% **

学習するにあたっては自分の自主性や主体性を大切にしたい 91.5% 85.6% 68.3% 66.9% 75.8% **

自分が何を学習すべきかは自分で決めて、自分で管理したい 84.7% 81.7% 68.1% 67.5% 68.8% **

学ぶことで社会的な評価を高めたい 54.2% 50.0% 35.4% 42.9% 55.4% **

人の役に立つための方法を学びたい 71.2% 66.3% 46.0% 51.3% 56.5% **

他人のことをもっと尊敬できるような人になりたい 62.7% 52.9% 46.0% 50.0% 50.5%

自分のことをもっと誇れるようになりたい 76.3% 72.1% 57.0% 59.7% 67.0% **

自分が何をなすべきなのかを学びたい 45.8% 57.7% 44.5% 51.9% 60.7% **

人と共に生きていくということを学びたい 45.8% 44.2% 39.9% 40.9% 49.1%

人として生きるということを学びたい 52.5% 53.8% 41.2% 48.7% 54.4% **

学ぶことで自分を表現したい 44.1% 39.4% 33.7% 37.7% 44.2%

※　**	 p<.01	 *	 p<.05

※残差分析の結果5%水準で有意に値が大きい箇所を編みかけ、値が小さい箇所に下線を付した。

生活全体に対する満足感
満足

N=75

やや

満足

N=271

どちら

とも言

えない

N=267

やや

不満

N=215

不満

N=172
sig.

学ぶことを生涯にわたって行なっていきたい 88.0% 76.8% 65.5% 66.5% 66.9% **

人生のどの段階でも学ぶ場があればいいと思う 94.7% 84.9% 76.0% 80.5% 77.3% **

誰でも学習しやすい環境を整備してほしい 74.7% 68.3% 62.2% 72.1% 76.2% *

学習するにあたっては自分の自主性や主体性を大切にしたい 84.0% 77.9% 67.8% 71.2% 73.3% *

自分が何を学習すべきかは自分で決めて、自分で管理したい 81.3% 73.8% 68.5% 69.3% 65.7%

学ぶことで社会的な評価を高めたい 44.0% 45.4% 42.7% 41.9% 51.7%

人の役に立つための方法を学びたい 68.0% 56.1% 47.9% 52.1% 52.9% *

他人のことをもっと尊敬できるような人になりたい 64.0% 52.0% 44.9% 48.8% 47.7%

自分のことをもっと誇れるようになりたい 62.7% 69.4% 58.8% 58.6% 65.1%

自分が何をなすべきなのかを学びたい 44.0% 53.1% 48.3% 49.3% 61.0% *

人と共に生きていくということを学びたい 48.0% 45.8% 40.8% 40.9% 45.3%

人として生きるということを学びたい 48.0% 53.1% 42.3% 46.0% 51.7%

学ぶことで自分を表現したい 45.3% 40.6% 33.3% 36.3% 43.0%

※　**	 p<.01	 *	 p<.05

※残差分析の結果5%水準で有意に値が大きい箇所を編みかけ、値が小さい箇所に下線を付した。



 

結果とおおむね類似の結果が得られており、人間関係に対する満足感の高い者は「学ぶことを

生涯にわたって行っていきたい」「学習するにあたっては自分の自主性や主体性を大切にしたい」

「自分が何を学習すべきかは自分で決めて、自分で管理したい」「人の役に立つための方法を学

びたい」などの項目に肯定的に回答していた。一方、人間関係に対する満足感の低い者は「誰

でも学習しやすい環境を整備してほしい」「学ぶことで社会的な評価を高めたい」「自分が何を

なすべきなのかを学びたい」「人と共に生きていくということを学びたい」「人として生きると

いうことを学びたい」などの項目に肯定的に回答していた。 
 
図表７ 「あなたは「学ぶこと」について、どのように考えていますか。」×人間関係に対する

満足感 

 
 
 
第３節	 成人の学習志向を構成する２つの志向性－「広義の生き方志向」「狭

義の学習志向」	 

	 
	 ここまでの検討結果から、おおむね学習志向には、就労状況に対して満足感が高い回答者が

肯定的に捉える「学ぶことを生涯にわたって行っていきたい」「学習するにあたっては自分の自

主性や主体性を大切にしたい」「人の役に立つための方法を学びたい」といった項目群と、就労

状況に対して満足感が低い回答者が肯定的に捉える「誰でも学習しやすい環境を整備してほし

い」「学ぶことで社会的な評価を高めたい」「人として生きるということを学びたい」といった

項目群の２つのタイプがあることが推測される。 
	 そこで、学習志向の質問項目に因子分析を行い、学習志向の背後にどのようにタイプの異な

る志向性があるのかを検討することとした。図表８は、因子分析（ 尤法プロマックス回転）

の結果である。なお、主因子法およびバリマックス回転なども含めて様々な手法で因子分析を

行ったが、おおむね図表８と同じ結果であった。 
	 図表から、「人と共に生きていくということを学びたい」「人として生きるということを学び

たい」「自分が何をなすべきなのかを学びたい」など、総じて就労に対する満足感が低かった回

答者が肯定的に回答した質問項目の因子負荷量の大きい第Ⅰ因子、および「人生のどの段階で

も学ぶ場があればいいと思う」「学習するにあたっては自分の自主性や主体性を大切にしたい」

人間関係や人づきあいに対する満足感
満足

N=61

やや

満足

N=210

どちら

とも言

えない

N=415

やや

不満

N=188

不満

N=126
sig.

学ぶことを生涯にわたって行なっていきたい 82.0% 84.8% 62.9% 70.2% 68.3% **

人生のどの段階でも学ぶ場があればいいと思う 88.5% 91.4% 75.9% 79.3% 79.4% **

誰でも学習しやすい環境を整備してほしい 73.8% 73.8% 63.9% 68.6% 78.6% **

学習するにあたっては自分の自主性や主体性を大切にしたい 85.2% 80.0% 67.5% 73.4% 76.2% **

自分が何を学習すべきかは自分で決めて、自分で管理したい 83.6% 80.0% 63.6% 71.3% 70.6% **

学ぶことで社会的な評価を高めたい 52.5% 51.4% 36.9% 42.6% 60.3% **

人の役に立つための方法を学びたい 68.9% 63.8% 46.5% 51.1% 54.8% **

他人のことをもっと尊敬できるような人になりたい 55.7% 56.2% 45.3% 50.0% 49.2%

自分のことをもっと誇れるようになりたい 68.9% 67.6% 56.1% 66.5% 69.8% **

自分が何をなすべきなのかを学びたい 41.0% 53.8% 45.5% 58.0% 64.3% **

人と共に生きていくということを学びたい 45.9% 46.2% 37.8% 46.8% 51.6% *

人として生きるということを学びたい 50.8% 51.0% 41.2% 50.0% 61.9% **

学ぶことで自分を表現したい 44.3% 44.3% 34.0% 35.6% 45.2% *

※　**	 p<.01	 *	 p<.05

※残差分析の結果5%水準で有意に値が大きい箇所を編みかけ、値が小さい箇所に下線を付した。



 

「自分が何を学習すべきかは自分で決めて、自分で管理したい」など、総じて就労に対する満

足感が高かった回答者が肯定的に回答した質問項目の因子負荷量が大きい第Ⅱ因子の２つの因

子が抽出されることが示された。 
	 それぞれ、他に因子負荷量の大きい質問項目も含めて解釈すると、第Ⅰ因子は、学習をそれ

自体として考えるというよりは、より広い意味での生き方や自分がなすべきことと関連づけて

考える傾向が強い因子であると言える。そこで、ここでは暫定的に「広義の生き方志向」が背

景に根強く存在している学習志向であると解釈しておくこととする。一方、第Ⅱ因子は、学習

そのものに価値を見出し、学ぶ場を求め、自主的に学ぶことを求める傾向が強い因子であると

言える。学習自体に動機づけられているという意味で、ここでは暫定的に「狭義の学習志向」

と解釈しておく。 
	 以下、図表８で網掛けを付した各因子５項目を単純合計したものを、それぞれ「広義の生き

方志向」得点、「狭義の学習志向」得点として分析に用いることとした。 
 

図表８ 学習志向の因子分析結果 

 
	  
図表９には、「広義の生き方志向」得点、「狭義の学習志向」得点について、ここまでに取り上

げた属性ごとに平均値を求め、「広義の生き方志向」と「狭義の学習志向」の２次元上にプロッ

トしたものを示した。図表１２から、全体のプロットの分布は、おおむね３つのグループに分

けることができる。 
	 １つめは、就労状況、生活全体、人間関係のいずれについても満足感の高い者が属するグル

ープで、総じて学習志向性は高いが、特に「狭義の学習志向」が高いグループである。 
	 ２つめは、就労状況、生活全体、人間関係のいずれについても満足感が低く、おおむね 30
歳前後と相対的に若く、正規就労か主婦か、仕事を探している者が属するグループで、総じて

学習志向性は高いが、特に「広義の生き方志向」が高いグループである。 
	 ３つめは、基本的に「広義の生き方志向」の面でも「狭義の学習志向」の面でも学習志向が

高くないグループであり、就労状況、生活全体、人間関係のいずれの面でも、やや不満か、も

しくは「どちらとも言えない」と回答した者が多く含まれる。また、非正規就労者、無業者、

男性が多く含まれ、年齢も比較的高い者が含まれるのが特徴である。	  
	 また、図表１０には、「広義の生き方志向」「狭義の学習志向」の２つの学習志向性の性別、

年齢別の違いを示した。性別・年齢ともに 1%水準で統計的に有意なのは「広義の生き方志向」

であり、女性の方が、また年齢が若い方が、広い意味での生き方や自分がなすべきことなどと

Ⅰ Ⅱ

人と共に生きていくということを学びたい .96 -.14

人として生きるということを学びたい .96 -.14

自分が何をなすべきなのかを学びたい .75 -.09

学ぶことで自分を表現したい .65 .07

他人のことをもっと尊敬できるような人になりたい .63 .13

自分のことをもっと誇れるようになりたい .59 .16

人の役に立つための方法を学びたい .56 .18

学ぶことで社会的な評価を高めたい .47 .21

人生のどの段階でも学ぶ場があればいいと思う .00 .81

学習するにあたっては自分の自主性や主体性を大切にしたい -.03 .76

自分が何を学習すべきかは自分で決めて、自分で管理したい -.13 .71

学ぶことを生涯にわたって行なっていきたい .11 .71

誰でも学習しやすい環境を整備してほしい .16 .60

因子間相関 .52



 

関連付けて学習を考える傾向が強いと言える。「狭義の学習志向」は統計的に有意ではなく、こ

こでは差がみられなかった。 
	 さらに、図表１１には、「広義の生き方志向」「狭義の学習志向」の２つの学習志向性の現在

の就労状況および収入による違いを示した。現在の就労状況別では、非正規就労者と無業者の

学習志向性は総じて低かったが、特に低かったのは「広義の生き方志向」であり、1%水準で統

計的に有意であった。一方、収入による違いは「狭義の学習志向」で、1%水準で統計的に有意

であった。収入の多い方が「狭義の学習志向」は高かった。 
 

図表９ 属性別にみた学習志向性の平均値 

 
 

図表１０ 学習志向性の性別および年齢による違い 
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図表１１ 学習志向性の現在の就労状況および収入による違い 

 

	 

	 

第４節	 成人の学習志向の背景にある要因－勤務先属性、学歴、学習の必要

性との関連	 

	 
	 学習志向性の違いの背景を探るために、いくつかの要因について検討を行った。まず、勤務

先の特徴による違いについて検討した。具体的には、図表１２に示したとおり、現在の勤務先

の職種および従業員数による違いを検討した。その結果、職種ではおおむね経営・管理的な職

業、専門的な職業、販売・営業の職業で学習志向性が高く、従業員規模では個人で事業を経営

している者が多く含まれる「個人事業」の学習志向性が高かった。ただし、いずれも 1%水準

では統計的に有意ではなかった。個人で事業を経営する経営者もしくは、管理的な職業、専門

的な職業に就いている者で、学習志向性が高い傾向があることは示されたが、それほど強い関

連はみられず、背景には、さらに別の要因があるようであった。 
 

図表１２ 学習志向性の現在の勤務先の職種および従業員数による違い 

 
 
	 また、回答者の基礎学力および教育歴との関連についても検討を行った。具体的には、基礎

学力の代替的な指標として中学卒業時の成績を取り上げ、教育歴については端的に 終学歴を
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指標とした。その結果、中学卒業時の成績の良い者の方が、また、 終学歴は大卒および大学

院卒の者が「広義の生き方志向」「狭義の学習志向」のいずれについても値が高かった。ただし、

1%水準で統計的に有意だったのは、どちらの場合も「狭義の学習志向」であり、基礎学力およ

び 終学歴と結びつきやすいのは、ここで言う狭い意味での学習志向であったと言える。 
 

図表１３ 学習志向性の「中学卒業時の成績」および最終学歴による違い 

 
 
	 ただし、現在の勤務先属性に関わる要因は、勤め先をもつ正規従業員、非正規従業員のみが

該当し、専業主婦、失業者、無業者層は含まれない。そこで、より基本的な学習への興味関心

といった個人の志向性との関連を検討することとした。具体的には、「今、新たな知識や技術を

身につける必要性を、どの程度感じますか」「あなたの職業的な能力は、どこにでも通用すると

思いますか」「あなたにとって、社会に出てからも学習することは重要だと思いますか」「あな

たは新たな知識や技術を身につけるために、具体的に何かを学んでいますか」の４つの質問項

目との関連を検討した。 
	 その結果、図表１４に示したとおり、「今、新たな知識や技術を身につける必要性を、どの程

度感じますか」については、その必要性を感じている者ほど「広義の生き方志向」「狭義の学習

志向」のいずれについても統計的に有意に値が高かった。一方、「あなたの職業的な能力は、ど

こにでも通用すると思いますか」については、通用すると思っている者ほど「狭義の学習志向」

のみが統計的に有意に値が高かった。新たな知識や技術を身につける必要性と、職業能力に対

する認識に関する結果では、微妙に異なる傾向が示されていた。 
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図表１４ 「今、新たな知識や技術を身につける必要性を、どの程度感じますか」（左）、 

「あなたの職業的な能力は、どこにでも通用すると思いますか」（右）別の 

学習志向性の違い 

 
 
	 図表１５には、「あなたにとって、社会に出てからも学習することは重要だと思いますか」「あ

なたは新たな知識や技術を身につけるために、具体的に何かを学んでいますか」との関連につ

いて結果を示したが、それぞれ「重要である」「かなり学んでいる」と考えているほど、「広義

の生き方志向」「狭義の学習志向」のいずれについても統計的に有意に値が高かった。 
	 以上の結果から、「今、新たな知識や技術を身につける必要性を、どの程度感じますか」「あ

なたの職業的な能力は、どこにでも通用すると思いますか」「あなたにとって、社会に出てから

も学習することは重要だと思いますか」「あなたは新たな知識や技術を身につけるために、具体

的に何かを学んでいますか」の４つの質問項目のうち、職業能力に関する質問項目のみ結果の

傾向が異なったと言うことができる。この点から、「広義の生き方志向」が何らかの新たな知識

や技術を身につける必要性と関連しており、その中で、特に職業能力に特化した問題関心が「狭

義の学習志向」と関連しているものと考えられる。 
 
図表１５ 「あなたにとって、社会に出てからも学習することは重要だと思いますか」（左）、 

「あなたは新たな知識や技術を身につけるために、具体的に何かを学んでいますか」（右）
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第５節	 成人の学習志向性とパーソナリティ特性	 
	 本節では、成人の学習志向とパーソナリティ特性との関連を検討した。 
	 図表１６には、本調査で収集したパーソナリティ特性に関する質問項目と２つの学習志向性

「広義の生き方志向」「狭義の学習志向」との相関関係を示した。表から、「広義の生き方志向」

と も関係の深いパーソナリティ特性は「新しいことに挑戦するのが好きな方だ」であること

が分かる。一方、「狭義の学習志向」と も関連の深いパーソナリティは「好奇心の強い方だ」

であった。ただし、「狭義の学習志向」とは「新しいことに挑戦するのが好きな方だ」「自分で

決めたことは責任を持とうと思う」「自分のことは自分で決めたい」などのパーソナリティ特性

とも関連が深かった。 
 

図表１６ パーソナリティ特性と学習志向性の相関関係 

 
 
	 図表１７および図表１８には、相関係数で特に高い値がみられた「好奇心の強い方だ」「新し

いことに挑戦するのが好きな方だ」「自分で決めたことは責任を持とうと思う」「自分のことは

自分で決めたい」と「広義の生き方志向」「狭義の学習志向」との関連をグラフに示した。 
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社会的習慣やしきたりを受け入れるのに、抵抗を感じる方だ -.04 .00

自分のやることに自信を持っている .06 .19
いつも気持ちが張りつめている .15 .07

新しいグループに気楽に入れる方だ .12 .11
考え方や行動は理性的だ .02 .17
社交的だと思う .16 .17
自分で決めたことは責任を持とうと思う .17 .33
自分のことは自分で決めたい .05 .38
他の人の言うことに従うことが多い .16 -‐‑‒.13
※ρはスピアマンの順位相関係数。太字網掛けは1%水準で統計的に有意な

相関係数。.20以上の相関係数を線で囲った。



 

図表１７ 学習志向性と顕著な関連がみられる性格特性① 

 
図表１８ 学習志向性と顕著な関連がみられる性格特性② 

 

 
	 さらに、図表１９では、どのパーソナリティ特性が、「広義の生き方志向」「狭義の学習志向」

のそれぞれの学習志向性に、特に影響を与えているのかを検討するために、相関係数よりも、

より厳密な重回帰分析の手法を用いて検証を行った。 
	 その結果、まず、図表１９に示したとおり、①「広義の生き方志向」「狭義の学習志向」の双

方に影響を与えるパーソナリティ特性として、「新しいことに挑戦するのが好きな方だ」「失敗・

成功を気にする方だ」「自分で決めたことは責任を持とうと思う」がある。②特に「広義の生き

方志向」に影響を与えるパーソナリティ特性として、「いつも気持ちが張りつめている」「他の

人の言うことに従うことが多い」がある。③特に「狭義の学習志向」に影響を与えるパーソナ

リティ特性として、「好奇心の強い方だ」「自分のことは自分で決めたい」がある。 
	 基本的には、挑戦志向、自己決定への志向が、総じて学習志向の背景にあると言えるが、一

方で「失敗・成功を気にする方だ」というパーソナリティ特性がどのような背景に由来するも

のなのか解釈しづらい面があった。そこで、「失敗・成功を気にする方だ」に影響を与えるパー

ソナリティ特性を重回帰分析の手法で検討した。 
 

図表１９ 学習志向性に影響を与える性格特性 
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図表２０ 「失敗・成功を気にする方だ」に影響を与える性格特性 

 
 
	 その結果、1%水準で統計的に有意な影響を与える性格特性は、「自分が楽観的だと思う（－：

マイナスの影響を与える、以下同じ）」「がまん強い方だ（－）」「社会的習慣やしきたりを受け

入れるのに、抵抗を感じる方だ」「自分のやることに自信をもっている（－）」「いつも気持ちが

張りつめている」「新しいグループに気楽に入れる方だ（－）」「自分で決めたことは責任を持と

うと思う」であった。これらを総合的に解釈すると、「社会的習慣やしきたりを受け入れるのに、

抵抗を感じ」ずに「新しいグループに気楽に入れる」タイプではなく、「いつも気持ちが張り詰

めて」いて「自分が楽観的だと」も「がまん強い方だ」とも思わず、「自分のやることに自信を

持って」おらず、一方で「自分で決めたことには責任を持とうと思う」タイプであると言える。 
	 さらに噛み砕いて解釈すれば、新しい習慣や集団に馴染むのが苦手で、悲観的で緊張してお

り、自分に自信がないが、責任感も強いタイプが「失敗・成功を気にする方だ」ということに

なろう。開放的な明るいパーソナリティではないために失敗や成功を気にするが、それ故、新

しいことを学ばなければならないタイプとも言えよう。成人の学習志向の背景に、こうしたタ
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イプのパーソナリティが潜在的に関わっているということを注記しておきたい。 
 
 
第６節	 成人の学習志向性と職業観・社会観	 

	 
	 ここからは、成人の学習志向性と職業観・社会観との関連について検討する。 
	 まず、本調査では、図表２１に示した質問項目で職業観について回答を求めた。本人の職業

観と成人の学習志向との相関係数を求めた結果、成人の学習志向に関する 13 項目のすべて

と.20 以上の相関係数がみられたのは、「仕事は自分の能力を活かすよい機会である」「地域や

社会のために役立つことをしたい」という職業観であった。その他、「仕事は人生における生き

がいである」「いろいろな人との関係やつながりが大切である」といった職業観も、学習志向と

関連が高かった。 
 
 
 

図表２１ 「あなたは「学ぶこと」について、どのように考えていますか。」×職業観 



 

 

 
	 さらに、本調査では、図表２２に示した質問項目で社会観について回答を求めた。本人の社

会観と成人の学習志向との相関係数を求めた結果、.20 以上の相関係数が も多くみられたの

は「パソコンを使える人とそうでない人の格差が拡大している」であった。その他、比較的、.20
以上の相関係数がみられたのは、「人々の収入や財産の格差が拡大している」「いろいろな価値

観が許される社会である」であった。ただし、概して言えば、職業観に比べて値の大きい相関

係数はみられなかった。 
 
 
 
 
 
 

図表２２ 「あなたは「学ぶこと」について、どのように考えていますか。」×社会観 
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学習す

るにあ

たって

は自分

の自主

性や主

体性を

大切に

したい

自分が

何を学

習すべ

きかは

自分で

決め

て、自

分で管

理した

い

学ぶこ

とで社

会的な

評価を

高めた

い

人の役

に立つ

ための

方法を

学びた

い

仕事は人生における生きがいである .29 .23 .20 .15 .07 .29 .32

たとえ、望む仕事につけなかったとしてもがまんして働くべきである .07 .06 .04 -.02 -.05 .10 .07

経済的に困らなければ、わざわざ望まない仕事に就く必要はない .02 .09 .09 .12 .14 .01 -.03

就職は有力なコネで決まる -.08 -.01 .08 .03 -.02 .04 -.04

キャリアアップのための転職は当然である .20 .20 .21 .22 .20 .19 .16

仕事のやりがいよりも職場が安定している方が大事である -.07 -.04 .02 -.04 -.05 .04 -.04

会社のブランドよりも仕事の内容が重要である .20 .29 .20 .26 .27 .00 .11

業績をあげるためにはチームワークよりも個人プレーが必要である -.09 -.13 -.10 -.05 -.02 .01 -.10

自分が就きたい職業を早く知ることが大事である .14 .23 .24 .20 .21 .19 .19

仕事に役立つのは基礎的な学力である .18 .19 .18 .14 .11 .19 .15

いろいろな人との関係やつながりが大切である .35 .43 .32 .31 .25 .21 .33

家庭のことよりも、自分の生き方を優先する .00 -.01 .00 .05 .03 .06 -.08

仕事は自分の能力を活かすよい機会である .38 .35 .29 .35 .30 .31 .32

地域や社会のために役立つことをしたい .40 .34 .30 .23 .22 .33 .61

他人の

ことを

もっと

尊敬で

きるよ

うな人

になり

たい

自分の

ことを

もっと

誇れる

ように

なりた

い

自分が

何をな

すべき

なのか

を学び

たい

人と共

に生き

ていく

という

ことを

学びた

い

人とし

て生き

るとい

うこと

を学び

たい

学ぶこ

とで自

分を表

現した

い

仕事は人生における生きがいである .23 .22 .21 .24 .27 .26

たとえ、望む仕事につけなかったとしてもがまんして働くべきである .09 .06 .02 .09 .06 .05

経済的に困らなければ、わざわざ望まない仕事に就く必要はない -.06 .05 .00 -.06 -.05 -.03

就職は有力なコネで決まる -.02 .02 .03 -.02 .01 .00

キャリアアップのための転職は当然である .16 .20 .14 .17 .17 .22

仕事のやりがいよりも職場が安定している方が大事である .02 .07 .07 .06 .09 .06

会社のブランドよりも仕事の内容が重要である .09 .15 .09 .10 .09 .05

業績をあげるためにはチームワークよりも個人プレーが必要である -.08 -.07 -.01 -.02 -.04 .03

自分が就きたい職業を早く知ることが大事である .16 .27 .25 .16 .22 .16

仕事に役立つのは基礎的な学力である .18 .16 .13 .13 .19 .17

いろいろな人との関係やつながりが大切である .30 .34 .19 .24 .23 .18

家庭のことよりも、自分の生き方を優先する -.08 -.03 .01 -.05 -.04 .02

仕事は自分の能力を活かすよい機会である .29 .32 .20 .27 .28 .31

地域や社会のために役立つことをしたい .43 .36 .27 .39 .39 .30

※数値はスピアマンの順位相関係数。1%水準で統計的に有意な相関係数のうち、.20以上のものに網掛けを付した。



 

 

 
	 図表２３には、先に集約した「広義の生き方志向」「狭義の学習志向」の２つの学習志向性と、

職業観・社会観との関連を検討した。職業観については、図表２１の結果とおおむね類似して

おり、「仕事は人生における生きがいである」「いろいろな人との関係やつながりが大切である」

「仕事は自分の能力を活かすよい機会である」「地域や社会のために役立つことをしたい」とい

った職業観が、「広義の生き方志向」「狭義の学習志向」の２つの学習志向性のどちらとも相関

が高かった。ただし、「キャリアアップのための転職は当然である」「自分が就きたい職業を早

く知ることが大事である」なども「広義の生き方志向」「狭義の学習志向」と相関が高い項目と

して挙がっている。 
	 一方、社会観については、若干、図表２２の結果と異なる面がみられた。「広義の生き方志向」

「狭義の学習志向」の２つの学習志向性のどちらとも相関がみられたのは「社会のいろいろな

面で人々の競争が激しくなっている」であった。その他では、「日本人も海外で多く働く時代で

学ぶこ

とを生

涯にわ

たって

行なっ

ていき

たい

人生の

どの段

階でも

学ぶ場

があれ

ばいい

と思う

誰でも

学習し

やすい

環境を

整備し

てほし

い

学習す

るにあ

たって

は自分

の自主

性や主

体性を

大切に

したい

自分が

何を学

習すべ

きかは

自分で

決め

て、自

分で管

理した

い

学ぶこ

とで社

会的な

評価を

高めた

い

人の役

に立つ

ための

方法を

学びた

い

人々の収入や財産の格差が拡大している .14 .24 .27 .22 .15 .10 .12

社会のいろいろな面で人々の競争が激しくなっている .17 .16 .18 .13 .11 .12 .16

日本人も海外で多く働く時代である .02 .04 .19 .01 .01 .14 .15

パソコンを使える人とそうでない人の格差が拡大している .17 .19 .24 .17 .11 .20 .20

日本の産業や技術が衰退している .05 -.05 -.03 .00 -.01 .12 .10

外国人や異なる文化の人々が多く働く社会である -.06 -.09 -.06 .00 -.01 .10 .03

家族の絆が弱まってきている -.06 -.19 -.19 -.10 -.09 .03 .02

学歴がある人とない人との格差が拡大している .18 .20 .17 .20 .17 .11 .14

外国語を使わなければならない社会である .11 .12 .17 .09 .06 .18 .13

いろいろな価値観が許される社会である .13 .14 .14 .14 .10 .16 .12

自由であることが何よりも重視されている .08 .07 .01 .06 .05 .06 .11

地域社会のつながりが大事にされている .07 -.04 -.05 -.03 -.04 .16 .12

互いに助け合いながら生活するような社会である .04 -.01 .00 .02 -.04 .10 .15

一生懸命努力する人が報われる社会である .12 .13 .15 .08 .08 .03 .02

貧しい人々や困っている人々に優しい社会である -.01 -.09 -.14 -.05 -.08 .05 .04

以前より良い社会になりつつある .06 .14 .13 .08 .13 .07 .03

他人の

ことを

もっと

尊敬で

きるよ

うな人

になり

たい

自分の

ことを

もっと

誇れる

ように

なりた

い

自分が

何をな

すべき

なのか

を学び

たい

人と共

に生き

ていく

という

ことを

学びた

い

人とし

て生き

るとい

うこと

を学び

たい

学ぶこ

とで自

分を表

現した

い

人々の収入や財産の格差が拡大している .11 .15 .17 .10 .12 .07

社会のいろいろな面で人々の競争が激しくなっている .15 .13 .12 .17 .18 .15

日本人も海外で多く働く時代である .12 .08 .14 .14 .16 .12

パソコンを使える人とそうでない人の格差が拡大している .21 .22 .26 .22 .24 .19

日本の産業や技術が衰退している .12 .06 .05 .15 .10 .18

外国人や異なる文化の人々が多く働く社会である .08 .05 .07 .09 .12 .15

家族の絆が弱まってきている .01 -.03 -.02 .04 .01 .07

学歴がある人とない人との格差が拡大している .15 .19 .09 .18 .17 .15

外国語を使わなければならない社会である .12 .14 .13 .17 .18 .25

いろいろな価値観が許される社会である .17 .18 .13 .21 .21 .23

自由であることが何よりも重視されている .12 .13 .08 .12 .13 .16

地域社会のつながりが大事にされている .12 .05 .02 .14 .08 .19

互いに助け合いながら生活するような社会である .17 .09 .14 .18 .15 .21

一生懸命努力する人が報われる社会である .03 .07 .05 .04 .09 .02

貧しい人々や困っている人々に優しい社会である .08 -.02 -.03 .09 .02 .12

以前より良い社会になりつつある .00 .06 .07 .02 .05 .00

※数値はスピアマンの順位相関係数。1%水準で統計的に有意な相関係数のうち、.20以上のものに網掛けを付した。



 

ある」「外国語を使わなければならない社会である」「外国人や異なる文化の人々が多く働く社

会である」など、海外や外国語、異なる文化に対する社会観が、それぞれ「広義の生き方志向」

「狭義の学習志向」と関連していた。 
 

図表２３ 学習志向性と職業観・社会観との相関係数 

 

 
	 図表２４には、学習志向性に影響を与える職業観・社会観には、どのようなものがあるのか

を相互に他の変数の影響を抑える形で純粋に取り出すために、ステップワイズ式の重回帰分析

を行った結果を示した。 
	 図表２４から、「広義の生き方志向」に影響を与える要因は、影響の強いものから順に、「地

域や社会のために役立つことをしたい（β=.30）」「社会のいろいろな面で人々の競争が激しく

なっている（β=.20）」「地域社会のつながりが大事にされている（β=.15）」などであった。一

方、「狭義の学習志向」に影響を与える要因は、影響の強いものから順に、「いろいろな人との

関係やつながりが大切である（β=.19）」「仕事は自分の能力を活かすよい機会である（β=.19）」
「地域や社会のために役立つことをしたい（β=.17）」などであった。これらの分析結果からは、

「地域や社会のために役立つことをしたい」という職業観が、「広義の生き方志向」「狭義の学

習志向」の両面に関わる学習志向性の根幹をなす意識である可能性がうかがえる。また、総じ

て言えば、「広義の生き方志向」は社会観に、「狭義の学習志向」は職業観に影響を受けやすい

ということも言えるかと思われる。 
 
図表２４ 学習志向性に影響を与える職業観・社会観（ステップワイズ式の重回帰分析結果） 

広義の

生き方

狭義の

学習

仕事は人生における生きがいである .29 .25

たとえ、望む仕事につけなかったとしてもがまんして働くべきである .08 .03

経済的に困らなければ、わざわざ望まない仕事に就く必要はない -.05 .10

就職は有力なコネで決まる .01 -.01

キャリアアップのための転職は当然である .21 .25

仕事のやりがいよりも職場が安定している方が大事である .07 -.05

会社のブランドよりも仕事の内容が重要である .10 .28

業績をあげるためにはチームワークよりも個人プレーが必要である -.02 -.10

自分が就きたい職業を早く知ることが大事である .22 .24

仕事に役立つのは基礎的な学力である .19 .20

いろいろな人との関係やつながりが大切である .28 .40

家庭のことよりも、自分の生き方を優先する -.04 .01

仕事は自分の能力を活かすよい機会である .33 .41

地域や社会のために役立つことをしたい .43 .38

.00 .00

人々の収入や財産の格差が拡大している .14 .24

パソコンを使える人とそうでない人の格差が拡大している .19 .19

学歴がある人とない人との格差が拡大している .16 .07

社会のいろいろな面で人々の競争が激しくなっている .28 .21

互いに助け合いながら生活するような社会である .14 .00

自由であることが何よりも重視されている .13 -.06

貧しい人々や困っている人々に優しい社会である .02 -.15

日本人も海外で多く働く時代である .17 .22

外国語を使わなければならない社会である .21 .13

外国人や異なる文化の人々が多く働く社会である .22 .16

いろいろな価値観が許される社会である .14 .07

一生懸命努力する人が報われる社会である .13 .00

地域社会のつながりが大事にされている .20 .01

日本の産業や技術が衰退している .06 .13

以前より良い社会になりつつある .06 -.07

家族の絆が弱まってきている .04 .12



 

 

 

第７節	 成人の学習志向性と抑うつ傾向	 

	 
	 今回の調査では、回答者の抑うつ傾向の測定も行った。その理由として、成人のキャリアニ

ーズと抑うつ傾向には一定の関連があることが既に明らかになっており（労働政策研究・研修

機構，2012）、そうであれば、成人の学習志向とも何らかの関連があることが予想されたから

である。特に、非正規就労者、求職者、無業者は正規就労者に比べて、抑うつ傾向が高いこと

が分かっており、こうした抑うつ傾向が学習に対する阻害要因となっている可能性は大いにあ

ると考えられた。以上の問題意識から、本節では、成人の学習志向性と抑うつ傾向との関連に

ついて検討を行う。 
	 今回、抑うつ傾向の測定には、医療現場でも用いられる国際的にも標準的な自己診断尺度で

ある Zung（1965）の SDS（Self-rating Depression Scale）を用いた。20 個の質問項目に回

答することによって、現在、抑うつ傾向があるか否かの診断を行うことができる。 
	 ＳＤＳは、50 点以上が「うつ傾向あり」、40 点以上が「軽度の抑うつ性あり」、40 未満が「抑

うつなし」と判定される。本調査の回答者をこの基準に当てはめると、うつ傾向あり」は 36.0%、

「軽度の抑うつ性あり」は 41.5%、「抑うつなし」は 22.5%と判定される。この割合を、SDS
を用いた以前の２つの研究と比較した結果、 本調査で「うつ傾向あり」と判定された者の割

合は特に多かった。これは、比較対象となった労働政策研究・研修機構（2005）、労働政策研

究・研修機構（2012）のいずれも回答者に占める正規就労者の割合が多かったためである。図

表２６に示したとおり、求職者（≒失業者）、無業者は一般に抑うつ傾向が高いが、本調査では

その割合が、比較対照とした２つの調査よりも格段に多かったために「うつ傾向あり」と判定

された者の割合が多くなったものと考えられる。 
	 現在の就労状況別の抑うつ傾向の違いを検討した結果、図表２６に示したとおり、「求職者」

「無業者」では約半数が「うつ傾向あり」と判定された。そこで、さらに詳細を検討すべく、

図表２７には、現在の就労状況×年齢×性別に SDS 得点の平均値を求めたものを表にした。

表では、全体の平均より SDS 得点が高い回答者と低い回答者を別の表とした。基本的に、SDS
得点が高い回答者は無業者かまたは失業者であり、一方、SDS 得点が低い回答者は正規就労者

および非正規就労者であった。また、SDS 得点が 50 点以上と極端に高い回答者には女性が多

かったのも特徴である。ただし、年齢による顕著な違いはみられなかった。 
 

広義の

生き方

狭義の

学習

職業観
仕事は人生における生きがいである .11 .10

キャリアアップのための転職は当然である .09

会社のブランドよりも仕事の内容が重要である .09

いろいろな人との関係やつながりが大切である .19

仕事は自分の能力を活かすよい機会である .10 .19

地域や社会のために役立つことをしたい .30 .17

社会観
社会のいろいろな面で人々の競争が激しくなっている .20

貧しい人々や困っている人々に優しい社会である -.11

外国人や異なる文化の人々が多く働く社会である .10

地域社会のつながりが大事にされている .15

調整済みR
2 .31** .29**



 

図表２５ 本調査の回答者の抑うつ傾向（２つの先行研究における判定との比較） 

 
 

図表２６ 現在の就労状況別の抑うつ傾向の違い 

 

 
図表２７ 現在の就労状況×年齢×性別のＳＤＳ得点（抑うつ得点）の平均値 

 
 
	 図表２８には、学習志向性の抑うつ傾向別の違いを示した。統計的に有意であったのは「狭

義の学習志向」であった、。すなわち、抑うつの程度によって違いがみられるのは、学習そのも

のに価値を見出し、学ぶ場を求め、自主的に学ぶことを求める傾向であると言える。それに対

して、より広い意味での生き方や自分がなすべきことと関連づけて考える傾向と抑うつ傾向は

関連がない。これは、図表２９に示した相関係数でも明らかであり、「広義の生き方志向」と

本調査

労働政策

研究・研修

機構

(2005)

労働政策

研究・研修

機構

(2012)

抑うつなし

＜40点
22.5% 42.8% 42.4%

軽度の抑うつ性あり

≧40点
41.5% 38.9% 42.0%

うつ傾向あり

≧50点
36.0% 17.3% 15.6%

※労働政策研究・研修機構(2005)は正規就労者2,577名

の結果。労働政策研究・研修機構(2012)は正規就労者お

よび自営業者2,589名、非正規就労者586名、主婦704

名、無業者その他227名の結果。

正規

N=200

非正規

N=200

主婦

N=200

求職者

N=200

無業者

N=200
合計

抑うつ性なし 28.0% 27.5% 28.5% 14.0% 14.5% 22.5%

軽度の抑うつ性あり 46.5% 43.0% 48.0% 34.5% 35.5% 41.5%

中程度の抑うつ性あり 25.5% 29.5% 23.5% 51.5% 50.0% 36.0%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。残差分析の結果、統計的に有意

に値が大きい箇所に網かけ、小さい箇所に下線を付した。

平均よりSDS得点が高い回答者 平均よりSDS得点が低い回答者

人数 平均 SD 人数 平均 SD

無業者 35～39歳 女性 18 54.3 12.0 正規 25～29歳 男性 12 42.1 7.3

失業者 25～29歳 女性 16 53.9 9.8 正規 40～44歳 男性 30 42.6 6.8

失業者 35～39歳 女性 24 52.5 9.3 非正規 40～44歳 女性 27 43.4 8.9

失業者 30～34歳 女性 34 52.0 10.4 正規 40～44歳 女性 22 43.5 8.1

無業者 25～29歳 女性 12 52.0 10.1 正規 30～34歳 男性 38 43.6 7.6

無業者 40～44歳 男性 28 50.9 10.9 非正規 30～34歳 女性 35 43.7 8.3

無業者 30～34歳 女性 38 50.2 9.1 非正規 35～39歳 女性 23 43.9 6.5

失業者 40～44歳 男性 31 50.0 9.3 主婦 25～29歳 女性 24 43.9 5.9

無業者 35～39歳 男性 22 49.8 10.0 非正規 40～44歳 男性 24 44.0 6.6

非正規 30～34歳 男性 33 49.0 10.6 主婦 30～34歳 女性 76 44.0 8.3

失業者 25～29歳 男性 24 48.9 8.6 正規 30～34歳 女性 40 44.1 7.5

非正規 25～29歳 男性 17 48.8 11.8 主婦 40～44歳 女性 55 44.3 8.2

失業者 30～34歳 男性 26 48.2 9.5 正規 35～39歳 女性 28 44.4 7.1

失業者 35～39歳 男性 19 48.2 9.5 正規 35～39歳 男性 20 44.8 7.4

失業者 40～44歳 女性 26 48.2 9.0 主婦 35～39歳 女性 45 45.4 9.6

無業者 40～44歳 女性 32 47.8 8.0 正規 25～29歳 女性 10 46.0 8.3

無業者 30～34歳 男性 31 47.5 7.0 非正規 35～39歳 男性 26 46.0 13.3

無業者 25～29歳 男性 19 47.1 9.3 非正規 25～29歳 女性 15 46.4 9.7

平均 46.7 9.3



 

SDS 得点の相関係数は.03、「狭義の学習志向」と SDS 得点の相関係数は-.16 であり、後者の

み統計的に有意であった。 
 

図表２８ 学習志向性の抑うつ傾向別の違い 

 
 

図表２９ 学習志向性と SDS 得点の相関係数 

 
	 図表３０では、抑うつ傾向が学習志向性にどの程度強い影響を与えるのかを検討するために、

性別、年齢、現在の就労状況の要因の影響との比較を行った。その結果、「狭義の生き方志向」

に も大きな影響を与えた要因は、性別・年齢・現在の就労状況を抑えて、SDS 得点であった。

すなわち、性別や年齢、現在の就労状況に関わらず、「狭義の学習志向」を左右するのは抑うつ

傾向であり、抑うつ傾向が低いほど「狭義の学習志向」は高まるということが言える。一方、

「広義の生き方志向」に影響を与える要因は年齢であり、無業者であるか否かであった。具体

的には、年齢が若く、無業者ではない場合、「広義の生き方志向」は高まるという結果であった。 
 

図表３０ 学習志向性に影響を与える要因 

（抑うつ傾向、性別、年齢、現在の状況の要因の比較：重回帰分析） 

 

 
	 さらに、学習志向性と抑うつ傾向の関連について詳細に検討するために、図表３１には、SDS
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得点と「あなたは「学ぶこと」について、どのように考えていますか」の各質問項目との相関

係数を示した。その結果、 も相関係数が高かったのは SDS 得点と「学ぶことを生涯にわた

って行っていきたい」であり、抑うつ傾向が高い場合には「学ぶことを生涯にわたって行って

いきたい」とは考えにくいことが示される。同様に、「学習するにあたっては自分の自主性や主

体性を大切にしたい」「自分が何を学習すべきかは自分で決めて、自分で管理したい」といった

質問項目とも統計的に有意な負の相関係数がみられた。逆に、SDS 得点と統計的に有意な正の

相関係数がみられたのは「自分が何をなすべきかを学びたい」であり、抑うつ傾向が高いから

こそ、そもそも自分が何をなすべきなのかを学びたいという考えを抱くことが示される。 
	 これらの結果をまとめると、抑うつ傾向が高い場合、自らの自主性・主体性を重んじて自分

で学習すべきことを決めて生涯にわたって学ぶという考えには至りにくいことが示される。む

しろ、自分は何をなすべきなのか、何を学ぶべきなのかという点にこそ、抑うつ傾向の高い者

の学習ニーズはあるのであり、この点を重視する必要があると言えるであろう。 
 
図表３１ 「あなたは「学ぶこと」について、どのように考えていますか。」と SDS 得点との相

関係数 

 
 

 

第８節	 本章のまとめと示唆	 

	 
	 ここまで本章では、成人の学習志向と意識構造について検討を行った。まず、成人の学習志

向性の特徴を明らかにし、その背景にある要因について検討を行った。また、性格特性、職業

観・社会観、抑うつ傾向と学習志向性との関連についても検討を行った。本章で得られた結果

を以下にまとめる。 
 
	 １．今回の調査回答者の７割以上が「人生のどの段階でも学ぶ場があればいいと思う」「学習

するにあたっては自分の自主性や主体性を大切にしたい」「学ぶことを生涯にわたって行ってい

きたい」「自分が何を学習すべきかは自分で決めて、自分で管理したい」と回答していた。 
	 ２．概して女性の方が、また年齢の若い方が学習志向が高かった。さらに、概して、正規就

労者および求職者で学習志向が高かった。ただし、正規就労者は「人の役に立つための方法を
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学びたい」、求職者は「誰でも学習しやすい環境を整備してほしい」「学ぶことで社会的な評価

を高めたい」「自分が何をなすべきなのかを学びたい」、主婦は「自分が何を学習すべきかは自

分で決めて、自分で管理したい」と考えている点で異なっていた。なお、現在、無業の者は一

貫して学習志向が低かった。 
	 ３．概して就労状況に満足している者は、自主的に学ぶことを生涯にわたって続けたいと考

えており、学習することで人の役に立ちたいと考えていた。それに対して、就労状況に不満の

ある者は自分が何をなすべきなのか、いかに生きるべきなのかを考えており、あわせて学習環

境の整備や学ぶことによる社会的な評価にも関心を持っていた。 
	 ４．成人の学習志向性は、①学習をそれ自体として考えるというよりは、より広い意味での

生き方や自分がなすべきことと関連づけて考える「広義の生き方志向」、②学習そのものに価値

を見出し、学ぶ場を求め、自主的に学ぶことを求める「狭義の学習志向」の大きく２つに分け

られるようであった。 
	 ５．「広義の生き方志向」は、女性の方が、また年齢が若い方が強かった。さらに非正規就労

者と無業者の学習志向性は総じて低かったが、特に「広義の生き方志向」が低かった。一方、

「狭義の学習志向」は収入の多い者、中学卒業時の成績の良い者、 終学歴は大卒および大学

院卒の者の方が高かった。 
	 ６．「今、新たな知識や技術を身につける必要性を、どの程度感じますか」「あなたの職業的

な能力は、どこにでも通用すると思いますか」「あなたにとって、社会に出てからも学習するこ

とは重要だと思いますか」「あなたは新たな知識や技術を身につけるために、具体的に何かを学

んでいますか」の４つの質問項目との関連を検討した結果、おおむね「広義の生き方志向」と

の関連がみられたが、職業能力が通用するか否かについては「狭義の学習志向」と関連してい

た。 
	 ７．①「広義の生き方志向」「狭義の学習志向」の双方に影響を与えるパーソナリティ特性と

して「新しいことに挑戦するのが好きな方だ」「失敗・成功を気にする方だ」「自分で決めたこ

とは責任を持とうと思う」が示された。②特に「広義の生き方志向」に影響を与えるパーソナ

リティ特性として、「いつも気持ちが張りつめている」「他の人の言うことに従うことが多い」

が示された。③特に「狭義の学習志向」に影響を与えるパーソナリティ特性として、「好奇心の

強い方だ」「自分のことは自分で決めたい」が示された。 
	 ８．「地域や社会のために役立つことをしたい」という職業観が「広義の生き方志向」「狭義

の学習志向」の両面に関わる学習志向性の根幹をなす意識である可能性がうかがえたが、総じ

て言えば、「広義の生き方志向」は社会観に、「狭義の学習志向」は職業観に影響を受けやすい

ようであった。 
	 ９．性別や年齢、現在の就労状況に関わらず、「狭義の学習志向」を左右するのは抑うつ傾向

であり、抑うつ傾向が低いほど「狭義の学習志向」は高まる。一方、「広義の生き方志向」に影

響を与える要因は年齢であり、無業者であるか否かであった。具体的には、年齢が若く、無業

者ではない場合、「広義の生き方志向」は高まるようであった。 
 
	 これらの結果から、以下の３点が示唆される。 
	 第一に、成人の学習志向は、大きく分けて、①学習をそれ自体として考えるというよりは、

より広い意味での生き方や自分がなすべきことと関連づけて考える傾向が強い因子である「広

義の生き方志向」、②学習そのものに価値を見出し、学ぶ場を求め、自主的に学ぶことを求める

傾向が強い因子である「狭義の学習志向」に分けられるようであった。一般に、成人の学習と



 

言った場合、本章で言う「狭義の学習志向」を思い浮かべがちとなる。また、そうでない場合

には、カルチャークラブや習い事のような趣味の学習が中心となると考えられてきた。しかし、

本章の分析の結果、女性や若年者を中心に、いかに生きるべきか、そもそも自分は何をすべき

かという問題関心を背景とした学習志向があることが示された。 
	 こうした「広義の生き方志向」を反映した学習志向性は、岩崎（2011）にも紹介されている

Mezirow（1995）などの意識変容の学習、さらには立田（2011）で取り上げているスピリチュ

アリティの学習などで言われるタイプの学習と類似した側面があるように思われる。いかに生

きるべきかという生き方そのものに対する問題関心が、成人の学習志向の背景を形づくってい

る可能性が示されたことは、本章の分析で得られた も大きな示唆であったと考える。 
	 第二に、一方で、自己決定を行い自律的に学びたいとする「狭義の学習志向」についても興

味深い知見がみられた。概して言えば、「狭義の学習志向」が高いのは、本人の年収や学歴、能

力開発への問題関心が高い者であった。また、社会観と職業観と比較した場合、どちらかと言

えば、職業観とおもに関連がみられていた。これらのことから「狭義の学習志向」とは、広く

一般にイメージされる文字通りの意味での学習志向であり、職業やキャリアと密接に関わる職

業能力開発・職業訓練と近いタイプの学習志向であったと言えよう。ただし、１点だけ、興味

深い結果としては、この「狭義の学習志向」に大きな影響を与える変数として「抑うつ傾向」

がみられた点である。結局のところ、この「狭義の学習志向」とは、普段の生活を快活にある

程度本人が望むような形で送れている場合に生じてくる意識であり、逆に言えば、抑うつで悩

むような状況にある場合、とても自己決定的に自律的に学ぶということにはならないというこ

とが示唆される。 
	 第三に、したがって、本章の成人学習志向性に関する結果をもとに、成人学習のプロセスの

モデル化を行った場合、順序としては、まず「広義の生き方志向」を中心とした学習ニーズを

満たす必要があり、その上で、職業やキャリアに動機づけられ、抑うつ傾向が十分に低く、あ

る程度、順風満帆の状態に至って、はじめて、人々に「狭義の学習志向」が生じてくるのだと

いうことが言えるであろう。 
	 ここから示唆されるのは、「狭義の学習志向」に先だって「広義の生き方志向」に働きかける

何らかの支援が必要であるということである。そして、それは、自分の生き方を考え、そもそ

も自分が何を学ぶべきなのかを考えるための、いわゆるキャリアガイダンス的なものとなるで

あろう。実際、ヨーロッパなどでは生涯学習の文脈で、生き方やキャリアの問題を取り扱うキ

ャリアガイダンスに言及されることは比較的多い（例えば EC, 2001 など）。世間一般に思われ

るような「狭義の学習志向」に先だって、生き方の問題が解決・解消される必要があるという

のは、本章全体を通じて言える も大きな知見となる。特に、「広義の生き方志向」は比較的若

い年代で高く、かつ「いつも気持ちが張りつめている」「他人の言うことに従うことが多い」と

いった性格特性とも関連が深かった。成人の学習を従来以上に一般的なものとしていくために、

若年者を中心にそもそもいかに生き、何を学ぶべきかを明らかにするための何らかの支援を提

供し、開放的で自信をもって日々の生活を送れるようになることが、迂遠であるように見えよ

うとも成人の「狭義の学習志向」を高める意味でも有益であるということが言えよう。その意

味では、この点に何らかの政策的な支援を行うべく、生涯学習・成人学習に先立つ一定のキャ

リアガイダンス施策といったものが構想されて良いということになろう。今後の検討課題とし

たい。 
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第６章	 職業人のリテラシーと職業学習	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 立田慶裕（国立教育政策研究所）	 

	 

第１節	 職業人のリテラシー 
 
（１）リテラシーの定義の変化 
	 1994 年以降ＯＥＣＤ加盟の７〜９ヵ国を対象にして行われた、国際成人識字調査

（International	 Adult	 Literacy	 Survey、略称 IALS、アイアールズ）は、成人のリテラシー

（識字能力）を単なる「読み書き能力」にとどめず、新たな情報や知識を生み出す力、広い意

味での生活に関する情報収集技能から新たな情報生成能力までを含めた概念へと変化させて定

義している。	 

	 IALS では、リテラシーを「社会で機能し、目標を達成し、自分の知識や可能性を発達させる

ために印刷され書かれた情報を活用すること」（Literacy	 is	 using	 printed	 and	 written	 

information	 to	 function	 in	 society,	 to	 achieve	 one’s	 goals,	 and	 to	 develop	 one’s	 knowledge	 
and	 potential）と定義している。特に、情報処理のスキルとして、成人が職場や家庭、地域で

多様なタイプの課題を遂行するために用いるものとして、次の３つの情報処理スキルとして、

Prose	 literacy（文章読解力：編集されたものや、ニュース、物語、詩やフィクションを含む

テキストからの情報を理解し活用するのに必要な知識とスキル）、Document	 literacy（図表読

解力：職務上の書類や名簿、移行表や地図、図表などを含む多様なフォーマットに含まれる情

報を探索し、活用するとき求められる知識やスキル）、Quantitative	 literacy（数量読解力：

小切手の帳尻合わせ、チップの計算、注文表の計算、広告からのローン価格の決定など、記述

された資料の数字から単独であるいは連続で求められる計算作業に求められる知識やスキル）

の３つの面から測定している。	 

	 さらに、昨年実施された国際成人力調査（PIAAC）では、この IALS のリテラシーの考え方を

展開して次のように定義している。「リテラシーは、社会に参加し、個人がその目標を達成し、

その知識と可能性を発展させるために、書かれたテキストを理解し、評価し、利用し、関わる

ことである」（Literacy	 is	 understanding,	 evaluating,	 using	 and	 engaging	 with	 written	 texts	 

to	 participate	 in	 society,	 to	 achieve	 one’s	 goals,	 and	 to	 develop	 one’s	 knowledge	 and	 
potential.）。同時に、リテラシーのタイプとして、新聞や小説などの伝統的な文章形式である

連続型テキストと、表やグラフなどの非連続型のテキストとしての区分を行い、IALS での「文

章読解力（prose literacy）」と「図表読解力（document literacy）」と対応させている。 
	 こうしたリテラシーの定義では、成人の生活領域について、まず情報の取り出しや同定・発

見を行い、情報の内容についての関係を考えながら、テキストを根拠にして、新たなテキスト

の生成、つまり考えの記入を求める構成となっており、従来の読み書き能力の有無だけを基準

としたリテラシーの定義よりいっそう精密なものとなっている。 
	 そこで、本研究においては、IALSやPIAACほどに多くのリテラシー項目による測定はでき

ないにしろ、これまで本研究所の「言語力の向上をめざす生涯にわたる読書教育」の調査研究

で行った読解力テストを用いて、職業人のリテラシーを測定し、その学習活動との関連を探る

ことにした。 
 



 

（２）国際リテラシー調査の結果から 
	 その分析にあたっては、特に、すでに行われた OECD の IALS やその後行われた成人のリテ

ラシーとライフスキル調査（ALL）の調査結果によると、成人の就業形態、とりわけ非正規労働

者のリテラシーの段階によって、学習活動が大きく異なることが指摘されている。IALS からだ

けでも、次のようなリテラシーと就業形態などとの関連が指摘されている。	 

①各国内および国家間でリテラシー（文章や資料の読解力、prose	 literacy	 と document	 literacy）の大

きな差異が存在する。	 

②文章や資料の読解力は人生の経済的機会と幸福に強く結びついている。特に、雇用の安定性、失業発生

率、収入に大きく影響する。	 

③リテラシー水準は明らかに職業および産業と結びついている。職業によって高水準の文章や資料の読解

力が必要であるものと、中程度の能力でよしとするものがある。	 

④低い能力水準は、社会のなかで疎外された集団だけではなく調査国の成人人口のかなりの部分でも見ら

れる。	 

⑤成人教育･訓練プログラムを も必要とするスキルの水準が低い人々にはプログラムが行き届いていな

いことをデータは示している。ところが、文章や資料の読解力スキルの低い成人は、通常、自分の能力の欠

如が何らかの困難をもたらしているとは考えない。読解力が日常のニーズを満たすのに十分かどうかという

質問に対しては、圧倒的多数が十分であると答えている。	 

⑥文章や資料の読解力は、ポーランド以外のすべての国で給与決定に大きな影響を与えている。所得に対

する影響では、読解力は学歴よりも大きい影響を持つ。従来、教育到達度と経験(年齢と職歴で測定)は貸金

評価において技能の代替測定値として使用されたが、IALSデタは、この分析が2つの間違った仮定に基づい

ていることを示唆している。一つは、当初の教育到達度と技能の関連がどの国でも同一であるということと、

もう一つは、どの国でも職業経験の評価が同様に行われるという仮定である。IALSは、教育到達度が技能の

代替変数としては優れておらず、経験と技能に対する見返りが OECD 諸国間で異なること、を明確に示して

いる。	 

⑦文章や資料の読解力が賃金水準の決定に及ぼす影響は、柔軟性･開放度が高い経済ほど大きい。読解力へ

の経済的見返りは、学歴要因を制御すると、カナダや米国などの開放的経済において も大きいことをIALS

は示した。	 

⑧調査国のいくつかの国では、文章や資料の読解力の成績はその個人の社会経済的地位によって著しく異

なる。	 

	 OECD 諸国の社会政策は、経済的機会の格差の縮小を目指すが、ほとんどの国では過去 20 年間、教育へ

の巨額の投資にも係わらず経済的不均衡は拡大する傾向にある。	 

	 今回行った職業人調査は国家間の比較を行う調査ではないため、上記のいくつかの問題を検

討することはできない。しかし、以上の課題のうち、次の問題については、全国の成人前期人

口を対象とした今回の調査データから検討することができる。	 

	 ①職業属性（就労形態）により文章・資料の読解力（リテラシー）にどのような差異がある

か	 

	 ②リテラシーは学歴よりも高い影響力を経済的地位（個人や世帯の年収）に及ぼしているか	 

	 ③リテラシーは、幸福の満足度と関連しているか	 

	 ④リテラシーの程度により、成人の学習意欲や学習活動にどのような差異がみられるか	 

	 

（３）リテラシーの分布 
	 各課題の分析に入る前に、本調査から得られたリテラシーの基礎的な調査結果を示しておく。	 



 

本調査では、質問の 後に、文章読解力のテスト二問（緑のカーテン、Ｅメール）と図の読み

取りテスト二問（ゴミの分別、食料自給率）を行った。それぞれに副問として、情報の読み取

り、解釈、熟考問題を含んでおり、熟考問題の配点を２点として、17点満点のテストとなって

いる。その総合点から、下位群１点〜12点（32.3％）、中位群 13点〜14点（33.7％）、上位

群 15 点〜満点(17 点)（34.0％）にグループ化した。その結果の性別、学歴別結果を見ると、

まず性別では、女性の方が上位群に多く、学歴が高いほど、読解力は高い。ただ、学歴別に見

た結果では、大学・大学院卒であっても必ずしも、高い読解力を持っているとはいえず、この

点については IALS の調査結果と同様、読解力が学歴とは別の指標であることを示している。	 

	 

	 図６−１	 リテラシーの分布	 	 	 	 	 	 	 	 図６−２	 性別に見たリテラシーの分布	 

	 

	 図６−３	 学歴別に見たリテラシーの分布	 

	 	 

	 

第２節	 成人のキー・コンピテンシー 
	 同時に、今回の調査では、成人の総合的な力（コンピテンシー）について、いくつかの質問

を設けている。この成人に必要とされる総合的な力については、平成 20年の中央教育審議会答

申では、その必要性が述べられている。	 

	 調査では、この総合的な力の程度について、OECD が 2003 年に提言したキー・コンピテンシ

ーの考え方に基づき、二つの設問を行った。いずれも、直接的な測定を行ったものではなく、

力の程度を回答者に尋ねる間接的な方法で尋ねた結果である。	 

	 一つは、生活の自律性に関する質問であり、回答の選択肢は 3段階方式を採った。	 

	 問６．普段の生活であなたは、次のことがどの程度できますか。それぞれの項目について、あて

はまるものを１つお選びください。	 



 

表６−１	 自律性の項目	 

 	 
あ
ま
り
で
き
な
い 

誰
か
の
助
け
が 

あ
れ
ば
で
き
る 

ひ
と
り
で
で
き
る 

１．朝、ひとりで起きる 5.0  5.1  89.9  

２．食事をきちんと取る 4.9  10.7  84.4  

３．自分の部屋のそうじをする 10.7  6.0  83.3  

４．食事を自分で作る 13.2  8.8  78.0  

５．適度な運動をする 21.8  9.9  68.3  
	 	 	 

	 コンピテンシーに関するもう一つの質問は、OECDの「キー・コンピテンシー」で提言されて

いる3つのコンピテンシー（自律的コンピテンシー、道具活用コンピテンシー、人間関係コンピ

テンシー）について、間接的に複数回答の質問を行った項目である。	 

問７．あなたは、次のことがどの程度できますか。それぞれの項目について、あてはまるものを１

つお選びください。	 

	 この回答の選択肢では、それぞれの力について、「しようと思わない」から「人に教えること

ができる」までの 5段階方式を採った。その回答結果は、以下のようになった。	 

表６−２	 コンピテンシーの各結果	 

 	 
し
よ
う
と
思
わ
な
い 

あ
ま
り
で
き
な
い 

誰
か
の
助
け
が 

あ
れ
ば
で
き
る 

ひ
と
り
で
で
き
る 

人
に
教
え
る
こ
と
も 

     

で
き
る 

１．家計簿をつける	 33.1  11.4  2.5  43.1  9.9  

２．貯金をする	 4.3  22.9  6.3  57.4  9.1  

３．情報を集める	 1.4  3.6  7.6  65.6  21.8  

４．知識を整理する	 3.2  6.6  10.3  66.3  13.6  

５．新しい機器を使う	 1.7  4.8  18.7  59.4  15.4  

６．問題点を見つける	 2.9  9.0  20.3  57.4  10.4  

７．改善策を考える	 2.4  9.1  23.8  54.8  9.9  

８．旅行の計画を立てる	 10.1  6.7  14.3  56.0  12.9  

９．マナを守る	 1.0  3.1  6.6  75.6  13.7  

10．会った人の名前を覚える	 2.7  27.9  9.8  53.1  6.5  

11．近所の人と話をする	 12.4  16.0  7.9  60.3  3.4  

12．わからないことをたずねる	 2.6  9.1  6.6  75.8  5.9  

13．自分をふり返る	 4.9  8.8  8.1  72.7  5.5  

14．できないことは断る	 0.8  14.2  11.3  69.2  4.5  

15．人の話を聞く	 1.6  3.6  3.8  85.0  6.0  

16．人をほめる	 2.5  13.9  7.5  71.5  4.6  

17．人を笑わせる	 6.3  24.2  13.8  51.6  4.1  

18．人に力を貸す	 3.7  12.2  15.5  63.6  5.0  

19．苦手な人ともうまく働く	 8.5  20.9  22.4  44.9  3.3  

20．人と交渉する	 6.9  26.1  23.1  40.3  3.6  



 

	 さらに、前述の自律性についての質問項目とこの項目を 3つのコンピテンシーで分類し、後

者の 5段階の回答結果を 3段階のデータへと変換の上得点化し（「人に教えることができる」と

「一人でできる」を３点、「しようと思わない」と「あまりできない」を１点）、３つの力の得

点を合計した上でその正規分布から、上位３分の１を「上位群」、下位 3分の１を「下位群」と

した。	 

自律的コンピテンシー（自律的力）	 人間関係コンピテンシー（人間関係力）	 

朝、ひとりで起きる	 マナーを守る	 

食事をきちんと取る	 会った人の名前を覚える	 

自分の部屋のそうじをする	 近所の人と話をする	 

食事を自分で作る	 わからないことをたずねる	 

適度な運動をする	 できないことは断る	 

家計簿をつける	 人の話を聞く	 

貯金をする	 人をほめる	 

旅行の計画を立てる	 人を笑わせる	 

自分をふり返る	 人に力を貸す	 

道具活用コンピテンシー（道具活用力）	 苦手な人ともうまく働く	 

情報を集める	 人と交渉する	 

知識を整理する	 	 
新しい機器を使う	 	 
問題点を見つける	 	 
改善策を考える	 	 

	 
	 まず、それぞれの力は性別、学歴別にどのような差異があるかを見ておくことにしたい。	 
	 

図６−４	 性別に見た自律的力	 

	 
図６−５	 性別に見た道具活用力	 

	 

図６−６	 性別に見た人間関係力	 

	 

	 図６−４〜６−６に示したように、自律的な力や人間関係力は、女性の方が高い傾向にあり、

３分の１以上の比率を上位群が占めている。他方、男性は３割以下となっており、力の低いグ

ループの割合がいずれも４割を越えている。一方、道具活用の力はその関係が逆となり、男性



 

の方が女性より、上位群の占める比率も大きく、女性の方に下位のグループが多くなっている。	 

図６-７	 学歴別に見た自律的力	 

	 

図６-８	 学歴別に見た道具活用力	 

	 

	 

図６-９	 学歴別に見た人間関係力	 

	 

	 

	 学歴別に見ると、明らかに、高学歴者ほど、それぞれの力の上位群の比率が大きくなってい

ることがわかる。その意味では、学歴は、キー・コンピテンシーと関連があることがわかる。

ただし一方で、学歴が高いからといって、必ずしもそれぞれの力が強いとは言えない下位のグ

ループを含んでいる点である。	 

	 以上のコンピテンシーとリテラシーとの関連性について、それぞれのグループ間の相関、特

に、性別と学歴別の影響を制御してその偏相関係数を見たところ、次のような関係が見られた。	 

	 

表６−３	 リテラシー群とコンピテンシー群の偏相関（性と学歴を統御）	 

	 	 読解力グループ	 自律的力	 道具活用力	 人間関係力	 

読解力グループ	 偏相関	 1.000	 0.081	 0.098	 0.018	 

	 有意確率	 .	 0.011	 0.002	 0.567	 

自律的力	 相関	 0.081	 1.000	 0.414	 0.510	 

	 有意確率	 0.011	 .	 0.000	 0.000	 

道具活用力	 相関	 0.098	 0.414	 1.000	 0.417	 

	 有意確率	 0.002	 0.000	 .	 0.000	 

人間関係力	 相関	 0.018	 0.510	 0.417	 1.000	 

	 有意確率	 0.567	 0.000	 0.000	 .	 



 

	 まず、３つのコンピテンシー群は、いずれも有意な相関にあることがわかる。ただし、自律

的力と人間関係力との相関に比べると、道具活用力は他の二つよりも低い相関値となっている。	 

	 他方、読解力（リテラシー）は、その定義から言って道具活用力との関係が高くなるといえ、

ここで定義している道具活用力には言葉の力を含んでいないため、大きな相関はみられないが、

他の二つのコンピテンシーよりも高い相関にはなっている。そして、注目しておきたい点は、

人間関係力が読解力とほとんど相関がないという点である。	 

	 この３つのコンピテンシーのうち、本来キー・コンピテンシーの道具活用力にはリテラシー

を含んでいる。しかし、ここではその変数にリテラシーを含んでいないため、リテラシーにつ

いては別に考察したい。	 

	 以下、この３つのコンピテンシーとリテラシーについて、先述した４つの課題を分析し考察

を行っていくことにしたい。	 

	 ①職業属性（就労形態）によりリテラシーとコンピテンシーにどのような差異があるか	 

	 ②リテラシーやコンピテンシーは学歴よりも高い影響力を経済的地位（個人や世帯の年収）

に及ぼしているか	 

	 ③リテラシーやコンピテンシーは、幸福度（生活の満足度）と関連しているか	 

	 ④リテラシーやコンピテンシーの程度により、成人の学習志向や学習活動にどのような差異

がみられるか	 

	 

	 

第３節	 就労形態別に見たコンピテンシーとリテラシー 
（１）就労形態とリテラシー	 

	 図 6−10 は、リテラシーの成績グループを就労形態別にみたものであるが、そこには、就労形

態とリテラシーの間には関連がみられない。性と年齢、学歴の影響もあると考えて、性、年齢、

学歴を統制した上で、就労形態とリテラシーとの偏相関を取った結果では、有意な結果が得ら

れなかった。正規雇用者と非正規雇用者の比率において、若干の差異があり、正規雇用者にリ

テラシーの成績が高い傾向がみられるが、これも、非正規雇用者との間に有意な差があるとは

言えない結果となった。リテラシーは、性や学歴との関連が高いが、この職業形態の分類では、

有意な差が得られなかったのである。	 

	 

図6−10	 就労形態別に見たリテラシー	 

	 	 	  
 
（２）就労形態とコンピテンシー	 

	 他方、３つのコンピテンシーとの関連をみたのが、図６−11〜13である。 
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図6−11	 就労形態別にみた自律的コンピテンシー	 

	  

図6−12	 就労形態別にみた道具活用コンピテンシー	 

	  

図6−13	 就労形態別にみた人間関係コンピテンシー	 

	 	 	  

 
	 この３つのコンピテンシーのいずれにおいても、就労形態との関連がみられる。正規雇用者

は、いずれのコンピテンシーでも上位群の占める比率が も大きく、非正規雇用者との間に有

意な差がみられる。また、専業主婦が人間関係や自律的なコンピテンシーが高い。求職者は、

無業者と比較すると自律的コンピテンシーの上位群が多い。 
 
 
第４節	 経済的地位との関連 
（１）リテラシーと経済的地位	 

	 リテラシーやコンピテンシーが、学歴よりも高い影響力を経済的地位（個人や世帯の年収）

に及ぼしているか、という問題についてであるが、まず、世帯年収とリテラシーの関連を見る

と、確かに世帯年収の高い層ほどリテラシーの上位群が多くなっている。ただ、ここには、専

業主婦や無業者などが含まれているので、正規雇用者のみのデータからその関連を見たのが、

図 6−14 である。正規雇用者のみの場合にも、やはり、年収の高い層ほど上位のリテラシーを備

える群が高い比率を占めている。	 
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図6−14	 世帯年収別に見たリテラシー	 

	  
 
図6−15	 世帯年収別に見たリテラシー（正規雇用者のみ、N=200）	 

	 	  

 
（２）コンピテンシーと経済的地位	 

	 これに対して、コンピテンシーとの関連性を見たのが、図６−16、図６−17である。自律的な

コンピテンシーもまた、上位群ほど、年収が高くなっている。ただ、800万以上の世帯年収の層

をみると、上位群の比率が300万円以上の年収の層より低くなっており、突出して高い年収を持

つ層の場合には、自律的コンピテンシーが必ずしも高いとはいえず、決して比例関係にはある

わけではない。 
	 年収と道具活用コンピテンシーとの関連はみられなかったがが、人間関係のコンピテンシー

と世帯年収との関連はあり、年収の高い層ほど、自律と人間関係のコンピテンシーが増してい

る。 
	 リテラシーとコンピテンシーの一部は、経済的な地位の向上に結びついていることが分かる。 
	  
図6−16	 世帯年収別に見た自律的コンピテンシー	 
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図6−17	 世帯年収別に見た人間関係コンピテンシー	 

	 	 	  
 
	 リテラシーやコンピテンシーは、学歴よりも高い影響力を経済的地位に及ぼしているか、と

いう点についてであるが、世帯年収と 終学歴、読解力グループの相関を見る限り、読解力の

影響は、学歴ほどではない。確かに、読解力は年収との関連もあるが、他のコンピテンシーと

の相関を見ると、むしろ、人間関係のコンピテンシーとの関係の方が大きい。偏相関分析を試

みても、その結果は変わらず、今回の調査結果では、読解力の影響は、学歴より高い影響力を

及ぼしているとはいえなかった（世帯年収では、「働いていない」という回答データを除き、「学

歴」では「その他」のデータを除いて集計した）。	 

	 

	 表 6-4	 世帯年収と学歴、読解力、コンピテンシーの相関係数	 

	 世帯年収	 最終学歴	 読解力	 自律的力	 道具活用力	 人間関係力	 

世帯年収	 1.000	 .208**	 .133**	 .131**	 .095**	 .181**	 

最終学歴	 	 1.000	 .174**	 .140**	 .158**	 .126**	 

読解力	 	 	 1.000	 .143**	 .090*	 0.020	 

自律的力	 	 	 	 1.000	 .387**	 .524**	 

道具活用力	 	 	 	 	 1.000	 .395**	 

人間関係力	 	 	 	 	 	 1.000	 

 
 

第５節	 幸福度との関連 
（１）生活の満足度とリテラシー	 

	 さらに、リテラシーと生活の満足度との関係を見ることにする。生活の満足度を尋ねた項目

には、生活全体、収入（個人、世帯）、人間関係、学歴、健康があるが、ここでは、全体の満足

度と、そして学習意欲との関係から学歴の満足度についてその関連をみることにしたい。	 

図6−18	 リテラシーの程度別に見た生活の全体的満足度	 
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図6−19	 リテラシーの程度別に見た学歴の満足度	 

	 	 	 

	 図 6−18 と図 6−19 に示したように、生活の満足度は、リテラシーの上位群ほど高くなってい

る。学歴の満足度についても、リテラシーの上位群ほど高いが、これは、学歴の高い層ほどリ

テラシーが高いわけだから当然といえる。ただ、下位群において、満足度が決して高くはない

点に注目する必要がある。リテラシーの低いグループは、学歴への要求が決して低くはなく、

できれば学歴を満足できるものにしたいという欲求がそこには潜んでいる可能性があり、国際

的な結果とは決して同じではない。	 

	 	 

（２）コンピテンシーと満足度	 

	 一方、コンピテンシーと生活の満足度をみた結果が図 6−20〜22 である。自律的コンピテンシ

ーでは、中位群と上位群の満足度が高く、コンピテンシーの低い下位群では、生活が不満とい

う層が 20％を超えている。同じ傾向が人間関係のコンピテンシーでもみられるが、道具活用の

コンピテンシーの場合には、コンピテンシーのレベルによる満足度の差異はみられない。自律

性や人間関係のコンピテンシーは、生活の満足度と関連がみられるが、情報を集める能力や知

識に関する能力は、生活の全体的な満足度と関連がみられない。	 

	 

図6−20	 自律的コンピテンシーの程度別に見た生活の満足度	 

	 	 	 

図6−21	 道具活用コンピテンシーの程度別に見た生活の満足度	 
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図6−22	 人間関係コンピテンシーの程度別に見た生活の満足度	 

	 	 	 

	 

	 しかし、道具活用のコンピテンシーは、学歴との関連がみられたから、学歴についての満足

度は、また別ではないかと考えられる。そこで、学歴の満足度について、各コンピテンシーと

の関連を見た図が、図 6−23〜24 である。	 

	 やはり、自律的コンピテンシーと人間関係コンピテンシーについては、コンピテンシーの高い

人ほど学歴の満足度も高くなっており、低い層ほど学歴の満足度も高い。特に、道具活用コン

ピテンシーについては、生活の満足度では有意な差がみられなかったが、学歴の満足度では有

意な差がみられ、関連があることが示されている。	 

	 生活の満足度は、リテラシーと自律的、人間関係コンピテンシーとの関連がみられるが、道

具活用コンピテンシーとの関連は低い。一方、学歴の満足度は、リテラシーとすべてのコンピ

テンシーと大きな関連があることが示されている。つまり、リテラシーが低く、コンピテンシ

ーも低い層は、学歴についても大きな不満を抱えていることがわかる。それは、どのような学

習欲求となって現れているのであろうか。	 

	 

図6−23	 自律的コンピテンシーの程度別に見た学歴の満足度	 

	 	 	 

図6−24	 道具活用コンピテンシーの程度別に見た学歴の満足度	 

	 	 	 

	 	 



 

図6−25	 人間関係コンピテンシーの程度別に見た学歴の満足度	 

	 	 

	 

	 

第６節	 学習活動との関連 
	 （１）日常の学習活動とコンピテンシー、リテラシー	 

	 学習活動については、「あなたの日常生活について伺います。職場や学校を除き、次のそ

れぞれの活動をどの程度行っていますか」と尋ね、特にリテラシーとの関連があるかどう

かを検討することにした。その結果の単純集計が、次表である。	 

	 読書や、活字の新聞・雑誌を読んだりする活動は、毎日や週に数回となっている。また、

日記やノートを書く活動も週に数回以上が 28％と 3割弱みられる。また、映画やＤＶＤを

楽しむ活動も月に数回あるが、それ以外の活動は希になっている。	 

	 

表6−5日常の学習活動	 

	 
毎日	 週に数回	 月に数回	 年に数回	 ほとんどしない	 

１．本を読む（電子書籍を含む）	 17.9	 	 23.6	 	 17.8	 	 19.1	 	 21.6	 	 

２．活字の新聞・雑誌を読む	 35.1	 	 21.7	 	 13.6	 	 10.6	 	 19.0	 	 

３．日記やノートを書く	 13.3	 	 14.3	 	 11.9	 	 8.0	 	 52.5	 	 

４．日本語以外の言語の本や雑誌を読む	 2.4	 	 4.0	 	 5.1	 	 8.6	 	 79.9	 	 

５．映画やＤＶＤを見る	 3.7	 	 14.0	 	 35.7	 	 31.2	 	 15.4	 	 

６．地域や仲間のスポーツ・文化活動に参加する	 0.2	 	 4.4	 	 7.4	 	 13.7	 	 74.3	 	 

７．仕事の勉強会に参加する	 0.3	 	 1.0	 	 6.5	 	 13.4	 	 78.8	 	 

８．いろいろなボランティア活動に参加する	 0.3	 	 0.9	 	 2.7	 	 8.1	 	 88.0	 	 

	 

	 この点について、就労形態別にみた結果では、「日記やノートを書く」が、専業主婦と正規

雇用者、無業者に多い。また、「日本語以外の言語の本や雑誌を読む」「地域や仲間のスポーツ・

文化活動に参加する」「仕事の勉強会に参加する」「いろいろなボランティア活動に参加する」

といった活動は、正規雇用者、非正規雇用者に多い。だが、「本を読む（電子書籍を含む）」「活

字の新聞・雑誌を読む」「映画やＤＶＤを見る」といった活動では、ほとんど就労形態別には差

異がみられなかった。	 

	 	 



 

図6−26	 就労形態別に見た学習活動	 

	 (1)本を読む（電子書籍を含む）	 

	 

(2)活字の新聞・雑誌を読む	 

	 

	 

	 (3)日記やノートを書く	 

	 

	 (4)日本語以外の言語の本や雑誌を読む	 

	 

	 (5)映画やＤＶＤを見る	 

	 



 

	 (6)地域や仲間のスポーツ・文化活動に参加する(P<.005)	 

	 

	 (7)仕事の勉強会に参加する（P<.001）	 

	 

	 (8)いろいろなボランティア活動に参加する	 

	 

	 

	 特に、リテラシーのレベルによって、差異がみられたのは、読書活動のみである。	 

	 リテラシーレベルの高い層ほど、読書をする割合が多くなっているが、それよりも、レベル

の低い層ほど、読書をしない割合が高いという方が妥当である。	 

	 他方、それぞれのコンピテンシーとこれらの活動の間では、多くの関連がみられた。	 

	 

図6−27	 リテラシーレベル別に見た読書活動	 

	 

	 
	 	 



 

表6−6	 各コンピテンシーと日常の学習活動（下段***は、1%水準、**は５％水準で有意）	 

 自律的力 道具活用力 人間関係力 

本を読む（電子書籍を含む）	 0.158	 0.128	 0.121	 

	 ***	 ***	 ***	 

活字の新聞・雑誌を読む	 0.133	 0.123	 0.128	 

	 ***	 ***	 ***	 

日記やノートを書く	 0.249	 0.098	 0.171	 

	 ***	 ***	 ***	 

日本語以外の言語の本や雑誌を読む	 0.188	 0.198	 0.191	 

	 ***	 ***	 ***	 

映画やＤＶＤを見る	 0.049	 0.064	 0.121	 

	 	 **	 ***	 

地域や仲間のスポーツ・文化活動に参加する	 0.166	 0.098	 0.261	 

	 ***	 ***	 ***	 

仕事の勉強会に参加する	 0.115	 0.140	 0.211	 

	 ***	 ***	 ***	 

いろいろなボランティア活動に参加する	 0.088	 0.077	 0.152	 

 ***	 **	 ***	 

	 

	 特に自律的力と「日記やノートを書く」活動の相関が高く、また、道具活用力では「日本語

以外の言語の本や雑誌を読む」、人間関係力は、地域活動への参加や、仕事の勉強会への参加、

ボランティア活動との関係が高いことがわかる。それぞれの力があるから、こうした活動に参

加したり、継続できるのか、あるいはそれぞれの活動を続けているから、力が付いてくるのか

は、この結果からはわからないが、関連が大きいことは確かめられた。 
 
（２）学習志向性との関連について	 

	 特に、リテラシーであれ、コンピテンシーであれ、学習者自身がどのような学習の志向性を

持つかという事も学習の継続にとって重要となってくる	 

	 そこで、本調査で用いられている学習の志向性の項目との関連を見たのが、次表６−21〜25

である。学習の志向性については、「あなたは「学ぶこと」について、どのように考えています

か。それぞれの項目について、あてはまるものを１つお選びください」に対する回答結果であ

る。 
	 この結果では、個人の学習の志向性と、他の人との関係での志向性が問われる項目がわかれ

ている。たとえば、１から、５までの項目と９は、自分の成長を中心とした学習であり、リテ

ラシーのレベルはこれらの項目との関連が高いが、社会的評価を高めたいという志向や人とし

て生きることを学びたいなどとの関連は低くなっている（クロス表から、10％水準以上の関連

を見た結果。***は 1％水準で有意。**は５％水準で有意） 
	 

	 	 



 

表6−7	 リテラシーと学習の志向性との関連	 

	 そこで、人間関係のコンピテンシーとの関連を見ると、表6-21に示したように、「人と共に

生きていくことを学びたい」、「人として生きることを学びたい」、「人のために役立つこと

を学びたい」という項目との関連が高いことがわかる。他方、自主性や自己管理との関連も高

く、人間関係のコンピテンシーが学習の志向性に大きく関連していることがわかる。	 

	 

表 6−8	 人間関係コンピテンシーと学習の志向性との関連	 

	 リテラシーの項目がどちらかといえば、個人の学習志向を中心とするのに対して、コンピテ

ンシー、特に人間関係のコンピテンシーは、リテラシーの学習だけでは得られないもっと広い

学習への志向性をもたらす可能性を示していると考えられる。 

	 読解力	 	 

	 下位	 中位	 上位	 	 

1. 学ぶことを生涯にわたって行なっていきたい	 72.3%	 75.9%	 79.7%	 ***	 

2. 人生のどの段階でも学ぶ場があればいいと思う	 81.4%	 87.3%	 92.1%	 ***	 

3. 誰でも学習しやすい環境を整備してほしい	 72.6%	 77.5%	 73.6%	 ***	 

4. 学習するにあたっては自分の自主性や主体性を大切にしたい	 72.3%	 82.1%	 81.8%	 ***	 

5. 自分が何を学習すべきかは自分で決めて、自分で管理したい	 71.5%	 79.0%	 77.0%	 ***	 

6. 学ぶことで社会的な評価を高めたい	 46.7%	 51.9%	 46.4%	 **	 

7. 人の役に立つための方法を学びたい	 56.2%	 56.2%	 60.0%	 *	 

8. 他人のことをもっと尊敬できるような人になりたい	 52.9%	 55.2%	 52.1%	 	 

9. 自分のことをもっと誇れるようになりたい	 63.1%	 71.0%	 68.8%	 ***	 

10. 自分が何をなすべきなのかを学びたい	 56.6%	 56.2%	 54.5%	 	 

11. 人と共に生きていくということを学びたい	 48.5%	 48.8%	 43.6%	 	 

12. 人として生きるということを学びたい	 54.4%	 52.8%	 48.8%	 	 

13. 学ぶことで自分を表現したい	 43.4%	 42.6%	 38.8%	 *	 

	 	 N=274	 N=324	 N=330	 	 

	 人間関係力	 	 

	 

低位	 中位	 高位	 	 

学ぶことを生涯にわたって行なっていきたい	 65.6%	 75.8%	 87.2%	 ***	 

人生のどの段階でも学ぶ場があればいいと思う	 83.8%	 87.3%	 90.8%	 **	 

誰でも学習しやすい環境を整備してほしい	 72.2%	 74.5%	 77.3%	 	 

学習するにあたっては自分の自主性や主体性を大切にしたい	 73.8%	 78.6%	 84.9%	 ***	 

自分が何を学習すべきかは自分で決めて、自分で管理したい	 67.9%	 77.6%	 82.6%	 ***	 

学ぶことで社会的な評価を高めたい	 40.1%	 48.1%	 56.9%	 ***	 

人の役に立つための方法を学びたい	 44.7%	 59.3%	 68.4%	 ***	 

他人のことをもっと尊敬できるような人になりたい	 45.7%	 53.4%	 61.2%	 ***	 

自分のことをもっと誇れるようになりたい	 63.6%	 67.7%	 72.4%	 ***	 

自分が何をなすべきなのかを学びたい	 57.3%	 53.7%	 56.3%	 	 

人と共に生きていくということを学びたい	 41.1%	 50.3%	 49.0%	 ***	 

人として生きるということを学びたい	 43.7%	 54.7%	 56.9%	 ***	 

学ぶことで自分を表現したい	 33.8%	 40.1%	 50.7%	 ***	 

	 

N=302	 N=322	 N=304	 	 



 

 

まとめ	 

	 以上から、下記の課題については、次のような結果が得られた。 

	 第一に、職業属性（就労形態）によりリテラシーとコンピテンシーにどのような差異がある

かという課題については、リテラシーよりも、コンピテンシーと就労形態との関係が大きい。

特にこの調査では職業別のリテラシーを詳しくみず、それだけのデータ数が得られていないた

め、リテラシーについては明確な結論が下せない。	 

	 第二に、リテラシーやコンピテンシーは学歴よりも高い影響力を経済的地位（個人や世帯の

年収）に及ぼしているかという問題では、学歴がリテラシーやコンピテンシーよりも経済的地

位に及ぼす影響が、本調査では大きい結果となっている。	 

	 第三に、リテラシーやコンピテンシーは、幸福度（生活の満足度）と関連しているかではあ

るが、これは生活全体の満足度は、リテラシーやコンピテンシーと大きく関連しているという

結果となった。	 

	 後に、学習活動との関連であるが、リテラシーやコンピテンシーの程度により、成人の学

習志向や学習活動には大きな相違が現れている。特に、個人の学習活動だけを対象として考え

る場合には、リテラシーが大きな影響を持つが、それ以外の地域社会への参加やボランティア

活動のような社会的な学習活動においては、コンピテンシーを高めていくこと、とりわけ、人

間関係のコンピテンシーが今後は重要となるだろう。	 

（了） 
	 	 



 

第７章	 職業のための学習阻害要因	 

福本徹（国立教育政策研究所） 
 
第１節	 本章の目的	 

 
この章では、学習を阻害する要因について分析する。学習を妨げる要因としてどのようなも

のがあるのか、そして、属性ごとに阻害要因の特徴はあるのか、などを分析することによって、

学習への動機づけや学習機会を確保するための手助けとなる基礎資料を提供することを目指し

たい。 
順序としては、まず第 1 に、性別や年齢、現在の就労状況、学歴や年収、といったいくつか

の基礎要件について、学習を阻害する要因との関係について概観する。また、それらの要因の

うちいくつかと他の設問項目と照らし合わせて確認し、阻害要因の実情に関して確認を行って

みることとする。合わせて、特徴的な要因について、就業形態ごとに典型的な阻害要因を抽出

し類型化することを試みる。第 2 に、本チームでの主たる問題意識である無業者・求職者につ

いて、就業を促すための学習を行う上で阻害要因となるものを取り除くためにどのような手立

てがあるかについて、考察を行う。第 3 に、過去に当研究所が行った調査１との比較によって、

この 20 年間に成人の学習需要にどのような変化があったかを考察する。 
なお、学習阻害要因に関する設問項目（Q39-1～15）は、継続的変化を見るために平成 3 年

調査（1991 年）および平成 13 年調査（2001 年）と同一のものとし、その他に 3 項目（設問 1・
4・6）を追加している。 
 
 
第２節	 学習阻害要因の概要	 

 
表１に、学習阻害要因の項目、および、その結果を示す。なお各調査項目については、社会

人の学習チームにて検討を行い、予備調査を経たうえで決定した。 
 

表 1：学習阻害要因と属性との関係 
    雇用形態 性別 学歴 年収 年齢 

Q39-1 魅力的な支援やサービスがない 0.056  0.000  0.812 0.150  0.793  

Q39-2 時間の都合がつかない 0.000  0.000  0.055 0.000  0.091  

Q39-3 職場や家庭の理解がない 0.002  0.015  0.229 0.046  0.197  

Q39-4 支援やサービスを受けても役に立たない 0.015  0.039  0.052 0.264  0.321  

Q39-5 費用がかかる 0.002  0.004  0.295 0.003  0.434  

Q39-6 どんな支援やサービスを受ければよいのかわからない 0.013  0.012  0.013 0.427  0.531  

Q39-7 一緒に学習する仲間がいない 0.156  0.002  0.012 0.076  0.002  

Q39-8 学習のための情報が得にくい 0.074  0.062  0.069 0.065  0.585  

Q39-9 身近に学習する場所がない 0.025  0.073  0.026 0.118  0.142  

Q39-10 子どもや老人の世話をしてくれる人がいない 0.000  0.000  0.258 0.000  0.091  

Q39-11 受けたい講座がない 0.844  0.545  0.108 0.772  0.178  

Q39-12 学習のきっかけがつかみにくい 0.239  0.223  0.164 0.804  0.101  



 

Q39-14 特に問題はない 0.136  0.951  0.116 0.019  0.000  

Q39-15 特に、学習しようとは思わない 0.001  0.430  0.001 0.479  0.013  

各数値はχ2検定による p 値であり、5％水準で有意な項目には網掛けで示している。Q39-13 は「その他の

理由」であるのでこの表では省略している。 

 
雇用形態別にみると、 

l 「時間の都合がつかない」は正規雇用・非正規雇用・専業主婦で高く、求職者・無業者で低

い。 
l 「職場や家庭の理解がない」は専業主婦で高い。 
l 「支援やサービスを受けても役に立たない」は無業者で高く、正規雇用では高い・低いに二

分される。 
l 「費用がかかる」は専業主婦・求職者で高い。 
l 「どんな支援やサービスを受ければよいのかわからない」は専業主婦・求職者で高く、正規

雇用は低い。 
l 「身近に学習する場所がない」は求職者で高い。 
l 「子どもや老人の世話をしてくれる人がいない」は専業主婦で高い。 
l 「特に、学習しようとは思わない」は専業主婦で高く、正規雇用・非正規雇用で低く、無業

者では高い・低いに二分される。 
である。 
以上のことから、雇用形態ごとの主な傾向をまとめてみる。 

l 正規・非正規 
時間の都合がつかない[Q39-2]、学習の必要性あるいは自身にとっての支援・サービスの必要

性は理解している[Q39-6][Q39-15] 
l 専業主婦 
	 時間の都合がつかない[Q39-2]、職場や家庭の理解がない[Q39-3]、費用面が不安[Q35-6]、ど

んな支援やサービスを受ければよいのかわからない[Q39-6]、子どもや老人の世話が不安

[Q39-10]、特に学習しようとは思わない[Q39-15] 
l 求職者 
時間の都合はつく[Q39-2]、費用面が不安[Q39-5]、どんな支援やサービスを受ければよいの

かわからない[Q39-6]、身近に学習する場所がない[Q39-9] 
l 無業者 
時間の都合はつく[Q39-2]、支援やサービスを受けても役に立たない[Q39-4]、特に学習しよ

うとは思わない層が一定居る一方で逆の層も居る[Q39-15]。 
 
また、[Q39-13]「その他の問題」に関する自由記述を以下にまとめてみる。 

l 正規雇用：実際に学習する段階での阻害要因についての記述がみられる。 
受けたいレッスンが首都圏にしかなく通えない。地方と都市の距離。類似講座の選択肢

がない。 
l 非正規雇用：実際に学習する段階、金銭面、時間や交通に関する課題が挙げられている。 

ネットを使った学習だと夜に回線速度が落ちるのでスムーズな学習が出来ない。学習で

きる内容やレベルがわからない。自発的にしたいがものまねや群がりをされる。場所・情

報の真偽が定かでない。 



 

金銭的問題。補助金制度が欲しい。 
通いたい場所への交通手段が難しい。通い易さ。時間の確保。期間が限られていて期間

内の学習が困難。 
l 専業主婦：時間の都合、移動の問題、学習成果を生かす場、などが問題として挙がっている。

専業主婦に特徴的なものとして「特に必要性がない」という意見も見られる。 
学習期間が長い。講習時間。時間がない。通院で時間が取れない。雨だと外に出るのが

難しい。 
地方に住んでいる。近くに場所がない。移動手段がない。 
学習を生かす場がない。 
今特に必要ではない。意欲が湧かない。地頭が悪い。支援を受けようと思わない。 

l 求職者：金銭面、時間や交通の問題といった、非正規雇用とよく似たものと、学ぶことに興

味や関心がない、体調や人間関係といった、無業者によく似た課題が挙げられている。 
費用の算段がむつかしい。 
時間がかかる。学習するスペースがない。交通手段がない。田舎で通う交通機関がない。 
ピンポイントで学べる講座がない、 
興味がない。効果が分からない。思いつかない。食指が動かない。意欲が無い。 
体調の問題。体力的につらい。病気が邪魔をする。学ぶ場での人間関係。 

l 無業者：金銭面の課題、学ぶことに興味や関心がない、体調面の問題とともに、「役に立た

ない」も挙げられている。 
やはり費用です(涙)。金がない。 
はじめても続かない。やる気が起きない。興味がわかない。 
仕事に結びつかないものばかりで役に立たない。実用性がない。 
健康上の問題。健康状態が不安定で定期的に通えない。病気がちで体調が安定しない。 

以上のように自由記述についても、設問 Q39-1～15 とほぼ同じ傾向がみられている。 
 
なお、学習のために 1 か月で自由に使える金額(Q29)として答えているのは、正規雇用＞非

正規雇用≒無業者＞求職者＞専業主婦、である（表 2）。このことは、「費用がかかる」(Q39-5)
と答えた人が専業主婦・求職者で多いことと一致している。 
 

表 2：学習のために 1 か月で自由に使える金額（雇用形態別） 
雇用形態 平均(円) 標準偏差 大(円) 
正規雇用者 10620 13194.928 105000 
非正規雇用者 8515 13968.729 100000 
専業主婦 4811 6428.206 50000 
求職者 7145 22146.578 300000 
無業者 8405 38886.654 502000 
すべて 7899 22007.682 502000 

 
また、予備調査では「現在、新しいことの勉強や学習にどのくらいお金や時間をかけていま

すか」「今後、改めて勉強しようとしたら、さらに、どのくらいお金や時間をかけられますか」

について尋ねている。以下の表 3・表４に示すように予備調査においては、度数が雇用形態ご

とに異なり、求職者と無業者を一括して非就労者として扱っているので、参考データではある



 

が分析を加える。「現在、新しいことの勉強や学習にどのくらいお金や時間をかけていますか」

については、分散分析および多重比較の結果 5％水準で、正規雇用と専業主婦、非就労者、非

正規雇用と専業主婦の間に有意な差が見られた。しかしながら、「今後、改めて勉強しようとし

たら、さらに、どのくらいお金や時間をかけられますか」については、有意な差は見られなか

った。 
学習に対して実際にかけている金額は、正規雇用≒非正規雇用（月 3500 円程度）＞非就労

者（1800 円程度）≒専業主婦（750 円程度）ということになる。 
 
表 3：予備調査「現在、新しいことの勉強や学習にどのくらいお金や時間をかけていますか」 

雇用形態 度数 平均(円) 小値 大値 
正規雇用者 166 3626 0 35000 
非正規雇用者 164 3433 0 80000 
専業主婦 47 755 0 10000 
非就労者 115 1809 0 30000 
合計 492 2863 0 80000 

表 4：予備調査「今後、改めて勉強しようとしたら、 
さらに、どのくらいお金や時間をかけられますか」 

雇用形態 度数 平均(円) 小値 大値 
正規雇用者 166 10861 0 100000 
非正規雇用者 164 9317 0 130000 
専業主婦 47 7489 0 100000 
非就労者 115 9574 0 200000 
合計 492 9724 0 200000 

 
費用の出所(Q30)は小遣いが多く、求職者・無業者では貯金が多い。専業主婦は家計からが

多い（表 5）。会社からの補助や公的機関からの助成金は少ない。厚生労働省による教育訓練給

付制度や、企業内での各種講座・スクールなどに対する補助制度が、広報不足などによりあま

り機能していないのか、あるいは、制度を使う側がうまく調べることができていないのか、何

らかの対策は必要であろう。 
 

表 5：学習のために使う金額はどこから支出しますか 
 

自分の 
小遣い 

家計 
自分の貯

金 
会社から

の補助 

公的機関

からの 
助成金 

その他 合計 

正規雇用者 148 31 14 7 0 0 200 
 非正規雇用者 131 40 21 1 4 3 200 

専業主婦 70 103 15 0 0 12 200 
求職者 103 29 52 1 6 9 200 
無業者 98 30 53 0 7 12 200 
合計 550 233 155 9 17 36 1000 

 



 

学習のために支出している費用について、大まかにまとめてみると以下のようになる。 
l 正規雇用・非正規雇用者は小遣いをやりくりして少なくない額を学習のために支出してい

る。 
l 専業主婦は家計の中から少額を支出している。 
l 求職者・無業者は小遣いとともに自分の貯金を崩して支出している。 
l かけられる金額と実際にかけている金額には、やはり差異がある。 
 
次に、性別を元に分析する（表 1）。 
5％水準で、女性＞男性なのは以下の 5 項目である。 

l 「魅力的な支援やサービスがない」 
l 「時間の都合がつかない」 
l 「職場や家庭の理解がない」 
l 「費用がかかる」 
l 「子どもや老人の世話をしてくれる人がいない」 
逆に、同じく 5％水準で、男性＞女性なのは以下の 3 項目である。 

l 「支援やサービスを受けても役に立たない」 
l 「どんな支援やサービスを受ければよいのかわからない」 
l 「一緒に学習する仲間がいない」 
	 また、専業主婦は女性に限って調査対象者を募ったため、専業主婦を除いた 4 属性、すなわ

ち、正規雇用・非正規雇用・求職者・無業者に限って分析すると表 6 のようになる。 
 

表 6：学習阻害要因と性別との関係（専業主婦は除く） 
    性別(専業主婦を除く) 

Q39-1 魅力的な支援やサービスがない 0.000  

Q39-2 時間の都合がつかない 0.024  

Q39-3 職場や家庭の理解がない 0.149  

Q39-4 支援やサービスを受けても役に立たない 0.115  

Q39-5 費用がかかる 0.023  

Q39-6 どんな支援やサービスを受ければよいのかわからない 0.044  

Q39-7 一緒に学習する仲間がいない 0.005  

Q39-8 学習のための情報が得にくい 0.068  

Q39-9 身近に学習する場所がない 0.162  

Q39-10 子どもや老人の世話をしてくれる人がいない 0.003  

Q39-11 受けたい講座がない 0.625  

Q39-12 学習のきっかけがつかみにくい 0.119  

Q39-14 特に問題はない 0.935  

Q39-15 特に、学習しようとは思わない 0.520  

各数値はχ2検定による p 値であり、5％水準で有意な項目には網掛けで示している。 
 
 



 

5％水準で、女性＞男性なのは以下の 3 項目である。 
l 「時間の都合がつかない」 
l 「費用がかかる」 
l 「どんな支援やサービスを受ければよいのかわからない」 
l 「子どもや老人の世話をしてくれる人がいない」 
逆に、5％水準で、男性＞女性なのは以下の 2 項目である。 

l 「魅力的な支援やサービスがない」 
l 「一緒に学習する仲間がいない」 
表 1 と表 6 を合わせてみてみると、女性は費用面や時間の都合・子どもや老人の世話につい

て負担が多く、男性は一緒に学習する仲間について不安を感じている。表 6 に示すように、こ

れは専業主婦という属性が影響しているものではないことがわかる。 
 
	 学歴について分析する。χ2 検定によりいずれも 5％水準で以下のような結果が得られた(表
1)。 
l Q39-6「どんな支援やサービスを受ければよいのかわからない」中学・高校卒＞専門学校・

高専・短大卒＞大学・大学院卒 
l Q39-7「一緒に学習する仲間がいない」中学・高校卒＞専門学校・高専・短大卒＝大学・

大学院卒 
l Q39-9「身近に学習する場所がない」中学・高校卒＝専門学校・高専・短大卒＞大学・大

学院卒 
l Q39-15「特に、学習しようとは思わない」中学・高校卒＝専門学校・高専・短大卒＞大学・

大学院卒 
Q39-6 は学習に関する情報を得ることができるかどうかであり、学歴が高くなるに従って情

報を収集する能力が上がっていくことを示唆している。Q39-7 は学習に関する仲間づくりであ

り、上級学校に行く人ほど学習に関する仲間が増える、あるいは仲間を作ることができるとい

うことになる。Q39-9 も Q39-6 と関連があるともいえ、学習場所を探す、あるいは学習環境を

整えることができるかどうか、ということである。Q39-5 によると、大学・大学院卒では学習

の必要性を感じている傾向が強いことがうかがえる。 
なお、設問間の整合性をチェックするために、Q39-15 と、Q9 の「新たな知識や技術を身に

つける必要性をどの程度感じるか」の設問との相関を取ると、全体で-.492、中学・高校卒で-.553、
専門学校・高専・短大卒で-.444、大学・大学院卒で-.466 であり、いずれも 1％水準（両側検

定）で有意である。 
 
	 世帯年収について分析する。 
χ2 検定によりいずれも 5％水準で、世帯年収が低いほど「時間の都合がつかない」「職場や

家庭の理解がない」「費用がかかる」という答えが多くなる。その逆に「子どもや老人の世話を

してくれる人がいない」「特に問題はない」は年収が高いほど多くなる。また、自由に使える金

額(Q29)として答えているのは、800 万円以上＞300 万円未満＞500 万円～500 万円未満＞300
万円以上～500 万円未満、である（表 7）。世帯年収 500 万円未満の層は何らかの配慮を求めて

いることが示唆されるデータである。 
 
 
 



 

表 7：学習のために 1 か月で自由に使える金額（年収別） 
世帯年収 平均値 標準偏差 大値 
300 万未満 8204.0	 	 30387.1	 	 502000	 

300 万～500 万未満 6399.9	 	 8986.6	 	 55000	 

500 万～800 万未満 7793.1	 	 10284.6	 	 55000	 

800 万以上 11280.9	 	 15489.7	 	 105000	 

平均 7899.4	 	 22007.7	 	 502000	 

 
年齢について分析する（表１）。χ2 検定によりいずれも 5％水準で以下のような結果が得ら

れた。 
「一緒に学習する仲間がいない」は 25～29 歳、30～34 歳で多い。逆に、「特に問題はない」

「特に、学習しようとは思わない」は 35～39 歳、40～44 歳で多い。若年層には仲間づくりの

必要性、同じように学習する集団形成の必要性がうかがえる。一方で、年齢が上がると学習の

必要感が薄れていくようであり、こうした層には学習に対する強力な動機づけが必要であろう。 
 
	 

第３節	 非正規雇用者・求職者・無業者における学習阻害要因の分析	 

	 
本調査で扱った 5 つの雇用形態のうち、非正規雇用者・求職者・無業者を注目して取り上げ、

その傾向を分析する。 
 
l 非正規雇用者 
学歴別では、「特に、学習しようとは思わない」「どんな支援やサービスを受ければよいのか

わからない」中学・高校卒＞専門学校・短大・高専卒＞大学・大学院卒、である。 
年齢別では、「特に、学習しようとは思わない」が、年齢が高くなるほど多い。 
世帯年収では、「支援やサービスを受けても役に立たない」が、年収が低いほど多い。 
性別では、男性＞女性なのが「学習のための情報を得にくい」「どんな支援やサービスを受け

ればよいのかわからない」である。女性＞男性で有意な項目は見られなかった。 
l 求職者 
性別では、男性＞女性なのが「一緒に学習する仲間がいない」「身近に学習する場所がない」

の各項目である。その他、性別のうち女性＞男性、学歴別、年齢別、世帯年収別とも、有意な

項目は見られなかった。 
l 無業者 
学歴別では「支援やサービスを受けても役に立たない」項目で、中学・高校卒＞専門学校・

短大・高専卒＞大学・大学院卒、である。 
年齢別では有意な差は見られなかった。 
世帯年収別では、年収が高いと答えた人は少数であるものの、年収上位で高い項目としては

「魅力的な支援やサービスがない」「費用がかかる」「子どもや老人の世話をしてくれる人がい

ない」「特に問題はない」が有意である。 
性別では、女性＞男性なのが「魅力的な支援やサービスがない」「時間の都合がつかない」「学

習のための情報が得にくい」「身近に学習する場所がない」である。男性＞女性で有意な項目は

見られなかった。 



 

第４節	 過去の調査との比較	 

 
	 1991 年（平成 3 年）に国立教育研究所生涯学習研究部が行った『成人の学習意識に関する

調査報告書』、および 2001 年（平成 13 年）に国立教育政策研究所生涯学習政策研究部が行っ

た『生涯学習の学習需要の変化に関する縦断的研究』と、今回の調査の結果を比較することに

より、この 20 年間に成人の学習需要にどのような変化があったかを見ていくことにする。 
なお、これら 3 調査は、調査方法や対象、対象人数や対象年齢が異なる（具体的には以下の

通り）ため、データを比較し分析する際には注意が必要であることを付記する。 
平成 3 年（1991 年）調査は郵送法により、全国から 5 県、各県から人口規模別に 4 市町村

（合計 20 市町）、性別、年齢段階（20～39 歳、40～59 歳、60 歳以上）別に 1 段階無作為抽

出を行い 360 人ずつ、計 7200 人を対象として、3521 件のデータを得ている。平成 13 年（2001
年）調査はインターネットによる調査であり、調査会社に登録しているモニターの中から、性

別、東北・関東・北陸/東海・近畿/中国・九州の 5 地域別、出身地域の人口規模、年齢段階（20
～39 歳、40～49 歳、50 歳以上）別に、計 2550 人を対象として、1022 件のデータを得ている。

今回の調査は、インターネットによる調査であり、調査会社に登録しているモニターの中から、

雇用形態、年齢段階（25～34 歳、35 歳～44 歳）別に、それぞれ 200 人、合計 1000 人となる

までデータを収集している。なお今回の調査では、地域、人口規模等は抽出要素にはしていな

いので留意されたい。 
ここで比較する対象は、平成 3 年（1991 年）調査における 20～39 歳の 1020 件（男性 434

件女性 586 件）、平成 13 年（2001 年）調査における 20～39 歳女性 165 件、そして今回調査

の 25～39 歳の 725 件（男性 287 件女性 438 件）である。平成 13 年調査においては、平成 3
年調査と比較を行っていたのは女性 20～39 歳のカテゴリーのみであった。また、今回の調査

では、調査会社が持つモニターの基礎データに年齢（20 歳代、30 歳代、40 歳代）があるため、

組み合わせによって男女 25～39 歳である 725 件を選びだすことができた。 
 
まず、20 代～30 代女性について 20％を超えた項目を抽出すると、以下のようになる。 

l 今回調査 
全項目で 20％を超えている。 

l 平成 13 年調査 
「費用がかかる」「時間の都合がつかない」「身近に学習する場所がない」「子どもや老人

の世話をしてくれる人がいない」の 4 項目 
l 平成 3 年調査 

「時間の都合がつかない」「費用がかかる」「身近に学習する場所がない」「学習のための

情報が得にくい」「学習のきっかけがつかみにくい」「子どもや老人の世話をしてくれる人

がいない」の 6 項目 
平成 3 年から平成 13 年にかけては「学習のための情報が得にくい」「学習のきっかけがつか

みにくい」の 2 項目が減少しているが、平成 13 年から今回までは、「時間の都合がつかない」

以外の項目で増加している。この項目も減少したといっても、56％と高率である。費用・時間・

場所・子どもや老人の世話といった障害は、依然として除去されていないことがわかる。情報

や講座内容については、平成 3 年から 13 年にかけて阻害要因としてはいったん減少している

が、平成 13 年から今回にかけて再び増加している。これは、情報チャネルの増加、インター

ネット等の普及、学習に関する各種団体による広報活動の強化などによって情報量としては増



 

えてきたものの、情報がかえって多すぎて選択ができない、興味対象が分散化・高度化してい

てピンポイントで求める学習内容の要求に提供側が応えられていない、ことなどが推察できる。

その一方で、「特に問題はない」「特に、学習しようとは思わない」と答える率も増加している。

学習需要の喚起を行って、学習活動に引き込むことも必要であろう。 
 

図 1：20 代～30 代女性 

 
 
次に、20 代～30 代男性について 20％を超えた項目を抽出すると、以下のようになる。 

l 今回調査 
「費用がかかる」「学習のきっかけがつかみにくい」「身近に学習する場所がない」「時間の都

合がつかない」「学習のための情報が得にくい」「受けたい講座がない」「一緒に学習する仲間が

いない」の 7 項目 
l 平成 3 年調査 
「時間の都合がつかない」「学習のための情報が得にくい」「費用がかかる」「身近に学習する

場所がない」「学習のきっかけがつかみにくい」「受けたい講座がない」の 6 項目 
	 費用と時間は依然として大きな阻害要因であるが、学習のきっかけや学習場所、情報もやは

り阻害要因であり続けている。特に、時間・費用・情報の 3 つに注目すると、平成 3 年調査で

は、時間・情報・費用の順であったものが、今回調査では、費用・時間・情報の順になってい

る上に、費用が 80％と高率である。平成 3 年調査から今回調査までの経済情勢の変化を反映し
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ているものと推測できるが、時間を作って学習のための情報を得ていざ学習しようにも、まず

は費用がネックとなっている。今回調査では「一緒に学習する仲間がいない」が大きく増加し

ている。近年では、都市化・孤立化などが言われているが、仲間づくりの支援も大きな要素で

あろう。表 6 でみたように、「一緒に学習する仲間がいない」は男性＞女性であり、特に男性

に対する、学習コミュニティ形成や「学習の仲間に引き入れる」方法については、検討の余地

があるところであろう。 
 
 

図 2：20 代～30 代男性 

 

 
 
第５節	 教育政策への示唆	 

 
	 以上の分析をまとめると、以下のようになる。また、各々に対応する政策への示唆を試みる。 
雇用形態別には、正規雇用・非正規雇用（就業者）は時間の都合がつかないが、学習の必要

性あるいは自身にとっての支援・サービスの必要性は理解している。専業主婦は、時間の都合・

家庭の理解・子どもや老人の世話、費用が不安である。求職者は、時間の都合がつくものの、

費用、支援やサービスの内容、学習する場所が問題となる。無業者は、時間の都合はつくもの

の、支援やサービスを受けても役に立たないと感じており、特に学習しようとは思わない層が

一定存在している。 
就業者には、学習の必要性は感じているので、時間の都合を超えるツールや環境、例えば

e-learning やモバイル学習環境、あるいは、学習のための休暇制度を創設して集中的に学習に

没頭する環境の整備が求められる。専業主婦には、家庭内の障害の除去として、託児所やデイ

サービスを使いやすくすること、費用面での負担軽減、支援やサービスの内容の拡充が求めら

れる。求職者には、費用面の手当てや学習場所の提供が必要である。特に求職者・無業者とも、

80.8  
48.8  

47.0  
43.6  

37.6  
35.2  
34.8  

21.6  
19.5  

16.4  
11.8  

9.8  

27.6 
24.9 
25.3 

63.4 
32.7 

22.1 
2.5 
4.6 

10.4 
6.2 

12.9 
0.9 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 

費用がかかる	 

学習のきっかけがつかみにくい	 

身近に学習する場所がない	 

時間の都合がつかない	 

学習のための情報が得にくい	 

受けたい講座がない	 

一緒に学習する仲間がいない	 

特に問題はない	 

職場や家庭の理解がない	 

特に、学習しようとは思わない	 

子どもや老人の世話をしてくれる人が

その他の問題	 

2011 

1991 



 

貯金を崩して学習に充てており、就業支援の観点からも、学習費用の公的負担が必要であろう。

無業者には、まずは学習意欲がない層に対しての学習意欲の喚起・動機づけをするとともに、

学習へのいざないを行って、職業に就くための障害の除去、あるいは、その障害（自由記述に

あるように「病気などで働くことができない」など）を前提とした就業支援のような施策が求

められる。 
女性より男性が阻害要因としているのは、時間・費用・支援やサービスの内容・子どもや老

人の世話、である。男性が阻害要因としているのは、学習する仲間づくりである。 
女性が阻害要因としているのは、専業主婦のそれと似ており、両者を同一視するものではな

いが、総合的な施策の展開が求められる。一方で男性には、学習コミュニティ形成や「学習の

仲間に引き入れる」方法については、政策として検討すべき項目である。実際には、地方公共

団体や NPO 等の事業となるであろうが、国としての支援の方策も考えたいところである。 
学歴別には、支援やサービスの内容の吟味、学習する仲間づくり、学習する場所は学歴が低

い層ほど阻害要因と感じているし、「学習しようとは思わない」も同様である。仲間づくり、学

習情報の探し方の習得、学習場所、支援制度についての広範な周知活動が求められる。 
世帯年収が低いほど、時間・職場や家庭の理解・費用に問題があると感じている。その逆に

子どもや老人の世話は年収が高いほど多くなる。自由に使える金額は 800 万円以上＞300 万円

未満＞500 万円～500 万円未満＞300 万円以上～500 万円未満、である。 
世帯年収 500 万円未満の層は金銭面、時間、に関する配慮を求めていることが示唆され、安

価な学習システムが必要であろう。 
年齢別では、若年層で「一緒に学習する仲間がいない」が多く、年齢が高いと「特に問題は

ない」「特に、学習しようとは思わない」が多い。 
若年層には仲間づくりの必要性、同じように学習する集団形成の必要性がうかがえる。一方

で、年齢が上がると学習の必要感が薄れていくようであり、こうした層には学習に対する強力

な動機づけが必要であろう。 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
１1991 年（平成 3 年）に国立教育研究所生涯学習研究部が行った『成人の学習意識に関する調

査報告書』、および 2001 年（平成 13 年）に国立教育政策研究所生涯学習政策研究部が行った

『生涯学習の学習需要の変化に関する縦断的研究』 
 
  



 

第８章	 講演『「使い捨てられる若者たち」は格差社会の象徴か』	 

	 	 	 	 	 	 講師	 	 山内	 乾史（神戸大学）	 

原	 清治（佛教大学）	 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
	 神戸大学の山内でございます。まず、私のほうから、若年就労をめぐる近年の研究について

お話させていただきます。 
	 きょうのテーマは我々の著書と同じタイトルで『使い捨てられる若者たちは格差社会の象徴

か』ということでございます。私はもともと学力論争の研究をやっており、それで原先生とご

一緒にやるきっかけをつかんだわけです。 
	 学力論争との関係でこういった学力の格差というものが就労面の格差にどうつながっていく

のか。あるいはキャリア形成の格差にどうつながっていくのかを広げ、こういった問題を扱っ

てみようということになったわけです。 
	 日本では、90 年代末ごろから格差が広がりました。特に世代間格差、それから若者内部での

貧富の格差、あるいは地域間格差など、いろんな領域での格差が指摘されたわけです。 
	 日本社会は 1980 年代末ぐらいまでは貧困の問題は徐々に忘れがちになるような発展を遂げ

てきたわけですが、そこにまた新たに貧困の問題が出てきました。貧困の再発見ということが

言われたわけであります。そういった議論の中で、たとえば玄田有史先生など、一連の研究者

の方々によってとらえられたニート論という議論がございました。 
	 しかし、2006 年に曲沼美恵先生と出されたご著書『ニート～フリーターでもなく失業者でも

なく』は、その後、本田由紀先生を始めご批判があって、ニート論というものは今はすっかり

衰退していると私はとらえています。 
	 ただ、一方でフリーター、ワーキングプア、ネットカフェ難民あるいはワンコールワーカー、

貧困な状況から抜け出し難いような環境に置かれた若者の問題が、格差社会論から貧困論へと

移り変わっていく中で、今に至っても論じられ続けていると考えています。 
	 我々が今回の報告で特に強調させていただきたいのは、何人かの論者の方がおっしゃってい

ますが、日本社会は発展途上国に比べれば格差の問題は大したことはない、日本社会はまだま

だ平等であるという楽観論を述べられていることです。それは絶対的なレベル、外的な指標の

レベルでは確かにそうですが、貧困や格差というものは絶対的な指標だけで測れない本人の認

知、認識のレベルの問題が深く絡んでいると思うわけです。そういった視点から私と原先生と

に報告させていただきたいと考えています。 
 



 

	 2007 年４月の京都大学経済研究所のシン

ポジウムで、貧困の認知、認識の問題につい

て大阪大学社会経済研究所の大竹文雄先生に

よるご報告がありました。山田昌弘先生、浅

田彰先生など錚々たる論客を集めてなされた

シンポジウムでした。 
	 そこで大竹先生が「アメリカ社会は日本社

会よりも格差が大きいにもかかわらず、アメ

リカ国民の格差感は日本の格差感よりも小さ

い。それは機会が平等、公正に提供されてい

るかどうかという問題に左右される」とおっ

しゃいました。つまり、結果の格差というのが問題であるのはもちろんなのですが、格差感と

いうのはそれだけで決まるものではなく、スタートライン、チャンスを平等に与えられている

かどうかが非常に大きく影響している、という重要なご指摘ではないかと思います。 
	 単なる格差の実態、外的な指標でとらえら

れるもの、あるいは格差の拡大、縮小だけが

問題ではなくて、それがどう認知されている

か、どう認識されているかということも問う

必要がある。それが機会の平等（公正）、つま

りフェアアクセス感と関係しているというご

指摘であったわけです。 
	 続けて大竹先生は、現在の日本では教育の

機会の分配が不平等化しているということを

指摘されていました。ただ、教育が社会変革、

改良への可能性を持っている。したがって教

育の機会の分配を変えていけば、社会の格差

と若者の持っている格差感というものも変わ

ってくるであろうということも指摘なさって

いるわけであります。 
	 次にやりがい感ですが、これも重要な問題

だと思うわけです。今、甲南大学にお勤めの

阿部真大先生の『搾取される若者たち～バイ

ク便ライダーは見た！』では、バイク便ライ

ダーを例にとって詳細な研究をなさいました。

これはまさに、本人の認知、認識のレベルの

問題を扱っています。‘やりがい’を武器にし

て、搾取されているという実感を与えずに、より多くの労働をチープに引き出すという方法に

ついて詳細に述べておられるわけです。 
	 私の世代は少し違いますが、私よりも 10 年あるいはそれ以上若い世代ですと、目先の初任給

や安定性などに目を奪われず、本当にこれが自分のやりたい仕事であるかどうかを基本に、職

業選択あるいは大学の選択をしなさいと言われて育ってきています。団塊ジュニア世代の人々

です。そういう人々は、搾取されているという実感を与えられずにより多くの労働を引き出す



 

ような職場で巧みに安く使われているということが指摘されているわけです。 
	 これを敷衍して、本田由紀先生が『やり

がいの搾取』という有名な論文において、

人件費を抑制しながら生産性を上げること

は、企業の側からすれば非常においしい方

法であるということをさらに幾つかのデー

タを付加し、論証されているわけです。 
	 さて、やりがいの水路というものについ

て、阿部先生並びに本田先生は、その趣味

性、ゲーム性、奉仕性、カルト性について、

バイク便ライダーの例を挙げながら、この

四つの要素をやりがいが感じられる要素であると挙げておられます。もちろんこれ以外にもあ

るかもしれません。 
	 要するに賃金が低くてもやりがいのある仕事に就くように、目先の賃金に左右されずにやり

たいことをやるようにという、幼少からの規範、しつけ、教育はこの水路へ若者が流れ込むこ

とを助長している。つまり、現在の職業構造だけの問題ではなく教育の中身の問題もかかわっ

ているのではないかというご指摘です。我々の立場も基本的にこういった立場に立つものであ

ります。 
	 貧困は絶対的な格差の問題としてではな

く、認知、認識の問題としてとらえる。そ

れは膨大な先行研究と関連づけも行った上

でそのようにとらえています。つまり、我々

は、発展途上国のような外的な指標で圧倒

的な格差があるというものに比べれば日本

はまだましだという議論には与しないとい

う立場であるわけです。 
	 ただ途上国の問題はともかくとして、他

の先進諸国と日本との違いは、低学歴者が

仕方なく貧困層に甘んじているということだけではなくて、実は高学歴者が比較的多く貧困層、

不安定な就業形態の層に含まれているということがあります。このことが私どもが書いた著書

の中でも強調していることで、我々が先鞭をつけたと自負しているところであります。 
	 さらに、高学歴者が進んでそういう仕事に就くということも少なからず観察されるわけです。

これはイギリス、アメリカ、ハワイなどで調

査してまいりました。これは非常にレアなケ

ースのようなのです。インタビューしようと

思って対象者を探すのですが、高学歴で貧困

層、不安定な就業形態にいるという層を探す

のは苦労するわけです。 
	 日本の場合はそういった人を見つけるのは

非常にたやすい。どこにでもいるわけです。

そのあたりについては、後ほど原先生のほう

から紹介していただきます。 



 

	 さらに先進諸国の貧困の原因は、発展途上国のように教育の不足によるものではなく、教育

の充実が貧困を解消するということではありません。途上国であればまだ中等教育も普及して

いないという国はたくさんあります。 
	 アフリカでもアジアでもありますので、教育を充実して高度なスキルを身につければそれに

応じた職業に就けて貧困から脱出できる。教育に期待をつなぐような考え方は生きているわけ

です。 
	 しかし、韓国でも日本でも 近の中国もそうですが、東アジア諸国は相当教育が高度化し、

高学歴化しています。さらなる教育の充実によって貧困解消ができるという見込みは少ないの

ではないかということです。 
	 知識基盤社会という言葉が頻繁に叫ばれる中、さらなる教育の高度化に向かう可能性、たと

えば大学院の就学率をもっと上げるとかドクターあるいは専門職大学院への就学率を上げるな

どの可能性がないわけではありませんが、大学教育を普及させるというレベルのことと比べて

出口が見えにくく、大学院教育の可能性というものも疑問視されるのではないかと思うわけで

す。 
	 これは、たとえば文科系の大学院教育に対してずっと投げかけられてきた疑問と関係するわ

けです。今、文系の大学院生が、これも使い捨てられる若者に含まれるのかもしれませんが、

博士の学位を取得して、論文を書いて、学問的な要件を備えてもなかなか専任ポストに就けな

い。あるいは任期制のごく短期間のポストに就いて、将来の心配をしながら研究をしていかな

ければならないということがあります。その人たちは目的意識があいまいだからだとか、教育

が不足しているから苦労しているということではなく、教育も受けて頑張っているわけです。 
	 しかも成果も出しているのに苦労しておられるということがあります。ですから、さらに教

育を受けることによってこういった問題が解消されるということについては、私や原先生は疑

問視しているわけであります。 
	 もう一つ、高等教育の普遍化ということと矛盾するように見えますが、家計負担の増大によ

って、教育へのフェアアクセスが疑問視されるということがあります。 
	 これは、今、昭和女子大にお勤めの矢野眞和先生などによって再三、指摘されていることで

あります。 
	 矢野先生のおっしゃるところでは、アングロサクソン国家では奨学金を借りて授業料を払っ

て、親に払わせず自分で働きながら返していくということがあります。あるいはヨーロッパの

ように国家がかなり負担するということがありますが、日本の場合は親負担主義になっていま

す。そうである以上、親の経済的な状況によって子どもの教育へのアクセスが制約されるとい

うのは当然のことであります。高等教育がさらに普遍化すればいろいろな問題が解決されると

いうのは、夢物語ではないかと考えていま

す。 
	 私どもの報告のまとめになる部分ですが、

苅谷剛彦先生が「学力の‘ふたコブらくだ’」

ということを指摘しておられました。 
	 いろいろな実証研究もされてその‘ふた

コブらくだ’の存在というのは証明されて

います。 
	 原先生と私が、日本あるいは諸外国で調

査をした結果、その‘ふたコブらくだ’が



 

さらに二つのコブに分かれているというこ

とがあります。四つコブということでしょ

うか。そういう発見をいたしました。学力

上位層の中でも二つに分かれています。 
	 学力上位層の下位グループである、下の

コブのほうは、学力は比較的高く環境にも

恵まれている層ではあるけれども主体的に

使い捨てられることを選択しています。 
	 また、学力下位層の上のコブは、学力は

相対的に低い、ただし就業に対して比較的

意識が高い若者は経過的措置として使い捨

てられることを選択する。そのつもりでもずるずると行ってしまうケースもありますし、抜け

出せるというケースもあります。 
	 学力の一番下の層は、世捨て人のように自己否定的な価値観がしみついてしまい、結果的に

使い捨てられてしまう。本人の自由選択ではなく、やむなく使い捨てられてしまう進路を取ら

ざるを得ないという若者が存在します。 
	 我々が学力と若年就労の問題を絡ませて議論しているのは、まさにこういう学力の分布と就

労の形態、そしてその将来のキャリアが絡むという見通しのもとにやっております。では、こ

こから原先生に交代いたします。



 

	 佛教大学の原でございます。山内先生からは、分析のフレームと我々の問題意識にある背景

をお話しいただきましたので、私は調査の内容と分析についてお話しいたします。 
	 その前に、まずこの研究に行きついた背景についてお話ししようと思います。ひとつは、キ

ャリア教育についてです。たとえば、私は中学校や高等学校へキャリアを標ぼうした講演など

に行かせていただく機会が多くあります。 
	 学力の高い子がたくさんいる学校、つまり進学校に呼ばれて行き、体育館に２年生を全部集

めて講演する時に、 初に高校生に必ず聞くことがあります。「今の段階で、既に自分の将来に

ついて、ある程度の道筋が決まっている人」「何となく決まっているけど、まだ揺れるかもしれ

ないという人」「自分が将来何をやっていいかわからない。何にも決まっていない人」と三つの

選択肢を与えて手を挙げてもらいます。 
	 高校生に、自分がどれに所属するかというのをみんなの前で手を挙げさせるのです。すると、

進学校と言われる学校で高２の子たちは、自分の将来が決まっていると手を挙げる子がもっと

多いかなと思っていたのですが、意外に手が挙がりません。むしろ、中堅校のほうが、何とな

く決まっていると手を挙げる子が多いのです。学力 下層の学校は、もうほとんど手が挙がら

ない、というより、こちらの話も聞いていないということもあります。 
	 つまり学力上位層の子が多い学校では手が挙がらず、中位層の多い学校で手が挙がる。下位

層では手が挙がらない。少し大まかなくくりですがこんな印象を強く持ちました。 
	 これはなぜでしょうか。学力が構造的に上がっていけば、自分自身の将来が見えている子た

ちが多いはずだと思っていたのですが、山内先生が先ほどおっしゃった言葉で言うならば、日

本はどうやら大学へ進学しても、そこへ自分自身のキャリアをしっかりと見出していない。進

路の先送り現象と呼ばれていますが、そうした子たちが意外に学力上位層の中に多いのだとい

う問題意識をまず持ちました。 
	 この本を書いた５年ほど前ですが、世界的なレベルで若年就労の問題を論じる著作が出され

ました。きょうの講演のタイトルにもなっております「使い捨てられる若者」という言葉はス

チュアート・タノックが書いた本で使われている言葉です。 
	 その翻訳をした芦屋大学の大石徹先生を山内先生と二人で訪ねました。そして、今度こうい

う研究をやるのだが、「使い捨てられる若者」という訳をそのまま使わせてほしいと申し上げ、

了解を得て、本のタイトルを決めたような経緯がございます。 
	 タノックの『使い捨てられる若者たち』と時期が前後して、アメリカのジャーナリストであ

るバーバラ・エーレンライクが『ニッケル・アンド・ダイムド』という本を書きました。この

２冊は我々におもしろい示唆を与えた本です。 
	 欧米にも日本と同じような使い捨てられることを前提とした就労形態があるということがわ

かってきました。だとすれば、アメリカやヨーロッパの使い捨てられ就労の実態と、日本のそ

れのどこが同じでどこが違うのか。比較教育学的な発想が必要だろうというのが、われわれを

この研究にいざなった二つ目の興味なのです。 
	 もうひとつは、学力移動という概念の提示です。この発想はどこにあったのか。いじめの研

究の端緒になったところなのですが、たとえば中学や高等学校で一生懸命勉強していい成績を

継続的に取っている子がいるとします。ところがこの子がある時、すとんと成績が落ちる。個

人をフォローアップし、個人史をプロファイリングすると、学校で人間関係が上手くいかなく

なって、直接的に言えばいじめられて、勉強するような環境でなくなってしまった、あるいは

そういう環境になってしまった時にすとんと成績が落ちるものだということがわかりました。 
	 一般的に成績が落ちる時というのは、クラブをやり過ぎて勉強が手につかない、好きな子が



 

できてそっちにかまけてしまった、そんなイメージを持っていたのですが、意外に今の子ども

たちというのはそういうことで成績が動いたりはしないのです。むしろいじめも含めた、他者

との人間関係などによって成績が動くということを、学力研究の視座から気づきました。 
	 私たちの研究グループは「成績が動く」という発想が、もうちょっと考え方を変えれば、違

った分析のフレームがつくれるのではないかと議論してまいりました。 
	 縦軸に中学校の時の成績を取ります。その子が中学校で上位層にいれば、いわゆる進学校に

進学するわけです。中学校の成績が中位であれば、いわゆる多様校へ。下位であれば非進学校

とカテゴライズされるような学校に行くと考えられます。したがって、縦軸に中学校３年間の

成績を取り、横軸に進学した学校の中で相対的に成績が上・中・下のいずれにいたかというこ

とを考えていきます。 
	 そうすると左上の層の子たちは中学校の時は成績がよかった。高校に行っても成績がよかっ

たという子たちです。 
	 右下は中学校の時にも勉強が嫌いだった、高校に入っても勉強ができなかったという 下層

の子たちがここにいるわけです。 
	 右上のセル、ここは中学校の時、勉強はできたので、それなりの学校に進学をした、周りに

いる子たちもそれなりの子たちが多く、そこで切磋琢磨してみた、ところが自分は意外に勉強

に向かないということがだんだんわかってきて、その中で成績を下げていったという子たちで

す。これが相対的な学力の移動です。 
	 中学校の時は勉強ができるとみんなから言われた子が、高校に行ってから勉強ができないグ

ループに入った場合、彼らの意識に一体どういう変化が生じるのか。これが我々の強い研究関

心だったのです。 
	 そういう分析のフレームを用いて、いくつかの調査をしてみようとスタートしました。そし

て、使い捨てられ感がもう少しクリアに見えてくるのではないかという仮説を立てました。 
	 この３×３のマトリックスをつくってみると、明確にわかってくるものがあります。学習ニ

ーズという点で考えるならば、学習者にはさまざまなニーズがあり、支援者の側からは背中の

押し方が異なるわけです。就業に迷っている若者の意識の背景は皆同じではなく、相対的な成

績の移動というカテゴリーによって動く可能性があります。あるいはそれによって規定されて

いる可能性がある。そのあたりに 終的に着地しました。それらをまとめたのが、『使い捨てら

れる若者たちは格差社会の象徴か』という本です。 
	 我々が調査をするにあたって、どのようなことを考えたかというと、低賃金で働くという状

況にいる若者、つまりフリーターを探しました。そのフリーターに自分を語ってもらおうと思

いました。 
	 フリーターというのはどこにいるのか。学生たちの中でアルバイトをしている子たちに、バ

イト先にフリーターはいないかと聞いたら「いますよ」と。それでフリーターと会うところか

らスタートしました。 
	 初の数人は山内先生と二人で会いましたけれども、これでは非効率で仕方がないので手分

けをしまして、さらに科研費等が当たりましたので院生のアルバイトを投入しました。ボイス

レコーダーを院生に持たせて、フリーターにアポイントメントを取り喫茶店などで、30 分から

１時間、話を聞きました。中には「ケーキ食べていいですか」なんて言い出す子もいるので、

食べながら１時間半とか２時間近く話を聞いたケースもありました。大学の研究室に呼び出し

て聞くのが我々にとっては一番安上がりですけれども、大学には意外に来たがらないので、町

で拾っていくというやり方をしました。 



 

	 一人のフリーターを起点にして次のフリ

ーターを紹介してもらい、そのフリーター

を起点にして芋づる式にフリーターを引っ

張ってきます。条件設定はしません。とに

かく「あなたの友達でフリーターがいたら

コーヒーおごってもらえる、ケーキを食べ

させてもらえると思って、話をしに来てほ

しい」というような地道な方法で 初の

100 人、200 人から話を聞いてみました。 
	 そうすると、次から次へとフリーターが

いることがわかってまいりました。関西調

査といっても、大阪と京都だけでもごろごろいるわけです。半年間かけて 460 名。我々も合わ

せて８人の調査員を投入しましたので、一人が何人インタビューしたか推して知るべしだと考

えていただければと思います。464 人集まったところで分析対象と説得力をもつということで、

一たんインタビューを止めて分析を始めました。 
	 年齢の属性はやはり高校卒業して、その後すぐにフリーターにということが多いわけであり

ますが、２割程度、短大や専門学校あるいは大学を卒業してフリーターをやっているという子

たちがいます。これが後で分析するときに重要な視点を提示してくれたわけです。 
	 男女比は大体２対１ぐらいになります。フリーター全体が男のほうが多いと断じるほどでは

ありませんが、意外にこの数字は我々が見た当時の町のフリーターの総体数の写し鏡ではない

かという気がしています。 
	 フリーターを紹介してもらう時に、男の子か女の子かを聞くと大概「男の子」ということが

多いです。男の子に紹介させれば、男の子を紹介するということもあるというのがバイアスだ

と言われれば、その通りかもしれません。 
	 このようなプロフィールを持った子たちに対してインタビューをしました。一番のポイント

は、どうしてフリーターになったのかということと、それをどう自分が自己分析しているかで

す。ただ、自己分析できるタイプの若者がフリーターを続けているわけがないので、彼らにこ

ちらから準備したいくつかの質問項目を語ってもらい、それをインタビューが終わった後に、

質問紙の上へアフターコーディングして起こしていくという作業をやりました。したがって、

質問紙を配って記入してもらったという分析の仕方ではなく、我々のほうでアフターコーディ

ングしたということです。その中で一番注目したのは、先ほどご覧いただいた学力移動という

発想です。これも平たい言葉で聞きました。「中学の時の成績はどうでしたか」そうすると「中

１のころは勉強をちょっと頑張ろうかなと思ったけど中２、中３になったらもう下から数えた

ほうが早かった」という言い方をする場合は、学力下位というふうにアフターコーディングし

ていくというやり方です。ものすごく乱暴なやり方であります。ただ、同じ人間を同じように

コーディングしていますから、そこに調査のぶれが生じないように、調査をする側のすり合わ

せを丁寧に行ったつもりです。 
	 ただ、その子が高校に行ってどうだったかという時に迷ったことがあるのは、京都の場合は

まだ総合選抜という高等学校の仕組みがありますので、どこの高校へ行ったのかと聞いた場合、

高校名だけで学校の位置づけを判断できないのです。ですから中学の時の成績の自己申告と高

校の時のその学校のクラスの全体の雰囲気と周りの子たちがどんな大学に行ったのかというこ

とを分析しながら、結局高校の成績はどうだったのかということを上手く相関させていかない



 

といけないので、この作業に時間と神経を使い、

学力のマトリックスをつくりました。 
	 結果を先取りして申すなら、我々の仮説は全く

違ったものになりました。中学の成績が「下」で

高校の成績が「下」という「下・下」という右下

の層から恐らくフリーターが排出されるはずだと

我々は仮説を立てておりました。 
	 日本の若者の就労支援を振り返ると、学力下位

の子たちに対してどのように支援すればいいかと

いうことに関心課題があると取られました。した

がって、学力下位の子どもをどのように分析するかということが重要だと話していました。 
	 ところが分析を進めると、10 人、100 人、200 人の分析が終わるぐらいのところで、この右

上のセルに、フリーターがいることがわかったわけです。 
	 中学までは勉強をしっかりやっていたはずなのに、高校に行って何となく自分が見えなくな

ってしまった、勉強に対する興味関心が湧かなくなってしまったという若者たちです。 
	 なぜこんなに学力の高かった若者が、と考えました。当時、日本教育社会学会で、パイロッ

トスキームの段階でのデータを提示しました。こんな研究を今やっているのですというきっか

けづくりと議論の方向性はこれでいいかということを確認する意味も含めて学会で報告しまし

た。その時にある先生から「このデータは本当に合っているのか」という質問を受けました。

要するに右上からフリーターが出るというイメージがつきにくかったのです。 
	 そんなわけで、右上だろうと思われる子たちのインタビューはできるだけ丁寧にやるように

心掛けしました。そうすると、やはりここからフリーターが出る、日本の場合は出やすい構造

になっているということがわかってまいりました。 
	 これは、テストの点数ならば、横軸の左に行けば行くほど０点、右に行けば行くほど 100 点。

縦軸に人数の積み上げグラフをつくったとイメージすると、ちょうど‘ふたコブらくだ’の背

中のようになります。 
	 当時、東大でも研究のシンポジウムをやるか

らということで、苅谷先生のところからオファ

ーがあり、話をさせていただきました。その時

におもしろいデータのバックアップを取りまし

た。 
	 ちょうどその当時、塾の調査をやっており、

通塾率を調べるとまさに右のコブ、つまり学力

上位のコブにいる子たちは塾に行っていること

が多く、左の子たちは塾に行っていないことが

わかりました。 
	 そこで塾に通っている子たちに、塾に通って

いない子たちのことをどう思うのかを聞きました。そうしたら大半が「あいつらはおれらとは

違う世界に生きている。異次元に生きている人間だ」という言質が多いことがわかってきまし

た。自分たちのことを We だとすれば、塾に行かない子たちのことを They だと見ているのです

ね。ポール・ウィリスの『ハマータウンの野郎ども』の中に出てくるような、自分たちの文化

を We と言い、それを敵視する文化を They という構造です。自分たちのコーホートとは違うと



 

ころを非常に敵視するようなイメージが、塾に行っている子たちの中にあったことをお話しさ

せてもらいました。 
	 その時に思ったのは、勉強のできるコーホートとできないコーホートに大きな断点があるの

ではないかということです。 
	 つまり、人間関係の断点みたいなものが、学力の差の中から生まれてきているかもしれない

という発想です。そして、塾に行っている子たちの中にも実は二層あって、塾に行きながら 100
点近い点数を取る子たちと、塾に行っていながら 70 点、80 点ぐらいの点数に甘んじている子

たちの間にもエスノグラフィカルに見ていくと、人間関係に非常に強い断裂点があるというこ

とがわかってきたわけです。 
	 つまり、スーパーエリートの子たちと、エリートのグループに入っているけれども、何とな

く偽装的なエリートの集団の中にいる子たちの人間関係は、かつてのように成績を超えてつき

合おうとしていないということがわかってきました。つまりコーホートごとに価値観が共有さ

れ、それぞれのコーホートにそれぞれの価値観や行動イメージみたいなものが共通しているの

ではないか。あるいは後づけでそういうものがつけられてきているのではないかという仮説を

立てたのです。 
	 これがそれぞれのグループごとに就労観や学習ニーズがあるのではないかというあたりの仮

説と 終的に結びついていくわけです。ゆえに、様々な研究を同時並行的に進めていく中で、

実はその研究の多くは根の部分で通底するものがあったのではないかと思っています。 
	 まず、 初のコーホートを分析してみまし

た。464 サンプルを全部入れて重回帰分析を

するという荒いやり方ですが、全体の特徴を

把握するにはこういう形がよいかと思いまし

た。βの値を拾っていくと、Ⅰのコーホート

の子たちの中に「将来就きたい仕事がわから

ない」というような回答が寄せられていたこ

とがあります。インタビューの中での代表的

な言葉を出してみました。 
	 「仕事に就こうと考えたが、他に自分に向

いている仕事があるんじゃないかと思ってし

まう」つまり、一端正規の仕事に対して「あれがいいかな」と思うのだけれども、やってみる

と他に迷いが生じてしまう典型的な言質です。「今すぐに仕事をしないといけないという立場に

ないから、一生つき合える仕事を探している」

「今、アルバイトでも生活できないわけじゃ

ないから、今はとりあえずこの状態が楽」と

いうような言葉が並びます。 
これらを先ほどのデータと照らし合わせて

みました。Ⅰのコーホート、つまり学力上位

層のところにいる子たちのフリーターのイメ

ージというのは、現状の生活は何とか維持で

きている。そうすると正規雇用を視野に入れ

ている若者がその中には非常に少なく、自分

からフリーターになることを、あるいは使い



 

捨てられることを主体的に選択しているのではないかとさえ思うような子たちが意外に

多かったことがわかりました。これがデータの分析やインタビューの結果からわかってきたこ

とであります。 
	 同じような分析をすると、Ⅱ、Ⅲにもそれ

ぞれに特徴的な傾向があることがわかります。 
	 Ⅱの場合は、学力下位層のコーホートの中

にざっくりいて、まだましなほうの子たちで

す。これに多い傾向が「自分に合った仕事を

探している」のデータにマイナスがつきます。

すなわち、自分に合った仕事を探しているわ

けではないのです。 
	 中堅校にいる子たちは「やりたいことはあ

るか」と聞くと半分ぐらい手が挙がるのです。

上位校ではあり得ないくらい手が挙がります。

この傾向がこれとピタッと符合する結果になります。つまり彼らはやりたいことはある程度見

えている。その子たちに「君は何をやりたいの」と聞くと、こういうタイプの子たちは臆さず

に「おれ、ミュージシャンになりたい」とか「おれ、Ｊリーガーになりたい」とか、「ボクサー」

と言う子もいました。それで、ミュージシャンになるため、Ｊリーガーになるために今どんな

努力をしているのかを講演の 中に聞くと「何もしてない」と答えます。 
	 これなんだなとわかってきたわけです。つまり、やりたいことは何となく決まっている。だ

けど手の届かない夢みたいなものを追いかけている部分があって、それに向かって何か努力し

ているかというと何もしていない。 
	 そういうタイプの子たちがⅡのところにい

るということがわかってきました。やりたい

ことはある。でもそれに対して何を努力して

いいかわからない。 
	 インタビューにもそれはよく見えています。

「今の仕事ははっきり言って、将来のための

ステップに過ぎないから、この仕事で正社員

にはなりたくない」さらに「自分はこんなと

ころで終わるとは思っていない」とか「将来

はここよりももっといい仕事に就きたい」と

思っているような、上昇アスピレーションが

強いような言葉もⅡの子たちからは聞こえています。 
	 さらに「いきなり仕事を始めたらすぐにやめられへんし、と思ったからまずバイトをしてい

る」と答えた若者もいました。これは今やっている仕事というのは将来の正規雇用に向けた、

いわば腰かけ仕事だととらえている。自分たちもそれを認識しながらやっているんだというこ

とがわかってきました。 
	 Ⅱの若者は、とりあえず将来に向けての経過措置として今はアルバイトをやっているという

意識を持っている子たちが多くいました。そこで、経過的措置として使い捨てられる選択を

している子たちのコーホートだと命名しました。 



 

	 Ⅲは我々の予想通りで、あまり説明もいら

ないところだと思っています。 
	 「慣れていないところで仕事をするぐらい

だったら安い給料でもいいからこのバイトを

やっているほうがいい」とか、「気楽だ」とか。

あるいは「高校の時からずっとバイトしてい

た、それでも十分やっていけるから、就職な

んかは別にしないでもいいと思った」という

言葉もあります。あるいは、「ずっとバイトば

っかりだからこのままで大丈夫かと不安にな

るけれども、もうここまできたら正規で雇っ

てくれるところなんてないのではないかと思

った」とか、まだ 22 歳の若者が答えるのです。 
	 社会と自分の生活は関係ない、世の中がど

うなっても関係ない、別に誰が政権を取って

も誰が総理大臣になっても全く関係ない。そ

れよりも自分が明日をどう生きるかが大事だ。

そういう刹那的な言質もあります。正規雇用

に就けない、バイトしていることで十分だと

思っているという現状ですね。現状では満足

していないのだけれども、かといってⅡのよ

うな上昇しようとするアスピレーションもな

い。自分はこのあたりが立ち位置としていいと思っている子たちがⅢにいるわけです。 
	 彼らを結果的に使い捨てられているという若者たちと命名しました。 

	 いずれの層にも使い捨てられるフリーター

の予備軍は存在しています。欧米の使い捨て

られ感というのは学力低位のコーホートから

多く出てきます。ところが日本の使い捨てら

れ感を持った若者たちというのは、学力の上

位層からも中位層からも下位層からも満遍な

く出てきています。それぞれにどんな意識が

あるかというと、三層に共通しているわけで

はなくて、むしろそれぞれのカテゴリーに独

特の使い捨てられ感を持って、使い捨てられ

る予備軍として存在している、ということを

我々は結果として導いてきたわけです。 
	 それを先ほどの３×３のマトリックスの中に入れると 20 番の表になります。 
	 右上の層のⅠは学力が比較的高く、家庭的な環境にも恵まれています。その子たちの就労観

を聞くと、主体的に使い捨てられることを選択している子が多いことがわかりました。 
	 次に中位層のⅡの子たちは、経過的措置として使い捨てられ感を持っていることが多いこと

がわかります。 
 



 

	 そして右下は、いわゆる厭世的な気持ちで、

自暴自棄な使い捨てられ感を持った若者が多

いということがわかってきたのです。 
	 これを分析する時に考えたことがあります。

なぜ右上から相対的に多くのフリーターが出

てきているのか、という構造的な問題があり

ます。それからどうして若者の間でこんなに

明確な分断が起こっているのか。それぞれの

層によって考え方、価値観が違うというのは

なぜなのか。この両方に対して説明する方法

はないだろうかと考えました。 

	 そこで、この３×３のマトリックスは意外にいろんなところに使えます。まだまとめ始めた

ところで、こういうところでお話しするほどの客観性はないのですが、この学力移動という概

念を使った時に、ネットいじめの被害に遭っている子はどこにいるかというデータと重ね合わ

せると、これも意外に見えるのです。たとえば学力が動かない子たち、「上・上」とか「中・中」

とか「下・下」とかという子たちは、いじめの対象になっていないのです。学力が上昇した、

もしくは下降した、という学力が動いている子たちのほうがネットいじめの被害に遭っている

ということがわかります。 
	 データでしっかり言えるものがひとつあ

ります。それが 21 番の表です。 
	 これは日本教師教育学会で発表させてい

ただいたデータで、現場体験活動、つまり

学校ボランティアに関するものです。大阪

や東京、京都など教員需要と供給のバラン

スでいうと需要県と言われるような、大量

に教員を採用している県があります。 
	 そういうところは、教員採用試験のエン

トリーシートに大学在籍中に学校でのボラ

ンティア経験を記入させる欄があるのです。

教育委員会の方と話をすると、エントリーシートのそこをきちんと埋めることが、教員採用試

験に受かるための条件のひとつになりつつあるとのことでした。それを我々は知っているので、



 

二回生以降の授業の中ではっきりと学生たちに

言います。採用試験に受かりたければボランテ

ィアをやれと。そのほうが将来教師になるとき

に大事な経験になると。 
	 そして、本当に我々の言葉をしっかりと聞い

て、週に１回でもいいからボランティアに行く

というボランティアの決定率のデータを、先ほ

ど分析に使った３×３のマトリックスに落と

してみると、おもしろいことがわかりました。 
	 「上・上」の子たちが一番ボランティアに行

きたがります。つまり、中学の時の成績もよく、

高校の時の成績もよく、教育学部に行って、採

用試験を受けたいと思っている子たちです。

我々が非常勤をやっている大学の学生もすべて

この中に入れてあります。 
	 その教職課程にいる学生たちの中に、「上・上」

で教員養成系の大学あるいは学部に進学して、

そこでボランティアに行けと言うと、このセル

の中に入る子たちを分母に、ボランティアに行

った子を分子にしてセルの中での決定率を計算

します。そうすると、もっともボランティアに

行きたがる「上・上」の子たちはここにいるわ

けです。 
	 なぜボランティアに行きたいのか聞くと、以

下のように答えます。自分は、将来教師になり

たいと思って、中学校の時から決めていた。そ

の目標の中で頑張って大学に進んだ。自分は教

師になると決めているので、そこから逆算して、

今から学校へ行って勉強させてもらう、という

ことをイメージして、ボランティアに行きたい、

と言っているわけです。彼らは教師になること

を前提にして疑わない子たちです。 
この子たちが研究室にやってくるのは、ボランティアについて話をした授業が終わった直後

です。私が授業の中で、「ボランティアに行け」と言って研究室に戻ってきて座ってコーヒーで

も飲み始めると、コンコンとノックして研究室に入ってくるのはこの子たちが多いですね。そ

してボランティアに行きたいということを自分の言葉でしっかり伝えに来ます。 
	 ところが、我々が頭を悩ませたのはフリーター、ニートが も出てくる層、「上・下」の層で

す。ここにもボランティアの決定率が意外に高いことがわかってきたのです。 
	 放っておけばフリーターになりそうな層、あるいはフリーターと同じようなメンタリティを

持っている層が、なぜこんなにボランティアに行くのか。この子らのメンタリティを分析すれ

ば、さっきのフリーターの分析にインプリケートできるだろうと思いました。この子たちが研

究室にやってくるのを待ち、またボイスレコーダーを置いてインタビューした結果を分析して



 

みました。 
	 そうすると、フリーター、ニートがもっとも排出される層の子たちと共通したメンタリティ

があるということがわかってきました。「何でボランティアに行くの」と聞くと、自分に対する

自信のなさを発露する言質が多いのです。つまり、教師になろうと思って教育学部に来た、も

しくは教職課程を履修した。でも、中学校までは勉強も好きだったし、やればテストの点数も

取れたけれども、大学に入る前、高校時代の成績は正直言ってもうひとつだった。 
	 そして「教師になる」と言ったら、周りから笑われたという子たちが意外に多いのです。あ

るいは自分のことを全然考えもせずに何となく行ける大学を探したらその大学しかなかったの

で行ったという学生たちが多いのです。 
	 さらにこの子たちは自分が何に向いているのか、自覚していません。我々のところに来て話

をしながら、「先生、質問していいですか」と聞きます。「先生、私のことどう思いますか」と

言うんです。 
「どういう意味なのか」と聞くと「先生になれると思いますか」と尋ねてきます。「もし、教師

に向かないって言ったらどうする」って言うと、この子たちは「やめます」と答えるのです。

「教育学部に来ているのに教職をやめるのか」って聞くと、「やめます。だって先生から見て自

分は教師に向かないと見えるんでしょ。だったらやっても無駄だと思います」と。二回生、三

回生で勉強がある程度終わって免許が取れるとわかっているのに、この段階でやめると言うの

です。そしてボランティアに行くという子たちに「何で行くの」と聞くと「だって先生が有利

になるとおっしゃいましたから」と答えるのです。アドバンテージをものすごく気にします。 
	 僕はその行動がリトマス試験紙だと思いました。ボランティアに行って、こういう溶媒の中

にリトマス試験紙を入れてみる。つまり学校というところへ行ってみて、そこでボランティア

で教師をやってみて、先生に向くと思ったら教師を目指したい。だめだと思ったらやめる。そ

んなイメージでボランティアを選択する子たちがこの層には多いのです。 
	 自己の進路に対して揺れている子たちが自己決定できず、それを他者の選択やボランティア

の経験の中から適性を判断しようとする。そのような言質が非常に多くみられるということが

わかってきました。これがどうやら、右上にフリーターが多い理由なのではないかと思います。

彼らのニーズというのは、そういう自分自身を再発見するような学習の機会ではないかと思い

ます。 
	 言いかえれば、背中の押し方をひとつ間違うと、この子たちにはとんでもない選択をさせる

ことになってしまうということもデータの中から感じました。 
	 以上のようなことを総合的に考えてみると、どうやら右上からフリーター、ニートが多く出

る理由というのがそれなりに解釈できるようになり、結論を見出したのです。 
 
	 きょうは、我々が取ってきた若年就労の問題のデータをご紹介させていただきました。我々

が解釈してきたような、あるいは作ってきたようなフレームで論じていいかどうか、この研究

のどのあたりが、これから先生方が研究されようとしているところへのインプリケーションと

なるのかを、後のディスカッションで深めさせていただければと思います。ご清聴ありがとう

ございました。 
  



 

＜質疑応答＞	 

立田	 11 番は高校階層と成績の関係で、中学と高校ではないですよね。 
原	 これはフリーター、ニートを取った時に高校はどんな学校だったかを聞いたのが事実です。

21 番の表は「中学校の成績はどうだった？」「高校の成績はどうだった？」という直接的な聞

き方をしていますので似ているのですが、進学校だった、多様校だったというのをむしろ個人

の内部の学力移動という概念でとらえようとするならば、高校を聞くよりもむしろ中学校の成

績をここへ置いたほうがよかったという反省の中から、一番 後の表は中学校の成績と高校の

成績はどうだったかという直接的な言葉で聞いたものです。データの取り方は一緒だと思って

います。サンプルは全く違います。11 番はフリーターの 464 人、21 番は大学生に聞いたデータ

です。 
金藤	 データについて質問させてください。一つは重回帰分析をした 13、15、17 の分析の目

的変数は何かということ。もう一つは 11 のスライドの３×３のマトリックスは成績上・中・

下というのは自己意識かということです。日本人は自己評価が低いということと関係している

のか。どのように上・中・下というデータを取られたのかを教えてください。 
原	 まず、13 の場合は１である若者というのを被説明変数にして、他の変数を全部独立変数と

して一緒に投入しています。15 の場合は２であるかどうかを０、１の変数に置きかえてそれを

規定する要因を重回帰分析する。同じように 17 は３であるかどうかを０、１のダミー変数を使

ってそれを説明するというやり方を取ったわけです。ひとまずそれを全体の中で浮き立たせる

ためにはどういう方法がいいかと考えました。後からさまざまな調査統計にお詳しい先生方か

ら、これは重回帰でやると２を分析している時は１と３が相殺してしまう可能性があるので重

回帰ではないほうがよいのではないかというご指摘もありましたので、再分析をする必要はあ

るのではないかと思います。 
金藤	 その重回帰というところで、説明変数の選択基準は何でしょうか。13、15、17 で説明変

数に挙がっているものが違っています。 
原	 これはそれぞれ同じ説明変数を投入してはいるのです。ただそこに１も２も３も特徴的に

そこへ挙がってくる変数を取捨選択して置いてみたので、それぞれに違う変数を入れたのでは

なくて、全部共通したものを入れてそれぞれを説明するのに必要だと思うものをここへ置いて

みた、特徴的なものを置いています。投入した変数は全部で 100 ぐらいです。 
金藤	 説明変数が 100 入っていて、その中で特徴的とご判断されたものの一部を表に入れたと

いう…… 
原	 そうです。入れたり出したりしながら、 後に分析に必要な 30 ぐらいに限定的に絞って

みました。 初はアフターコーディングした時の変数を全部入れてみましたので、そこには性

別の変数もありますし、成績の変数もありますし、意識の変数もあります。全部一たん入れて

みて、どういう変数が浮き上がってくるかというのをまず見ました。 
金藤	 じゃあこれが変数の選択手法を増減法か何かわかりませんが、残ったものだと考えてよ

ろしいですか。 
原	 そうです。 
立田	 社会関数の変数はないんですか。 
原	 階層変数は入れていませんね。ただ、非常に微妙な変数は確かにあるのです。ここには出

せないものがありまして、いわゆる家庭環境…… 
立田	 教育の不足は貧困の原因であるということではなくて、貧困であるかないかは関係なく、

教育の充実があったとしても、認識が教育に影響を与えているという仮説を一番 初に出され



 

ていますよね。そうしたら貧困であるかないかという部分がなしで、どうやって説明するのか。 
原	 ＳＥＳの変数というのは、インタビューの時に聞こうとするんですね。そうすると答えて

くれる被験者もいますが、そうでない被験者もいます。学力に関して彼らは語るのでデータと

して拾うのにさほど欠損しないのですが、階層、家庭環境、あるいは親の学歴とかは言わない

ですね。 
立田	 ということは仮説で貧困の影響は全く考えずにされていたら、山内先生が話されていた

認識の影響が大きく、貧困の影響は問題ではないというご説明と上手く合わないような気がす

るのですが。 
原	 データの中では、 終的にそれを分析には使っていないのです。ただ、インタビューを 400
以上やってきてテープを起こしたものから、特徴的なものだけは拾えるんじゃないかという議

論はしました。 
山内	 私たちがやった分析というのは教育社会学会で発表した時に、大阪府大の西田芳正さん

から、格差の問題というのは、貧困層の低学歴の子どもたちの問題を集中的に見ることに意義

があって、そこを十分に明らかにしないで高学歴とか高学力のところを見るのは筋違いではな

いかという厳しいご指摘があったのです。 
	 私たちがやりたいのは、もちろんそういう問題があるのは否定していないのですが、それ以

外にもフリーターとか不安定な就業形態の人たちが出てくる層があるということ、それを突き

とめることがこの調査の大きな目的であって、ＳＥＳとか年収とか、いろんな家庭変数を入れ

られたらベターだったわけです。ともかく低学歴、低学力で貧困だという先進諸国でよく観察

される社会的排除の結果としてフリーターになるという層はありますが、それ以外にもあると

いうことを突きとめるのが大事な目的だったわけです。 
原	 それから、成績に関しては自己意識の低さを指摘する向きがあるというご指摘ですが、

我々も全く同じで、インタビューの結果をデータに起こす時には丁寧に、これは「上」である

か「中」であるか「下」であるかというのは本人の自己申告が仮に「下」であっても、その前

後の文脈の中からどう考えても全体の中では「中」だよね、というふうにコーディングで軸を

動かしたという部分はありますので、そこは本人たちが「下」と言ったから「下」だとプロッ

トしたわけではないのです。全体的な特徴と傾向をつかむという意味においてのデータの分析

なんですね。 
立田	 それからもう一点、この表で「将来就きたい仕事がわからない」ということは仕事の選

択において主体性がないということですよね。でもカテゴリーされたのは、主体的に使い捨て

られることを選択する若者として位置づけられているということは主体性があるということで

すよね。主体的にというよりは、だまされて使い捨てられてしまっている若者というのであれ

ばわかるんですが。 
原	 そうですね。表現の問題がありますね。 
立田	 私は自立性というのがすごく大事だと考えていまして、自立性がない若者ということで

したらわかるのです。表現が矛盾しているという気がするのです。あとでラべリングされたの

ですよね。 
原	 そうです。先生がおっしゃるように、主体的にというより、自立性を持たずにということ

ですね。 
岩崎	 高学歴者が貧困に陥っていくというご指摘は大変興味深く感じております。４～５年前

に高学歴者の人たちにインタビュー調査をしました。理系の物理学科の人たちなんですが東大、

京大を出ても 40 過ぎて就職できていないという実態を明らかにした時に感じたのは、そういっ



 

た方たちは非常にはっきりした自己像と努力に裏づけられた高い学力を持って、いい大学に入

ったわけですけれども、就職できずにポスドクになっていく。こういう人たちの問題というの

は、労働市場の問題であって、ミスマッチの問題なわけです。 
	 進学校の方たちの中に手を挙げる人が少ないというのは、進路の先送りというよりは、現実

感がある反応であると思うのです。今、労働市場は「こうなりたい」ということを明確に持つ

ことによってマイナスになるという側面があって、カメレオンのように柔軟に労働市場の変化

に対応できるような、そういう人材のほうが実はとてもいいんじゃないかと感じながらお聞き

していました。 
	 中間層の問題として、手を挙げる人が多いというのは恐らく等身大の自分を理解していなく

て、過剰な自己像とか夢を追っているという意味では、やはり進学校の方たちのほうが現実感

があるのではないかという印象でした。 
	 あと、使い捨てられる若者が世界的に多いというご指摘なんですが、これはグローバリゼー

ションの流れの文脈で理解すべきことであって、それは当然、先進国というカテゴリーの中で

ありますが、どこの国でも起きている傾向、状態ではないのかなと思いました。いろんな分析

をされていますが、 後のお話でマトリックスの右側に、いわゆる下位層の人たちが他者の目

を気にするというお話がありました。学力移動というのも大変おもしろかったのですが、その

中で自分のイメージを固定的につくれない、自分のイメージを自分自身でがっちり獲得できな

い人が陥る一つの特徴ではないかと思えました。恐らくそういうことを考えると、もう少し自

己意識とか心理的なファクターを入れた分析をされたほうが、なぜ自己像を上手くつくれない

層があって、そういう人たちがフリーターに落ちていくのかという深い分析のほうが興味深く

感じました。 
	 山田昌弘さんが言っているような、希望の格差とか意識の格差とか、そういったものが社会

構造の格差の次に今の若者に強く働いているような気がします。 
	 『内定を取れない東大生』という新書もセンセーショナルでおもしろかったのですが、やは

り自信のなさとか心理的なファクターが非常に就職に影響するということがあり、学歴以上に

どう就職に関係するのかということを、また改めてお話を伺えたらと思います。 
原	 後にご指摘いただいた自信のなさ、自尊感情の低さみたいなものは、我々も非常に感じ

るところです。インタビューの中でも、そこは本人が一番自覚しているところなのですね。自

分に自信を持っていいのか、そうではないのか。 
	 ボランティアの話もそうなのですが、特に右上の子たちに対する背中の押し方をひとつ間違

うと、教育学部にいながら教職をあっさりとあきらめてしまう子たちがいます。その子たちに

理由を聞いていくと、自分に対する自信のなさ、自尊感情の低さが成績によってかなり動いた

ということを我々に語ってくれました。ですから、分析の時に自尊感情の低さというのが重要

なキーワードになるということは一応書いてありますが、先生がおっしゃるように意識の格差

論のようなものへ展開していくということが大事なことではないかと思います。 
福本	 私の母親が昔、大阪で私立高校の教員をやっておりまして、その時にちょうど‘ふたコ

ブらくだ’の話が出まして印象的だったのですが、専願と併願、まさに私立高校だとその状態

が出てきます。公立高校では割ときれいな線になるのですが、私立だとこうなってしまう。と

いうことは制度自体がこういうものをつくりだしている可能性があるのではないかと思いまし

た。 
佐藤	 感想になるのですが、一つは学力上位層のフリーターの方たちが主体的に使い捨てられ

るということを選択するのかという、立田先生がおっしゃったことと同じようなことが気にな



 

りました。これは、上位校の中で成績が低いということで、自分にあったやりがいを見つけな

ければならないという、やりがいの搾取という側面から説明できないのかなと思いました。 
	 二つ目は中位層の、経過措置として使い捨てられることを選択しているという点ですが、先

ほど岩崎先生がおっしゃったのと同じような印象を抱いたのです。進学校の学生さんたちは現

実が見えているから迷うけれども、中位層ではサッカー選手だったりミュージシャンだったり、

決めているように見えるけれども実際には身の丈に合っていない。経過措置というよりも、迷

路に迷い込む上位校の若者たちよりももう一歩前にいるんじゃないか。現実が見えているか見

えていないかということの段階の差として、連続的な指標の中で説明できるのかなという印象

を受けました。 
原	 僕も同じような価値観は共有できます。ただ、この時にインタビューした内容や、 近の

高校生と話をしている内容から考えると、進学校の子たちが確かに自立性のない進路の決定を

して、それを進路の先送りという言い方をするのは危険だと僕もよくわかるのですが、社会の

現実が見えているからだというきれいな説明だけでは説明できないぐらい、本当に考えていな

いという印象を持つのです。そういう子たちと終わった後に個人的に話をすると、大学へ行く

ための勉強をしているという意識しか持っていないのです。つまりこれだけキャリア教育が言

われているにもかかわらず、自分の適性や将来を考えるといった機会になっておらず、むしろ

彼らの目の前にあるのは、自分がどこの大学へ入れるのかといったイメージです。その後ろに

職業をくっつけて議論していないように感じるのです。主観的なものの言い方をしているよう

に聞こえるかもしれませんが、現実が見えているからだというふうに断じてしまうだけではな

いような気がします。 
岩崎	 先ほどと矛盾しますけれども、今お聞きしていて、そうかなと思いました。かえって中

堅校の子どもさんたちのほうがアルバイトとかをしていて現実社会に触れていますけれども、

進学校のトップ層というのはいい大学に入ることが目的で、現実社会と触れ合わないようなお

子さんが多く、逆にリアリティを持たずに名前だけで大学を選ぶというイメージがあります。 
佐藤	 私自身もそういう学生だったかなと思うのですが、大学進学が当たり前のような進学校

においては、むしろ高校の時はさほど決める必要がなくて、大学に入ったら自分に合う仕事、

アルバイトをしながら決めようということだと思うので、大学を出てからなおフリーターで合

う仕事がわからないということは、高校生の時期にどうであったかよりも大学生の間にキャリ

ア教育的な部分が機能しなかったという問題であるような気もします。 
立田	 中学校の時の成績と高校の時の成績と、大学に入ってからの社会体験が自己像にどうい

う影響を及ぼすかということが結果として出されているのでおもしろいのだと思うのですが、

下村さんいかがですか。 
下村	 私は、ご著書の中にも引用してくださっている労働政策研究機構のフリーターの研究チ

ームに当時いました。当時から高卒フリーターと大卒フリーターの違いというのは議論の対象

になっていて、モラトリアム的なフリーター選択が特徴として挙げられていました。今回も引

き続き確認されたというか、手堅い知見として時代を超えて地域を超えて普遍的に見られる知

見なのだということが勉強になった点です。 
	 ただ、11 の表がその実証になっているのかというところで、ここでいう進学校というのは、

18 歳、19 歳が対象になっているということは大学進学しなかった進学校卒業生ということなん

ですよね。我々が通常イメージする進学校というよりは、大学進学ができなかった、もしくは

しなかった、やめちゃった、もともとフリーターになりやすい属性を持った層だったというこ

とが言えると思うのです。ですから先生方の 終的な知見はなるほどと思うのですが、裏づけ



 

になっているのかというところが、引っかかる点ではあります。 
	 もう一点、当時の知見の中では、男の子のほうが学校の成績と労働市場の関係が深くて、女

の子があいまいだということが一つの手堅い知見としてありました。やはり男性の方が正規と

非正規の労働市場の分化が激しくて、女の子のほうが境があいまいになっている。それは先生

方のご研究で同じような結果が得られたのか、今回は見られなかったのでしょうか。 
原	 我々も実は議論した部分なんです。ただ、今回、重回帰という分析の手法が正しいかは別

として、男性、女性が意外に性別の変数としてきかないのです。性別で分析をするということ

もやってみたのですが、これも大きな違いが出なかったのです。それをどう解釈するかまでは、

まだフォローアップしていないのですけれども。 
下村	 もし先生方の知見が確固たる知見だとすれば、10 年前のフリーター研究とは時代が進ん

でいて、男性においても正規非正規の境目がなくなっていて、昔でいう女の子の要素が強くな

ってきたので、学業成績との直接的なリンクが消えたとも解釈できるかもしれません。 
金藤	 先生方のおもしろい研究成果をご説明いただいてありがたいと思います。また高学歴の

層にフリーターがいるというのも非常に日本の特徴として、より分析を進めていただきたいと

感じているところです。 
	 ここ１～２年、小学生の国際比較調査というのをやっていく中で感じていることとつながる

部分がありました。それは、イギリス、フランス、ドイツ、韓国、日本と５カ国の調査をやっ

た中で、日本の子どもたちが自尊感情、批判意識、関心意欲、職業観すべてが も低いのです。

さらに学校成績がよくても将来が約束されるとは限らないということに、日本の子どもが も

高く賛成率が高いのです。勉強を頑張ったからといって明るい未来があるわけではないという

のは小学生の段階から感じているわけです。ですから、中学校、高校の分析以前に、児童の段

階からそういう考え方を持っているという傾向があるのではないか、それはこちらの動きにつ

ながるのではないかという感想を持ちました。原因が家庭教育なのか、よくわかりませんけれ

ども。先生方も国際比較研究をなさっておられるということなので、ぜひその辺も導き出して

いただければおもしろいと思いました。 
山内	 私は国際協力研究科というところで教えていまして、途上国のことなんかもよく議論す

るのですけれども、途上国の場合は教育を受けるということで将来設計を立てやすくするとい

う目的があったんです。けれども、途上国でないにしろ、韓国とか中国とかの同じような問題

を研究している人、日本人研究者、あるいは現地の研究者と意見交換すると、日本の場合は相

当違っていて、韓国とか中国の場合はメンツを重んじる文化というのが非常に強いのですね。

大学を出て、それに見合った仕事に就けないとなると、大学院に行くとか海外に留学するとか

して、非正規の仕事には就かないのです。自尊感情が非常に高いですから。けれども日本の場

合は、かつて代替雇用という言葉で言われていましたが、比較的抵抗なくロースキルの仕事に

入っていってしまう。これは学校教育だけで説明できないのではないか、家庭教育なのではな

いかとおっしゃるのは確かにそうかもしれないと思います。 
	 私は、この世代特有の問題なのかと一瞬思わないでもないのです。検証はできていないので

すが、私たちのデータはちょうど団塊世代の子どもたちの世代です。団塊世代というのは異議

申し立ての世代。その子どもたちは自分のやりたいことをやる、社会的期待を背負うのではな

くて、自己実現というものを非常に重視する、そういう自分らしさの追求を非常に重視された

世代です。自分を見つけることに失敗してしまったりするともう混乱を生じて、周りから理解

不可能な職業選択に走るとか、そういうことなのかなとおぼろげながら思っているのですが。 
原	 そうかもしれません。世代論として見られるところはあるかなと僕も思います。 



 

立田	 世代論ということは、日本だけではなくて他の先進国でも大戦後ベビーブームの時代が

あるわけです。もし世代論で切ってしまうと同じような現象が各国でも起こっているはずなん

です。そうすると日本だけという説明にはならないと思います。 
	 それから 19 のところでおっしゃっていた日本の特徴ということで、日本調査と言われている

のですけれども、これを諸外国で同じような調査をやられて比較したものがあって、日本だけ

の特徴だと言われているのかどうか。同じようなデータで同じような現象はないんだというこ

とを言わない限り、日本独自ということは言いにくい気がするのですが、おっしゃっていた根

拠というのは何でしょうか。 
山内	 イギリス、アメリカのメインランド、ハワイで似たような調査を３カ所でやりました。

スノーボールサンプリングで一人の人から次を紹介してもらって、どんどんインタビューをや

るということをやりました。ここでは日本の場合とはかなり違うということは確認しました。

ただ、他の国はどうかというのはまだやっておりませんので、文献で得た知識です。 
原	 外国で高学歴のフリーターをサンプリングするのがものすごく難しかったのです。「大卒

のフリーターなんて探せるはずがない」みたいなことを言われたことがあります。大学に行く

理由がそうならないための自衛手段だということなんです。無駄だとは言われませんでしたが、

そんな調査のサンプルの対象者を探すことは不可能じゃないかと言われました。 
下村	 アメリカはそうですけれどもヨーロッパはもともと大学の在学期間が長いのではない

でしょうか。日本は４年で卒業するのが一般的ですけど、ヨーロッパは在学期間が長かったよ

うに記憶しているのです。それが隠れたモラトリアム的な、フリーター的な留年と解釈できる。 
立田	 職業構造からいうと、米国も英国も先進国は日本と同じような職業構造になっているは

ずだと思います。その中で、大学への進学率も同じように進んでいるわけですよね。そうした

ら、10 年以上前からアメリカの大学を卒業しても仕事がないという層がいっぱい出てきた、つ

まり非正規。正規、非正規という言い方がアメリカの場合は１年でも正規であり得るというこ

となのです。定義の仕方が国によって違うのをどうクリアされたのか。アメリカは正規で就い

てもクビにしようと思ったらいつでも使い捨てられると。だから使い捨てられるという表現を

使うのだったら、アメリカは正規であってもキャリアであっても使い捨てられる状況があるわ

けです。その雇用の習慣が違うというところがあると思うのです。 
下村	 確かにヨーロッパではオーバーエデュケーションと言いますし、アメリカではアンダー

エンプロイ、その人の学歴に見合った職業に就いていない人、これがここでいうところの主体

的に使い捨てられる若者の層。主体的にというかやむを得ずだと思うのですけれども。 
岩崎	 フランスはやりやすいと思います。フランスは一たん期限なしの雇用になれば労働法で

守られますからずっと雇用が続く。その代り、期限つきの雇用というのが非常に長く、期限な

しの雇用に入るまでの期間が長くなってきているという指摘もあります。先ほどのアメリカの

リストラというパターンもあれば、フランスのように一たんつけば正規雇用という扱いになる

という、国によってフリーターの定義が難しいのかも知れません。 
井上	 文献を読ませていただいて、イギリスの場合もキャリア教育されて職業観とかを育てて、

しかし実質的にはなかなか難しい。日本も出口の労働環境と同時に高校とかのキャリア教育の

問題も指摘されているのですが、私は適正という問題と職業と、適正じゃないけど職業に就く

という、適正というところで一貫するしかないのですかね。それはどういう幅というか、適正

でなくても仕事は生活上、就かなければいけないというところもありますよね。そして職業に

ついてから適性ということもあると思うのですが。今後の展望だけでも教えていただければと

思います。 



 

立田	 若者たちがどんなふうにして自分の適性を探っているのかということが、この調査の中

で見られたかというご質問ですね。 
原	 これもデータをもって申し上げるわけではないので、 近のキャリア教育の流れの中で考

えるならば、意外に高校生も大学生も、自己適性みたいなものをほとんど知らない。何に向い

ているのか自分で理解する方略を持たないということがあります。 
井上	 でも中学校、高校では自分の適性は、「何とか診断」とかやりますよね。意外と難しい

のでしょうか。 
原	 何校かの高校生に話を聞いたことがあるのですが、適性検査をやった後に、自分にこんな

適性があっておもしろかったという意見はものすごくうそっぽいというか、彼らに結果をどう

思うかと聞くと、信用していないというか、自分の適性をわかっていないくせに出てきた結果

をうのみにしないというか、それに対してありがたがらないということがあるのです。 
山内	 たとえば社会学部とか国際何とか学部とか人間何とか学部とか、そういう学際的な学部

に進学した学生は何を学びたくてどういう進路に進みたくてそういう学部に進学したのか聞き

取り調査をやっているところです。中堅ぐらいの大学になってくると、やりたいことがはっき

りしていないからここに来たんですと。じゃあどういうゼミに行きたいのかと聞くと「それも

今勉強してまして、社会学部だったら何でもできそうです」と。将来何になりたいかと聞くと、

「いやそれもまだ決まってません」と。要するに進路決定を先延ばしする、東大の金子元久先

生のおっしゃる受容型というタイプです。将来の進路をはっきり決めないでとりあえず大学に

入っていろんなことをまじめに取り組んで、その中で適性を見つけ出そうとするのを受容型を

おっしゃったんですが、まさにそういう、やりたいことがあって来るんじゃなくて、自分が何

に向いているのかを探すために来て、人文系から自然系まで揃っている学部が多いですからい

ろんなことやってみて適性を探すというイメージなのかなと私は思うのですが。 
原（義彦）	 私は分野が社会教育なのですが、学力の移動という観点で分類されたⅠ、Ⅱ、Ⅲ

ですが、このⅢは移動なしのグループなのですけれども、既に他の方が研究されているのか、

Ⅰ、Ⅱ、Ⅲに共通する、今回それぞれの特徴を出されている、これはまさに先生方のオリジナ

ルかと思うのですが、一方でⅠ、Ⅱ、Ⅲに共通する部分というのが社会階層だとかそういった

ものなのか、おわかりになれば教えていただきたいと思います。 
	 もう一つ、一番 後の教員養成のところとの関係で、私も今そういったところにいるもので

すから、たとえば 初から教員になろうと思って、教員はいいものだと思って教員になると、

現実は違うということで、そこにショックを受ける学生もいるわけですよね。 
	 先ほど金藤先生から家庭教育の話がありましたけれども、私はその後の話で、実際に就職し

た場合とか、そちらになった時に変えられるのかどうかということもあるのかなと思いました。

逡巡して行ったほうが、教員としては迷う子どもに対して共感できる。指導という点でいうと、

逆に教員としての適性があるのではないかという見方もありそうなんですが、そのあたりどう

でしょうか。 
山内	 関西圏の若者のデータなのですが、近畿付近は高校卒業予定者が直接企業と就職の交渉

をすることが禁じられていまして、高校に対して企業が求人を行って高校が配分するというこ

とになっています。高校生がダイレクトに企業に応募する場合、求人の雑誌みたいなもので応

募することはできるのですが、大概アルバイトとか非正規の仕事なのです。阪神淡路大震災の

後、求人の件数が５分の１から 10 分の１ぐらいに落ち込んで、高校から各生徒に配分する時に

希望数だけ行きわたらないわけですね。その時にどういう基準で配分するかというと成績と出

席日数。要するに勤勉な学生であるかということが大事で、一定の成績以下の人はもう自分に



 

は求人が回ってこないということがわかっています。 
	 進学校であれ、進路多様校であれ、就職希望者というのは成績が「下」であったら、フリー

ターになりやすいのです。他の府県は私は調べていないのでわからないのですけれども近畿の

構造としてはあるのだと思います。 
原	 後者について、これまでの経験だけで申し上げるならば、21 の表ですけれども、Ⅰ、Ⅱ、

Ⅲもボランティアに行っている子たちは採用試験に受かるんです。どれが本当に継続的にいい

教師かとか、その後のフォローアップを必要とするのはどこなのかとか、視野が狭いのでだめ

だということには必ずしもならない。それはその子のタイプによります。 
	 ただひとつ重要なポイントがあるのは、右上のフリーター、ニートになりやすいタイプの子

がボランティアに行くということがあります。この子たちの中にはボランティアに行って、本

当に教師をやめるという決定が意外にあるんですね。つまり子どもの前に立ってみたら自分が

立ちすくんでしまった。子どもが周りに寄ってこないことがわかった。自分は教師に対する適

性がないと判断したので、子どもの前に立つのではなくて教材づくりを専門に行う企業に就職

して後方支援をすることにしますとか、塾の講師になりますとか、そういうこともある意味で

はボランティアはプラスの働きをしているのかもしれないという印象を持ちます。 
小桐間	 本を拝見して印象に残っているのは、山内先生がおっしゃっている、現在の状況は教

育過剰ではないかというところです。本来大学に行くべきではない人が大学に行き過ぎている

というのは、何かそれを裏づけるようなものがあるのでしょうか。 
山内	 いえいえ、そんなことを申し上げているのではなくて、教育に対する過剰な期待、教育

が自分の可能性を広げてくれるというような、自分の教養を深めるとか人格を磨くとかいい方

向に自分を変える、可能性を開く、社会的チャンスを広げてくれるという盲信はまずいのでは

ないかということです。要するにどの程度の教育水準の在り方が望ましいかというのは、人々

の期待だけで決まるのではなくて、職業構造とか社会状況とかも考慮されるべきではないかと

いう議論なのです。行くべき人が行っていないというようなことではないです。 
田中	 大学が過剰だという認識のほうは審議会で長く審査の上、開設が適当という答申を出し

ておきながらそれを拒否するような（笑）。大学が過剰だったのならいくら企業が求めるような

人材を養成するためのいい大学をつくろうとしても、そういった大学さえつくってはいけない

という、それは全くおかしなことになってしまうわけです。実際に企業はどういう大学をいい

大学として評価しているかというような調査が以前発表されましたが、必ずしも伝統校ではな

くて、新設された大学、しかも過疎地であって、なるべく若者が県外に出ない、あるいは県外

から若者が入ってくるようにして、人口減少率をとどめようとしているところがあります。国

際教養大学とか。既に秋田県立大学という公立大学がありながら、さらに 2000 年以降に新設し

たのです。英語ですべて授業を行って、留学を義務づけたりして、それに対して立命館アジア

太平洋とか高い評価を出しているんですね。ここにヒントがあるような気がするんですね。 
	 確かに企業がどういう大学、学部から人材を求めるかを見ると、理系は特定の技術と密接に

結びつきますが、文系の場合は明らかに社会科学が有利なんです。法学部、経済学部。でも文

学部とか人文系というのは外されています。そうなるともう文学部の定員を減らして、企業が

求める国際教養、英語に限らず他の言語でいろんな教養、各国の文化、歴史を学ぶ、そして外

国人とコミュニケーションできるというほうが企業が求めているグローバル人材の養成なんで

すね。実務的なほうに振り向ける。それによっていくら大学の進学率が上昇しても企業での雇

用は十分賄える。 
立田	 学部の内容とか学ぶべき内容とかそれぞれの教科ごとにこういう結果の違いは出てく



 

るんじゃないかと思います。理系と文系という面では見ておられなかったんですか。 
原	 今回はそんなに見てないですね。 
田中	 先ほどから日本の場合、高学歴者でフリーターが多いという指摘があって、これはアメ

リカの場合のＭＢＡとか、何であんなに高額の授業料を払いながらも行くのかというと、結局

ＭＢＡを取れば明らかに学部卒に比べると企業での賃金が何倍にも跳ね上がるからです。そう

すると、大学での授業料というのはすぐに回収できる。高等教育の投資収益率を日本とアメリ

カで比べてみても、アメリカのほうがずっと高い。つまり学歴差による賃金格差がアメリカの

ほうがずっと高いということなのです。逆に言えば、大学への収益というのは日本の場合少な

い。大学、大学院を出ても、それに見合う報酬が十分に得られていないということなんですね。 
	 ただ、日本が発展途上の時代であれば、アメリカの技術とかを導入するのに博士人材が必要

かというとそうではないでしょうけれども、フロントランナーになれば、実務的な工学系ばか

りではなくて、物理とか数学とか理学系の博士の活躍の場というのはふえてくるのではないか

という気がしています。 
	 理学部の博士課程の無業率については、学校基本調査の過去 30 年を分析してみましたけれど

も、リーマンショックとか極度の大きな変動要因があった時期を除けば、30 年ほど前に比べれ

ば今のほうが理学部の博士課程の無業率は低下していると見ることができます。 
笠井	 私は、東京学芸大学の学部長を３年やっています。教員養成大学の学生に、教育実習を

受けられなくなってしまう者が結構いるんです。朝起きられない、行ったら完全に固まって実

習ができない。その時点でやめる子はイコール卒業できなくなります。 終的に学校の先生に

なったらいいのか、ならないからいいのか。そういうサジェスチョンをどういう形で与えたら

いいかというのは大きな悩みだったわけです。いろいろな経験を踏まえて悩み悩んで教師にな

るかならないか決めるというのが一番いいことだと思いますので、きょう教えていただいたこ

とは非常に参考になりました。 
	 もう一つ、身の丈にあった生き方が大事なんじゃないかと思いました、中学校時代の進路指

導、それぞれの進路指導において、どういうふうに向けさせていったらいいのか、中学校の先

生がこういう知識を持つことが非常に大きいのではないかと思いました。 
原	 身の丈に合った生き方を選択させようとすると、現場の先生方の多くはすぐに社会の厳し

さを教えるとか、そういうことで子どもたちの夢を小さく、あるいは現実的に、厳しく教えて

しまうという部分あって、曲解されてしまいそうなのですね。 
	 一方で夢追い型の進路指導というのは、それまた問題があるわけで、現実を見せないといけ

ない。その折り合いをどこでつけるかというあたりは、先生方の研修の問題で取り上げること

ももちろん重要だし、その視点は大事だと思います。 
	 まず、自分が何になりたいかを確定しないままに学校生活を送っている中学生、高校生が非

常に多いことを憂います。夢ですから当然変わっても構わないし、やりたいものはその時々に

合わせて変わってもいいと思うのですが、それを考えさせる機会というのが意外に少なく、そ

こが問題なのではないかと思うのです。もう一つはそれをみんなの前で発露させる機会がなく、

自己開示をさせないまま、自分が抱え込んだ形の進路決定をさせているように思えるのです。 
	 ホームルームなどで一人ひとりに５分間スピーチなどで自分の進路のことを語り始めさせる。

周りへの定着のさせ方みたいなものをお互いにやっている学校が上手くいっているように思え

ます。そのあたりを組み合わせることなのではないかと、頭に浮かびました。 
立田	 今回のフリーターの調査は 26 歳以上の人が非常に少ないですけれども、成人教育とい

う観点では一度社会に出て仕事をしてからもう一度学ぶと、学習への意欲とか学び方が違って



 

くるということがよく言われるのです。データそのものは 26 歳から 35 歳のあたりが非正規雇

用者の数として多いのですが、その辺が同じようなことが言えるのかどうか、学び直しの人た

ちが入っていたらデータとして〔・・・聞き取り困難・・・？〕 
望月	 進学校の下位グループというデータは初めて見ました。私自身は高校の教員をやってお

りまして進学校にもいたことはありますし、真ん中の学校、非進学校と言われるところの生徒

も対応しておりました。進学校の下のグループは、ある程度有名な進学校に入れたという自信

があって、でも上位層ばかりが来るわけですから、初めて平均点以下というのを取ることにな

ります。そこで自信がなくなって、勉強しなくなって、そういうところは教員がフォローをす

るように担任としては心がけていたこともありました。 
	 ただ、全員が一流大学を目指さなくてもいいんだし、いろんな生き方があるよということを

フォローしているつもりなんですが、結果としてこういうことになってしまうと。中学校も高

校もかなりキャリア教育はしていると思いますし、夢追い型でもなく、現実も見せながらやっ

ているのですが、結果として上手くいっていないのかなということになると、そこを分析する

必要もあるのではないかと思いました。 
	 この前、北海道の進学校なんですが、１年生から２年生への文理の集計をしたら、理科系が

８割になったと。３割が医者になりたいと言っている。これも社会情勢を見て、理科系のほう

が就職がいいんじゃないかと生徒たちが考えているということだと思います。本当に自分のや

りたいことと適性に〔ブンテン？文転？〕するだろうと思いますけれども、「３割も医学部に行

けるのか、うちの学校で」と担任が悩んでいました。情報がありすぎて子どもたちが迷うとい

うことも出てきているようです。今の中学生、高校生が置かれている状況というのは一昔前ほ

ど単純明確なラインにならないゆえに、厳しいなと感じています。 
原	 どうするかという時に、多くの学校はキャリア教育と称してインターンシップみたいなこ

とをやろうとしています。社会、あるいは職業の見せ方を考えようとされる。ところが、キャ

リア教育の中で特にインターンシップのやり方に関しては、１日とか２日のインターンシップ

をやります。 
	 教育学部に入ってくる 180 人ぐらいの学生たちは、20 年前はほとんどが小学校の教員を目指

して佛教大学に進学して来たんですね。ところが 近は 40～50 人が幼児教育、保育園とか幼稚

園の先生になりたいと思って来るのです。なぜかと聞くと、中学あるいは高校時代に幼稚園へ

たった１日、２日インターンシップに行ったとかで将来を決めてしまっている。そこが非常に

危ういなと思うわけです。果たしてそれが本当のインターンシップと言えるのか。キャリアの

見せ方とは違うんじゃないかという気がしているんです。事実、幼児教育の免許を取り、幼稚

園に思った通りに就職したけれども離職するという子たちが多いのですね。そこもご一緒に悩

ませていただければありがたいと思います。（笑） 
山内	 兵庫県はトライアルウィークという有名な取り組みがあります。たとえばＪＲの改札で

「おはようございます」とあいさつするようなものから、出版社へ行って働くのとかいろいろ

あるのですけれども、幼稚園とか学校はものすごく人気があるんですね。ただ、そういうとこ

ろへ行っても、先生たちもあまり危険なこととか責任を負うようなことをさせないですから非

常に居心地がいいのです。そのイメージで入ってしまうという学生も結構いるようではありま

す。 
	 さっき望月先生がおっしゃった理系が人気の話ですが、関西は私立大学が社会科学系の単科

大学が非常に多くて、理系は少ないのですけれども、一つはキャリア教育とも関係して奈良の

王子工業高等学校という有名なところがあります。そこは資格をたくさん取らせるんですね。



 

スキルを身につけさせるのと同時に、これだけやったじゃないか、形があるじゃないかという

自信を植えつけるんですね。偏差値からいうと 40 幾つかの学校なのですが、みんな正規の社員

として就職します。周辺的な労働ではなく、コアな開発の社員として就職しています。関西で

はその王子工業高等学校のキャリア教育をモデルにしている学校がふえているように私は思い

ます。 
下村	 キャリア教育について議論が錯綜しているように思うのです。一方で進路を中高の早い

段階で固定させることをキャリア教育と呼び、一方ではそれを決めていないじゃないかという

こともキャリア教育と呼んでいると思うのです。文科省の会議などにも出させていただいてい

るのですが、山内先生の 154 ページに書かれているような、ジェネリックスキルですよね。そ

ういったものを文科省のキャリア教育は目指していると思うのです。適性であるとか、やりた

い仕事を明確化させるというよりは、むしろこういったものを伸ばそうじゃないかということ

をキャリア教育開始の時からやっていたと思います。 
	 キャリア教育を批判する人というのはキャリア教育をすごく狭く定義して批判する。しかし

本当はもっと広いことをキャリア教育と呼んでいて、だから現場の先生からすればたくさんや

っているという印象になる。批判する側からすると役に立っていないと。議論の錯綜があると

思うのです。 
	 今、文科省的な、経産省的な、国がやっているキャリア教育というのは山内先生の 154 ペー

ジ的なものと思っているのです。本田さんが職業教育とかに対して批判されている点は正しい

と思います。職業教育というのはお金がかかるのでできないということがあると思いますし、

だからジェネリックスキルといういろんな職業に通用する汎用スキルを身につけさせようとし

ているのですね。 
	 原先生のお話で、中位で一番手が挙がって、上位、下位では手が挙がらないというのも、上

位は本田さんが言うところの、やりがいの搾取の魔の手にかからないような賢さがあるので、

早い段階でやりたいこととかにとらわれないのだと思うのです。よく知っているからだと思う

のです。下位の場合は、やりがいなんて言ったってしょうがないと。中位のつらさも理解する

必要があると思うのですね。中位というのはやりがいとでも言わなければ、下位層と全く同じ

になってしまうところがあるのだと思います。やりがいが搾取されることは薄々知っていても、

やりがいの中に没入していかなければならないという悲しさがあるのです。ここをやりがいと

か適性とか言っても役に立たないということもありますけれども、そうとでも言わなければ自

分の進路が立ち行かない層があるんだということも認識する必要があるんじゃないかと思いま

す。 
立田	 生きがいと関連してきますね。やりがいを奪ってしまうと生きがいなしで働けというこ

とになるから、それは悲しいですよね。 
下村	 だからオートバイのライダーでやりがいがあるとでも言わないと、自分の 20 代の生活

が成り立たない人というのがいるんだと思うのです。これをやりがいの搾取と言って上からも

のを言うのは簡単なんだけれど、本人たちの気分というのも救い上げてあげる必要があると思

います。 
	 先生方の本の中には若者を優しい視点で理解しようという視点がたくさんあったと思うので、

そうであればこそ、やりがいの搾取と言って揶揄するよりは、むしろこうでも言わないと成り

立たない層なんだということも考えておく必要があるのではないかと思います。 
山内	 阿部さんの本に書かれているのは、バイク便ライダーには２種類あって、一つは飛ばし

屋のバイク。飛ばしたいという欲望と仕事を兼ねられるというものですね。もう一つはダサい



 

バイクですり抜けていくようなバイク。それに乗ると昇進の可能性や賃金が上がる可能性があ

るのだけれども、飛ばし屋だとその可能性がない、使い捨てられるだけだと。もちろん飛ばし

屋のバイクで行くことでそういう人たちは救われているということなのかもしれないですけど、

上から目線ではないように思うのですけど…… 
立田	 上から目線というよりは雇用戦略がそこにあるんだということはわかるんです。だけど、

やりがいの搾取ということになると、言い方を変えたら、あなたたちは利用されているんです、

と。つまり利用する層と利用される層があって、支配層は利用する層で、それ以下の層は全部

利用される層だと。利用される層を全部やりがいの搾取という言い方をしてしまったら、言葉

の言いかえなだけで、つまり一番上の層は支配層、あとは全部非支配層だから、非支配層はや

りがいの搾取をしたり、企業の戦略の中にみんな乗せられているという言い方をしているだけ

で、支配と非支配の関係にあるということに過ぎないのではないかと思うのです。あなたたち

はやりがいを持ってはいけない、搾取されているからだまされるなという言い方をすると、動

機を持たずにあなたたちは働きなさいということになるのです。もっと下の層になってしまい

ますよね。 
下村	 そうなんです。一見味方をしているように見せながら、ダブルミーニングで差別してい

るところがあるのです。 
立田	 僕が思うのは、東大卒の人の中のさらにエリートがあって、支配層になっていくんです

よ。上から目線というのはそういう意味ですよね。 
下村	 バイク便の人たち本人が「やりがいの搾取だ」とシュプレヒコールを挙げているのなら

まだしも、東大の先生がこういうことを…… 
立田	 支配層の目線で言うから余計に……（笑） 
村瀬	 私も望月先生と同じように高等学校の現場に３月までいましたので、ここに書いてある

いろんな子たちの意見は、どこかで聞いたことがあるなあと思いました。 
	 11 番の表についてですが、経験則からしか私はわからないのですが、このデータの通りだな

と改めて思いました。一つは、この進学校、進路多様校、非進学校で、実際に行われている授

業、あるいはそこで求めている学力像というのが違うんですね。学力像というのがこの結果と

どういう因果関係があるのか、あるのかないのかも含めて、そのあたりを疑問に思いました。 
原	 先生のおっしゃる通りで、私も学校現場を山内先生と一緒に回らせていただいて、授業の

後の感想を戦わせるのですが、共通して言えることは、進学校と中堅校との間の授業のターゲ

ティングしている文脈、言い方を変えると先生方が狙っている授業の決着のつけ方が違うとい

うか、学力低位になればなるほど、先生方は子どもたちとの距離感をつめて、やさしくなって

いるというか、勉強できるだけが必ずしもよいわけではないという言い方をすることによって、

そこへ行っている子どもたちとの関係性を良好に保っているというか、そんな印象を持つんで

すね。 
	 上に行けば行くほど、その意味においてはさっきの議論にあったように、現実をストレート

に伝えて、勉強ができないことがいかにいけないかということを言っても彼らはそれを理解す

るし、取捨選択するのです。ただ、それが先ほど申し上げたような、結果的にフリーターにな

っている背景にあるのかというと、むしろ先生が何を言おうが、彼らはそこがフリーターにな

っている理由ではなくて、右上の層が もフリーターが多いのは、それこそインタビューの言

質を借りて言うのなら、過去の栄光と現実はこんな状況になっている自分とのギャップに対し

て、自分が了解できないので逃げる方略としてフリーターになっている。だから先生方が学校

の中で子どもたちに向き合っている姿は姿として理解しているけれども、それがフリーターを



 

構造的に生み出している原因ではない、という印象は受けます。それだったらもっとフリータ

ーになるべきは違うところの層から出てくるのではないかという気がするんですね。きれいご

とを言っていて現実を見せなければ、当然下位層のほうがもっともっと生み出される可能性が

あるわけですから。 
	 きょうの議論にあったように、自尊感情というか自信のなさというかギャップというか、そ

ういった問題が我々が一番提供したかったことで、恐らく現実なのではないかということは感

じます。 
下村	 19 ページでそれぞれの層に見合った就労支援ということをおっしゃっているので、具体

的なイメージがあれば教えてください。 
原	 それぞれにそれぞれの就労支援の仕方というものがあるだろうと。それが一体何なのかと

いう時に、学力上位の、この図でいうと一番右側の子たちは、学力はある程度あるけれども、

親も含めて、この子らは今すぐに努力しなければならないという気持ちが発動しづらいです。

だから具体的な方略でこれがベストというものは持ちませんけれども、この子たちこそがイン

ターンシップのようなことをしっかりやらないと、働くということに対して非常に脆弱である

層だと思います。 
	 その逆が一番左側の層で、高校に行きながらアルバイトしている、あるいはせざるを得ない

も含めて、社会との接点は随分持っていますから、彼らはむしろ自分の存在意義みたいなもの

を全く見出していない、先生にすら相手にされていないというか、そういう状況の中で、自分

に対する価値を下げてしまっている子たちです。彼らにはもっと自尊感情を上げるような取り

組みが必要だろうと思います。真ん中の子たちは中庸なのですが、現実が見えていないという

こともあり、先ほどの先生のご指摘のように、むしろそこが一番悲しいんだと思ったので、僕

の考えている問題とは今すぐに言ってしまわないほうがいいかなと。山内先生どうですか。 
山内	 今、おっしゃったことと全然違う次元の話なんですが、就労支援ということでいうと、

男女別でかなり違うんだろうと思うのです。関西のデータしか出していないので、関西のケー

スしかわからないのですが、高校卒の場合は学校から求人票をもらうのですが、性別も指定し

てやってくるんですね。男子の場合は単純な肉体労働系の仕事。ブルーカラー的な仕事ですね。

女子の場合は販売サービスが中心で、販売サービスのほうに男の子が余っているからいらない

かと言っても、いらないと言われます。性別も指定されているのです。ですから、ここで性別

を考えていかないといけないのだろうなと思うわけです。明らかに違うのですね。 
立田	 それでは 後に、山内先生と原先生から一言ずつお願いいたします。 
山内	 ありがとうございました。私も気は若いつもりなんですが、だんだん若者じゃなくなっ

てきまして、（笑）自分の感覚で考えたらいけないなと 近痛感しまして、むしろ全然違うんだ

ということを前提にして、インタビューを受ける人に接しないといけないと痛感しています。

どうもありがとうございました。 
原	 私も同様に、こういうところに来て、様々に先生方からご指摘をいただくと、非常に勉強

になります。またこれをきっかけにしてこの研究を進めていきたいと思っています。 
	 実はこの学力移動という概念はもしかしたら使えるかもしれないと思っているところなので

す。ただもう少し精緻に分析しなければいけないという気はします。 
	 「便所めし」のところで申し上げたのですが、トイレでご飯を食べている大学生を拉致して

（笑）研究室に連れてきてインタビューすると、友達がいないわけじゃないんです。ただ自分

が一人食堂でご飯を食べている姿を人から見られるのをすごく嫌がるんですね。つまり、人か

らの見られ感みたいなものがすごくあって、そういうことを気にする子たちがトイレでめしを



 

食べているということが徐々にわかってきました。そういう問題を中心にして切り込みながら、

就労について考えていくということは、つまり非正規になる子たちの多くは実は見られ感みた

いなものもある。 
	 大学で授業をやっていますと、同じ中学校、高校なのにプロファイリングが違う子たちが同

じ大学にいるわけですね。自分の立ち位置が違うのに学内で内部推薦で入ってくると、同じよ

うなところにいるわけです。そうすると学力の高い、さっきの３×３のマトリックスの左上に

いる子たちは自力で自分の希望である出版社なら出版社に入るわけです。そうすると右上のフ

リーター、ニートのもっとも多い層は、ワンランク、ツーランク下げればちゃんとした正規雇

用があるにもかかわらず、左上の子が決まった出版社へ、非正規を主体的に選択して行こうと

するんですね。それを授業の中で書いてくれた子たちが一人や二人じゃないんです。それが「見

られ感」なんだろうなと思うと、そんなことを含めた就労支援の仕方とか学習の意識の立て方

を研究していかなければいけないんだろうと感じております。きょう先生方から頂いた様々な

ご意見はしっかりメモさせていただきました。ありがとうございました。 
立田	 ありがとうございました。 

（終了） 
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第１章	 日常生活におけるメディア利用	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

小平	 さち子（ＮＨＫ放送文化研究所）	 	 

 
本章では、人々が、日常生活において、様々なメディアにどのように関わっているかについ

て、「メディアの所有実態」「メディアの利用頻度と操作の難易度」「目的別にみたメディアの利

用」の 3点に着目して、調査結果を紹介する。なお、可能な部分については、平成 13年に国立

教育政策研究所が実施した「成人学習者を対象としたメディアの利用に関する調査」の結果と

の比較についても触れることとする。（注１）	 

	 

第１節	 メディアの所有実態	 	 	 

	 表１－１にあげた16種類のメディアについて、調査対象者750名（20～69歳）に所有の実態を

たずねた結果をみてみると、まず全体的な傾向として、圧倒的大多数の人々が所有(｢自分専用｣

＋「家族で一緒に使う」)しているのは「テレビ」と「本」（いずれも95％以上）、8割以上の人

が所有しているのは、「録画再生機」「固定電話」「デジタルカメラ・ビデオカメラ」であること

がわかる。	 

他方、調査時点においてほとんど普及していなかったのは、「3Dテレビ」と「電子書籍リー

ダー」で、「携帯型音楽デジタルプレーヤー」「携帯型ゲーム機」「テレビゲーム」「電子辞書」

も、調査対象の半数以上が“非所有”である。	 	 	 	 	 

	 	 	 

表1－1	 メディアの所有実態	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (n=750）(%)	 

（Q５） 

（1と2については複数回答有り） 

1 2 3 
自分専用
のものがあ

る 

家族で一
緒に使うも
のがある 

持って 
いない 

1．ラジオ	 41.1	 36.7	 29.1	 

2．テレビ	 45.1	 65.3	 3.1	 

3．3Dテレビ	 1.9	 3.3	 95.1	 

4．録画再生機	 (ﾋﾞﾃﾞｵﾃﾞｯｷ、DVD・HDD・BDﾚｺｰﾀﾞｰなど)	 31.5	 59.2	 16.9	 

5．固定電話	 15.7	 73.5	 13.1	 

6．ファックス	 10.3	 51.3	 39.6	 

7．携帯型音楽デジタルプレーヤー（iPodなど）	 38.5	 11.9	 51.2	 

8．携帯型ゲーム機	 （PSP、ニンテンドーDSなど）	 22.5	 26.4	 54.0	 

9．デジタルカメラ・ビデオカメラ	 44.7	 43.2	 19.5	 

10．テレビゲーム	 （PS3、Wii,	 Xbox360など）	 17.5	 30.0	 54.8	 

11．電子書籍リーダー(キンドル、i-pad、GALAPAGOSなど）	 2.9	 2.5	 94.8	 

12．電子辞書	 18.0	 16.1	 66.9	 

13．本	 82.1	 34.4	 4.9	 

14．雑誌	 62.5	 28.0	 22.9	 

15．新聞	 15.7	 61.3	 27.2	 

16．マンガ・コミック	 45.7	 26.5	 39.1	 

注１：一体型のものについては、それぞれのメディアについて当てはまるものを回答するよう求めている。	 

注２：網かけは、各メディアに対する回答の中で、 も値が高いことを示している。	 



 

なお、この設問には、「携帯電話」「パソコン」が項目として含まれていないが、別設問(Q29)	 

の結果によれば「携帯電話」の所有は91.1%であった（第4章参照）。「パソコン」については、

本調査がパソコンを用いたインターネット調査であることから、非所有者はいない。	 

	 

メディアの所有形態に着目すると、「本」「雑誌」「マンガ・コミック」「携帯型音楽デジ

タルプレーヤー」のように「自分専用のものがある」が「家族で一緒に使うものがある」より

多いメディアもあれば、その反対で「テレビ」「録画再生機」「固定電話」「ファックス」「新

聞」のように「家族で一緒に使う」のほうが上回っているメディアもある。家族共有率の高い

メディアの傾向は、全般に平成13年調査でも同様である（ただし平成13年調査では「固定電話」

は項目に含まれていない）。	 

家族と一緒に暮らしている人と単身者とでは、当然ながらメディアの所有形態には違いがみ

られるが、特に「固定電話」の場合には顕著である。単身者（n=136）の37.5％は固定電話を所

有しておらず、この値は、家族と一緒に暮らしている人(n=614)の場合の7.7％を大きく上回っ

ている。	 

ここにあげたメディアの所有実態は、年齢層別で顕著な差がみられる。高年齢層ほど所有が

多いメディアは、「ラジオ」「固定電話」「ファックス」「新聞」であり、この中で｢ラジオ｣

は、50代と60代では「自分専用のものを持っている」人が半数を超えている。若年齢層ほど所

有（とりわけ“自分専用”）が多いのは、「携帯型音楽デジタルプレーヤー」「携帯型ゲーム

機」「テレビゲーム」「電子辞書」などの比較的新しい電子メディアと、古くから存在してい

る紙媒体の「マンガ・コミック」である。	 

	 

	 

第２節	 メディアの利用頻度と操作の難易度	 	 
（１）メディアの利用頻度	 

続いて、これらのメディアがどの程度利用されているのか（「ほぼ毎日」「週に 1回以上」「週

に 1回未満」「全く使わない」の 4件法）を調べた結果を見ていく(表 1－2)。「毎日利用」が多

いメディアは、「テレビ」（87.5％）と「新聞」（56.9％）である。ただし「新聞」の場合は、

「全く使わない（読まない）」も 25.3％あり、両極化傾向がみられる。平成 13 年調査と比較

してみると、両時点で共通して調査対象となっていたメディアの中では、「ラジオ」と「新聞」

を「使わない」人の比率が今回の調査で増加している傾向がみられる。	 

	 

表1－2	 メディアの利用頻度 
（％）	 

（Q６） 

 

1	 2	 3	 4	 
ほぼ 
毎日 

週に 1 回 
以上 

週に 1 回 
未満 

全く使わ
ない 

1.	 ラジオ	 21.7	 15.9	 22.0	 40.4	 

2.	 テレビ	 87.5	 7.9	 1.9	 2.8	 

3.	 3D テレビ	 2.1	 0.3	 0.5	 97.1	 

4.	 録画再生機(ﾋﾞﾃﾞｵﾃﾞｯｷ､DVD･HDD･BD ﾚｺｰﾀﾞｰなど)	 26.9	 27.1	 21.1	 24.9	 

5.	 固定電話	 16.0	 30.7	 33.6	 19.7	 

6.	 ﾌｧｯｸｽ	 3.9	 9.9	 37.2	 49.1	 

7.	 携帯型音楽ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌﾟﾚｰﾔｰ	 (iPod など)	 15.6	 12.7	 12.7	 59.1	 

8.	 携帯型ゲーム機	 (PSP､ﾆﾝﾃﾝﾄﾞｰ DS など)	 5.1	 9.6	 20.5	 64.8	 



 

9.	 ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ･ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗ	 2.4	 15.7	 55.5	 26.4	 

10.	 テレビゲーム(PS3､Wii,	 Xbox360 など)	 3.9	 8.9	 22.0	 65.2	 

11.	 電子書籍ﾘｰﾀﾞｰ(ｷﾝﾄﾞﾙ､i-pad､GALAPAGOS など)	 1.5	 1.9	 2.3	 94.4	 

12.	 電子辞書	 1.9	 6.3	 15.3	 76.5	 

13.	 本	 21.9	 32.1	 33.6	 12.4	 

14.	 	 雑誌	 7.1	 30.7	 35.5	 26.8	 

15.	 新聞	 56.9	 9.9	 7.9	 25.3	 

16.	 マンガ・コミック	 6.0	 18.8	 32.1	 43.1	 

注： 網かけは、それぞれの回答の中で、最も値が高いことを示している。 

	 

所有状況の場合と同様、メディアの利用頻度についても、年齢層別の結果には顕著な特徴が

みられる。「ラジオ」｢テレビ」「固定電話」「新聞」では、高年齢層ほど利用頻度が高いのに対

して、「携帯型音楽デジタルプレーヤー」「携帯型ゲーム機」「テレビゲーム」「マンガ・コミッ

ク」	 については、若年齢層ほど利用頻度が高い傾向がみられる。	 

男女差がみられるのは、「ラジオ」と「新聞」で、いずれも男性の利用頻度のほうが高い。	 

「固定電話」の利用状況を見てみると、20代では「全く使わない」が 45.3%で圧倒的に多く、

30代と 40代では「週に 1回未満」利用が 40%強で も多い（表 1-3）。そして、50代と 60代で

は、「週に 1回以上」が 40%強で も多いのに加えて、「ほぼ毎日」も 50代で 26.0%、60 代では

31.3%となっており、固定電話の利用頻度には、顕著な年齢による利用傾向がみられる。	 

参考のため、この表には、第 4章でとりあげる「携帯電話」の電話機能の利用頻度についても

比較対照として示しているが、いずれの年齢層でも「全く使わない」人は 10％に満たないこと

や、50代、60代でも「ほぼ毎日」利用という点では、「携帯電話」が「固定電話」を上回って

いることが注目される。	 

	 

表 1－3	 年齢層別にみた「固定電話」「携帯電話の電話機能」の利用頻度	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （％）	 

	 固定電話	 〈参考〉	 携帯電話の電話機能 

ほぼ 
毎日 

週に 
1 回以上 

週に 
1 回未満 

全く 
使わない 

ほぼ 
毎日 

週に 
1 回以上 

週に 
1 回未満 

全く 
使わない 

全 体	 (750)	 16.0	 30.7	 33.6	 	 19.7	 	 29.9	 34.7	 29.2	 6.3	 

20 代	 (150)	 	 4.7	 12.0	 	 38.0	 45.3	 17.3	 33.3	 40.7	 8.7	 

30 代	 (150)	 	 4.7	 25.3	 43.3	 26.7	 28.7	 36.7	 32.0	 2.7	 

40 代	 (150)	 13.3	 32.0	 40.7	 14.0	 	 29.3	 35.3	 26.7	 8.7	 

50 代	 (150)	 	 26.0	 40.7	 24.7	 	 8.7	 	 39.3	 33.3	 24.0	 3.3	 

60 代	 (150)	 31.3	 43.3	 21.3	 4.0	 34.7	 34.7	 22.7	 	 	 8.0	 

注： 網かけは、それぞれの回答の中で、最も値が高いことを示している。 

	 

毎日利用する人が多いメディアという観点でみてみると、いずれの年齢層でも「テレビ」と

「新聞」がそれぞれ第 1 位、第 2 位を占めている（表 1-4）が、第 3 位以降は年齢層別に異な

るメディアが登場している。20代の第 3位は「携帯型音楽デジタルプレーヤー」、30代、40代、

50	 代では「録画再生機」、60代では「ラジオ」となっている。また、50代と 60代では「固定

電話」も 4人にひとり以上が毎日利用するメディアであることがわかる。	 	 

	 



 

表 1－4	 年齢層別にみた「ほぼ毎日利用」が多いメディア	 (20％以上)	 

（％）	 

全 体	 (750)	 テレビ	 87.5	 	 新聞	 56.9	 録画再生機	 26.9	 本	 21.9	 ラジオ	 21.7	 	 	 

20 代	 (150)	 テレビ	 76.7	 	 新聞	 36.0	 
携帯型音楽	 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌﾟﾚｰﾔｰ	 
31.3	 録画再生機	 25.3	 	 	 	 	 	 	 

30 代	 (150)	 テレビ	 84.0	 	 新聞	 40.7	 録画再生機	 27.3	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

40 代	 (150)	 テレビ	 88.0	 	 新聞	 52.7	 録画再生機	 30.7	 本	 22.0	 	 	 	 	 	 	 

50 代	 (150)	 テレビ	 94.7	 	 新聞	 73.3	 録画再生機	 32.0	 ラジオ	 28.7	 固定電話	 26.0	 本	 23.3	 

60 代	 (150)	 テレビ	 94.0	 	 新聞	 82.0	 ラジオ	 34.0	 固定電話	 31.3	 本	 27.3	 	 	 

男 性	 (435)	 テレビ	 86.9	 	 新聞	 60.2	 ラジオ	 26.0	 録画再生機	 24.6	 本	 21.8	 	 	 

女 性	 (315)	 テレビ	 88.3	 	 新聞	 52.4	 録画再生機	 30.2	 本	 21.9	 	 	 	 	 	 	 

 
	 

（２）メディア利用・操作の難易度	 

続いて、それぞれのメディアを使ったり操作したりすることについて、どの程度難しいと感

じているかを、「とても難しい」「難しい」「簡単だ」「とても簡単だ」「使ったことがないのでわ

からない」の中から回答する方法で調べた結果をみてみよう。表 1-5 には、該当メディアの利

用経験があり、難易度について回答した人の結果を示したものである。全般に、難しさを感じ

ながら利用しているメディアは少ないが、その中にあって、「録画再生機(ビデオデッキ､DVD･

HDD･BD レコーダーなど)」や「デジタルカメラ・ビデオカメラ」では、若干難しさを感じなが

らも（「とても簡単だ」という人ばかりではないながらも）使われている傾向がある。いずれの

場合も、次々新しい機能を備えた機種が登場している現状がある中で、いずれの年齢層でも「と

ても簡単だ」より「簡単だ」の回答のほうが多くなっているものと考えられる。また、「デジタ

ルカメラ・ビデオカメラ」については、近年、高年齢層も含めた幅広い年齢層で、映像メディ

アを用いた表現を行う人が増えているため、チャレンジしながらメディアの利用を進めている

様子もうかがえる。	 

「携帯型音楽デジタルプレーヤー	 (iPod など)」は、20代、30代での利用が中心のメディア

だが、ここでも「とても簡単だ」より「簡単だ」が上回っており、デジタル系の新しいメディ

アの活用は、高年齢層だけでなく、若い人たちの間でも試行錯誤しながらメディアを使いこな

そうとしている様子がうかがえる。	 

	 また、新しいメディアのひとつ「電子辞書」は、調査対象者全般でみると所有率が 33％、利

用率 24％程度に留まるが、高学歴層ほど所有率、利用頻度ともに高い傾向が顕著で、利用・操

作の面でも他の年齢層に比べると「とても簡単だ」と回答する人の比率が高い点が特徴のメデ

ィアといえる。	 

	 

	 

	 

	 

 



 

 
表1－5	 メディア利用・操作の難易度	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (100％＝該当メディアの利用経験があり難易度に回答した人)（％）	 

（Q７） 

1	 2	 3	 4	 

とても	 
難しい	 難しい 簡単だ 

とても 
簡単だ 

1
.	 
ラジオ	 (n=720)	 0.6	 	 1.4	 	 34.2	 	 63.9	 	 

2
.	 
テレビ	 (n=743)	 0.7	 	 1.6	 	 34.2	 	 63.5	 	 

3
.	 
3D テレビ	 (n=	 83)	 6.0	 	 4.8	 	 44.6	 	 44.6	 	 

4
.	 
録画再生機(ﾋﾞﾃﾞｵﾃﾞｯｷ､DVD･HDD･BD ﾚｺｰﾀﾞｰなど)	 (n=680)	 1.2	 	 9.3	 	 51.9	 	 37.6	 	 

5
.	 
固定電話	 (n=732)	 1.0	 	 1.4	 	 35.0	 	 62.7	 	 

6
.	 
ﾌｧｯｸｽ	 (n=625)	 1.0	 	 4.3	 	 44.6	 	 50.1	 	 

7
.	 
携帯型音楽ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌﾟﾚｰﾔｰ	 (iPod など)	 (n=405)	 1.5	 	 5.2	 	 45.7	 	 47.7	 	 

8
.	 
携帯型ゲーム機	 (PSP､ﾆﾝﾃﾝﾄﾞｰ DS など)	 (n=405)	 1.2	 	 7.2	 	 47.9	 	 43.7	 	 

9
.	 
ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ･ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗ	 (n=646)	 1.1	 	 11.9	 	 51.5	 	 35.4	 	 

10
.	 
テレビゲーム(PS3､Wii,	 Xbox360 など)	 (n=406)	 1.5	 	 8.1	 	 49.0	 	 41.4	 	 

11
.	 
電子書籍ﾘｰﾀﾞｰ	 (ｷﾝﾄﾞﾙ､i-pad､GALAPAGOS など)	 (n=115)	 1.7	 	 10.4	 	 46.1	 	 41.7	 	 

12
.	 
電子辞書	 (n=325)	 0.9	 	 5.8	 	 51.4	 	 41.8	 	 

注： 網かけは、それぞれの回答の中で、最も値が高いことを示している。 

 
 
第３節	 目的別にみたメディアの利用	 	 

	 
続いて、様々な目的に応じて人々がどのようなメディアを利用しているかについて調べた結

果(Q10)をみてみよう。この調査では、表 1-6 に挙げた 8 種類の目的に対して、13 種類のメデ

ィアの中から もよく使うものを順位をつけて 2つずつ回答してもらう形で質問を行った（メ

ディアの選択肢：「本」「雑誌（情報誌含む）」「新聞」「DVD やビデオソフト」「CD・MD ソフト」

「ラジオ」「テレビ」「インターネット」「パソコン」「携帯電話」「通信教育の教材」「固定電話」

「ゲーム機（Wii、ニンテンドーDSなど）」）。	 

	 

（１）全般的な傾向	 

	 表 1-6は、それぞれの場面で もよく使うメディアの第１位として回答されたメディアの結

果を、項目ごとに上位 3つまで示したものである。全体的な傾向として、いずれの項目におい

ても「インターネット」利用が活発なことがわかる。8項目中 5項目で「インターネット」が 1

位、残り 3項目でも 2位までに「インターネット」が登場している。	 

	 「インターネット」以外のメディアが第 1位となった項目は、「世の中の出来事を知るため」

（テレビ）、「教養を身につけるため」（本・雑誌）、「リラックスや息抜きのため」（テレビ）で

ある。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 



 

	 

表 1-6	 目的別にみた最もよく使うメディア	 [第 1位の結果]	 	 	 	 	 	 	 

（n=750）（％）	 

 1	 位 2	 位 3	 位 
世の中の出来事を知るため	 	 テレビ	 45.5	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 31.2	 新聞	 15.6	 

趣味に関する情報を得るため	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 73.1	 パソコン	 10.1	 本・雑誌	 7.6	 

教養を身につけるため	 本・雑誌	 38.9	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 30.1	 新聞	 12.0	 

予約やチケット取得のため	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 80.4	 パソコン	 8.7	 固定電話	 5.2	 

リラックスや息抜きのため	 テレビ	 31.1	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 26.3	 本・雑誌	 11.6	 

人とのつき合いを広げたり､深めたりするため	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 38.3	 携帯電話	 32.3	 テレビ	 9.1	 

健康維持のため	 	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 35.5	 本・雑誌	 22.4	 テレビ	 22.1	 

仕事に必要な知識や技術向上のため	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 50.4	 本・雑誌	 24.1	 新聞	 9.9	 

	 
なお、表は省略したが、第 1 位＋第 2 位を合計した結果で見ると、8 項目中 6 項目で「イン

ターネット」が 1位である。（「教養を身につけるため」の項目で、僅差で「インターネット」

利用が「本・雑誌」を上回っている）。	 

このようにインターネットというメディアは、さまざまな局面で利用されているが、ここに

あげた 8項目のすべての場合に「インターネット」を もよく使うメディアの第１位にあげた

人は、全体の 5.6％、第 2位までに「インターネット」をあげた人は 17.1％であった。ただし、

今回の調査は、インターネット調査であるため、一般成人を対象とした調査の場合より、イン

ターネット利用が活発な可能性があることを考慮する必要がある。	 

	 

続いて、8 項目全体を通して、属性別の分析結果を整理してみると、次のような特徴をあげ

ることができる。20代、30代(若年齢層）では、「インターネット」利用が、それ以上の年齢層

に比べてとくに活発である。20代では 8項目中 6項目、30代では 8項目中 7項目で、「インタ

ーネット」が第 1位を占めており、1位でない場合も 2位に登場している。	 

	 60 代は、いずれの項目でも、他の年齢層に比べて「インターネット」への回答が少なめでは

あるが、それでも 8項目中 3項目では、他のメディアを抑えて利用メディアのトップとなって

いる（「趣味関連情報の取得」「予約やチケット取得」「仕事に必要な知識や技術向上」）。「仕事

に必要な知識や技術向上のため」で、インターネットが もよく使われるメディアであること

の背景には、現在は、60代でも就業率が高く、仕事の内容によってはインターネット等の新し

い時代のメディアを使用すること自体も重要になっているといった状況の存在があるものと考

えられる。本調査の対象者となった 60代の有職者（フルタイムだけでなく、パートタイムも含

む）は 42.0%（60 代男性	 43.9%、60 代女性	 33.3%。）であった（調査対象者全体の有職者の

比率は 71.4%）。	 	 

また、60代では、他の年齢層と比べて「インターネット」利用が少ない分、さまざまな場面

で「テレビ」「新聞」「本・雑誌」の利用が多いことも、特徴といえる。	 

男女別の結果を比較してみると（表 1－7）、各項目で利用が多いメディアの種類や順位はほ

ぼ同傾向であるが、①「インターネット」の利用は男性の方が女性より多いこと（いずれの年

齢層でも）、②女性の方が男性よりも「テレビ」というメディアを重視していること（特に高年

齢層で顕著）などが、特徴として浮かび上がった。	 

	 



 

また、表は省略するが、職業の有無別の結果を見てみると、有職者のほうが「インターネッ

ト」利用を重視する傾向があり、「世の中の出来事を知るために」「教養を身につけるため」「仕

事に必要な知識や技術向上のため」では、有職者と無職者の差が顕著である。	 

	 

	 
表 1-7	 男女別にみた目的別、最もよく使うメディア	 [第 1位の結果]	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

上段は男性、下段は女性	 	 	 （％）	 

 1	 位 2	 位 3	 位 

世の中の出来事を知るため	 	 
テレビ	 37.2	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 37.2	 新聞	 16.3	 

テレビ	 56.8	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 22.9	 新聞	 14.6	 

趣味に関する情報を得るため	 
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 75.4	 パソコン	 9.4	 本・雑誌	 7.1	 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 69.8	 パソコン	 11.1	 本・雑誌	 8.3	 

教養を身につけるため	 
本・雑誌	 37.2	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 34.0	 新聞	 10.8	 

本・雑誌	 41.3	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 24.8	 新聞	 13.7	 

予約やチケット取得のため	 
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 81.6	 パソコン	 8.0	 固定電話	 4.4	 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 78.7	 パソコン	 9.5	 固定電話	 6.3	 

リラックスや息抜きのため	 
テレビ	 29.9	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 26.9	 DVD 等	 10.3	 

テレビ	 32.7	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 25.4	 本・雑誌	 14.0	 

人とのつき合いを広げたり､深めたり

するため	 	 	 	 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 40.9	 携帯電話	 29.0	 テレビ	 7.4	 

携帯電話	 36.8	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 34.6	 テレビ	 11.4	 

健康維持のため	 	 
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 38.4	 本・雑誌	 24.4	 テレビ	 17.5	 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 31.4	 テレビ	 28.6	 本・雑誌	 19.7	 

仕事に必要な知識や技術向上のため	 
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 52.2	 本・雑誌	 24.1	 新聞	 10.3	 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 47.9	 本・雑誌	 24.1	 パソコン	 10.8	 

	 

	 

（２）目的の内容ごとにみたメディア利用の特徴	 

続いて、目的の内容別にみたメディア利用の特徴について、2つの観点から注目してみたい。

ここで取り上げた 8つの項目の中で、「世の中の出来事を知るため」「リラックスや息抜きのた

め」については、様々な調査の結果からも、これまで「テレビ」が圧倒的な役割を果たしてき

たことがわかっている。（注２）	 今回の調査でも、この２つの項目では、調査対象者全体の結

果で「テレビ」が第 1位であり、とくに「世の中の出来事を知るため」では、各年齢層のすべ

てで第 1位であった(表 1-8)。	 

ただし、（直接比較可能なデータはないものの）個々の数値を見ていくと、20代、30代や男

性を中心に、これまでテレビが圧倒的に大きな役割を果たしてきた分野に、インターネットが

進出している様子がうかがえる。インターネットは、情報収集やコミュニケーション拡大ばか

りでなく、リラックスや息抜きのためにも利用されるメディアとして人々の間に広まっている

ことが注目される。	 

	 
	 
	 
	 	 



 

表 1－8	 属性別にみた最もよく使うメディア	 【テレビの利用が多い項目】  
〔第１位の結果〕      

  （％）	 

 

 

世の中の出来事を知るために使うメディア リラックスや息抜きのために使うメディア 

1 位 2 位 3 位 1 位 2 位 3 位 

全体	 (750)	 テレビ	 45.5	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 31.2	 新聞	 15.6	 テレビ	 31.1	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 26.3	 本･雑誌	 11.6	 

20 代	 (150)	 テレビ	 40.0	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 38.0	 新聞	 11.3	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 33.3	 テレビ	 22.7	 本･雑誌	 11.3	 

30 代	 (150)	 テレビ／ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 40.7	 新聞	 11.3	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 34.0	 テレビ	 26.7	 本･雑誌	 10.7	 

40 代	 (150)	 テレビ	 42.7	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 38.7	 新聞	 12.7	 テレビ	 28.7	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 26.7	 本･雑誌	 16.7	 

50 代	 (150)	 テレビ	 48.0	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 24.0	 新聞	 18.0	 テレビ	 32.0	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 24.0	 DVD	 	 	 14.7	 

60 代	 (150)	 テレビ	 56.0	 新聞	 24.7	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 14.7	 テレビ	 45.3	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 13.3	 本･雑誌	 11.3	 

男性	 (435)	 テレビ／ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 37.2	 新聞	 16.3	 テレビ	 29.9	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 26.9	 DVD	 	 	 10.3	 

女性	 (315)	 テレビ	 56.8	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 22.9	 新聞	 14.6	 テレビ	 32.7	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 25.4	 本･雑誌	 14.0	 

 
 もう一つ注目したいのは、「本・雑誌（情報誌を含む）」「新聞」といった活字メディアの利用

に特徴がみられる項目である（表 1－9）。「教養を身につけるために使うメディア」の場合には、

すべての年齢層で「本・雑誌」がトップで、続いて第 2 位は「インターネット」(50 代では同

点 1 位)、そして第 3 位は、20 代以外のすべての年齢層で「新聞」となっている。また、学歴

別の分析結果を見ると、「大学卒・大学院修了者」では、「本・雑誌」を回答する比率が他の学

歴層に比べて高いことがわかる。	 

 「仕事に必要な知識や技術向上のために使うメディア」では、すべての年齢層で、第 1 位は

「インターネット」（20代～50代では、50％台）、第 2位は「本・雑誌」であり、3位、4位に

「新聞」か「パソコン」が登場している。インターネット利用に男女差があることについては、

すでに触れたが、職業の有無別でも顕著な差があることがわかる（有職	 54.4%	 無職	 40.5%	 ）。

また、学歴別でみると、大学卒・大学院修了者で「本・雑誌」を第 1位にあげる回答者の比率

が高い（30.4%）ことも特徴的である。	 

 
表 1-9	 属性別にみた最もよく使うメディア	 【活字メディアの利用が多い項目】 

〔第１位の結果〕              
     （％）	 

 教養を身につけるために使うメディア	 

	 

仕事に必要な知識や技術向上のために	 

使うメディア	 

1 位 2 位 3 位 1 位 2 位 3 位 

全 体	 (750)	 本･雑誌	 38.9	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 30.1	 新聞	 12.0	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 50.4	 本･雑誌	 24.1	 新聞	 9.9	 

2 0 代	 (150)	 本･雑誌	 41.3	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 32.0	 テレビ	 11.3	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 52.7	 本･雑誌	 25.3	 ﾊﾟｿｺﾝ	 8.7	 

3 0 代	 (150)	 本･雑誌	 38.0	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 30.7	 新聞	 10.7	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 55.3	 本･雑誌	 24.0	 ﾊﾟｿｺﾝ	 8.7	 

4 0 代	 (150)	 本･雑誌	 38.0	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 34.0	 新聞	 11.3	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 54.0	 本･雑誌	 26.7	 ﾊﾟｿｺﾝ	 6.7	 

5 0 代	 (150)	 本･雑誌／ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 33.3	 新聞	 14.0	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 55.3	 本･雑誌	 16.7	 ﾊﾟｿｺﾝ	 13.3	 

6 0 代	 (150)	 本･雑誌	 44.0	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 20.7	 新聞	 17.3	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 34.7	 本･雑誌	 28.0	 新聞	 20.0	 

男 性	 (435)	 本･雑誌	 37.2	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 34.0	 新聞	 10.8	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 52.2	 本･雑誌	 24.1	 新聞	 10.3	 

女 性	 (315)	 本･雑誌	 41.3	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 24.8	 新聞	 13.7	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 47.9	 本･雑誌	 24.1	 ﾊﾟｿｺﾝ	 10.8	 

中 学 ・	 

高 校 卒	 
(238)	 本･雑誌	 35.7	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 32.4	 テレビ	 11.3	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 48.3	 本･雑誌	 19.7	 ﾊﾟｿｺﾝ	 13.0	 



 

専門学校・	 

短大・高専卒	 
(172)	 本･雑誌	 33.7	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 29.7	 新聞	 12.8	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 57.6	 本･雑誌	 18.0	 ﾊﾟｿｺﾝ	 12.2	 

大学・大

学 院 卒	 
(339)	 本･雑誌	 43.7	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 28.9	 新聞	 12.4	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 48.4	 本･雑誌	 30.4	 新聞	 11.2	 

有 職	 (535)	 本･雑誌	 39.4	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 31.8	 新聞	 10.7	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 54.4	 本･雑誌	 23.7	 ﾊﾟｿｺﾝ	 9.3	 

無 職	 (215)	 本･雑誌	 37.7	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 26.0	 新聞	 15.3	 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ	 40.5	 本･雑誌	 25.1	 新聞	 10.8	 

※有職には、パートタイムや家業手伝いも含まれる。無職には、学生や専業主婦・主夫が含まれている	 

	 

	 

本章のまとめに変えて	 

	 
この 10年間はもちろんのこと、インターネットの急速な普及を中心とする 1990 年代半ば以

降のメディア環境の変化は、個人の生活、社会全体に多様な変化をもたらしてきたといえる。

このことは、定期的に実施されているメディア利用に関する大規模な調査でも、明らかにされ

ている。	 

例えば、ＮＨＫの「国民生活時間調査」(注３)の結果から、各種メディア利用の実態を経年

的に分析してみると「テレビは接触者の多さとその時間量の両面で、他のメディアを圧倒して

おり、その傾向は 新調査 2010 年の場合でも、1995 年時点とほぼ同程度である」ことや、こ

の間の変化としてとくに顕著なのは、新聞を読む人の減少とインターネット接触者及びその時

間量の増加である」ことがわかる。そして、10代後半から 30代では、とくに 2005 年から 2010

年にかけてインターネット利用の伸びが大きく、ほぼその分だけテレビ視聴の割合が減ってい

ることも明らかになっている。	 

同じくＮＨＫの「日本人とテレビ調査」による、各種メディアの利用頻度の経年変化を俯瞰

してみると、次のようなことがいえる。（ここでの対象メディアは、テレビ、ラジオ、新聞、週

刊誌、本、ＣＤ／ＭＤ／テープ（以下「ＣＤ等」と記す）、ビデオ・ＤＶＤ／ブルーレイディス

ク、インターネット（メールを除く）、ＨＤＤである。）利用頻度が も高いのはテレビで、そ

の傾向は 25年間継続しているのに対して、テレビについで利用頻度が高い新聞は、利用がこの

10年間で大きく減少している。インターネット、ラジオ、ＣＤ・MD・テープは、2010 年調査時

点では、「週 1回以上利用している」人（＝日常的な利用者）が、いずれも４割程度いたが、そ

れぞれ変化の様相は異なる。インターネットは急激に増加したのに対して、ラジオの場合は、

1985 年には、6割の人が日常的に接するメディアであったのが、以降減少が続いた結果の４割

である。ＣＤ等は、2000 年までは利用増加傾向であったが、以降は減少が続いている、といっ

た具合である。その他にも、本は緩やかな減少、雑誌では減少傾向がみられる。	 

以上のような変化が見られる中、インターネットでラジオやテレビの番組を視聴することが

可能になったり、これまで一方向といわれていたテレビに双方向機能が加わったり、携帯電話

のように、通話機能とメール機能を持ち合わせる形で発展した例もあるなど、既存のメディア

自身がその姿を変容させている点が注目される。人々の日常生活や学習行動にとっての意味合

いを分析する際には、今日のメディアのこのような現実も念頭に置くことが重要と思われる。	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

	 

	 

注：	 
1．	 平成13年１月に、13機関の成人学習講座受講者967名を対象にアンケート調査法で実施さ
れた調査で（回収率65.0％）、今回の調査とは、対象者や手法が異なるため、数値の単純な比



 

較はできないが、全般的な傾向を見るにあたっては参考になる。詳細は、参考文献（国立教育
政策研究所	 2011）を参照のこと。	 

2．	 例えば、1985 年から 5年おきに実施されてきた NHK の「日本人とテレビ調査」（毎回 3月、

16歳以上の国民対象に実施）。 新調査の結果は、NHK 放送文化研究所編『放送研究と調査』（NHK

出版）の 2010 年 8月号、10月号、12月号で報告されている。	 

3.	 NHK の「国民生活時間調査」は、全国の 10歳以上の国民を対象に、5年ごとに実施されて

おり、テレビをはじめとする各種メディアの利用実態を調べる質問も設けられている。この調

査では、「インターネット」は 2005 年調査で初めて項目に加えられたが、仕事や学業、家事で

の利用は除いた自由行動としての利用に限られており、さらにメールは含まない利用として取

り扱っているという特徴がある。	 

2010 年実施の 新調査の結果は、NHK 放送文化研究所編『放送研究と調査』（NHK 出版）の 2011

年 4 月号、 6 月号の他、同 研究所の ウェ ブサ イ トに 掲載 の 報告 書（ pp68 、

http://www.nhk.or.jp/bunken/summary/yoron/lifetime/pdf/110223.pdf）や、参考文献に示し

た単行本でも発表されている。 
	 

参考文献：	 

NHK 放送文化研究所	 2011	 『日本人の生活時間・2010：NHK 国民生活時間調査』NHK 出版	 

NHK 放送文化研究所	 2003	 『テレビ視聴の 50年』	 NHK 出版	 

国立教育政策研究所	 2002	 『生涯学習社会におけるメディア・リテラシーに関する総合的研

究： 終報告書―社会教育編―』	 

国立教育政策研究所	 2001	 『生涯学習社会におけるメディア・リテラシーに関する総合的研

究：第２次報告書―社会教育編―』	 

橋元良明	 編著	 2008『メディア・コミュニケーション学』	 大修館	 

藤竹暁	 編著	 2012『図説	 日本のメディア』	 NHK 出版	 

	 

  



 

第２章	 インターネットを活用した学習	 

	 	 	 	 原 義彦（秋田大学） 
	 

第 1 節	 本章の目的と研究方法	 

（１）	 本章の目的	 

	 本章では、インターネットの知識や技術、およびその活用が、成人の生涯学習にどのような

影響を及ぼしているかを明らかにする。成人の生涯学習は、学習の内容も方法も多様化してい

るため、それらの学習に影響を与える要因も多様化していると考えられる。とりわけ、情報通

信ネットワークの整備、情報機器や端末の発達により、コンピュータ端末や携帯端末等を利用

したインターネット活用は、生涯学習やその環境に急速かつ多大な変化をもたらしている。そ

れは、eラーニングなどのインターネットを活用した学習が増加するということにとどまらず、

インターネットへの関わり方、利用頻度、インターネットについての規範意識等が、成人の学

習希望や学習活動、さらには学習成果の活用という学習全体にも何らかの影響を与えていると

考えられる。今後、インターネットの利用環境が一層整備されることは間違いなく、このよう

な環境下での生涯学習施策を進めていくには、インターネット利用と学習の関係性を明らかに

することが必要な作業となる。本章は、そのような問題意識から、成人のインターネットの利

用、利用スキル、利用規範等が、成人の学習希望、学習活動、学習成果の活用という一連の学

習プロセスにどのような影響を与えているかを明らかにし、わが国の生涯学習政策への視点を

示すものである。	 

	 本章での検討の意義には、第一に、従来から行われてきている成人の学習行動の研究の発展

に貢献することがある。第二は、成人の学習プロセスを、学習希望の段階、学習活動の段階、

さらに学習成果を活用する段階としてとらえることで、学習プロセスの各段階へのインターネ

ット利用等の関わり方を明らかにできることがある。	 

	 成人の学習に関する要因分析の研究はこれまでにも行われており、成人の学習を公民館利用

ととらえて公民館利用の規定要因を研究した[浅井,1987,115-119]、学習活動の有無を規定する

要因の研究を行った[原,1992,81-85]などがある。浅井は、公民館利用を規定する要因として

も大きいのは「人口１人当たりの事業費」であり、これが 70円以上のときは 70円未満のとき

に比べると公民館利用率が 2倍以上になっていることを明らかにしている。これに次いで影響

力の大きい要因として「市町村人口」、「人口１人当たり事業×情報提供の種類数」（×は交互

作用を表す）を挙げている。一方、原は総和町民の生涯学習調査の結果を用いて、学習活動の

有無、学習希望の有無を規定する要因を明らかにしている。ここでは、学習活動の有無を規定

する要因としては「職業」が も大きく、次いで「団体・グループへの加入の有無」「年齢」な

どが挙げられている。また、学習希望の有無を規定する要因では、「職業」「学習活動の有無」

「年齢」が上位 3位までの要因として示されている。	 

	 これらは、公民館利用や総和町という限定された条件のもとで多様な成人の学習の構造の一

端を明らかにしている点で意義がある。また、成人の学習とその構造は時代によって変化する

ため、これらが 1980 年代後半から 1990 年代にかけての状況を示している点でも意味がある。

しかし、この研究以降、すでに 20年以上経過しており、成人の学習の内容や方法、さらにはそ



 

れを取り巻く環境も大きく変化している。上記の研究が行われたころは、インターネットやe

ラーニングに関しては、今のように誰もが日常的に活用できるような環境ではなかったので、

全く触れられてはいない。成人の学習は、それぞれの時代の社会的環境が背景となって行われ

ることから、成人の学習を規定する要因の研究はそのときどきの動向を含めつつ、継続的に行

われる必要がある。本章の分析では、成人の学習を規定する要因との関連についてこれまで研

究されていないインターネット利用に焦点を当て、インターネットの利用、活用レベル、利用

倫理等と学習の関連を検討する。	 

	 

	 

（２）	 分析の枠組と方法	 

	 本稿での分析の枠組を示したものが図 2-1 である。ここでは、右側の「学習希望、学習活動」

に「インターネットの利用と意識」「属性」「その他の要因」が影響を及ぼしているととらえて

いる。「インターネットを利用した学習」から直接「学習希望→学習活動→学習成果の活用」に

つながる矢印が、一般的な影響の関係である。ここで、「インターネットの利用と意識」から「イ

ンターネットを利用した学習」を介して学習希望等につなげているのは、インターネット利用

がすなわち「インターネットを利用した学習」であることもあり、また、そのことが従来型の

学習希望、学習活動等に影響を与えていることが考えられるからである。このほか、属性、そ

の他の要因が学習希望等に影響を及ぼしている。 
	 本稿での分析は、このうち、「インターネットの利用と意識」および「属性」が直接的に学習

希望、学習活動、学習成果の活用への希望への影響関係を分析する。学習希望については希望

の有無、学習活動では学習形態のちがい、学習成果の活用への希望については希望の有無に影

響を与える要因分析を、この研究全体で分析対象としている調査回答を用いて数量化Ⅱ類によ

って行った。 
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図 2-1	 分析の枠組	 
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第２節	 インターネットの利用と意識の実態	 

	 本節では、ここでの分析で用いる調査結果から、回答者のインターネットの利用と意識につ

いて、全体的な特徴を概観しておきたい。	 

	 

（１）インターネットの利用状況	 

	 まず、自宅でパソコンや携帯電話によるインターネット利用で、ほぼ毎日行っている比率の

高い項目を示したものが表 2-1 である。これは、調査を行った「ホームページの閲覧」「ホーム

ページの公開」「Yahoo,Google などを用いた情報検索」「電子メールの送受信」「 Skype などの

インターネット電話サービス」「音楽のダウンロードや聴取」「動画のダウンロードや視聴」「音

楽や動画の受配信」「写真やビデオの編集・加工」「ソフトウェアのダウンロード」「mixi や

facebook などの SNS の利用」「ブログや電子掲示板による情報公開・発信」「ポッドキャスト」

「ショッピング」「オークション・ネットバンキング」「ラインゲーム」「e ラーニング」の 19
項目の利用頻度の中で、全体の結果で「ほぼ毎日」行っている比率が高かった上位 5 項目につ

いて示している。 

	 「ほぼ毎日」が多いのは、「電子メールの送受信」（70.0％）、「Yahoo,Google などを用いた情

報検索」（60.3％）、「ホームページの閲覧」（52.3％）であり、それ以降になるとこの比率が 10％

台に下がっている。性別ではあまり差はみられないが、年齢別みた特徴では、若年層ほど「ほ

ぼ毎日」利用する傾向がみられ、年齢で 20％以上差があるのは、「ホームページの閲覧」

「Yahoo,Google などを用いた情報検索」「mixi や facebook などの SNS の利用」である。 
	 

	 表 2-1	 「ほぼ毎日」が多い項目（自宅）	 （18 項目中、全体での上位 5 項目）    	 	 	 	 	 （％） 
項	 目 全体 男 女 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 

電子メールの送受信 70.0 68.7 71.7 71.3 74.0 72.0 68.7 64.0 

Yahoo,Googleなどを用いた情報検索 60.3 59.8 61.0 68.0 69.3 56.7 60.0 47.3 

ホームページ（ブログ、掲示板を含

む）の閲覧 

52.3 53.3 50.8 64.0 56.0 53.3 48.7 39.3 

mixi や facebook などの SNS の利用 13.7 12.0 16.2 32.0 13.3 10.7 8.0 4.7 

動画のダウロードや視聴 10.3 12.0  7.9 18.7 7.3  9.3 8.0 8.0 

	 

	 また、これと同様の項目について、職場や学校での利用状況を示したものが表 2-2 である。

ここでは全体の結果で「ほぼ毎日」利用が 10％を越えている 3項目、すなわち「電子メールの

送受信」（43.6％）、「Yahoo,Google などを用いた情報検索」（32.5％）、「ホームページの閲覧」

（23.7％）の状況を示している。自宅での利用頻度に比べるといずれの項目も低くなっている。

性別で 10％近く差があるのは、「電子メールの送受信」（男性 47.6％、女性 38.1％）、「Yahoo,Google

などを用いた情報検索」（男性 36.1％、女性 27.6％）である。年齢別にみると、30 代または 40
代で「ほぼ毎日」の比率が他の世代より高い傾向がある。 
	 

	 



 

	 表 2-2	 「ほぼ毎日」が多い項目（職場・学校） （18 項目中、全体での上位 3 位項目）    	 	 （％） 
項	 目 全体 男 女 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 

電子メールの送受信 43.6 47.6 38.1 36.7 46.7 48.7 42.0 44.0 

Yahoo,Google などを用いた情報検索 32.5 36.1 27.6 32.0 38.7 34.0 30.7 27.3 

ホームページ（ブログ、掲示板を含む）

の閲覧 

23.7 26.2 20.3 25.3 27.3 26.7 20.7 18.7 

	 

（２）インターネット利用のスキル	 

	 次に、インターネット利用のスキルがどの程度かどうかは、インターネットの多様な利用が

できるかどうかに関係する。表 2-3 は、「インターネットへの接続設定」「インターネットでの

情報検索」「電子メールの作成・送受信」等の具体的な利用スキルについてのレベルの結果を示

したものである。いずれの項目も「一人でできる」が も多く、その中でも「インターネット

の情報検索」（62.1％）、「電子メールの作成・送受信」（60.5％）が多い。「人に教えることがで

きる」では、 も高いのは「インターネットの情報検索」で 35.7％である。 

	 また、このうちの「人に教えることができる」について、性別、年齢別の結果を示したのが

表 2-4 である。性別で差が顕著なのは、「インターネットへの接続設定」の「人に教えることが

できる」（男性 26.2％、女性 9.5％）である。年齢別では、年齢が若いほど「人に教えることが

できる」比率が高い（ただし、「インターネットの接続設定」「電子メールの作成・送受信」を

除く）。	 

	 

	 表 2-3	 インターネット利用スキルのレベル	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （％） 

項	 目 
人に教えるこ

とができる 
一人ででき

る 
手伝ってもら

えばできる 
できない 

インターネットへの接続設定 19.2 53.3 19.5 8.0 

インターネットでの情報検索 35.7 62.1 1.3 0.8 

電子メールの作成・送受信 35.3 60.5 2.8 1.3 

インターネットからのファイル（音楽や

画像、動画等）のコピーやダウンロード 
23.5 55.7 14.3 6.5 

インターネットへのファイル（音楽や画

像、動画等）のコピーやダウンロード 
17.9 41.3 24.5 16.3 

インターネット上へのファイルや画像の

アップロード 
17.3 44.3 21.1 17.3 

ブログや SNS、twitter などでの情報発信 14.4 39.1 17.1 29.5 

 
	 表 2-4	 性別、年齢別にみた各項目の「人に教えることができる」状況	 	 	 	 	 	 （％） 

項	 目 男 女 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 

インターネットへの接続設定 26.2 9.5 20.0 22.0 19.3 18.0 16.7 

インターネットでの情報検索 38.2 32.4 46.0 40.0 36.7 29.3 26.7 

電子メールの作成・送受信 38.9 30.5 45.3 38.7 34.7 27.3 30.7 

インターネットからのファイル（音楽や

画像、動画等）のコピーやダウンロード 
29.2 15.6 29.3 26.7 25.3 19.3 16.7 



 

インターネットへのファイル（音楽や画

像、動画等）のコピーやダウンロード 
23.4 10.2 22.0 21.3 19.3 16.0 10.7 

インターネット上へのファイルや画像の

アップロード 
22.8  9.8 22.0 21.3 16.7 15.3 11.3 

ブログや SNS、twitter などでの情報発信 14.9 13.7 26.0 18.7 10.7 10.0  6.7 

	 

（３）インターネットでの失敗経験等	 

	 さらに、インターネット利用での失敗や不快感などの経験についてみておこう。表2-5 は、

失敗経験等の具体的な項目ごとの状況を示している。「頻繁にある」が も多いのは、「迷惑

メールを受信した」（46.3％）で、「何度かある」が も多いのは、「ネット上で他人の誹謗や

抽象表現を見て不快な気持ちになった」（39.1％）、「誤ってファイルを消去した」（37.7％）、

である。 
	 

	 表 2-5	 インターネットでの失敗経験等	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （％） 

項	 目 
頻繁に

ある 
何度か

ある 
ほとん

どない 
全くな

い 

誤ってファイルを消去した 0.9 37.7 34.7 26.7 

データを紛失した 0.9 26.0 38.1 34.9 

電子メールを間違った宛先に出した 0.5 17.1 37.2 45.2 

迷惑メールを受信した 46.3 35.7 9.6 8.4 

コンピュータウィルスに感染した 1.3 20.4 30.7 47.6 

個人情報や企業情報が知らないうちに流出した 0.9 6.3 19.7 73.1 

自分が作成したコンテンツが、無断でコピー・使用された 0.4 2.8 13.5 83.3 

ネット上で、他人に対する誹謗や中傷表現を見て不快な気持

ちになった 
7.2 39.1 20.1 33.6 

ネット上で、外国人や特定の職業等に対する差別的な表現を

見て不快な気持ちになった 
4.7 25.7 28.0 41.6 

ネット上の書き込み等で、誹謗中傷やいじめを受けた 0.7 3.6 13.3 82.4 

ネット上で知り合った人から、脅迫や不快な攻撃を受けた 0.4 2.4 12.1 85.1 

身に覚えのない請求をされたり、ネットショッピングのトラ

ブルに巻き込まれた 
0.4 8.0 17.7 73.9 

ゲームやネットのやり過ぎで、体調不良や睡眠不足になった 2.1 14.4 18.5 64.9 

 
	 また、このうち、「頻繁にある」または「何度かある」の比率が 25％以上を示した 7 項目に

ついて、性別と年齢別の状況をまとめてみた（表 2-6）。性別では、「誤ってファイルを消去し

た（何度かある）」「コンピュータウィルスに感染した（何度かある）」で、男性の方が女性より

も比率が高い。年齢別にみると、「データを紛失した（何度かある）」では、年代があがるほど

多くなる。 
 

表 2-6	 性別、年齢別にみた状況（「頻繁にある」または「何度かある」の比率の高い項目） 
	 	 	 	        （％） 

項	 目 男 女 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 

迷惑メールを受信した（頻繁にある） 46.9 45.4 55.3 40.7 48.7 44.7 42.0 



 

迷惑メールを受信した（何度かある） 36.6 34.6 30.0 36.7 34.0 37.3 40.7 

ネット上で、他人に対する誹謗や中傷表現を見

て不快な気持ちになった（何度かある） 
39.1 39.0 39.3 42.0 48.7 34.7 32.7 

誤ってファイルを消去した（何度かある） 43.2 30.2 34.0 37.3 32.7 41.3 43.3 
ネット上で、外国人や特定の職業等に対する差

別的な表現を見て不快な気持ちになった（何度

かある） 
27.6 23.2 32.7 22.7 36.0 18.7 18.7 

データを紛失した（何度かある） 30.6 19.7 20.7 23.3 24.0 28.0 34.0 

電子メールを間違った宛先に出した（何度かあ

る） 
19.1 14.3 14.0 22.7 16.7 16.7 15.3 

	 

（４）インターネットの利用倫理、利用規範	 

	 後に、インターネットの利用にかかわる倫理や規範意識について、回答者の状況をみてお

こう。表 2−7 は、インターネットの利用倫理や利用規範にかかわる項目について、あてはまる

と回答した人の比率を表したものである。	 

	 あてはまる回答者が半数を越えているのは、「ウィルス定義ファイルを常に 新版に更新し

ている」（57.7％）、「信頼できないサイトの閲覧やソフトのダウンロードはしない」（68.7％）、

「知らない人からのメールは開かない」（62.8％）、「個人情報をネットに掲載しない」（54.5％）、

「迷惑メールの受信拒否の方法を知っている」（56.0％）、「ファイヤーウォールを設定してい

る」（52.1％）である。性別にみると、「定期的にバックアップをとっている」「ウィルス定義

ファイルを常に 新版に更新している」「ウィルスに感染した場合の駆除や修復を行う方法を

知っている」「ファイヤーウォールを設定している」「職場や学校のパソコンを利用するときは、

セキュリティその他のルールを厳格に守る」で、男性が女性より 10％以上の高い。年代別で

は、「信頼できないサイトの閲覧やソフトのダウンロードはしない」は年代があがるほど高く

なっている。 
	 

	 表 2-7	 インターネットの利用倫理、利用規範（全体、性別、年齢別）の状況	 	 	 （％） 

項	 目 全体 男 女 
20

代 

30

代 

40

代 

50

代 

60

代 

パスワードを定期的に変更している 20.9 23.4 17.5 18.7 20.7 18.0 28.7 18.7 

定期的にバックアップを取っている 35.3 39.8 29.2 32.7 27.3 42.0 40.7 34.0 

フィルタリングソフトを使っている 20.1 21.8 17.8 18.0 20.7 26.0 21.3 14.7 

ウィルス定義ファイルを常に 新版に更新し

ている 
57.7 64.6 48.3 48.0 56.0 63.3 68.7 52.7 

ウィルスに感染した場合の駆除や修復を行う

方法を知っている 
29.9 36.1 21.3 29.3 30.0 37.3 32.7 20.0 

信頼できないサイトの閲覧やソフトのダウン

ロードはしない 
68.7 68.3 69.2 48.7 66.7 71.3 76.0 80.7 

知らない人からのメールは開かない 62.8 60.0 66.7 45.3 60.0 70.0 68.0 70.7 

ファイヤーウォールを設定している 52.1 58.2 43.8 54.0 52.0 59.3 48.0 47.3 

個人情報をネット上に掲載しない 54.5 55.9 52.7 56.7 60.0 58.7 50.0 47.3 

職場や学校のパソコンを利用するときは、セ

キュリティその他のルールを厳格に守る 
39.9 45.1 32.7 39.3 37.3 47.3 45.3 30.0 



 

ゲームや音楽等のダウンロードやコピーをす

るときは、著作権侵害に当たらないか注意し

ている 
25.2 26.2 23.8 23.3 20.7 30.7 30.0 21.3 

迷惑メールの受信拒否をする方法を知ってい

る 
56.0 58.6 52.4 54.0 54.7 58.0 62.7 50.7 

不当な書き込みや個人情報に着いて、サイト

の管理者に削除依頼する方法を知っている 
16.8 17.5 15.9 20.0 14.7 24.7 15.3 9.3 

ネット利用を巡るトラブルについて、身近に

相談できる人がいる 
20.1 16.1 25.7 15.3 19.3 30.7 16.7 18.7 

ネット利用をめぐるトラブルについて、警察

や専門機関の窓口を知っている 
13.5 14.9 11.4 10.7 12.7 20.7 12.0 11.3 

その他 0.1 0.2 0.0 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 

あてはまるものはない 4.4 4.1 4.8 6.7 2.7 3.3 2.0 7.3 

（複数回答） 
	 

第３節	 学習希望､学習活動､学習成果の活用に及ぼすインターネットの利

用の影響	 
	 	 

（１）学習希望、学習活動、学習成果の活用への希望の状況	 

	 本節では、インターネットの利用が成人の学習希望、学習活動、学習成果の活用に及ぼす影

響について明らかにする。なお、その分析の前に、今回の調査の回答者の学習希望等の状況を

示しておきたい。	 

	 学習希望では、およそ 8割の人が何か学習したいという希望を持っていることがわかる（表

2−8）。学習活動では、今回の調査では「特に何もしていない」の回答がなかったため、学習の

有無ではなく、学習形態のちがいを分析することにした。学習形態についての質問は複数回答

であるため、個人学習の形態を回答した人、または集合学習の形態も選択しつつ個人学習の形

態も選択している場合を「個人学習、または個人学習と集合学習」とし、集合学習の形態のみ

を選択している場合を「集合学習のみ」として再分類した（表 2-9）。これによると、「集合学

習のみ」は 1割程度であり、反対に 9割近くが少なくとも個人学習を含んだ学習形態であると

いうことができる。性別では、「集合学習のみ」で女性が若干高くなっている。学習成果の活用

に関しては、活用したいという人は、「すでに活用した」を含めると約 45％いることがわかる

（表 2-10）。	 

	 表 2-8	 学習希望	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （％）	 

	 ぜひやりたい

ことがある	 

できればやりた

いことがある	 

決まっていない

が何かやりたい	 

やりたいこと

は、特にない	 
無記入	 計	 

全体	 20.1	 32.8	 25.5	 21.6	 0	 100.0	 

男	 20.9	 31.0	 31.0	 25.3	 0	 100.0	 

女	 19.0	 35.2	 35.2	 25.7	 0	 100.0	 

	 表 2-9	 学習活動（学習形態）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （％）	 

	 個人学習、または個

人学習と集合学習	 
集合学習のみ	 無記入	 計	 

全体	 87.6	 12.4	 0	 100.0	 

男	 89.6	 10.4	 0	 100.0	 

女	 84.8	 15.2	 0	 100.0	 



 

	 

	 

	 表 2-10	 学習成果の活用についての希望	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （％）	 

	 すでに活用し

た	 

活用したことは

ないが、できれば

活用したい	 

特に活用したい

とは思わない	 無記入	 計	 

全体	 10.1	 35.0	 55.0	 0	 100.0	 

男	 10.4	 38.7	 51.0	 0	 100.0	 

女	 9.6	 29.7	 60.6	 0	 100.0	 

	 

	 

（２）学習希望に影響を及ぼす要因の分析	 

	 まず、学習希望に影響を与えている要因の分析を行う。表 2-8 に示した学習希望についての

カテゴリーを「学習希望あり」（「ぜひやりたいことがある」「できればやりたいことがある」「決

まっていないが何かやりたい」をまとめたもの）と「学習希望なし」（「やりたいことは、特に

ない」）に再カテゴリー化し、これを数量化Ⅱ類の分析での外的基準とした。また、第２節で取

り上げた自宅におけるインターネットの内容別の利用頻度（19 項目）、職場または学校におけ

る同内容の利用頻度（19項目）、インターネット利用スキルのレベル（7項目）、失敗経験等（13

項目）、利用倫理、利用規範にかかわる項目（16 項目）、性、年齢（合計 76 項目）と学習希望

のクロス集計を行った（クロス集計結果は紙幅の都合により省略する）。さらに、カイ2乗検定

の結果、危険率 0.1％で有意差のあった項目のうち、カイ 2乗値の上位 10項目をアイテムとし

た。具体的には、いずれも自宅におけるインターネット利用の具体的内容である「電子メール

の送受信」「Yahoo,	 google などを用いた情報検索」「ｅラーニング（オンライン学習）」「ソフ

トウェアのダウンロード」「写真やビデオの編集・加工」「ブログや電子掲示板による情報公開・

発信」「Skype などのインターネット電話サービス」「mixi や facebook などの SNS の利用」「ホ

ームページの公開」「音楽や動画などの送受信」の 10項目である。この分析の結果を示したも

のが表 2-11 である。	 

	 この 10項目の中で、学習希望の有無に関わる要因として も影響の大きいのは、自宅での「電

子メールの送受信」である。カテゴリースコアは大きいほど「学習希望あり」の方向に影響を

与え、小さいほど「学習希望なし」の方向に影響を与える。このことから、電子メールの送受

信の利用頻度が「ほぼ毎日」のときに学習希望がある方向に も大きく影響することがわかる。

また、カテゴリースコアが 大の「ほぼ毎日」の場合と 小の「これから行ってみたい」の場

合、その差が も大きくなる（アイテムレンジ）。	 

	 次に影響力の大きい要因は、自宅での「Yahoo,	 google などを用いた情報検索」である。こ

の場合も利用頻度が「ほぼ毎日」のときにカテゴリースコアが も大きく、学習希望がある方

向に影響を与えているといえる。これに次いで影響の大きい要因は自宅での「ｅラーニング（オ

ンライン学習）」であり、この場合も利用頻度が「ほぼ毎日」のときに、学習希望がある方向に

も影響を及ぼしている。なお、判別的中率が70.1％であるということは、これらの項目によ

って、学習希望の有無を 70.1％の確率で判別できることを表している。	 

	 

	 



 

	 

	 表 2-11	 学習希望の有無に影響を与える要因	 

アイテム	 カテゴリー	 
カテゴリー	 

スコア	 

アイテムレンジ	 

（順位）	 

電子メールの送受信（自宅）	 ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

	 0.09426	 

	 0.08846	 

-0.21905	 

-3.41984	 

-0.67342	 

3.51410	 

（1）	 

Yahoo,	 google などを用いた情報検

索（自宅）	 

ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

	 0.11502	 

	 0.01477	 

-0.52670	 

	 0.99257	 

-1.10531	 

2.09788	 

（2）	 

ｅラーニング（オンライン学習）（自

宅）	 

ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

	 1.44153	 

	 0.85871	 

	 0.48607	 

	 0.64868	 

-0.35621	 

1.79773	 

（3）	 

ソフトウェアのダウンロード（自

宅）	 

ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

-1.05134	 

	 0.01219	 

-0.00131	 

	 0.15252	 

-0.03653	 

1.20394	 

（4）	 

写真やビデオの編集・加工（自宅）	 ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

	 0.65165	 

	 0.57136	 

	 0.14090	 

	 0.12650	 

-0.41792	 

1.06957	 

（5）	 

ブログや電子掲示板による情報公

開・発信（自宅）	 

ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

-0.66032	 

	 0.17061	 

	 0.03219	 

	 0.26771	 

-0.02933	 

0.93073	 

（8）	 

Skype などのインターネット電話

サービス（自宅）	 

ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

	 0.53421	 

	 0.29629	 

-0.05246	 

	 0.02999	 

-0.04845	 

0.58667	 

（7）	 

mixiやfacebookなどのSNSの利用

（自宅）	 

ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

	 0.02048	 

	 0.03287	 

-0.16756	 

	 0.36887	 

-0.06023	 

0.53643	 

（8）	 

ホームページの公開（自宅）	 ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

-0.23812	 

-0.06342	 

	 0.06877	 

	 0.23783	 

-0.03233	 

0.47595	 

（9）	 

音楽や動画などの送受信（自宅）	 ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

	 0.14345	 

	 0.10744	 

-0.13399	 

	 0.12122	 

-0.00403	 

0.27744	 

（10）	 

	 判別的中率70.1％	 



 

	 

（３）	 学習活動（学習形態）に影響を及ぼす要因の分析	 

	 次に、学習活動のうちの学習形態のちがいに影響を及ぼしている要因を数量化Ⅱ類によって

明らかにする。ここでの外的基準は、表 2-9 で示した学習形態が「個人学習、または個人学習

と集合学習」と「集合学習のみ」とした。また、アイテムは学習希望の分析のときと同様に、

自宅におけるインターネットの内容別の利用頻度（自宅）、職場または学校における同様の項目、

インターネット利用スキル、失敗経験等、利用倫理、利用規範にかかわる項目、性、年齢、職

業（77 項目）と学習形態のクロス集計を行った（クロス集計結果は省略）。カイ２乗検定の結

果、ここでは危険率 0.5％で有意差のある項目がみられなかったため、危険率 1％または 5％で

有意差のあった 8項目をアイテムとした。すなわち、自宅でのインターネット利用の内容の「ポ

ッドキャスト（自宅）」「ｅラーニング（オンライン学習）（自宅）」「ソフトウェアのダウンロー

ド（自宅）」「Yahoo や Google などを用いた情報検索（自宅）」「音楽や動画などの送受信（自宅）」、

インターネットでの失敗経験等の「迷惑メールを受信した」、利用規範に関する「職場や学校の

PC を利用するときは、セキュリティその他のルールを厳格に守る」、および「職業」である。

この分析結果が表 2−12 である。	 

	 これによると、学習形態のちがいに も影響力をもっているのは「職業」である。カテゴリ

ースコアが大きいほど「個人学習、または個人学習と集合学習」の方向に、小さいほど「集合

学習のみ」の方向に影響があることから、職業では「保安の職業」のときに「個人学習、また

は個人学習と集合学習」に も大きく影響し、反対に「農林漁業」のときに「集合学習のみ」

への方向の影響が 大となる。	 

	 「職業」に次いで影響力の大きいのが、自宅での「ポッドキャスト」の利用頻度である。こ

の場合のカテゴリースコアを比較すると、「週に１回以上」のときが 大で、「ほぼ毎日」のと

きが 小である。ここでは、必ずしも利用頻度の大小と一致した影響関係にはなっていない。	 

	 ３番目の要因は、自宅での「ｅラーニング（オンライン学習）」である。この場合は利用頻度

との関連が明確で、カテゴリースコアが「ほぼ毎日」のときに も大きく、利用頻度が小さく

なるにつれてカテゴリースコアも小さくなり、「興味がない」において 小になっている。この

ことから、自宅でのｅラーニングの頻度が大きいほど「個人学習、または個人学習と集合学習」

の方向に影響があることがわかる。	 

	 

	 表 2−12	 学習活動（学習形態のちがい）に影響を与える要因	 

アイテム	 カテゴリー	 
カテゴリー	 

スコア	 

アイテムレンジ	 

（順位）	 

職業	 

	 

	 

	 

	 

	 

専門的・技術的職業	 

管理的職業	 

事務的職業	 

販売の職業	 

サービス的な職業	 

保安の職業	 

農林漁業	 

運輸・通信の職業	 

技能・作業的な職業	 

その他	 

	 0.34751	 

-0.03411	 

	 0.11687	 

-0.27876	 

-1.07157	 

	 0.85459	 

-2.98127	 

-1.26115	 

	 0.64886	 

	 0.84999	 

3.83587	 

（1）	 

ポッドキャスト（自宅）	 ほぼ毎日	 -1.05420	 1.94705	 



 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

	 0.89285	 

-0.54261	 

	 0.73999	 

-0.09112	 

（2）	 

ｅラーニング（オンライン学習）

（自宅）	 

ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

	 1.02437	 

	 0.85491	 

	 0.38249	 

	 0.11873	 

-0.17370	 

1.19807	 

（3）	 

迷惑メールを受信した	 しょっちゅうある	 

何度かある	 

ほとんどない	 

全くない	 

-0.23112	 

	 0.49789	 

-0.69460	 

	 0.17508	 

1.19249	 

（4）	 

ソフトウェアのダウンロード（自

宅）	 

ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

	 0.36755	 

-0.57170	 

	 0.10599	 

-0.67403	 

	 0.28791	 

1.04158	 

（5）	 

Yahoo や Google などを用いた情報

検索（自宅）	 

ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

	 0.01571	 

	 0.19772	 

-0.69606	 

-0.07471	 

-0.46665	 

0.89378	 

（6）	 

職場や学校の PC を利用するとき

は、セキュリティその他のルール

を厳格に守る	 

はい	 

いいえ	 

	 0.14494	 

-0.13481	 0.27975	 

（7）	 

	 判別的中率	 75.3％	 

	 

（４）	 学習成果の活用への希望に影響を及ぼす要因の分析	 

	 後に、学習成果の活用を希望することに影響を及ぼしている要因を明らかにする。ここで

も数量化Ⅱ類によることとし、表 2-10 で示した学習成果の活用について、「すでに活用した」

と「活用したことはないが、できれば活用したい」を合わせた「学習成果活用の希望あり」と

「学習成果活用の希望なし」（特に活用したいとは思わない）」を外的基準とした。また、これ

までと同様に、自宅におけるインターネットの内容別の利用頻度、職場または学校における同

様の項目、インターネット利用スキル、失敗経験等、利用倫理、利用規範にかかわる項目、性、

年齢、職業（77項目）と学習成果活用への希望のクロス集計を行った（クロス集計結果は省略）。

カイ２乗検定の結果、危険率 0.5％で有意差のみられた項目のうちで、カイ 2 乗値の大きかっ

た上位 10 項目をアイテムとした。それらは、自宅における「ポッドキャスト」「Skype などの

インターネット電話サービス」「ブログ上の日誌の執筆」「ブログや電子掲示板による情報公開・

発信」「ネットバンキング・投資」の利用頻度、職場または学校にける「Yahoo,	 google などを

用いた情報検索」「ｅラーニング（オンライン学習）」「ブログや電子掲示板による情報公開・発

信」「ブログや電子掲示板による情報公開・発信（職場または学校）」である。分析の結果は表

2-12 の通りである。	 

	 

	 も影響の大きい要因は、職場または学校での「Yahoo,	 google などを用いた情報検索」で

ある。ここでは、カテゴリースコアが大きいほど「学習成果活用の希望あり」の方向に影響し、

小さいほど「学習成果活用の希望なし」の方向に影響する。このアイテムのカテゴリースコア



 

では、利用頻度が「週 1回以上」のときが 大なので、このような場合に「学習成果活用の希

望あり」への影響が も大きいといえる。カテゴリースコアが も小さいのは「ほぼ毎日」の

場合である。アイテムレンジが 12.70927 であるので、このアイテムの影響力は他のアイテムに

比べてかなり大きい。	 

	 これに次いで影響の大きいアイテムは、職場または学校における「ｅラーニング（オンライ

ン学習）」である。ここでは、利用頻度が「ほぼ毎日」のカテゴリースコアが 大なので、職場

や学校でほぼ毎日 eラーニングを行うことが、学習成果活用の希望がある方向に も影響して

いることになる。ただし、必ずしも利用頻度の大小とカテゴリースコアの大小は一致していな

いので、利用頻度が高いほど学習成果活用の希望をもつ方向に働くとは言い切れない。なお、

ここでのアイテムレンジも 8.60461 でそれ以下のアイテムに比べると明らかに大きいことから、

影響力の大きいアイテムということができる。	 

	 第 3位のアイテムは職場または学校における「ブログや電子掲示板による情報公開・発信」

である。この場合は、カテゴリースコアが「週に１回未満」の 大で、「週に１回以上」のとき

が 小でばらつきが見られる。アイテムレンジは 1.81866 であり、上位 2アイテムのアイテム

レンジに比べるとその開きは大きいが、第 4位以降のアイテムレンジとの差はわずかである。

このことから、学習成果活用への希望の有無にかかわる要因では、職場または学校での「Yahoo,	 

google などを用いた情報検索」と「ｅラーニング（オンライン学習）」の利用頻度が影響力の

大きい要因であるということができる。なお、判別的中率が 64.2％であり、（２）、（３）での

分析に比べると若干低くなっていることは考慮する必要がある。	 

	 

	 表 2-12	 学習成果の活用希望の有無に影響を与える要因	 

アイテム	 カテゴリー	 
カテゴリー	 

スコア	 

アイテムレンジ	 

（順位）	 

Yahoo,	 googleなどを用いた情報検

索（職場または学校）	 

ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

-10.53754	 

	 	 2.17172	 

	 	 0.81964	 

	 -0.14844	 

	 -0.05163	 

12.70927	 

（1）	 

ｅラーニング（オンライン学習）

（職場または学校）	 

ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

	 7.53792	 

-1.06489	 

-0.18394	 

	 0.19039	 

-0.02582	 

8.60461	 

（2）	 

ブログや電子掲示板による情報公

開・発信（職場または学校）	 

ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

	 0.24042	 

-1.28878	 

	 0.52988	 

	 0.10593	 

-0.03413	 

1.81866	 

（3）	 

ポッドキャスト（自宅）	 ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

	 1.64342	 

	 1.25653	 

-0.02201	 

	 0.26259	 

-0.09115	 

1.73457	 

（4）	 



 

ブログ上の日誌の執筆（自宅）	 ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

-0.20280	 

	 0.61850	 

-0.69462	 

	 0.90688	 

-0.09207	 

1.70603	 

（5）	 

Skype などのインターネット電話

サービス（自宅）	 

ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

	 1.42553	 

	 0.62423	 

	 0.23552	 

	 0.11077	 

-0.24062	 

1.66615	 

（6）	 

ブログや電子掲示板による情報公

開・発信（自宅）	 

ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

-0.20280	 

	 0.61850	 

-0.69462	 

	 0.90688	 

-0.09207	 

1.60150	 

（7）	 

ブログ上の日誌の執筆（職場また

は学校）	 

ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

	 1.00920	 

-0.51769	 

	 0.33915	 

	 0.35254	 

-0.08028	 

1.52689	 

（8）	 

ネットバンキング・投資（自宅）	 ほぼ毎日	 

週に１回以上	 

週に１回未満	 

これから行ってみたい	 

興味がない	 

	 1.34310	 

	 0.58956	 

	 0.21977	 

	 0.00705	 

-0.06111	 

1.40421	 

（9）	 

	 判別的中率64.2％	 

	 

（５）成人の学習に影響を及ぼす要因	 

	 ここまで、成人の学習希望の有無、学習形態のちがい、学習成果活用への希望の有無につい

て、それぞれを規定する要因をインターネット利用の意識と実態の面から明らかにした。ここ

では、これらの分析を通じて、成人の学習全般にインターネット利用が関わっているかについ

て考察する。	 

	 それぞれの分析結果の特徴として、学習希望の有無を規定する要因では、10項目中のすべて

が自宅でのインターネットの内容別の利用頻度であった。希望する学習内容は、個人的な関心

に基づくものや仕事に関わるもの、あるいは地域や社会の課題に関わるものなど多様であるが、

学習希望を持つかどうかには、自宅でのインターネット利用が大きく影響しているということ

ができる。その中でも、電子メールの送受信の影響力が も大きいことから、電子メールによ

る日常的な情報のやりとりや他者とのコミュニケーションがさまざまな話題や内容への関心を

高め、学習意欲の喚起を促しやすくなるのではないだろうか。また、インターネットによる情

報検索は、特定事項について検索する場合もあれば、リンクを通じて関連するさまざまな内容

や話題へと広がる場合もあり、それらが学習意欲につながることは多い。検索エンジンを用い

た情報検索の影響力が大きいことには、このようなことが背景にあると考えられる。	 

	 学習希望を持つ段階から実際の学習活動に進むと、規定要因にも変化がみられる。学習形態

のちがいの規定要因では、職業、自宅でのインターネットの利用頻度、失敗経験等、利用倫理、

利用規範に関わる要因が挙げられた。学習活動の要因には、一般に職業がその１つとして考え

られているが、ここでは 大の要因としての結果となった。また、学習希望の有無ではすべて



 

の要因が自宅でのインターネットの利用頻度であったが、ここではインターネットの利用倫理、

利用規範の項目もみられた。個人学習を含む学習形態と集合学習のみの学習形態のちがいには、

このような規範意識も背景にあると考えられる。	 

	 また、学習成果活用の段階に移ると、成果活用の希望の有無を規定する要因は、再びインタ

ーネットの各種内容の利用頻度のみとなるが、ここでは、自宅での利用と、職場または学校で

の利用の項目が混在する。学習成果の内容や、その活用の場、方法はさまざまであるが、学習

成果活用の希望の有無には、自宅と、職場または学校でのインターネットの利用頻度が影響し

ている。	 

	 さらに、これら 3つの分析結果の中で、共通に挙げられている項目を見ると、自宅における

インターネットの利用頻度の項目がいずれにおいてもみられる。このことからすると、自宅で

のインターネットの利用頻度が学習希望から学習活動、そして学習成果活用までの学習プロセ

ス全体に共通して影響がある要因ということができる。ただし、これを個別の項目で見た場合

は、3 つの分析結果で共通にみられる項目はないので、自宅でのインターネット利用と利用頻

度がどのように影響しているかは今後の検討が必要である。	 

	 また、利用場所は異なるものの、検索エンジンによる情報検索および eラーニングの利用頻

度はいずれの分析結果においても共通した要因となっている。利用場所という違いを越えて、

インターネットによる情報検索や eラーニングは、成人の学習に影響を与えているともいえる。	 

	 

第４節	 教育政策への示唆	 

	 

	 ここでは、これまでの分析および考察から、これからの生涯学習推進に向けた視点を示すこ

とにする。	 

	 まず、第一に、人々の生涯学習を推進するというのは、学習希望を持つ段階から学習成果を

活用する段階までの人々の学習プロセスが、中断することなく展開されるような働きかけを行

うことである。インターネットの普及が人々の生涯学習推進にも大きく期待できることを考え

れば、ここで示した学習希望を持つ段階、学習活動の段階、学習成果活用の段階のそれぞれで

の規定要因は、これからの生涯学習推進を考える上で参考になる。	 

	 例えば、3 つの分析で共通に示された e ラーニングであれば、そのためのコンテンツを充実

させ、e ラーニングの利用とその普及を図ることが考えられるが、そのことが単に e ラーニン

グの学習者を増やすということにとどまらず、新たな学習希望を持つようになることや、学習

活動への展開、学習成果活用につながることが期待できる。	 

	 第二に、学習希望の有無の分析では、電子メールの送受信と検索エンジンによる情報検索が

要因として挙げられた。学習希望を持つ人々を増やすということになれば、影響の大きいこの

要因にかかわる手だてを考えることが有効である。しかし、これらはインターネット利用の基

本的な形態でもあり、現在では多くの人がこれらを利用することが可能となりつつある。今後、

さらなる学習希望を持つ人の拡大を図ろうとすれば、このような基本的なインターネットの利

用にとどまらず、それ以外に要因としてあがっている写真やビデオの編集技術の向上を図るこ

となどに関わるような手だてを考えることも必要である。	 

	 第三に、生涯学習推進は、インターネットの安全性が確保された中で行われることは言うま



 

でもない。学習活動の有無を規定する要因の中に迷惑メールを受信した経験の項目があげられ

ていたが、日頃から迷惑メールを受信しないような方法などを周知し、安心してインターネッ

トを利用できるような環境を整えることが求められる。また、インターネット利用のルールや

規範、公共の場での利用規則、著作権に関わる法律などを守ることが、結果として安全で安心

したインターネット利用を可能とすることになる。それが生涯学習の広がりにも関わることを

考えれば、このようなインターネット利用についての基本的な知識やルールなどの普及啓発が、

生涯学習推進を図る地道な方法と考えられる。	 

	 

	 

注	 
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育の理解』103-133 頁、実務教育出版	 

原	 義彦	 1992	 「学習の規定要因分析」総和町生涯学習のまちづくり推進本部『総和町民の

生涯学習調査』81-85 頁、総和町教育委員会	 

  



 

 

第３章	 パソコンを活用した学習	 

	 	 	 	 	 	 	 吉岡亮輔（国立教育政策研究所）	 

 

	 本章では、「メディア利用の実態とニーズに関する調査」の問17から問28のパソコンの利用

についての問いを中心に、成人のパソコン活用の実態と学習の特徴について報告する。	 

	 

第1節	 調査の実施	 

	 

	 本調査はインターネット調査で行われた。	 

	 調査期間は、平成23年11月14日（月）～11月17日（木）。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

調査の母集団は20代から60代までの年代で５階層、人口規模で大(人口50万人以上、及び東京

23区)中(人口10万～20万人未満)小(人口5万人未満)の３階層で等しい標本が得られるように

設計された。被験者数は750人。母集団の性別には偏りがあり、男性435人、女性315人であっ

た。	 

	 

	 

第2節	 パソコン利用環境と使用状況（問17～20）	 

	 

（１）	 パソコンの所有状況（問17）	 

	 所有パソコンについては、ノート型（64.3％）がもっとも多く、次いでデスクトップ型

（58.7％）である（表1参照）。パソコンを所有しない者が９名いるが、複数台所有する者も

多く、約30％が２種類以上のパソコンを所有している（何台所有しているかは不明）。所有パ

ソコンの組み合わせを図１に示す。ノート型とデスクトップ型を併せ持つものは約2割である。	 

デスクトップパソコンの所有については、カイ２乗検定の結果から、性別、人口規模別、年

収別（300万円未満、500万円未満、800万円未満、800万円以上）のグループ間で差がある

(p<0.05)。性別では男性が、人口規模別では人口が少ないほど、年収別では年収が多いほど

所有率が高い傾向がある。携帯型パソコンについては、普及率は高くないが年収が多いほど

所有率は有意に高い(p<0.05)。	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 表1	 所有パソコン	 

パソコンの型  人数 人数％ 

デスクトップ型パソコン 428  57.1  

ノート型パソコン 493  65.7 

携帯型パソコン 70  9.3 

いずれも持っていない 9  1.2  



 

 
図1	 所有パソコン別の所有者数	 

	 

（２）	 パソコンの使用経験年数（問18）	 

パソコンの使用経験年数は、使用年数10～15年（30.8％）がもっとも多く、使用年数5～10

年（26.0％）がこれに続く（図２参照）。	 

性別のみＴ－検定、その他は分散分析による結果から、人口規模以外のグループ間で使用経

験年数に有意な差がある(p<0.001)。性別では男性の使用年数が長く、年代では40代までは使

用年数が右肩上がりに長くなるが、50代以降は40代と同じかやや短い。学歴（中・高卒、専

門学校・短大卒、大学・大学院卒）との関係は学歴が高いほど使用年数が長く、年収との関

係では年収が高いほど使用年数が長いと言える。ちなみに学歴と年収の間には

r=0.196(p<0.001)の有意な相関がある。人口規模では有意差は見出せないが、人口規模が大

きい方が長く、小さい方が短いという一様な傾向は見られる。	 

	 

	 

図2	 使用経験年数の分布	 
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（３）	 自宅及び職場／学校でのパソコンの使用状況（問19、20）	 

	 自宅及び職場／学校での用途別の利用状況を表2と図3に示す。ここでは、選択肢の「ほぼ

毎日」を3点、「週に1回以上」を2点、「週に1回未満」を1点、「全く行わない」を0点として、

平均値を比較する。	 

自宅、職場／学校とも「インターネットの利用」が第１位、「電子メールの送受信」が第２位、

「エクセルなどを用いた表計算」が第３位である。他方、「プログラミングやソフトウェア開

発」や「プレゼンテーションソフトの利用」「ｗｅｂページの作成」は、自宅でも職場／学校

でもほとんど行われていない。	 

大方の項目は自宅での利用頻度のほうが職場／学校よりも高く、職場／学校での利用頻度の

ほうが高いのは、「エクセルなどを用いた表計算」「プレゼンソフトなどを用いた図表作成」

「予定表の管理」「プログラミングやソフトウェア開発」の４項目である。また、「写真や動

画の閲覧・編集」「電子メールの送受信」「インターネットの利用」「ｗｅｂページの作成」「家

計簿・住所録の管理」の５項目は、自宅での利用頻度が有意に高い(p<0.001)。	 

性別のみＴ－検定で、その他は分散分析による結果から、「ｗｅｂページの作成」以外の項目

について少なくとも一つ以上のグループにおいて有意な差がみられた(p<0.05)。「エクセルな

どを用いた表計算」は、自宅でも職場／学校でも全てのグループで有意な差がみられた

(p<0.05)。職場／学校では、「ｗｅｂページの作成」以外の全ての項目で男性が女性を上回る。

人口規模別は、有意差のある項目が も少なく自宅で４つ、職場／学校で３つだけである

(p<0.05)。	 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 表2	 自宅及び職場／学校でのパソコン利用状況	 

用途 
自宅（問 19） 職場／学校（問 20） 

平均値	 標準偏差	 平均値	 標準偏差	 

ａ ワードなどを用いた文書作成 1.1133	 .90198	 1.0987	 1.12307	 

ｂ エクセルなどを用いた表計算 1.1373	 .99723	 1.1893	 1.21138	 

ｃ 写真や動画の閲覧・編集 1.0787	 .84938	 .5133	 .84069	 

ｄ プレゼンソフトなどを用いた図表作成 .4280	 .68710	 .4507	 .80856	 

ｅ 電子メールの送受信 2.5040	 .85496	 1.5333	 1.37237	 

ｆ インターネットの利用 2.8053	 .55122	 1.5880	 1.36800	 

ｇ ｗｅｂページの作成 .3147	 .65744	 .1893	 .55788	 

ｈ 予定表の管理 .5547	 .94244	 .5813	 1.02605	 

ｉ 家計簿・住所録の管理 .6733	 .90317	 .2387	 .60514	 

ｊ プログラミングやソフトウェア開発 .1880	 .57599	 .2173	 .66935	 

ｋ	 オフラインゲーム	 .4893	 .88408	 － － 
平均	 1.0261	 .45187	 .7600	 .69885	 

	 



 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 図３	 自宅及び職場／学校でのパソコン利用状況	 

	 

第３節	 パソコンの力量（問21）	 

（１）	 パソコンの技量	 

	 パソコンの技能について４択で尋ねた結果を図4に示す。 も習熟度が高いのは、「インタ

ーネットの利用」、次いで「文書やファイルの作成・編集・保存」「文書やファイルの整理・

検索」と続く。これらは半数以上が『一人でできる』レベルにある(図4参照)。	 

インターネット調査の参加者であっても「プレゼンテーションソフトの利用」と「プログ

ラム作成」は敷居が高く、意外にも大半が『手伝ってもらえばできる』レベル以下であった。

また、「インターネット利用」が『できない』という回答の存在(17人)は疑問であるが、被験

者がもっと高度なインターネットの利用を念頭に置いて回答したのかもしれない。	 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 図４	 パソコンの力量	 
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次に選択肢の『人に教えることができる』に３点、『一人でできる』に２点、『手伝っても

らえばできる』に１点、『できない』を０点として、各グループ間の平均値を比較した結果を

述べる。	 

性別のみＴ－検定で、その他は分散分析による結果から、性別では「プレゼンソフトなど

を用いた図表作成」「定期的なバックアップ」以外の項目で男性が女性を有意に上回る

(p<0.01)。使用経験年数では全項目で経験年数が長いほど力量が高いことが有意である

(p<0.01)。年代では30代をピークとした若年層の力量が高く、学歴は高学歴のほうが、年収

は高収入のほうの力量が高いことが、多くの項目で有意な差を持って示される。その他の有

意差の見出せない項目も傾向は同じである。一方、人口規模においては有意な差のある項目

はない。	 

	 以上のことから、パソコンの力量は、性別では男性が優れ、年代では概ね若い世代が優れ、

人口規模ではほとんど差はなく、学歴が高いほど優れ、年収が高いほど優れ、経験年数が長

いほど優っている。	 

	 

（２）	 パソコンの力量因子	 

すべての技能項目について、ピアソンの相関係数に基づきグループ間連結法を用いてクラ

スター分析を行った結果、赤線を閾値とすると「文書や表計算ソフトでのファイル利用」、「プ

レゼンテーションソフトの利用」、「パソコンの管理」の３つの技能のまとまりが見出せる（図

５参照）。 

 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 図５	 項目間のクラスター	 



 

	 クラスター分析で見出された３つの技能のまとまりをパソコンの力量因子として、それぞ

れがパソコンの力量全体に及ぼす影響について、重回帰分析を行った(図6参照)。その結果、

３つの力量因子はほぼ同じ割合でパソコンの力量全体に関与していることが分かる。	 

	 
	 	 	 	 	 	 	 	 図６	 パソコンの力量に影響を及ぼす３技能因子	 

	 

（３）	 パソコンの力量に影響を与える外的要因	 

パソコンの力量因子についてグループ間のＴ検定の結果を表３に示す。３つの力量因子及

びパソコンの力量全体には人口規模以外のグループでグループ間に有意な差が存在する。優

越の傾向は上記の個別の結果と同様である。また、それらの外的要因がパソコンの力量にど

のように影響を与えているかは重回帰分析の図７より、もっぱら使用経験年数によるところ

が大きいと言える。	 

	 

表３	 グループ別の有意確率	 

有意確率 性別 年代 人口規模 学歴 年収 使用年数 

文書 0.000  0.000  0.167  0.000  0.029  0.000  
プレゼン 0.000  0.000  0.754  0.000  0.004  0.000  

管理 0.000  0.180  0.114  0.000  0.034  0.000  
パソコンの力量全体 0.000  0.000  0.266  0.000  0.017  0.000  

	 

	 



 

	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 図７	 パソコンの力量に影響を及ぼす外的要因	 

	 

第４節	 学習のきっかけ（問22）と学習成果（問23）	 

	 はじめてパソコンを学習したきっかけ（場所や人）は図8の通りである。約46％が自学自習、

次に多いのは職場の同僚から（15％）、家族から（14％）であり、約34％が人から直接学んだ

と回答している。他方、パソコン教室、講習会（職場、公的機関を含む）で学んだという回

答は、合計で20％程である。	 

	 表4から性別／年代別の学習源について見てみると、60代女性を除いて自学自習が第1位で

あること、20代は男女とも学校が第2位となっていること、男性は職場の同僚から、女性は家

族から学ぶ割合が高いという特徴がある。	 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 図８	 学習のきっかけ	 
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表４	 男女別年代別の学習のきっかけの割合	 

	 	 

男性	 女性	 

20 代	 30 代	 40 代	 50 代	 60 代	 20 代	 30 代	 40 代	 50 代	 60 代	 

学校	 15.2	 	 7.4	 	 2.4	 	 0.0	 	 0.9	 	 29.8	 	 18.8	 	 7.7	 	 1.6	 	 2.8	 	 

友人	 0.0	 	 9.9	 	 7.1	 	 6.7	 	 3.5	 	 2.4	 	 5.8	 	 6.2	 	 4.9	 	 8.3	 	 

家族	 13.6	 	 3.7	 	 1.2	 	 5.6	 	 7.0	 	 23.8	 	 23.2	 	 24.6	 	 23.0	 	 33.3	 	 

職場の同僚	 6.1	 	 16.0	 	 25.9	 	 14.6	 	 21.1	 	 6.0	 	 10.1	 	 15.4	 	 13.1	 	 11.1	 	 

職場での講習	 1.5	 	 3.7	 	 2.4	 	 6.7	 	 16.7	 	 0.0	 	 5.8	 	 4.6	 	 4.9	 	 8.3	 	 

社会教育施設の講習	 0.0	 	 1.2	 	 0.0	 	 0.0	 	 0.9	 	 1.2	 	 1.4	 	 0.0	 	 8.2	 	 11.1	 	 

民間のパソコン教室	 3.0	 	 2.5	 	 2.4	 	 2.2	 	 2.6	 	 3.6	 	 5.8	 	 4.6	 	 9.8	 	 13.9	 	 

自学自習	 60.6	 	 55.6	 	 58.8	 	 64.0	 	 47.4	 	 33.3	 	 27.5	 	 35.4	 	 34.4	 	 11.1	 	 

その他	 0.0	 	 0.0	 	 0.0	 	 0.0	 	 0.0	 	 0.0	 	 1.4	 	 1.5	 	 0.0	 	 0.0	 	 

	 	 

次に初学の学習成果について、『とてもそう思う』、『そう思う』と答えた人の割合を集計す

る(図9参照)と、「基本的な操作」についての満足度がもっとも高く、「仕事に役だつスキルの

向上」と「情報活用能力」が6割を超えている。一方、「専門的な知識・技術の向上」は約3

割、「情報発信力」は約4割と満足度が低かった。	 

	 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 図９	 初学の学習成果の満足度	 

	 	 

初学のきっかけと学習の成果の関係を見てみると（図10参照）、「職場での講習」と「自学

自習」は他と比べてほとんどの項目で学習の成果を感じているのに対し、「社会教育施設での

講習」での学習成果は低く感じられている。また、「家族」では基礎的な操作についての学習

成果は満足しているものの、それ以外の項目については低い。	 
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	 	 	 	 	 	 	 	 図10	 初学のきっかけ別の学習成果の満足度	 

	 

第５節	 パソコンの学習経験（問24）	 

	 

パソコンの授業や講習の受講経験について複数選択で尋ねた結果（図11参照）は、「受けた

ことはない」が も高く(48.0%)、次いで「職場でのパソコン利用に関する研修」(21.5%)、

「小学校・中学校・高校で実施される授業・演習」(17.6%)、「大学や大学院でのパソコン授

業」（16.4％）の順となっている。その他の自主的なパソコン学習機会の受講経験は総じて低

い。	 

性別では「小中高校の授業・演習」「社会教育施設のIT講習会」(p<0.01)で女性が、「職場

での研修」及び「受けたことがない」(p<0.05)で男性が上回っている。年代間では、「小中高

校の授業・演習」(p<0.001)は若い年代が、「社会教育施設のIT講習会」「職場での研修」「受

けたことはない」(p<0.05)は高年代が上回る。学歴では「専門学校の授業」(p<0.001)で専門

学校・短大生が多く、「大学の授業」(p<0.001)では大学生が、また「職場の研修」(p<0.01)

も大学生が上回った。年収では「小中高校の授業・演習」「社会教育施設のIT講習会」(p<0.01)

では年収が少ない方が、「民間企業のIT講習会」「職場での研修」(p<0.05)では年収の多い方

が上回っていた。	 

使用経験年数と学習経験の関係では、「小中高校の授業・演習」「放送大学の授業」「職場で

の研修」に有意な差がある(p<0.05)。「小中高校の授業・演習」は5-15年未満が他の使用経験

年数よりも多く15年以上が少ない。「放送大学」は選択者数が8と少なく検定結果は意味を持

たないと考えられる。「職場での研修」は、使用経験年数が長いほど選択者が多い傾向にある。	 
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	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 図11	 パソコンの学習経験	 

	 

第６節	 パソコンの使用目的（問25、26）	 	 

	 

	 パソコンの使用目的を複数選択で尋ねる問25では、「趣味や楽しみのため」が84.5％と も

回答が多く、次に「日常生活に必要な情報を得るため」	 (67.6%)、「ショッピングを行うため」

(54.4%)、「職業上必要なため」（48.4％）の順となっている(図12参照)。パソコンの使用は、

必要に迫られてというより、生活を豊かにすることを目的としていると考えられる。	 

	 それぞれの項目についての各グループ間のカイ２乗検定の結果から、それぞれのグループ

間で複数の項目について有意差が見られた（ｐ<5％）。	 

性別では、「趣味や楽しみ」、「必要な情報を得る」、「ショッピング」で女性が上回りそれ以外

は男性が上回る。年代では、「生きがいや自己啓発」は若い年代と高年代が高く中間年代が低

い。また、「職業上必要とする」のは中間年代で、若い年代と高年代で少ない。「勉強に役立

てる」は年齢に従い少なくなる。人口規模では、「生きがいや自己啓発」は中都市で少なく、

「親族や友人との交流」は大都市で高く、「資産形成」は人口規模が少なくなるほど低調にな

っている。学歴では該当するすべての項目について学歴が高いほど上回っている。年収では

「生きがいや自己啓発について」は年収が多くなるほど減少する。一方、「職業上必要」と「資

産形成」では年収が高いほど上回っている。使用経験年数では「職業上必要」と「資産形成」

はともに、使用年数が長いほど選択の割合が高くなっている。	 
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	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 図12	 パソコンの使用目的	 

	 

重要目的を尋ねる問26では、「趣味や楽しみのため」が40.7％と も高く、「職業上必要

なため」（23.1％）、「日常生活に必要な情報を得るため」	 (17.6%)の順となっている。 重要

な目的となると「職業上必要なため」との回答の順位は上がるようである(図13参照)。	 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 図13	 パソコン利用の最重要目的	 

	 

第７節	 パソコンのトラブル解決方法（問27）	 

	 

パソコンを使っていて分からないことが出てきた場合にどうするかを複数選択で尋ねる問

27では、「インターネットで検索する」が も回答が多く(70.9%)、次いで「ヘルプ項目やマ

ニュアルを読む（オンラインマニュアルを含む）」(58.8%)、「詳しい友人に尋ねる」(29.9%)
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となっている（図14参照）。	 

性別では、「家族に尋ねる」のみ女性が多く、その他は男性が多かった。	 

年代では、「購入店やサポート・サービス」は年代が上がるに従って増加し、「インターネ

ットで検索」は減少する。また、「インターネット上で人に尋ねる」は20代と50代が高いとい

う特徴があった。	 

人口規模では、「専門書を求める」のは人口規模が小さくなるほど高くなる傾向があった。	 

学歴では、「ヘルプやマニュアル」は学歴が上がるに従って増加し、「家族に尋ねる」は学歴

が上がるに従って減少している。	 

年収では、「家族に尋ねる」、「職場の同僚に尋ねる」は共に年収が高くなるほど増加してい

た。	 

使用経験年数別に上位３位までを比較すると使用年数５年未満と５年以上で大きく異なる。

年数が浅い場合には「家族」や「サポート・サービス」に頼る傾向が強いく他人依存だが、

年数が上がるほど「インターネットでの検索」と「ヘルプやマニュアル」を使った自分自身

で解決できるようになると考えられる。	 

	 総合的に見ると、女性や使用経験年数の浅い者、高齢者は他者に依存的な解決方法を望む

が、そうでない多くの人は自己解決的であると言える。	 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 図14	 パソコンのトラブル解決方法	 

	 

第８節	 パソコンとの接し方（問28）	 

	 

パソコンとの接し方を問う9つの項目について４択から選ぶ問28では、選択肢の『とてもそ

う思う』と『そう思う』を合計した割合を見てみる（図15参照）。 も賛同的な項目は「パソ

コンを使うことは生活に不可欠」（85.6％）、次に「生活のためのひとつの道具に過ぎない」

（82.7％）である。「使えなくてもこまらない」（26.1％）、「使っていないと落ち着かない」

（30.5％）、「なるべく使わないようにしている」（37.7％）は割合が少ない。	 
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性別では「時間を忘れる」と「落ち着く」では女性が、「機能が充実するとうれしい」では

男性の賛同の割合が高い。	 

年代では、「落ち着く」、「生活に悪影響」、「身体に悪影響」は年代が上がるに割合が減って

いく。また、「１つの道具に過ぎない」は30代と60代にそう思う人が多い。	 

人口規模では「生活に悪影響」は中都市で賛同の割合が高い。「１つの道具に過ぎない」は、

人口規模が小さいほど賛同の割合が下がる。「なるべく使わない」は大都市での賛同の割合が

高い。	 

学歴では、学歴が高いほど「生活にとって不可欠」であり「１つの道具に過ぎない」と思

っている人が増える傾向にある。	 

年収では、「時間を忘れる」と「落ち着く」は中間層が低く、低年収層と高年収層が高い割

合を示す。逆に「１つの道具に過ぎない」は、低年収層と高年収層が低く、中間層が高くな

っている。	 

	 使用経験年数では、「機能が充実すると嬉しい」、「１つの道具に過ぎない」ともに、使用経

験年数が上がるほど選択の割合が増える傾向にある。	 

すべての9項目について因子分析を行った結果、3つの因子を抽出できた（表5参照）。項目1

～4はパソコンに対する積極的な意見であり、5と6はパソコンの負の面についての意見、7～9

はパソコンとの距離を保とうとする意見と言える。	 

3つの因子についてグループ間の特徴を見てみると、パソコンに対する積極的な意見は、年

収が高いほど高い(p<0.01)こと、パソコンの負の意見は、年代が上になるほど高い(p<0.001)

こと、距離を保とうとする意見は、人口規模が大きいほど高い(p<0.01)ことが分かった。性

別と使用経験年数には明確な特徴はない。	 

	 

	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 図15	 パソコンとの接し方	 
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	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 表５	 因子分析による因子寄与率	 

 
 

成分	 

1	 2	 3	 

１	 生活にとって不可欠	 .769	 -.043	 -.148	 

２	 時間を忘れる	 .691	 .191	 -.134	 

３	 落ち着く	 .595	 .320	 -.317	 

４	 機能が充実すると嬉しい	 .738	 .011	 .141	 

５	 生活に悪影響を及ぼす	 .130	 .898	 .096	 

６	 身体に悪影響を及ぼす	 .063	 .907	 .119	 

７	 1つの道具に過ぎない	 .183	 .028	 .770	 

８	 使えなくても困らない	 -.281	 .089	 .605	 

９	 なるべく使わない	 -.173	 .102	 .730	 

	 

	 

第９節	 パソコンの力量とパソコンについての学習との関係	 

	 

（１）	 初学の学習成果（問23）との関係	 

学習の成果を問う選択肢の『とてもそう思う』と『そう思う』を１とし、『そう思わない』

『全く思わない』『学習する前からできた』を０として、成果があったとするグループと成果

は無かったとするグループのパソコンの力量を比較する(図16参照)。その結果は、「基本的な

操作」以外のすべての項目で、学習成果を認めるグループの平均値が有意に高い（p<0.001）。	 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 図16	 学習成果とパソコンの力量の関係	 

	 

（２）	 パソコン学習の経験（問24）との関係	 

問24の項目について、学習経験の該当の『ある』『なし』に分けてパソコンの力量を比較す

る(図17参照)。その結果は、「小中高校での授業・演習」「放送大学や通信教育での授業」「社
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会教育施設のIT講習会」の3項目では有意な差は見られない。一方、「受けたことはない」に

該当なし、つまり何らかの学習経験がありとする者の平均値は有意に高く（p<0.001）、それ

以外の項目でも経験ありの方が有意に高い（p<0.01）。	 

	 
	 	 	 	 	 	 図17	 パソコンの学習経験とパソコンの力量の関係	 

	 

（３）	 パソコン使用目的（問25）との関係	 

問25の項目について該当の『ある』『なし』に分けてパソコンの力量を比較する(図18参照)。

その結果は、「親族や友人との交流」（p<0.01）「職業上，必要」「勉強に役立てる」「社会につ

いて学ぶ」「資産形成」（p<0.001）の５項目については該当ありのグループの平均値が有意に

高い。	 

	 

	 

	 	 	 	 	 	 図18	 パソコンの使用目的とパソコンの力量の関係	 
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（４）パソコンのトラブル対処法（Ｑ27）との関係	 

問27の項目について該当の『ある』『なし』に分けてパソコンの力量を比較する(図19参照)。

その結果は、「サポート・サービス」「インターネットで質問」「講習会に参加」以外の項目で

平均値に有意な差がある。「家族に尋ねる」「何もしない」は該当なしの方が平均値は有意に

高く、それ以外の項目では該当ありの方の平均値が有意に高い（p<0.05）。	 

	 

	 	 	 	 	 図19	 トラブル対処方法とパソコンの力量との関係	 

	 

第１０節	 学習活動とパソコンの力量の関係	 

（１）	 パソコンの力量と関係が強い活動（問41）	 

	 問41の一般的な活動の項目とパソコンの力量との相関を見てみる(表6参照)。相関分析の結

果、3の「電子メールの使用」と8、9、10のつき合い関係の項目との相関が高い（p<0.001）。

言い換えればコミュニケーション能力が高い人はパソコンの力量も高いと考えられるのでは

ないだろうか。	 

	 	 	 	 	 	 	 表６	 活動の程度とパソコンの力量の相関係数	 

１ 手工芸,楽器演奏,絵を描く,囲碁,俳句などの趣味的な活動 .119**	 

２ 読書,音楽,芸術鑑賞,観劇などの文化,教養的な活動 .152**	 

３ 携帯電話やパソコンでインターネットや電子メールの使用 .207**	 

４ スポーツやハイキングなどの身体を動かす活動 .139**	 

５ 家庭での団らんや家族ぐるみの活動 .049	 

６ 家事や育児の分担 .044	 

７ 町内会,婦人会,老人クラブなどの活動 .073*	 

８ 職場や仕事関係の人とのつきあい .230**	 

９ 趣味などを通して知り合った人とのつきあい .190**	 

10 外国人（国内外問わず）とのつきあい .168**	 

11 子ども会の世話,リサイクル,地域活動などのﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動 .114**	 

12 高齢者の生活や学習の支援（話し相手,介護,交流など） .041	 
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（２）	 学習意欲（問43）とパソコンの力量と関係	 

	 問43の条件が整えば学習したいことがあるかと言う問いの回答とパソコンの力量との関係

を分散分析により見てみる(図20参照)。その結果は、学習意欲の高いグループの方がパソコ

ンの力量は有意に高い(p<0.001)。	 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 図20	 学習意欲とパソコンの力量の関係	 

	 

（３）	 学習内容（問44）とパソコンの力量と関係	 

	 学習意欲がある人に対してどのような内容の学習をしたいかを複数選択で尋ねる問44につ

いて、各項目の選択者のパソコンの力量の平均値を見てみる(図21参照)。その結果、「時事的・

社会的な問題」についての学習意欲が高い人のパソコンの力量が も高く、「コンピュータや

ワープロ、インターネットなどの知識や技能」についての学習意欲がある人のパソコンの力

量は、必ずしも飛び抜けて高いわけではない。	 

図21	 学習内容とパソコンの力量の関係	 
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（４）この1年の学習方法（問46）とパソコンの力量と関係	 

	 この1年間に学習した学習方法を複数選択で尋ねる問46について、各項目の選択者のパソコ

ンの力量の平均値を見てみる。図22には選択者が20人以上あった8項目を取り上げる。その結

果、「大学・大学院に社会人入学して」が もパソコンの力量が高く、次が「カルチャーセン

ターで」である。	 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 図22	 この1年の学習方法とパソコンの力量の関係	 

	 

（５）	 この1年の学習内容（問47）とパソコンの力量と関係	 

	 この1年間に学習した人が学習した内容を複数選択で尋ねる問47について、各項目の選択者

のパソコンの力量の平均値を見てみる。図23には選択者が20人以上あった9項目を取り上げる。

その結果、「コンピュータやワープロ、インターネットなどの知識や技能」が もパソコンの

力量が高く、次が「英会話やその他の外国語」「職業上の知識や技能」である。	 

図23	 この1年の学習内容とパソコンの力量の関係	 
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（６）	 この1年の学習内容の程度（問49）とパソコンの力量と関係	 

	 この1年間に学習した内容の程度について尋ねる問49の4つの選択肢を選んだグループのパ

ソコンの力量の平均値を見てみる(図24参照)。分散分析の結果より、高度な内容を学習した

人ほどパソコンの力量は有意に高い(p<0.001)。	 

	 

	 	 	 	 図24	 この1年の学習内容の程度とパソコンの力量の関係	 

	 

第１１節	 メディアの利用頻度（問６）とパソコンの力量の関係	 

	 日常接するメディアの利用頻度とパソコンの力量との関係を相関分析から明らかにする

（表7参照）。表中マイナスの記号は負の相関があることを示す。例えばデジタルプレーヤー

の頻度が高いほどパソコンの力量は低いということになる。つまり、ここでは、デジタルプ

レーヤーやゲーム機、テレビゲーム、デジタルカメラ、雑誌、コミックなどの利用頻度は、

パソコンの力量が高い人ほど低く、パソコンの力量が低い人ほど頻繁に利用していると言え

る。逆にテレビ、固定電話、新聞については、相関は小さいがパソコンの力量が高い人ほど

利用していると言えよう。	 

表７	 メディアとパソコンの力量との相関係数	 

ａ ラジオ -.004	 

ｂ テレビ .093*	 

ｃ 3D テレビ -.015	 

ｄ 録画再生機(ビデオデッキ、DVD・HDD・BD レコーダーなど) -.088*	 

ｅ 固定電話 .090*	 

ｆ ファックス -.028	 

ｇ 携帯型音楽デジタルプレーヤー（iPod など） -.270**	 

ｈ 携帯型ゲーム機（PSP、ニンテンドーDS など） -.166**	 

ｉ デジタルカメラ・ビデオカメラ -.168**	 

ｊ テレビゲーム（PS3、Wii、Xbox360 など） -.198**	 

ｋ 電子書籍リーダー（キンドル、i-pad、GALAPAGOS など） -.128**	 

ｌ 電子辞書 -.060	 
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ｍ 本 -.099**	 

ｎ 雑誌 -.154**	 

ｏ 新聞 .087*	 

ｐ マンガ・コミック -.166**	 

	 

第１２節	 インターネットの力量とパソコンの力量の関係（問14，21m）	 

問21のパソコンによるインターネット利用項目（問21ｍ）がインターネットの力量全体（問

14）とどのような関係にあるのかを確認する。	 

	 

（１）	 インターネットの力量（問 14）	 

選択肢の『人に教えることができる』を3点、『一人でできる』を2点、『手伝ってもらえば

できる』を1点、『できない』を0点として6項目の平均値をインターネット力量とした。	 

	 インターネットの力量項目では、「情報検索」と「電子メール」はほぼ100％近くの人がで

きると回答しているのに対し、「ファイルアップロード」と「情報発信」については「できな

い」とするものが2割程度いる(図25参照)。	 

グループ間のＴ検定では年収以外のグループ間で有意な差がある(表8参照)。性別では男性の

方が優れ、年代では若い世代の方が優れ、人口規模では規模が大きいほど優れ、学歴は高い

ほど優れ、使用経験年数が長いほど優れている。	 

	 	 	 

	 

図25	 インターネットの力量	 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 表８	 グループ別検定結果	 

有意確率 性別 年代 人口規模 学歴 年収 使用年数 

インターネット力量 .000	 .000	 .010	 .000	 .376	 .000	 
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（２）	 インターネットの力量（問 14）とパソコンでのインターネットの利用（問

21m）との関係	 

パソコンでの「インターネットの利用」（問21m）と、メディアを問わないインターネット

力量（問14）との関係は、正の相関関係（r=.554,	 p<0.001）がある。問21mの4つの選択肢グ

ループのインターネットの力量の平均値は図26に示す。分散分析からもグループ間に有意な

差が見られる(p<0.001)。このことから、インターネットの力量が高いほどパソコンでのイン

ターネットの力量も高いと言える。また、パソコンの力量全体(問21)とインターネットの力

量(問14)の間にも、強い正の相関が見られる（r=.776,	 p<0.001）。	 

	 

図26	 パソコンのインターネット利用とインターネットの力量の関係	 

	 

第１３節	 メール送受信に関するインターネット項目（問12d）、パソコン

項目（問19e	 ）、携帯項目（問32b）の関係	 

調査問題中にメール送受信に関する項目が3つある(インターネット項目（問12d）、パソコ

ン項目（問19e	 ）、携帯項目（問32b）)。ここではそれら3項目の関係を見る(図27参照)。	 

	 メールの送受信について、メールは利用メディアに関わらずインターネットを介して行わ

れるものであるという認識ができていると考えるならば、パソコンでの利用頻度とインター

ネットでの利用頻度はほぼ一致しているのに対して、携帯電話での利用頻度が若干低いこと

は興味深い。このことはメール利用には携帯電話よりもパソコンが好まれる傾向があること

を示唆しているのではないかと考えられる。	 

	 インターネットとパソコンの間には強い正の相関があるが、インターネットと携帯電話及

びパソコンと携帯電話の間の相関はそれよりも低い(p<0.001)(表9参照)。	 
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	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 図27	 メール送受信の利用度	 

	 

表９	 メール送受信の相関	 

インターネット パソコン .640**	 

インターネット 携帯電話 .158**	 

パソコン 携帯電話 .132**	 

	 

	 

第１４節	 調査結果のまとめ	 	 

	 
	 「メディア利用の実態とニーズに関する調査」の結果から得られた主な知見は次のとおり

である。	 

(1) パソコンの所有状況	 

① ノート型パソコンが優勢である。	 

② 約3割が複数台のパソコンを所有し、約2割がデスクトップ型とノート型を両方所有す

る。	 

③ 携帯型パソコンの所有は1割未満で、どちらかといえば贅沢品である。	 

(2)パソコンの使用経験年数	 

①使用経験年数 10～15 年の割合が も高く、使用経験年数 5年～15年が 5割以上を占める。	 

②40 代までは年代とともに使用経験年数が増加することは、90 年代半ばから Windows パソコ

ンが普及し始めたことに符合する。	 

③男性、高学歴、高年収、人口規模が大きいほど使用経験年数が長い。	 

(3)自宅及び職場/学校でのパソコンの使用状況	 

①ほとんどの用途で利用頻度は自宅が職場/学校を上回る。	 

②利用頻度の高い用途は「インターネット」「電子メール」、次に「文書作成」「表計算」であ

る。	 

(4)パソコンの技能	 

①習熟度の高い技能は「インターネットの利用」「文書・ファイルの作成・編集・保存」「文

書・ファイルの整理・検査」である。	 
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②苦手意識の高いものは「プログラム作成」であり、プレゼンテーションツールの使用も習

熟度は高くない。	 

(5)学習のきっかけ	 

①自学自習が も多く(約 46%)、職場の同僚や家族、友人などの人から学んだ者が約 34%、学

校その他で教育を受けた者は約 20%に過ぎない。	 

②20 代は男女とも学校が第 2 位となっていること、男性は職場の同僚から、女性は家族から

学ぶ割合が高い	 

(6)初学の学習成果の満足度	 

①「職場での講習」と「自学自習」は学習成果の満足度が高い。	 

②「社会教育施設での講習」では学習成果の満足度が低い。	 

③「家族」では基本的な操作以外の満足度は低い。	 

(7)パソコンの学習経験	 

①「受けたことがない」が も多く(48%)、学校での授業や職場での研修など義務的な学習が

それぞれ 20%程度で、自主的な学習経験は少ない。	 

②「小中高の授業」は使用経験年数 5-15 年未満で多い。	 

③	 年収が少ないほど「社会教育施設の IT 講習会」が多く、年収が多いほど「民間企業の IT

講習会」が多い。	 

(8)パソコンの使用目的	 

①「趣味や楽しみのため」(84.5%)が も多く、次が「必要な情報を得る」「ショッピング」

と続き、総じて生活を豊かにすることを目的としている。	 

②「職業上必要」は 重要目的としては 2 位に位置する。	 

(9)パソコンのトラブル解決方法	 

①「インターネットで検索する」(71%)が も多く、次が「ヘルプやマニュアル」(59%)。	 

②女性や使用経験年数の浅い者、高齢者は他者への依存的な解決方法を望むが、そうでない

多くの人は自己解決的である。	 

(10)パソコンとの接し方	 

①「生活に不可欠」と「1 つの道具に過ぎない」が 8 割を越えている。	 

②因子分析からは、パソコンに対する「積極的な意見」「負の面の意見」「距離を保とうとす

る意見」の 3 因子が抽出できた。	 

③3 因子は特別なグループに偏るものではなく、全体の総意であると考えられる。	 

(11)パソコンの力量	 

パソコンの技能についての 13 項目の習熟度を数値化して平均値をパソコンの力量と定めて

検討を加えた。その結果次の知見が得られた。	 

①パソコンの力量は、男性、年齢が若いほど、高学歴、高年収、使用経験年数が長いほど優

れている。	 

②パソコンの力量を構成するのは「文書や表計算ソフトでのファイル利用」、「プレゼンテー

ションソフトの利用」、「パソコンの管理」の 3 つの因子であり、それらは等しくパソコンの

力量に影響する。	 

③パソコンの力量に影響を与える外的要因で 大のものは使用経験年数である。	 

(12)パソコンの力量とパソコンの学習との関係	 

①基本的な操作以外の項目で初学の学習成果ありとする者はパソコンの力量が優っている。	 



 

②学習経験では、「パソコン学校」「大学・大学院」「民間の IT 講習会」「職場の研修」の経験

者はパソコンの力量が優っており、何も経験がない者のパソコンの力量は劣っている。	 

③パソコンの使用目的が「親族や友人との交流」「職業上，必要」「勉強に役立てる」「社会に

ついて学ぶ」「資産形成」である者はパソコンの力量が優っている。	 

④トラブルの対処方法が「ヘルプやマニュアル」「「友人に尋ねる」「同僚に尋ねる」「専門的

サービス」「専門書」「インターネットで検索」である者のパソコンの力量は優っており、「家

族に尋ねる」「何もしない」者のパソコンの力量は劣っている。	 

(13)学習活動とパソコンの力量の関係	 

①一般的な活動でコミュニケーション能力が高い者はパソコンの力量が高いらしい。	 

②学習意欲が高いほどパソコンの力量は高い。	 

③「時事的・社会的な問題」についての学習意欲がある人が もパソコンの力量に優れる。	 

④この 1 年に「大学などの公開講座」で学習した者のパソコンの力量が も優れる。	 

⑤この 1 年に「コンピュータ・ワープロ・インターネットなどの知識や技能」を学習した者

のパソコンの力量が も優れる。	 

⑥この 1 年の学習内容が高度な内容であった者ほどパソコンの力量は優れる。	 

(14)その他	 

①メディアの利用頻度とパソコンの力量については、テレビ、固定電話、新聞については正

の相関が見られる一方、その他のメディアとは負の相関がある。	 

②インターネットの力量とパソコンの力量の間には強い相関がある。	 

③インターネットのメール送受信はパソコンによる方が携帯電話よるよりも相関が高い。	 

	 

	 

第１５節	 教育政策への示唆	 

	 
	 パソコンの技能の習熟度から定義したパソコンの力量をもとに成人のパソコン使用の状況

と学習に対する経験や意欲との関係から次の点が示唆される。	 

１．学習意欲の高い人ほどパソコンの力量は高いと言える(まとめの(13)②)ならば、卵が先

かニワトリが先かという議論にはなるが、パソコンの力量は学習意欲を高めると言い換える

ことも可能であろう。もしそうであるのならば、パソコンの学習を積極的に進めることは意

義がある。	 

２．パソコンの学習のきっかけでは自学自習と人から学んだ割合が大きく、学校での教育の

割合が低い(まとめの(5)①)。これは、学校での学習の印象が薄いことが考えられる。これか

らの学校教育におけるパソコンの学習においては学習者の求めに合致した教育内容を考える

必要があろう。	 

３．パソコンの使用経験年数からは、男性、高学歴、高年収、人口規模といった偏りが指摘

される(まとめの(2)③)。今後はこれらのデジタル・ディバイドの排除を目指して、女性、低

学歴、低年収、小都市の人々に対する教育の機会を保証する必要があろう。	 

４．「社会教育施設の IT 講習会」は低所得者からは期待されている(まとめの(7)③)が、その

一方で「社会教育施設での講習」での学習成果の満足度は低い(まとめの(6)②)という事実が

ある。そのため、社会教育施設での講習の内容を検討する必要があろう。	 

	 

他方、学習者個人の心構えも大切である。	 



 

５．コミュニケーション能力が高く(まとめの(13)①)、「時事的・社会的な問題」についての

学習意欲ある人(まとめの(13)③)はパソコンの力量すぐれることから、広く社会に向かう気

持ちを持つことが大切であろう。	 

６．パソコンのトラブルの対処方法で「何もしない」者のパソコンの力量は劣っている(まと

めの(12)④)。学習する際には引っ込み思案や消極的な態度は不要である。	 

７．高度な学習機会(まとめの(13)④)や高度な学習内容(まとめの(13)⑥)を納めた人のパソ

コンの力量は高いことから、積極的に学習にチャレンジする姿勢が大切である。	 

８．この 1 年に「コンピュータ・ワープロ・インターネットなどの知識や技能」を学んだ人

のパソコンの力量が も高い(まとめの(13)⑤)ことから、パソコンの力量は学習すれば身に

つくものであると考えられる。また、パソコンの力量は、学習経験のある無しに関係する(ま

とめの(12)②)。それゆえパソコンの力量を高めるためには積極的に学習機会を得る努力が必

要である。	 

９．様々なメディアが氾濫する今日の社会で、多くのメディアの利用頻度はパソコンの力量

と反比例の関係にある(まとめの(14)①)、パソコンの使用で時間が取られるために他の利用

頻度が少なくなるのかもしれないが、節度のあるメディアの利用を心がけるべきであろう。	 

	 

	 	 



 

第４章	 携帯電話と生涯学習：「つながる」メディアとしての「ケータ

イ」	 	 	 	 	 	 	 
	 荻野亮吾（東京大学） 

 
第 1 節	 携帯電話の利用の広がり	 

	 

	 1990 年代中頃から急速に普及を見せた携帯電話は、今やあって当たり前、なくてはならない

ものとして私たちの生活の必需品となっている。2012（平成 24）年 3 月末時点で、携帯電話と

PHS を合わせた加入契約数は、1 億 3,276.1 万となっており、前年度と比べて、7.7%と依然とし

て伸びを示している。携帯電話単独での人口普及率（人口に占める携帯電話の加入契約数）は

すでに 100%を超えており、この間、携帯電話を持つことが当然のことになった証左となって

いる〔総務省, 2012〕。 
	 さらに、私たちの生活の中では、もはや携帯電話は「電話」でなく、「ケータイ」という新た

なメディアとして位置づけられつつある。これは、携帯電話の「多機能化」に起因する事態で

あり〔岡田, 2012〕、もはや「電話」ではなく、マルチメディアな機能を有する存在として携帯

電話を位置づける必要がある。例えば、月に 1 回以上使う携帯電話の機能を尋ねた結果を見る

と、時計（67.9%）を始めとして、目覚まし（58.9%）、アドレス帳（58.0%）、静止画カメラ（56.6%）、

電卓（49.2%）、撮った写真・映像の送受信（29.0%）、スケジューラー・カレンダー（28.8%）、

メモ帳（25.6%）、ワンセグテレビ機能（20.5%）、おサイフケータイの利用（9.1%）となってお

り、携帯電話が通話以外の多様な使い方をされていることが分かる。さらに、10 代や 20 代の

若い層ほどこれらの機能を使いこなしていることも明らかになっている〔NTT ドコモモバイル

社会研究所編, 2010〕。 
	 スマートフォンの登場により、携帯電話・スマートフォンの「多機能化」の傾向はさらに強

まっている。例えば、『情報通信白書』の分析から、若年者のコミュニケーションチャンネルが

変化したという分析もある。具体的には、通話ではなくメールを中心としていた従来の利用の

あり方から、SNS、ブログ、Twitter などのソーシャル・メディアの活用へという変化が指摘さ

れている〔松下, 2012: 199〕。また、携帯電話やスマートフォンの発達・普及が、「つながり」を

「持ち歩く」ことを容易にしているという指摘もある〔古川, 2012〕。現在の端末では、通話を

行うだけでなく、メールやその他のアプリを通じて友人や知人と頻繁にコミュニケーションを

行い、インターネット上の情報のチェックや、SNS、ブログ、Twitter などを通じた情報の発信

を、手元で簡単にタイムラグが生じることなく行うことができるようになっている。 
	 また、携帯電話やスマートフォンを通じたコミュニケーションは社会的な動きにもつながっ

ている。例えば、2010（平成 22）〜2011（平成 23）年の「アラブの春」（アラブ諸国で起きた

反政府デモ・民主化運動）を盛り上げた背景には、Twitter や Facebook などのソーシャル・メ

ディアが存在していたと言われている。日本でも、2011（平成 23）年の東日本大震災情報の折

に、Twitter を用いて、安否確認や物資情報の伝達、節電の呼びかけなどが行われたことが知ら

れている［松下, 2012: 52-59］。このように、携帯電話を通じた SNS や Twitter、ブログなどでの

情報発信は、個人間のやり取りだけでなく、社会を動かす原動力ともなり得る。ここから、情

報を単に受信するだけでなく、自ら積極的に情報を発信し、家族や友人、知人とコミュニケー

ションを取り合う中で、情報収集と社会参加を行う能動的な市民像を想定することも可能とな

るだろう。 



 

	 このような携帯電話やスマートフォンの普及によって、私たちの学習はどのように変化する

だろうか。後で見るように、携帯電話を単なる「情報収集」のメディアとして捉えるのであれ

ば、その役割を過小評価することになってしまうだろう。なぜなら携帯電話を通じて得られる

情報は、定型的な情報だけでなく、家族や友人、もしくは不特定多数の他者とのコミュニケー

ションの中で得られる多種多様な情報を含むからである。その意味で、「つながり」を作るとい

う点から携帯電話の役割を積極的に評価する必要がある。例えば、個々人の持つ家族や友人・

知人との関係を分析するパーソナル・ネットワーク論においては、人々との間の「つながり」

が、知識や情報の伝達、社会的・心理的なサポートにおいて、大きな力を持つことが明らかに

されている〔森岡編, 2012, 安田, 2011〕。また、社会関係資本論においては、人々の間の関係性

の強さや広さ、多様性が、政治、経済、治安、健康、福祉、教育などに正の効果を有すること

が明らかにされている。ここから、「つながり」を育むことはその個人にとって有益であるだけ

でなく、社会にとっても大きな価値を持つことがうかがえる。それでは、携帯電話は「つなが

り」を作る上でどのような役割を果たしているのだろうか。 
	 この問いに答えるに当たって、本章ではまず、携帯電話の利用状況と意識、そして情報収集

のためのメディアの役割について確認を行う（2 節）。その上で、携帯電話の「つながり」を育

むという機能に着目し、人間関係の形成に携帯電話が果たす影響について明らかにする（3 節）。

これらの分析を踏まえて、生涯学習に関わるメディアとして、携帯電話での学習をどのように

支援していけば良いのかという政策的示唆を提示する（4 節）。 
	 

	 

第２節	 携帯電話の利用状況と意識	 
	 	 

（１）携帯電話の利用状況	 

	 まず、今回の調査における携帯電話の利用状況を見ていくことにしよう。携帯電話の所持率

を見ると（Q29）、約 9 割が携帯電話を所持している。この値は、2011（平成 23）年の内閣府調

査における 92.9%という値とも合致しており、多くの人が携帯電話を所持している状況を示し

ている。このうち、2 台以上所持している割合は、約 1 割（9.7%）となっている。 
	 属性別に見ると、男性の方が女性よりも「2 台以上」持っている傾向にあるなど、性別によ

って差がある（5%水準で有意）。年代別に見ると、40 代、50 代では 2 台以上と答える割合が 1
割を超えているなど、所有率に差がある。学歴、都市規模の差は存在しない。一方、世帯年収

については、年収が高い方が、「持っていない」とする割合が若干減少する傾向にある。全体と

して、携帯電話の所有に関して、属性による差を見出すことは難しい。 
	 次に、携帯電話の利用年数を見ると（Q30）、「10〜15 年」が も多く（35.6%）、続いて「5
〜10 年」（24.4%）、「15 年以上」（24.0%）、「5 年未満」（16.0%）となっていた。性別では、男

性の方が（29.2%）、女性（16.8%）よりも、「15 年以上」利用している割合が高く、全体として

利用期間が長い傾向にある（1%水準で有意）。また、年代別に見ると（表 4-1）、それぞれの年

代で傾向が異なる（0.1%水準で有意）。20 代では、「5〜10 年」が半数弱、30 代では「10〜15
年」が半数強である。40 代では、「10〜15 年」「15 年以上」がそれぞれ 3 割を超えている。一

方、50 代、60 代では、「10 年未満」の割合がそれぞれ、3 割強、4 割強となっており、比較的

近使い始めた層も少なくないことが分かる。学歴や、居住地域の影響は見られないが、世帯

年収が多い方が、利用期間が長い傾向にある。ただし、これは年代の効果を統制すると影響が

見られなくなる擬似相関である。 



 

	 	 



 

表 4-1	 携帯電話の利用年数（年代別%）	 

 
 
	 さらに、携帯電話の費用を尋ねたところ（Q31）、10,000 円以上を支払っている割合は、1 割

以下で、概ね 1 万円以内の利用に留まっている。属性別に見ると、性別の差は見られなかった。

ただし、年代による差は見られる（表 4-2）。20 代は「5,000〜1,0000 円」が 4 割を超え、30 代、

40 代でも 4 割弱となっている。それ以外を、「3,000 円未満」と「3,000〜5,000 円」が占める形

となっている。50 代は、「3,000 円未満」と「3,000〜5,000 円」、「5,000〜1,0000 円」が 1/3 ずつ

を占める形である。60 代は、「3,000 円未満」が 4 割と、利用料金がやや少ない傾向にある。実

際に、年代と利用料金のクロス集計を行った結果（カイ 2 乗検定）、5%水準で有意であった。

学歴、世帯年収、居住地区の市郡規模による差は見いだせなかった（カイ二乗検定の結果）。 
 

表 4-2	 携帯電話の利用料金（年代別%）	 

 
	 

（２）携帯電話で利用する機能	 

	 次に、携帯電話で利用している機能を尋ねた結果が（Q32）、表 4-3 である。表を見ると、分

かるように、機能の利用頻度には差がある。「ほぼ毎日」利用するものとしては、メール（52.5%）

が も多く、続いてアラーム機能（43.6%）、電話（29.9%）がよく使われている。電話の頻度

は、「ほぼ毎日」から、「週に 1 回未満」とばらつきがある。メモ機能、アプリ機能、写真の撮

影、スケジュール管理について「週に 1 回以上」行うのは 2 割程度に留まる。ゲーム、音楽、

テレビ視聴、ファイルの編集・閲覧を「週も 1 回以上」行うのは 1 割程度と少ない。 
	 性別に見ると、男性は、通話の頻度とファイル・文書の閲覧・編集の割合が高く、女性のメ

ール、アラーム機能、写真の撮影、住所録やスケジュール管理を行う割合が高い傾向にある。 
 
	 	 



 

表 4-3	 携帯電話の利用機能別割合（N=750）	 

 
 
	 次に、利用する機能は、年代によって異なっていた。表 4-4 は、「全く行わない」を除いた機

能別の割合を示したものである。まず、電話については 50 代、60 代で「ほぼ毎日」と答える

割合が高いという特徴があるものの、全世代で 9 割以上と万遍なく利用されていることが分か

る。一方、メールの送受信の頻度は 20 代、30 代の方が高いが、利用率は年代に関わらず高い。

それ以外の、アラーム機能、ゲーム、メモ機能、各種アプリケーション、写真の撮影、音楽の

聴取などは、20〜40 代の若者を中心とした利用率が高くなっている。 
	 調査結果からは、通話機能を中心に利用する高齢世代と、メールを始め様々な機能を駆使し

ている若年世代という像が浮かびあがってくる。この若者像は、先行研究とも一致しており、

いわゆる「デジタル・ネイティヴ」（生まれながらにしてインターネットやパソコン、携帯電話

などの情報技術に慣れ親しんでいる世代）の特徴を表していると言える。逆に言えば、年長の

世代は通話以外の機能を充分に使いこなしているとは言えず、携帯電話を「電話」として利用

する傾向が強いと言える。 
	 さらに、学歴別に見ると、電話とメールにおいて差が見られた。例えば、メールについては、

「ほぼ毎日」メールを利用する割合が大学卒（57.5%）の方が、中学・高校卒（43.7%）よりも

やや高いなど、学歴によって差があった。年収別に見ると、電話やメール、ファイル・文書の

閲覧・編集などについて、年収が高い方が、頻度が上がる傾向が見られた。 
 

表 4-4	 携帯電話の利用機能別割合（年代別%）	 

 

 
（３）携帯電話に関する規範・意識	 

	 次に、携帯電話に関する規範・意識についての調査結果を見ることとしたい。 
	 携帯電話に関する規範について尋ねたところ（Q33）、以下のような傾向が見られた（表 4-5）。
まず、チェーンメールの送信については、全体的に忌避感が も高かった。続いて、利用禁止

の場所での通話、対談中に電話に出ること、仕事中の私用電話の順に、行わない方が良いと感

じられていた。職場や学校での携帯電話の充電、仕事中の私用のメールについては、やらない

方が良いとする割合の方が高いものの、あまり気にならない層も一定数いることがうかがえる。 
	 さらに、上記 6 項目について、因子分析を行った結果、1 因子構造を取っており、変数間の

一貫性も高かったため（信頼性係数α=0.834）、6 項目を合算し、属性別に平均値を比較するこ

ととした。その結果が表 4-6 である。 
	 性別に見ると、男性よりも女性の方が、モラルが高い傾向にある。また、利用年数が 5 年未

満か 5 年以上かで、モラルに差が生じるようである。その他の年代、学歴、世帯年収、配偶者
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の有無、居住地区、職業の有無については差が見られなかった。 
	 

表 4-5	 携帯電話に関する規範（N=750、表中の数字は%）	 

	 
 

表 4-6	 携帯電話に関する規範の平均値の比較（一元配置の分散分析）	 

 
 
	 さらに、携帯電話への意識（Q34）について尋ねた結果が、表 4-7 である。まず、携帯電話

に対する見方を尋ねたところ、「生活にとって不可欠」「コミュニケーションのツールとして不

可欠」が 7 割程度と必要性を認識している人が多かった。一方、時間を忘れる、確認せずにい

られない、という意見は少なかった。携帯電話を持つことのデメリットについては「交通事故

の可能性」が 66.5%と高く、以下、「健康への悪影響」（36.3%）、「他人と触れあう機会の減少」

（26.4%）、「生活へのリズムへの悪影響」（25.6%）という順となっていた。 
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表 4-7	 携帯電話への意識（N=750、表中の数字は%）	 

 
 
（４）情報収集ツールとしての携帯電話	 

	 さらに、情報収集ツールとしての携帯電話の位置づけを見ることにしたい（表 4-8）。今回の

調査では、「学習情報」「自然災害・防災情報」「災害発生時の情報」の 3 つについて情報を得る

メディアを尋ねている。まず、学習に関する情報を得る手段として（Q53）、携帯電話はどの程

度利用されているだろうか。複数回答の結果を見ると、パソコン（78.9%）、テレビ（36.1%）、

新聞（31.1%）、本（30.0%）、雑誌（26.0%）に続いて、第 6 位（10.1%）となっていた。ここか

ら学習情報の収集に携帯電話が積極的に活用されているという考察を導くことは難しい。 
	 次に、「自然災害や防災に関する情報」（Q57）について日常的に何を通じて知ることが多い

かを尋ねたところ、携帯電話は、テレビ（85.9%）、パソコン（61.3%）、新聞（38.9%）、ラジオ

（28.8%）に次いで、第 5 位であった（23.7%）。同じく、「災害発生時の情報（安否確認を除く）」

（Q58）について尋ねたところ、テレビ（54.7%）、パソコン（15.6%）に次ぐ第 3 位（11.1%）

となっていた。ここから、携帯電話は、防災や被災の際の情報収集を行うメディアとしては、

テレビやパソコンに続く二次的な媒体として位置づけられていることがうかがえる。 
	 ここから見えてくるのは、単純に情報を得る媒体としては、携帯電話は、テレビやパソコン、

その他のメディアに比べて、必ずしも優位な地位にあるわけではないということである。それ

では、携帯電話は学習に関わるメディアとしては二次的な地位を占めるに過ぎないのだろうか。 
 

表 4-8	 様々な情報を得るメディア（N=750、複数回答、表中の数字は%）	 

 
※1	 自然災害・防災情報、災害発生時の情報の設問には、緊急地震速報が含まれる。 
※2	 自然災害・防災情報、災害発生時の情報の設問には、防災放送が含まれる。 
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第３節	 携帯電話でのコミュニケーションと人間関係	 

	 

（１）携帯電話を通じて作られる人間関係	 

	 ここで考えなければならないのは、携帯電話から得られる情報は、定型的な情報だけではな

いということである。むしろ、日常的に考えれば、家族や友人、知人と電話で話したり、メー

ルをすることによって、インフォーマルな情報のやり取りを行っている場合も少なくないはず

である。そこで、通話やメールを通じて友人・知人と「つながる」機能について考えてみたい。 
	 先行研究を見ると、携帯電話を通じた「つながり」について、小林・池田〔2005b: 81〕が、

「携帯コミュニケーション、特にメール利用は、親しい友人との絆を強化し、通話利用は家族

との絆を強くする傾向がある」ことを指摘している。これは、携帯電話での通話とメールが異

なる機能を果たしているという指摘である。同じく、辻村〔2007〕は、携帯の音声通話とメー

ルの用途について先行研究の知見をまとめている。 
	 メールについては、宮田〔2005: 48-49〕が、パソコンのメールの利用が、ネットワークの規

模や多様性を維持するのに役立っているのに対し、携帯メールは近くにいてサポートを提供し

てくれるような緊密な関係を強化する役割を果たしていることを明らかにしている。さらに、

小林・池田〔2005a: 57〕は、携帯とパソコンにおけるメールの利用と、組織・団体加入の関係

を分析し、「PC メールがフォーマルな社会参加に対してプラスの効果を持つのに対して、携帯

メールの利用はそのような効果を持っていなかった」と述べている。これらの研究では、携帯

電話のメールとパソコンのメールでは人間関係の形成において異なる役割を果たすことが明ら

かにされている。 
	 以上を勘案すると、①携帯電話の通話、②携帯電話でのメール、そして、③パソコンでのメ

ールは、それぞれ異なる人間関係の構築につながることが推測される。本調査では、Q32 で、

携帯電話での音声通話とメールについて、Q19（自宅）、Q20（職場・学校）でパソコンでのメ

ールについて、それぞれ頻度を尋ねている（4 件法）。これらの変数を独立変数として、友人や

知人との「つながり」に、携帯やパソコンでのコミュニケーションが与える影響を明らかにし

たい。 
	 従属変数に用いるのは、Q62〜64 の「知人・友人に関する質問」である。具体的には、以下

の 3 つの変数を用いる。まず、①「悩み事を相談する友人」は、0 人／1〜2 人／3〜4 人／5〜
10 人／11 人以上の 5 つの区分で測定された変数であり、比較的つながりの強く、自分にとって

重要な他者の数を示している。次に、②「新年挨拶する友人数」は、フォーマル・インフォー

マルな友人の概数を示している。設問では、0 人／1〜4 人／5〜9 人／10〜19 人／20〜49 人／

50〜99 人／100 人以上で測定を行っており、ネットワークの規模（広さ）の代替変数となる。

これに対し、③「属性別の知り合いの数」は、Lin（2001: 訳 2008）のネットワーク・バッテリ

ーに関する設問をもとに作成した項目であり、様々な職業における知り合いの有無を尋ね(1)、

知り合いの場合を 1、知らない場合を 0 として加算した変数である。この変数は、幅広い階層

へのアクセス可能性を示す。 
	 まず、全体でこれらの変数の平均値を見ると、「悩み事を相談する友人」は 3 人程度、「新年

挨拶する友人数」は 10〜19 人（値としては 4.02）、「属性別の知り合いの数」は 3 人程度となっ

ていた。次に、社会経済的属性別に平均値を算出し、その差について一元配置の分散分析を行

った。その結果を示したのが、表 4-9 である。 
	 まず、性別に見ると、男性より女性の方が「悩み事を相談する友人」が多い。一方、男性の

方が、「新年挨拶する友人数」「属性別の知り合いの数」が多い傾向にある。男女では、友人・



 

知人の広がり方が異なることがうかがえる。次に、年代別に見ると、「悩み事を相談する友人数」

については年代の違いが見出せない。一方、「新年挨拶する友人数」、「属性別の知り合いの数」

については年代が上がることに増える傾向が見られる。この 2 つの変数は友人関係の規模と、

幅広い階層にわたる友人関係の広さを見るものであり、加齢とともに友人関係が広がることを

示す。学歴別に見ると、大学・大学院卒で、「新年挨拶する友人数」が多い。 
	 さらに、世帯年収別に見ると、「悩み事を相談する友人数」、「新年挨拶する友人数」、「属性別

の知り合いの数」の 3 変数とも、年収が高い方が有意に多い傾向がある。配偶者の有無につい

ては、配偶者がいる人の方が、「新年挨拶する友人数」、「属性別の知り合いの数」が多い。都市

規模別に見ると、「属性別の知り合いの数」は小都市の方が多い。これについては、地方部に住

む方が、ネットワークが小さくなりがちな分、様々な階層の人々と知り合いになりやすいので

はないかという解釈が成り立つ。職業の有無で見ると、「属性別の知り合いの数」において、無

職よりも有職の方が有意に多い傾向がある。これは、仕事を通じて様々な人と知り合いやすい

という点から説明される。 後に、携帯電話の利用期間別に見ると、利用期間が長い方が「新

年挨拶する友人数」、「属性別の知り合いの数」が多い傾向にある。 
	 以上のように、社会経済的な変数は、友人の数や多様性に影響を及ぼしている。ただし、こ

れらの変数の中には相互に影響を及ぼし合うものあるため、次に、これらの属性を統制した上

で、メールや通話が友人関係に及ぼす影響について検証する。 
 

表 4-9	 属性別の友人数の平均値（一元配置の分散分析の結果）	 

 

	 

（２）携帯電話の通話・メールと、パソコンのメールが人間関係に及ぼす影響	 

	 人間関係に関する変数を従属変数として重回帰分析を行った結果が、表 4—10 である。表中の
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数字は標準回帰係数を示す。「悩み事を相談する友人数」についてはモデル自体の決定係数が低

いため、留保が必要であるが、これらの結果は基本的な属性を統制した上でも、携帯電話やパ

ソコンの通話や通信機能が人間関係に一定程度影響を及ぼしていることを示すものである。 
	 まず、携帯電話の通話は、「悩み事を相談する友人数」と、「属性別の知り合いの数」に正の

影響を及ぼしている。このことは、携帯電話での通話が、自分にとって重要な友人との関係を

強化する一方で、様々な層の友人関係を広げる効果を有することを意味している。この結果は、

先行研究の知見と合致しない部分があるが、これは通話と一口に言っても、親しい友人との会

話（悩み事の相談など）と、様々な友人・知人との会話（連絡や、仕事の電話など）では、会

話の質や長さが異なることに起因するものと考えられる。 
 

表 4-10	 友人関係の規定要因（重回帰分析の結果）	 

 

 
	 次に、携帯電話のメールは、「相談する友人数」、「新年挨拶する友人数」に正の影響を及ぼし

ていた。一方、パソコンの自宅からのメールも「新年挨拶する友人数」に有意な影響力を持っ

ていた。このことは、携帯のメールが友人関係を広げ、親しい友人とのコミュニケーションに

用いられていること、自宅におけるパソコンのメールは、人間関係を広げる可能性を持つこと

を示唆している。 
	 さらに、「職場・学校でのメール」は、「属性別の知り合いの数」を増やすことにつながるこ



 

とが示されている。これについては、仕事のメールを想定することで理解できる。仕事のメー

ルの頻度が高い人ほど、多くの人と接触をしており、結果として幅広い人間関係を獲得するこ

とにつながっているのだろう。職業を有している人や、年代が高い人の方が、「属性別の知り合

いの数」が多いことから、この仮説には妥当性があると考えられる。 
	 以上の分析から、携帯やパソコンを通じた通話・通信の手段が、異なる人間関係の獲得につ

ながることが明らかとなった。この結果については、先行研究の知見と一致する部分と、一致

しない部分があるため、慎重な解釈が必要である。少なくとも、この調査では対象者がインタ

ーネットの恒常的な利用者であり、一定のサンプル・バイアスがかかっていることには留意が

必要だろう。このような制約もあることから、ここでは、携帯電話の通話・通信機能は、それ

ぞれの場面で使い分けられながら、人間関係の構築に役立てられていることを 1 つの仮説とし

て立てておくに留めたい。 
 
 
第４節	 教育政策への示唆	 

 
	 本章では、携帯電話の利用状況について、（1）特に年代を中心に利用される機能が異なるこ

と、（2）情報収集という点では二次的なメディアであることを確認し、その上で、（3）携帯電

話での通話やメールを、パソコンでのメールと対比することで、「つながる」メディアとしての

「ケータイ」の役割を明らかにしてきた。すでに携帯電話やパソコン、インターネットなど様々

な情報通信技術が急速に普及しつつある現在、これらの技術が、既存の人間関係を維持してい

るのか、変容させているのかという二者択一の問いを立てることの意味は少ない。重要なこと

は、これらの技術を用いることで、「どのように」人間関係が維持され、変容しているかを問う

ことにある。本章では、携帯電話が情報収集だけでなく、友人数を増やし「つながり」を増す

上でも重要な機能を果たしていることを明らかにした。 
	 本章から導かれる、教育政策へのインプリケーションとして、まず携帯電話に関するモラル

についての意識の向上が挙げられるだろう。人間関係を築くコミュニケーション・ツールとし

て有用な部分を持つがゆえに、利用のマナーなどについて啓発が十分でない部分がある。今回

の調査では、マナーについて学歴や年収による差は見られなかったものの、全体的なモラルの

底上げが目指されるべきだろう。改めて、携帯電話を持つこと、利用することで生じる問題や

トラブルについて学ぶ機会を設けることが望ましいと考えられる(2)。 
	 さらに、学習情報や、防災や災害に関する情報の発信のあり方についても再考することが望

ましい。携帯電話を通じた、学習情報や、防災や災害に関する情報の入手は、テレビやパソコ

ンでといった他の媒体に比べて必ずしも優位な地位にはなかった。この理由は、携帯電話が定

型的な情報を得るツールとしてではなく、「つながる」メディアとしての性格を有しているから

ではないかと考えられる。もし、携帯電話を通じて、学習情報などの発信を行おうとするので

あれば、この「つながる」性質を利用した情報発信を試みることが妥当である。例えば、SNS
や Twitter などのソーシャル・メディアを通じた情報発信を行い、その情報が友人から友人へと

伝わっていくといったルートを想定することが重要になるだろう。携帯電話の、持ち運べる「つ

ながる」メディアとしての性格は、他のメディアとは大きく異なる点であり、この点を積極的

に活用することによって、従来情報が届かなかった層への情報発信も可能になるのではないだ

ろうか。 
	 さらに、若年層に比べて高齢層は、「電話」としての機能を中心に利用しており、「つながる」



 

機能など、携帯電話の様々な機能を充分に利用できていないのではないかと推察される。年代

ごとのコミュニケーションの形は異なるものの、50 代や 60 代の人々に対して、携帯電話の様々

な機能が利用できるように支援を行うことで、これらの人々が、多様な人々とつながり情報を

入手できるようになることも考えられる。このような携帯電話の「多機能化」への対応も教育

政策として期待されるところである。 
 
【注】	 

(1) 様々な職業とは、職業威信スコアが定まっている、以下の 18 の職業である。町内会・自

治会の役員／ボランティア団体・市民運動団体の役員／同業組合の役員／労働組合の役員

／役所・役場（市区町村）の部課長以上の役職者／都道府県庁の部課長以上の役職者／中

央官庁（省庁）の部課長以上の役職者／市区町村の首長（市長、村長など）／地方議会議

員／国会議員／政治家の後援会の世話役（議員秘書も含む）／新聞・テレビ等の記者・デ

ィレクター・編集者／医師／中小企業経営者／保険の勧誘員／銀行員／工場作業員／コン

ピュータ・プログラマー・情報処理技術者。 
(2) 藤川〔2011〕でも取り上げられている、DVD『ケータイ・ネット社会の落とし穴』（NHK

エンタープライズ）では、小学生・中学生を主たる対象として、携帯電話やインターネッ

トを巡る問題を扱っている。成人に対して、どのようなアプローチが可能かを考えること

が求められている。 
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第５章	 インターネット情報のリテラシーと学習ニーズ	 

	 

小桐間	 徳（国立教育政策研究所）	 

 
要	 旨 

20 代から 60 代までのインターネット利用者を対象に行ったウェブ調査結果の分析により、

一般的に学習意欲の高い者は、インターネット情報に係る規範意識（情報モラル）および情報

の批判的読解力が高く、インターネットを使った各種の活動に対しても積極的である等、総じ

て情報活用能力（情報リテラシー）が高い傾向にあることが示された。また情報モラルの向上

には、企業研修や各種講習の受講等のリカレント教育が、情報の批判的読解力の向上には、小・

中・高等学校や大学におけるパソコン利用に関する授業等の学校教育が、それぞれ有効である

ことが示唆された。なお成人の学習意欲を高める要因については、さらに研究が必要である。 
 

はじめに	 

 
	 文部科学省では、情報教育の目標である「情報活用能力」について、以下の 3 つの観点を挙

げている（１）。 
A 情報活用の実践力 

課題や目的に応じて情報手段を適切に活用することを含めて、必要な情報を主体的に収

集・判断・表現・処理・創造し、受け手の状況などを踏まえて発信・伝達できる能力 
B 情報の科学的な理解 

情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解と、情報を適切に扱ったり、自らの情報活

用を評価・改善するための基礎的な理論や方法の理解 
C 情報社会に参画する態度 

社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や及ぼしている影響を理解し、情報

モラルの必要性や情報に対する責任について考え、望ましい情報社会の創造に参画しよ

うとする態度 
	 情報活用能力に関する先行研究は少なくないが、そのほとんどは小・中・高等学校における

学習活動に着目したものであり、成人を対象としたものは少ない（２）。特に、情報モラルや、

情報を批判的に読み解く力など、主として情報社会に参画する態度について、成人を対象とし

て調査したものは、管見の限りほとんど見当たらない。 
	 本章においては、情報活用能力のうち、特に情報モラルおよび情報の批判的読解力に重点を

置き、20 代から 60 代までのインターネット利用者を対象に行ったウェブ調査（メディア利用

の実態とニーズに関する調査）の結果を統計的に分析することにより、回答者の属性や学習活

動への参加状況と、情報モラル及び批判的読解力との関係について考察する。合わせて、イン

ターネット利用者による国への要望や、学習活動に関する回答の結果も踏まえて、教育政策に

与える示唆を提示する。 
なお、本章において「情報リテラシー」とは、文部科学省が示す「情報活用能力」と同義の

ものとして用いることとする。 
 



 

第１節	 情報モラルと学習	 

	 

（１）全体的傾向 
	 インターネット上の情報に関する成人の規範意識（情報モラル）を調べるため、インターネ

ットを利用した行為のうち、他人の権利を侵害する恐れのあるものについて、回答者自身がど

の程度許容しているかを問うた。 
具体的には Q35 において、「1	 違法と知りつつ、ゲーム、楽曲、画像等をダウンロードする」、

「2	 ブログやホームページなど他人の提供するコンテンツを無断で引用する」、「3	 権利者に

無断でソフトウェアや音楽・動画などのコンテンツの複製・配布（アップロードを含む）をす

る」、「4	 他人になりすまして、掲示板への書き込みやメールの送信をする」、「5	 掲示板等で、

誹謗・中傷や差別的な表現を用いる」、「6	 職場や学校のデータを勝手に持ち出す」、「7	 職場

や学校で趣味や娯楽に関するホームページを閲覧する」という七つの行為に対する回答者自信

の考えについて、「絶対にやってはいけない」、「なるべくやらない方が良い」、「あまり気にな

らない」、「よくわからない」の四選択肢から回答を求めた（n=750）。 
 

表 5－1	 インターネット上の情報に関する規範意識	 

 
 
	 違法なダウンロードや、権利者に無断でのコンテンツの引用、複製および配布が、いずれも

違法な行為であることは言うまでもないが、これらの行為について、「絶対にやってはいけない」

という回答は 6 割から 7 割程度にとどまっており、「なるべくやらない方が良い」、「あまり気

にならない」、「よくわからない」など、一定程度許容していると思われる回答が、合わせて 3

1 2 3 4

■インターネット上の情報について感じている
ことをお尋ねします。  
インターネット上での以下の⾏行行為について、あ
なたはどう思いますか。それぞれについて、あ
てはまるものを１つお選び下さい。

全体(n)
絶対に
やっては
いけない

なるべく
やらない
方が良い

あまり気
にならな
い

よくわから
ない

単一回答

1 750 427 229 37 57

100.0 56.9 30.5 4.9 7.6

2 750 479 201 17 53

100.0 63.9 26.8 2.3 7.1

3 750 515 160 22 53

100.0 68.7 21.3 2.9 7.1

4 750 646 58 12 34

100.0 86.1 7.7 1.6 4.5

5 750 632 76 12 30

100.0 84.3 10.1 1.6 4.0

6 750 640 69 13 28

100.0 85.3 9.2 1.7 3.7

7 750 317 328 76 29

100.0 42.3 43.7 10.1 3.9

職場や学校のデータを勝手に持ち出す

職場や学校で趣味や娯楽に関するホームページ
を閲覧する

Q35

違法と知りつつ、ゲーム、楽曲、画像等をダウン
ロードする

ブログやHPなど他人の提供するコンテンツを無断
で引用する

権利者に無断でソフトウェアや音楽・動画などのコ
ンテンツの複製・配布（アップロードを含む）をする

他人になりすまして、掲示板等への書き込みや
メールの送信をする

掲示板等で、誹謗・中傷や差別的な表現を用いる



 

割から 4 割に上っている（表 5－1）。 
	 平成 23 年（2011 年）末において、インターネットの利用者数は 9,610 万人、人口普及率は

79.1％に達するなど、インターネットの利用率が高まり、ネット上での個人情報のやり取りや、

著作物の利用等が日常化しているが、他方で情報モラルの問題が顕在化していることが、この

調査結果から伺える（３）。 
違法ダウンロードについては、平成 24 年（2012 年）10 月 1 日から刑事罰の対象となるな

ど、厳罰化の動きが見られるが、教育政策としては、インターネット利用に関連する著作権や

個人情報の保護に係る法令・ルールに関する知識や、規範意識を高めるための学習機会の一層

の充実が求められよう。 
 
（２）グループ別の傾向 
グループ別の傾向についての分析を容易にするため、上記の質問項目 1 から 7 について、 
「絶対にやってはいけない」＝2 点 
「なるべくやらない方が良い」＝1 点 
「あまり気にならない」および「よくわからない」＝0 点 

として点数化し、回答者ごとに項目１から７の得点の平均値を、当該回答者の「規範レベル」

として、各グループ間の規範レベルの平均値を比較した。 
	 その結果、性別では、男性の方が規範レベルの平均値が低かったが、有意差は見られず（t
検定）、	 年代別では、規範レベルの平均値は、20 代から 30 代で低く、50 代から 60 代で高い

という線形関係が認められたものの、やはり有意差は見られなかった（分散分析）。 
	 また、 終学歴による有意差も認められなかった（分散分析、表 5－2）。この結果は情報モ

ラルの向上に関し、学校教育は必ずしも有効でないことを示唆するものであるが、この点につ

いてはさらに Q22 および Q24 との関係で検討を行う。 
 

表 5－2	 最終学歴と規範レベルとの関係	 

Q35	 規範レベル平均値 度数 標準偏差

中学卒 1.67 12 0.563

高校卒 1.54 226 0.554

専門学校卒 1.63 96 0.493

短大卒 1.63 55 0.421

高等専門学校（高専）卒 1.60 21 0.430

大学卒 1.63 301 0.477

大学院修了 1.70 38 0.442

わからない 2.00 1

合計 1.61 750 0.498

Q70	 最終学歴

 
 
	 Q14（ネットスキル）との関係では、「インターネットでの情報検索」、「電子メールの作成・

送受信」および「インターネットからのファイルのコピーやダウンロード」の 3 項目について

は、スキルに関する自己評価が高い者ほど規範レベルも高くなるという線形関係にあり、有意

差が見られた（分散分析、0.1％、1％、5％水準）が、その他の項目については、スキルの高

さに関する自己評価と規範レベルの高さとの間には線形関係は見られなかった。すなわち、ネ

ットに関するスキルの高さ（正確には、自己評価の高さ）と、ネットに関するモラルの高さと



 

は、全体的には必ずしも対応関係にあるとは言えない。すなわち、スキルの向上を目指すこと

は必ずしもモラルの向上につながるものではなく、情報モラルの向上のためには別の要因が影

響していることが示唆されている。 
Q16（問題の予防・解決のための対策）との関係では、Q16 の 1 から 15 に掲げた各対策を

行っている者は、行っていない者と比べてそれぞれ規範レベルが高く、「3	 フィルタリングソ

フトを使っている」を除く 14 項目について有意差が見られた（t 検定、0.1％、1％、5％水準）。

したがって、ネットに関する危険回避や問題解決のための具体的な対応を行っている者ほど、

規範レベルが高い傾向があると考えられる。 
Q18（パソコンの使用年数）との関係では、パソコンを使っている年数が長いほど規範レベ

ルも高いという線形関係にあり、5％水準で有意差が見られた（分散分析）。 
 

表 5－3	 パソコン学習の主要因と規範レベルとの関係	 

Q22	 パソコン利用を主に学んだのは Q35	 規範レベル平均値 度数 標準偏差

学校で 1.53 64 0.523

友人から 1.63 40 0.497

家族から 1.58 104 0.593

職場の同僚から 1.55 110 0.538

職場での講習を受けて 1.83 44 0.275

公民館などの社会教育施設での講習を受

けて

1.46 13 0.598

民間のパソコン教室で 1.73 32 0.417

自学自習 1.61 341 0.467

その他 2.00 2 0.000 	 

 
表 5－4	 パソコン学習の主要因を「学校」と回答した者の受講歴	 

 
 
Q22（パソコン学習の主要因）との関係では、「職場での講習」及び「民間のパソコン教室」

で主に学んだ者は、規範レベルが高く、「学校」で主に学んだ者は、規範レベルが低い傾向にあ

り、いずれも 5％水準で有意差が見られた（分散分析、表 5－3）。Q22 と Q24（パソコン関係

の受講経験）とのクロス集計をすると、Q22 で「学校で」と答えた者のほとんどは、学校以外

での講習・研修等を受けた経験がないと回答していることから（表 5－4）、パソコンを学校の

授業だけで学んだ者と、卒業後に別の場所で学び直しをした者とで、規範意識に差が出ている

可能性が考えられる。なお、パソコン学習の主要因は、年齢による差が大きいと考えられるが、

各年代ごとにパソコン学習の主要因と規範レベルの関係を分析したところ、各年代とも上記と

受けていない 受けた

小・中・高校授業 30 34

専門学校授業 52 12

大学・大学院授業 34 30

放送大・通信教育 63 1

公的な講習会 61 3

民間企業の講習会 64 0

職場での研修 55 9

Q22で「学校で」と回答した者（64人）のQ24の回答



 

同様の傾向が見られた。 
Q24（パソコン関係の受講経験）との関係では、「民間企業の講習会」および「職場での研修」

の受講経験のある者は、それぞれの受講経験のない者と比べて規範レベルが高く、5％および

0.1％で有意差が見られた（ｔ検定）。「専門学校」および「国や自治体の講習会」については

10％水準で受講経験の有無による有意差がみられたが、「小・中・高校の授業」や「大学・大

学院の授業」の受講経験の有無による有意差は見られなかった。この結果からも、パソコンを

学校の授業だけで学ぶのではなく、研修や講習会等の機会に学び直しをすることにより、規範

意識を高める効果があることが示唆されている。 
Q33（携帯電話に係る規範）との関係では、Q33 の 1 から 6 に掲げた行為についての非許容

度が高い者ほど、Q35 の規範レベルが高いという線形関係にあり、全ての項目について 0.1％
水準で有意差があった（分散分析）。すなわち、携帯電話利用に係る規範意識の高さと、インタ

ーネット利用に係る規範意識の高さとは、強い関係があるといえる。 
Q41(各種活動への参加)との関係では、Q41 で掲げた下記の活動について「よくする」と答

えた者は規範レベルが も高く、「まったくしない」と答えた者は規範レベルが も低いという

線形関係にあり、0.1％および 1％水準で有意差があった（分散分析）。下記の各種活動への参

加頻度と、ネットに関する規範レベルは関係が深いと考えられる。 
	 	 2	 読書、音楽、芸術鑑賞、観劇などの文化、教養的な活動 
	 	 3	 携帯電話やパソコンでインターネットや電子メールの使用 
	 	 5	 家庭での団らんや家族ぐるみの活動 
	 	 8	 職場や仕事関係の人とのつきあい 
	 	 9	 趣味などを通して知り合った人とのつきあい 

Q43（希望する学習の有無）との関係では、Q43 で 1（ぜひやりたいことがある）を選んだ

者は規範レベルが も高く、4（やりたいことは特にない）を選んだ者は規範レベルが も低

いという線形関係にあり、0.1％水準で有意差があった（分散分析、表 5-5）。この結果から、

希望する学習の有無、すなわち学習に対する意欲と、ネットに関する規範レベルとは関係が深

いことが示されている。成人の学習意欲を高めることが、情報モラルの向上にも影響を及ぼす

ことを示唆するものとして、注目に値する。 
 

表 5－5	 希望する学習の有無と規範レベルとの関係	 

Q35　規範レベル平均値 度数 標準偏差

１：ぜひやりたいことがある 1.70 151 0.336

２：できればやりたいことがある 1.69 246 0.380

３：決まっていないが、何かやりたい 1.57 191 0.543

４：やりたいことは、特にない 1.43 162 0.655

合計 1.61 750 0.498

Q43　希望する学習の有無

 
 
後に、Q62(相談できる人数)との関係では、「3～4 人」が も規範レベルが高く、「0 人」

および「11 人以上」は規範レベルが低い傾向があり、0.1％水準で有意差が認められた（分散

分析）。 
 

（３）小括 
以上の調査結果より、インターネットの利用率が高まり、ネット上での個人情報のやりとり



 

や、著作物の利用が日常化している反面、情報モラルの問題が顕在化していることが伺える。

特に、違法ダウンロード、無断引用、無断複製・配布等の違法行為を許容する回答が、3～4 割

に上っているのは問題であり、著作権や個人情報の保護に関する法令・ルールに関する知識の

習得や、規範意識を高めるための学習機会の充実が求められる。 
情報モラルの高さは、 終学歴による差異は認められない一方、学習意欲とは強い正の関係

があることが示唆されている点は特に注目に値する。 
また、パソコンの利用について、学校卒業後に別の場所で学び直しをすることは、情報モラ

ルを高める上で有効であり、特に「専門学校」、「国や自治体の講習会」、「民間企業の講習会」、

「職場での研修」等の受講は、効果があることが示唆されている。 
したがって、ネットに関する情報モラルの向上のためには、小・中・高校・大学等の学校に

おける情報教育の実施だけでなく、企業における研修や民間教育機関による講習等を含めた学

び直しの機会、すなわちリカレント教育の一層の充実が必要であると考えられる。その際、成

人の学習意欲を高めることが、情報モラルの向上にも有効であると考えられる。 
 
 
第２節	 情報の批判的読解力と学習	 

	 

（１）全体的傾向 
	 情報の批判的読解力について直接測定することは容易ではないが、ここでは「インターネッ

トのコンテンツを不適切と感じる頻度」を問い、ネットの利用頻度が高い者に限定して分析を

行うこととした（４）。 
 

表 5－6	 インターネットのコンテンツを不適切と感じる頻度	 

 
 

Q36 では、インターネット上の情報（書き込みを含む）の受け取り方について、「１ 事実と

異なることが掲載されている」、「2 考え方が偏っている」、「3 人の気持ちを傷つけている」、「4 
青少年に有害な内容が掲載されている」、「5 情報源が明らかでない情報が発信されている」と

感じることがどの程度あるか、「よくある」、「ときどきある」、「あまりない」、「まったくない」

の四選択肢で回答を求めた（n=750）。 
その結果、1～5 の全ての質問項目について、「よくある」または「ときどきある」と答えた

1 2 3 4

インターネット上の情報（書き込みを含む）につい
て、あなたはどのように感じることがありますか。  
それぞれについて、あてはまるものを１つお選び
下さい。

全体(n) よくある
ときどき
ある

あまりな
い

まったく
ない

単一回答

1 事実と異なることが掲載されている 750 159 430 131 30

100.0 21.2 57.3 17.5 4.0

2 考え方が偏っている 750 196 420 110 24

100.0 26.1 56.0 14.7 3.2

3 人の気持ちを傷つけている 750 174 438 111 27

100.0 23.2 58.4 14.8 3.6

4 青少年に有害な内容が掲載されている 750 245 393 85 27

100.0 32.7 52.4 11.3 3.6

5 情報源が明らかでない情報が発信されている 750 251 409 66 24

100.0 33.5 54.5 8.8 3.2

Q36



 

回答者が 8 割程度に上っている（表 5－6）。 
 
（２）グループ別の傾向 
分析を容易にするため、上記の質問項目 1 から 5 について、 
「よくある」＝3 点 
「ときどきある」＝2 点 
「あまりない」＝1 点 
「まったくない」＝0 点 

として点数化し、回答者ごとに項目１から 5 の得点の平均値を「コンテンツを不適切と感じる

頻度」として、そのグループ間の平均値を比較した。 
	 ネットのコンテンツを不適切と感じる頻度は、ネットの利用頻度（Q12）と関係が深いと考

えられることから、以下の分析においては、Q12 においてホームページ（ブログや掲示板を含

む）の閲覧を「ほぼ毎日」行っていると回答した 392 人にケースを限定して、グループ間の平

均値を比較した。このように、ネットの利用頻度を固定した場合、ネット上のコンテンツを不

適切と感じる頻度は、ネット上のコンテンツを批判的に読み取る力の高さと関係が深いと想定

される（５）。 
その結果、性別による有意差は見られず（t 検定）、年代別では、若い年代ほどコンテンツが

不適切と感じる頻度が高いという線形関係にあるが、やはり有意差は見られなかった（分散分

析）。 
	 終学歴別では、学歴が高いほど不適切と感じる頻度が高いという線形関係にあり、0.1％水

準で有意差が見られた（分散分析、表 5－7）。したがって、学校における学習と、ネット情報

の批判的読解力とは、関係が深いと考えられる。 
 

表 5－7	 終学歴とコンテンツを不適切と感じる頻度との関係 

Q70	 最終学歴
Q36	 不適切と感じる頻度

平均値
度数 標準偏差

中学卒 1.70 12 0.920

高校卒 1.91 226 0.675

専門学校卒 2.04 96 0.566

短大卒 2.17 55 0.641

高等専門学校（高専）卒 2.13 21 0.630

大学卒 2.16 301 0.607

大学院修了 2.36 38 0.528

わからない 1.00 1

合計 2.07 750 0.642  
 

Q14（ネットスキル）との関係では、Q14 の全ての項目について、スキルについての自己評

価が高くなるほど不適切と感じる頻度も高くなるという線形関係にあり、0.1％および 1％水準

で有意差があった（分散分析）。 
Q24（パソコン関係の受講経験）との関係では、「小・中・高校の授業」、「専門学校の授業」

および「大学・大学院の授業」の受講経験者はそれぞれの受講経験のない者と比べてコンテン

ツを不適切と感じる頻度が高く有意差があり、「国や自治体の講習会」、「民間企業の講習会」お

よび「職場での研修」の受講経験の有無による有意差は見られなかった（ｔ検定、0.1％、1％、



 

5％水準）。情報の批判的読解力については、情報モラルの場合とは異なり、研修や講習会より

も、学校の授業の方が有効であることを示唆するものである。 
Q35（ネット規範レベル）との関係では、規範レベルと不適切と感じる頻度とは、0.1％水準

で正の相関関係にある（両側検定、図 5－1）。ネットに関する規範レベルが高い者ほど、コン

テンツについての批判的読解力も高いことが示唆されている。 
 

図 5－1	 規範レベルとコンテンツを不適切と感じる頻度との相関	 

 
Q37（インターネット上の情報について話し合う頻度）との関係では、「職場の同僚」、「知人

や友人」、「ネット上の匿名の友人」と「よく話し合う」と答えた者ほど不適切と感じる頻度が

高く、0.1％および 1％水準で有意差があった（分散分析）。ネットのコンテンツを不適切と感

じる頻度と、ネット情報に関する話し合いの頻度は、深い関係があると考えられる。 
 

表 5－8	 希望する学習の有無とコンテンツを不適切と感じる頻度との関係	 

Q 43　希望する学習の有無
Q36	 不適切と感じる頻度

平均値
度数 標準偏差

１：ぜひやりたいことがある 2.26 151 0.582

２：できればやりたいことがある 2.18 246 0.557

３：決まっていないが、何かやり

たい

1.98 191 0.603

４：やりたいことは、特にない 1.82 162 0.760

合計 2.07 750 0.642  
 

後に、Q43（希望する学習の有無）との関係では、Q43 で 1（ぜひやりたいことがある）を

選んだ者は不適切と感じる頻度が も高く、4（やりたいことは特にない）を選んだ者は不適

切と感じる頻度が も低いという線形関係にあり、0.1％水準で有意差があった（分散分析、表

5－8）。希望する学習の有無と、コンテンツを不適切と感じる頻度は関係が深いと考えられる。 
 
	 	 



 

（３）小括 
インターネット上のコンテンツを不適切と感じる頻度は、インターネットの利用頻度を固定

した場合、ネット上のコンテンツを批判的に読み取る力の高さと関係が深いと想定されるが、

コンテンツを不適切と感じる頻度は、 終学歴および学校における受講歴と関係が深いことか

ら、学校教育によって、ネット情報の批判的読解力を高めることができると考えられる（６）。

学習を通じてネットに関するスキルやモラルを高めることは、批判的読解力を高める上でも有

効であることが示されている。 
また、批判的読解力は、インターネット上の情報について周囲の人と話し合う頻度や、学習

意欲とも関係が深いことが示唆されている。 
 
 

第３節	 インターネット上の情報に対する態度	 
	 

（１）全体的傾向	 

	  
表 5－9	 インターネット上の情報について話し合う頻度	 

 
 

Q37 では、インターネット上の情報について、「1	 家族」、「2	 職場の同僚」、「3	 知人や友

人」、「4	 インターネット上の匿名の友人」と、どの程度話し合うか、「よく話し合う」、「とき

どき話し合う」、「あまり話し合わない」、「全く話し合わない」の四選択肢で回答を求めた

（n=750）。 
	 その結果、「家族」及び「知人や友人」と話し合うという回答が多く見られた。「ネット上の

匿名の友人」と話し合うと答えた回答者は 1 割程度であった（表 5－9）。 
  

1 2 3 4

インターネット上の情報について、
あなたは家族、職場の同僚僚、知⼈人
や友⼈人、インターネット上の匿匿名の
友⼈人と、どの程度度話し合いますか。  
それぞれについて、あてはまるもの
を１つお選び下さい。

全体(n)
よく話し
合う

ときどき
話し合う

あまり話
し合わな
い

全く話し
合わな
い

単一回答
1 家族 750 60 250 230 210

100.0 8.0 33.3 30.7 28.0
2 職場の同僚 750 34 206 246 264

100.0 4.5 27.5 32.8 35.2
3 知人や友人 750 44 284 258 164

100.0 5.9 37.9 34.4 21.9
4 インターネット上の匿名の友人 750 14 66 173 497

100.0 1.9 8.8 23.1 66.3

Q37



 

 
（２）グループ別の傾向 
性別で見ると、「家族」と答えたのは女性が、「職場の同僚」と答えたのは男性が多い。また

年代別では、「職場の同僚」と答えたのは 50 代以下、「ネット上の匿名の友人」と答えたのは

40 代以下が多い（クロス集計）。 
Q43（希望する学習の有無）との関係では、Q43 で 1（ぜひやりたいことがある）を選んだ

者は、「家族」、「職場の同僚」、「知人や友人」と「よく話し合う」と答えた者が多く、0.1％水

準および 1％水準で有意差があった（カイ 2 乗検定）。学習意欲の高さと、ネット情報に関する

話し合いの頻度は、関係があると考えられる。 
 
 
第４節	 インターネット上の情報に対する対処	 
	 

（１）全体的傾向	 

 
表 5－10	 インターネット上の情報に対する対処	 

 
	 「情報化の影の部分」の一つが、有害情報の氾濫である（７）。Q38 では、インターネット上

の情報のうち、「1	 青少年に有害な情報」、「2	 誹謗中傷や差別表現」、「3	 偏った表現」、「4	 
事実と異なる表現」への対処方法について、「法律で制限する」、「制作・発信する側（サイト管

理者を含む）が自主的にルールを設ける等して気をつける」、「青少年をこれらの情報に近づけ

ないように、大人が工夫する」の四選択肢で回答を求めた（n=750）。 
その結果、「青少年に有害な情報」や「誹謗中傷・差別表現」については、法律で制限すると

いう意見が多い一方、「偏った表現」や「事実と異なる情報」については、発信側の自主規制や

利用者の自己判断に委ねるという意見が多く見られた（表 5－10）。 
 

1 2 3 4

インターネット上の以下の情報につ
いて、あなたはどのように対処した
ら良良いと思いますか。  
それぞれについて、下記の1〜～4の
中からあてはまるものを１つお選び
下さい。

全体(n)
法律で制
限する

制作・発
信する側
（サイト管
理者を含
む）が自
主的に
ルールを
設ける等
して気を
つける

青少年を
これらの
情報に近
づけない
ように、大
人が工夫
する

青少年を
含めて利
用者が自
分で判断
する

単一回答
1 青少年に有害な情報 750 380 114 151 105

100.0 50.7 15.2 20.1 14.0
2 誹謗中傷や差別表現 750 296 291 75 88

100.0 39.5 38.8 10.0 11.7
3 偏った表現 750 98 314 98 240

100.0 13.1 41.9 13.1 32.0
4 事実と異なる情報 750 182 282 44 242

100.0 24.3 37.6 5.9 32.3

Q38



 

（２）グループ別の傾向 
性別では、青少年に有害な情報については、女性の方が「法律で制限する」という回答が多

いが、有意差はない（カイ 2 乗検定）。 
	 年代別では、青少年に有害な情報については、年代が高い方が「法律で制限する」という回

答が多く、5％水準で有意差があった（カイ 2 乗検定）。 
 
 
第５節	 情報格差の是正のための行政ニーズ	 
	 

（１）全体的傾向	  
「情報化の影の部分」の別の側面として、情報格差（デジタル・デバイド）の発生が挙げら

れる（８）。Q39 では、デジタル・デバイド（情報格差）を是正し、いわゆる情報弱者を支援す

るために国に期待することについて、下記 1 から 10 の選択肢から複数選択で回答を求めた

（n=750）。 
全体としては、学校での情報教育の充実、社会教育施設における ICT 環境の整備、ネットを

活用した学習コンテンツ配信の仕組み等に対するニーズが高いことが伺える（表 5－11）。 
 

表 5－11	 情報格差是正のために国に期待すること	 

 
 
（２）グループ別の傾向 
	 性別では、「1．デジタル機器購入の財政的支援」、「8．デジタル機器利用等に対する調査研

究」については、男性の方がニーズが高く、1％水準で有意差があった（カイ 2 乗検定）。 
	 年代別では、「3．社会教育施設での講座開設」については、40 代以上のニーズが高く、5％
水準で有意差があった（カイ 2 乗検定）。中高年を中心として、公民館等の社会教育施設にお

ける講座開設についても、比較的ニーズが高いといえる。 
 



 

第６節	 インターネットを使ってやってみたいこと	 

	 

（１）全体的傾向	 

	 Q40 では、インターネットを使ってやってみたいことについて、下記 1 から 15 の選択肢か

ら複数選択で回答を求めた（n=750）。 
全体としては、問題解決のヒント、旅行の情報、ファッションやグルメの情報を得たいとい

う回答者が多い（表 5－12）。 
 

表 5－12	 インターネットを使ってやってみたいこと	 

	 

（２）グループ別の傾向	 

	 性別では、項目 2、14 については、男性の方が「やってみたい」と答えた割合が高く、0.1％
水準で有意差がある。他方、項目 4、11 については、女性の方が「やってみたい」と答えた割

合が高く、0.1％および 1％水準で有意差が見られる（カイ 2 乗検定）。 
	 年代別では、項目 1、2、4、6、11 については、若い年代の方が「やってみたい」と答えた

割合が高く、1％水準で有意差があった（カイ 2 乗検定）。他方、項目 9、13 については、60
代がやってみたいと答えた割合が も高く、有意差があった（カイ 2 乗検定、0.1％、1％、5％
水準）。また、項目 12 については、40 代がやってみたいと答えた割合が も高く、0.1％水準

で有意差があった（カイ 2 乗検定）。 
学歴別では、項目 1、2 については、大学・大学院卒が、「やってみたい」と答えた割合が高

く、1％水準で有意差があった（カイ 2 乗検定）。 
	 Q43（希望する学習の有無）との関係では、1 から 12 の各項目について、「やってみたい」

を選択した者は、未選択の者と比べて学習意欲が高く、有意差があった（カイ 2 乗検定、0.1％、

1％、5％水準）。学習意欲の高い者は、インターネットを使った各種の活動にも積極的である

ことが伺える。 

インターネットを使って、あなたは以下のことをやってみたいと思い
ますか。  
あてはまるものをすべてお選び下さい。複数選択可
複数回答 n %

1 自分と異なる視点や職場の違う人の意見を知りたい 239 31.9

2 他の人ともっと建設的な対話をしたい 120 16.0

3 自分のブログを作って、自分の情報や作品を発信したい 84 11.2

4 関心を共有する新しい友人を作りたい 156 20.8

5 自分のグループやサークルを紹介して仲間を増やしたい 60 8.0

6 外国の友人を作りたい 92 12.3

7 困ったことが起きた時に問題解決のヒントを得たい 467 62.3

8 動画や写真を貯めて、家族や友人との想い出を記録したい 111 14.8

9 地域のグループやサークルを知って参加したい 83 11.1

10 公共機関や企業、大学が提供するEラーニングの講座に参加したい 117 15.6

11 ファッションやグルメの新しい情報を得て、自分の生活を楽しみたい 282 37.6

12 新しい商品の動向を把握し、買い物がしたい 257 34.3

13 旅行の情報を得て、いろいろな場所に行きたい 370 49.3

14 株式投資などで資産を作りたい 147 19.6

15 その他 9 1.2

全体(n) 750 100.0

Q40



 

（３）数量化Ⅲ類を用いた分析	 

 
表 5-13	 インターネットを使ってやってみたいこと（数量化Ⅲ類分析）	 

軸1 軸2 軸3 軸4 軸5

1 0 0.791 -0.228 0.137 -0.279 1.533
自分と異なる意見 1 -1.692 0.488 -0.294 0.596 -‐‑‒3.279

2 0 0.536 -0.371 -0.127 -0.26 0.703
建設的な対話 1 -‐‑‒2.814 1.949 0.665 1.367 -‐‑‒3.693

3 0 0.381 -0.229 -0.202 0.431 -0.315
情報発信 1 -‐‑‒3.018 1.819 1.599 -‐‑‒3.417 2.5
4 0 0.697 -0.339 0.317 -0.117 -0.119

新しい友人 1 -‐‑‒2.655 1.291 -1.207 0.445 0.453
5 0 0.329 -0.261 0.288 0.101 -0.291

仲間を増やす 1 -‐‑‒3.778 3.002 -‐‑‒3.317 -1.163 3.349
6 0 0.404 -0.27 -0.115 -0.222 0.142

外国の友人 1 -‐‑‒2.886 1.932 0.825 1.59 -1.013
7 0 0.708 1.443 0.036 2.632 0.992

問題解決のヒント 1 -0.429 -0.874 -0.022 -1.595 -0.601
8 0 0.409 0.222 0.434 0.826 -0.042

友人との思い出 1 -‐‑‒2.355 -1.276 -‐‑‒2.499 -‐‑‒4.757 0.244
9 0 0.44 -0.158 0.135 -0.207 -0.521

地域のグループ参加 1 -‐‑‒3.533 1.271 -1.086 0.166 4.186
10 0 0.405 0.008 -0.708 -0.26 -0.436

Eラーニング 1 -‐‑‒2.193 -0.042 3.83 1.404 2.359
11 0 0.68 1.416 0.509 -0.446 -0.041

グルメ・ファッション 1 -1.128 -‐‑‒2.35 -0.844 0.74 0.068
12 0 0.614 1.216 -0.261 -0.404 0.263
買い物 1 -1.178 -‐‑‒2.333 0.502 0.775 -0.505
13 0 0.629 1.733 -0.093 -1.042 -0.069

旅行の情報 1 -0.646 -1.779 0.096 1.07 0.687
14 0 0.185 0.053 -1.362 0.465 0.032

株式投資 1 -0.759 -0.218 5.585 -1.907 -0.131
固有値 0.219099 0.115495 0.078371 0.073437 0.069481
寄与率 21.9% 33.5% 41.3% 48.6% 55.6%

他者との対

話・意見交換

人間関係の

構築・強化

生活・娯楽関

連情報
投資・学習

情報の記録・

発信

	 

	 	 

数量化Ⅲ類を用いた分析の結果、以下の 5つの軸が示された（表 5-13）。	 

	 	 軸 1：人間関係の構築・強化（項目 2、3、4、5、6）	 

	 	 軸 2：生活・娯楽関連の情報収集と実践（項目 11、12）	 

	 	 軸 3：投資及び学習（項目 10、14）	 

	 	 軸 4：情報の記録・発信（項目 3、8）	 

	 	 軸 5：他者との対話・意見交換（項目 1、2）	 

	 

（４）小括 
問題解決や人間関係の構築、他者とのコミュニケーションのためのツールとして、インター

ネットの利用は有効であると考えている人が多いことが示されている。 



 

また、学習意欲の高さと、インターネットを使った諸活動に対する積極性とは、関係が深い

ことが示唆されている。 
 
 
第７節	 教育政策への示唆	 

	 

	 本調査結果より、インターネット利用率の向上に伴い、ネット上での個人情報のやりとりや

著作物の利用が日常化している反面、情報モラルの問題が顕在化しており、特に著作権や個人

情報の保護に関する知識や規範意識を高めるための学習機会の充実が必要であることが示され

た。情報モラルの高さは、 終学歴や学校におけるパソコンの受講経験とはあまり関係がない

が、学習意欲の高さとは強い関係があること、またパソコンの利用等について研修や講習等の

受講により学び直しをすることが、情報モラルを高める上で有効であることが示唆された。し

たがって、情報モラルの向上のためには、企業における研修や民間教育機関による講習等を含

めたリカレント教育の一層の充実を図る必要があると考えられる。	 

	 他方、インターネット情報の批判的読解力については、 終学歴および学校におけるパソコ

ンの受講経験と関係が深いことが示唆されており、学校教育によって、批判的読解力を高める

ことができると考えられる。また批判的読解力は、ネット情報について周囲の人と話し合う頻

度や、学習意欲とも関係が深いことが示唆されている。	 

	 インターネットを使ってやってみたいことについては、性別・年代等により特徴が見られる

が、学習意欲の高い者は、いずれの活動についても積極的であることが伺えた。学習意欲の高

い者は、情報モラルおよび情報の批判的読解力が高く、インターネットを使った各種の活動に

対しても積極的であることから、総じて情報活用能力（情報リテラシー）が高い傾向があると

いえるだろう。	 

また「情報化の影の部分」に関する国への要望として、情報格差（デジタル・デバイド）の

解消に関しては、学校での情報教育の充実、社会教育施設における ICT 環境の整備、ネットを

活用した学習コンテンツ配信の仕組み等に対するニーズが高いことが示された。また、青少年

に有害な情報については、法律で制限せよという要望が比較的高いことが伺えた。	 

	 これらの調査結果は、生涯学習政策を立案する上で有効な示唆となりうるであろう。	 

なお、一般に児童・生徒の学習意欲については、教員の指導態度による影響が大きいと考え

られているが、成人の学習意欲を高める要因については、本調査においては充分明らかにする

ことはできなかった（９）。今後における研究の深化が期待される。	 

	 	 

【謝辞】第 7節の数量化Ⅲ類を用いた分析は、研究分担者の荻野亮吾先生に多大なご協力をい

ただきました。また本章の執筆に当たり、研究代表者の立田慶裕先生および研究分担者の各

先生から数々の貴重なご助言を賜りました。厚く感謝申し上げます。	 

	 

	 

【注】	 

（１）文部科学省	 2010	 「教育の情報化に関する手引」72頁ほか。	 

（２）テレビや新聞を含む各種メディアの情報を批判的に読み解く力に重点を置いたものとし

て、「国立教育政策研究所編	 2004	 『生涯学習社会を生きる力	 メディア・リテラシーへ

の招待』東洋館出版社」がある。また国立教育政策研究所が実施している「OECD 国際成人



 

力調査（PIAAC）」（2013 年 10 月結果公表予定）においては、「ITを活用した問題解決能力」

が調査の一分野として設定されており、広く成人一般を対象とした情報活用能力に関する

調査として注目されているが、同調査においても情報モラルについてはほとんど扱われて

いない。	 

（３）総務省	 2011	 「平成 23年度通信利用動向調査」。	 

（４）「批判的思考力テスト」の開発に係る先行研究として、「楠見孝・子安増生・道田泰司・

林創・平山るみ・田中優子	 2010	 「ジェネリックスキルとしての批判的思考力テストの開

発	 :	 大学偏差値,批判的学習態度,授業履修との関連性の検討」『日本教育心理学会総会発表

論文集	 (52)』661 頁」がある。	 

（５）ただし、批判的読解力を直接測定するものではないので、指標としては限界がある。	 

（６）学歴と批判的思考態度との間に正の関係があることを示す先行研究として、「楠見孝・平

山るみ	 2009	 「消費者の食品リスクリテラシーの構造：学歴と批判的思考態度の影響」『日

本心理学会第 73回大会発表論文集』」がある。	 

（７）文部科学省	 2004	 「平成 16年度文部科学白書」第 2部	 第 10章	 第 4節。	 

（８）文部科学省	 2004	 同上。	 

（９）Q43 と回答者の属性とのクロス集計を見ると、年代が低い者ほど、また 終学歴が高い

者ほど学習意欲が高い傾向があり、職業別では、管理的職業、サービス的職業および専門的・

技術的職業の学習意欲が高く、技能・作業的職業および事務的職業の学習意欲が低い傾向があ

る。この結果は、先行研究（国立教育研究所生涯学習研究部	 1991	 「成人の学習意識に関す

る調査報告書	 －「暮らしの中の学習」生涯学習の意識と実態に関する調査－」）とほぼ符合す

るものである。 



 

第６章	 学習活動と学習要求をめぐる動向	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 赤尾勝己（関西大学） 
 

 
第１節	 学習活動と学習要求の調査結果―Q41～Q52 の単純・クロス集計か

ら―	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
（１）	 学習活動(Q41)について	 	 

	 全体を見ると「よくする」の第 1 位は「携帯電話やパソコンでインターネットや電子メール

の使用」(64.9%)で圧倒的に高く、「ときどきする」を加えると 88.8％に達する。「よくする」

は、これに「読書、音楽、芸術鑑賞、観劇などの文化、教養的な活動」(23.5%)、「家事や育児

の分担」(15.9%)、「家庭での団らん・地域ぐるみの活動」(15.5%)、「スポーツ・ハイキングな

どの身体を動かす活動」(14.3%)が続いている。 
	 「趣味的な活動」	 全体では「まったくしない」が 49.7%で も高い。これは意外である。

約半数の人々が趣味的な活動をやっていないことになる。「よくする」で も高いのは 20 代女

性が 16.7%で も高く、年収が高いほどする率は低い。「ときどきする」は、800 万円以上が

24.8％で も高い。20 代女性が 32.1%と も高いが、20 代男性は 6.1％と も低い。大都市は

24.8%と高く、小都市は 14.0%と低い。「あまりしない」は、60 代女性が 30.6％、20 代男性が

30.3％と高率である。「まったくしない」は、中学卒・高校卒が 57.8％で も高い。40 代男性

は 63.5%、50 代女性は 52.5%と高率である。小都市で 54.8%と高く、大都市で 44.0%と低い。 
	 「文化・教養的な活動」	 全体では「ときどきする」が 35.9%で も高い。「よくする」は、

大学卒・大学院修了が 29.2%、年収 800 万円以上が 29.3％で も高い。40 代女性が 40.0%、

50 代女性が 23.6％と高い。「ときどきする」は、専門学校卒、短大卒、高専卒が 41.3%、年収

800 万円以上が 41.4％で も高い。20 代男性が 40.9%と高い。大都市が 43.6%と高率である。

「あまりしない」(26.5%)「まったくしない」(26.5%)は中学卒、高校卒が も高い。「あまりし

ない」は年収 300 万円未満が 25.9％で も高い。男性はどの年代も 20％を超えており、女性

では 30 代が 26.1%と高い。大都市では「まったくしない」(14.0%)は低率である。 
「インターネットや電子メールの使用」	 冒頭で触れたように、全体では「よくする」が 64.9%

で も高い。「よくする」は大学卒・大学院修了が 70.2%、年収 800 万円以上が 70.7%で も

高い。年代では 20 代が高く、男性で 72.7%、女性で 73.8%と高率である。大都市が 71.6%と

多い。 も低いのは60代男性(55.6%)である。年収別で も低いのは300万円未満の59.4％で、

小都市(58.8%)に住んでいる人々である。「ときどきする」についてみると、小都市が多く(29.2%)、
大都市は少ない(18.4%)。 
「スポーツ・ハイキング」	 全体では「あまりしない」が 33.9%で も高い。「よくする」

は 60 代が高く、男性 27.2％、女性 22.2％である。「ときどきする」は、大学卒・大学院修了

が 33.9％、年収 800 万円以上が 34.4％で も高い。年代別では、20 代女性が 35.7%と高率を

示している。小都市は 22.0%と低率である。「あまりしない」で目立つのは、40 代男性(40.0%)
と 50 代男性(40.4%)である。「まったくしない」は、専門学校・短大・高専卒が 29.1%、年収

300万円未満が29.4%で も高い。年齢別では50代女性が37.7%と高率である。小都市が29.6%
と目立っている。 



 

「家庭での団らん・地域ぐるみの活動」	 全体では「ときどきする」が 36.8%で も高い。

「よくする」(21.7%)「ときどきする」(47.1%)は、年収 800 万円以上が も高い。「よくする」

は年代別では 30 代が高く、男性は 22.2％を示している。女性は 40 代が 29.2%と高率であった。

「あまりしない」は、中学・高校卒が 31.9%、年収 300 万円未満が 32.9%で も高い。年代別

では 20 代が高く、男性は 45.5%と高率である。「まったくしない」も年収 300 万円未満が 34.7％
で も高い。30 代男性(32.1%)と 50 代男性(29.2%)が目立つ。年収が高くなるほど、家族の団

らんや家族ぐるみの活動をする率が高くなる傾向がうかがえる。全体的に人口規模別で大きな

違いはなかった。 
「家事や育児の分担」	 全体では「まったくしない」が 34.7%で も高い。「まったくしな

い」は、年収 300 万円未満が 50％に及んでおり、500 万円～800 万円未満(24.5%)や 800 万円

以上(24.2%)で低くなる。「まったくしない」で目立つのは 20 代であり、20 代男性の 50.0%、

30 代男性の 43.2%、20 代女性の 36.9%、60 代女性の 44.4%が目立っている。全体的に人口規

模別に大きな違いはなかった。 
「町内会、婦人会、老人クラブ」	 全体では「まったくしない」が 56.0％で も高い。「ま

ったくしない」は 300 万円未満が 67.6%で も高率で、800 万円以上になると 47.1%と低くな

る。「まったくしない」を年代別に見ると男女とも 20 代、30 代に多く、20 代男性は 77.3%、

30 代男性は 58.0%に及ぶ。20 代女性も 72.6%、30 代女性も 65.2％に及んでいる。人口規模別

に見ると大都市が 64.0%と も高く、小都市が 50.0%と も低い。近年、地域コミュニティの

衰退が指摘されているが、これが若い年代と大都市にはっきりと表れている。「ときどきする」

では、800 万円以上が 21.0%、300 万円未満が 11.2％で、年収が多いほどする率が高くなる。 
「職場や仕事関係のつきあい」	 全体では「ときどきする」が 34.8%で高い。「よくする」 
は 800 万円以上が 12.1％、300 万円未満が 3.5％で、年収が高いほどする率が高い。「ときどき

する」も同様な傾向が見られる。（800 万円以上が 43.9％、300 万円未満が 27.1％）逆に「ま

ったくしない」は、20 代男性(33.3%)に顕著である。全体的に、人口規模別に関 
係なく、職場の人間とのつきあいよりもプライベートな人間関係を重視したいという若い世代

の意向が表れている。 
「趣味的活動での知り合いとのつきあい」	 全体では「ときどきする」が 35.3%でも 

っとも高い。「ときどきする」で高い比率を示しているは 60 代である。60 代男性で 42.1%、 
60 代女性で 41.7％を示している。これを年収別に見ると、 も高いのは 800 万円以上 
(39.5%)である。「あまりしない」は、50 代が も高く、50 代男性が 47.2%、50 代女性が 
31.1％と高率である。 
「外国人とのつきあい」	 全体では「まったくしない」が 67.7%で圧倒的に高い。「まった

くしない」は中学・高校卒が 75.2%、年収 500 万円～800 万円が 75.5%で も多く、大学・大

学院修了が60.2%、年収800万円以上が55.4%で も低くなっている。これを年代別に見ると、

男女とも 60 代を超えると 69%を超えている。世代間ギャップがやや出ている。 
小都市が 74.0%で も低い。低学歴者、小都市で「内なる国際化」が進んでいないことがわか

る。 
「ボランティア活動」	 全体では「まったくしない」が 57.2％で も高い。「まったくしな

い」で も高いのは、年収 300 万円以下(67.6%)で、 も低いのは 800 万円以上(48.4%)である。

年代別に見ると、20 代が「まったくしない」が目立っている。（20 代男性 68.2%、20 代女性

69.0％）若い年代のボランティア離れが顕著である。人口規模別では大都市で 64.4%が目立ち、

都市部ほどボランティア活動をしないことがわかる。 



 

「高齢者の生活・学習支援」	 全体では「まったくしない」が圧倒的に高い( 66.1%)。 
「まったくしない」で も高いのは、年収 300 万円以下(72.4%)で、 も低いのは 800 万円以

上(55.4%)である。これを年代別に見ると、ボランティア活動と同様に、20 代に「まったくし

ない」が顕著に合われている。（男性 74.2%、女性 75.0%）今後進行する高齢社会において、

この数値は暗い見通しを私たちに与えている。 
 
（２）	 学習方法の希望(Q42 複数回答）について	 

	 全体で見ると、「インターネット、携帯電話を利用して」が も高く(64.9%)、次いで「本・

テレビ・ラジオ・CDROM・テープなどを利用して学びたい」(55.6%)、「公民館などの市や町

が行う学級・講座などで」(23.6%)となっている。 
全体で も高い「インターネット、携帯電話を利用して」では、年収による差異はほと 

んどない。年代・性別に見ると、20 代が 73.3%で も高く、男性が 74.2％、女性が 72.6% 
である。60 代が 57.3%で も低く、男性は 58.8％、女性は 52.8%であった。2 番目に高い 
「本・テレビ・ラジオ・CDROM・テープなどで学びたい」では、年代・性別で見ると、こ 
れも 20 代が 63.3%で も高く、男性が 60.6%、女性 65.5％であった。中都市で 62.8%と目 
立っている。 も低いのは年収 300 万円未満(50.0%)である。年代・性別で見ると、50 代が 
48.7%で も低く、男性は 50.6％、女性は 45.9％であった。なお、60 代女性は 38.9％と  
低率であった。「本・テレビ・ラジオ・CDROM・テープなどで学びたい」は、大学卒・大 
学院修了が 61.4%で も高く、中学・高校卒が 49.6％で も低い。 
	 「大学・短大・高校の公開講座」は、大学卒・大学院修了が 25.4%で高いが、専門学校・ 
短大・高専卒（13.4%）と中学・高校卒(12.6%)は低い。年収が高いほど希望も高くなる。 
	 「カルチャーセンター」は、専門学校・短大卒が 25.0%、年収 500～800 万円未満が 21.0% 
で も高い。年代・性別で見ると、30 代女性の 39.1%が目立つ。大都市ほど高く(23.6%)、小

都市ほど低い(11.6%)。 
	 「大学・大学院に社会人入学」は、大学卒・大学院修了(17.7％)が も高く、専門学校・ 
短大・高専卒(6.4%)が も低い。これも年収が高いほど希望率も高くなる。年代・性別で 
は 20 代男性の 24.2％が も高い。 
	 「公民館などの学級・講座」は、年収 500 万円～800 万円未満が 30.0%で も高い。800 
万円以上になると 21.7％に低下する。年代・性別では、女性が男性を上回り(女性 30.2％、 
男性 18.9％)、女性では 50 代女性が 34.4%、男性では 60 代が 26.3%と目立って高い。人口 
規模別では中都市が 27.6%でもっとも高い。 
 
（３）	 希望する学習（Q43～Q44）について	 

	 全体では「できればやりたいことがある」が 32.8%で も高い。次いで「決まっていないが、

何かやりたい」(25.5%)、「やりたいことは、特にない」(21.6%)となっている。 
「できればやりたいことがある」では、年収 500～800 万円未満が 42.0%で も高く、300 万

円未満は 24.1％で も低かった。人口規模別では小都市が 27.2%で も低い。「ぜひやりたい

ことがある」は 800 万以上が 26.8%と も高く、「やりたいことはとくにない」は 800 万円以

上が 15.9%で も低かった。おおむね年収が高いほど希望する学習があるということがわかる。

これを年代・性別で見ると、30 代男性の 35.8%がもっとも高率であった。50 代、60 代では男

女とも低率であり、年代が上がると「ぜひやりたいことがある」が低下する傾向にある。 
次に、希望する学習内容（複数回答）についてみると、全体では、「英会話やその他の外国語」



 

(35.9%)が も高く、次いで「職業上の知識や技能」(34.4%)、「コンピュータやワープロ、イン

ターネットなどの知識や技能」(30.3%)となっている。第 1 位の「英会話やその他の外国語」

では、大学・大学院修了が 43.7%、年収 800 万円以上が 40.2％で も高い。性別では女性のほ

うが男性より高率で、女性では 20 代の 51.4%が際立って高く、男性では 30 代の 43.8%が も

高い。男女とも年代が上がると、学習希望率は低下している。また、大都市ほど高く(40.8%)、
小都市ほど低い(29.8%)傾向が見られた。 
第 2 位の「職業上の知識や技能」は、希望率を見ると全体では男性が女性を上回っている(男

性 39.3%、女性 27.8％)。特に高いのは、30 代男性(56.3%)と 20 代男性(53.8%)、30 代女性(41.7%)
であった。 も低いのは 60 代の男女であった。これは職業生活の第一線を退いているからで

ある。学歴別に見て希望率が低いのは、専門学校・短大・高専卒(28.1%)である。 
第 3 位の「コンピュータ、ワープロ、インターネット」では、中学・高校卒が 40.0%で 
も高く、年収 300～500 万円未満が 34.1%で も高い。人口規模別では、小都市が 34.6%と

高く、大都市が 25.0%と低い。大学・大学院修了や、専門学校・短大・高専卒、大都市が低い

のは、ふだんこれらの機器を使っているからであろう。年収でも 800 万円以上になると も低

く(25.8%)なる。学習希望率では男性が女性を上回っている(男性 35.1％、女性 
23.8%)。男女とも 40 代が希望率のピークで、男性 40.3%、女性 31.3％であった。 
第 4 位の「体育・スポーツ・レクリエーション」(29.3%)では、年収が高いほど希望する率も

高くなる。800 万円以上が 40.2％も希望しており、年収が高いほど健康に関心が高いことを示

している。性別・年代別に見ると、全体では男性が女性を希望率でやや上回っており(男性 30.7%,
女性 27.4％)、男性の 40 代が 41.9%、女性の 60 代が 41.7％と高率であることが目立つ。 
第 5 位の「俳句・手工芸・絵画など趣味的なもの」(24.8%)では、意外にも 800 万円以上が

18.9%で も低かった。これは希望率で女性が男性を上回っている(女性 34.9％、男性 17.3%)。
も高率なのは 20 代女性(43.2％)で、 も低率なのは 20 代男性(11.5%)であった。20 代での

男女差が目立っている。 
僅少差で第 6 位は「歴史、化学、芸術など教養的なもの」(145/ 24.7%)で、年収 800 万円 
以上が 31.8%で も高かった。学習希望率は、男性のほうが女性をやや上回っている(男性

25.9％、女性 23.0%)。男女とも 60 代が も高い(男性 36.3%、女性 33.3％)。これは、60 代の

人々が職業生活の第一線から退き、改めて自らの教養を高めたいと思っているからではないだ

ろうか。 
	 

（４）	 学習の阻害要因（Q45 複数回答）について	 

	 全体で も高いのは「経費のやりくりが大変」(46.4%)で、これは学歴が高くなるにつれて高

くなるが、年収が 800 万円以上になると 38.2%と も低くなる。これを年代別に見ると、男女

とも 30 代で も高くなっている(男性 56.8%、女性 53.6％)。次に高いのは、「時間のやりくり

が大変」(43.6%)で、これも学歴が高くなるにつれて高くなるが、年収では 500~800 万円未満

が 49.0%で も高く、300 万円未満が 33.5％で も低い。これは全体で見ると 20 代、30 代、

40代で50％を超えている。働き盛りで労働時間に学習時間がとられているためだと思われる。

特に男性の 30 代(53.1%)と 40 代(54.1%)、女性の 20 代(53.6%)が高率である。男女とも 50 代、

60 代になるとこれは低下する。ここから学習経費と時間が学習の阻害要因になっていることが

わかる。大都市では「学習のための情報が得にくい」(8.0%)、「受けたい講座がない」(40.8%)
の双方が低率であることが目立っている。大都市ほど学習情報も豊かで、受講したい講座の選

択肢も多いことが窺える。 
 



 

 
（５）	 	 この 1 年間で経験した学習方法（Q46 複数回答）について	 	 	 

	 全体で も高いのは、「インターネット・携帯電話の利用」(56.6%)で、次いで「「本・テレビ・

ラジオ・CDROM、テープなど」(56.1%)、ぐっと下がって「同好のサークルや友人。知人など

のグループで」(6.6%)となっている。 
第 1 位の「インターネット・携帯電話の利用」で、 も高いのは専門学校・短大・高専卒(63.6%)、

年収 300 万円未満(62.9%)で、 も低いのは大学・大学院修了(50.9%)、年収 300~500 万円未

満(51.4%)であった。男女別では、男性(61.6%)が女性(49.4%)より高い。年代別では意外と 20
代(50.4%)が低率である。男性では 20 代が 50.9％と 低で、40 代 69.2%、50 代 65.3%、60
代 63.9%と男性の年代間格差が見受けられる。 
僅差で第 2 位の、「本・テレビ・ラジオ・CDROM、テープなど」で、 も高いのは大学・

大学院修了(64.4%)、年収 500～800 万円未満(61.5%)で、専門学校・短大・高専卒(48.3%)と中

学・高校卒(48.6%)、年収 300 万円未満(51.5%)と 300~500 万円未満(52.5%)は低い。20 代女性

が 61.1%と他の年代に比して高率である。 
これら２つについて、人口規模別には大きな違いは認められなかった。わずかな違いである

が、大都市では「公民館など市や町が行う学級・講座」(5.6%)、「高等専門学校や専修・各種学

校で」(1.5%)、「カルチャーセンターで」(4.1%)、「大学・大学院に社会人入学して」(1.5%)が
高かった。 
 
（６）	 	 この 1 年間で経験した学習内容(Q47 複数回答）について	 	 	 	 

	 全体で も高いのは、「職業上の知識・技能」(28.1%)で、次いで「コンピュータ、ワープロ、

インターネットなどの知識・技能」(22.1%)、「健康管理や病気の予防」(16.0%)となっている。 
第 1 位の「職業上の知識・技能」は、学歴が高くなるほどその割合も高くなるが、年収では

500~800 万円未満が 34.8%で も高く、300 万円未満が 19.7％で も低い。男女とも 20 代、

30 代の経験率が高い（男性 20 代 43.4%、同 30 代 45.7%、女性 20 代 26.4％、同 30 代 24.1％）。

男女とも 60 代になると急速に低下する(男性 17.5%、女性 8.3%)。第 2 位の「コンピュータ、

ワープロ、インターネットなどの知識・技能」では、中学・高校卒(30.6)、年収 300 万円未満

(28.0%)が も高く、大学卒・大学院修了(17.6%)、年収 800 万円以上(17.2%)は も低かった。

全体では 40 代が も高く、男性では 20 代(32.1%)、40 代(32.3%)が高率で、女性では 40 代

(21.6%)が も高い。これら 2 つは、学歴と年収が高いほど、学習しなかったことが窺えた。 
「教養的なもの」は、年代をみると男女とも 60 代が高い(男性 24.7%、女性 29.2%)。「英会話

やその他の外国語」は、大学卒・大学院修了が 19.4%で も高い。高学歴者ほど外国語の学習

に開かれていることがわかる。40 代女性が 25.5%と高率である。対照的に 40 代男性は 6.2％
と低率である。「時事的・社会的な問題」は、800 万円以上(20.9%)が も高く、300～500 万円

未満(7.8%)が も低い。その他の項目には、年収について決まったパターンはなかった。また、

全体的に人口規模別には大きな違いは見られなかった。 
 
（７）	 熱心に学習した内容(Q48～Q50)について	 

その中で も熱心に学習した内容１つ(Q48)について見ると、「職業上の知識・技能」が も

高く(24.6%)、次いで「「コンピュータ、ワープロ、インターネットなどの知識・技能」(17.1%)、
「英会話やその他の外国語」(10.4%)となっている。 
	 「職業上の知識・技能」では、Q47 と同様に、学歴が高くなるほどその割合も高くなった。



 

年収別では 500~800 万円未満が 31.7%で も高く、300 万円未満では 15.9%と も低い。第 2
位の「コンピュータ、ワープロ、インターネットなどの知識・技能」でも、Q47 と同様に、中

学・高校卒(25.4%)が も高かった。年収別でも、300 万円未満(22.7%)と 300～500 万円未満

(22.3%)が高かった。年代・性別では、30 代男性が 44.3%と も高く、20 代男性(35.8%)と 40
代男性(35.4%)が続いている。 

次に、この 1 年間で も熱心に学習した内容のレベル（Q49）について見ると、全体で も

高いのは「入門よりやや程度の高いもの」(31.5%)であった。それに「入門程度のもの」(30.7%)
と「レベルの判断はできない」(21.0%)が続いている。第 1 位は 40 代男性(41.5%)が高く、第 2
位は 30 代男性(34.3)と 50 代女性(43.8%)が高い。「入門程度のもの」と答えたのが も高かっ

たのは、専門学校・短大・高専卒(39.9%)、300 万円未満(38.6%)で、「入門よりやや程度の高い

もの」は、大学卒・大学院修了(38.1%)、800 万円以上(35.1%)が も高かった。「かなり程度の

高い専門的なもの」は、500～800 万円未満(23.0%)が も高く、300 万円未満(9.1%)が も低

かった。 
「レベルの判断はできない」と答えたのが も高かったのは中学・高校卒(31.8%)であった。

年代・性別で見ると、男女とも 60 代が も高率であった(男性 29.9%,女性 33.3％)。 
学歴が低いほど、年代が上がるほど、学習内容のレベルがわからないまま学習していることが

窺える。 
そして、熱心に学習してよかったこと（Q50 複数回答）で、全体で も多かったのは「教養

が高まった」(34.5%)で、これに「専門的な知識・技能の深まり」(31.0%)、「楽しみが増え趣味

が深まった」(27.7%)が続いている。第 1 位の「教養が高まった」は、学歴が高いほどその割

合も高くなっている。年収では 800 万円以上が 41.0%で も高かった。年代・性別で見ると

30 代男性(54.3%)と 20 代女性(38.9%)が高率である。第 2 位の「専門的な知識・技能の深まり」

では、大学卒・大学院修了が 37.7%と も高く、専門学校・短大・高専卒は 20.3%と も低か

った。年収では300~500万円未満が36.9%で も高く、300万円未満が22.7%と も低かった。

20 代男性(58.5%)がもっとも高率であった。人口規模別では、中都市(38.3%)が高く、大都市

(25.0%)が低かった。第 3 位の「楽しみが増え趣味が深まった」では、300 万円未満が 37.1%
で も高く、500~800 万円未満が 19.9%で も低かった。男女とも 60 代が も高かった(男性

33％、女性 58.3%)。 
 
（８）	 一ヶ月あたりの学習経費(Q51)について	 

	 不況のせいか、全体で も高いのは「1000 円未満」(42.4%)で、これに「1 千円～３千円未

満」(21.9%)、「３千円～５千円未満」(12.0%)が続いている。 
「1000 円未満」は、中学・高校卒で 50.9％、大学卒・大学院修了で 35.6％であった。年収で

は、300 万円未満が 47.7%で も高く、800 万円以上で 38.1%と も低かった。年代・性別を

全体でみると、男女とも 30 代、40 代、50 代で「1000 円未満」がいずれも 44%を上回ってい

る。全体として人口規模別には大きな違いはなかった。 
 
（９）	 	 学習成果をボランティアで活用したいか(Q52)	 

	 全体では「特に活用したいとは思わない」(55.0%)が も高く、次いで「活用したことはない

が、できれば活用したい」(35.0%)、「すでに活用した」(10.1%)となっている。 
「特に活用したいとは思わない」は、中学・高校卒で 60.1％と高率であった。年収別に見ると

300 万円未満が 60.6%で も高率であった。これは特に 50 代男性(61.1%)と 60 代女性(70.8%)



 

が顕著である。これは経済的・体力的な問題なのだろうか？「活用したことはないが、できれ

ば活用したい」と答えた人は、大学卒・大学院修了が 38.8%で も高率であった。年収別では

決まったパターンは観られなかった。30 代男性(48.6%)と 20 代女性（38.9%）が高率であった。

これらについて人口規模別に見たが、全体的に大きな違いはなかった。 
 
（10）	 	 学習情報の入手先（Q53 複数回答）について	 	 	 

	 全体的には「パソコン」が(78.9%) も高く、それに「テレビ」(36.1%)、「新聞」(31.1%)「本」

(30.0%)、「雑誌」(26.0%)が続いている。「パソコン」では、専門学校・短大・高専卒が 82.6％
で も高く、これに大学卒・大学院修了(78.8%)が続いている。年代・性別では、50 代男性の

85.4%がもっとも高率である。小都市が 82.8%とやや高い。 
「テレビ」では、年収 300 万円未満が 42.4%と も高い。50 代と 60 代で高く、男性 60 代が

40.4%、女性 60 代の 58.3%、同 50 代の 52.5%が目立つ。「新聞」では、500～800 万円未満で

37.0%と も高く、300 万円未満で 25.9%と も低率であった。年収と新聞の利用について決

まったパターンはなかった。男女とも 60 代が も高率であった(男性 55.3%、女性 50.0%)。20
代男性(15.2%)の落ち込みが顕著である。「本」では、大学卒・大学院修了が 36.3%なのに対し

て、中学・高校卒は 23.1％であった。年収が高いほど、本を学習情報の入手先として利用して

いることがわかる。これらを人口規模別に見たが、決まったパターンは見られなかった。 
 
以上が、Q41 から Q53 までの調査結果である。次に、学習活動と学習希望について、より

くわしく見てみよう。 
 
第２節	 学習活動と学習希望についての考察	 

	 
(１)	 生涯学習の実施状況についての内閣府調査(2012 年)との比較	 

	 内閣府が 2012 年度に実施した「生涯学習に関する世論調査」によると、「この 1 年間の生涯

学習の実施状況」でもっとも割合が高いのは「健康・スポーツ（健康法、医学、栄養、ジョギ

ング、水泳など）に関する学習(30.4%)である。第 2 位は「趣味的なもの（音楽、美術、華道、

舞踊、書道、レクリエーション活動など）」で 25.7%、第 3 位は「職業上必要な知識・技能（仕

事に関係のある知識の習得や資格の取得など）」で 15.2％、第 4 位は「家庭生活に役立つ技能

（料理、洋裁、和裁、編み物など）」で 14.1％、第 5 位は「教養的なもの（文学、歴史、科学、

語学など）で 11.5％であった。 
本調査研究 Q47 において第 1 位であった「職業上の知識や技能」(28.1％)は、内閣府調査で

は第 3 位、第 2 であった「コンピュータやワープロなどの知識や技能」(22.1%)は、内閣府調

査では第 6 位(9.9%)、第 3 位であった「健康管理や病気の予防」(16.1%)と第 6 位であった「体

育・スポーツ・レクレーション」(11.2％)を合わせたものは、内閣府調査では第 1 位である。 
前回の内閣府 2008 年度調査では、「健康・スポーツ」(22.5%)、「趣味的なもの」(19.8%)、「パ

ソコン・インターネットに関すること」(14.0%)の順であった。（表 1） 
	 2012 年度の内閣府調査は 2012 年 7 月 5 日から 17 日の間に、全国 20 歳以上の日本国籍を

有する者 3000 人を標本数にして、調査員による個別面接聴取法によって 1956 人からの有効回

収数を得ている。有効回収率は 65.2％であった。このような学習活動をめぐる内閣府世論調査

の結果と本調査研究の結果との違いには、本調査研究がパソコンを使って回答を集計する調査

方法をとったことと質問項目の内容の違いが反映していることが影響していると考えられる。 
 



 

(表 1)内閣府 2012 年度生涯学習に関する世論調査から 
	 	 「この 1 年間の生涯学習の実施状況」 

 
 
（２）	 年収・学歴と「家事・育児の分担」の関係について	 

次に Q41 について	 年収・学歴と「家事・育児の分担」の関係について見てみたい。近年、

各種の調査によって若い年齢層の性別役割分業意識の高さが指摘されている。筆者は男女共同

参画審議会委員として複数の市に関わっている。(表 2)は、大阪府豊中市における 2004 年度（平

成 16 年度）と 2010 年度（平成 22 年度）の市民意識調査の結果である。 
「あなたは「男性は仕事、女性は家事・育児」という考え方について、どう思いますか」とい

う問いについて、「賛成」と「どちらかといえば賛成」を指す賛成派は、女性では 2004 年度は

28.0％であったのに対し、2010 年度では 56.4％に増えている。また、男性の賛成派は、2004
年度は 48.4％であったのに対し、2010 年度では 71.7％に達している。そこで、本調査研究に

おける「家事・育児の分担」についてより詳しく見ていこうと思うに至った。	  
 
 



 

(表 2)	 豊中市における性別役割分業意識の調査結果から 

 
（豊中市人権文化部人権政策室編集・発行 2012、24 頁より） 
 
本調査研究で「家事・育児の分担」について、年収別に分析してみると、300 万円未満では

「よくする」は 7.6％、「ときどきする」は 17.6％であるが、800 万円以上では「よくする」が

19.7％、「ときどきする」は 29.9%に上昇する。「まったくしない」は 300 万円未満では 60.0%
に上るが、800 万円以上では 24.2％にとどまる。ここから年収が高いほど「家事・育児の分担」

がよりなされていることが窺える。(図 3)これを学歴別に見るとどうなるであろうか。 
 
(表 3)家事・育児の分担と世帯年収の関係 

 

 
ここで興味深い結果が出ている。家事・育児の分担を「よくする」は中学卒高校卒で 18.5％、

専門学校卒短大卒高等専門学校卒で 15.1％、大学卒大学院卒で 14.4％、一方、「まったくしな

い」は中学卒高校卒で 31.9％、専門学校卒短大卒高等専門学校卒で 37.2％、大学卒大学院修了

で 35.3％と、学歴が上昇するにつれて家事・育児の分担をしない傾向が出てきた。男女共同参

画の意識は、学歴の上昇によって必ずしも家事・育児の分担という行動に結びつくわけではな

いことがわかる。(表 4) 
 
 

全体 よくする ときどきする あまりしない まったくしない

750 119 186 185 260
100.0 15.9 24.8 24.7 34.7
170 13 30 42 85

100.0 7.6 17.6 24.7 50.0
223 40 48 47 88

100.0 17.9 21.5 21.1 39.5
200 35 61 55 49

100.0 17.5 30.5 27.5 24.5
157 31 47 41 38

100.0 19.7 29.9 26.1 24.2
Pearson	 のカイ2乗	 44.308
Cramer	 の	 V	 .140

[Q41-6]■学習活動についてお尋ねします。
あなたは次のことを、どの程度しますか。
それぞれについて、あてはまるものを１つお選び下さい。[家事や育児の分担]

[NQ71]あなたの世帯年
収をお選び下さい。

全体

300万円未満

300万円～	 500万円未
満
500万円～	 800万円未
満

800万円以上



 

(表 4)家事・育児の分担と 終学歴の関係 

 
 
（３）	 地域活動と学歴の関係について	 

	 一般に学歴が高くなればなるほどすべての学習活動をする率が上昇すると考えられがちであ

るが、本調査結果からはそうでない姿が見て取れる。趣味的な活動、職場や仕事関連の人との

つきあいについては、学歴が上がるにつれて「よくする」「ときどきする」の割合が上昇する傾

向にある。こうした傾向に当てはまらないのは、インターネットや電子メールの使用であり、

大学卒大学院卒が「よくする」で 70.3％まで上昇しているが、「まったくしない」も 6.5％で

も高い結果となっている。また、家事や育児の分担も、「よくする」割合が も高いのは中学卒

高校卒(18.5％)である。「まったくしない」割合が も高いのは専門学校卒短大卒高等専門学校

卒(37.2％)である。 
注目すべきは「町内会、婦人会、老人クラブなどの」地域活動を も行うのは中学卒高校卒

であり、「よくする」が 5.5％、「まったくしない」が 51.3％であるのに対して、大学卒大学院

修了は「よくする」が 3.8％、「まったくしない」が 58.5％に上っている。(表 5)	 同様に、高

齢者の生活や学習の支援も、中学卒高校卒が、「よくする」3.4％、「まったくしない」65.5％で

あるのに対し、大学卒大学院終了が、「よくする」1.5％、「まったくしない」67.1％となってい

る。(表 6)	 これらの地域活動については学歴が上昇するにつれてむしろ低下する傾向にある。	 	 	 

このことに関連して、OECD の調査においても、ヨーロッパ諸国では学歴が上昇するにつれて

「市民的・社会的関与」(civic and social engagement)の割合が低下することが報告されている。

これが「参加のパラドックス、すなわち、教育レベルの上昇が CSE の下降をもたらすという

相関関係」である。(OECD 教育研究革新センター編著、NPO 法人教育テスト研究センター

(CRET)監訳、2008、108 頁、および OECD 教育研究革新センター編著、矢野裕俊監訳、2011、
103 頁)本研究調査から日本でもそうした傾向が見られることが窺えよう。 
 
	 また、一般に年収が高くなればなるほど学習活動全般の割合も上昇すると考えられがちであ

るが、内容によってはそうではない傾向も看取される。例えば、文化・教養的な活動、インタ

ーネットや電子メールの使用、家族ぐるみの活動、家事や育児の分担、職場や仕事関係の人と

のつきあいは、年収が上昇すれば、「よくする」率も上昇している。しかし、趣味的な活動を「よ

くする」率が も高いのは、年収 300 万円未満(10.0%)であり、 も低いのは 800 万円以上で

ある。ボランティア活動を「よくする」率が も高いのは、年収 300 万円～500 万円未満(5.4%)
であり、身体を動かす活動で「よくする」が も高いのは 500 万円～800 万円未満（18.5％）



 

である。すべての学習活動の領域で、世帯年収が多ければ多いほど学習活動率が高くなるわけ

ではないことがわかる。しかし、本研究調査を全般的にみると、学習活動と学歴・年収の高さ

の間に相関関係が見られる。 
 
(表５) 町内会、婦人会、老人クラブなどの活動と学歴との関係 

 
 
(表 6) 高齢者の生活や学習の支援と学歴との関係 

 
 
 
（４）	 学習希望率と学歴・年収の関係について	 

まず、学習希望率と学歴の関係を見ると、「ぜひやりたいことがある」は、中学卒、高校卒で

は 13.4％、専門学校卒、短大卒、高等専門学校卒は 17.4％、大学卒、大学院卒は 26.3％にの

ぼった。一方、「やりたいことは特にない」は、中学卒、高校卒で 26.5％、専門学校卒、短大

卒、高等専門学校卒は 21.5%、大学卒、大学院卒は 18.3％と、おおむね学歴が上昇するにつれ

て学習希望率が上昇することがうかがえた。(表 7) 
次に、学習希望率と年収の関係を見ると、「ぜひやりたいことがある」は300万円未満が19.4％、

300 万円～500 万円未満が 18.8％、500 万円～800 万円未満が 17.0％であるのに対して、800
万円以上は 26.8％に上昇する。一方、「やりたいことは特にない」は、300 万円未満で 24.7％、

300 万円～500 万円未満が 23.8％、500 万円～800 万円未満が 21.0％、800 万円以上が 15.9％
と、おおむね年収が高くなるにつれて、学習希望率が上昇する傾向が見られた。(表 8) 
 
 

全体 よくする ときどきする あまりしない まったくしない

750 34 127 169 420

100.0 4.5 16.9 22.5 56.0
238 13 38 65 122

100.0 5.5 16.0 27.3 51.3

172 8 33 32 99

100.0 4.7 19.2 18.6 57.6
340 13 56 72 199

100.0 3.8 16.5 21.2 58.5
Pearson	 のカイ2乗	 6.810
Cramer	 の	 V　.067

[NQ70]あなたの
最終学歴をお選
び下さい。

全体

中学卒	 高校卒

専門学校卒	 短大卒	 高等専門学校
（高専）卒

大学卒	 大学院修了

[Q41-7]■学習活動についてお尋ねします。
あなたは次のことを、どの程度しますか。
それぞれについて、あてはまるものを１つお選び下さい。[町内会、婦人会、老
人クラブなどの活動]

全体 よくする ときどきする あまりしない まったくしない

750 18 69 167 496
100.0 2.4 9.2 22.3 66.1
238 8 23 51 156

100.0 3.4 9.7 21.4 65.5
172 5 16 39 112

100.0 2.9 9.3 22.7 65.1
340 5 30 77 228

100.0 1.5 8.8 22.6 67.1
Pearson	 のカイ2乗	 2.628

Cramer	 の	 V　.042

[NQ70]あなたの
最終学歴をお選
び下さい。

全体

中学卒	 高校卒

専門学校卒	 短大卒	 高等専門学校
（高専）卒

大学卒	 大学院修了

[Q41-12]■学習活動についてお尋ねします。
あなたは次のことを、どの程度しますか。
それぞれについて、あてはまるものを１つお選び下さい。[高齢者の生活や学習
の支援（話し相手、介護、交流など）]



 

(表 7) 学習希望率と学歴の関係 

 
 
(表 8) 学習希望率と年収の関係 

 
 
ここで、もっとも働き盛りの年代にあたる 40 歳代に限って学習希望率と学歴・年収との相

関関係を見てみよう。まず、学習希望率と学歴の相関関係を見ると、「ぜひやりたいことがある」

と答えたのは、高校卒までが 9.10％、専門学校、短大、高等専門学校卒が 12.50％、大学卒以

上が 24.10％と学歴水準が上がるにつれて学習希望率が上昇していることがわかる。ただし、

「やりたいことは特にない」と答えたのは、高校卒までが 27.30％、専門学校、短大、高等専

門学校卒が 27.10％、大学卒以上が 25.90％と大きな差はない。高校卒までは「できればやり

たいことがある」と「決まっていないが何かやりたい」がともに 31.80％で高いのに対して、

専門学校卒、短大、専門学校卒、と大学卒以上は「できればやりたいことがある」がそれぞれ

39.60％、37.90％と高率であった。(表 9) 
次に、学習希望率と年収の相関関係を見ると、年収が高いほど学習希望率が高いことが予測

されたが、必ずしもそうではなかった。「ぜひやりたいことがある」は年収 300 万円までは

18.20％、500 万円までは 15.70％、800 万円までは 15.20％、800 万円以上は 16.10％であり、

むしろ、年収 300 万円までが高率である。しかし、「やりたいことは特にない」を見ると、300
万円までが 36.40％で も高く、800 万円までが 19.60％で も低い。(表 10)全般的に学歴と年

収の高さと学習希望率の高さに相関関係が見られる。 
 

全体
１：ぜひやりた
いことがある

２：できればや
りたいことがあ

る

３：決まってい
ないが、何かや

りたい

４：やりたいこ
とは、特にない

749 151 246 190 162
100.0 20.2 32.8 25.4 21.6
238 32 70 73 63

100.0 13.4 29.4 30.7 26.5
172 30 60 45 37

100.0 17.4 34.9 26.2 21.5
340 89 116 73 62

100.0 26.3 34.2 21.2 18.3
Pearson	 のカイ2乗	 22.408

Cramer	 の　V　.122

[Q43]あなたは条件が整えば、何か学習したいことがありますか。
あてはまるものを１つお選び下さい。なお、現在行っている学習を続けたい方
は、１または２をお選び下さい。

[NQ70]あなたの
最終学歴をお選
び下さい。

全体

中学卒	 高校卒

専門学校卒	 短大卒	 高等専門学校
（高専）卒

大学卒	 大学院修了

全体
１：ぜひやりたいこと

がある
２：できればやりたい

ことがある
３：決まっていない
が、何かやりたい

４：やりたいことは、
特にない

750 151 246 191 162
100.0 20.1 32.8 25.5 21.6
170 33 41 54 42

100.0 19.4 24.1 31.8 24.7
223 42 73 55 53

100.0 18.8 32.7 24.7 23.8
200 34 84 40 42

100.0 17.0 42.0 20.0 21.0
157 42 48 42 25

100.0 26.8 30.6 26.8 15.9
Pearson	 のカイ2乗	 22.7
Cramer	 の	 V	 .100

[NQ71]あなたの世帯年
収をお選び下さい。

全体

300万円未満

300万円～	 500万円未
満
500万円～	 800万円未
満

800万円以上

[Q43]あなたは条件が整えば、何か学習したいことがありますか。
あてはまるものを１つお選び下さい。なお、現在行っている学習を続けたい方は、１または２をお選び下さい。



 

(表 9)40 歳代の学習希望率と学歴の関係 

 
 
(表 10)40 歳代の学習希望率と年収の関係 

 
 
なお、本調査ではボランティア離れの傾向が出ている。しかし、ここでの Q52 の質問項目は

「この１年間で も熱心にした学習の成果をボランティアなどで活用してみたいと思いますか」

と尋ねている。その結果は「特に活用したいとは思わない」が も高く(55.0%)、次いで「活用

したことはないが、できれば活用したい」(35.0%)、「すでに活用した」(10.1%)となっている。

しかし、質問に「この１年間での学習」という限定があることに留意する必要があろう。本調

査からただちにボランティア離れを結論することは早計であろう。2011 年に 3 月に起こった

東日本大震災のあと、東北地方の被災地にはたくさんのボランティアが入り、復興支援のボラ

ンティア活動がなされた。ボランティア活動の動向については、今しばらく見守る必要がある

ように見える。 
 

合計 １：ぜひやりたいこ
とがある

２：できればやり
たいことがある

３：決まっていな
いが、何かやりた
い

４：やりたいこと
は、特にない

高校卒まで 44 4 14 14 12
100.00% 9.10% 31.80% 31.80% 27.30%

48 6 19 10 13

100.00% 12.50% 39.60% 20.80% 27.10%
大学卒以上 58 14 22 7 15

100.00% 24.10% 37.90% 12.10% 25.90%
合計 150 24 55 31 40

100.00% 16.00% 36.70% 20.70% 26.70%

専門学校、短大、
高等専門学校卒

[Q 43]あなたは条件が整えば、何か学習したいことがありますか。あてはまるものを１つお選び
下さい。なお、現在行っている学習を続けたい方は、１または２をお選び下さい。



 

第３節	 	 教育政策上の示唆	 

	  
終わりに、これまでの調査結果から、教育政策上の示唆について 2 点述べてみたい。第 1 点

は、学習活動と学習希望において現代的課題についての学習の少なさという点に関してである。

すでに 1992 年の生涯学習審議会答申「今後の社会の動向に対応した生涯学習の振興方策につ

いて」では、「地球環境の保全、国際理解等の世界的課題をはじめ、高齢化社会への対応、男女

共同参画型社会の形成等、人々が社会生活を営む上で、理解し、体得しておくことが望まれる

課題が増大している。ここで言う現代的課題とは、このような社会の急激な変化に対応し、人

間性豊かな生活を営むために、人々が学習する必要のある課題である」と述べられている。そ

こで「生命、健康、人権、豊かな人間性、家庭・家族、消費者問題、地域の連帯、まちづくり、

交通問題、高齢化社会、男女共同参画型社会、科学技術、情報の活用、知的所有権、国際理解、

国際貢献開発援助、人口・食糧、環境、資源・エネルギー」という学習課題が例示されている。 
	 本調査結果 Q47 で、この 1 年間の学習活動を尋ねた複数回答では、「職業上の知識や技能」

(28.1%)、「コンピュータやワープロ、インターネットなどの知識や技能、」(22.1%)、「健康管理

や病気の予防」(16.0%)、「歴史・科学・芸術鑑賞など教養的なもの」(14.9%)に次いで「政治・

経済・環境・国際など時事的・社会的な問題」が第 5 位で 13.1％であった。すでに触れた内閣

府 2012 年度調査において「社会問題に関するもの（社会、時事、国際、環境など）が 8.9％で

あったことと対比すれば健闘しているとも言える。ところが、本調査結果 Q44 で、学習したい

内容についての複数回答では、第 1 位「英会話やその他の外国語」(35.9%)、第 2 位「職業上

の知識や技能」(34.4％)、第 3 位「コンピュータやワープロ、インターネットなどの知識や技

能」(30.3%)、第 4 位「体育・スポーツ・レクレーション」(29.3％)、第 5 位「俳句、手工芸、

絵画など趣味的なもの」(24.8%)、第 6 位「歴史、科学、芸術鑑賞など教養的なもの」(24.7%)、
第 7 位「健康管理や病気の予防」(24.5%)、第 8 位「家庭生活に必要な知識や技能」(16.8%)に
次いで、ようやく第 9 位で「「政治・経済・環境・国際など時事的・社会的な問題」(12.6%)に
登場する。 
そこで、本調査結果から得られた上記の学習活動と学習要求の上位の内容を手がかりに、そ

れらの内容から現代的課題の学習につながる仕掛けを生涯学習実践の場において振興すること

が望まれよう。もとより、現代的課題の学習は、個人を起点にして、家庭、地域社会、国、国

際社会へと同心円的に拡大するパースペクティブの中に生起する。学習要求の第 1 位にある「英

会話やその他の外国語」は「国際理解」「人権」を学ぶ入り口となろう。キー・コンピテンシー

との関連で言えば、カテゴリー1 の「相互作用的に道具を用いる」やカテゴリー2 の「異質な

集団で交流する」と関連性が強い（ライチェン D.S.、サルガニク R.H.編著、210～215 頁）。

第 3 位の「コンピュータやワープロ、インターネットなどの知識や技能」は、「情報の活用」

や「知的所有権」を学ぶ入り口となろう。第 4 位の「体育・スポーツ・レクレーション」は第

7 位の「健康管理や病気の予防」と抱き合せることによって「生命」「健康」「食糧」について

学ぶ入り口となろう。近年の健康ブームはその学びにとって追い風となろう。第 5 位「趣味的

なもの」や第 6 位「教養的なもの」は、音楽や美術等を通して「豊かな人間性」を学ぶ入り口

になろう。第 8 位の「家庭生活に必要な知識や技能」は、「家庭・家族」「高齢化社会」「男女

共同参画型社会」もついて学ぶ入り口となろう。いずれの内容にしても、参加体験型の学習方

法を取り入れることによって、まずは楽しく学ぶことができるように講座や学級のプログラム

を計画することが望まれる。現代的課題の学習は、私たちが人生において直面するシリアスな

問題を含むが、その入り口はより多くの人々が学びたいニーズのある内容から徐々に深めてい



 

くことが期待される。これから生涯学習関連施設で、どれだけこうした現代的課題に関する学

習機会が用意されてくるかに、私たちの未来の生き方がかかっているのである。 
第 2 点は、先に触れたように OECD が指摘していることであるが、学歴が上昇するにつれ

て市民的・社会的関与(CSE)の度合いが減っていくという事態についてである。後期近代社会

に生きる私たちの生活は個人化(individualization)が進行しつつある。すでに日本における大

学進学率は 50％を超えて、大学教育はユニバーサル段階(M.トロウ)に入っている。そうした中

で、「(表５)町内会、婦人会、老人クラブなどの活動と学歴との関係」と「(表 6) 高齢者の生活

や学習の支援と学歴との関係」で見たように、大学卒大学院修了者の地域活動への参加は低調

である。こうした「参加のパラドックス」をどのように解決するかも教育政策上の課題となり

うる。高学歴者が暮らす地域社会が地縁的な閉鎖性を有しているためにすでに魅力のないもの

になっていることも予想される。小学校時代から始める市民性教育(citizenship education)を継

続する一方で、同じ興味・関心に基づいたコミュニティをどれだけ地域社会に作ることができ

るかも問われてこよう。そうしたコミュニティはインターネット上に多く構築されていくこと

も考えられる。すでに 2012 年の夏には、日本でも「国際成人力調査」（PIAAC）が実施され、

この調査結果は 2013 年 12 月に公表される予定である。そこで試された「読解力」や「IT を

活用した問題解決能力」の成績結果と併せて、今後もどのように高学歴者の孤立化を回避し社

会関係資本を培うかについての考察を続けることが必要になってくるように思われる。 
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第７章	 政治参加・社会参加に情報活用力が与える影響	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 荻野亮吾（東京大学） 
	 

第 1 節	 研究の背景と目的	 

 
（１）コンピテンシー・シティズンシップへの関心の高まり	 

	 近年、コンピテンシーやシティズンシップ（市民性）の涵養に教育が果たす役割が注目され

ている。具体的には、教育が、社会的・政治的活動への参加や、市民的態度、寛容性や信頼な

どに与える影響の分析が進められている。特に、1990 年代以降の OECD や EU などの国際的組

織の動向が注目される。 
	 例えば、OECD は、DeSeCo（「コンピテンシーの定義と選択：理論的・概念的基礎」）プロジ

ェクトを、1999（平成 11）年より開始し、2003（平成 15）年までに 2 回の国際シンポジウムと、

2 冊の報告書を刊行した。このプロジェクトの目的は、国際的に共通する能力としての「キー・

コンピテンシー」を確認し、評価の指標の枠組みを開発することにあった。開発にあたっては、

各国間協議と、専門家や関係者への意見聴取が行われた。ここで提唱された「キー・コンピテ

ンシー」とは、「認識面、非認識面を含む心理的な必要条件を動員して、特定の状況において複

雑な要求を首尾よく満たす能力」のことを指す。具体的には、（1）「道具を相互作用的に用いる

力」（道具的コンピテンシー）、（2）「異質な集団で交流する力」（社会的コンピテンシー）、（3）
「自律的に活動する力」（自律的コンピテンシー）の 3 つのカテゴリーと、その下位カテゴリー

から構成される能力のことを指す〔OECD2005; 訳 2006〕。この枠組みに基づき、OECD は、生

徒や成人に関する比較調査を行っている〔国立教育政策研究所内国際成人力研究会, 2012〕。 
	 さらに、OECD では「学習の社会的成果（Social outcomes of learning）」プロジェクトとして、

人的資本や社会関係資本が教育や学習によってどのように形成されるかを把握する試みを行っ

ている。これに先立つ、OECD〔2001: 訳 2002〕の報告書『国の福利』では、人的資本を「個

人的、社会的および経済的な福利の創造を促進する、個々人に具現化した知識、技能、コンピ

テンシーおよび属性」（pp.18-19）、社会関係資本を「集団内または集団間の協力を促進する規

範、価値観および理解の共有を備えたネットワーク」（p.65）と定義している。その上で、人的

資本と社会関係資本が、個人及び社会の「福利」に資する可能性と、そのための政策課題が述

べられている。これを受けて、2005（平成 18）年からは、OECD 内の教育研究革新センター（CERI）
において、「学習の社会的成果」プロジェクトが進められてきた。このプロジェクトでは、教育

と学習の持つ社会的成果について、政治的・社会的関与と健康に注目し、エビデンスに基づく

検証を行っている。CERI〔2007: 訳 2008〕では枠組みの整理と、各国の先行研究のレビューが

行われた。これに基づき、CERI〔2010: 訳 2011〕では、認知的スキルや社会・情緒的（非認知

的）スキル、情報といった視点から、教育・学習の直接効果だけでなく、コミュニティや家庭

の影響、社会的地位や所得を通じた間接効果の検証を行っている。このプロジェクトの特徴は、

社会的成果の観点から、教育投資の有効性や効率性を検討していることにある。 
	 もう 1 つの注目すべき動向として、EU 圏の生涯学習・シティズンシップ教育政策の進展が

ある。EU 圏では、1990 年代に入ると、（1）東欧の民主化以降の民主主義教育の必要性、（2）
ヨーロッパ市民権という考え方の影響、（3）若年層を中心とした政治関心の後退を理由に

〔Keating et al., 2009〕、市民性教育の必要性が高まってきたとされる。これについて、CoE（欧



 

州評議会）と EU は時に連携しつつも、異なる動きを見せてきた。 
	 CoE は、1990 年代後半から民主主義的市民性教育（EDC）を推進する政策に取り組み、第 1
フェーズ（1997〜2000 年）で、EDC の実践のために必要なスキルとコンピテンシーの明確化

を、第 2 フェーズ（2001〜2004 年）で、（a）政策の開発、（b）ネットワークの構築、（c）啓蒙

活動を、第 3 フェーズ（2004〜2006 年）で政策の強化や普及を行ってきた。第 4 フェーズ（2006
〜2009 年）では、（a）民主主義的市民性教育と社会的包摂のための教育政策の発展と改善、（b）
教員やその他の教育機関のスタッフに求められる能力や役割の定義、（c）教育機関の民主的な

ガバナンスの促進に取り組んでいる〔Ad hoc Committee of Experts for the European year of 
Citizenship through Education, 2006〕。 
	 EU でも、1990 年代以降、学校教育と、生涯学習と職業訓練の統合を目指す動きの中で市民

性教育を積極的に推進している〔澤野, 2009; 立田, 2007〕。2000（平成 12）年に、欧州理事会か

ら「より多くの雇用と強い社会的結束を伴い、持続可能な経済成長を可能にし得る知識基盤型

経済圏への移行」を目指す「リスボン戦略」が打ち出され、グローバリゼーションや知識経済

の進展に対応した人的資本や人材育成の戦略が明確となった。2002（平成 14）年にはこの具体

的な達成目標として「教育・訓練 2010」が設定され、5 つのベンチマークと 29 の指標の策定が

行われた。2006（平成 18）年の欧州議会と理事会の勧告は、「コンピテンス」を「状況に適し

た知識、スキル、態度の組み合わせ」、「キー・コンピテンス」を「全ての人が、自己実現、ア

クティヴ・シティズンシップ、社会的包摂、雇用のために必要とするコンピテンス」として、

デジタル・コンピテンスや、社会的・市民的コンピテンシーを含む、8 つの能力を挙げている

〔European Parliament and the Council of the European Unions, 2006〕。 
	 
（２）分析の枠組み	 

	 以上のような国際的組織の動向を見ていくと、今後重要となるのは、（1）コンピテンシーや

シティズンシップを構成する要素とその関連性を明確にした上で、（2）コンピテンシーやシテ

ィズンシップの涵養に教育が果たす役割を明らかにしていくことであると言える。 
	 本章では、この課題を受けて、OECD の言う「相互作用的道具活用力」（道具的コンピテンシ

ー）が「異質な集団での交流力」（社会的コンピテンシー）に与える影響、もしくは EU の示す

「デジタル・コンピテンス」が「社会的・市民的コンピテンシー」に及ぼす影響を明らかにし

たい。具体的には、3 章（吉岡論文）で触れられた「インターネットに関する力量」に注目し、

この力量を高めることが政治参加や社会参加に与える影響について考える。 
	 すでに、ホスキンズら〔Hoskins et al., 2008〕が示しているように、「社会的・市民的コンピテ

ンシー」には、知識やスキルだけでなく、態度、価値観、行動に関するものまで様々な次元が

含まれる。本章では、このコンピテンシーを、政治や社会に積極的に関わる知識やスキル、態

度、価値観、行動と考えることとしよう。このように考えると、従来、政治参加や社会参加で

用いられてきた「参加」の枠組みを積極的に参照することができる。 
	 政治参加や社会参加の規定要因については、社会への不満や相対的剥奪感を重視する集合行

動論や、市民の有する資源に注目する市民文化論、参加を促すネットワークに注目する社会関

係資本論など幾つの視点が存在してきた〔福元, 2002〕。例えば、市民文化論の中では、教育や

生涯学習の役割は、資源、特に市民的技術の観点から注目されている。具体的には、自らの意

思を表明する能力や、メディアの利用能力、それを支える言語能力が政治参加を高める可能性

が指摘されてきた〔Verba et al., 1995〕。インターネットを活用する力量が、これらの市民的技

術に該当し、政治参加を高めることにつながるかどうかが注目される。 



 

	 また、社会関係資本論においては、社会的ネットワークを通じて、信頼や互酬性の規範が育

まれ、人々が協調的な行動に促されることが明らかにされている〔Putnam2000: 訳 2006〕。日

本でも、内閣府がこの考え方をもとにして、2002（平成 14）年に「つきあい」と「信頼」「互

酬性の規範（社会参加）」を軸にした全国調査を実施し、2004（平成 16）年にも継続調査を実

施している〔内閣府国民生活局編, 2003, 内閣府経済社会総合研究所編, 2005〕。本調査において

も、Q41 の「学習活動」において、内閣府の「つきあい」「互酬性の規範（社会参加）」に該当

する項目が測定されている。さらに、地域でのボランティア活動や交流の程度には、日常の社

会的ネットワークの影響も大きいとされていることから〔奥山, 2009〕、これらの項目の分析を

進めることで、「インターネットに関する力量」が社会関係資本の形成につながり、社会参加を

促すか否かを示すことができると考えられる。 
	 以上から、本章では、「インターネットに関する力量」に焦点を当て、この力量が、政治参加

や社会参加に及ぼす影響について(1)、以下の 2 つのリサーチ・クエスチョンから検証すること

とする。これらの問いに応えることによって、「道具的コンピテンシー」が「社会的・市民的コ

ンピテンシー」の形成に与える影響の一端が明らかにされるものと考えられる(2)。本章の分析

の枠組みは、図 7-1 の通りである。 
 

リサーチ・クエスチョン	 

■R.Q.1	 インターネットに関する力量が高まることで、政治参加は高まるか？ 
■R.Q.2	 インターネットに関する力量が高まることで、社会参加や交流は高まるか？ 

 

 
図 7-1	 分析の枠組み	 

 
	 なお、独立変数である、「インターネットに関する力量」は、Q14 の各項目について、「人に

教えることができる」に 3 点、「一人でできる」に 2 点、「手伝ってもらえばできる」に 1 点、
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「できない」に 0 点を与え、合算したものである。それぞれの、項目における回答の割合は、

表 7-1 の通りである。各項目で、回答の割合に差があり、難易度に差があることが示されてい

る。インターネットでの接続設定、情報検索、電子メールの送受信などは、多くの人ができる

と答えているのに対し、インターネット上へのファイルのアップロードや、ブログでの情報発

信には、手伝ってもらえばできる層やできないとする層も 4 割を超えていることが分かる。た

だし、分析に当たって因子分析を行った結果、これらの 6 項目は 1 因子構造となっており、6
項目の信頼性係数も 0.866 と高い値を示し、項目間の一貫性は十分に高かった。以上から、項

目によって難易度に差はあるものの、回答の傾向は各項目間で一貫していると判断し、これら

の項目を合算して、独立変数として用いることとした。 
 

表 7-1	 「インターネットに関する力量」の割合（N=750）	 

 

 
第２節	 インターネットに関する力量が高まることで、政治参加は高まる

か？	 
	 

	 本節では、R.Q.1「インターネットに関する力量が高まることで、政治参加は高まるか？」に

ついて答えることとしたい。本来であれば、政治参加に「インターネットに関する力量」が与

える影響を直接測りたいところであるが、本調査では政治参加について直接尋ねた設問がない

ため、政治参加の代理変数として「政治関心」に注目する。先行研究を見ると、政治関心は政

治参加を高める重要な要素として注目されてきた。例えば、蒲島〔1988〕は、政治参加の研究

を進める中で、日本の政治参加の特徴を、「社会経済的バイアスがほとんど存在しないこと」に

求めている。そして、政治参加に影響を与える要因として、年齢や居住地域、「政治的関与」（政

治的関心、政治的有効性感覚、政治的義務感、政治的信頼、政党支持の強さなどを含む）の影

響力について検証している。ここでは、「政治的関与」、つまり政治に対する心理的要素が重要

な要素として注目されている。 
	 近年では、マスメディアの影響力や、家族や友人との会話の中で形成される政治的選好に関

する分析が進められている〔飽戸編, 2000；池田編, 2007〕。これらの研究では、マスメディアか

ら得られる情報や、家族・友人との政治的な会話は、政治関心を高め、政治参加に影響するこ

とが想定されている。そこで、本節では、政治参加を促す媒介的要因として、「政治に関する情

報収集」に焦点を当て、インターネットに関する力量が高まることで、「政治に関する情報収集」

に積極的になるのではないかという仮説を検証する(3)。具体的には、調査票の中の Q34「政治

に関する情報収集」を、政治に対する積極性に関する変数と見なし、情報収集を積極的に行う

人ほど、政治関心が高いと見なすこととする。 
	 分析に際し、「政治に関する情報収集」を、日常的にどの程度行っているのかについて見たも

のが、表 7-2 である。媒体別に見ると、「ほぼ毎日」触れる割合は、テレビ（61.7%）、インター
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ネット（45.1%）、新聞（43.3%）、雑誌（6.5%）の順となっていた。また、「政治について家族

と話す」のは、「ほぼ毎日」「週に 1 回以上」を合わせると、3 割強、友人や同僚と話すのは、2
割程度となっており、マスメディアを通じた情報収集と比較すると、その程度は低くなってい

る。 
 

表 7-2	 政治に関する情報収集の割合（N=750）	 

 

 
	 この傾向は、社会経済的属性によって異なっている。例えば、性別に見ると、男性の方が女

性よりも、積極的に政治的な情報収集を行っている。具体的には新聞、テレビ、インターネッ

トで「ほぼ毎日」政治に関する情報収集を行う傾向にある。 
	 学歴の影響については、学歴が高い方が政治に関する情報収集に積極的である。具体的には、

大学卒の人々は、その他の人々に比べて、新聞で毎日政治の記事を読む傾向や、インターネッ

トで政治ニュースを見る傾向がある。政治についての、家族や友人、同僚との会話も、学歴が

高い方が、その頻度を増す傾向にある。 
	 さらに、年代も一部の項目に正の効果を持つことが推測される。年代が上がると、新聞、テ

レビについては顕著に「ほぼ毎日」と回答する割合が増える。インターネットについても同様

の傾向が見られる。一方、雑誌では年代による差は見えにくい。また、家族での会話について

は、60 代で「ほぼ毎日」と答える割合が 18.0%とやや高いが、大きな差は見られない。 
	 世帯年収は、インターネットを除き、政治的な情報収集に正の効果を有する。つまり、年収

が高い方が新聞、テレビ、雑誌で「ほぼ毎日」情報に接していると答える割合が高くなる。家

族、同僚・友人との政治に関する会話も年収が高い方が高くなる。ただし、インターネットで

政治ニュースを見る割合には差がない。また、居住地区の都市規模別では、政治に関する情報

収集にほとんど差がない。 
	 以上のように、政治に関する情報収集の程度には、社会経済的属性による差があるため、こ

れらの変数を統制した上で、「インターネットに関する力量」の効果を明らかにする必要がある。

分析に当たっては、「政治に関する情報収集」の 6 項目を合算して従属変数としている。6 項目

の信頼性係数は、0.728 であり、項目間の一貫性を事前に確認している。その上で、重回帰分析

を用いて、社会経済的な属性について統制を行い、「インターネットに関する力量」が「政治に

関する情報収集」に与える効果を明らかにした。 
	 分析結果は表 7-3 の通りである。表中の値は、標準回帰係数を示す。この結果を見ると、次

のことを指摘できる。（1）女性よりも男性の方が「政治に関する情報収集」に積極的である。

（2）年代が上がるほど「政治に関する情報収集」に積極的となる。（3）世帯年収の効果は有意

である。つまり、豊かな家庭ほど、政治に関する情報収集の頻度が上がる傾向にある。（4）配

偶者の有無は影響を及ぼさないが、同居家族人数は有意な正の効果を有する。（5）学歴につい



 

ては、高等教育を受けている人の方が、政治に関する情報収集に積極的であると推測される。

（6）居住地の都市規模は「小都市ダミー」が負に有意で、人口規模が小さい方が、政治に関す

る情報収集の頻度が低い。（7）職業については、職に就いている方が「政治に関する情報収集」

に消極的である。これらの結果は概ね、先行研究で示されてきた結果と一致するものである。 
	 さらに、（8）独立変数である「インターネットに関する力量」については、正に有意となっ

ていた。ここから、社会経済的属性の影響力を統制した上でなお、「インターネットに関する力

量」が高まることで、「政治に関する情報収集」の頻度（政治関心）も高まることが明らかとな

った。ここから、「インターネットに関する力量」を、市民の政治参加を高める「市民的技術」

の 1 つとして見なすことができると考えられる。つまり、「インターネットに関する力量」が高

まることによって、周囲の環境（マスメディアや友人）から積極的に政治に関する情報収集を

行うことにつながり、それが結果として政治参加を高めていくという構造にあることが推測さ

れる。 
 

表 7-3	 「政治に関する情報収集」の規定要因（重回帰分析の結果）	 

 
 
第３節	 インターネットに関する力量が高まることで、社会参加や交流は高

まるか？	 
	 

	 次に、R.Q.2「インターネットに関する力量が高まることで、社会参加や交流は高まるか？」

について考えることとしたい。従属変数である、「社会参加」と「交流」については、Q41 の「学

習活動」のうちの 6 項目を統合して用いることとした。分析に当たって、まず各変数の単純集

計の結果を確認したものが表 7-4 である。この表を見ると、地域の団体での活動やボランティ

ア活動は参加率が 2 割程度、高齢者の生活や学習支援は 1 割程度となっており、地域で社会的

な活動を行っている人は決して多くないことが分かる。一方、仕事関係や、趣味を通じたつき

あいは、4 割程度と比較的多く、外国人とのつきあいは 1 割強となっており、様々な人との付
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き合いの程度は項目によって、やや差があることがうかがえる。	 	 



 

表 7-4	 社会参加と交流に関する各項目の割合（N=750）	 

 
 
	 次に、この 6 項目を「社会参加」と「交流」の 2 変数に統合した。まず、「町内会、老人会、

老人クラブでの活動」、「子ども会の世話、リサイクル、地域活動などのボランティア活動」、「高

齢者の生活や学習の支援」の 3 項目について、「よくする」を 3、「まったくしない」を 0 とし

て、合算したものを「社会参加」の程度という変数とした（信頼性係数は、0.768）。同じく、「職

場や仕事関係の人とのつきあい」、「趣味などを通して知り合った人のつきあい」、「外国人との

つきあい」の 3 項目について、「よくする」を 3、「まったくしない」を 0 として合算した変数

を「交流」の程度とした（信頼性係数は、0.584）。それぞれの値が高ければ高いほど、「社会参

加」もしくは「交流」の程度が高いことを示している。 
 

表 7-5	 「社会参加」「交流」の程度の平均値（一元配置の分散分析の結果） 

 
 
	 この 2 つの変数は、性別や年代、学歴、世帯年収、配偶者の有無、居住地区の都市規模、職

業の有無によって平均値に差がある。これを示したものが表 7-5 である。まず、「社会参加」の

程度については、男性で、年代が上で、世帯年収が高く、配偶者がいる人の方が高い傾向があ

る。居住地区については大都市に居住する方が、「社会参加」が低くなることがうかがえる。一

��
 A
 ��
 A


'�GB@:9;H 75?= 9567

��GB@97;H 75<7 85?6

86�GB@7;6H 757= 85=?

96�GB@7;6H 75<> 9566

:6�GB@7;6H 75>= 85?<

;6�GB@7;6H 75?? 85??

<6�GB@7;6H 859? 956>

��F2 �GB@89>H 75?9 85<8

�0� F(�F2��GB@7=8H 75>: 85?=

��F��1�GB@99?H 75=: 9586

966���%GB47=6H 759: 85<7

966���;66���%GB@889H 75>? 85>9

;66���>66���%GB@866H 75>8 85?=

>66����GB@7;=H 858: 95;9

�EGB@:8>H 858; 9568

&CGB@988H 758: 85>>

�.�GB@8;6H 75:? 9568

�.�GB@8;6H 75?> 9586

�.�GB@8;6H 75?? 85<=

�EGB@;96H 75>> 9589

&CGB@886H 75<? 8597

)	��D*� �$D*�

***p<.001�**p<.01�*p<.05

:;5>9 333 65?=

,!D�&

/�+D�&

�

��

�#

����

.�-"

<5>< 333

:5=; 33

9<59< 333

65;:

65:<

<588 33

;59> 33

:5<> 3

758>

;5;< 3

=56> 333

65<6



 

方、学歴が高く、年収が高く、大都市か中都市に住み、職業に就いている人の方が「交流」の

程度が高い傾向にある。このように、社会経済的な変数は、「社会参加」や「交流」の程度に影

響を及ぼしている。そこで、これらの変数を統制した上で、「インターネットに関する力量」が

「社会参加」や「交流」に及ぼす影響について検証する。 
	 独立変数である、「インターネットに関する力量」は、前述したように、Q14 の各項目（4 件

法）について、「人に教えることができる」に 3 点、「一人でできる」に 2 点、「手伝ってもらえ

ばできる」に 1 点、「できない」に 0 点を与え、合算したものである。 
	 分析では、まず、社会経済的属性に加え、この「インターネットに関する力量」を投入した

（モデル 1）。さらに、モデル 2 で、社会的ネットワークに関する 3 つの変数を投入した。具体

的には、①重要なことを相談できる友人の数、②新年に挨拶する友人数（フォーマル・インフ

ォーマルな知り合いの概数）、③属性別の知り合いの数（幅広い階層へのアクセス可能性）の 3
つの変数を投入し(4)、モデル 1 からの各変数の係数の変化を見た。 
	 重回帰分析の結果は、表 7-6 の通りである。表中の値は、標準回帰係数を示す。簡潔に言う

と、「インターネットに関する力量」が高まることで、「社会参加」の程度に対しては間接的に、

「交流」の程度については、直接的・間接的に正の効果があることが示されている。 
 

表 7-6	 「社会参加」「交流」の程度の規定要因（重回帰分析の結果）	 

	 

	 

	 まず、「社会参加」の程度については、属性を統制した上でなお、「インターネットに関する

力量」が正に有意となっていた。ただし、モデル 2 では、その効果は有意ではなくなっており、

その代わりに、「重要なことを相談できる友人数」、「属性別の知り合いの数」が正に有意となっ

ていた。これは、「重要なことを相談できる友人数」や「属性別の知り合いの数」といった変数

に媒介される形で、「インターネットに関する力量」が、「社会参加」の程度に正の効果を及ぼ

していることを示す。ここから、「インターネットに関する力量」が高くなると、自分にとって
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重要な友人に連絡を行ったり、そして様々な階層の人々と知り合いになる可能性が増え、この

ような友人関係の強まりや広がりが、結果的に人々を社会参加に促していくのではないかと推

測できる。つまり、「インターネットに関する力量」は、「社会参加」の程度に、間接的な正の

効果を持つと言える。 
	 次に、「交流」の程度の規定要因を見ると、属性を統制した上でなお、「インターネットに関

する力量」は正の影響を及ぼしていた（モデル 1）。モデル 2 では係数の値が小さくなるが、依

然として正に有意であり、「インターネットに関する力量」が高い方が様々な付き合いを行いや

すいことを示している。さらに、モデル 2 では、「重要なことを相談できる友人数」、「新年挨拶

する友人数」、「属性別の知り合いの数」、それぞれの変数が正に有意となっている。ここから、

相談できる友人が多く、友人関係が広く多様である方が、様々な付き合いにつながりやすいこ

とが読み取れる。 
	 以上の分析結果が示すのは、「インターネットに関する力量」が高まることで、「社会参加」

や様々な人との「交流」が促されるということである。ここから、「道具的コンピテンシー」が

向上することによって、「社会的・市民的コンピテンシー」の充実が図られるという関係を推測

することができる。前節の政治関心に関する分析と合わせて、「インターネットに関する力量」

を育成することの社会的な意義が示されているものと考えられる。 
	 

	 

第 4 節	 教育政策への示唆：インターネットに関する力量が低いのは誰か？	 
	 

	 以上の分析から導かれる暫定的な結論を示すのであれば、「インターネットに関する力量」は、

政治参加・社会参加を高める可能性があるということである。社会経済的な属性ごとに「社会

的・市民的コンピテンシー」が異なるとしても、「インターネットに関する力量」を高めること

で、そのコンピテンシーは一定程度補完される可能性がある。 
	 ただし、この結論は「インターネットに関する力量」が、社会の中で平等に布置している場

合にのみ肯定され得る。なぜなら、「インターネットに関する力量」を身につけることにおいて

社会経済的バイアスがある場合、政治参加や社会参加の程度も、その影響を受けて、偏ること

が想定されるからである。そこで、 後に、「インターネットに関する力量」を高める方策につ

いて検討しておきたい。「インターネットに関する力量」については、3 章（吉岡論文）でも指

摘されている通り、性別、年代、人口規模、学歴、パソコンの使用年数において有意な差があ

る。具体的には、女性より男性の方が、年長の世代よりも若い世代の方が、学歴が高く、大都

市に住んでいて、職業を持ち、パソコンの使用年数が長い方が、「インターネットに関する力量」

が優れている傾向にある。 
	 ただし、これらの変数の間には相関があるため、他の変数を統制した上で、その影響力を見

る必要がある。そこで、「インターネットに関する力量」を従属変数に、性別、年代、世帯年収、

配偶者の有無、同居家族人数、学歴、居住地区の都市規模、就業状況、そしてパソコンの利用

年数と学習の積極性を独立変数にした重回帰分析を行った（表 7-7）。表中の値は、標準回帰係

数を示す。 
	 これを見ると、（1）男性より女性の方が、力量が高いこと、（2）50 代、60 代は力量が低いこ

と、（3）独身の方が、力量が高いこと、（4）大都市居住者の方が、力量が高いこと、（5）パソ

コンの利用年数が長いほど、力量が高いことが分かる。このような性別や年代、居住地による

「デジタル・ディヴァイド」の問題はすでに指摘されてきたことである。これと、本章の分析



 

と合わせて考えると、1 つのディヴァイドが、別のディヴァイドにつながり得る可能性も示さ

れている。つまり、「インターネットに関する力量」が、政治関心に影響を及ぼし（2 節）、か

つ社会参加や交流の程度にも影響を及ぼしている（3 節）以上、インターネットを十分に使い

こなせない場合には、「社会的・市民的コンピテンシー」の充実を図ることも難しくなることが

示されていると言える。 
	 さらに、「インターネットに関する力量」が、「学習への積極性」と関連を有している点も注

目に値する。表 7-7 を見ると、「学習への積極性」（Q43「条件が整えば何か学習したいことが

あるか」、4 件法）に応じて、「インターネットに関する力量」が高まっていくことが分かる。

試みに、2 節、3 節で行った重回帰分析について、この変数を投入した場合も有意な正の効果を

有しており、この変数を投入することによって、「インターネットに関する力量」の係数の値が

下がることが分かった。ここから、「学習への積極性」は、「道具的コンピテンシー」と「社会

的・市民的コンピテンシー」の関連性を説明する（両者に影響を与える）第三の変数であると

も考えられる。つまり、学習に積極的な層は、インターネットを使いこなし、かつ政治参加・

社会参加にも積極的になるが、消極的である層は、双方のコンピテンシーが低くなる傾向があ

るということである。 
 

表 7-7	 「インターネットに関する力量」の規定要因（重回帰分析の結果）	 
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住者に対して、インターネットの基礎的な技術に関する支援を行うことが挙げられる。インタ
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ることが、別のスキルの上達につながることが想定される。そして、「インターネットに関する

力量」を高めることが、政治参加や社会参加を高めるということになるのであれば、単なる個

人としての力量の向上という点からだけでなく、社会政策という観点からも積極的な投資を求

められる分野となるだろう。 
	 長期的には、学習への積極性が低い層に対する働きかけを行うことが、複数のコンピテンシ

ーの涵養には重要になる。社会経済的な属性を統制した上でなお、学習への積極性という変数

が影響を及ぼしているとすれば、学習を行うことに消極的な層について、特定することが必要

になるだろう。その上で、消極的な層に対して、学習への積極性が増すよう働き掛けていくこ

とで、「インターネットに関する力量」だけでなく、政治的・社会的行動も増すことが想定され

る。 
	 もちろん、本章の分析には課題も残っている。なぜ、「道具的コンピテンシー」が「社会的・

市民的コンピテンシー」の形成につながるのか、逆因果の可能性も含めて、その道筋は明らか

でない。これについては、インターネットを使いこなすことが、ネットワークやコミュニティ

へのアクセスを高め、政治参加、社会参加につながっていくルートを明らかにすることを今後

の課題として挙げておきたい(5)。 
 
〔注〕	 

(1) もちろん、政治関心が高いことや、交流・社会参加が活発なことによって、「インターネ

ットに関する力量」が高まるという逆因果の可能性も存在する。本章では、「インターネ

ットに関する力量」が高まることが政治参加、社会参加を促すという仮説を立て、その枠

組みのもとで検証を行っているに過ぎず、因果の方向については今後慎重な検討が必要に

なる。 
(2) 厳密に言うと、OECD の枠組みでは、「相互作用的道具活用力」が「異質な集団での交流

力」に与える影響を、EU の枠組みでは「デジタル・コンピテンス」が「社会的・市民的

コンピテンシー」に対して与える影響を見る、ということになるが、本章では分析の内容

に即して、本文中のように表現している。 
(3) なお、橋本〔2011〕の分析によれば、政治関心や社交性にインターネットが与える影響は、

インターネットを携帯電話で利用するか、パソコンで利用するかによって異なるという。

今回の調査においては、質問紙の設計上、インターネットの利用媒体を明確に区別するこ

とができないため、この観点は採用できていない。 
(4) 3 つの変数は、Q62〜64 の「知人・友人に関する質問」から作成した。①「悩み事を相談

する友人」は、0 人／1〜2 人／3〜4 人／5〜10 人／11 人以上の 5 つの区分で測定された

変数であり、自分にとって重要な他者の存在を示し、比較的紐帯の強い関係を持つ友人の

数を示す。②「新年挨拶する友人数」は、フォーマル・インフォーマルな友人の概数を示

しており、0 人／1〜4 人／5〜9 人／10〜19 人／20〜49 人／50〜99 人／100 人以上で測定

した、ネットワークの規模の代替変数となる。これに対し、③「属性別の知り合いの数」

は、Lin（2001: 訳 2008）のネットワーク・バッテリーに関する設問をもとに作成した項

目であり、様々な職業における知り合いの有無を尋ね、知り合いの場合を 1、知らない場

合を 0 として加算した変数である。この変数は、幅広い階層へのアクセス可能性を示す。 
(5) マスメディアや、パーソナルなネットワークの影響に加えて、近年では、インターネット

上のコミュニティや、ソーシャル・メディアが人間関係に及ぼす影響も注目されている。

例えば、宮田〔2005〕や、小林〔2010〕は、信頼や互酬性の規範という観点から、インタ



 

ーネット上のコミュニティや、ソーシャル・メディアが社会関係資本の形成に及ぼす影響

を分析している。これらの新しいコミュニケーションの手段の影響力について調査研究を

進めることも今後の課題となる。 
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第８章	 防災情報のニーズと防災リテラシー	 

	 	 	 	 	 	 	 	 立田慶裕（国立教育政策研究所） 
 

第 1 節	 はじめに	 	 

	 

課題	 必要が高まる防災情報のリテラシー 
	 2011(平成 23)年 3 月 11 日金曜日に発生した東日本大震災は、東北地方太平洋沖地震とそ

れに伴い発生した津波及びその後継続する余震によって起こった大規模な地震災害である。そ

の被害は、2012 年 3 月時点(警察庁発表)で死者約 1 万 6 千人、行方不明者 3 千人を超えている。

学校関係では、死亡者 659 人、負傷者 262 人、行方不明 74 人、また、物的被害では、12150
校が被害を受けている(文部科学省「東日本大震災による被害情報について第 208 報」2012 年

9 月 14 日)。この地震の規模は、マグニチュード 9.0 であるが、それは平成 7(1995)年の兵庫県

南部地震マグニチュード 7.3)の約 1400 倍に相当する。地震の規模だけではなく、その被害が

地震によるものだけではなく、大津波による相当の被害をもたらしたのも東日本大震災の特徴

であった。当初の津波警報では、3 メートルを超える津波が予想されると発表されていたが、

地域によっては７〜８メートルを超える大津波が押し寄せたのである。 
この災害に対して、地域によってその被害が大きく変わったことの理由の一つとして、各地

域でどれだけ十分な防災教育が、学校や家庭、地域で行われていたかがその後の反省として言

われて続けている。そうした防災教育が学校で十分行われている地域では、子どもたちが大人

以上に防災に関する認識を持ち状況に応じて素早く行動し大人たちにも影響を及ぼしたこと、

また、地域によっては、津波に対応したハザードマップが作成され、どこに逃げれば安全かが

明確に示されていたこと、つまり、大人や子どもが十分な防災のリテラシーをもっていたこと

が生死の境を分けたと言われている。 
この東日本大震災では、兵庫県南部地震以後の時代に発展したメディア技術の進歩も反映さ

れ、多くの映像や実証的な記録が残されることとなった。また、今後の防災対策の中で、こう

した災害に関する情報は、学校教育の教材や防災教育の普及啓発教材として、あるいは科学的

研究のデータとして活用していくことがこの未曾有の災害を教訓として活かしていくことにつ

ながる。 
2010 年より始まった生涯学習の長期的需要に関する本研究の過程で、この大災害に応じて

生涯学習とメディアという視点からのアプローチを考え、今後さらに同様の、あるいはそれ以

上の規模の大災害の発生が予想される中で、学校教育や生涯学習の機会において、さらに防災

情報に関するリテラシーをすべての人が身につけることが望ましく、またそのために何が重要

かを検討していくことが、本章の課題である。 
実際、兵庫県南部地震のその後の展開においてもみられたように、一部の地域が大きな被害

を被ったとしても、災害が予想されないような地域では、防災への関心がきわめて低いままと

なっている。また、被害を被った地域であっても軽微な被害であると、「喉元過ぎれば熱さを忘

れる」ように、体験が活かされず防災への認識が再び低下していく可能性もある。 
こうした状況を回避し、再び大きな被害を生じることないように社会が減災のための力をつ

けていくためには、防災についても、知識やスキルの継続的な習得、あるいは防災教育や学習

についての認識向上をどう図っていけばいいかが重要となってくる。 
本章では、こうした視点に立って、情報についての学習という点で特に、防災や災害につい



 

ての認識向上をどう行うか、また実際にどれくらいの人が災害体験を持ち、どのような認識を

持っているか、そしてどのような防災の情報が求められているか、を検討することにしたい。 
そこで本章ではまず、メディア調査の結果から、災害の体験について、続いて、災害につい

ての知識や災害時における避難方法等の認識について、さらに、災害に備えた準備の状況をど

の程度行っているか、そして防災情報に関する学習ニーズを検討し、 後に、その結果の考察

を踏まえて、今後の防災のための情報教育の課題を考察することにしたい。 
 

第２節	 災害の体験と認識、準備行動	 
	 

（１）災害の体験	 

まず、災害の体験については、「防災についてお尋ねします。あなたはこれまでに、大きな

被害を起こした自然災害を経験したことがありますか（複数回答）」と尋ねた。その結果は、図

１のようになった。 
 
図１	 大きな自然災害の経験をした人の比率	 

 
調査の対象が全国の成人を対象としているためか、「大きな自然災害を経験したこと」がな

いという回答が 4 割を占めている。特に、多くの経験をしているのが、地震であり(38%)、台

風(35%)と大雨・洪水(23%)がそれに続いている。また、大雪の経験者も 1 割以上みられる。 
当然、こうした自然災害は、どの地域に住んでいるか、あるいはどの地域に住んでいたかで、

経験がことなっている。そこで、居住の都道府県別にみた上位の結果を見たのが表２である(各

県毎の経験率。ただし総数 750 件のため、県の実数が一桁の場合もあるので比率に注意)。 
表２	 都道府県別にみた自然災害の経験率（上位 10位）	 

地震	 

	 

台風	 

	 

大雨・洪水	 

	 

大雪	 

	 青森県	 100.0%	 鹿児島県	 80.0%	 福島県	 66.7%	 福井県	 100.0%	 

福島県	 100.0%	 香川県	 75.0%	 熊本県	 66.7%	 福島県	 66.7%	 

山形県	 85.7%	 愛媛県	 75.0%	 宮城県	 60.0%	 新潟県	 58.3%	 

宮城県	 80.0%	 山梨県	 66.7%	 奈良県	 60.0%	 岩手県	 57.1%	 

秋田県	 80.0%	 鳥取県	 66.7%	 新潟県	 50.0%	 鳥取県	 55.6%	 

茨城県	 75.0%	 島根県	 66.7%	 和歌山県	 50.0%	 北海道	 53.3%	 

栃木県	 75.0%	 沖縄県	 66.7%	 徳島県	 50.0%	 青森県	 50.0%	 

岩手県	 71.4%	 宮城県	 60.0%	 佐賀県	 50.0%	 富山県	 44.4%	 

新潟県	 66.7%	 青森県	 50.0%	 岩手県	 42.9%	 山形県	 42.9%	 

兵庫県	 55.6%	 滋賀県	 50.0%	 鹿児島県	 40.0%	 秋田県	 40.0%	 



 

九州や四国地方に台風経験者が、地震の経験者は東北、阪神、関東地方に多い。雪国には大

雪経験者が多く、年間降雨率や台風の通過地点に大雨・洪水の経験者が多い。次表は同じ自然

災害でも発生が比較的少ない災害の経験率だが、それでも鹿児島など活火山がある地域や東日

本大震災に遭った岩手県、また風の強い群馬県などの地域ではそれぞれの災害経験率が高くな

っている。 
表３	 都道府県別にみた自然災害の経験率２（上位６位）	 

津波	 

	 

火山の噴火	 山崩れ・地すべり	 竜巻	 

	 岩手県	 42.9%	 鹿児島県	 40.0%	 奈良県	 20.0%	 群馬県	 16.7%	 

青森県	 25.0%	 宮崎県	 25.0%	 熊本県	 16.7%	 和歌山県	 16.7%	 

宮城県	 20.0%	 岩手県	 14.3%	 岩手県	 14.3%	 栃木県	 12.5%	 

栃木県	 12.5%	 栃木県	 12.5%	 栃木県	 12.5%	 京都府	 5.3%	 

千葉県	 2.5%	 北海道	 6.7%	 長野県	 7.7%	 静岡県	 4.5%	 

北海道	 2.2%	 東京都	 0.8%	 京都府	 5.3%	 東京都	 0.8%	 

	 

 
（２）災害の認識	 

こうした災害について、どの程度、防災の認識があるかについて、「自然災害と自然災害か

ら身を守ることについて、あなたは次のことを正しいと思いますか」と尋ね、津波や地震を中

心に、その知識の確かさを尋ねた。正確には、台風や大雪の場合などの場合についての知識や

技術を尋ねた方がより正確だが、ここでは、経験者が多いと予想され、また日本全国で被害が

想定されている地震を中心として質問した。 
その結果をみると、津波に応じて高台に避難することについては、98％が正しい回答をして

いるが、少し専門的な伝言ダイヤルや避難時の優先事項などについては誤答が増えていく傾向

にある。 
図４	 災害に関する認知度	 

 

	 防災の知識については、全体に高い認識度にあるが、その正解数によって、回答者を３つ

のグループ、下位群（1−5 点 ,N=219,29.2%）、中位群 (6 点 ,N=167,22.3%)、上位群 (満
点,N=364,48.5%)である。 



 

（３）災害への準備状況	 

さらに、調査では、災害への準備状況について、「あなたは次のことをしていますか」（複数

回答）と、飲食料の備蓄など６つの代表的な災害の準備状況について尋ねた。 
 
図５	 災害への準備状況	 

 
回答の選択肢は、それぞれの項目について、「やっている」、「ある程度やっている」、「やっ

ていない」の 3 段階となっているが、この図には、「やっている」と回答したもののみの比率

を示した。その結果では、飲食料品の準備やハザードマップ、転倒防止器具の設置、持ち出し

袋の準備などは 3 割近くの人が確実に行っている。他方、「防災訓練への参加」(23％)や「自宅

の耐震化」（13％）はそれほど多くない。こうした準備状況について、回答の選択数によって、

あまり行っていないグループを下位群（0 点, 32.9％）、ある程度行っているグループを中位群

（1〜2 項目への回答, 42.6％）、よく行っているグループを上位群（3〜6 項目, 24.5％）として、

属性別の分析を行ったところ、性別や学歴では差がみられないが、高齢になるほど高い準備状

況（p<.001）がみられ、また大都市の住民ほど高い準備状況(p<.005)にあった。特に、有意な

差がみられたのが、回答者の子ども数であり、一人以上でも子どものいる人の方が準備はしっ

かりとしている(p<.001)。また、自宅の耐震化などには経済的資産が必要なことから、世帯年

収の大きい人ほど準備度は高い(p<.005)。 
 
図６	 災害の認知度と準備度(P<.001)	 

 

災害について詳しい人ほど、準備度は大きいと考えられることから、そのクロス分析の結果

を見たのが図６である。この結果では、災害の認知度と準備度には大きな関連がみられる。し

かし、本来ならば、災害の体験の有無もまた、災害の認知度や準備度にも影響を及ぼすと考え

られたが、今回の調査結果からは、災害の体験の有無と準備の程度や認知度には有意な差がみ

られなかった。 



 

ただし、災害の体験の種類によって、その認知度や準備の状況はまったく異なる。今回の調

査では、災害一般の準備や認識について尋ねてはいるが、災害の種類としては、地震を中心と

していた。したがって、災害の体験によっては、その関連性も異なると考えられるので、災害

体験別にその認知度と準備度を見た結果が図７と図８である。 
図７では、体験別に認知度を示したが、火山の噴火や竜巻、山崩れなどきわめて甚大な被害

を個人にもたらすような災害を経験した人の認知度は大きい。他方、一般的に、地域によって

被害の程度が異なるような台風や地震、大雨などの場合には、認知度が低くなっている。 
	 同様の傾向が災害の体験と準備度との間の関連にもみられ、竜巻や噴火、山崩れ、津波の

経験者に準備度が高い結果となっているが、これらの経験者数自体が少ないために、一般化す

ることはできない。 
 

図７	 災害体験別に見た認知度	 

   
図８	 災害体験別に見た準備度	 

   



 

災害の体験と認知度、準備度とのこうした関連性を考えた時、本来なら、災害体験が認知度

の高まりをもたらし、災害への準備を怠りなくするようになるという因果関係が考えられるが、

そうはなっていない点に注意したい。つまり、必ずしも、災害の体験をしたからといって、災

害の認識が深まり、その後の準備を続けて行うとは限らない点である。だからこそ、一過性を

持つ自然災害の体験だけではなく、継続的に認識できるような学習と教育が求められるのであ

る。 
 

第３節	 防災情報に利用するメディア	 

	 
（１）災害発生時の情報収集	 

 災害に関わる情報とメディアについて、本調査では、３つの問いを立てている。第１に、

災害や防災について、日常どのような情報入手手段を用いているか、第２に、災害発生時には

情報入手と発信のために、どのようなメディアを用いるか、そして、第３に、防災や災害のた

めにどのような情報を必要としているかである。 
第１の問いとして、「自然災害や防災に関する情報について、あなたは日頃何から知ること

が多いですか。あてはまるものをすべてお選び下さい（複数選択可）」と尋ねた結果が図９であ

る。 
 

図９ 防災についての日常の情報入手手段 

   

その結果では、テレビが も多く 9 割弱を占め、パソコンがそれに続いている。この調査を

行った時期は平成 23 年だったが、その後、携帯電話からスマートフォンのようなパソコンの

代替となるモバイルデバイスが浸透したため、この結果でのテレビやパソコンが同時に使える

機器を平成 25 年現在では多くの人が用いている。 
他方、新聞やラジオ、自治体の広報といった媒体もなお 2 割以上の人が用いている。 
第２に、「災害発生時の情報（安否確認を除く）について、あなたは何から知ることが多い

ですか」との問い、つまり、災害発生時の情報入手手段では、パソコンや携帯と比べて、テレ

ビを半数以上の人が用いるとしている。このことは、個人的な情報の入手というより、社会的

な信用度の高い情報を提供することがテレビに期待されていることの結果であろう。同時に、

情報の速報性という点では、パソコンや携帯よりもテレビが勝っていることをこの結果は示し

ている。 
  



 

図 10 災害発生時の情報入手手段 

   

 

（２）通信のためのメディア	 

さらに、「災害発生時の安否確認や知人への連絡のために、あなたは何を使いますか（また

は使いたいですか）（複数回答）」との問いに対しての結果が、図 11である。今度は、一般的な

情報の入手ではなく、自己や家族の安否に関するものであるから、当然、個人的に利用しやす

い携帯電話が中心となっている。また、電波状況の悪い場合に応じて（実際、３．１１後では

しばらく電波状況が悪くなり、個人同士がつながらない状況が発生した）、固定電話や公衆電話

をあげる人も 3割以上いる。同時に、パソコンや携帯のメール、ソーシャルメディアを利用す

る人の比率も高い。しかし、そうした通信が使えない場合に備えてテレビなどの安否確認手段

も重要しされている。 
図 11 災害発生時の通信手段 

   

 
（３）充実してほしい防災情報	 

第３に、今後に向けての問いとして、「あなたが日頃充実してほしいと思う防災情報は何で

すか（複数選択可）」に対する回答結果が図 12 である。 



 

も望まれるのが、地震発生の予測、さらに災害時の避難場所や避難経路の情報である。職

場や家庭に関わらず、いつどこにいてもこうした情報を多くの人が入手できるような体制を整

備していくことが望まれている。また、知識としての防災の心得や災害情報の入手先を 3 割近

くの人が求めている。そして、ハザードマップを含めて、災害時に利用できる情報の内容と利

用方法の情報を求める声も大きい。 
 

図 12 充実してほしい防災情報	 

	  
これらのいずれの項目への回答も多くみられることから、防災や災害に関わる学習のニーズ

はきわめて高いとみられる。そのためにも、正確で役立つ知識や情報を、学校、家庭、地域で

提供していくことが求められ、防災のリテラシー向上が求められている。 
 
 

第４節 防災リテラシーの向上のために：教育政策への示唆 
	 

（１）科学的な根拠	 

「想定外」の大被害、これが東日本大震災の中で言われ続けた言葉である。この言葉から学

ぶべきことは、今後予測できる自然災害やその被害の大きさについての、科学的根拠に基づく

正確な知識の体系化をいかに図っていくかという問いである。災害の経験と知識や技術が世代

を超えて風化していくとき、学校教育や博物館、図書館、公民館などによる社会教育施設によ

る制度的な教育システムと科学的な力を通じて、経験や出来事の正確な記録と情報の蓄積、伝

達が求められる。また、生じた被害についての自然科学的、社会科学的探求とその結果得られ

た科学的根拠に基づく新たな知識と技術の再構成が求められる。そのために行うべき教育政策

は、今後の自然災害や人工災害に対して、人々がどのようなコンピテンシーを身につける必要

があるかを明らかにすると同時に、そのコンピテンシーを習得できるような教育方法、内容、



 

制度を提供していくことである。 
 

（２）物語力の活用	 

科学的な根拠に基づく教育と同時に、防災教育の教育力の向上のためには、災害を疑似体験

するカリキュラムや参加型の学習の機会の提供が、より教育効果の高い学習をもたらすことが

できる。確かにこれまでも、防災教育のプログラムとしては、学校行事の一環のような形で行

われる防災訓練が頻繁に行われてきた。しかし、その教育効果がどれだけあるかについて確か

められた研究もないままであり、防災訓練の事前事後のプログラムが十分行われているか、そ

のアセスメントも十分に行われていないのが現状である。OECD がまとめた『学校の安全と危

機管理』では、学校の安全性を高め、実際の学校の状況に応じた防災のシナリオ作りが重要と

されている。 
実際、日本や世界の災害の中で語り継がれている重要な教材に、安政南海大地震の「稲むら

の火」やスマトラ沖大地震のタイ、ブーケット島に住むモーケン族の伝承などがある。こうし

た物語（ナラティヴ）が持つ教育的意義については、ロシターらが「成人のナラティヴ学習」

の「読者へのメッセージ」で次のように述べている。 
「私たちの基本的な信念は、ナラティヴが人間にとって固有のものであり、ナラティヴをストーリーの形に

することによって私たちの体験に意味を与えることができるということです。ストーリー作りが取る形式は文

化によって形成されますが、ストーリーテリングのプロセスは、すべての人々に共通しています。ストーリー

が私たちの生活や人生に意味をもたらすということを私たちはまた信じています。悲劇の時代にこの事は も

明らかになり、日本と米国の双方でこのことを経験してきました」（ロシター・クラーク、2012、6 頁） 

として、米国の 9.11 事件で生じた多くのエピソードがもたらす教訓、日本の 3.11 東日本大

震災で生じた地震と津波の中で生き延びた人たちのエピソードが与える共有的経験について、

次のように言う。 
「世界の別の場所のものであるとしても、私たちが聞いた物語はこの恐ろしい悲劇を私たちにとって現実の

ものとし、私たちの心は日本の人々のもとに行きました。米国の人々が 9 月 11 日について語るように、何の警

告もなく日本の人々を襲った信じられない災害の日に皆さんを覆う暗闇の中で進むべき方向について皆さんは

自分の物語を他の人に語ることでしょう。被害と喪失の物語、勇気を持った人々の物語、復興と再生の物語な

どを。経験から意味を作りだすナラティヴの力は、このような悲劇の時代にいっそう明らかなものとなります」

（同上、７頁） 

エビデンスと同時に、このナラティヴが持つ情報の共有化や意味の共有化を行うために必要

なのが、協同学習であり、地域と一体となった学校教育のありかたである。 
 

（３）協同的アプローチ	 

実際、兵庫県南部地震発生後、兵庫県、高知県、和歌山県、宮城県など地震の発生と同時に

大被害を過去に経験した地域間では、防災教育について多くの協同的事業に取り組んできた。

それが、東日本大震災後は、さらに国際的な取り組みとなって、世界的な規模での知識と情報

の共有化が図られている。そうした状況にアクセルのような役割を果たしたのが、ソーシャル

メディアなど情報テクノロジーの発展を含むインターネットの力である。だが、国際的な情報

や知識の共有化が進み始めたのは1990年代以降のことであり、まだ始まったばかりといえる。

具体的な取り組みのためには、防災学習を通じた地域への参加を地域の住民に促し、地域の教

育力の蓄積と、復興の力の集中化を図っていく必要がある。財政的には大きな課題を被災地や

国全体が抱える中でいっそう効率的な課題解決を図るためには、協同的な取り組みが今後は不



 

可欠である。 
防災教育において、こうした情報・知識の共有化と体系化を続け、そして知識や技術の発展

を図っていくことこそが世界の大きな減災に結びつくことを誰もが認識していくために、個人

だけではなく、学校・家庭・地域が連携した生涯学習の活動がさらに重要性となってくる。 
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第９章	 講演	 テーマ『学校・家庭でできるメディアリテラシー

教育』	 

 講師	 	 藤川大祐 (千葉大学) 
 

はじめに	 

	 こんにちは。きょうは、メディアリテラシーについて私がかかわっていることを中心にお話

しさせていただいて、皆様の議論に役立てていただきたいと思います。 
	 私は 20 年ぐらい前からいろいろな授業づくりの研究をしてきました。教育方法学を専門にし

ていますので授業の開発などをやってきました。その中で様々なメディアの研究をし、2000 年

ぐらいからは明確にメディアリテラシー教育というものを研究しなくてはいけないという意識

でやってきています。 
	 ネット関係の仕事が多いのですが、他には企業教育研究会というＮＰＯをつくって企業と教

育の連携を進めたり、ディベート教育などもやっております。特に 近は安心ネットづくり促

進協議会という会で仕事をさせていただいています。これは総務省の会議がもとでつくられた

組織ですが、民間の組織ということになっています。ネット関係の主要な企業と我々研究者が

一堂に会して問題解決をしているというものです。 
	 近は、ネットでのトラブルがふえています。特に福祉犯罪と言われますが、児童買春、淫

行などはネットを介して起こるということで、コミュニティサイトの検証が必要だということ

になり、その会の主査をずっと勤めています。 
	 また、昨年度からスマートフォンについて様々な課題が出てきており、それについて検討す

る部会の主査も務めております。ごく 近ですとコンプガチャ問題もありました。そんな形で、

近は企業の方々と議論することが仕事の中心になっています。 
 
メディアリテラシー教育について	 

	 メディアというのは、日本語では媒体、英語では media でミディアムの複数形、つまり「中」

という意味ですね。媒体というのは上手い訳だと思いますけれども、仲立ちをするという意味

です。中国人に発音してもらったら、メイティイと言っていましたから、音も意味もとって、

間に入るものという意味があります。つまり送り手と受け手の間の仲立ちをして情報を伝える

のがメディアです。相手が見えないということが基本的にあるわけですね。見えない相手との

コミュニケーションをメディアを介してどういうふうにしていくのか。その時に必要とされる

のがメディアリテラシーと考えてよいと思います。 
	 そもそもの発端は、カナダでテレビのチャンネルがふえて、アメリカなどからダイレクトに

たくさんの放送が入るようになってきました。アメリカの大量消費の文化がどんどん入ってく

る。それでいいのかという議論が、オンタリオ州でかなりなされました。メディアリテラシー

を子どもにも大人にも身につけさせることが必要であること、つまりメディアを批判的に読み

解いて鵜呑みにしないということが求められたわけです。当時は、テレビがメディアの中心で、

テレビをどう扱うかということがメディアリテラシーの重要な課題でした。 
	 1990 年代から、テレビだけでなく雑誌、新聞、広告一般、ポップカルチャー（ファッション、

音楽、演劇）などいろいろなメディアもあるという議論は当然ありましたが、2000 年ごろまで



 

はテレビが中心でした。 
	 日本でも旧郵政省が研究会を持って、テレビの様々な課題を議論しました。たとえば、やら

せの問題、報道の偏り、あるいはアニメーションを見た子どもがてんかん症状で倒れるなど様々

な問題が 90 年代には出てきました。それでテレビに対する規制の必要性に対して、規制ではな

くて見る側のメディアリテラシーを高めることが重要だという議論がなされました。そんなわ

けで、日本のテレビ局は 2000 年ごろからメディアリテラシーにかかわる取り組みを進めてきま

した。 
	 よく知られているのは東京大学の情報学環の皆さんと民放連の方々との実線で、長野県など

幾つかの地域で、テレビ局の人と地域の人が一緒に番組づくりをするという取り組みがなされ

たわけです。 
	 学校教育でも、日本ではメディアリテラシーにかかわる内容がふえてまいりました。2002 年

施行の学習指導要領からは、国語とか社会科に関連する内容にメディアリテラシーが入ってき

ました。この時には総合的な学習の時間が新設されましたし、高校では 2003 年度から教科「情

報」が入りまして、その中でも関連する内容が入ってきています。学習指導要領ではっきりと

うたわれたわけではないのですが、「報道を比較してみよう」とか「テレビ番組がどうやってつ

くられているか見てみよう」とか事実上メディアリテラシーの内容が入ってまいりました。国

語でも説明的文章などで「今の情報をどう見たらいいのか」というものがだいぶ入ってきまし

た。 
	 このように 2002 年くらいまではテレビを中心にメディアリテラシーにかかわる動きが日本

ではなされてきましたが、その後インターネットが若年層に普及し始め、2004 年に象徴的な出

来事が起こってしまいました。長崎県佐世保市での小学生による同級生殺害事件です。これは

小学生がネットにホームページのようなものを開いていて、同級生同士でパスワードを共有し、

そこで悪口を書き合ったりしたということが事件の背景にあったというふうに報じられました。

それまではネットのマナーであるネチケットを大事にしようとか、あるいはネットを不用意に

使って大人にだまされないようにしようという教育はあったのですが、子どもたちが情報発信

をして事件に遭うというのはこれが初めてでしたので、そのころからネットについてもリテラ

シーというものをきちんと考えなければいけないのではないかという機運が高まったわけです。 
	 もちろん今も、テレビ等々のメディアについても重要な課題は多いのですが、一方でインタ

ーネット、特に携帯電話からのインターネット利用について、どういうふうに利用能力を育て

ていくのかということが課題になっています。 
	 もともと情報教育をやってこられた方は情報モラル教育という言い方をしています。我々は

メディアリテラシー教育の中でやろうとしていますが中身は重なってきていますので、お互い

に学校等で進めていこうということで動いています。 
 
テレビを批判的に見る	 

	 テレビについてはやるべきことは定着しております。総務省は 2000 年ごろからメディアリテ

ラシーを家庭や地域で学ぶための教材の募集をしており、私がかかわったのは映像シミュレー

タという教材です。これは映像メディアについて基本的なものをおさえようというものです。 
	 たとえば、同じ映像に異なる音楽を重ねてみる	 この場合、印象が全然違うということが

あります。よくやるのは子どもや動物の映像に悲しげな音楽と楽しげな音楽を重ねてみます。

動物なり人間の顔は全然変わらないのに悲しそうだったり悩んでいるように見えたり、逆に楽

しそうに見えたりというような解釈ができるわけです。つまり、音楽というのはそれ自体が映



 

像に意味を付与するとは言えないかもしれないけれども、印象はかなり変えてしまう。私たち

はテレビ番組を見ている時に音楽による印象がつくられているということがあるのではないか、

逆に送り手の側は意図を持って音楽をつけていると考えられるということが分かります。 
	 カメラのアングルやサイズを意識する	 どういうサイズで撮るのか、どういう角度、上

から撮るのか下から撮るのか、こういったものも印象に影響を与えます。 
	 構成における「送り手の意図」を意識する	 物事の順序です。ＶＴＲは時間軸通りに並

んでいるとは限らない。省略もしますし、順番を入れかえたりもします。そういうことで印象

が変わる。典型的なものに「街の声」というのがあります。ニュース番組で新橋あたりの会社

員の声とかよく出てきますよね。あれはたくさんの人の声を、意図に合うものを選んで編集し

ていると考えられます。リアルに言われたことがどう反映しているかというのは批判的に見な

ければいけないところですね。 
	 複数のニュース番組を比較する	 同じ日、同じ時間帯の複数のテレビ局のニュース番組で

どういうニュース項目が取り上げられているか、どういう順序なのか、各項目で見出しはどう

違うのか。これは新聞記事でやる場合もあります。報道というのは意図があって、ある程度の

方針があってつくられていて、客観的というのは厳密ではないという話です。 
	 スポンサーやターゲットを理解する	 商業性についてです。ターゲットオーディエンス

という言い方をしますが、誰に向けて情報が発せられているのか。広告に入っているメディア

がテレビを含めて多いのですが、広告が入るということは誰がどういう意図でお金を出してい

るのかということを読み取るのが重要です。 
	 ステレオタイプ（紋切型の表現）に注意する	 よく議論になるところですが、男らしさ、

女らしさなどが問題になるところです。昼ドラとかワイドショーの中のＣＭは洗剤や掃除用品、

おむつなどのＣＭが多いわけです。昼間は専業主婦の人が多いだろうという想定のもとでなさ

れているのですが、家事や育児はほぼ女性がやって男性がやる姿はあまりない、そういう映像

が流れることによって、女性がやるのが当たり前という印象を多くの人に与え、そういう価値

観が広がるのです。こういうものも批判的に見なくてはいけないわけです。 
	 他には、職業などにもステレオタイプの表現がありますね。よくドラマで学校の場面では教

頭先生は大体いじわるだったりします。（笑）分かりやすい表現というのがあるわけです。これ

は脇役の人があんまり変なキャラクターだとかえってそっちが主役になってしまうので、脇役

は分かりやすく描くということが必要なんですけれども、だからといって、現実に対して偏っ

た印象を与えないかというとやはり与えるわけです。現実の教頭先生とだいぶ違いますよね。 
	 「情報の偏り」を意識する	 どうしても商業的なメディアが世の中の中心ですので、お金

をかけて情報を出したいという人がいる情報はどうしても多く流れます。お酒を飲んで楽しい

という印象は多くのテレビ番組で出てきますよね。しかしお酒の害を直接示すような情報とい

うのはそれほど多くありません。これは明らかにお酒を売りたい人はたくさんいて、害を訴え

たい人はそう多くないということなんです。問題の重要性とは別にお金をかける人がいるかい

ないかというところで情報の偏りが出てきます。 
	 また、食育をやっていると大きな問題なのですが、カロリーの高いお菓子とかファストフー

ドなどはたくさんＣＭが流れています。しかし、トマトとかニンジンとかキュウリとか野菜、

果物のＣＭがあるかというとあまりない。つまり農家はＣＭを出さない。けれども食品工業と

か飲食業は広告を出すわけです。こういうものを批判的に見ることによって、メディアが与え

る印象が絶対化されないようにする。相対化するということが、従来メディアリテラシーとし

てなされてきたことの中心と理解しております。 
 



 

スーパー戦隊シリーズはなぜ２月に始まるか	 

	 商業性を考えるための具体例です。テレビ朝日系列で日曜日の朝にやっている子ども向けの

番組ですね。これは幼児、男子の個人視聴率が５割近いらしいです。毎年いろんなキャラクタ

ーが出て人気が出るわけです。 
	 これはどんなに人気があっても必ず１年間で終わります。切りかえの時期が２月の半ばなん

ですね。このことを子どもたちは知っているのですが、なぜ２月なのかと改めて考えることは

ないのです。これは親御さんもそうですね。ですから、家庭でメディアリテラシーを考える時

にはこんな話題を使ってくださいということです。つまりメディアで生じていることについて

当たり前だと思わずに疑問を持っていただいて、答えはともかく話し合ったり考えたりしてみ

る。そういうことを習慣づけていただくことが家庭でできるメディアリテラシーだといつも話

しています。 
	 なぜ２月なのか。参考までに有力だと思われる説を紹介しますと、メインのスポンサーがバ

ンダイというおもちゃ会社で、スーパー戦隊シリーズをあしらったキャラクター製品であるお

もちゃは大変人気の商品なんですね。時期によってはデパート、スーパーなどのおもちゃ売り

場のかなりの部分を占拠しているぐらいです。このシリーズが続いているのはタイアップが上

手くいっていて、このキャラクターをあしらったおもちゃがよく売れるためにスポンサーが降

りないということが考えられます。 
	 当然、是非の議論はあります。子ども向け番組にキャラクターをあしらったおもちゃのＣＭ

を入れるのは影響が強すぎるので国によっては禁止していますが、日本では全く禁止されてい

ないのです。よいか悪いかは別として商業的には上手くいくというものです。 
	 おもちゃというのは売れる時期が決まっています。一番売れるのは年末年始。クリスマスと

お正月という二大行事があります。２番目に売れるのが春休みの時期で、進級進学のお祝いが

なされます。特に 近は祖父母が孫におもちゃを買うということが多いので、長期休みでおじ

いちゃん、おばあちゃんが孫に会うことが多い時期に売れます。３番目は夏休みです。 
	 １月や４月から番組をスタートしてしまうと、売れる時期が番組のはざまになってしまうの

です。これでは売りにくいわけです。その結果、２月から新番組が始まるようになったのだと

推測されます。番組が始まって３月、４月になると新キャラクターのおもちゃが売れるわけで

すね。戦隊は赤とか青とか５人いるんですよね。（笑）それぞれの人形が売れますから、ゴール

デンウィークくらいまでにちょっとずつ買い集めるということもできるわけです。そしてなぜ

か、夏ぐらいから新しい人物が出てきます。（笑）秋口から大きいおもちゃが出てきます。キャ

ラクターたちが合体して大きな物になるんですね。大きな物が大変高い値段で売れていく。年

末年始になると売れるだけのものは売っていますから、必ず２月で終わって次に行く。初期は

２月ではなかったようですが、これが 40 年ぐらい続いているみたいです。これはあくまでも一

つの解釈で正解かどうかは分からないですが、メディアリテラシーを高めるという観点からし

ますと、推測し議論するということが重要です。 
	 このように、送り手側のお金に関する意図を意識するというのは重要なので、テレビで商業

性について考えておくことは、インターネットの利用についても活用できると考えています。 
 
メディアリテラシー教育の授業例	 

	 授業の例として、映像と音楽、ＣＭと時間帯、ニュース番組の順序、番組制作、健康教育、

ネット・ケータイ社会の問題、テレビゲームの「仕掛け」の検討、中越地震とメディアアクセ

スなどがあります。 



 

	 特に健康教育関係でいうと、風邪薬のＣＭで「風邪をひいたらまず○○」というのがありま

す。まず薬を飲めと。あれは学校で言っている風邪への対応と違うわけです。学校では風邪気

味の時にはよく休む、栄養をとるということが重要ですよね。薬というのはその場で症状を抑

えるには有効ですが、根本的な解決にはならないわけです。ですから偏った印象を与えます。 
	 美容整形なども取り上げている番組がありますけれども、美容整形をすることが幸せになる

というメッセージがかなり強烈に伝わる番組が多く、あまり必要もないのに美容整形をしたい

という風潮が出てくる恐れもあるわけです。こういったことも健康教育上の課題ではないかと

思います。 
	 また、中越地震の後の風評被害に対して、地元の人がどのように立ち上がったかという話を

取材して授業にしたことがあります。中越地震は旧山古志村を中心とした限定された地区での

被害が大きく、その周辺はあまり被害がなかったのですが、中越という言い方をされたので新

潟県の真ん中は全部被害があるという印象が与えられてしまいました。特に観光地が多いので、

越後湯沢など温泉街に全然お客さんが来なくなってしまったということがありました。 
	 初の１カ月くらいは、お客さんが来ない中でも地元の方々は被災地支援をやられていたの

ですが、長期化すると地域の経済全体が落ち込んでしまって復興にも支障が出るわけです。そ

れでかなりメディア研究をされたんですね。その結果、どうも報道が誤解を与える部分があり

そうで、それを是正するための作戦を立てる必要があるということになったわけです。 
	 たとえば中越という言い方ではなく、もっと限定した地域を言ってくれと報道機関に訴えま

した。ＪＲの表示が「新潟方面への旅行をお控えください」とあって、そういうざっくりし表

現をやめてくれというのもありました。旅行会社にはむしろ周囲への旅行を売ってくれなどい

ろんなことをやりました。 
	 さらに地元のおかみさんたちが和服姿で 50 人ほど、東京に陳情に来て、今のような内容のこ

とを報道機関やＪＲや当時の道路公団に訴えたのです。これは見た目にも派手ですからかなり

メディアが報じ、周辺の産業をつぶしてはいけないという議論が広がったということがありま

した。これはメディアリテラシーを発揮した好例だと思います。メディアでもって問題が生じ

ているのであれば、メディアを活用して解決するということです。これは中学校の社会科でや

ったのですが、地域の活性化とメディアの関係を考えるという授業でした。 
 
メディアの子どもへの影響	 

	 改めて教育上何が問題か。３通りぐらいに分けて考えられると思っています。 
時間的影響	 長時間のメディア接触で、そのこと自体よりも他のことができなくなるという問

題が生じます。あるいは依存傾向があり、どんどん時間が長くなるということも含めて考えな

ければなりません。 
身体的影響	 体への直接的な影響としては視力低下、腱鞘炎などがありますが、結局は時間の

問題でもあります。子どもの視力は長期的に見てずっと下がっています。これはメディアとの

関係は無視できないだろうということです。 
内容的影響	 これは暴力表現とか性表現がずっと問題になっております。これはいろんな研究

がありまして、暴力については影響があるという人とないという人がいて分かれています。た

だ、大体合意できそうなところは個室で子どもが大人から離れてメディア接触をすると影響が

大きいだろうと。それからメッセージの内容として、暴力を肯定するメッセージ、つまり暴力

を振るっても後悔しない、罰せられない、むしろ喜んでいる、そういうメッセージ性のあるも

のは危険だろうということはおおよそ合意できています。 



 

	 テレビ局の放送基準等では暴力を肯定するような表現はしないということがうたわれている

ことが多いです。テレビドラマとかアニメでは暴力を振るった人が 後まで幸せだったという

話は一切ないですよね。映画ではそういう基準がないのですが。そのことも知らないとちょっ

と偏って見てしまうかもしれません。 
	 性表現についてはわいせつなこと自体が悪影響があるかというと、あるという意見はなさそ

うですが、暴力と結びついて暴力的な性行為が肯定されることは心配だということはあります。

それから年齢不相応のわいせつなものというのは性虐待につながるという議論もあります。あ

まりエビデンスがないのかもしれませんが、当然警戒しなくてはいけないものだと思います。

メディアリテラシー教育というのはこういった影響を排除するためになされるという部分があ

ります。 
 
日本の子どものメディア接触状況	 

	 これは個人差があるということがあります。小学校６年生のデータなのですが、（資料）半分

がテレビを１日３時間以上見て、ゲームを１日１時間以上やっている。テレビについては４時

間以上のデータがないのですが、ゲームは 5.4 パーセントのお子さんが平日の学校がある日に

４時間以上やっていると答えています。これはかなり長いだろうと思います。 
	 全体の中での１割とか数パーセントの割合でかなりメディア漬けの生活をしている子がいる

のではないかと想像する必要があります。逆に７～８割の子は特に問題がなさそうなんですね。

家庭環境や子どもの個性は様々ですので、あらゆる子どもに対してメディア依存が心配かとい

うとそうでもない。携帯電話等の利用状況を見ても、危険な要素が強い子どもは１～２割、そ

して特に危険という子どもは数パーセントととらえる必要があると思います。 
	 個々の子どものメディア接触状況が違う中で教育をしなければいけないというやりづらさも

あります。携帯電話を持っていない子が多い学校でも携帯電話の問題をやらなければいけない

ということがあるわけです。 
	 携帯電話については、大阪府寝屋川市で指導主事の方が、公立の中学校全部に調査をしまし

た。①携帯電話を持っていない生徒	 ②メールの送受信の合計が１日 30 通以内の生徒	 ③メー

ルの送受信の合計が１日 30 通以上の生徒	 この３グループに分けてデータを集計しました。こ

れははっきりと違いが出ています。ストレス傾向、疲れている、いらいらする、頑張れない、

落ち込むことがある、これはすべてメールの数が多い子たちが有意に「多い」という回答をし

ています。 
	 また、学校生活で勉強に自信がない、いじめ経験あり（いじめた側）、部活不参加、こういっ

たものについても有意差が出ています。特に、携帯メールの多い子どもの４割以上が勉強に自

信がないという点に非常に高い数字が出ています。 
	 家庭生活では、12 時以降に寝る、自分の部屋に専用テレビがある、親と会話がない、これも

一応有意差があったようです。メールの数が多い子ほどよろしくない回答があるということで

す。 
	 これは何を意味するかというと、メールのせいでこうなったという因果関係ではないですね。

問題は総合的に見なくてはいけないのですが、いろんな問題が重なりやすいというふうにとら

える必要があります。メールが多いということは、子どもが学校での人間関係、勉強への自信

のなさ、ストレス、家庭生活の中でのしつけがなされていない、夜遅くまで起きていても怒ら

れない、そういう状況が多く生じやすいということがあります。 
	 これは他の幾つかの地域でも調査されて、どこで調査しても同じような傾向が見られ、大阪



 

固有の話ではないということです。つまり、携帯でのやり取りというのは問題の象徴のように

なっているのではないかと思われます。恐らく皆様の課題の中で、子どもたちの生活をトータ

ルで見ていくということが出てくると思うのですが、メディアというのは子どもたちの生活の

重要な面ではありますが一部分であり、他の面でも問題があって、メディアでも問題が出てい

るというふうに見ていく必要があると思います。 
	 特に中学生ぐらいですと周りの子どもに合わせなくてはいけないという同調圧力を感じる場

合が多いと考えられます。特に人間関係に自信がないお子さんほど、自分が無視したと思われ

たくないためにすぐに返信する。そのためにメールの数が多くなるのではないかとも考えてい

ます。このような同調圧力への対応の仕方とメールの数、それからストレスや学校生活への適

応が内容的に考えても関連はありそうだというふうに考えています。 
	 寝屋川市では、生徒会を中心にしてこういった問題をどう改善していくのかを考えました。

特に、メールがとめられないという悩みを持つ子が多くて、「メールをとめるためにはどうした

らいいのか」という議論は大まじめにやって、“とめ言葉”を決めようとか議論していました。

（笑） 
	 	 

犯罪被害の状況	 	 

	 インターネットが普及し、悪い大人に会って犯罪被害に遭う、これを防ぐというのも現状で

はメディアリテラシー教育の大きな課題であります。一番問題が大きいのが、悪い大人に主に

女子が連れ出されて性的な被害に遭うというものです。福祉犯罪、福祉犯などと言われます。

これはここ数年で様変わりしています。少し前までは出会い系サイトは利用しないようにしま

しょう、というのでよかったのですね。それに伴って、教育の状況もどんどん変えなければい

けないということが起きています。 
	 警察庁のデータですが、（資料）棒グラフは平成 18 年ぐらい、1000 人以上のお子さんたちが

出会い系サイトに起因する福祉犯被害に遭っていました。暗数、つまり発覚しないケースが多

いので全体像はつかみにくいのですが、少なくとも検挙された件数がここに挙がっています。 
	 出会い系サイトについては比較的、法律での規制の効果がありました。平成 18 年末から、法

律がどんどん厳しくなっています。年齢確認を利用者に対して徹底しなくてはいけないという

ことになったので、子どもたちが出会い系サイトに入ること自体、誰かの身分証明書を使って

入るなどしなくてはいけないので、だいぶ被害者は減りました。この件数は犯罪としてカウン

トされた時点での件数なので、犯罪が起こったのは半年とか１年前になります。タイムラグは

あるのですが、法律改正が功を奏して出会い系サイトの被害はどんどん減っています。 
	 赤い棒が一般のサイトです。これは 近話題のゲームＳＮＳサイトとかプロフィールサイト

とか、一般の掲示板です。出会い系ではないサイトでの被害者数が結構多いのではないかとい

う議論があって、平成 20 年から警察庁が統計を取り始めました。その時から、出会い系サイト

よりも被害者が多かったということが分かり、その後も一昨年までどんどん増加を続け、昨年

ようやくちょっと減りました。出会い系が厳しくなったので、悪いことをしようという人たち

がみんな一般のサイトに移ったということが考えられます。 
	 しかも、中高生などのコミュニティサイトの利用が爆発的にふえている時期とも重なってい

ます。プロフィールサイトとかモバゲー、グリーといったゲームサイト、ミクシィなどの交流

サイトを利用する若者が激増したこともあります。大半は上手くパトロールなどで抑えている

のですが、もともとの利用者が多いので、漏れがあって事件につながっていると考えられます。

その漏れを減らすために努力もしていて、ようやくちょっと減りましたがまだ安心はできない



 

という状況です。 
	 ですから、今はコミュニティサイトで、よさそうな人だと思って会っても、だまされるかも

しれないということを教えないといけないということです。出会い系サイトに行くなという単

純な話だったのがだんだんややこしくなっているととらえていただいていいと思います。 
	 警察庁の別のデータでは、出会い系サイトと一般のサイトでは犯罪の種類や年齢層が結構違

います。出会い系サイトの被害は児童買春が６割近くありまして、子どもの側から原因をつく

っているわけです。わざわざ、わいせつなことをするからお金をちょうだいと言って会ってい

るということです。ところがコミュニティサイトの被害は６割ぐらいが青少年保護育成条例違

反で、大半が淫行です。つまりお金のやり取りは確認されておらず、わいせつなことをしたと

いうことだけが確認されています。２割ぐらいは深夜外出違反、地域によって条例は違うので

すが、おおむね 11 時以降に保護者に無断で 18 歳未満のものを連れ出すと違反になってつかま

るんですね。ですから、そういうのは成人男性と若い女性とが深夜一緒にいるところを警察の

人が見つけたという場合です。 
	 つまり、子どもの側からすると、お金を得ようとして何かをするというのではなくて、単純

に会って事件に遭っているということです。つまり相手を信用するなり、好奇心を持つなりし

て、お金目的ではなく出会ってしまい事件に遭う。いわば不用意な出会い方が多いだろうとい

うことが考えられます。 
	 年齢層も出会い系サイトの被害は 16 歳以上が６割近くを占めますが、コミュニティサイトの

被害は 15 歳以下のほうが多いわけです。 
	 そうなると教育の問題として深刻です。今までは確信犯的な子どもしかいなかったわけで、

その子たちはもちろん問題ですが、それはリテラシーの問題ではなかったのです。むしろ性教

育とか家庭環境とかの問題だったのです。家出中の被害者も多いなど生活環境等々の問題だっ

たわけですが、不用意に、より若い子どもが被害に遭うということになりますとこれは教育の

問題ということになります。 
	 つまりインターネットの向こう側にいる人というのは様々な人がいて、中には悪意を持って

いる人もいる。優しそうにしてくれる人でも悪意があるかもしれないということも意識しなが

らインターネットを利用しろということを教えざるを得ない。教育上の課題がだいぶ変わって

きているということです。 
	 今、サイト別に傾向と対策を分析して、被害を減らそうとしています。もぐらたたきみたい

にある場所で被害がふえると、何とか抑えて、別のところがあまり膨らまないようにして全体

として抑えていこうというような対策をせざるを得なくなっています。 
	 具体的には、パトロールの水準の問題と、詐称を防ぐということがあります。特に年齢詐称

ですね。この種の事件の加害者の４割は年齢を偽っています。つまり子どものふりして子ども

に近づくんですね。これについては携帯電話会社から年齢情報の提供をサイト側にするという

仕組みを整えています。プライバシーなどハードルもあるのですけれども、ある程度実現して

きて年齢詐称は減っています。 
	 パトロールの水準は、あまりにも多いので抽出をするわけですが、単純なキーワード抽出だ

けではなくて、統計学を応用したベイジアンフィルタを使います。ベイズ統計学という日本語

変換ソフトなどに使われている技術で、いろいろな要素を得点化して次に何がきそうかという

ことを確率論的に出すというやり方があるそうです。そういうもので、ネットへの投稿の特徴

をポイントづけして、一定以上のポイントのものは全部、係員が目で見て確認するというふう

にします。特定のキーワードがなくてもあやしげな書き込みについては対応するという技術も



 

進んできました。 
	 監視の制度だけではなくスピードアップも大事です。今までは１日以内に削除すればいいと

言っていたのですが、それでは遅く、早いところでは数分以内とか投稿してすぐに問題のある

ものは削除するという体制ができてきています。 
	 さらに１対１のメッセージについても厳格なルールを定めて監視対象にしています。投稿す

る人の許諾を得て監視対象にして、到達前にチェックして連絡先等の交換が行われにくいよう

にしています。 
	  
スマホアプリ「ＬＩＮＥ」で出会い事件	 

	 近は新しい問題が出てきています。スマホアプリ「ＬＩＮＥ」というのが今、若い世代に

は大流行なのですが、これは登録した友達同士であれば無料で通話ができ、メッセージの交換

もでき、文字だけではなくスタンプという絵柄を送るという楽しいコミュニケーションができ

るんですね。日本の会社がつくって大ヒットしているものです。アメリカなどから入ってきた

アプリというのはちょっと抵抗があるのですけれども、これは日本の子どもたちに非常に使い

やすい雰囲気のアプリで人気があります。単純に、通話料金を払わなくても無料でネット通話

ができるということで魅力があります。ただ、これについて私たちは前から問題を感じていま

した。 
	 このＬＩＮＥのユーザーＩＤを人に知らせると友達になれるというわけです。ということは

電話番号とかメールアドレスを与えなくても、ＬＩＮＥのＩＤを誰かに伝えれば１対１のメッ

セージの交換が何の検閲もなくできるわけですね。これは出会いの抜け道になりやすいのでは

ないかと。大人同士であれば自由なコミュニケーションを阻害するべきではないのでしょうけ

れども、青少年保護の観点から言いますと、今まで苦労して悪い大人と子どもが会わないよう

にしようとしていたのに、どうも悪い大人が使いやすい道具が出てきてしまったのではないか

という懸念を持っていました。 
	 これはスマートフォンのアプリマーケットからダウンロードするのですが、アプリマーケッ

トというのはアイフォンでもアンドロイドでも同じですが、利用者のレビューというのがつい

ているんですね。このアプリはこういうところがいいとか悪いとか。そこにわざわざＩＤを載

せている人がたくさんいるんです。つまり、レビューを書かないで、出会いのメッセージを書

いているんです。それがお互いに見えてしまうわけで、これはまずいのではないかと思ってい

たらついに３月に事件が起きてしまったわけです。（資料） 
	 この手のことが今後続出しないだろうかということを、今私たちは警戒しています。スマー

トフォンの普及があまりにも早くて、とめようがないのです。去年の内閣府の統計では高校生

の所持率が数パーセントだったのが、今は半分に近いのではないかと推測されます。 
	 福祉犯の問題というのは難しくて、長期的に見ると人口減と比例するように減っていて、携

帯電話の普及があっても、福祉犯罪の被害者がふえたかというとふえていないのです。昔から

伝言ダイヤルとかテレホンクラブなどがあって様々な形で福祉犯というのはあったわけです。

携帯電話が普及したからといって、新たな犯罪が発生したというよりは、それまで犯罪をして

いた人たちが携帯電話を使うようになっただけではないかという感じもあり、出会い系の対策

とか非出会い系の対策ではなく、トータルで見てどう減らすのかということをそろそろ議論し

なければいけないのではないかということがあります。 
	  
スマートフォンにかかわる課題と現在の状況	 



 

	 今までの携帯電話というのは携帯電話会社が全部責任をとってくれたんですね。つまり端末

とかソフトウェアは別の会社がつくっていますが、すべて携帯電話会社、ドコモとかＫＤＤと

かソフトバンクが企画し責任を持ってつくっていたので、対策も携帯電話会社がその気になれ

ば進んだわけです。 
	 スマートフォンは違います。まず基本ソフト、ＯＳはアメリカのアップルとかグーグル、若

干マイクロソフトがつくっているわけで、日本のメーカーはＯＳはつくっていません。端末も

世界標準のものが多くて、子ども向けのキッズフォンみたいなものをスマートフォンでつくれ

るかというとそう簡単にはいかないのです。世界で一律につくっているもののほうが圧倒的に

コストが安いので、安くていいものを日本のメーカーにつくれというのは酷なことです。 
	 さらにアプリというものを自由に使えますから、携帯電話会社がコントロールできる部分と

いうのが非常に小さい。垂直統合から水平分業へという状況があるので、対応しにくいのです。

議論していますが、話が従来型の 100 倍ぐらいややこしいです。 
	 たとえば、フィルタリングをどうするか。機能も何種類もあります、選んでいただけますよ

と言われますが、選ぶということは分かりにくいということですよね。どれを使ってもこうい

う条件だったら動きますけどこういう条件だったら動きませんということがあります。携帯電

話会社にフィルタリングサービスを申し込むと、携帯電話回線を使っている分にはフィルタリ

ングが機能しますが、無線ＬＡＮだとだめですよとか、標準のインターネット閲覧ソフトブラ

ウザを使っていると機能しますけど、そうじゃないとだめですよとか、そういうことばっかり。

結局どうすればいいんですかと言うと、「うーん、一言では言いにくいですね」ということにな

ってしまいます。 
	 スマートフォンの現状は、去年の内閣府の調査では中学生 5.4 パーセント、高校生 7.4 パーセ

ントが持っているという結果が出ています。でもこれは私たちの実感とはかけ離れた数字です。

都市部だけかもしれませんが、半分ぐらいの高校生は持っているのではないかという感じがし

ています。 
	 いろいろな取り組みは進んでいますが、普及と新しい問題の出現のほうが速くて、対応に苦

労しています。だからこれについてどう教えるかが課題です。スマートフォンを扱っている教

材がなく、私もかかわってつくっているのですが、指導者が学ぶ機会もないのです。 
 
ゲームサイトにおける「コンプガチャ」が問題に	 

	 これは 近の問題ですが、既に古い話です。リテラシー的にどういうところが注目ポイント

かというと、インターネットでのビジネスというのはフリーミアムモデルというものが多いの

ですね、フリー＋プレミアムという造語です。多くの人は無料で使い、一部の人は有料で使う

というものです。モバゲーとかグリーというのは基本料金は無料です。９割ぐらいの人は無料

で使っています。しかし、お金をかければかけたなりの楽しみができるというのがこれらのゲ

ームで、有料で使っている人も１割ぐらいいます。これは主に成人に多いです。十代の若者は

あまりお金をかけたくないのでかけていないのですが。 
	 インターネットは無料で使わせる人がふえても劇的にコストがふえるわけではありません。

リアルなお店等で何かのサービスを無料で提供したり、物を無料で配ったりするとそれは比例

してコストがかかりますが、インターネットの場合はシステムをつくってしまえば、ある程度

の利用者がふえても全く追加の費用はかからないのです。無料会員が多くなっても負担は少な

いです。実際にお金を払ってくれる人がその中でふえてくれればもうかるということになるわ

けです。インターネットとフリーミアムというのは相性がいいわけですね。これも商業性に着



 

目すべきところだと思います。 
	 その中で社交心をあおるようなコンプガチャというのがありました。これは抽選で幾つかの

物が当たって、何種類かそろえるとレアな物がもらえるというものです。たとえば６枚カード

をそろえる時に 初の１枚、２枚というのはすぐに当たるんですね。でもそこから先はだんだ

ん出る確率が下がってくるわけです。だけど、感覚からするとこんなに早く３枚集まったんだ

から、あと３枚も簡単に集まるだろうと思うわけです、人は。それでどんどんはまっていって、

お金をつぎ込んでしまう人がふえて、途中でやめられなくなってしまうわけです。さらにソー

シャルゲームで、会員同士がいろいろな情報をやり取りします。「私は５枚集めた」とかやり取

りしているわけです。人の手前もあって、なかなか降りられない。それで結果的に何十万円も

使ってしまうということが起きているわけです。 
	 さらにレアな物を譲渡できるので、お金のやり取りをして売ってしまう。リアルマネートレ

ードと言いますが、そういうことも出てきたり、システムのバグをついてレアな物を無料で発

生させてもうける人が出てきたりということで大混乱になってきたのです。この連休中に新聞

社が大きく記事にして、今、急激にこの問題が動いているということです。 
	 ネット業界は若い業界なので、法律に違反しなければやりますという世界です。悪意があっ

たわけでも何でもなく、法律にも違反していなかったのですが、問題になって批判を浴びたの

でやめますということになりました。こんなものも教育材料としてはいいと思います。数学的

に確率がどうなっているかと考えてもいいですし、フリーミアムモデルというものを経済とし

て考えるのもいいと思います。教育の内容としては重要だと思います。 
	 次々に新しいビジネスモデルが出てきますので、その都度、これは何なのかと考えるくせを

つけるという意味でもこういうものについてよく理解しておくということは意味があると思い

ます。 
 
インターネットの情報を批判的に見る	 

	 無料のサービスというのは多いですよね。グーグルとかヤフーとか無料で検索ができます。

なぜ無料なのか。グーグルはトップページに広告がありません。ヤフーはありますけれども。

グーグルはないのですが検索を１回すると広告が出ますね。その広告というのは、キーワード

に関連のある広告なんですね。つまり広告を見る人が関心を持っている可能性が高いわけで、

テレビのように誰が見ているか分からない中で広告を流すのとは違う効果が期待できるのです。

そういうことでネットの広告というのは伸びているわけです。実際にいろんなキーワードで試

してみると学ぶことができます。 
	 さらにネット広告の強みというものがあって、小分けにして広告を選んでいます。この広告

は 100 回出したら終わりですよとか、この広告は１万回出したら終わりですよとか、細かく決

められるわけです。同じキーワードでも毎回それが出るわけではなくて、出る回数をグーグル

側が決めて、100 回分だったら 100 回分の広告枠を売るというふうにできる、小口から大口ま

でいろいろな広告が取れるということがあります。ネットの広告というものを分析する授業と

いうのもあります。 
	 それから懸賞サイト等で詐欺にひっかけるというのがありますね。無料とうたっているけれ

ども、無料なのは一部分で実はお金がかかるとか。この辺は架空請求とか不当請求業者のビジ

ネスモデルを理解することにつながるのですが、これもある意味ではフリーミアムモデルです。

請求された人は大半は無視するんですけれども、どうも１割近く、結構な確率で返って来るら

しいんですね。数パーセントでも実際にお金が返って来ればかなり彼らはお金がもうかるとい



 

う仕組みです。この辺は消費者教育の課題かもしれません。 
	 それからネットショッピングやネットオークションで注意すべき点を知るとか、出会う相手

の下心に注意するという点も課題だと思います、これらはテレビについてやってきたクリティ

カルシンキングを中心にしたメディアリテラシー教育の応用だと思います。 
 
「無料」の懸賞サイト	 

	 「今すぐ無料エントリー、抽選で 100 万円プレゼント、たった５分の簡単エントリーで 100
万円、豪華賞品が当たる」というサイト、よくあるんですね。（資料）これは小学生や中学生に

見せると「いいなあ」「100 万円欲しい」と言うんですが、メディアの向こう側に送り手がいま

すよということを意識させることがメディアリテラシー教育なんですね。「いいな」じゃなくて、

これをつくっている人は何の目的でこれをつくっているんでしょうと。何の目的もなく 100 万

円とか時計とかをくれるんでしょうか。そんなことはないですよね。何かありますよね、とい

う話をすると子どもたちは結構考えます。 
	 これらは、教育方法としては、先生が教え込む教育ではあまり意味がなくて、自分たちで考

えてもらう必要がありますので、小グループに分けてディスカッションをしてもらいます。よ

く中学生などに授業をしますと「うちの学校の生徒はおとなしくて、あんまり話し合いをしな

いんですよ」なんて言う先生が多いのですが、こういう問題で話し合わせるとものすごく熱く

議論して先生もびっくり、ということが多いです。リアルに重要な問題だということは中学生

も分かっていて、きちんと議論をするんです。家でも議論するのはいいと思います。 
	 議論をする中で個人情報を集めているんじゃないかということが必ず出てきます。でも個人

情報を集める目的は何かと聞くと分からないんですね。名簿業者に売ってしまうということが

多いです。だから何日かするとあやしいメールがたくさん来ます。違法ですよね。それから右

下に小さい字で約款みたいなものがあるんですね。約款は３行しか表示されないスペースにこ

んなにあるんですね。（資料）４ページ分あります。もうあやしいですよね。大体あやしいサイ

トというのは不誠実なんです。３行しか表示できないスペースにこれだけの行を入れるという

のは不誠実な印象を与える。不誠実なものはあやしいと思っていると割と間違いないです。 
	 情報商材という変なものを売るサイトなんかもだらだら書いて何が言いたいのか全然分から

なくて、 後の 後で今だったら 15000 円のものを 3500 円で売りますって書いてあったりしま

す。利用者にとっては何か違和感があるというものです。そういう感覚は大事です。 
	 規約の 13 条、サービスと利用料金というのがあって、「エントリーは無料となっていますが

……」なんて書いてあります。これで子どもたちはびっくりするのです。無料エントリーと書

いてあって、エントリーっていう意味をよく分かっていないのに、無料だと思い込んでいるん

ですね。エントリーというのはこの文脈では入会ですよね。入るという意味です。入会金無料

というだけなのに、全部無料のような印象を受けてしまう。この辺の日本語はよく分からない

日本語なんです。何が言いたいのか。どうも後からお金を請求するみたいですね。これは出会

い系サイトっぽいサイトです。利用料金が発生して後から請求が来るというパターンで、この

タイプは約款を了承して申し込むということになるので、後から自分は了承してないと言いに

くいんですね。ですから多くの方が自分は申し込んじゃったんだから仕方ない、払おうと思っ

てしまって被害に遭います。 
	 でも法律的にはお金がかかるという確認を２段階に分けて行わなくてはいけないことになっ

ていて、経済産業省がガイドラインを定めているんですね。それに違反していますから払う必

要はないです。また、未成年の契約の場合は保護者が取り消すこともできます。でも多くの人



 

は自分が約款を了承して申し込んだのだし、職場などに連絡されたらかなわないから払ってし

まおうというふうにして被害に遭います。だからこういう業者がなくならないのです。 
	 要はメディアの向こう側にいる人を想像し、批判的に情報を読み解きましょうということを

やっていくのがメディアリテラシーです。 
	 一応、情報モラル教育に関する資料も入れておきました。道徳も含めていろいろなところで

指導がなされています。モデルカリキュラムなどもあります。ある部分はメディアリテラシー

と重なるというところです。 
	 私は世田谷区の〔・・・・・？〕小学校で４年ほど情報モラル教育の実践研究をやらせてい

ただいていました。小学校の２年生とか３年生ではインターネットはほとんど関係ないですか

ら、手紙で失礼なことを書いちゃったとか、図工で人のまねしちゃったとか、そういうあたり

からやっていこうということで、先生方には苦労していろんな授業を考えていただいています。 
	 小学生は小学生なりにこの種のことを学ぶという方法はあるはずで、今までの学校教育では

素直に人の話を聞くとか先生の話を聞くとかということがよしとされたのですが、これからは

先生の話であっても、なぜそうなんだろうかとよく吟味するという態度が求められます。なか

なか今までのタイプの先生にはつらい状況ですが、よく考えましょう、疑っていきましょう、

というようなことを教えなくてはいけない状況になっています。抵抗がある先生もいますので、

学校で批判的思考を育むのは難しい部分も今はあるかなと思っています。 
 
震災後の「流言・デマ」をめぐって	 

	 震災後、「千葉県の石油工場から有害物質」「被災地では大勢の子どもが餓死」などの不正確

な情報が、メールやツイッターで流れました。この種のチェーンメールはどうするのか、我々

はこれは難しいよねという話をしています。今まではチェーンメールは回さないと言っていた

のですが、じゃあ、有害物質が降ってくるというメールは本当に回さないでいいのか。悩まし

いので、今のところ結論は出ていません。 
	 私も震災直後にいろいろな人とネットでやり取りをしました。意見交換もしました。多分大

事なのは、緊急時には情報が流れるので、必要に応じて修正していく社会レベルの力が重要な

んだろうと思います。ツイッターは元の情報をたどりやすい部分があって、割と早く修正がで

きましたが、メールについてはなかなか修正されなかったということがあります。しかもメー

ルにどんどん尾ひれがついていく。 初とは全然違う話が出回ったということもあります。そ

うなると、後で修正可能であることを意識して、情報を流すということが非常時には求められ

るのではないかというのが暫定的な結論です。このあたりもメディアリテラシーの問題として

今後、考えていかなければいけないと思います。 
 
おまけ	 第１回「ケータイ甲子園」開催（2011.5.22）	 

	 おまけ情報ですが、メディアリテラシーをやっていると否定的な問題ばかりを扱って暗い話

が多いのですが、一方でメディアを有効に活用して社会をよくするということも重要です。こ

れは昨年５月に行われたものですが「ケータイ甲子園」というもの。携帯を活用して自分たち

や社会に貢献しましょう、それについてのプレゼンをして、優秀なものを表彰しましょうとい

うイベントです。大分県でやっているんですね。私は光栄なことに、この第 1 回の審査委員長

をやらせていただいて、皆さんのプレゼンを見ました。 
	 コミュニケーション部門のグランプリは愛媛の高専でした。離島から船で通っていて、なか

なか一緒にいる時間がない生徒たちが、ネットを使ってクラスのつながりをつくったというも



 

のでした。それから特別賞は奈良県の高校。非常に古い校舎で汚いので、情報工学科の生徒さ

んたちが携帯カメラでビフォーアフターコンテストをしようと。掃除する前、掃除した後の写

真を撮って、それを２枚並べて応募するというコンテストをしたら、これが妙に盛り上がって、

トイレとかぴっかぴかになっているんですね。それを非常に分かりやすく紹介してくれました。

こんなふうな使い方があるわけで、プラスの方向での取り組みというものも奨励していかなく

てはいけないと思っています。 
	 生涯学習ではコンテストなどがシンボルとして非常に重要だったりします。大会があること

で多くの人が知るということもあります。メディアのよい使い方についてもこういったイベン

トがあることで広がる部分もあるのではないかと期待しています。 
 
携帯電話に関する啓発教材	 

	 教材をつくるのが間に合わないという状況です。教科書に載せていただくということは期待

していないです。テレビとか新聞というメディアでは間に合うのですが、ネットの問題につい

ては教科書編集のサイクルでは全然追いつかないので、自主的な教材づくりが必要だと思いま

す。 
	 文科省でも「ちょっと待って、ケータイ」というものをつくりましたが、昨今仕分けにあっ

て、新しいものをつくれないのです。それで我々が細々とやっているのは、ＮＨＫで監修させ

ていただいている番組があって割と使い勝手がいいものがあります。しかし、テレビ番組なの

で放送が終わったら誰も見ないということでお蔵入りしているんですね。なぜかＮＨＫでＤＶ

Ｄを売ると 9900 円という値段で学校では買えないということがあります。 
	 そこに、ソフトバンクモバイルが社会貢献をしたいと私のところに相談をしてきたので、第

三者がつくった教材にお金を出して学校に配るということをやりませんかという提案をしまし

た。ソフトバンクがお金を出し、ＮＨＫが番組を提供し、我々のＮＰＯが学校に配るというプ

ロジェクトをやっています。これが「考えよう、ケータイ」というもので、中身はＮＨＫのド

ラマに我々がつくった指導案をつけたものです。割と好評です。これもあまりスピード感よく

つくれないですし、ソフトバンクがいつまでお金を出すかという問題もあって、もっといろい

ろな形の教材が出てきてほしいと思います。特にスマートフォンに対応した教材はどうするの

かというところが悩んでいるところです。 
	 あとは皆さんの質問にお答えしたいと思います。 

	 （終了） 



 

＜質疑応答＞	 

立田	 テクノロジーの変化やそれを使う側の変化になかなか教材や教育がついていかないと

いう現状の中で、どのようにＩＣＴの教育を考えていったらいいか。私どもの研究会は成人も

含めて研究をしているのですが、きょうのご講演は基本的にはＩＣＴを活用したチームの問題

がベースになっていますが、高齢者の問題にもかかわっていますし、家庭教育や職業教育の問

題にも直接かかわってくるのではないかと思います。感想や質問などありましたらどうぞ。 
井上	 学校の授業案をつくられていますが、家庭につなげていく時のキーワードというか、 
こういうことをおさえておいたほうがいいなというものがあれば、教えてください。 
藤川	 後にご紹介した「みんなで考えよう、ケータイ」は保護者等向けなんですね。二つの

話でできていて、新たに携帯電話を買った中学生がどうやってルールをつくっていくかという

ことを家族で試行錯誤するという話と、もう一つは意識がばらばらになった３人家族がメール

などを使って少しずつコミュニケーションを取り戻していくという話を扱っています。 
	 ただ、私どもは学校教育が課題の中心なのであまり十分にはつくれていないかなという意識

はあります。今、ＮＨＫで「メディアのめ」という小学生向けの番組をやっています。当然お

うちで見ていただくことを想定しています。池上彰さんが出演しているので、話題になってい

ます。テレビの番組というのが家庭に訴求するにはいいのではないかと思っています。 
小桐間	 テレビや新聞などの伝統的なメディアであれば大人の世代のほうが接触している時

間が長いですから自信を持って教えられるのですが、スマホとかこういう新しいメディアにな

ってくると子どものほうがむしろ詳しい。大人に対するメディアリテラシー教育が重要なので

はないかと思うのですが、何かいいアイデアはありますか。 
藤川	 難しいですね。絶対に追いつかないと思っているんです。デジタル社会の宿命みたいな

もので、ムーアの法則というものがあるのですが、コンピュータ技術は１年半で速度とかコス

トが２倍効率よくなってくる。アイパッドは今は割と学校現場でも使っていますけれど、たか

だか２年前に出てきた商品が学校にたくさん入っている。つまり１年、２年で状況はがらっと

変わるわけです。ゲームサイトがオンラインで普及したのも技術の進歩というものがあるわけ

ですね。従来型の携帯電話であればなかなかできなかったことがスマートフォンではやりやす

い。回線速度も速くなったとかいろいろなことがあります。 
	 だからアナログ中心の変化が少なかった時代とはどうしても状況 ga 
違うと言わざるを得ないのです。そうすると大人が子どもに追いつくのはほぼ無理なので、全

然違うものを扱いながらどうやってコミュニケーションしていくかということを考えるしかな

いのです。単純に同じようなものを見て話し合ったり、端末を体験して話し合うということで

もいいですが、親子で話し合う場がたとえばＰＴＡ主催で広く取り組むというようなことが現

実的ではないかと思います。 
立田	 その点で、メディアリテラシーの肝になっているクリティカルシンキングの力が大人の

ほうにあれば、メディアがどう変わろうが同じような形でものの見方はできると思うのですが、

どうでしょうか。 
藤川	 クリティカルシンキングは広がったほうがいいと思います。そしてある程度転移します

が、転移というのは限界もあると言われています。つまりテレビについて批判的に見られる人

はネットについても批判的に見られるかというとそうでもありません。かなり種類も違うもの

ですから、テレビだったら警戒するけれどもネットだからどうみていいか分からないというこ

とはなりやすいです。そこは限界もあると思いつつクリティカルシンキングを広めるというこ

とをやらなくてはならないと思います。 



 

	 双方向でネットを使っていない人がネットのリテラシーについて理解できるかというとやは

り難しいと思うのです。テレビ局の人とか新聞社の人の考え方は大人ならば想像できると思う

のです。でもネットの向こう側にいる人って見たことがないと思うのです。そういう人たちが

どういう思考をしてどういう発信をするのか分かりにくい。 
立田	 オレオレ詐欺は電話で来るから電話のリテラシーがあったら、携帯でも対応できる気が

するのですが。それとテレビ通販もそうですね。「今電話しないとだめです、今電話するとお安

いです」って言ってきますよね。 
藤川	 期限を切って焦らせるんですね。そういう共通性を見ていくというのはメディアリテラ

シー的にもいいことだと思います。他方で、さっきのコンプガチャみたいなものは、犯罪をし

ようという企てでもないわけですけれども依存させて売るというタイプですね。 
立田	 どこからどこまでが悪なのか、線引きされていないんですね。 
藤川	 難しいですね。どこから悪なのかということよりも、これはこういうものなのだという

ことを理解していろいろ対応するしかない。消費者教育と重なります。日本は弱いところです。 
服部	 小中高という年齢層ですが、思春期の頃のかかわり方として、親に対してもある意味批

判的な時期だと思います。子どもたちのほうがメディアへの対応は早いわけで、どう対応して

いったらいいか、年齢ごとに対応の仕方が違いがあるでしょうか。一方で地域性はあるのかど

うか、ご示唆いただけたらありがたいです。 
藤川	 年齢層ですが、今のところの教育では小学生については、詐欺や出会いの被害はほとん

どありませんので、ほぼ予防的な教育になっています。中学生ではこんな問題が起きています

よということを紹介しつつ、どうやったら防げるかということを考えるのが中心です。一方で

中学生が一番危ないんですね。ネットの利用が急速にふえる時期であり、かつ社会的には未成

熟なことが多い時期。さらに思春期ですから親子で上手くいかないようなことが結構ある。そ

れでいろいろと問題が起こるわけです。ですから現実には中学生については問題に対応しての

教育というのが多いですね。 
	 たとえば、学校名を掲示版等に書いて問題発言をしてしまうと中傷されるとか場合によって

は呼び出されて暴力を振るわれるとか、学校間で抗争になることもあります。ですから生徒指

導の延長として、ネットでは学校名を出さないでねとか、フィルタリングはつけてねとか、問

題に対応した教育をしています。 
	 高校ではあまりやっていないと思います。そんな状況なので、理想的には幼いうちからテレ

ビ、ゲーム、マンガ等々のメディアに触れているわけですから、小遣いをちゃんと使うとか、

幼いうちから学ぶことを重ねていき、少しずつステレオタイプや商業性を教え、中学生では問

題が起きないうちに、より高度なクリティカルシンキングを身につけさせる。高校になったら

メディアを活用した社会貢献ができるようにしていくということが理想だと私は思います。た

だ、理想と現実は違うというのが現状だと思います。 
	 地域性ですが、おっしゃるように地域性というのはかなりあります。文科省で調査もしてい

ますが、携帯電話の普及率が高校では全国一律 95～96 パーセントです。中学校では差が大きい

です。石川県は小中学生に持たせない条例をつくっていまして、所持率はデータの上では 10
パーセント前半です。都市部では中学生は 70 パーセントぐらいというところが多いです。多分

東京の区部であるとか首都圏、近畿圏の大都市であれば 70 パーセントぐらい持っています。所

持率が全然違うので、問題のあらわれ方もだいぶ違うということがあります。 
	 もう一つは車社会なのか電車社会なのかということも影響があるようです。子どもたちの行

動範囲によって事件の起き方は違います。横浜などでは広域に携帯で中学生が呼ばれて集まっ



 

て、ネットでのいさかいがもとで大規模な暴力事件が起こりそうになったこともあったと聞い

ています。 
	 一方で田舎の場合は大人が車で迎えに行くというケースが多くて、淫行等の事件というのは

決して都市部が多いわけではなく、恐らく人口比例的に起こっています。つまり田舎では田舎

なりに車で大人が迎えに行ってそのままどこかへ連れて行っちゃうということがあります。 
服部	 石川県の野々市町がやって県全体になっているのはどう思われますか。 
藤川	 そもそも条例で持たせないということを決めるのはかなり無理があると思います。家庭

で決めるべきことですよね。そういうものを法的に決めてよいかどうかということ自体があや

しいと思います。ただ、教育にかかわる者として申し上げるのであれば、少数派を排除するの

がよいかというのは疑問です。持っている子がいかがわしいことをしているかのようになって

しまうのです。 
	 一方で、野々市町は伝統的に、携帯がなくても中学生がしっかり生活できるようにしようと

いうことで地域の運動が盛んだったのです。そういうバックグラウンドがある一部の地域で持

たせないことを目標にやっていこうということはあり得るとは思います。しかしそれがいきな

り石川県全体に広がり、何の下地もない中で多くに地域で持たせないことになってしまうのは

やり方としても疑問だと思います。持たせるか持たせないかは家庭に任せつつも、きちんと子

どもへの教育を進め、保護者への啓発も進めるというのが筋だと思います。 
	 石川県では議員立法で決まってしまったので条例は生きていますが、同時にフィルタリング

解除をしにくくさせる条例をつくっているんですね。これに加入しない保護者はそのことを書

面で出さなければならないという条例も同時につくったのです。これは役所の指導でつくりま

した。役所はそちらのほうを宣伝しています。地方議会がやっていい範囲を超えて条例をつく

っているという印象を受けます。 
服部	 野々市のように、目に見える範囲の中で子どもの地域活動と合わせて、運動として考え

るのがありだと思います。おっしゃるように広域的にやるのは無理がありますよね。ありがと

うございました。 
福本	 学校の先生方はミクシィとかフェイスブックとかソーシャルサイトにも敷居が高くて

何のことだか分からない、スマートフォンにいたっては使い方すら全く分からないという方が

結構いらっしゃいます。そうすると先生方に対して何かアクションが必要だと思うのですが、

有効な取り組みはあるでしょうか。あるいは 50 代の人たちは退職するのを待ったほうがいいん

じゃないかという話もあると思いますが、（笑）いかがでしょうか。 
藤川	 公務の情報化と言われている、学校の事務的な作業を効率的に情報機器を使ってやって

いく、日常の業務で使うということがまずあって、さらに先生たちが仕事の中で、勤務時間中

でもネットで教材の情報を得るとか、実践の報告を発表して共有するということを認めて、先

生同士のネットワークがインターネットを介してもっと進むことを当たり前にしていくという

ことが必要ではないかと思うのです。 
	 今はごく一部ですよね。学校の先生がネットを使って情報を発信していくというのは。しか

し、皆さん日々いろいろな実践をされていてユニークな成果も出ているでしょうし、素朴に困

っていることもあれば、課題もあると思います。もちろん子どもたちの個人情報を出してはい

けませんが、それに触れないようにできるわけで、先生たちがもっともっと情報を出して、自

分の仕事に生かしていくという背景が必要だと思います。自分が使っていないものを教育する

のは難しいですよね。教師がフェイスブックやツイッターをたくさん使えばいいのです。 
立田	 近、ソーシャルラーニングみたいな形で職業人にとって、仕事の形態をかなり変えつ



 

つあると聞いていますが、キャリア教育として大学生とか職業人の教育を考えていく時に、そ

ういう方向性はどうでしょうか。 
藤川	 私は大学でキャリア教育も担当しています。キャリア教育を指導するための教育、教育

学部の学生がキャリア教育について学ぶという授業ですが、今年からやり方を変えまして、学

生たちにソーシャルメディアの利用を義務づけました。つまり、ツイッターのアカウントを持

たせて、授業の感想をツイッターで書くとか、ソーシャルメディアを使ってグループごとに職

業人にアプローチをして、ソーシャルメディアを発信するのに原稿を作成するという課題を出

すことを始めました。大学生が就職活動でソーシャルメディアを使うということがあります。

つまり、いろんな職業の人にソーシャルメディアを通してアプローチをしていって、日ごろの

その人たちの言動を知りながら、活動することが当たり前になっています。自分も発信すると

いうのが当たり前になっています。さらに高校生や中学生でも興味のある者にはどんどん情報

を発信していくとか、その分野の専門家と接触しているということが多くなっていますよね。 
	 急激に就職活動も変わってきている中で、教育学部の学生はあんまり関心がないのです。放

っておくとそんな動きには関係ないところで生きている。しかし関心のある学生ぐらいはソー

シャルメディアを活用して職業というものに触れることは必要だと思いますので、もっとキャ

リア教育におけるソーシャルメディアはしっかり位置づけていかなければいけないと思ってい

ます。 
立田	 私は去年、富山の高校生を対象にして、ｅポートフォリオをつくって、30 人ぐらいの高

校生たちに使ってもらったのですが、発信が上手くやれる生徒と、そうでない生徒が出てくる

んですね。一方で 50 代、60 代、70 代になってもネットを使う人もいれば全くだめになってい

く人もいて、情報格差がどんどん広がっていく気がするのです。もともとの発信しようとする

力というのはメディアとかかわりなくあるような気もするのですが。 
藤川	 それはあると思います。年代は関係ないような気もしますね。60 代の人がいきなりツイ

ッターを初めてがんがんやるということもありますから。（笑）また、若い人が使っているとい

っても仲間内での利用が多いので、有効な情報発信になっていないケースが大半です。キャリ

アに生かすという使い方ができている方は限られていると思います。ただ、そういうものは学

べばある程度できるということはありますので、教育の中で扱っていかなければならないと思

います。 
立田	 ツイッターでも「私、今ここにいる」「私、今ここにいる」ってしつこいぐらい。どう

でもいいわって。（笑）一方でしっかり写真を撮って、しっかり文章をつけてやる人もいます。

フェイスブックでも自分の写真をしっかり出して自分のやっていることをきちんと伝えている

人もいれば、写真さえ出さない人もいるというところが全然違うんですね。 
藤川	 それはどういう生き方をしたいかが人によって違うので、あまり素性を知られたくない

けれども、でも緩やかなつながりはほしいという人もいるわけですから、一概にオープンにす

ることが上でそうでないのが下とは言えないと思うのです。ライフスタイルと関係していると

思います。特に学生までは方向性が定まっていないので、あまり個人の情報を出してしまうと

後で後悔するということもありますから、特に若いうちは戦略が難しいと思います。 
立田	 その時の戦略としてオーサーシップというかオーナーシップというか、本なんかは自分

が読んだというオーナーシップがあるし、写真なんかはオーサーシップでかかわってくる肖像

権とか著作権とか、メディアの教育でどう位置づけていけばいいでしょうか。 
藤川	 著作権教育は大事ですよね。ただ、メディアリテラシーという文脈とはやや切り離され

て動いている気がします。特に著作権というものは時代によって変わっていますし、今でも変



 

わる動きがあるものですから、どうしても著作権を侵害してはいけませんという指導は多いで

すが、変わるということも含めてどうとらえるかということを考えないといけないと思います。 
小平	 藤川先生のような先生が大学にたくさんいらっしゃれば、これからの先生たちの育成の

ためにある程度のことができると思います。今まさに起こっていることにどう対処したらいい

かということがあります。同時に、これからどういうメディア環境になるか分からないし、メ

ディア環境だけではなくて、社会自体が変わっていることのほうが大きな問題という部分もか

なりあります。その辺も含めた教員養成、保護者に向けての一般成人教育の分野で、ある程度

のことを指導できる人をふやしていかないと間に合わないと思います。 
	 特殊なメディアのことを細かく全部分かって、その機能を教えられるということはとても全

員はできないと思います。自分はスマホの詳細は分からないけれど、それでどういうことが起

こっていて、どういう危険性がありそうで、これからメディア事情が変わればどういうことが

起こりそうかということが分かっている、それから、とんでもない大人がたくさんいるという

事実があるわけで、ストレス社会の中でそういうものがふえていって、メディアの向こう側で

やってしまうということが、組織でもいるし個人でもいるということを、大学教育の中で広げ

ていくという動きがあればいいなと思います。 
藤川	 教員養成のあり方は非常に深刻だと思っております。今、中教審でも様々な議論がなさ

れていますが、どうも方向が定まらないというところです。もっと実習期間を長くして学校文

化に適応できるような学生を育てようという方向性と、そうではなくて、どんどん変化してい

くのだから、変化に適応できるような人を育てようという方向性があると思うのです。前者が

強いみたいですが、後者のほうをもうちょっと意識しないとまずいと思うのですね。 
	 もちろん学校現場になかなか適応しきれずに辞めてしまう教員もいますから、学校のことを

よく知るということはとても大事ですが、そこばかりが強調されてしまうとどんどん学校だけ

が孤立していって、息ができなくなるということがあります。 
	 従来は学校というのはある程度社会から距離を持って存在していてよかったのですが、ネッ

ト社会になってからはそうも言っていられなくなって、学校で起こっていることはどんどん外

に漏れますし、外からの圧力が学校にかかってくるので、ある程度学校は外界とやり取りしな

がら進むしかない状況です。 
	 そういう時代の教員像というのがあまり描かれてこなかった。コーディネーター的な教員と

いう話になるのですが、学校というものについての専門性をしっかり確保した上で、外界とも

きちんとつながれるような教員をふやしていかなければならないんだと思います。そのための

教員養成というのは、子どもや学校にしっかりとかかわり続けて文化に適応するのと同時に、

外部にも目を開いて緩やかなつながりを持てる人ということになると思います。そのためにも

ソーシャルメディアの活用が大事ではないかと思います。異業種交流的な場にも顔を出す、そ

ういう教員像だと思うのです。 
	 そうするともうちょっと大学に自由が欲しいなと思います。教員免許を取るための科目とい

うのがものすごく多くて、それの運営だけで教育学部の役割がほぼ終わってしまっているよう

な現状です。やらなくていいことはやるなと、学部長などはすぐ言うんですね。ある部分は大

学に任せていただいて、大学が創意工夫をして動けるようにする、教員免許の縛りもゆるくな

れば違う専門の人も教員に雇えるわけですから、余裕ができますよね。大学が創意工夫すると

いうのが一番だと思います。 
	 社会全体がトップダウンで一部の人が決めて動かすということが機能しにくくなっている社

会で、みんなで工夫して、しかし、勝手な工夫にならないように、お互いに情報を共有しなが



 

ら進んでいきましょうという社会に変わらなくてはいけないという状況です。 
	 教員養成もそうならなくてはいけないと思います。風通しをよくするしかないので、私は大

学の中ではいろんな方に来ていただいたり、学生が伺がったりするという環境をつくるという

ことが自分の仕事だと思っていますし、こういうモデルは広げたいと思っています。	  
	 私はツイッターやフェイスブック、ブログで発信しているので、ネットで私のやっているこ

とを知ってくださって、一緒にやろうと言ってくださった人も多いので、広がる部分は感じて

います。 終的には学校が呼吸しながら無理なく変われる学校にする。他とかかわらずに守っ

ていくのではなくて、緩やかに他とかかわりながら、必要なことは少しずつ変えていけるよう

な学校になっていく必要があると思います。 
	 学習指導要領を決めたら 10 年間そのまま、教科書を決めたら３年間そのままとか、そういう

発想ではなくて、緩やかに変わる余地を地方ごとに残しておくとか、学校ごとに創意工夫して

いいというふうにする必要があると思います。現実から離れていることは承知していますので、

厳しい戦いは続くと思っています。 
笹井	 ＩＣＴのＣのコミュニケーションの部分ですが、メディアリテラシー教育の概念として、

単方向のメディアであるテレビとかラジオではなくて、スマホ上でメディア・コミュニケーシ

ョンをみんながやっていく時に、そこのコミュニケーションがいいものになるようなリテラシ

ーをメディアリテラシーの概念に包含して考えると、やっぱりその発信するということが教育

の中身として大事だと思うのですね、メディアプロダクションというのでしょうか。そういう

教育がすごく大事だと思っています。たとえば、フェイスブックで写真を載せてコメントを書

くというのもある種の発信ですが、そういう方向性がいけないことを教えるというよりも、か

えって有効じゃないかと思うのですがその辺はどうお考えですか。 
藤川	 大賛成です。テレビをやっていた時代でも、メディアリテラシーというのは送り手の側

と受け手の側の両方から見るということは常に言われていて、番組をつくってみることによっ

て、受け手としても賢くなれるんだという議論が多く、番組づくりというのはやっているんで

すよね。ネットはまさにそうで、一方的に受けるというのはほぼ意味がなくてどんどん出して

いくということもありますよね。テレビの時代のメディアリテラシーの財産だけではやってい

けないところがあって、これからつくっていくということが必要かもしれません。単にクリテ

ィカルシンキングだけではないですよね。場のルールをどうつくっていくのか、問題がある人

をどうやって排除していくのか、いろんなノウハウが必要になります。トラブルも多いでしょ

うし。その中でどうやってネット上でいいコミュニティをつくっていくかというのは、スキル

としてあるはずです。こうだ、ということがまだ、はっきりしていない。そこはもっともっと

研究し、教育に生かしていかなければいけないと思います。 
立田	 どうもありがとうございました。 

 
 

 
 

  



 

 

 

 

 

 

 

第 33 部    

  

家庭教育支援と地域社会の役割  
  



 

第１章	 家庭教育の動向と課題	 

服部英二（国立中央青少年交流の家） 
大幡奈津（国立教育政策研究所） 

	 

１．調査の目的	 

今日の家庭教育や子育ての実態、親・保護者の意識、家庭教育に関する学習ニーズなどを把

握し、それらを踏まえた家庭教育支援策の今後の在り方を検討するための基礎資料を得る。	 

	 

２．調査対象	 

乳幼児から高校生までの子どもがいる保護者・親を対象に全国的なアンケート調査	 

（保護者・親の年齢は 25歳から 64歳まで）	 	 

子どもの発達段階ごとの保護者・親の子どもとの関わり方を把握・分析するため、次のよう

な類型別に抽出した全国１０００名	 

乳幼児がいる保護者・親（母親・父親）各２５０名	 男女同数	 

小学生がいる保護者・親（母親・父親）	 	 	 	 〃	 

中学生がいる保護者・親（母親・父親）	 	 	 	 〃	 

高校生がいる保護者・親（母親・父親）	 	 	 	 〃	 

併せて	 ひとり親家庭の実態や課題を把握・分析するため、別途アンケート調査	 

ひとり親家庭の保護者・親（シングルマザー、シングルファザー）２００名	 

	 

３．調査方法	 	 

業者委託によるインターネット調査	 

	 

４．調査時期	 	 

平成 23年 11月 20日～24日（調査実施・回収）	 

	 

５．主な調査項目	 

（１）家庭教育をめぐる生活実態	 

（親子の触れ合い、手伝い、メディア視聴、家事分担、大人の自立度、親になる前の育児

経験、親相互の役割分担	 など）	 

（２）親・保護者の価値観、家庭教育に対する親の意識、捉え方、考え方	 

	 （子育て環境への認識、子どもに身に付けさせたい資質や能力、家庭・学校・地域社会の

役割分担、心がけ留意していること、子育てへのイメージ	 など）	 

（３）家庭・学校・地域の連携状況	 

（地域の子どもとの関わり、子どもの「社会化」への援助実態、家庭・学校・地域の役割

分担についての認識	 など）	 

（４）家庭教育や子育ての悩み等に対する解決方法	 

（育児不安の有無と内容、相談相手、相談機会の利用経験、役に立ったかどうかなど）	 

（５）家庭教育の支援に対する要望や意見	 

（家庭教育の学習機会への参加状況、学習活動の阻害要因、学習ニーズ、支援策への要望



 

など）	 

６．その他	 

	 本調査は、国立教育政策研究所がプロジェクト研究（平成 22 年度～24 年度）として実施し

た「生涯学習の学習需要の実態とその長期的変化に関する調査研究」の一環として行ったも

のである。	 

	 今回の調査は、家庭教育の支援の今後の在り方を検討するため、家庭教育をめぐる実態や保

護者・親の学習ニーズなどを調査分析するため行ったものである。特に子どもの発達段階に応

じた親の学習支援策を検討するため、予め子どもの学齢期などに応じた類型毎のタイプ別に調

査対象者を抽出し、調査を行った。	 

また、併せて家庭教育を行う上で特に困難を抱えていると思われる「ひとり親家庭」の実態

や課題などを把握するため、特にシングルマザー、シングルファーザーを抽出し、別途調査行

った。	 

その結果については、本来は詳細な分析が必要と思われるが、ここでは他と比較を試みるこ

とで、「ひとり親」の特徴も明らかになると考え、「ひとり親」を便宜上一つのタイプとして捉

え、特徴的なものを他と比較検証しつつ整理してみた。なおサンプル数が限られるため、「ひと

り親」については子どもの学齢期毎タイプ分けの分析は行っていない。	 	 	 

今回アンケート調査では比較を行うため、原則として「ひとり親」を対象としたものもほぼ

同一の質問肢を用いている。以下、本文の文中の括弧書きの数値は特に明示がなければ「ひと

り親」の数値を示している。	 

	 

【家庭教育に関する親の意識、考え方】	 

（家庭教育への自信、子育て環境への捉え方、日頃心がけている事柄）	 

Ｑ６．家庭教育についての自信（うまくいっているかどうか）	 

子どもを持つ親のうち、家庭での子どもに対する教育が「だいたいうまくいっている」と回

答したものが 60.6（61.0）％と も高く、「うまくいっている」と答えたものも 17.2（18.0）％

に上っている。なお、ひとり親についても、ほぼ同様な傾向の回答結果である。	 

子どもの学校段階別の親のタイプ別で見ると、中学生を持つ親では「あまりうまくいってい

ない」22.0％、「うまくいっていない」4.0％、高校性を持つ親「うまくいっていない」5.2％、

「あまりうまくいってない」15.6％となっており、思春期の子どもを持つ親の戸惑いがうかが

える。	 



 

	 

Ｑ７．自分の育った当時と現代の子育て環境との違い（認識）	 

現在の幼い子ども達は、あなたの子どもの頃と比べて恵まれているかどうかを聞いたところ、

「恵まれている」31.5(30.0)％、「どちらかと言えば恵まれている」48.4(45.0)％と回答、ほと

んどの親が恵まれていると認識している。	 

	 
	 

Ｑ８．恵まれていると考える理由（複数回答 3つ以内）	 

具体的に、「どのような点が恵まれているかどうか」について聞いた（複数回答 3つ以内）と

ころ、「食べものや服などモノが豊かにある」と答えたものが 70.3（80.0）%、「テレビや音楽

プレーヤーなどの発達で身近に色んなものに触れられる」40.8（47.3）％となっている。	 

子どもの発達段階別で見てみると、乳幼児を持つ親は、「保健・医療に関する体制が発達して

いる」44.2％、「楽しく遊べる施設や様々な玩具、絵本などが充実している」43.2%と答えた割

合が、他と比べて比較的高いなど特徴的な傾向がみられる。	 



 

	 

Ｑ９．恵まれていないと考える理由（複数回答 3つ以内）	 

逆に「どのような点が恵まれていないと思いますか」（複数回答3つ以内）との問いに対して

は、「危険なものが増え、のびのびと遊べる場所が少ない」57.4（62.2）％、「森や川など自然

と触れ合える場が少ない」52.2（48.6）％が上位を占めている。	 

	 
	 

Ｑ10.	 乳幼児期に特に心がけたこと、心がけていること（複数回答 3つ以内）	 



 

「『ありがとう』『ごめんなさい』を言えるようにする」との回答が 多。また、「乳幼児」、

中学生、高校生の子どもを親は「一緒にすごし話し相手になる」を挙げ、「小学生」を持つ親は

「周りの人にあいさつをできるようにする」を挙げた。	 

	 

	 

	 

【家庭教育をめぐる家庭での生活実態】（親と子のふれあい、手伝い、メディア視聴の状況）	 

Ｑ11.	 親子のコミュニケーション	 

	 全体では「よく話しあう」「時々話し合う」を合わせると 88.0（86.2）%であり、大半の親は

話し合っている。しかし約１割の親はコミュニケーションが取れていない。学校段階別では、

小学生を持つ親など子どもが小さいほどコミュニケーションがとれている傾向が読み取れる。	 



 

	 

	 

Ｑ12.	 コミュニケーションの内容	 

	 全体として割合が高いのは「学校や先生のこと」71.2（73.1）%、「子どもの友達のこと」65.6

（75.6）%、「成績や勉強のこと」57.0（50.0）%、「テレビや映画などの話題」49.1（55.1）％

となっている。また、ひとり親は「将来の生き方や進路のこと」を話し合っているものが49.4％

となっており、両親がいる家庭の 44.5％と比べても高い数値となっている。	 

次に学校段階でみると、小学生を持つ親は「子どもの友達のこと」77.8%、「学校や先生のこ

と」74.8％で、中学生は「成績や勉強のこと」68.3%、「学校や先生のこと」67.9％、高校生を

持つ親は「学校や先生のこと」70.8％「将来の行き方や進路のこと」60.8%が比較的高いといっ

た内容となっている。	 



 

	 

	 

Ｑ13.	 話をしない理由（「あまり」「ほとんど」話をしない人のみに	 複数回答）	 

	 全体としては も割合が高いのは「話す時間がないから」40.7(69.6)%、次が「話かけてもう

るさがられるだけだから」38.4（21.7）%である。	 

	 ひとり親家庭では、「話す時間がないから」が 7割、「話さなくとも子どものことは分かって

いるから」との回答も 17.4%となっている。「ひとり親」家庭の余裕が持てない生活の実態が垣

間見える結果となっている。	 

次に、ひとり親を除く１０００サンプルの親について、子どもの学校段階別に見てみると、

「話す時間がないから」小学生 55.0%、「話かけてもうるさがられるだけだから」中学生 41.4%、

高校 45.9%が比較的高い。「子どもの考え方がよく理解できないから」が中高生では約 2割存在

しており、この時期の子ども理解の支援が求められるのではと考えられる。	 



 

	 
	 

Ｑ14.およびＱ15.	 	 お手伝いの頻度や種類	 	 

全体では「ほぼ毎日」させているが31.2%と も割合が高く、次が「週２～3回」の 25.0%で

ある。過半数の親が週 2回以上させている。学校段階別では小学生の割合が も高い。	 

	 お手伝いさせているもので、 も割合が高いのは「食事の片付け等」80.6%、次が｢子供部屋

や身の回りの整理整頓｣54.6%など比較的簡易なものとなっている。「小さい子の面倒等」14.5％、

「お年寄りの介護や世話」2.6％、「家業の手助け等」2.4％などはかなり少ない実態となってい

る。	 

「ひとり親」については、「ほぼ毎日」させているが 42.0%で、両親がいる家庭と比べても割合

が高く、次が「週２～3回」の 22.0%である。種類は「食事の片付け等」75.6%、｢子供部屋や身

の回りの整理整頓｣48.8%が多い傾向は両親がいる家庭と同じであるが、「お風呂洗いや洗面所等

の手入れや清掃」38.1％、「ゴミの整理や分別、ゴミ出し」30.6％、「買い物やお使い」29.4％、

「洗濯の手伝い、洗濯物のアイロンがけ」が29.4％と、両親のいる家庭と比較すると万遍なく

手伝いが行われており、子どもも家事に比較的協力している傾向が見うけられる。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 



 

	 

	 

＜Ｑ１４＞	 

	 

	 

＜Ｑ１５＞	 

	 



 

	 

	 

	 

Ｑ16.	 テレビ（ビデオ含む）視聴時間	 

	 全体ではテレビ（ビデオ含む）視聴時間は「１～2 時間」34.5（34.0）%の割合が も高く、

次が「２～３時間」30.6（32.5）%である。ただし全体で 3時間以上が 14.6（16.5）%を占める。

また、乳幼児のテレビ視聴が 18.8%に達している点は問題があると思われる。	 

「ひとり親」について 3時間以上が 16.5％を占めていることは、両親がいる家庭より多い実態

となっている。	 

	 

	 

Ｑ17.	 テレビゲーム・ケータイとの接触時間	 

	 全体としては乳幼児を持つ親のサンプル数も含まれ、その割合 69.6%が高いこともあり「全

くしない」25.9%が も率が高い。2時間以上は全体で 8.3%であるが、高校生で 15.6%の割合と

なっている点は特に留意が必要と思われる。	 

「ひとり親」については、テレビゲームや・ケータイと接触時間を見てみると、サンプル数

の問題もあると思われるが、多いのは「30分～1時間未満」が 24.5％となっており、全体とし

てはそれほど突出しているわけではない。しかしながら、2時間以上は 16.0％で、両親がいる

家庭 8.3%の倍以上の数値となっている。また「わからない」と答えたものも 3.5％と倍以上に

なっており、対応に苦慮している家庭があることが伺え、「ひとり親」家庭についての二極化の

傾向が見られると思われる。	 



 

	 

	 

Ｑ18.	 テレビやゲームに関するルール	 

	 全体としては も割合が高いのは「特に決めていないが気がついた時に注意している」29.7

（34.0）%である。小学生では「決めて守らせている」40.8%が も割合が高い。	 

	 



 

	 

Ｑ19.	 親子での一緒の活動	 

	 全体としては「いつもしている」「時々している」を合わせて割合が高いのは「買い物やショ

ッピング」76.9（78.0）%、次が「親子一緒の旅行ドライブ等」70.9(59.5)%、「家の中でのテレ

ビゲーム・ビデオ等」63.2(61.0)%である。	 

また、「ひとり親」については、「書き取りや算数、学校の宿題などの勉強」は45.7％となっ

ているほか「コンサートや映画館に出向く、演劇などの鑑賞」も 41.5％、「ケーキやお菓子づ

くり、親子での料理」は 41.0％となっており、両親がいる家庭の各々44.5％、35.2％、36.3％

と比べていずれも高い数値となっている。普段の生活を通じて親子での一緒の活動に留意して

取り組んでいる実態が推測される。	 

また、ひとり親家庭を除いた数値ではあるが、「学校の宿題などの勉強」ついて、学齢期別に

見てみると、小学生を持つ親では、78.8％が一緒に行っていると回答しており、家庭での学習

が大きな比率を示していることも特筆される。	 

なお、「自然体験や親子でのキャンプ」は 15.7％、「プールや体育館等の活動」は 11.5%とな

っており、全体としては、受動的で身近で取り組みやすいものや消費的ものが主流を占め、能

動的なものは比較的少ない傾向がみられる。	 

ひとり親家庭の実態について、ここまでの調査結果から見えたことを概括的にまとめてみる

と、ひとり親家庭の保護者や親が、一般的に家庭生活に余裕がない状況にあり限られた時間を

やり繰りしながら、子どもとの対話や親子のふれあいに努めるとともに、家庭で子どもと協力

しつつ、その自立を願って働きかけている様子が伺える。	 

また、メディア視聴については、調査結果からは全体としては概ね留意がなされているが、

視聴時間が長いものなど子どもに任せきりな家庭の実態も一部見受けられる。ひとり親につい

て困難を抱えつつ対応がある程度されているものと、不十分な状態のままにあるものとの二極

化が進みつつあるということが推測される。	 

	 

	 

全体（ひとり親を除く） 



 

	 

	 

	 

	 

	 

【保護者の価値観、家庭教育に対する捉え方】	 

（子ども達に身に付けさせたい資質や能力、家庭・学校・地域社会の役割分担、心がけている

こと、子育てへのイメージ）	 

Ｑ21.	 子ども達に身に付けさせたい資質や能力	 

	 「これからの社会を生きていく子どもたちに必要であると思われる資質や能力」を親に聞い

たところ、「とても必要である」と回答した割合は、「他者への思いやりやいたわりの心」72.8

（65.0）％、「ルールや善悪の価値判断」71.3（64.5）％、「健康や体力」70.8（64.5）％、「道

徳心や公共心、礼儀マナー」68.8（60.0）％が上位を占めた。ひとり親家庭についても全体的

に両親がいる家庭より割合は下がるもののほぼ同様な傾向を示した。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

ひとり親 



 

	 

	 

	 

	 

Ｑ22.	 身に付けさせたい資質や能力を担う責任役割が一義的にあると思われるもの	 

	 問 21で「とても必要である」「まあ必要である」と回答した者に、「それらの資質や能力を、

家庭・学校・地域社会の中で特にどこで身に付けさせるべきか」を聞いたところ、主として家

庭と答えたもので割合の多いものは、「基本的な生活習慣」94.3（93.5）％、「ルールや価値判

断」70.0（61.9）%、「他者への思いやりやいたわりの心」69.2（61.1）％である。また、「健康

や体力」69.0（69.1）％、「ストレスに対応できる自己コントロール力、克己心」68.4（71.4）％

も高い比率を示した。	 

	 ひとり親についても大きな傾向に変わりはないものの、両親がいる家庭より「自己コントロ

ールや克己心」、「健康と体力」が上位を占め、より子どもの自立を促す項目などが高い比率を

示した。	 

	 学校が役割を担うべきと答えたもので多いものは、「読み・書き・計算などの知識や学力」84.7

（80.4）％、「外国語のスキルや素養」82.2（79.1）％となっている。	 

地域社会の役割については、「日本の伝統や文化を尊重する心」40.5（44.9）％、「多様な人々

とのコミュニケーションを図る力、協調性」39.6（39.0）％、「社会の変化に柔軟に対応する力」

36.2（43.0）％となっており、こうした面で、親は地域社会に期待していることが読み取れる。	 

	 

	 

	 

全体（ひとり親を除く） 



 

	 

	 

	 

	 

全体（ひとり親を除く） 



 

	 

	 

	 

Ｑ23.	 自分の子どもに身についていない、足りないと思われるもの(複数回答	 3つ以内)	 

	 実際に身についていない、足りないと思われるものを 3つ以内で聞いたところ、割合が比較

的高いものは、「外国語のスキルや素養」27.6（26.5）%、「自分で課題を見つけ、考えることが

できる力や探究心」26.2（27.5）％、「将来設計を立て計画を実行していける力」22.0（24.5）％

となっている。「ひとり親」の特徴としては、「学ぶ意欲や姿勢」が 21.5％で両親がいる家庭の

15.3％を大きく上回り、探究心や実行力などの高さとも相俟って子どもの自立への期待が強い

傾向がうかがえる。	 

ひとり親 



 

	 
	 

Ｑ24.	 家庭の教育力の低下との意見についての考え	 

	 「全くそのとおりだと思う」「ある程度そう思う」と答えた親は、73.8（75.0）％となってお

り、「どちらともいえない」と答えた割合は 21.4（20.5）％である。	 

	 

Ｑ25.	 家庭の教育力の低下した理由	 

	 家庭の教育力が低下していると思われる理由を聞いたところ、理由の中で比較的割合が高い

ものは、「過保護や甘やかしすぎ、過干渉」87.3（85.3）％、「子どものしつけや教育の仕方が

分からない親の増加」86.7（90.0）％、「しつけや教育に自信を持てない親の増加」77.8（82.7）％



 

となっている。	 

	 

	 

	 

Ｑ26.	 家庭で普段から気をつけていること（子どもに言い聞かせたり伝えたりしている）	 

	 	 家庭で普段から子どもに言い聞かせたり伝えたりしていることを聞いたところ、「いつもして

いる」「時々している」ものを足した割合で高いものは、「挨拶、規則正しい食生活、整理整頓

などの基本的な生活習慣」93.4（88.5）％、「他人に迷惑をかけない」90.5（90.5）％、「時間

や約束を守る」88.2（85.5）%、「お金や物の大切さ」86.5（85.5）％となっている。	 

また、一方「あまりしていない」「していない」ものを足した割合で高いものは、「地域の行

事やボランティア活動に参加する」64.0（64.0）％、「何事にも冷静に対処する」47.0（42.0）％、

「家族や社会の一員としての役割を自覚する」38.2（32.5）％となっている。	 

全体（ひとり親を除く） 



 

	 

	 

Ｑ28.	 子育てへの親の負担感やイメージ	 

	 子どもを育てることについて、「楽しさや喜び」を「とても感じる」親が 58.1（52.0）％、「生

きがいややりがい」45.0（45.5）％いる反面、「負担や手間」と感じているものも 14.5（13.0）％

となっている。	 

特に乳幼児を持つ親については「とても感じる」「やや感じる」を足した割合でみると、「負

担や手間」が 69.6％、「苦しみや辛さ」が 53.2％に上っている。	 

	 

	 	 



 

	 

	 

家庭教育に対する捉え方や保護者の価値観について、ひとり親家庭の親の考えを探ってみる

と、調査結果からは、全体として期待される役割などを踏まえ家庭教育について努力している

傾向が読み取れる。	 

また一方、家庭の教育力の低下の理由に、「しつけや教育の仕方が分からない、自信を持てな

い親の増加」と答えている割合が多く、ひとり親自身が置かれている厳しい状況の中で、家庭

教育の対応に苦慮している姿を反映した結果ともなっている。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

ひとり親 



 

【家庭内における協力状況】（ひとり親は除く）	 

Ｑ29.	 配偶者との話し合いの実態	 

	 「よく話し合う」「時々話し合う」合わせて 80.7％が話し合っている。ただし、学校段階別

でみると、「あまり話し合わない」「ほとんど話し合わない」割合は中学生を持つ親 20.4％、高

校生 24.8％と、子どもの年齢が高くなるほど話し合わない傾向が強まる。	 

	 

	 	 



 

Ｑ30.	 子どものしつけについての夫婦の役割（性別役割分業観）	 

	 「両方同じ程度の役割」と答えたものが 67.2％、「どちらかと言えば母親の役割」、「主とし

て母親の役割」としたものが 24.4%となっている。	 

	 
	 

Ｑ31.	 家庭内での家事分担、大人の自立度	 

	 「いつもしている」と答えたもので「ゴミの整理や分別、ゴミだし」は 53.6％、「炊事や食

事の支度」は 51.0％となっている。	 

	 

	 



 

	 

【地域の子どもとの関わり】（子どもの社会化への大人の働きかけ）	 

Ｑ32.	 地域の子ども達に普段していること	 

	 	 地域の子どもたちにふだんしていることは、「道であった時に声をかける」61.8（64.5）％、

「分からないこと等を教える」46.5（57.0）％、「悪いことをしたので叱ったり注意する」46.3

（57.0）％となっている。また、「良いことをしたので、ほめたりごほうびをあげる」は43.1

（51.5）％、「子どもが自分の家に入れなかったので家に入れてあげる」28.3（37.5）％とな

っている。	 

ひとり親の保護者の割合がいずれも上回っており、地域の子ども達に積極的に関わろうと

している状況が、結果から読み取れる。	 	 

	 

	 

	 

	 

	 	 

全体（ひとり親を除く） 



 

	 

	 

Ｑ33.	 地域における活動への参加状況、子どもとの交流実態	 

（「いつもしている」と「時々している」の合計）	 

親の地域における様々な活動への参加状況などを聞いたところ、「地域の祭りやイベントに親

子で参加する」は「している」ものが 49.9（47.5）%、「子ども会活動、PTA 活動に参加する」

42.4(48.5)％、「地域で子どもを持つ保護者同士で情報交換する」31.6（33.5）％となっている。

しかし、「全くしていない」ものの割合を見てみると「子育てサークルや悩み相談グループの運

営に参加する」66.6（59.5）％、「子ども達にスポーツ・文化活動などの指導をする」66.6（55.0）％

となっている。	 

「ひとり親」についても地域で遜色のない活動を行っている実態となっている。	 

	 

ひとり親 



 

	 

【親になる前の育児経験や親になる前の準備学習の実態】	 

Ｑ34.	 親になる前の小さな子どもとのふれあいや育児経験	 	 

親になる前の小さな子どもの世話の仕方の経験などを聞いたところ、「親戚や知人の小さい子

ども達の世話をした」経験は 44.6（41.0）％、「弟や妹の世話をした」ものは 32.3（26.0）％

であるが、保育園などでの託児の実習は 8.0（6.5）％である。	 

	 一方、「親や親戚から教えてもらった」は 55.4（55.0）％、「育児のガイドブックや本を読ん

だ」は 54.5（51.0）％となっており、実際に小さな子ども達に直接的に触れる機会は少ない状

況にある。	 

	 

Ｑ35.	 その他、親になる前の育児経験	 

	 その他、親になる前の小さな子どもの世話の仕方の経験を聞いたところ、94.9（92.5）％が

していないと答えている。	 

	 



 

	 

Ｑ36.	 親になる前や結婚するまでの家庭教育の講座受講の有無	 

	 親になる前や結婚するまでの家庭教育の講座受講の有無について聞いたところ、79.5

（84.5）％が受けていないと回答している。	 

	 

	 

Ｑ37.	 受けた講座が役立ったかどうか	 

	 講座を受けたことがある者に、その講座が役立ったかどうかを聞いたところ、「役に立った」

と回答した者は 78.5（83.9）％、「役立たなかった」とした者は 16.1（9.7）％となっている。	 

	 

	 	 

	 



 

【家庭教育や子育てへの悩み、悩みの解決方法】	 

Ｑ38.	 家庭教育や子育てのことで不安に思ったり悩んだりしたこと	 

	 家庭教育や子育てのことで不安に思ったり悩んだりしたことのある親は 60.4（61.0）％、男

女別だと男性が 51.3％、女性の 69.7 が悩みを抱えていることが分かる。	 

	 

	 

Ｑ39.	 具体的な悩みの内容（複数回答）	 

	 具体的な悩みの内容を聞いたところ、「遊びや友人関係など子どもの集団生活に関すること」

50.8（53.3）％、「子どもの身体の発育・発達に関すること」48.0（39.3）％、「子どもの健康・

医療に関すること」45.4（43.4）％、「子どもの成績や勉強、学力に関すること」42.4（43.4）％、

「進路や就職、将来の生き方に関すること」42.2（50.8）が比較的高い数値を示している。	 

	 「ひとり親」の傾向について見てみると、悩みについての順位は、友人関係・集団生活、生

き方、成績や学力、発育・発達の順となっている。また、特徴的な悩みとしては、「子育てに関

する経済的な負担や教育費に関すること」37.7％、「学校等でのいじめ不登校・不登園に関する

こと」36.1％、「ケータイやインターネットの利用や関わり方に関すること」34.4％、「仕事と

子育て、家庭生活に両立に関すること」33.6％、「自分の将来設計に関すること」32.8％と、他

と比べてその割合が 10ポイント以上も高い。また、「反抗や甘え、依存など親子関係に関する

こと」も 32.0％となっている。こうした結果からは、ひとり親家庭が抱える経済的な問題など

厳しい状況がうかがえる。また不登校やメディア接触など現代の子どもの育ちをめぐる課題な

どについてのひとり親ならではの不安を表す数値にもなっている。	 

	 具体的な悩みについて、学齢期ごとの親のタイプ別で見てみると、乳幼児の子どもを持つ親

は「子どもの身体の発育・発達」が52.2％「子どもの健康・医療」が51.0％と心身の発達や健

康面の項目が高く、小学生を持つ親は、「遊びや友人関係など子どもの集団生活」60.7％、「子

どもの身体の発育・発達」54.0％となっている。	 

また中学生の親は「子どもの成績や勉強、学力」が 61.7％、「進路や就職、将来の生き方に

関すること」56.5％、高校生は、「成績や勉強」が 57.3％、「進路や就職」が 61.5％となってい

る。	 

なお、その他にも子どもの発達段階に応じて、親の関心事に変化が見られ、乳幼児期の子ど

もを持つ親は、「子どもへの接し方や養育態度」37.6％「基本的な生活習慣や生活リズム」35.0％



 

と高く、高校生では「携帯電話やインターネット利用」が42.7％と他の時期と比べて特徴的な

傾向を示している。	 

	 

Ｑ40.	 育児不安や悩みの解決策や対処方法	 

育児不安への対処方法は、「夫婦で話し合った」84.9％「親や親せきに相談」42.0（46.0）％

と「子どもを介して親しくなった友人に相談」36.7(33.0)％など身近な人たちに頼る傾向が見

られる。また、「学校、幼稚園の先生、保育所の保育士などの相談した」38.6(41.0)％も比較的

高い割合を示している。その一方で、「インターネットの利用」52.0（45.5）％「本や雑誌など

関連情報」45.4(40.5)％と間接情報の利用もなされている実態となっている。	 

それに反して「行政の家庭教育相談」の利用者は 8.8(8.5)％、「子育てサポーター、ボラン

ティアのアドバイス」5.4(7.0)％、「電話やメールでの子育て相談サービスの利用」も

3.5(6.5)％、「家庭教育学級、講座の受講」7.3（5.5）％と家庭教育支援のための利用は必ずし

も多くない。また、「民間の家庭教育相談」の利用者も 3.3(4.5)％に留まっている。	 

なお、ひとり親については、「子育てサポーター、ボランティアのアドバイス」の利用がわず

かであるが、全体より上回っている。	 



 

	 

	 

Ｑ41.	 育児不安等への解決策の効果	 

	 育児不安への対処方法が実際に役立ったかどうかを聞いたところ、「夫婦間で話し合った」

89.8％を除くと、「子どもを介して親しくなった友人に相談」92.6(90.9)％、「学生時代の友人

や幼なじみの知人に相談」87.3(78.8)％、「職場の同僚や先輩に相談」83.7(85.5)％などの個人

の日頃の付き合いによるネットワークなど身近な人からの支援が役立っていると答えている。	 

また対処方法としては回答が少なかったが、「近所の人に相談」が 90.8(90.9)％と役立って

いると評価している割合が高く、さらに「家庭教育学級や講座の受講」80.6(84.2)％や「子育

てサークル等の参加」84.9(63.7)％について役立っていると答えた親も多く、広く子育ての輪

を地域で広げたり、家庭相互のつながりづくりを促進するなどの家庭教育支援の取組の必要性

が伺える。なお、「医師や専門のカウンセラーに相談」83.0（75.0）％、「学校、幼稚園の先生、

保育所の保育士への相談」83.4（70.7）％となっている。	 

今後、孤立化する家庭の実態などを踏まえ、地域における親同士が相互に交流する機会の充

や学び合いを通じたつながりづくり、ネットワークを広げる取組などが重要のように思われる。	 



 

	 

	 

【家庭教育支援策についての要望】	 

Ｑ42.	 親の学習ニーズ（学んでみたい内容）（複数回答）	 

家庭教育について学んでみたい内容を聞いたところ、「子どもの進路や就職、将来」30.5

（36.0）％、「健康・医療」28.5（27.0）％、「ストレスや心の病に関すること」23.3（28.0）％

「成績や勉強、学力」26.3（24.0）％となっている。	 

なお、ひとり親については、「ストレスや心の病」が両親のいる家庭より割合が若干高い。ま

た、ひとり親について、両親のいる家庭と比較すると「青少年の問題行動」、「ケータイやイン

ターネットの利用」、「いじめや不登校」など切実なテーマについての学習ニーズが少し高い傾

向が見られる。	 

親のタイプ別で見ると、乳幼児を持つ親の学習ニーズは「健康・医療」43.2％、「身体の発育・

発達」41.2％、「子どもの知的発達」40.0％、小学生は「遊びや友人関係、集団生活」29.6％、

「健康・医療」26.4％、「進路や就職、将来の生き方」26.0％となっている。	 

中学生の子どもを持つ親は「進路や就職、将来の生き方」38.4％、「成績や勉強、学力」36.0％

「健康・医療」22.8％への関心が高く、高校生を持つ親については「進路や就職、将来の生き

方」40.0％、「成績や勉強、学力」28.0％、「ストレスや心の病」24.4％という順になっている。

親の不安と学習ニーズとはある程度重なっており、子どもの発達段階毎に合わせて学習ニーズ

も変化している。	 



 

	 

	 

Ｑ43.	 家庭教育の学習についての阻害要因（問題や不都合）	 

	 家庭教育についての学習を始めようとするとき、あるいは学習を行っていく上での問題や不

都合を聞いたところ、「経費のやりくりが大変」42.4（51.0）％、「時間のやりくりが大変」29.6

（46.0）％、「学習のきっかけがつかみにくい」20.2（21.5）％、「身近に学習する機会がない」

19.8（23.0）％、「学習機会に関する情報が得にくい」19.0(22.0)％の順となっている。なお、

「問題や不都合を感じていない」と答えている親も 25.９(24.5)％となっている。ひとり親家

庭について見てみると、経費や時間の点で、両親のいる家庭と比べて大きく、不都合を感じて

いる比率が高い。また、学習機会のきっかけや関連情報が届いていない実態も伺える結果とな

っている。	 



 

	 

	 

Ｑ44.	 家庭教育支援のための行政への要望（広く家庭基盤の充実策も含めて）	 

	 家庭教育支援のために、行政がどのような方策を講じる必要があるかどうかを聞いたところ、

「大いに充実すべき」「少し充実すべき」を合わせて、行政に期待するものの割合が多いものは、

「小児医療の体制整備」88.4（84.5）％「教育費の負担軽減」87.1（89.0）％、「安全安心な遊

び場の整備」85.3（84.0）％である。	 

	 ひとり親に特徴なものとしては、「職業と子育ての両立のための企業などへの協力要請」

86.5％、「家庭教育に関する休暇制度の導入」83.5％が高い割合を占めている。	 

	 また一方、「充実する必要のない」ものとして、「冊子やパンフレットの作成・配布」

13.1(12.0)％「「講座等の学習機会の情報提供」11.3（9.0）％、「乳幼児や幼少児とふれあう機

会の提供」9.1（10.0）、「講座等の学習機会の情報提供」11.3(9.0)％、「専門家やサポーター、

ボランティアによる訪問型（アウトリーチ）の家庭教育支援 10.5（9.0）％いう回答も得られ

た。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 



 

	 

	 

	 

	 

	 

全体（ひとり親を除く） 



 

	 

	 



 

	 

	 



 

	 

	 

	 

ひとり親 



 

【家庭教育関連の用語についての認知度】（家庭教育支援策等への関心の度合い）	 

Ｑ54.	 用語についての認知	 

	 家庭教育に関連する用語についての認知度を聞いたところ、「内容まで理解している」と回答

があったもので割合が大きいものは「児童虐待」76.3（80.0）％、「読み聞かせ」67.1（64.0）％

である。一方、「知らない」については、「早寝早起き朝ごはん」31.3（25.0）％、「幼保一元化」

28.1（33.5）％となっている。	 

	 

	 

【不登校等についての実態や親の意識】（ひとり親は除く）	 

Ｑ55.	 子どもの不登校の実態	 

	 高校生で、現在「登校していない」と回答があったものは 7.2％、中学生で 1.2％である。	 

	 

	 



 

Ｑ56.	 不登校の期間	 

不登校の期間については、高校生を持つ親が３年以上と答えたものが 15％となっている。	 

	 

	 

	 

	 

Ｑ57.	 不登校・不登園についての意識	 

	 親に対して、「子どもが学校や幼稚園等に行きたがらないことがあるかどうか」を聞いたとこ

ろ、全体として「はい」と答えた者が 3.8%、「どちらかというとはい」は6.7%である。また、

学校段階別では「はい」は中学 5.2%、乳幼児 4.4%が比較的高い。	 

	 

	 



 

Ｑ58.	 家庭教育に関係して不登校・不登園についての自由記述から	 

	 少し気になった意見として「ただのサボリ」「わがまま」「いじめが原因」といった意見の他

に、「今の乳幼児の時期だけで終わって欲しい」という早期化、「いつ不登校になってもおかし

くない、明日は我が身」という一般化、「地域社会全体で家庭教育を行えば減る」といった意見

がみられた。	 

＜注＞	 

Ｑ20.	 親子で一緒に行っている活動（自由記述）	 

Ｑ27.	 普段から子どもに対して気を付けていること（自由記述）	 

Ｑ45.	 家庭教育への支援策について行政への要望(自由記述)	 

Ｑ58.	 不登校について（自由記述）	 

Ｑ46.～Ｑ53.	 までは「防災教育」に関連した設問	 

 
  



 

第２章	 家庭教育に関する親の意識と考え方	 

小松	 明希子（国立教育政策研究所） 
 
 
	 本章では、家庭教育に関する親の意識と考え方を問題とする。家庭教育については、文部科

学省において、平成 24 年３月に『つながりが創る豊かな家庭教育～親子が元気になる家庭教

育支援を目指して～』として、今後の家庭教育支援の在り方、方策、国及び地方自治体の役割

等について報告がまとめられている。近年の核家族化や都市化による家庭教育を取り巻く環境

の大きな変化というものが、子どもを持つ親の意識や考え方にどのような影響を与えているの

か。このような観点を、家庭教育に対する親の自信や親が育った当時と現代の子育て環境との

違い等の調査結果を踏まえ分析し、現代の親が抱えている家庭教育に対する課題を明らかにし

ていく。 
 
 
第１節	 家庭教育についての自信	 

 
	 現代の親が抱えている家庭教育に対する課題を明らかにする前に、実際に家庭教育について

の自信についてどのような意識を持っているかを見ていく。子供を持つ親に対して、家庭で子

供に対する教育がうまくいっているかをたずね、５区分1で回答してもらった（Ｑ６）。その結

果、家庭で子供に対する教育が「だいたいうまくいっている（60.7%）」と回答した者が も多

く、続いて「うまくいっている（17.3%）」、「あまりうまくいっていない（15.2%）」と続き、「う

まくいっていない（3.3%）」と回答する者が も少なかった（「分からない」は 3.6%）。 
	 男女別でみると、「だいたいうまくいっている（男性 58.3％、女性 63.0%）」が男女ともに

も多く、２番目に多い回答として、男性が「うまくいっている（20.8%）」、女性が「あまりう

まくいってない（17.0%）」と答えている。このことから、女性の方が男性と比べ、家庭教育に

対して自信を持っていない状況であると見受けられる。 
 
	 年代別でみると、５区分で見た場合、どの年代においても、「だいたいうまくいっている」、

「うまくいっている」、「うまくいっていない」の順で回答されているため、３区分2で比較を行

った。その結果、「（家庭教育に）自信がある」と回答した割合は年代が上がるほど低下し（30
代以下 78.6％、50 代以上 75.8％）、「（家庭教育に）自信がない」と回答した割合は年代が上が

るほど上昇する（30 代以下 16.5％、50 代以上 20.3％）という傾向があった。この状況から、

年代が上がるほど家庭教育に自信がなくなってくることがうかがえる。 
 
 
 
 
 

                                                   
1 「５区分」とは、「うまくいっている」、「だいたいうまくいっている」、「あまりうまくいっていない」、「うまくいっていな

い」、「わからない」のこと。 
2 「３区分」とは、「うまくいっている」及び「だいたいうまくいっている」を「（家庭教育に）自信がある」、「あまりうまく

いっていない」及び「うまくいっていない」を「（家庭教育に）自信がない」、「わからない」と再定義したもの。 



 

図 1	 家庭教育への自信（年代比） 

 
 
	 次に、子供の属性別でみると、５区分でみた場合、「高校生」、「小学生」、「乳幼児」を持つ親

については、「だいたいうまくいっている」、「うまくいっている」の順で回答しているが、「中

学生」を持つ親については、「だいたいうまくいっている」の次に、「あまりうまくいっていな

い」を２番目の回答としてあげている。また、３区分で見た場合、「中学生」を持つ親の「自信

がない」という回答する率はその他と比べ も高く、「自信がない」という回答する率はその他

と比べ も低かった。このことより、思春期といわれる「中学生」を子供に持つ親は、家庭教

育について何らか自信がないと考えている者が多いと考えられる。 
 
図 2	 家庭教育への自信（子供比） 

 
 
① 親の不安・悩みとの関係 

 
	 次に、家庭教育に対する自信の有無（Ｑ６）と、親が抱える家庭教育や子育てについての不

安や悩み（Ｑ38）との関係を３区分でみてみる。 
	 家庭教育や子育てについての不安・悩みを持っていると回答したのは、「自信がある層」は

57.6％、「自信がない層」は 74.2%で、家庭教育や子育てに自信を持っていない親の方が家庭教

育や子育てについて不安を持っていることが分かった。 
	 次に不安・悩みの内容をみてみる。アンケートでは 35 種類の回答が用意されていたが（複
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数回答）、「自信がある層」及び「自信がない層」の回答上位 10 項目の内容にあまり差は見ら

れず、どの親も同じような悩みを抱えていることが分かる。しかし、「自信がある層」と「自信

がない層」の回答率に大きな差があった項目が、「子どもの成績や勉強、学力（21.4%の差）」

と「粗暴・飽きっぽい・内気など、子どもの性格・情緒（21.6%の差）」であり、家庭教育に対

する「自信がない層」の方が、このような問題に対して不安や悩みを抱えていると考えらえる。

また、「自信がない層」の８位に、「自信がある層」の回答上位 10 項目には入っていない「ス

トレスや心の病」が入ってきており（「自信がある層」では 15 位、13.7%の差）、このことから

推測するに、子どもの性格や心の状態について、「自信がない層」の親は、特に悩み・不安を感

じていることが予想される。 
 
表 1	 家庭教育に対する自信と親の不安・悩み上位 10 項目（回答者は 35 項目中から

選択） 
 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 

自信がある層 

友だちとの遊

びや友人関係

など子どもの

集団生活 

子どもの身体

の発育・発達 

 

子どもの健

康・医療 

 

子どもの進路

や就職、将来
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② 親子の会話との関係 

 
	 次に、家庭教育に自信をもつ人々の行動に着目してみた。Q11（小学生から高校生までの子

どもがいる親に親子の会話の頻度をきいた）のとの関連を調べてみた結果、家庭教育がうまく

いっていると回答している親の 70.1%は子どもと「よく話し合う」と回答している。しかし、

「うまくいっていない」と回答した者の親子での会話の状況をみると、「よく話し合う」と回答

した者が も多く 28.9%となっている。全体的にみると、親子間でよく話し合いをしている親

子の方が家庭教育がうまくいっていると感じているようだが、親子でよく会話をしていたとし

ても家庭教育に自信を持っていないという親が多いということは、会話を通じてお互いの意見



 

を言い合うことで家庭環境が良くなるとは限らないということを表している。 
 
図 3	 家庭教育に対する自信と親子の会話の状況（小学生・中学生・高校生を持つ親） 

 
 
③ 会話の内容 

 
	 家庭教育に対する自信（Ｑ６）と、親子の会話の内容との関係についてみてみた。「自信があ

る層」も「自信がない層」も共に、「学校や先生のこと」、「子どもの友達のこと」、「成績や勉強

のこと」が上位３位に挙げられ、家庭教育に対する自信との関係性も見られず、どこの家庭に

おいても上記３点の話題については話されているようだ。また、「将来の生き方や進路のこと

（0.3 ポイント差）」と「成績や勉強のこと（0.4 ポイント差）」については、「自信がある層」

と「自信がない層」の回答率に大きな差はなく、家庭内で良く話されている内容であるという

ことができる。しかし、「自信がある層」と「自信がない層」の回答率で差がある内容が何点か

見受けられた。「家族のこと（9.3 ポイント差）」と「旅行や余暇の過ごし方のこと（8.9 ポイン

ト差）」については、「自信がある層」の方が話し合うことが多いという結果が得られた。 
 
	 全体の結果と比較してみると、当該アンケート全体における上位３位の回答は子ども自身の

こと（成績や勉強）や、友達や学校等の子どもを取り巻く環境については、多く家庭内で話さ

れているものの、家族自体のことや家族との時間の共有の仕方については「自信がある層」の

方が良く話している傾向が見られた。 
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第２節	 子育て環境に関する認識の違い	 

 
	 次に、子育て環境に関する認識の違いについて、親の世代がどのような意識を持っているの

かをみていく。子供を持つ親に対して、現在の幼い子どもたち（小学校入学前）は、自分の子

供の頃と比べて恵まれているかとたずねた（Ｑ７）。全体的にみると「どちらかと言えば恵まれ

ている」と回答したものが 47.8%と も高く、次に「恵まれている」と答えたものも 31.2%に

のぼっている。男女別にみても全体結果とほぼ同様な傾向の回答結果となった。年齢別でみる

と、30 代以下と 40 代が「どちらかと言えば恵まれている」を 多、「恵まれている」が２番目

に多く回答しているが、50 代以上の者については「どちらかと言えば恵まれている」と「恵ま

れている」が同数であった。 
 
図 4	 子育て環境に関する認識の違い（親の年代別） 

 
 
① 恵まれている理由 

 
	 Ｑ７で「恵まれている」、「どちらかと言えば恵まれている」と回答した親に、「どのような点

が恵まれているか」を複数回答で答えてもらった。全体的にみると、「食べ物や服などモノが豊

かにある（71.9％）」、「テレビや音楽プレーヤーなどの発達で身近にいろんなものに触れられる

（41.8%）」、「保健・医療に関する体制が発達している（32.3%）」の順で回答が多くなってお

り、 も回答が少なかったのが、「お祭りや地域行事など、子どもや住民同士の交流機会が多い

（3.4%）」であった。また、男女別にみると、回答する男性の割合が多かった回答が、「食べ物

や服などモノが豊かにある」、「周りに左右されず自由にのびのび暮らせる」、「テレビや音楽プ

レーヤーなどの発達で身近にいろんなものに触れられる」、「お祭りや地域行事など、子どもや

住民同士の交流機会が多い」であった。また、回答する女性の割合が多かった回答が、「兄弟や

姉妹が少ないので、十分に面倒が見てもらえる」、「保育所や幼稚園などの整備が進んでいる」、

「育児や幼児教育に関する様々な情報に触れられる」、「保健・医療に関する体制が発達してい

る」、「楽しく遊べる施設や様々な玩具、絵本などが充実している」、「交通網などが発達し、ど

こにでも気軽にいける」であった。 
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表 2	 恵まれていると考える理由（年代別） 

 
 
	 子どもの属性別にみると、乳幼児期の子どもを持つ親は、小学生・中学生・高校生を持つ親

と比較して、「育児や幼児教育に関する様々な情報に触れられる」、「保健・医療に関する体制が

発達している」、「楽しく遊べる施設や様々な玩具、絵本などが充実している」という回答を選

ぶ傾向が高く、逆に、小学生・中学生・高校生の子どもを持つ親は、乳幼児期の子どもを持つ

親と比較して、「交通網などが発達し、どこにでも気軽にいける」、「テレビや音楽プレーヤーな

どの発達で身近にいろんなものに触れられる」という回答を選ぶ傾向が高かった。 
 
② 恵まれていないと考える理由 

	 

	 Q7 で「どちらかと言えば恵まれていない」「恵まれていない」と回答した者に、どのような

点が恵まれていないか、を複数回答で答えてもらった。全体的にみると、「危険なものが増え、

のびのびと遊べる場所が少ない（58.4％）」、「森や川など自然と触れ合う場が少ない（51.4%）」、

「兄弟や姉妹が少ないので、切磋琢磨の機会が少ない、過保護になりがちである（33.5%）」の

順で回答が多くなっており、 も回答が少なかったのが、「保育所や幼稚園などのサービスが十

分でない（3.5%）」であった。男女別にみると、回答する男性の割合が多かった回答が、「兄弟

や姉妹が少ないので、切磋琢磨の機会が少ない、過保護になりがちである」、「お金がかかる」

であった。また、回答する女性の割合が多かった回答が、「忙しくなって、保護者や親自身に心

のゆとりがない」、「面倒を見てくれる人が身近にいない」、「危険なものが増え、のびのびと遊

べる場所が少ない」であった。年代別にみると、年代が上がるごとに「兄弟や姉妹が少ないの
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で、切磋琢磨の機会が少ない、過保護になりがちである」、「森や川など自然と触れ合う場が少

ない」、「子どもの興味を煽るような玩具や有害情報などが氾濫している」と回答する者は増加

している。特に、「森や川などの自然と触れ合う場が少ない」といった自然と触れ合う体験の減

少については、文部科学省の調査1でも言われている。他方、回答する年代が上がるほど回答率

が下がる項目として、「お金がかかる」、「危険なものが増え、のびのびと遊べる場所が少ない」

が挙げられており、若い世代の方が不安を抱えていることがうかがえる。 
 
図 5	 「恵まれていない」という理由 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                   
1 文部科学省	 2010. 「子どもの体験活動の実態に関する調査研究」報告書 
[http://www.niye.go.jp/kanri/upload/editor/62/File/10taiken-06.pdf] 
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第３節	 乳幼児期に心がけたこと	 

 
	 子どもを育てる親に対して、子どもを育てる上で、乳幼児期（小学校入学前）に特に心がけ

たこと（または心がけていること）について、複数回答で答えてもらった（Ｑ10）。 
 
	 全体的にみると、「「ありがとう」や「ごめんなさい」を言えるようにする（53.3％）」、「一緒

に過ごし、話し相手になる（40.8%）」、「周りの人に挨拶をできるようにする（39.5%）」の順

で回答が多くなっており、 も回答が少なかったのが、「美しい音楽を聞かせる、楽器に親しま

せる（9.2%）」であった。 
	 男女別にみると、回答する男性の割合が多かった回答が、「美しい音楽を聞かせる、楽器に親

しませる」「絵を描いたり、工作をする機会を与える」、「一緒に過ごし、話し相手になる」、「草

花や生き物と触れ合わせたり、野原や川など自然と親しませる」、「スイミングスクールや音楽

教室など習い事に通わせる」であった。また、回答する女性の割合が多かった回答が、「絵本や

物語を読み聞かせる」、「近くの子どもなど色々な人と遊ばせる」、「「ありがとう」や「ごめんな

さい」を言えるようにする」、「周りの人に挨拶をできるようにする」、「一人で着替えやトイレ

などに行けるようにする」、「規則正しい生活を習慣づけるようにする」であった。年代別にみ

ると、どの年代においても、「「ありがとう」や「ごめんなさい」を言えるようにする」、「周り

の人にあいさつをできるようにする」、「一緒に過ごし話し相手になる」の３項目が上位３位に

入っている。 
	 「その他」と回答した者の自由記述をみると、「自主性を重んじる」、「お手伝いをさせてお礼

を言う／ほめる。ただし物品は与えない」、「テレビをあまり見せない」、「英語を聞かせた」、「可

能な限り本物に触れさせた」、「感情的に叱らずに、していいこと、悪いことをきちんと説明し

て言い聞かせる」、「気配りを教える」、「子どもの発想を大切にする」、「上記の子とほぼ全て」、

「特にできなかった」、「特に何もしていない」、「勉強する習慣をつける」、「遊ぶ」があった。 
	 年代別にみると、どの世代においても、傾向の相違は見られなかった。 
 
	 次に、家庭教育に対する自信の有無（Ｑ６）と、子どもを育てる上で乳幼児期に特に心がけ

たこと（Ｑ10）との関係を見てみる。Ｑ６の「自信がある層」と「自信がない層」に基づき乳

幼児期に心がけたことの回答を分析してみる。「「ありがとう」や「ごめんなさい」を言えるよ

うにする（それぞれ53.5%, 52.5%）」、「一緒に過ごし話し相手になる（それぞれ43.8%, 30.8%）」、

「周りの人にあいさつをできるようにする（それぞれ 40.2%, 36.7%）」の３項目が上位３位ま

での回答となっているが、回答項目の中で「自信がある層」と「自信がない層」の回答率に

も大きな差が出たものは「一緒に過ごし話し相手になる」であり、「自信がある層」が 13 ポイ

ント上回った。この結果から見ても、子育てをするにあたって、子どもが幼い時からなるべく

多くの時間を子どもと話すことに充てることで、子どもが成長してからも親子の関係を良好に

保つことができるのではないかと考えられる。 
 
 
 
 
 
 



 

図 6	 乳幼児期に特に心がけたことと家庭教育に対する自信との関係 

 
 
 
教育政策への示唆	 

	 

	 本章では、家庭教育に対する自信、子育て環境に関する認識の違い、そして乳幼児期に心が

けたことに関してまとめてきたが、結果を取りまとめると以下の５点になる。 
 
③ 家庭教育に対する自信との関係 

 
	 内閣府の調査1によると、平日に親が子どもと一緒に何かをしたり、相手をしたりしている時

間は、父親より母親の方が長いという結果が出ている。また、別の国際比較調査の結果2による

と、日本の父親は１日に３．１時間しか子どもと一緒に過ごしておらず、父親と母親の接触時

間の差が４．５時間となっており、その格差は他国と比較しても、とても大きい結果となって

いる。このような状況の中であっても、今回の調査の中では、子どもを持つ親の８割近くが家

庭教育について「うまくいっている（17.3%）」あるいは「だいたいうまくいっている（60.7%）」

と回答しており、子どもとの接触時間の少なさが家庭教育への自信の無さと直接関係している

とは一概には言えないと考える。しかし、差は微妙であるが、子どもを持つ女性の方が「あま

りうまくいっていない」と回答している率が高いという結果となっている。また、年代別にみ

                                                   
1内閣府政策統括官(共生社会政策担当）2006, 「低年齢少年の生活と意識に関する調査」

[http://www8.cao.go.jp/youth/kenkyu/teinenrei2/zenbun/2-2-1.html#2-2-1-15] 
2 独立行政法人国立女性教育会館	 2004-2005 年度, 「家庭教育に関する国際比較調査報告書」

[http://www.nwec.jp/jp/data/report_page16_2-2.pdf] 
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ると、年代が上がるほど家庭教育に対する自信がなくなる傾向が出ている。この結果は、子ど

もの学齢別にみた調査結果と関連していると考えられる。学齢別の結果を見てみると、「自信が

ある」と回答する親の割合が も低く、「自信がない」と回答する親の割合が も高いのが、「中

学生」を持つ親の層であり、思春期といわれる中学生の子供を持つ親が、やはり家庭教育に対

して自信を失いつつある様子がうかがえる。 
 
④ 家庭教育への自信と親の抱える不安・悩みとの関係 

 
	 文部科学省の調査1では、子育てに悩みや不安があると回答している割合は 37.2%となってお

り、子どものしつけやマナー、健康や発達、勉強や進学のことが悩みの内容として上位に挙が

っている。これを今回の調査結果と比較すると、家庭教育や子育てのことに不安や悩みがある

と回答している割合は 60.6%となっているが、家庭教育への自信の有無でこの割合を見てみる

と、「自信のある層」が 57.6%、「自信のない層」が 74.2%となっており、割合が比較的高くな

っている。不安や悩みの内容については、「自信のある層」も「自信のない層」も、子どもの健

康や発達、友人関係、成績や勉強といった内容が上がっているが、家庭教育に対する「自信が

ない層」は特に、子どもの性格や心の状態について悩みを持っていることがうかがえた。 
 
⑤ 親子の会話との関係 

 
	 家庭教育や子育てがうまくいっていると考える親と子供との会話の頻度に着目をしてみると、

約 70%の親が「（子どもと）よく話し合う」と回答している。また、親子の会話の内容を見て

みると、「自信のある層」も「自信のない層」も共に、学校や先生のこと、友達のこと、成績や

勉強のこと、が上位３項目に挙がっていたが、子育てに対する悩みや不安についての回答と比

較して「自信のある層」と「自信のない層」に大きな差はないが、「自信のある層」の方が「自

信のない層」と比較して、「家族のこと（9.3%）」や「旅行や余暇の過ごし方のこと（8.9%）」

について話している割合が高かった。 
	  
⑥ 子育て環境に関する認識の違い 

 
	 今回の調査では、子育て環境に関する認識の違いについて聞いてみた。どの年代においても、

「恵まれている」、「どちらかと言えば恵まれている」と回答した者が多く、どの世代において

も、現在の方が恵まれていると感じているようだ。恵まれている理由については、モノが豊富

にある、技術の発達により様々なものの触れられる、保険・医療が発達している、などが挙げ

られた。また、恵まれていない理由については、危険なものが増えたことによる遊び場の減少、

自然と触れ合う場の減少、少子化による親の過保護化、などが挙げられていた。 
 
⑦ 乳幼児期に子育てに関して特に心がけたこと 

 
	 人の一生における乳幼児期（特に幼児期）は、人間形成の基礎基本が培われる極めて大切な

時期である。また、この時期の親の心がけが、今後の親子の関係だけではなく、子どもを取り

                                                   
1文部科学省委託調査 2008, 「家庭教育の活性化支援等に関する特別調査研究」 
[http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2012/04/16/1319539_2_1.pdf] 



 

巻くあらゆる関係に影響するといっても過言ではない。今回の調査の回答からは、親の心がけ

として、「ありがとう」や「ごめんなさい」を言えるようにする、話し相手になり一緒の時間を

過ごす、周囲へ挨拶ができるようにする、といった回答が上位を占めた。また、家庭教育に対

する自信との関係においても、前述した３項目が上位に挙がっている。このような状況を鑑み、

子どもに対しては、乳幼児期の頃から、相手への思いやりを伝えさせたり、きちんと挨拶をさ

せたりすることを心がけることが大切であり、また、親も子どもと一緒に過ごし話し合う時間

をなるべく持つことにより、その後、家庭の良好な環境が構築されていくと考えられる。 
 
	 以上の結果を踏まえると、現在、子どもを持つ親は、どの世代においても家庭教育や子育て

についておおむねうまくいっていると考えているものの、実際は何かしらの悩みや不安を抱え

ていることが分かった。また、家庭教育に関する自信の有無にかかわらず、子どもの健康、友

人関係、成績・勉強といった共通の悩みや不安を抱えている状況も判明した。そのような中、

家庭教育や子育てについて少しでも自信を持つにはどうしたらよいのか。今回の調査から見え

てきたことは、“親と子の会話”である。家庭教育がうまくいっていると思っている親の多くが、

子どもとよく話し合っている、という結果が出ており、その会話の内容として多く挙がってい

るのが学校、友達、成績、勉強のことであった。この“親と子の会話”については、小学生以

上の子どもにだけではなく、人間形成の基礎基本が培われ始める乳幼児期から心がけていくこ

とが重要だと考える。少子高齢化や核家族化が進む現代の子どもたちを取り巻く環境は今もな

お刻一刻と変化してきてはいるが、子育て環境に関しては、どの世代においても（以前よりは）

恵まれているとの認識があるという結果が出た。 近の家庭教育支援に関する政策の方向性は、

地域社会とのつながりや関わり合いを持ち、地域全体で多様な世代がネットワークを広げ、子

育てを支援していくという方向性になっているが、その前に、家庭内において、親と子が会話

をする時間を確保できるような社会システムを整備・構築していくことが重要だと考える。 
 
  



 

第３章	 家庭教育をめぐる家庭での生活実態	 	 	 	 	 	 	 	 	 

井上豊久（福岡教育大学） 
 
	 本章では，家庭教育をめぐる家庭での生活実態を主として親子交流，手伝い、メディア視聴，

そして，不登校の４つの状況から検討し，考察する。	 	 	 	 ＊(	 )内は一人親の割合	 

	 

第１節	 親子交流	 

	 

（１）話し合いの程度	 

	 家庭での親子コミュニケーションの実態をたずねたものは「お子さんとよく話し合ったりす

る方だと思いますか」という質問である。調査結果は下記の図で示している。全体では「よく

話しあう」「時々話し合う」を合わせると 88.0（86.2）%であり、大半の親は子どもとそれなり

に話し合っており，少なくとも表面的にはコミュニケーションは取れているといえよう。しか

し約１割の親は「話し合わない」と回答しており，コミュニケーションが取れていない状況に

あるといえよう。 
学校段階別では、下記の図からもみてとれるように小学生を持つ親など子どもが小さいほど

コミュニケーションがとれている傾向が読み取れる。3世代家族が減り，子どもの数も家庭の

中では少なくなる中，職住分離は進み，家庭においては商業消費文化が肥大化した状況が多々

みられる。乳幼児期から青年期までの体系的な家庭の在り方が改めて問われているといえよう。

並行して今こそ，親子の信頼関係や子育ての喜びなど実践的・現実的な家族生活の基礎・基本

の学習はが子どもの頃から体系的に学校で行われることが求められよう。地域とのコミュニケ

ーションも全体としては少なくなり，孤立化は避けにくい社会になってきているといえるが，

子どもも孤立化の波にのまれ，多層的な人間関係の葛藤や支え合いを学べる機会が少なくなっ

てきてしまっているのである。意図的なつながりづくりの機会やつながりが継続・発展するた

めの子育て文化のまちづくりが求められている。	 	 	 	   
話し合いの程度と子育てへの自信の関係をみてみる。子育てが「上手くいっている」と回答

している割合は「よく話し合う」29.2%，「時々話し合う」8.7％，「あまり話し合わない」6.3％，

「ほとんど話し合わない」9.1％，といったように「上手くいっている」と子育てに自信がある

場合には，話し合う頻度が高いという結果であった。「上手くいっている」と回答している割合

は小学校 29.2%，中学校 28.0%，高校 37.0%と年齢の高い学校段階ほど「よく話し合う」割合

が高い。思春期でも話し合いが持たれる家庭の場合，自信が生まれやすいのではと考えられる。

小中学校の段階では話し合わない親では人数は少ないが「上手くいっている」という回答は皆

無。孤立した子育て，一人だけの満足感だけでは子育ての自信は生じにくいのではと考えられ

る。 
その他，「子育ての苦しみ」を「とても感じる」割合は「よく話し合う」7.9%，「時々話し合

う」7.6％，「あまり話し合わない」12.5％，「ほとんど話し合わない」18.2％，と話し合わない

ほど割合が高い。また「子育ては負担や手間」と「とても感じる」割合は「よく話し合う」13.4%，

「時々話し合う」12.2％，「あまり話し合わない」14.1％，「ほとんど話し合わない」31.8％，

と「ほとんど話し合わない」場合の割合が高い。逆に「子育ての喜び」を「とても感じる」割

合は「よく話し合う」71.5%，「時々話し合う」45.8％，「あまり話し合わない」21.9％，「ほと

んど話し合わない」18.2％，と話し合うほど割合が高い。そして，「配偶者との会話」では，配



 

偶者と「よく話す」割合は親子で「よく話し合う」48.5%，「時々話し合う」20.3％，「あまり

話し合わない」1.6％，「ほとんど話し合わない」9.1％，と話し合うほど割合が高い。配偶者と

よく話す割合は「よく話し合う」48.5%，小学校 52.1%，中学校 48.4%，高校 43.2%と小学生

段階の親ほど配偶者と話し合うほど親子会話の割合が高い。しかし，中高生の親も会話を配偶

者と成立させていくことが子育てには基本的に重要と思われる結果である。親子のコミュニケ

ーションの基底に配偶者との会話があり，調査結果から全体傾向として会話は俗にいわれるよ

うに喜びを大きくし，苦しみを小さくするようであるが，小学校段階ほどその傾向は強いこと

がわかった。つながりをつくるには，家族での会話を活性化することが必要であるが，そのこ

とが家庭教育を充実させる基礎となるのではと考えられる。会話の頻度だけではなく内容も重

要であることはいうまでもないが，子育てにはしつけの方法などの前に家族の在り方やコミュ

ニケーションが大切である。 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  

Q11	 親子で話し合う頻度  

 
 
（２）話し合いの内容	 

	 続いて話し合う内容についてたずねた。今の親子はどういった内容について話しているので

あろうか。「どのようなことについて話しをしますか」という質問で，いくつでもという回答形

式である。 
	 全体として割合が高いのは「学校や先生のこと」71.2（73.1）%、「子どもの友達のこと」65.6
（75.6）%、「成績や勉強のこと」57.0（50.0）%、「テレビや映画などの話題」49.1（55.1）％

となっている。また、ひとり親は「将来の生き方や進路のこと」を話し合っているものが 49.4％
となっており、両親がいる家庭の 44.5％と比べても高い数値となっている。 
次に学校段階でみると、小学生を持つ親は「子どもの友達のこと」77.8%、「学校や先生のこ



 

と」77.8％で、中学生では「成績や勉強のこと」68.3%、「学校や先生のこと」67.9％、高校生

を持つ親は「学校や先生のこと」70.8％，「将来の行き方や進路のこと」60.8%が比較的高い内

容となっている。 
 

Q12	 話し合いの内容  

 
 

（３）話さない理由	 

「話しをしないのはどうしてですか」という質問で話さない理由をたずねた。全体としては

も割合が高いのは「話す時間がないから」40.7(69.6)%、次が「話かけてもうるさがられるだ

けだから」38.4（21.7）%である。ひとり親家庭では、「話す時間がないから」が約 7 割、「話

さなくとも子どものことは分かっているから」との回答も 17.4%となっている。「ひとり親」

家庭の余裕が持てない生活の実態が垣間見える結果となっている。 
次に、ひとり親を除く親について、子どもの学校段階別に見てみると、「話す時間がないから」

小学生 55.0%、「話かけてもうるさがられるだけだから」中学生 41.4%、高校 45.9%が比較的

高い。「子どもの考え方がよく理解できないから」が中高生では約 2 割存在しており、この時

期の子ども理解の親への支援が求められるのではと考えられる。家族が孤立化している場合も

考えられ，特に父親の場合，悩みや孤立化が顕著であるとみられ，保育所や幼稚園の保護者支

援機能の強化，自然に話が出来る仲間づくりや相談体制の充実などの支援が緊要であろう。 
 
 
 
 
 



 

Q13	 話をしない理由（「あまり」「ほとんど」話をしない人のみに	 複数回答） 

 
 

（４）親子活動	 

	 「あなたのご家庭では，親子が何か一緒になって活動をすることがありますか。」という質問

でその程度もたずねた。 
	 全体としては「いつもしている」「時々している」を合わせて割合が高いのは「買い物やシ

ョッピング」76.9（78.0）%、次が「親子一緒の旅行ドライブ等」70.9(59.5)%、「家の中での

テレビゲーム・ビデオ等」63.2(61.0)%である。「ひとり親」については、「書き取りや算数、学

校の宿題などの勉強」は 45.7％となっているほか「コンサートや映画館に出向く、演劇などの

鑑賞」も 41.5％、「ケーキやお菓子づくり、親子での料理」は 41.0％となっており、両親がい

る家庭の各々44.5％、35.2％、36.3％と比べていずれも高い数値となっている。普段の生活を

通じて親子一緒の活動に留意して取り組んでいる実態が推測される。 
また、ひとり親家庭を除いた数値ではあるが、「学校の宿題などの勉強」について、学齢期別

に見てみると、小学生を持つ親では、78.8％が一緒に行っていると回答しており、家庭での学

習が大きな比率を示していることも特筆される。なお、「自然体験や親子でのキャンプ」は

15.7％、「プールや体育館等の活動」は 11.5%となっており、全体としては、受動的で身近で取

り組みやすいものや消費的ものが主流を占め、能動的なものは比較的少ない傾向がみられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

Q19	 親子一緒の活動  

 
 
 
第２節	 手伝い	 

 
手伝いについてはまず頻度をたずね，次にその内容をたずねた。結果は下記図の通りである。

全体では「ほぼ毎日」させているが 31.2%と も割合が高く、次が「週２～3 回」の 25.0%で

ある。過半数の親が週 2 回以上させている。学校段階別では小学生の割合が も高い。全体的

に見ると，現在，家庭では何らかのお手伝いをさせている家庭が比較的多いといえよう。 
	 お手伝いさせているもので、 も割合が高いのは「食事の片付け等」80.6%、次が｢子供部屋

や身の回りの整理整頓｣54.6%など比較的簡易なものとなっている。少子化や３世代家族の減少

もあり，「小さい子の面倒等」14.5％、「お年寄りの介護や世話」2.6％、「家業の手助け等」2.4％
などはかなり少ない実態となっている。 
「ひとり親」については、「ほぼ毎日」させているが 42.0%で、両親がいる家庭と比べて割

合が高く、次が「週２～3 回」の 22.0%である。一人親の相対的貧困率は高く，子どもにも家

庭での仕事をさせる必要があるとと同時に，多忙さがうかがえ，時間と共に心のゆとりをどう

保障していくかが課題である。ひとり親でも「食事の片付け等」75.6%、｢子供部屋や身の回り

の整理整頓｣48.8%が多い傾向は両親がいる家庭と同じであるが、「お風呂洗いや洗面所等の手

入れや清掃」38.1％、「ゴミの整理や分別、ゴミ出し」30.6％、「買い物やお使い」29.4％、「洗

濯の手伝い、洗濯物のアイロンがけ」が 29.4％と、両親のいる家庭と比較すると割合が高く，

万遍なく手伝いが行われており、子どもも家事に協力している傾向が見うけられる。 
「手伝いの頻度」とコミュニュケーションの関係をみてみる。お手伝いを「毎日させている」

と回答している割合は「よく話し合う」42.3%，「時々話し合う」25.2％，「あまり話し合わな

い」18.8％，「ほとんど話し合わない」22.7％，と手伝いと親子のコミュニケーションは関係し

ている。子どもに手伝いをさせられる家庭はコミュニケーションが出来ていることもあるが，



 

手伝いを子どもにさせることによってコミュニケーションも図られるということもあり，家の

仕事という共通の体験学習によって親子のつながりが出来てくるのではと考えられる。「よく話

し合う」42.3%をさらに学校段階別にみると手伝いを「毎日させている」場合，小学校 53.0%，

中学校 41.9%，高校 27.2%と低年齢ほど手伝いとコミュニケーションは関係している。小学生

段階ではコミュニケーションを取りながら，手伝いをさせることがあるようだが，高校になる

と手伝いは自主的にするのかコミュニケーションは手伝いとそれほど関係していないようであ

る。家庭教育は意図的に行われる場合と同時に自然に手伝いなどの共同の体験によって培われ

る部分も大きい。食事の手伝いなど，親と共に食と直接接することによって食の大切さや命の

営みを体感できるのであり，時間がかかったり，要領が悪くても，幼児期からお手伝いの機会

を工夫して提供していくことが求められよう。	  
 
Q14	 手伝いの頻度	  

 
 
 
  



 

Q15	 手伝いの種類	  

 
 
 
第３節	 メディア生活	 

 
（１）テレビ視聴	 

「あなたのお子さんは，ふだん 1 日，どれくらいテレビ（ビデオも含めて）を見ています

か。」という質問である。全体ではテレビ（ビデオ含む）視聴時間は「１～2 時間」34.5（34.0）%
の割合が も高く、次が「２～３時間」30.6（32.5）%である。ただし全体で 3 時間以上が

14.6（18.0）%を占める。また、乳幼児のテレビ視聴 3 時間以上が 18.8%に達している点は

問題があると思われる。 
「ひとり親」について 3 時間以上が 18.0％を占めていたが，このことは両親がいる家庭より

視聴時間が長い実態となっている。多忙のため家事の時間等に見せているのではと考えられる。 
	 テレビ・ビデオの視聴時間が 3 時間以上の割合をみると「よく話し合う」10.3%，「時々話し

合う」14.6％，「あまり話し合わない」15.7％，「ほとんど話し合わない」13.6％，とよく話し

合う場合短い。テレビ・ビデオの視聴時間が 3 時間以上の割合をみると全体では「よく話し合

う」10.3%であるが，さらに学校段階別にみると小学校 5.1%，中学校 16.2%，高校 11.1%と小

学生の場合は「よく話し合う」場合はテレビとの長時間接触の割合が低い。 
 
 
 
 
 
 



 

Q16	 テレビ（ビデオ含む）視聴時間  

 
 
（２）テレビゲームやケータイ	 

「あなたのお子さんはテレビゲームやケータイ（携帯型端末・ネットゲーム等も含む）を 1 日

どれくらいしていますか。」という質問である。 
	 全体としては乳幼児を持つ親のサンプル数も含まれ、その乳幼児の「全くしない」割合 69.6%
が高いこともあり，「全くしない」25.9%が も割合が高い。2 時間以上は全体で 8.3%である

が、高校生で 15.6%の割合となっている点は特に自制力の育成という意味からも留意が必要と

思われる。 
「ひとり親」については、テレビゲームやケータイとの接触時間をみると、サンプル数もあ

ると思われるが、多いのは「30 分～1 時間未満」が 24.5.％となっており、全体としてはそれ

ほど突出しているわけではない。しかしながら、2 時間以上は 16.0％で、両親がいる家庭 8.3%
の２倍近い数値となっており，親の目が届きにくいためについつい長時間になりがちであるこ

との可能性がうかがわれる。また「わからない」と答えたものも 3.5％と倍以上になっており、

対応に苦慮している家庭があることが伺え、「ひとり親」家庭についての二極化の傾向が見られ

ると思われる。 
ゲーム・ケータイの利用時間が 2 時間以上の割合をみると「よく話し合う」7.9%，「時々話

し合う」11.1，「あまり話し合わない」14.1，「ほとんど話し合わない」18.2，と「よく話し合

う」場合短い。ゲーム・ケータイの利用時間が 2 時間以上の割合をみると全体では「よく話し

合う」7.9%であるが，さらに学校段階別にみると小学校 2.6%，中学校 9.7%，高校 13.6%と学

校段階が低いほど「よく話し合う」場合はゲーム・ケータイとの長時間接触の割合が低い。逆

に「ほとんど話し合わない」場合，全体では 18.2%であるが，小学校 38.1%，中学校 18.0%，

高校 10.9%と学校段階が低いほど「ほとんど話し合わない」場合はゲーム・ケータイとの長時



 

間接触の割合が高くなっている。 
小学生の頃から親子で話し合いながらメディアとのよりよい関係づくりのための生活習慣が

必要ではと思われる。中高生になると親との話し合いでは簡単ではない可能性もあるが，コミ

ュニケーションを密に取り，メディアの問題性を子どものよりよい成長・発達の視点から伝え，

共に話し合って子ども主体に決定しながら，メディアとの関係改善を図っていくことが望まれ

よう。 
 
Q17	 テレビゲーム・ケータイ接触時間  

 
 

（３）メディア接触制限	 

	 メディアとどう付き合っているかについて「あなたのご家庭では，テレビやゲームをする

時間などについて，話し合ったりルールを決めていますか」という質問である。全体として

も割合が高いのは「特に決めていないが気がついた時に注意している」29.7（34.0）%である。

小学生では「決めて守らせている」46.8%が も割合が高い。幼児の場合，先述したように「全

くしない」割合が高く，制限の必要性も無い場合も多いといえよう。また，テレビのルールを

決め守らせている割合はお手伝いを「毎日させている」34.6％，「週 2-3 回」24.1％，「週１回」

24.3％，「月 1-2 回」10.9％，「ほとんどさせていない」16.7％，とお手伝いをさせているほど

高い。 
「決めて守らせている」割合は「よく話し合う」31.3%，「時々話し合う」21.7％，「あまり話

し合わない」18.8％，「ほとんど話し合わない」13.6％，と「よく話し合う」ほど割合が高い。

守らせる前にコミュニケーションが必要ではと考えられる。さらに学校段階別にみると小学校

47.0%，中学校 30.1%，高校 9.9%と学校段階が低いほど小学生は「よく話し合う」ほど決めて

守らせている割合が高い。メディアづけや閉じこもりの状況を考えると，中高生にも自主的に

守らせることは重要ではと思われ，家族以外の支援も含め，メディアとのよい関係づくりが求



 

められよう。 
 
Q18	 テレビやゲームの制限方法  

 
 
 
第４節	 不登校と家庭生活	 
	 

（１）不登校の実態	 

	 ここでは、ひとり親を除いた小中高校生についてみていく。高校生で現在「登校していない」

と回答があったものは 7.2％、中学生で 1.2％、小学生で 1.6%という結果であり、若干，全国

の不登校率とは異なる。高校生の場合、割合が比較的高い要因として、高校進学の際の高校選

択の適切性や将来設計と現実の意識差があることも考えられる。 
 
（２）不登校期間	 

不登校の期間については、不登校になった，あるいはなっている子どもの場合，小中高校生

全体では過半数は 1 年未満である。ただし，数は多くないが全体で 3 年以上が約 2 割であり，

高校生を持つ親では 3 年以上と答えたものが 15％となっており，中には 12 年，13 年といった

回答もあり，長期化の可能性があることがわかる。家庭における対応の困難性が推測される。 
 

	 親に対して、「子どもが学校や幼稚園等に行きたがらないことがあるかどうか」を聞いたとこ

ろ、全体として「はい」と答えた者が 3.8%、「どちらかというとはい」は 6.7%である。また、

学校段階別では「はい」は中学 5.2%、乳幼児 4.4%が比較的高い。乳幼児の場合、親離れの状

況と乳児の場合「わからない」も回答としては多く，判断できないことも考えられる。 
 
 



 

Q57	 不登校についての意識	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 単位；％ 

 
 はい どちらか

というと

はい 

どちらと

もいえな

い 

どちらか

というと

いいえ 

いいえ わからな

い 

乳幼児 4.4 8 8.8 12.4 44 22.4 

小学生 2.4 7.6 4.4 16.4 69.2 0 

中学生 5.2 5.5 4 13.6 70.8 0.6 

高校生 3.2 5.6 7.2 12 71.6 0.4 

全体 3.8 6.7 6.1 13.6 63.9 5.9 

 
（３）不登校・不登園についての意識	 

	 親に対して、「子どもが学校や幼稚園等に行きたがらないことがあるかどうか」を聞いたとこ

ろ、全体として「はい」と答えた者が 3.8%、「どちらかというとはい」は 6.7%である。また、

学校段階別では「はい」は中学 5.2%、乳幼児 4.4%が比較的高い。他の質問項目との関係をみ

てみると不登校意識が「いいえ」の割合は子どもと「よく話し合う」場合は 75.3%，「時々話

し合う」67.8%，「ほとんど話し合わない」67.2%，「ほとんど話し合わない」59.1%と話し合う

場合の割合が不登校意識の割合が高い。不登校意識が「いいえ」の割合は「ゲーム・携帯時間」

が「無し」75.3%，「30 分未満」71.7%，「30 分から 1 時間」72.9％，「1 時間から 2 時間」68.9％，

「2 時間から 3 時間」61.1％と長時間ほど不登校意識が高い。コミュニケーションやメディア

接触の在り方は不登校・不登園について重要ではないかと考えられ，改善のための家庭教育支

援が求められよう。 
 

（４）家庭教育に関する不登校・登園についての自由意見	 

「家庭教育に関して不登校・不登園について差し支えなければ自由にお書き下さい。」（４０

０字以内）という質問で，あくまで家庭教育に関するということで不登校・不登園についてた

ずねたみた。不登校の原因は特定できることばかりではないが，ある特定の人物の影響で不登

校状態に置かれることもあり，なかには，「差し支えるので書きません」という意見もあったが，

全体的に整理し，特徴的な意見を提示する。 
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まず， も多いのは「特にない」であり，回答者の約半数にのぼる。自分に今，関係がない

と意見も出てこないのではと考えられると同時に他人事として普段捉えられている可能性もあ

り，誰にでも生じることであり，家庭での対応をどうするかなど，不登校になってから突然で

はなく普段から家庭で話し合いをしていくことも必要であろう。また，共生の視点からも不登

校の子どもが学校・学級にいる場合には，学校・学級の仲間であるこ子どもが学校に来ていな

いことについて家庭においてもある程度は留意が必要であろう。多くの意見があった中で，一

人の意見もいくつかにわけておおまかに数え，内容ごとにみてみる。 
まず．家庭・親に関する意見は，意見があった中では約 3 分の１であったが，そのなかでも

「無理に行かせる必要はない」といった意見が３２件と比較的多い。具体的には「行くことが

当たり前なほうがおかしいので，不登校という言葉自体に違和感を覚える」「学ぶ気持ちがなけ

れば行かなくていいと言っている」「通いたくなければ必要はない」「いじめ等行きたくない理

由が明確ならば無理して行く必要はない」「自殺するなら不登校でよい」あるいは「代替手段や

違うアプローチを」，他方「勉強することの意味を説明できない親や団体生活に適応できない親

から育てられている」という育て方がわるいので仕方ないという意見もあった。 
次に多いのは，親子のコミュニケーション・理解・信頼に関する意見が 1７件であった。具

体的には「行きたくない理由を聞いたりしてあげると気が楽になるようです」「いつも味方だと

伝えている」「学校での人間関係について話し合っているかどうか。先生が子ども同士のことを

どの程度理解できているのかを親と先生のコミュニケーションが出来ているのか，これらの関

係が出来，子どもが周りを信頼していれば発生しない」「親が子どもを真剣に理解していない」

といった意見であり，親子関係・コミュニケーションの重要性を指摘する意見も多くみられた

が，家庭においても価値観の多様化がいわれる中，根本的な家族の在り方が問われているとも

いえよう。３番目は「甘やかしや過保護に関する意見」9 件であり，具体的には「わがまます

ぎる」「飯を食わさなければよい」という意見などの一方で「たまには行きたくないこともある」

ので仕方ないのではというい意見もみられたが，子どもや家庭の状況にもよるが，どこまで許

容し，子どもの自己統制力にどう任せるかということが大切であろうが，子どもを常に見守り，

適切な対話をしていくことも重要であろう。４番目は「生活習慣に関する意見」5 件であり，

具体的には「ぐうたらでどうしようもない」「朝，起きられない」「学校を休んだ日はテレビ・

ゲームを制限する」といったものである。文部科学省は「早寝早起き朝ご飯」運動を展開し，

一定の成果を得ているということは各種の調査結果でみられるが，当たり前といわれながらも

個々の家庭に対して，この生活リズムを定着させていくことが重要であると伝えると同時に，

特に生活リズムを整えられない家庭環境の子どもに対する福祉や医療も含めた取り組みが早急

に求められよう。メディア接触に関する取り組みは基本的には子どもの自己決定性を大切にす

る家庭教育が求められているが，メディア漬けに陥ってしまっている場合には，家庭と連携し

ながら専門家や相談機関での適切な対応・教育体制の確立が必要である。 近のスマートフォ

ンなどに対する対応は立ち後れており，家庭教育における適切なネット教育は喫緊の課題であ

る。5 番目に「親の無責任」が 4 件，「親の生きる姿勢が大切」など親としての基本的な態度や

価値観を問い直す意見もみられた。また，その他「ケースバイケースだが，家庭の関わる余地

は多分にある」「本人に聞いても不登校の原因が分からず，親としてどう対処すればよいのか」

「親育て」「親があせってはいけない」「共働きのため子どもより親が早く出て，確認が取れな

い」「教育なので不登校は許しません」といった多様な意見もみられた。 
家庭教育に関してという問いではあったが，不登校という内容のためか，意見内容の中で学

校に関する意見が約４分の１くらいはみられた。具体的には「今までは，その子本人の問題だ



 

と思っていたが，自分の子どもが学校に行くようになって，そうではないことが分かってきた

ような気がする」という学校の問題性や課題に対する意見がみられた。どちらかというと学校

に対する不信感が増大し，信頼関係が薄らいでいることによるものが多く，家庭と学校のコミ

ュニケーションを活性化し，信頼関係を再構築することが求められよう。また，学校に関係す

る場合が大半であると考えられている「いじめ」についても不登校に関係する事項として 11
件意見がみられた。「不登校はいじめの問題が大きい」「いじめがなければ不登校など起こらな

いと思う」という意見があり，いじめと家庭教育の影響を関係づけるものはむしろ少なく，学

校責任としてのいじめに対する意見が大半であった。その他「ネットを利用した見えないいじ

めが横行している。自分を隠し，他人を非難することの卑怯を今の社会全体でなおすことが大

事なのではないか」という 近の情報化社会特有の意見もあった。どちらにしても，学校との

対話が基本であり，学校あるいは教育委員会からのさらなる働きかけが必要な場合もあろう。

また，学校に関係することの中でも「先生の力量等」に関するものも 6 件みられた。「先生が

無関心で，対応がひとごとのようになっている」「小学 1 年の担任が厳しすぎた」といったよ

うに先生の指導についての課題の指摘や背後にある不信感がうかがわれ，家庭と先生のコミュ

ニケーションの必要性だけでなく，時には相互理解を深めるため第三者の存在が重要となるこ

ともあろう。また，「学校を楽しくして」５件，「部活や先輩後輩関係」４件，「成績(不振)」2
件といったように，多岐に渡っているが，いずれも家庭だけでは解決できない問題であり，家

庭からの心配が存在するということを学校関係者は留意し，対応していくことが必要であろう。 
地域，社会全体に関する意見もあった。地域の責任というよりも，地域も含めた社会全体で，

学校・家庭・地域の連携を行うことによって不登校の解決をという意見が 9 件であり，具体的

には「交流の場が家庭に限られている」「行けないことがマイノリティなので，特別視しやすい

が，解決するための社会の仕組みなど，わかりやすく手を差し伸べるべき」といった建設的な

意見もみられたが，不登校の問題を家庭に閉じこめるのではなく，総合的に考えていくことの

必要性が述べられているといえよう。 
人間関係についてはどこまで不登校と関係しているのかというところもあるが，さまざまな

人間関係が要因ではという意見が８件あった。具体的には「不登校になる原因の多くは友達関

係にあるように思う。特に女の子は特定の仲間をつくり，その仲間からはじかれた時，不登校

になるように見える」といった友達関係から，「担任が嫌い」といった先生との関係など，特に

思春期特有の，女の子特有の課題があることも指摘されており，学校とも話し合いながら，家

庭で共に考えていくことも重要であろう。 
後に「本人自身」にかかわることで「疲れ」に関するものが 4 件，具体的には「心のスト

レスから来ることが多いように思う。疲れややる気のなさは，ゆっくり休養を取ると大人と同

じように元気になれる時がある」などがあり，現代のストレス社会の反映ではと思われるもの

や，その他「気分によるものが多い」などといった自己統制力とも関係するのではと思われる

ものもみられ，家庭としてもどう対応していくのかが問われる内容であった。次に「自己評価・

自信に関するもの」3 件，「子どもの自己評価を高める接し方をしていれば，他人に対する恐怖

心がなくなり，不登校にならなくなる」「新しいことについて応用ができないことがあるようだ」

といった意見がみられ，自己肯定感や自己有用感をどう高めるのかが問われ，手伝いなどを家

庭において責任づけたり，子どもの話を傾聴，理解し，子どもを認めることなどにって自己評

価を高めることなども考えられよう。 
一人親では「娘が不登校になり親子で悩んだことがある」「母子家庭なので父親の存在が無い

ことが子どもにとってどう影響しているのかが不安」「自分の考えを強く持ってもらうことを心



 

がけている」など	 不安と子どもの自立を求める意見がみられた。 
「兆候が出たときに行きたくない真因をそれとなく突き止めて排除・改善してあげないと，

心を大きく病んだ後では大所が大変」といった意見にみられるように，対症的な不登校への対

応だけではなく，不登校であろうと無かろうと重要となる「生きる力」や「人間力」を乳幼児

の頃から家庭で培っていくことが重要であることとつながっていく意見もみられた。 
少し気になった意見として「ただのサボリ」「わがまま」「いじめが原因」といった意見の他

に、「今の乳幼児の時期だけで終わって欲しい」という早期化、「いつ不登校になってもおかし

くない、明日は我が身」という一般化、「地域社会全体で家庭教育を行えば減る」といった家庭

の地域への開放などの意見がみられたように家庭を中心として，多層的，体系的に不登校に対

応していくことが求められているのではと思われる。	  
 

	  
政策提言	 

１．	 家庭に関する体系的・実践的教育・啓発を	 

	 今回の調査からわかったことの１つは，家庭の教育力の低下や家庭教育の不十分性が指

摘されたりすることが多々あるが，その前提として家庭でのコミュニケーション不足や家

庭生活の在り方，ひいては家庭や家族をどうとらえ，構築していくのかということが，大

きな課題であるということである。そのための，解決策としては，１つは本年（平成 24
年 3 月）に「家庭教育支援の推進に関する検討委員会」で示された「子の誕生から自立ま

での切れ目のない支援」(Ⅰの３の（１）)の体系的・実践的な教育の展開である。まず，

保育所・幼稚園，小中高校といったすべての段階で一貫して家庭の在り方，親子の在り方

について基礎・基本を学ぶことが重要である。孤立した存在ではなく，社会全体が家庭や

家族を支援する態勢がとられていることを理解する必要もあろう。次に同委員会で示され

ているような「生活習慣・生活能力，人に対する信頼感，豊かな情操，他人に対する思い

やりや善悪の判断などの基本的倫理観，自立心や自制心，社会的なマナーなどを身につけ

る」といった家庭教育においてなすべきことの基本内容は何かということを，多様な家族

を認めた上で，教育・啓発していくことが必要である。そこでは，食の課題など自分自身

で環境問題なども考えた上で食事と関われる実践的な力量をつけていくことが求められ，

そのために必要な学校教育も含めた政策が求められよう。 
今回の調査結果から子育て・家庭教育の負担感はやはり乳幼児期に強いものの，親子の

コミュニケーションが減少してくる思春期に親の不安や悩みの割合が比較的高いことが

わかった。このことは，子どもの主体性の尊重ということでついつい手を離しがちな思春

期においても家庭教育への対応が充実して行われる必要があることが示されたというこ

とである。社会教育でこれまで行われてきたＰＴＡや公民館等での家庭教育講座の成果や

蓄積を踏まえた上で，新しい対応が求められているということであろう。つまり，全体的

な思春期の家庭教育充実や現代的課題への対応と共に悩み苦しんでいる家庭に対して焦

点化した取り組みが必要であることが，改めて浮き彫りになったということであり，同委

員会からも示されている実践力を発揮するであろう「届ける支援（アウトリーチ）」や「家

庭教育支援チーム型支援」の充実が急がれよう。 
 

２．	 家庭と学校・地域や福祉・医療・ＮＰＯなどのコミュニケーションの充実を	 

	 今回の調査から家庭の役割は時代による変容はみられるものの親にはかなり認識され



 

ているのではと思われる。しかし，実際に子どもと関わったり，教育していく場合にどこ

までが行うべき範囲で，どこを協働すべきかが明確でないことがわかる。このことは，子

どもの問題を考える場合にも，それぞれが抱え込みすぎて，子どもの問題を大きく長期化

させていってしまっていることもみられるのである。家庭教育の必要性をいう以前の問題

として家族関係，親子の対話や愛着・信頼関係の構築が図られる必要があり，そのための

コミュニケーションが充分に進展するための本格的な支援が求められる。男女共同参画社

会の進展の中，子どもが保育所や幼稚園で過ごす時間が長くなりがちであるが，子どもの

りよりよい成長・発達にとって何が大切かを改めて考え，共通認識をつくっていく必要が

あろう。そして，育児休暇の実質的な確保や労働時間の検討も必要であり，社会全体で本

当に子どもの権利が保障される環境づくりをすることが不可欠であり，親子で共通体験が

できるための時間・空間・仲間づくりを行うための政策が必要である。現在，コミュニテ

ィスクールなど学校に親が参画することによって親同士のコミュニケーションが活発化

し，学校全体で親が取り組み，そのことによって家庭の教育力が向上していっているとこ

ろがみられる。自治体においては子どものための総合的部署を設ける所が増えているが，

乳幼児期の家庭教育や放課後の子どもたちについても厚生労働省関係と文部科学省関係

の実質的なコミュニケーションと協働が不可欠である。虐待の防止と共に不登校など困難

を抱える家庭に対しては家庭教育を問う前に，家庭の生活・経済，家族の心身の健康，問

題行動を改善していくことが効果的と考えられ，医療・福祉等だけではなく，労働，警察

や少年院・自立支援施設，法務関係などとの連携も必要であろう。施設においても総合的

に関連学問分野や関連機関が総合して家庭教育や家族問題に取り組める機関の創設や支

援体制が求められよう。 
 

３．自己決定性を基本とした子どもの市民性育成の実践を	 

	 今回の調査結果から，親は子育てや子どもの教育に誠実に取り組もうとしており，よい親に

なろうとしている場合か大半であり，親として現実的にどうあるべきか，どう家族や家庭教育

と向きあうか，といったことが問われていることがわかった。子育ての自信などの自己肯定感

との関係でいえば，子どもの受動的な家庭生活では親の自己肯定感は育ちづらく，むしろ手伝

いをしっかりと位置づけるなど子どもからの責任や家庭での貢献があってこそ，自己肯定感は

育まれるということである。このことは，おそらく，子どもにもそのまま当てはまることであ

り，コミュニケーションをしっかり取りながら，一人前の責任と義務を負うという市民性育成

の視点が改めて重要であることが考えられる。その場合，子どもの発達段階や経験学習にもよ

るが，子どもの自己決定性を基本とすることが不可欠であり，基本的な方向性として子どもの

参画の段階的進展を常に考えておく必要があろう。メディアとの関わりでも示したように自己

統制を基本とした自立のための家庭教育は現代社会においても改めて求められていることであ

り，同委員会でも子どもの成長・発達の各段階で身につけることが望ましい「発達資産」にお

いて「中高生では『肯定的アイデンティティ（自己統制力，自尊心，目的意識，将来展望）』」

などが不足しています」と示されている。社会変化の多様さや就職難などの状況のなか，展望

が持ちにくい時代だからこそ，家庭を開いて自己決定性を基本とした子どもの市民性育成の実

践をを一貫して担うことが求められよう。そのためには，親は，無関心・放任，過保護・過干

渉などではなく，生活体験学習の重視や異文化理解・多面的思考を子どもに求めるだけではな

く子ども主体の観点に基づき，親となるための学習ができる環境づくりが必要である。メディ

アに関する家庭教育は喫緊の課題であるが，その場合も，あくまで，メディアの否定ではなく，



 

よりよい子どもの成長・発達の視点からの子どもの自己決定性の育成が目的であり， 新の情

報・データの活用だけではなく，子どもの参画の視点が不可欠である。地域においては就学前

説明会などほとんどの親が集まる機会に家庭教育の機会を設定して，親の共通認識を図ってい

るところもあり，その際に自己決定性の視点から市民性育成に関する基礎・基本の理解を徹底

することが重要であろう。 
 
 
  



 

第４章	 親の学習経験と学習ニーズ	 

	 	 	 	 	 	 	 野村	 和（武蔵野短期大学） 
 
	 

	 本章では、親の子育てに関わる学習を問題とする。具体的には、子育てに関する学習の実際

と親たちが抱える不安や子育てを支援する環境を分析していく。そして、親たちの学習ニーズ

と、学習を進める上での課題を明らかにしていくこととする。 
 
第１節	 親の子育て準備に関わる学習経験	 

 
	 実際に子育てに関わる親たちの学習ニーズを見る前に、親になる前に子育てについてどのく

らい経験をしているかを検討する。まず、「親になる前（妊娠中を含む）、小さな子どもの世話

の仕方を実際に経験したり、教わったりしたこと」があるかを、その内容を含めてたずねた

（Q34）。その結果、もっとも多かったのは「自分の親や親戚から(55%)」であり、2 番目に多

かった「育児のガイドブックや本（54%）」の２つの項目が 50%以上となった。どちらも身近

で手軽である点が共通している。その他の項目も含めて、男女別に結果を示したのが以下のグ

ラフである。 
	 これを見ると、全ての項目で男性より女性のほうが高い数値を示していることがわかる。し

かし、実際に子育てに関わったとする「弟や妹の世話」「親戚や知人の子どもの世話」「よその

家のベビーシッター」は、他の項目と比べてその差は小さい。差が大きくなるのは、メディア

や身近な人から子育てについて学ぶ機会に関する項目である。ここから、男女で子育てに関す

る経験の差は、実際に子どもと関わる機会よりも、情報収集など子育てへの関心の差から生ま

れるのだといえるだろう。さらに、「公民館や保健所での家庭教育学級、講座」の男女差が大き

いことから、そうした関心を実際の学習行動へと結びつけるのも女性の方が積極的だといえる。

また自由記述（Q35）には、「幼稚園教諭」「保育士」「看護師」など、仕事で子どもと関わる機

会があったと応えた人が目立った。上記の職業は女性が多い職業でもあり、実習や学校の授業

で男女差が大きいのはこれが要因であると思われる。 
	 さらに、「小さい弟や妹の世話をした」経験のある親は、「中学生」が例外だが子どもの学齢

があがるほど、その割合が高くなる傾向がある（「乳幼児（29.2％）」「小学生（34.0％）」「中学

生（28.4％）」「高校生（37.6%）」）。子どもの学齢が上がるほど、親の年代もあがると考えられ

ることから少子化傾向の中で、年代が上の世代の方が兄弟が多かったことが考えられる。そう

であるならば、今後は「兄弟の世話」という経験を持たない親が増えることになる。 
	 同様に、子どもの学齢に注目すると「公民館や保健所で開かれている家庭教育学級・講座な

どに参加した」という項目では、子どもの学齢が上がるほど男女差が大きくなる傾向が見られ

る（「乳幼児（女性 26.4％・男性 21・6）」、「小学生（女性 32.0%・12.0％）」、「中学生（女性

28.0％・男性 8.0％）」、「高校生（女性 33.6％、男性 8.0％）」）。年代によって父親の意識が変わ

っているとも考えられるが、設問は「親になる前に」と尋ねているものの、回答者が現在の意

識で答えていることも考えられる。この場合は、子どもの学齢があがるほど、父親の子育てへ

の関心が薄れていることが指摘できる。 
	 さらに、「子育てや家庭教育に関する講座などを受けた」経験についてたずねた（Q36）。受

けた経験があると答えた回答者の比率をグラフで示したが、子どもの学齢に関係なく 30%以下



 

である。子どもの学齢ごとの比率すべてで、男性よりも女性の方が積極的に受講している結果

となったが、学齢があがるごとに男女差が大きくなっている結果がここでも確認できる。 
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Q 34:「あなたは、親になる前に小さな子どもの世話の仕方を実際に経験したり、
　　　教わったりしたことがありますか」（男女比）
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後に、講座の受講経験を持つ回答者にその講座が役立ったかをたずねた。母数が少ないが、

おおむね「役に立った」という回答を得られた。 
 

 
 
 
第２節	 家庭教育や子育てに関する不安	 

 
	 それでは、実際に子育てを行う親たちはどんな不安を抱えているのだろうか。実際に不安を

抱えている親は全体の 60%にのぼる。男女別では、男性が 51.3%、女性が 69.7%で、子どもの

学齢別に大きな差は見られなかった。ひとり親に聞いた結果は男性が 54.0%、女性が 68.0%で

あった。「ひとり親」が特に多いとはいえないが、配偶者がいる場合と比べて一人で子育てに取

り組む父親は不安が大きいといえるだろう。 
	 この結果について、Q36 で講座の受講経験の有無との関連を調べてみたが、受講の経験で不

安が軽減されるとはいえないことが分かった。受講経験があると答えた 236 の回答者のうち、

不安が「ある」と答えた者は 176 人（75%）にのぼり、逆に受講経験がない者で不安が「ある」

と答えた回答者の割合（57%）を上回っている。講座を受講する者は、もともと子育てに関し

て不安を持っているのかもしれないが、講座を受けることで具体的な課題を意識してしまうと

いうことも考えられる。経験を積むことは重要であるかもしれないが、実際に子育てをしてい

る時に、その不安に答えることはさらに重要であるといえる。 

Q 36．あなたは、親になる前や、結婚するまでに、子育てや家庭教育に関する

　　　　講座などを受けたりしたことがありますか。
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	 次に不安の内容を具体的に聞き、その結果を子どもの学齢別にまとめたのが以下のグラフで

ある。項目が多いので①と②の２つに分けて作成した。ここで注目すべきは、親タイプごとに

不安に思うことで回答に差が見られる点である。これを学習ニーズと捉えるならば、子どもの

学齢ごとに家庭教育支援は異なる内容が求められていることになる。 
 

 

Q 39．「不安に思ったり悩んだりしている（いた）ことは何ですか。次の中からいくつでも挙げてください。①
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そこで、親タイプ別に、不安に思うことの上位５つまでも表に示すと以下のとおりになる。

乳幼児を抱える親は子どもの健康や発育への関心が高い。また、子どもが小学生になると子ど

もの友だち関係など集団生活に関することに関心が高まる傾向がある。そして、中学生以上の

親は、子どもの進路や就職など将来のことに不安を覚える。また、子どもが高校生になると携

帯やインターネットなど子どもが、親の監督下を離れた状態でメディアに触れることに対して

不安が高まっていることがわかる。 
子どもの将来に不安を覚えるのは、漠然とした不安だけではなく進学（入試）や就職の方法

が親の世代と今では異なることなどが関わっていることも一因だろう。また、メディアについ

ても親の世代よりも子どもたちが発達した情報技術の中で生きており、「知らない」「分からな

い」「自分の時と違う」という気持ちが、不安につながっているのだと考えられる。 
 

（Q39 ) 親タイプ別：不安に思うこと上位５つ 
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Q 39．「不安に思ったり悩んだりしている（いた）ことは何ですか。次の中からいくつでも挙げてください。②
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小学生 

友だちとの遊び

や友人関係など

子どもの集団生

活に関すること 

子どもの身体

の発育・発達

に関すること 

子どもの健康・医

療に関すること 

子どもの成績や勉

強、学力に関する

こと 

粗暴・飽きっぽ

い・内気など、子

どもの性格・情

緒に関すること 

中学生 

子どもの成績や

勉強、学力に関

すること 

子どもの進路

や就職、将来

の生き方に関

すること 

友だちとの遊び

や友人関係など

子どもの集団生

活に関すること 

子どもの身体の発

育・発達に関する

こと 
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と 

高校生 

子どもの進路や

就職、将来の生

き方に関すること 

子どもの成績

や勉強、学力

に関すること 

友だちとの遊び

や友人関係など

子どもの集団生

活に関すること 

子どもの健康・医
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携帯電話やイン

ターネットの利
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さらに、ひとり親の回答を全体の回答と比較し、その差をグラフ化した。このグラフでプラ

ス値が大きいほどひとり親の回答が全体の回答を上回っていることを示している。これを見る

と、ひとり親の家庭では多くの点で不安をより強く感じていることがわかる。調査前には、「経

済的な不安」が大きいのではないかと予測していた。「経済的な不安」は確かに全体の不安値を

上回っている。しかし、それ以上に大きいのが親の「仕事と家庭との両立」や「将来設計」に

ついての不安である。ひとり親家庭では、子育てへの直接的な支援だけではなく、親の生活に

対しての不安の軽減が不可欠であることがわかる。また、「いじめや不登校」や「子どもの進路」

についての不安が大きいのは、ひとり親であるという家庭事情が子どもに及ぼす影響を不安視

していると捉えられ、「ひとり親」特有の大きな不安が存在する事がわかる。 
 

 
 

Q 39．「不安に思ったり悩んだりしている（いた）ことは何ですか。次の中からいくつでも挙げてください。（ひとり親の不安度）
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第３節	 不安への対応手段の実際と評価	 

 
	 親たちは子育てをするにあたり、さまざまな不安を抱えていることがわかった。実際にこう

した不安に対してどのように対応をしているのであろうか。以下は、「しつけや子育てに関する

悩みの解決」にあたっての対応の方法についてたずねた結果である。 
不安への対応としては、身近な人に頼ることが多いという結果になった。特に、家族間での

コミュニケーションは もよくとられる対応策である。ひとり親の不安が全体よりも大きいの

は、こうした相談できる家族が限られることに要因があると考えられる。子育ての実際の場と

もなる家庭内で悩みを相談できるということは、単に不安を和らげるというだけではなく子育

ての負担感を軽減するなどの効果も期待できるだろう。 
また、対応の実践を男女別で見ていくと、女性の方が男性よりもさまざまな対応に積極的であ

ることがわかる。特に友人に相談するのは圧倒的に女性が多い。これは、より育児に深く関わ

る女性同士が話をしやすい環境にあることが指摘できるだろう。逆に、男性は家族以外に相談

したくても、そうした友人が作りづらいともいえる。 
家族や友人への相談という対応以外の手段としてはどうだろうか。今回設定した項目では、

子育て支援に関わる人や施設などが設定されているが、不安への対応手段として選ぶ人は少な

い。特に、子育て相談や家庭教育相談、地域への期待度は予想以上に低い。その中で比較的、

多くの回答を集めたのは学校（幼稚園を含む）の先生や保育士を頼るという対応である。家族

や友人以外では も身近な第三者として、子どもの通う幼稚園や学校が子育て支援の中心的な

役割を果たしているといえる。 

 
 

Q 40．あなたは、しつけや子育てに関する悩みの解決にあたって、どのような方法をとりましたか
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次に、項目としてあげた対応の方法がどの程度役立ったかをたずねた。評価は、家族や友人

など身近な人たちへの相談が総じて高い。家庭教育について相談できる人とのつながりをいか

に作るかが重要であることがわかる。対応としては利用している回答者が少なかったが「近所

の人」が大いに役に立っている点からも、この点が指摘できる。地域コミュニティの再生が言

われるが、子育て支援の面からも日常の生活の中で、しつけや子育てに関する悩みに対応でき

るネットワークが整えられることが求められている。 
家庭教育相談や子育て相談事業などは、「役に立った」との評価が 6 割から 8 割にのぼり、

決して評価は低くない。専門的な支援も利用する親にとっては有効な手段となっている。すな

わち、まずは身近な人とのネットワークが大切であり、必要な場合にはより高度に対応できる

支援体制にどうつなげるかという点が重要だといえる。この場合の、 初の対応の窓口として

学校の先生や保育士の果たす役割が大きいだろう。先生や保育士は、身近な相談者としてだけ

ではなく専門的な対応先とをつなぐ役割も果たしていくことが求められるとすると、評価はよ

り高いものが期待される。 

Q 41．あなたが、しつけや子育てに関する悩みの解決にあたって、とった方法は役に立ちましたか。
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全く役に立たなかった



 

 
	  
	 	 上のグラフは、Q40 と Q41 の結果をまとめたものである。これを見ると、「先生や保育

士」への相談を、解決の方法として選択している人は全項目で 5 番目に多い。特に、男性は

友人を相談相手に選ぶことが少なく、家族やメディア以外では「先生や保育士」のみが身近

な解決手段という結果であった。しかしながら、「役に立った」と考える人では「先生や保

育士」は全項目の 11 番目となっている。逆に、解決手段としては選択されていないが「役

に立った」と考えている者が多い項目は「家庭教育学級など」、「子育てサークル」、「近

所の人」などで、地域で展開される子育て支援サービスの有効性が高いことも示している。 
 
第 4 節	 親の学習ニーズ	 

 
	 ここまで見てきたような状況の中で、親たちはどのような学習ニーズをもっているのであろ

うか。「学んでみたいと思う内容」についてたずねた。前述した親たちが持っている不安の内容

と強い関連性を持つ学習ニーズが示される結果となった。例えば子どもの学齢別に異なってい

た不安内容に、学習ニーズは対応している。乳幼児の子どもを持つ親は子どもの健康や発達に

対するニーズが高く、学齢が上がるにしたがって、学力や進路への関心が高くなっていく。 
	 さらに指摘できるのは、乳幼児の子どもを持つ親は多様な項目に関心が高く、子どもの学齢

が上がるにしたがって、ニーズをもつ親の割合が減っている。乳幼児の子どもを持つ親では不

安項目として高くなかった「学力」等の項目も、学習ニーズでは高い数値を示している。すな

わち、親は子どもの現状だけではなく将来的な見通しをもって学習の必要性を感じている。子

どもの学齢に関係なく、高いニーズを示したのが「ストレスや心の病に関すること」である。

子どもの精神的な状況に対しての専門的な学習へのニーズは現代的な課題といえるだろう。 
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	 次のグラフでは、「全体」と「ひとり親」のデータを示した。ひとり親の不安が学習ニーズに

Q 42　家庭教育や子育てに関連して学習をするとしたら、あなたが学んでみたいと思うものはどんな内容ですか
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反映されているのがわかる。その結果には、子どもに関する内容だけではなく家庭や親自身の

問題が多く含まれている点が特徴的だ。家庭教育支援は、単なる子どもの成長を促すものでは

なく、子育てに関わる親の不安に寄り添うものでなければならないといえる。 
 

 

Q 42．家庭教育や子育てに関連して学習をするとしたら、あなたが学んでみたいと思うものはどんな内容ですか
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第５節	 学習の阻害要因	 

 
	 後に、親が学習をするうえでの阻害要因を尋ねた結果を男女別にグラフ化したのが以下で

ある。 

 
 
時間と費用が阻害要因になるという予想通りの結果であるが、事前には「時間」が も多く

回答されるだろうと予測していた。実際は阻害要因のトップは「費用」であることがわかった。

全体の 50％を超える回答を集めたのは、「費用」と答えた女性の回答のみである。「費用」が阻

害要因であるならば、専門的な支援よりも身近で手近な学習機会を求めることになる。必要な

時に、専門的な学習機会が得られるために民間のみではなく、公共の支援が効率的に子育て支

援に関わる意義は大きい。 
今後は、「身近に学習機会がない」、「情報が得にくい」「きっかけがない」などの課題をクリ

アしていくことで、より支援をうけやすくなると考える。なお、男性は 3 割以上が「問題はな

い」と回答している。子育てへの関心が女性に比べて低い男性だが、阻害要因を感じない中で、

家庭教育により積極的に関わるように意識を変えていくことから支援を行うのも有効だろう。 
 
第６節	 教育政策への示唆	 

 
	 本章では、親の学習経験と学習ニーズに関してまとめてきたが、結果から以下の 3 点が指摘

できるだろう。 
	 第一に、家庭の状況によって親の学習ニーズや必要とされる支援は異なることが明らかにな

った点である。今回は、子どもの学齢による家庭の学習ニーズを中心に検討したが、その相違

Q 43．あなたが、家庭教育についての学習を始めようとするとき、あるいは学習をしている

　　　　とき、問題や不都合を感じることがありますか。
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は予想以上に大きかった。従来、「子育て支援」というと小学生以下の幼い子どものいる家庭が

想定されることが多かったように思うが、中学生や高校生の子どもを持つ家庭にも不安と学習

ニーズが見られたことで、子どもの学齢にあわせてそれぞれのニーズにきめ細やかに配慮した

支援が必要となるといえる。また、学習への関心は子どもの学齢が高くなるのに反比例して低

くなる傾向があったが、実際には子どもの成長に伴って独自の不安要素が出てきていた。学習

ニーズの結果だけではなく、そうした不安を潜在的な学習ニーズととらえ、それに応えて行く

ような支援をしていかなければならない。 
今回の調査の特徴として「ひとり親家庭」をとりあげたが、その不安要素と学習ニーズも他

の家庭とは異なるものであることが明らかになっている。ひとり親家庭には、その家庭のニー

ズに合わせた支援が考えられていく必要がある。具体的には、子どもの成長や生活に関するこ

とだけではなく、親の生活や将来設計、家庭状況の子どもへの影響などに関する項目が特徴的

な学習ニーズとなっており、今後の支援が期待される。 
第二に、直接的に家庭に介入するだけではなく、親が悩みや不安を自ら解決できる環境づく

りへの支援が重要であるという点だ。親は、不安への対応として専門的な機関や高度な学習よ

り前に身近な人々への相談や手近なメディアの利用を選択している。そして、その手段が有効

であると感じている。すなわち、まずはニーズに対応した学習内容の提供よりも、環境として

の人どうしのつながりや情報収集の機会を充実させることが重要である。学級や講座などでも、

単なる知識の伝達ではなく親どうしがつながる場としての機能もまた重要視されるべきである。

特に、家庭の不安に対して地域には子育てサークルなど、有効な資源が多くある。外部からで

はなく地域住民のつながりをつくるという視点から、子育て支援が展開されるべきだ。また、

悩みや不安に対応するもっとも身近な相談相手としての配偶者の存在は大きいことも指摘でき

る。母親が育児を主に担う現状を考えると、父親をいかに子育てに巻き込むかが一つのポイン

トになるだろう。男性の子育てへの関心を高めるような対策が求められる。 
後に、家庭とその家庭が必要としている専門的な講座や相談事業などを結びつける機能が

求められている点である。今回の調査では不安を抱える親がその対応先として学校や保育所が

高い支持を得ていた。しかし、先生や保育士は保護者にとって、 初に頼りやすい相談窓口と

しての機能があるが、現状では家庭のニーズに応えきれていないこともまた明らかになった。

一方、地域には様々な子育て支援サービスがあるが、参加する親が限られており、その有効性

が十分に発揮されていない。すなわち教員や保育士は、保護者にとってもっとも身近な相談窓

口としての機能を生かしながら、地域と家庭を結びつける子育て支援コーディネーターとして

の役割を果たすことが求められているといえる。 
 

 
  



 

第５章	 家庭における防災教育	 

	 	 	 	 	 	 	 	 立田慶裕（国立教育政策研究所） 
 

はじめに	 

 
	 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は、学校教育政策だけではなく、生涯学習政策

のありかたをも問いなおす大きな事件であった。阪神淡路大震災後において、防災教育につい

ての研究や活動が少しずつ進展してきてはいるが、まだ教育における研究や実践的な取り組み

については十分なものとはいえなかった。しかし、東日本大震災では、防災教育を行っていた

学校や地域とそうでない学校や地域とでは、被害に大きな差があったことから、さらに防災教

育への研究や取り組みが進められる機運が高まっている。本プロジェクト研究は、平成 22 年

度から始められたが、東日本大震災についても、家庭教育や情報活用教育分野における重要な

学習ニーズとして、防災教育についての調査項目を設定した。とりわけ、従来の学校教育施策

と同様、ともすれば防災教育のプログラムも学校を中心に想定されがちであるが、家庭や地域

を含めた防災教育として、地域全体でこの課題に対応していくことが重要であり、その研究や

政策、実践のためには、防災教育に関する科学的根拠となる資料の収集は今後さらに重要とな

ってくる。 
	 本章では、家庭教育を中心として行った調査に、防災教育に関する試験的な調査項目を設定

した結果について述べる。調査の内容は、親の災害経験、防災の知識と態度、家庭における子

どもへの学習期待の大きく３つから構成されている。調査にあたっては、国立教育政策研究所

生涯学習政策研究部で平成 18-19 年に実施した「防災学習の支援システム構築のための調査研

究」の「防災学習調査」を基礎として、親向けに修正した項目を作成した。その問題意識は、

家庭が学校以上に子どもたちの防災にとって重要な場所であり、成人自体がどれだけ正確で習

慣的な防災に関する知識や態度を身につけているかである。 
 
第１節	 親の災害経験	 

	 
（１）自然災害の経験	 

	 自然災害についての親の経験については、「あなたはこれまでに、大きな被害を起こした自然

災害を経験したことがありますか。あてはまるものをすべてお選び下さい」と尋ねている。こ

の災害の経験の有無が防災教育の必要性の認識を高めることは後ほど明らかにしていく。	 

	 その結果では、経験のない人が 46%に及んでいる。また、経験の高い災害は、地震、台風、

大雨・洪水と続き、それぞれ 36%、28％、18％となっている。親のタイプ別に見ると一見差が

見られないが、中学生、高校生と親の年齢が高いほど差がみられる。（年齢別にみると５％水準

で有意）	 

  



 

図表５−１	 自然災害の経験	 

 
 
図表５−２	 親のタイプ別にみた災害経験	 

	 経験レベル	 合計	 

ない	 あり	 2種以上あり	 

親のタイプ	 

乳幼児を持つ親	 40.0%	 27.6%	 32.4%	 100.0%	 

小学生を持つ親	 43.6%	 28.4%	 28.0%	 100.0%	 

中学生を持つ親	 52.0%	 24.0%	 24.0%	 100.0%	 

高校生を持つ親	 51.6%	 20.8%	 27.6%	 100.0%	 

ひとり親	 43.5%	 26.0%	 30.5%	 100.0%	 

合計	 46.2%	 25.3%	 28.4%	 100.0%	 

	 

（２）地域別にみた災害経験	 

	 この災害経験は、回答者の居住地別に大きな差がある。台風は、九州・沖縄地方の人々、大

雨は、東北、四国、自身は、東北、関東、近畿、津波は東北、火山は北海道、九州、山崩れは

四国、山陰、大雪は東北、北海道地方に経験者が多い。経験したことのない比率は山陰で 6 割

を超えている。災害経験が地域によって大きく異なるということは、居住地域によって行われ

る防災対策や防災教育も異なってくることを示すと同時に、経験が少ない地域ほど、防災に対

する認識が低くなっていくことを意味する。 
 
図表５−３	 地域別の災害経験	 

 北海

道 

東北 関東 中部 近畿 山陰 四国 九州・沖縄 

台風 15.3% 37.7% 28.9% 24.1% 19.8% 31.0% 37.5% 51.7% 

大雨・洪水 11.9% 36.2% 14.8% 27.4% 12.9% 14.1% 33.3% 18.4% 

地震 16.9% 81.2% 45.3% 15.1% 43.8% 19.7% 12.5% 19.5% 



 

津波 1.7% 17.4% 2.2% 0.9% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 

火山の噴
火 

11.9% 0.0% 1.5% 0.9% 0.9% 0.0% 0.0% 9.2% 

山崩れ・地
すべり 

0.0% 2.9% 0.7% 3.3% 0.9% 4.2% 8.3% 0.0% 

竜巻 0.0% 1.4% 0.9% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 1.1% 

大雪 32.2% 39.1% 11.5% 17.9% 6.9% 7.0% 4.2% 4.6% 

経験したこ
とはない 

50.8% 10.1% 47.9% 53.8% 44.2% 64.8% 45.8% 34.5% 

N 59 69 461 212 217 71 24 87 

 
第２節	 親の防災知識と態度	 

 
	 家庭における防災教育の専門家、国崎信江は、「自然災害で子どもが犠牲になってしまう責

任はどこにあるのか。一番大きな責任を担っているのは，親ではないだろうか」（『教師のため

の防災教育ハンドブック』、学文社、）と述べている。このことは、子どもを守る主体としての

親の防災知識と態度が,子どもたち自体の生を左右することを意味している。学校における教師

以上に、本来なら、親が家庭の防災教育を担う責任が求められる。しかし、経験してみなけれ

ば災害の恐ろしさがわからない、と言われるように、経験のない親の場合は、その重要性がな

かなか認識できない。	 

	 

（１）地震や津波などから身を守る知識について	 

	 たとえば、今回の調査では多くの項目ではなく、基本的な項目として、「地震や津波などから

身を守ることについて、次のことは正しいと思いますか」と尋ねている。その結果を図表５−

４に示したが、確かに緊急の行動を必要とする知識についての正答率は高い。しかし、その一

方で、災害そのものについての知識や、家族間での連絡を取るために求められる災害用ダイア

ル番号については、正答率が減少する傾向にある。 
 
図表５−４	 災害についての知識（正答率）	 

 



 

	 この正答率について、親のタイプ別に差はみられないが、性差と年齢差がみられる。男性よ

り女性の方に知識レベルが高い。（上位のもの女性 48％に対し、男性 40％）。また、34 歳未満、

50 歳以上の親の認知度が高い。 
図表５−５	 性別にみた災害の知識	 

 
	 

（２）防災の準備	 

	 知識と同時に重要な事前準備について、調査では、「あなたは次のことをやっていますか。そ

れぞれについてあてはまるものをお選び下さい」と尋ねた。その結果、 も多く準備している

のが、携帯やラジオで 6 割を占めているが、それ以外の、避難場所の確認、持ち出し袋の準備

等は、4 割から低下し、家庭でできる多様な災害対策はすべて 3 割以下へと減少する。	 

図表５−６	 災害準備の状況	 

 

	 準備全般で親のタイプ別に差はみられない。しかし、この準備状況を経験の多さでみると、

災害経験の多い人ほど、準備をする比率が高い（災害経験の回答数２つまでを下位、２〜５を

中位、６つ以上を上位とした） 
 
 



 

図表５−７	 災害経験の有無別にみた準備状況	 

 
	 災害経験が多い人ほど、準備をきちんとする傾向が高まるのと同様に、災害知識のある人ほ

ど準備をする比率が高いのであろうか。その結果を示したのが、図表５−８である。ここでも、

多様な災害の準備を行う人は、災害の知識で正答率の高い人ほど多くなっている。他方、知識

のレベルが低くなるほど、準備の状況も低下している。 
 
図表５−８	 防災の知識のレベル別に見た準備状況レベル 

 
	 

（３)危険な場所の認識	 

問 49 あなたは、あなたのお住まいの地域で、河川の氾濫、がけ崩れ、津波など災害の危険が

ある場所を知っていますか。あてはまるものをお答えください。 



 

図表５−９	 危険地域の認識	 

	 %	 

危険な場所がどこか知っている	 30.7	 	 

危険な場所があることは知っているが、どこかは知らない	 20.4	 	 

危険な場所があるかどうか知らない	 28.9	 	 

危険な場所はない	 11.8	 	 

不明	 8.2	 	 

計(N=1200)	 100.0	 

	 

	 災害の危険地域をしっている比率は 3 割にとどまり、2 割が「危険場所があることは知って

いるが場所は知らない」と回答している、また、3 割弱が「あるかどうか知らない」と回答し

ている。他方、「危険な場所はない」とする回答が 12％みられる。	 

年齢別にみた結果では、危険な場所を知らない層は、25歳〜34歳に多い。しかし、親のタイプ

別には特に差がみられなかった。	 

	 

（４）危険な場所についての家族での話し合い	 

特に、前問で「危険な場所がどこか知っている」と 回答された方を対象として、次にその「危

険な場所を、ご家族と話し合われてお互いに教え合ったことがありますか」と尋ねた。 
 
図表５−10	 家族での危険な場所についての話し合い	 

 ％ 

話し合ったことがある 73.9  

いつも話し合って注意している 12.0  

話し合ったことはない 14.1  

計(N=368) 100.0  

 
タイプ別にみると「危険な場所」について「話しあったことがない」親が、乳幼児の親（23％）

とひとり親(16％)に多い。また、どこか知っている回答者の中では、母親の方が家族と話し合

っている割合が高い（話し合ったことがある。男性 71％、女性 78％）。 
	 

（５）地域の防災マップについて	 

	 危険な場所については、 近、防災マップ作りを進めている地域が 近は増えてきており、

そうした地域では、家庭でも防災マップを常備していることを進めている。このマップは、地

震や津波だけではなく、台風などの他の災害においても危険地域や避難場所を示す重要な情報

を提供する道具となっている。。この点について、「あなたは、お住まいの地域の防災マップや

災害危険予測図（ハザードマップ）等を持っていますか。あるいは見たり聞いたりしたことが

ありますか。あてはまるものをお答えください」と尋ねた。その結果は、次表のようになった。 
	 	 

	 



 

図表５-11	 防災マップを持っている家庭の比率	 

 

  
防災マップやハザードマップを持っていると回答した親は、24％にとどまっている。防災マッ

プを持っているとした回答者を性別に見ると、父親 21％であるのに対し、母親は 28％となっ

ている。見たり聞いたりしたことがない親は、男性 30％、女性 26％となっている。また、「見

たり聞いたりしたことはない」という親は、ひとり親（32％）、乳幼児の親(31％)  
となっており、マップを必要とする乳幼児の親やひとり親にその認識もまたマップ自体もない

状況にある。 
 
第３節	 家庭における防災教育の重要性	 
（１）家庭で教える防災教育の内容	 

	 実際に、家庭で子どもにどのような防災教育に関わることを教えているかを尋ねた。その質

問、「子どもに次のようなことを教えておられますか」の結果が図表５—12 である。 
 
図表５−12	 家庭での防災教育の内容（％） 

	 教えたこ
とがある 

ある程度
教えたこ
とがある 

教えたこ
とはない 

全体
(n) 

地震のゆれを感じたときにとる行動 25.8  41.4  32.8  100.0  

台風が近づいたときにとる行動 13.3  37.0  49.8  100.0  

津波警報がでたときにとる行動 12.6  23.9  63.5  100.0  

家族の安否を知る方法 12.2  29.6  58.3  100.0  

地震や台風など災害が起きる理由 11.2  33.6  55.3  100.0  

大雨になったときにとる行動 10.5  31.0  58.5  100.0  

居住地周辺の災害がおこりそうな場所 7.2  25.9  66.9  100.0  

応急手当の方法 4.3  22.0  73.7  100.0  

 
親のタイプ別にみると、高校生を持つ親ほどそれぞれを教えた経験が高い。「地震のゆれを感

じたときにとる行動」では、乳幼児を持つ親の 75％が教えたことがなく、全体でも半数の親は

教えたことがないと回答している。「津波警報がでたときにとる行動」でも、全体で 64％が教

えたことがなく、乳幼児の親の 85％、小学生を持つ親の 65％は教えていない。「家族の安否を

知る方法」は、半数以上（58％）の親が教えていない。乳幼児の親で 87％、小学生では 62％
が教えていない。災害の経験別にみると、経験が豊かなほど、いずれの項目でも子どもに教え

ている比率が高くなっている。 
	 たとえば、次の図表５−13 は、家族の安否確認について、災害経験別に見た結果だが、経験

 ％ 

持っている 24.4  

持っていないが見たことがある 27.8  

見たことはないが聞いたことがある 20.0  

見たり聞いたりしたことはない 27.8  

計（N=1200） 100.0  



 

率の高いほど教えた経験が多く、低いほど、教えたことのない比率が高くなっている。 
 
図表５−13	 災害経験別にみた「家族の安否確認」の教育	 

	  
	 

	 （２）子どもに特に知ってもらいたい防災情報	 

「子どもに特に知ってもらいたい防災情報は何ですか。あてはまるものを３つ以内でお選びく

ださい」と尋ねた結果では、知ってもらいたい防災情報では、「家族と連絡を取る方法」（59％）、

「学校や外出先での避難方法」(54％)、「災害時の避難場所や避難経路」（47％）、「家庭ででき

る防災の心構え・準備」（30％）の順に要求が多い。 
 
図表５-14	 子どもに知ってもらいたい防災情報	 

 



 

 
第４節	 生涯学習政策への提言	 

	 
	 本調査の結果から明らかになったことは、次の点である。 
	 (1)地域の状況によって、台風や地震、大雨・洪水、大雪など親の災害経験が異なっている。

これはそれぞれの地域で、防災教育として重点を置くべき目標や学習教材を柔軟に提供してい

くことの必要性を示している。また、そうした自然災害に応じた多様な防災教育教材を準備す

ることが求められる。 
	 (2)緊急度の高い知識ほど正答率が高くなっている。災害発生時についての知識だけではなく、

災害の準備という点では、災害そのものについての科学的認識の向上が求められる。 
	 (3)男性より女性の正答率が高いが、家庭の防災教育が母親だけではなく、父親にもまた責任

があるという点から、職場を中心とした防災教育の研修機会の充実が求められる。 
	 (4)災害経験の多い地域だけではない回答者を含むこともある理由からか、全体に災害への準

備は十分行われていない。水や食料の備蓄や、ハザードマップの確保、防災訓練への参加率の

向上が必要である。 
	 (5)災害に関する知識の量と準備状況は強く関連していることから、防災についての啓発や学

習の機会を広く、多く行っていく必要がある。 
	 (6)半数以上７割近い親が地域のどこが危険な場所かを知らない。学校や地域から、ハザード

マップを普及・配布していくことが重要である。知っている親はわずか３割だが、そうした親

の８割以上が、子どもたちと家庭で話し会いをしっかりと行っている。また、ハザードマップ

について見たことも聞いたこともない親が 3 割弱、見たことのない親が 2 割とほぼ半数の親は、

ハザードマップについて詳しく知らない。 
	 (7)「家族の安否を知る方法」や「災害が起こりそうな場所」、災害の発生理由などについて

教えたことのない親が半数以上に及んでいる。また、応急手当の方法などやや専門的かもしれ

ないが、簡単な医療措置として家庭で教えていく必要がある。保護者を対象とした防災教育の

機会を、学校教育や社会教育で提供していくことが重要である。災害経験を持つ親ほど、こう

した内容をしっかり教えているが、災害が起こってからではなく、事前に教えておくことが子

どもを守るためには絶対に必要である。 
	 (8)親が子どもに知っておくことを期待する内容として、家族と連絡を取る方法が 2 割となっ

ている。また、避難の方法、避難場所や避難経路、家庭での心構えなど高い比率の項目でさえ、

2 割弱となっており、全体に親が子どもに教えようとする内容があまりに少なすぎる。これは、

親自身の防災意識の低さと関係していることは、災害経験を持ってから、その重要性を知るた

めである。 
	 (9)防災教育を家庭で行っていく際には、その地域の実情に合わせた家庭の防災教育の目標を

「地域の防災教育」目標を参考にしながら、作成していくことが望ましいが、一方、どのよう

な災害、自然災害、人為的災害、犯罪などにも共通した防災と防犯教育の目標を含めながら、

基礎的なマニュアルが求められる。防災・防犯教育の基礎的マニュアルを家庭教育の教材とし

て提供していくことが、これからの生涯学習の重要な施策として求められよう。国崎信江氏が

述べているように、防災教育で も効果的なのは、家庭自体が防災を考えた生活環境になって

いることであり、また、生活習慣を含めた家庭環境や親の意識や知識が子どもたちの命を救う

ことになる。 
 
 



 

  



 

第６章	 家庭・学校・地域社会の役割分担と今後の課題	 

	 	 	 服部英二（国立中央青少年交流の家） 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  

本章では、家庭を取り巻く地域社会が変化していることを踏まえ、親や保護者と地域の子ど

も達とのつながりや関わり方の実態を調査データに基づき明らかにしたい。また、家庭・学校・

地域社会の連携が叫ばれている中で、親等が家庭の果たすべき役割をどのように捉えているか

などを検証し、今後の家庭教育支援策を進めていく上での方向性や課題などを探ってみたいと

考える。 
 
第１節	 保護者の地域の子どもとの関わり	 

 
都市化や産業構造の変化などにより、家庭を取り巻く地域社会は大きく変化している。かつ

て地域社会全体で子どもの育ちや成長を支えてきた仕組みが成り立ちにくくなっている。また、

核家族化などによって親が身近な人々から子育てについて学んだり、いざと言うときに相談に

応じてもらうようなことも少なくなってきている。ここではこうした家庭のいわゆる孤立化の

実態などを、数値的なデータをもとに検証する。 
 
（１）	 地域の子ども達に普段していること	 

今回の調査では、親や保護者が日常的に地域の子ども達とどのような関係にあるのか、地域

の子ども達とのつながりの実態はどうなのかを探るため、親（保護者）に対して地域の子ども

達に普段していることを尋ねた（Ｑ３２）。 
その結果は、地域の子ども達に普段していることは、「いつもしている」「時々している」を

併せ「している」と回答があったもののうち、比較的多いものを順に挙げてみると、「道であっ

た時に声をかける」61.8（64.5）％、「分からないこと等を教える」46.5（57.0）％、「悪いこ

とをしたので叱ったり注意する」46.3（57.0）％となっている。	 

また、「良いことをしたので、ほめたりごほうびをあげる」は 43.1（51.5）％であり、次い

で「一緒に遊んであげる」35.6（37.0）％、「子どもが自分の家に入れなかったので家に入れて

あげる」28.3（37.5）％の順となっている。	 

文中の括弧内は、「ひとり親」の結果を表したものであるが、ひとり親の保護者の割合がいず

れも全体を上回っている。	 

さらに、「困っている時に相談にのる」は、ひとり親の場合が 47.5％「他の子どもにいじめ

られている時に助ける」41.0％と、同じ設問のひとり親家庭をのぞく全体の数値 29.7％、29.6

と比べて大きく上回っており、興味深いことに、ひとり親家庭の保護者が地域の子ども達に積

極的に関わろうとしている状況が読み取れる。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 



 

図表	 ６－１	 地域の子ども達に普段していること	 （Ｑ３２）	 

全体（ひとり親を除く）	 
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家庭を取り巻く地域社会では、地域ならではのお祭りや行事、保護者向けの学習会、地域を

基盤とした子ども会活動など様々な取組みが行われている。ここでは、親や保護者がそうした

地域での取組みについてどのようなかかわりを持っているかを把握するために、地域での活動

への参加状況を調べてみた（Ｑ３３）。 
その結果は、「地域の祭りやイベントに親子で参加する」は「いつもしている」と「時々して

いる」を合計した「している」と答えた者が 49.9（47.5）%、「子ども会活動、PTA 活動に参加

する」42.4(48.5)％、「地域で子どもを持つ保護者同士で情報交換する」31.6（33.5）％となっ

ている。	 

しかしその一方で、「全くしていない」者の割合を見てみると「子育てサークルや悩み相談グ

ループの運営に参加する」66.6（59.5）％、「子ども達にスポーツ・文化活動などの指導をする」

66.6（55.0）％「公民館や図書館等での活動や学習会等に参加する」58.3（48.5）％、「地域で

ボランティア活動や学校支援の活動をする」54.7（49.5）％である。	 

文中の括弧内は「ひとり親」の数値であるが、「ひとり親」についても、一般的には時間的な

制約等が想定される中で、遜色のない活動を行っている実態となっている。	 

また、「子ども会活動、PTA 活動に参加する」や「地域で子どもを持つ保護者同士で情報交換

する」などは、むしろ他を上回っており、「ひとり親」が子どもを機軸にしつつ、ネットワーク

づくりに意識的に取り組んでいる様子が伺われる興味深い結果が、今回の調査から得られた。	 

 
図表６－２	 親の地域における活動等への参加状況、子どもとの交流実態	 （Ｑ３３） 
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第２節	 地域の子どもとのつながりの変化	 

 
	 子どもが健やかに成長して行くためには、子どもの発達段階に応じた様々な体験活動の機会

が提供される必要があるが、それと同時に子どもの成長を促す大人の人々の教育的な働きかけ

や支援が大切である。 
この節では、前節で紹介した地域と子どもとの関わりの中で、特に子ども達の社会化

（Socialization）に影響を及ぼす設問項目を抜き出してみて、地域の子どもとのつながりがど

のように変化しているかを知るために、過去の同様な設問肢がある調査データとの比較を試み

た。しかしながら、こうした保護者と子どもとのつながりについての系統的な調査は意外に少

なく、過去の関連調査結果から、ほぼ同様な設問肢があるものとの比較を試みてみたが、調査

資料の制約もあり、ある一定の間隔、例えば 10 年毎の定期的な経年比較には必ずしもなって

いない。また、調査手法や調査エリアが教育委員会を通じた調査と、今回のようなｗｅｂ調査

といった違いがあることなどを予めお断りしておきたい。 
なお、過去の調査結果として比較に用いた資料は、「親と子の地域社会におけるネットワーク

に関する調査報告書」（昭和 63（1988）年 3 月）文部省社会教育局編（生活基盤充実問題調査

研究 MESC	 ３-881）と「地域の教育力に関する実態調査」報告（平成 18（2006）年 3 月）

株式会社日本総合研究所編（文部科学省委託調査）である。	  
 

（１）	 大人からみた地域の子どもとの関わりの変遷	 

  保護者が地域の子ども達に対して、どのような働きかけや支援をしているかの推移を過去の

子ども達の社会化（Socialization）に影響を及ぼす設問項目を抜き出して比較してみた。 
	 それらの調査結果から得られた内容は、先ず、①「悪いことをしたので、叱ったり注意する」

など規範・モラル的な働きかけについては、「いつもしている」と「時々している」を併せて、

「している」と答えた回答者が 1988 年は 87.4％、2005 年は 61.1%、今回 2011 年は 46.3％と

なっている。また、②「分からないことやできないことを教える」などの知識・情報に関する

設問項目については、1988 年は 78.1％、2005 年は 46.8％、2011 年は 46.5％、③「良いこと

をしたので、ほめたりごほうびをあげたりする」など承認・称賛については、各々77.9％、52.9％、

43.1％となっている。 
	 さらに、④「子どもが自分の家に入れないでいる時に家に入れてあげる」については、1988
年が 89.0％、2005 年が 37.8％、2011 年が 28.3％との結果が得られた。 
なお、⑤「道であった時に声をかける」については、1988 年には設問肢が特に設けられてい

ないので、2005 年と 2011 年との比較となるが、85.2%から、61.8％という結果が得られた。	  
いずれの設問項目も、その割合は年を追うにしたがって減っており、保護者と地域のよその

子ども達とのつながりは年々弱くなってきていることが、調査データから数値的に裏付けられ

ている。 
一般的に「地域の教育力」の低下などが指摘されているが、それらを裏付ける根拠とされて

いるものは、世論調査や地域住民の意識調査などが引用されることが多い。しかしながら、そ

れでは、単に人々が地域の教育力が低下していると捉えているかを問うているだけで、本当に

地域の教育力の低下を裏付けるエビデンスとしては十分とはいえない。 
今回の調査結果からは地域の教育力の一部ではあるかもしれないが、大人と地域の子どもと

のつながりや子どもへの社会化（Socialization）の支援という視点から、近隣での子ども達へ

のサポート、教育機能が経年的に大きく低下していることを示す貴重な基礎データが得られた



 

ものと考える。特に、子育てや家庭教育の支援の在り方や今後の方向性を探っていく上では、

「規範やモラル」、「承認・称賛」など、かつて地域社会の一定のエリア（範域）を基盤としつ

つ地域社会が担ってきた「しつけや見守り」機能が以前に比べて脆弱になっていることは大変

気になる結果と考える。さらに、調査結果を見る限り、子どもがいざと言うときのセーフティ

ネット、居場所ともなりうる「受容や保護」に関する項目についても、その割合が激減してい

ることは、何らかの対策を急がなくてはいけない重要な視点を提示してくれていると思われる。 
図表６－３	 	 大人や親の地域の子ども達との関わり（社会化の支援の実態）	 

 

 
【資料出所】 

・親と子の地域社会におけるネットワークに関する調査報告書（昭和６３年３月 文部省社会教育局） 

・「地域教育力に関する実態調査」報告（平成１８年３月 文部科学省生涯学習政策局委託調査） 
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⑤　道であった時に声をかける

１９８８年 ２００５年 ２０１１年

内容 １９８８年 ２００５年 ２０１１年 

① 悪いことをしたので、しかったり注意す

る（規範・モラル） 
87.4% 61.1% 46.3% 

② 分からないことやできないことを教える

（知識・情報） 
78.1% 46.8% 46.5% 

③ 良いことをしたので、ほめたりごほうび

をあげる（承認・称賛） 
77.9% 52.9% 43.1% 

④ 子どもが自分の家に入れなかったので

家に入れてあげる （受容・保護） 
89.0% 37.8% 28.3% 

⑤ 道であった時に声をかける － 85.2% 61.8% 



 

（２）	 親の地域における活動等への参加の変遷	 

	 地域における行事や活動等への保護者の関わりについても、過去の調査との比較を試みた。 
ちなみに、調査資料は先に掲げた関連の調査の 2005 年と 2011 年との比較であるが、これに

ついても、設問肢のワーディング等が一部異なる部分もあるが、それでもおおよその傾向は

読み取れると考えて、図表に取りまとめてみた。 
	 調査結果を見てみると、「子ども会活動、PTA 活動に参加する」という項目に、「している」

と答えた保護者は 2005 年調査が 68.9％であったものが、2011 年は 42.4％、また、「地域の

祭りやイベントに親子で参加する」については、同じく 2005 年調査では 64.2％が今回は

49.9％と激減している。また、「地域で子どもを持つ保護者同士で情報交換する」については、

60.5％であったものが、31.6％とほぼ半減している。	 

しかしながら、その半面「子育てサークル・悩み相談への参加」については 2005 年調査が

「している」と回答した者が 6.6％から、反対に 2011 年では 12.0％とほぼ倍増しているとい

う結果となっている。	 

	 

図表６－４	 地域における活動等への参加の変遷【2005 年と 2011 年との比較】	 
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第３節	 家庭・学校・地域社会の連携、役割分担	 

	 
（１）	 子どもに身に付けさせたい資質や能力	 

「これからの社会を生きていく子ども達に必要であると思われる資質や能力」を親に尋ねたと

ころ（Ｑ２１）、「とても必要である」と回答があったものを多い順に並べると次のようになる。 
図表６－５	 子ども達に必要であると思われる資質や能力 

順 
番 

「これからの社会を生きていく子どもたちにとても必要である」と親が

思っている資質や能力 
全体（ひとり

親を除く） 
ひとり親 

１ 他者への思いやりや他人に対するいたわりの心 72.8％ 65.0％ 
２ ルールや善悪の価値判断 71.3 64.5	  
３ 健康や体力 70.8 64.5 
４ 道徳心や公共心、礼儀マナー 68.8 60.0 
５ 基本的な生活習慣 61.5 52.0 
６ 多様な人々とのコミュニケーションを図る力や他者との協調性 58.1 55.5 
７ 自分で課題を見つけ、考えることができる力や探究心 55.7 56.5 
８ 学ぶ意欲や姿勢 54.9 57.0 
９ 読み・書き・計算などの知識や学力 51.4 43.0 
10 ストレスに対応できる自己コントロール力、克己心 49.1 47.0 

 
この調査結果からは、親は変化が激しい社会の中にあっても、子どもたちに知識や学力より

も、他者への思いやりなど人との関わりの面や社会生活を営む上でのルール、道徳規範、基本

的な生活習慣などに重きを置いている実態がうかがえる。またそれと同時に、健康や体力など

身体的なものも基本と考えていることが裏付けられた。 
いわゆる「體・徳・知」に喩えれば、心と身体と知のバランスのとれた子供たちをイメージ

しつつも、どちらかと言うと、親は子どもに「人間的な優しさや健やかさ」を願っている実態

が調査結果からは読み取れる。 
 
（２）	 家庭・学校・地域社会の連携と役割分担	 

教育基本法の第 13 条において、「学校、家庭及び地域住民その他関係者は、教育におけるそ

れぞれの役割と責任を自覚するとともに、相互の連携及び協力に努めるものとする。」と明文化

されている。このようなことを踏まえ、親が家庭教育についてどのような意識を持っているの

か、家庭がどんな役割を担う必要があると、親は考えているのかを探ってみた。 
Ｑ２１で「これからの社会を生きていく子どもたちに必要であると思われる資質や能力」に

ついて、親が「とても必要である」「まあ必要である」と回答した者に対して、「それらの資質

や能力を、特にどこで身に付けさせるべきだと思うか」、その役割が一番あると思われるものを

家庭・学校・地域社会の中で選んでもらった。	 

【家庭の役割】	 

回答があったもののうち、主として家庭の役割と答えたものの割合が多いものは、第一番目

が「基本的な生活習慣」94.3（93.5）％であり、極めて高い比率を示した。	 

その後は二番目が、「ルールや価値判断」70.0（61.9）%、第三番目が「他者への思いやりや

いたわりの心」69.2（61.1）％、四番目に「健康や体力」69.0（69.1）％、五番目として「ス

トレスに対応できる自己コントロール力、克己心」68.4（71.4）％が挙げられ、さらに、「将来



 

設計を立て計画を実行していける力」61.4（58.4）％、「道徳心や公共心、礼儀マナー、社会常

識」56.7（57.0）％などが続いている。	 

	 ひとり親についても大きな傾向に変わりはないものの、両親がいる家庭より「自己コントロ

ールや克己心」、「健康と体力」が上位を占め、より子どもの自立を促す項目などが高い比率を

示した。	 

	 【学校の役割】	 

	 学校が役割を担うべきと答えたもので多いものの順位は、一番目が「読み・書き・計算など

の知識や学力」84.7（80.4）％、二番目が「外国語のスキルや素養」82.2（79.1）％、三番目

が「学ぶ意欲や姿勢」58.4（61.2）％、四番目が「自分で課題を見つけ、考えることができる

力や探究心」54.3（47.2）％、五番目として「パソコンや携帯電話など新しい機器を使いこな

す能力や情報モラル」52.3（51.6）％となっている。	 

	 【地域社会の役割】	 

地域社会の役割については、同じく一番目が「日本の伝統や文化を尊重する心」40.5（44.9）％、

二番目が「多様な人々とのコミュニケーションを図る力、協調性」39.6（39.0）％、三番目が

「社会の変化に柔軟に対応する力」36.2（43.0）％となっており、こうした面について、親は

地域社会に期待していることが読み取れる。	 

 
図表６－６	 親が考えている家庭・学校・地域社会の役割分担	 （Ｑ２２） 
全体（ひとり親を除く）	 
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1）読み・書き・計算などの知識や学力

2）健康や体力

3）他者への思いやりや他人に対するいたわりの心

4）基本的な生活習慣

5）学ぶ意欲や姿勢

6）自分で課題を見つけ、考えることができる力や探究心

7）幅広い教養や豊かな感性

8）多様な人々とコミュニケーションを図る力、他者との協調性

9）道徳心や公共心、礼儀マナー、社会常識

10）ルール、善悪の価値判断

11）生き物の命や自然を大切にし、環境を守っていく態度

12）社会の変化に柔軟に対応する力

13）情報を収集、選択、活用する能力

14）将来設計を立て計画を実行していける力

15）勤労意欲や職業意識、働くことを重んじる態度

16）日本の伝統や文化を尊重する心

17）新しい価値を生み出す創造性

18）外国語のスキルや素養

19）パソコンや携帯電話など新しいＩＴ機器を使いこなす能力や情報モラル

20）ストレスに対応できる自己コントロール力、克己心

21）災害や不測の事態に対処する危機管理や危険回避能力

22）犯罪やトラブルなどに巻き込まれない判断力やスキル
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ひとり親	 

 

 
 

第４節	 調査結果から読み取れる課題や今後の家庭教育支援施策への示唆	 

	  
（１）	 調査結果から見た現代の家庭の実態（地域とのつながりや連携の視座から）	 

	 本章では、親が地域とどのような「つながり」や「関わり」を持っているかを調査結果に

基づいて概観してきた。また、家庭・学校・地域社会の連携が叫ばれている中で、親が家庭

の役割をどう認識し、どのように考えているかを探ってみた。 
	 	 その結果は、すでに今までの節で論述してきたとおりであるが、再度、概況を箇条書きで

表してみると、次のようにまとめられる。 
 

① 家庭の役割として一般的に挙げられる「基本的な生活習慣」や「規範やモラル、マナ

ー」「豊かな情操」、「他人に対する思いやりや社会性」などについて、多くの親は家

庭の役割であると考え、その重要性を認識している。 
② 全体として、親は、これからの社会を生きていく子ども達が健やかに育って欲しいと

願い、様々な状況の中でも一定の努力をしている傾向が読み取れる。例えば、ひとり

親家庭の親は、困難を抱えつつも、積極的に地域とのつながりを持とうと努力してい

ることなどが調査結果から明らかにされた。 
③ しかしながら、この章では十分な分析ができなかったが、家庭の孤立化とも相まって

家庭の実態は二極化し、子どもに目配りができていない親の存在も見受けられる結果

が一方にはあると思われる。（アンケート結果の概要	 第３章の子どものテレビやメ
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1）読み・書き・計算などの知識や学力

2）健康や体力

3）他者への思いやりや他人に対するいたわりの心

4）基本的な生活習慣

5）学ぶ意欲や姿勢

6）自分で課題を見つけ、考えることができる力や探究心

7）幅広い教養や豊かな感性

8）多様な人々とコミュニケーションを図る力、他者との協調性

9）道徳心や公共心、礼儀マナー、社会常識

10）ルール、善悪の価値判断

11）生き物の命や自然を大切にし、環境を守っていく態度

12）社会の変化に柔軟に対応する力

13）情報を収集、選択、活用する能力

14）将来設計を立て計画を実行していける力

15）勤労意欲や職業意識、働くことを重んじる態度

16）日本の伝統や文化を尊重する心

17）新しい価値を生み出す創造性

18）外国語のスキルや素養

19）パソコンや携帯電話など新しいＩＴ機器を使いこなす能力や情報モラル

20）ストレスに対応できる自己コントロール力、克己心

21）災害や不測の事態に対処する危機管理や危険回避能力

22）犯罪やトラブルなどに巻き込まれない判断力やスキル

家庭 学校 地域社会



 

ディア接触等の実態等を参照） 
④ 子どもと地域社会とのつながり、大人の地域の子ども達との関わりについては、経年

的に著しく脆弱になってきている。特に子ども達の成長発達を促す社会化

（Socialization）の機能について、「受容・保護」「承認・称賛」「知識・情報」「規範・

モラル」などについて、どの項目も働きかけや支援の割合が著しく減ってきている。 
⑤ さらに、親の地域における活動等への参加の状況も「子育てサークル・悩み相談」を

除いて年々激減している。 
⑥ 親達の他の子ども達への関わりの脆弱さは、翻って更なる家庭の孤立化を招くととも

に、かつて地域社会が担ってきた子ども達への「しつけや見守り」機能を益々弱める

結果ともなっていると思われる。 
 

（２）	 親の育児不安と家庭の孤立化	 	 

親の育児不安については、第４章の「学習経験と学習ニーズ」のところで論述されている

が、現代の親の約 6 割の親が実際に子育てに不安を抱いている。 
また男女別で捉えれば、69.7％の母親が何らかの不安を感じ、子育てや家庭教育に悩みを

抱いている実態がある。 
こうした背景や要因は様々なことが影響していると思われるが、家庭そのものがかつての

ような大家族で暮らした生活から核家族化し、その結果、家庭の中での子育ての伝承も十分

なされていないこと、また親自体も少子化の影響で、兄弟姉妹の中で切磋琢磨の機会や乳幼

児の世話をした経験、体験がないまま、育っていることなどが大きいものと考える。 
その上、子どもの数が少ない現代の社会においては、実際に家庭教育や子育てを行ってい

く際にも、子どもを介した地域での多様なつながりが十分持てず、身近なところで気軽に子

育ての悩みなどを相談する相手もなく、いわゆる家庭の孤立化が益々進んでいることなども、

親の育児不安に拍車をかける結果を招いていると思われる。 
さらに、その上、情報化社会の中では、子育てに関する多様な情報等が溢れ、教育や子育

てに関心がある親ほどストレスを抱え、心理的に追い込まれている実態さえも生じていると

の指摘がある。 
こうした状況を踏まえると、親やこれから親になる者に対して、家庭教育についての学習

機会をより充実させていくことは、引き続きもちろん重要であるが、それだけではなく今後

は、困難を抱え様々な葛藤を続けながら、日々の子育てに直面している親に対して、その子

育てや家庭教育を支援していくネットワークづくりが大切な観点となり得ると思われる。 
特に、かつてのような地域を基盤とした地域社会の教育機能が大きく変容を遂げる中で、 

家庭を取り巻く地域社会の子ども達への「しつけや見守り」機能とも言える社会化

（Socialization）の部分が脆弱になっている現状では、個々の家庭をサポートし、いざとい

うときなどにも対応できる親の子育てを支援するネットワークをどのように新たに構築して

いくかが、今後大きな課題となろう。 
 
（３）	 子育てを支援する親のネットワークづくり	 

①	 育児不安の解決は身近な人からの支援が有効	  
	 	 	 Ｑ４０の育児不安等への解決策を踏まえ、育児不安への対処方法が実際に役立ったかどうかを、

Ｑ４１で聞いたところ、「子どもを介して親しくなった友人に相談」92.6％、「親や親せきに相談」

90.8％、「夫婦間で話し合った」89.8％、「学生時代の友人や幼なじみの知人に相談」87.3％など比



 

較的身近な人からの支援が役に立っていると、多くの親は答えている。 

また、対処方法としては、回答は少ないものの、「近所の人に相談」は 90.8％が実際に役だって

いると親は回答しており、その評価の割合は極めて高い。 

次いで「家庭教育学級や講座の受講」が 84.9％、「子育てサークル等への参加」も 80.6％が役立

っていると答えており、広く子育ての輪を広げたり、家庭相互のつながりづくりを地域で促進する家

庭教育支援の取組の必要性や効果がうかがえる結果となっている。 

さらに、「学校、幼稚園の先生、保育所の保育士などに相談」は 83.4％、「医師や専門のカウンセ

ラーに相談した」は 83.0％と、専門的な相談機関についても役立っていると答えた親は多く、相談

内容に応じては、こうした専門機関につなぐ仕組みの充実も今後支援策として、大いに有効である

と思われる。 

 

図表６－７	 育児不安への解決策の効果（Ｑ４１） 
（しつけや子育ての悩みの解決で、実際に役に立ったかどうか） 

 
 
②	 親への身近な支援、ネットワークづくりの大切さ 

一般的に、家庭教育の低下ということが社会的に叫ばれているが、すでに触れたように

親は自覚もあり様々な取組も模索している。 
むしろ、核家族化や地域社会の変容の中で、身近なところでのサポート機能が弱まって

いることで、親が子育てにストレスを感じ、親も多様なつながりが持てず益々の孤立化を

招いているのが実態であると考えられる。 
したがって、そうした状況にある家庭を支援していくには、子育て支援のネットワーク

づくりなどが重要である。 
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1）家族（夫婦）で話し合った

2）親や親せきに相談した

3）行政の家庭教育相談を利用した

4）民間の家庭教育相談を利用した

5）保健所や児童相談所に相談した

6）学校、幼稚園の先生、保育所の保育士などに相談した

7）子育てサポーターなど地域ボランティアのアドバイスを受けた

8）学生時代などの友人や幼ななじみの知人に相談した

9）子どもを介して親しくなった友人に相談した

10）職場の同僚や先輩などに相談した

11）趣味や学習、スポーツ等のグループの仲間に相談した

12）本や雑誌などの関連情報を探した

13）インターネットを利用した

14）電話やメールでの子育て相談サービスを利用した

15）近所の人に相談した

16）子育てサークル等に参加した

17）家庭教育学級や子育て講座等を受講した

18）医師や専門のカウンセラーに相談した

とても役に立った 役に立った それほど役に立たなかった 全く役に立たなかった



 

その場合、子どもを介して親しくなった友人に相談が効果的だと答えている結果を斟酌

すると、子どもを核にしながら、親のネットワークづくりを強化していくことや子どもの

ネットワークと親のネットワークを重ねる手立てがさらに必要であると考える。 
親も子どもも知っている人、謂わば「顔が見える関係」の人とのつながりが強いほど、

お互いの関わりは強固なものになると考えられる。お互いのネットワークの重なりやその

つながりの密度（density）が強ければ強いほど、相互にカバーし、サポートする力は一般

的に大きくなると思われるからである。 
その意味では、今後の家庭教育支援の一つの方向性としては、親等に対する家庭教育の

学習機会の提供などの支援だけでなく、親子一緒の活動の充実や子どもを核としつつ地域

で親を結びつける取組みの活性化が必要である。特に、今後さらに、家庭教育支援施策に

関連する青少年教育活動や児童健全育成活動、学校支援地域本部事業など学校と地域を結

びつける取組みなどとの一層の連携が求められる。 
 

③	 親と子の接点にある指導者の役割、専門機関につなぐ複次的な支援ネットワーク 
今回の調査では、子ども達に関しては調査を行っていないので、子ども達のつながりや

付き合いのネットワークの広がりと親のネットワークとの関係は把握できていない。 
しかし、今回の調査でも「子どもを介して親しくなった友人」や「学校、幼稚園の先生、

保育所の保育士など」は育児不安の相談相手としてもたよりにされ、またその相談の結果

も有効と回答している割合が高い。こうした親と子どもとの接点にあるところのつながり

づくりを強固にしていくことは大きな意味を持つ。 
なぜなら、「学校、幼稚園の先生、保育所の保育士など」は、子ども達に近く身近な相談

相手としても意識されているが、専門的な医療機関や相談機関等とを結ぶコーディネータ

ー役としても有効な担い手となり得るからである。 
こうした身近なところと専門機関とを結ぶ更なる支援のネットワークを構築することで、

様々な問題の解決や切実な相談にも対応しうる。このような複次的な支援のネットワーク

ができれば、益々多様化し、様々な個別の課題を抱える現代の家庭に対して、より効果的

な家庭教育の支援や手立てが講じられる可能性が出てくるものと考える。	  
 

 
後に、乳幼児期から思春期までと子どもの発達段階毎に親の置かれている状況は異なる。

本来であれば、こうした親の属性によって類型化を図り、地域との子どもとの関わりや家庭

の役割などを論ずる必要があるのかもしれない。 
また、専門機関へつなぐ取組みについても、どのような具体的な相談内容の場合に、そう

したことが求められるのか、親がどのような状況に置かれているかによって、かなり違いが

生じることなども予想される。 
しかし、ここでは全体の紙面の制約などもあり、今回の調査結果の概況をもとにしつつ、

家庭と地域とのつながりが脆弱になってきている実態を明らかにすることや、こうした状況

を踏まえた今後の家庭教育支援の大きな方向性を探ることに焦点をあて整理を試みた。 
そのため、内容は概括的な論述に留まっていることを改めてお詫び申し上げたい。 
今後、類型化など親の属性ごとの精査や、また親が置かれている状況に応じた詳細な分析

を行うことで、今回言及した内容がさらに深まりを持ったものになると考えるが、これらの

詳細な分析検証については、今後の課題としたい。  



 

 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

第 44 部  

  

  高齢者の社会参加と学習  

  



 

第 1 章	 高齢者の退職と社会参加	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 笹井	 宏益（国立教育政策研

究所）	 

	 

第 1 節	 本章の目的	 

	 	 
	 本章では、第 4部全体にわたって分析の対象となっている、本調査の回答者（50歳～74歳ま

での年齢層）のプロフィールを明らかにするとともに、彼（女）らの社会参加意向や現状等に

ついて分析を行う。	 

	 もともと第 4部は、「高齢者の社会参加と学習」というタイトルであり、「高齢者」という属

性に着目して意識や行動を分析することを意図している。それゆえ、「高齢者」とはどのような

人たちなのか、どのような属性的な特徴をもっているのか、という点は、第 4部を記述する際

の重要な前提になるべきことがらである。ここでは、属性的な特徴に加えて、「社会参加」とい

う視点から見ていかなる特徴をもっているかいう点についても、明らかにする。	 

このように第 4部全体を流れている「高齢者像」（高齢者のイメージ）を、分析者のみならず読

者の方々も共有することは、高齢者による活動の意味を明らかにするとともに、今後の動向を

考察し、今後政策論的あるいは実践論的にどのようにかかわったらよいのかという点を検討す

る上で、大きな役割を果たすものと考える。	 

	 

	 

第２節	 高齢者の属性	 

	 
（１）回答者数と年齢	 

本調査の回答者総数は、1149 人である。これらのうち、男性が 570 人、女性が 579 人という内

訳になっている。Web 上で調査する際に、50歳から 74歳までの年齢層を５つの階層に分け、各

階層 200（男性 100／女性 100）サンプル前後を基本に、合計で 1000 ちょっとのサンプルが集

まるように抽出した。その結果、表１に示すとおり、各年齢層とも 230 前後のサンプルを回収

することができた。	 

	 

表１	 年齢別のサンプル数	 

Q2	 

あなたの年齢について当てはまるも

のを次の中から選んでください。	 
	 	 	 	 

単一回答	 	 	 n	 %	 

1	 49 歳以下	 	 	 0	 	 0.0	 	 

2	 50 歳－54歳	 	 	 224	 	 19.5	 	 

3	 55 歳－59歳	 	 	 227	 	 19.8	 	 

4	 60 歳－64歳	 	 	 240	 	 20.9	 	 

5	 65 歳－69歳	 	 	 227	 	 19.8	 	 

6	 70 歳－74歳	 	 	 231	 	 20.1	 	 

7	 75 歳以上	 	 	 0	 	 0.0	 	 

	 	 全体(n)	 	 	 1149	 	 100.0	 	 



 

	 

（２）回答者の属性	 

	 さて、回答者の属性の分析に移ろう。	 

	 表２は、回答者の「現在の仕事の状況」を示している。これによれば、「定年退職をし、今は

働いていない」が も高く(47.0%)、次いで「定年退職をせずに働いている」(40.2%)、「定年退

職をしたが、今も働いている」(12.8%)となっている。	 

	 こうした状況は、本調査が 50歳台の人たちも対象にしており、この年代に該当する人たちの

多くが「定年退職をせずに働いている」からであると考えられる。	 

	 

表２	 現在の仕事の状況	 

Q3	 

現在の仕事の状況に関して、あては

まるものを次の中から選んでくださ

い。	 

	 	 	 	 

単一回答	 	 	 n	 %	 

1	 定年退職をせずに働いている	 	 	 462	 	 40.2	 	 

2	 定年退職をしたが、今も働いている	 	 	 147	 	 12.8	 	 

3	 定年退職をし、今は働いていない	 	 	 540	 	 47.0	 	 

	 	 全体(n)	 	 	 1149	 	 100.0	 	 

	 

	 また、表３は、現在もしくは定年退職の年齢までに該当する仕事の業種について聞いたもの

である。これによれば、「専門的・技術的職業（医師・看護師、弁護士、教師・教員、栄養士、

エンジニア・デザイナー、文筆家など）」が も高く(26.6%)、次いで「事務的職業（会社や役

所での一般事務・経理、内勤の営業など）」(19.3%)、「管理的職業（会社や官庁での課長以上の

管理職など）」(13.9%)となっている。	 

	 

表３	 現在もしくは定年退職の年齢までに該当する仕事の業種	 

Q4	 

「定年退職をせずに働いている」を選択した人にお聞きします。現在もしくは

定年退職の年齢までに該当する仕事の業種について、当てはまるものを次の中

から選んでください。	 	 

	 	 

単一回答	 n	 %	 

1	 
専門的・技術的職業（医師・看護師、弁護士、教員、栄養士、エンジニア・デザイナ

ー、文筆家など）	 	 
123	 	 26.6	 	 

2	 管理的職業（会社や官庁での課長以上の管理職など）	 	 64	 	 13.9	 	 

3	 事務的職業（会社や役所での一般事務・経理、内勤の営業など）	 	 89	 	 19.3	 	 

4	 販売の職業（小売店やコンビニなどでの販売、外勤のセールス、不動産売買など）	 	 38	 	 8.2	 	 

5	 サービス的な職業（接客、飲食物の調理師、理容師・美容師、ホームヘルパーなど）	 	 41	 	 8.9	 	 

6	 保安の職業（警察官、自衛官、消防士や警備員など）	 	 3	 	 0.6	 	 

7	 農林漁業の職業	 	 8	 	 1.7	 	 

8	 運輸・通信の職業（鉄道運転、自動車の運転、郵便の集配・配達、物流配送など）	 	 14	 	 3.0	 	 

9	 技能・作業的な職業（組立工、電気工事、土木建築など）	 	 26	 	 5.6	 	 

10	 その他	 56	 	 12.1	 	 



 

	 	 全体(n)	 	 462	 	 100.0	 	 

	 

	 表４は、現在もしくは定年退職の年齢までに該当する仕事の職種について聞いたものである。

これによれば、「一般事務・総務」が も高く(13.9%)、次いで「経営・役員」(13.6%)、「その

他」(8.4%)となっている。	 

	 

表４	 現在もしくは定年退職の年齢までに該当する仕事の職種	 

Q4	 

「定年退職をせずに働いている」を選択した人にお聞きします。

現在もしくは定年退職の年齢までに該当する仕事の職種につい

て、当てはまるものを次の中から選んでください。	 	 

	 	 

単一回答	 n	 %	 

1	 経営・役員	 63	 	 13.6	 	 

2	 管理	 30	 	 6.5	 	 

3	 専門職(医師)	 5	 	 1.1	 	 

4	 専門職（医療関連：看護師・介護師等）	 23	 	 5.0	 	 

5	 専門職（弁護士）	 0	 	 0.0	 	 

6	 専門職(会計士・税理士)	 2	 	 0.4	 	 

7	 専門職(教育関連)	 31	 	 6.7	 	 

8	 研究・開発	 6	 	 1.3	 	 

9	 エンジニア	 33	 	 7.1	 	 

10	 一般事務・総務	 64	 	 13.9	 	 

11	 企画・マーケティング	 1	 	 0.2	 	 

12	 広報・宣伝	 1	 	 0.2	 	 

13	 人事・経理	 18	 	 3.9	 	 

14	 販売・営業	 37	 	 8.0	 	 

15	 サービス業（専門職以外の医療・福祉従事者も含む）	 38	 	 8.2	 	 

16	 農林漁業従事者	 7	 	 1.5	 	 

17	 生産工程従事者	 15	 	 3.2	 	 

18	 調達・運輸・物流	 10	 	 2.2	 	 

19	 建設・採掘従事者	 9	 	 1.9	 	 

20	 その他	 39	 	 8.4	 	 

21	 働いていない	 30	 	 6.5	 	 

	 	 全体(n)	 	 462	 	 100.0	 	 

	 

	 さて、これまでは、「定年退職をせずに働いている」を選択した人に聞いた結果を示したが、

他方、「定年退職をし、今も働いている」を選択した人たちはどのような仕事をしているのであ

ろうか。	 

表５は、定年退職後に就いた勤務形態について聞いたものである。これによれば、「パートタイ

ムで仕事をしている（在宅ワークを含む）」が も高く(36.7%)、次いで「常勤（フルタイム）

で給料をもらって仕事をしている」(29.3%)、「フリーで仕事をしている（在宅ワークを含む）」

(12.2%)となっている。	 



 

	 

	 	 



 

表５	 定年退職後に就いた勤務形態	 

Q9	 

定年退職後に就いた勤務形態について、当てはまる

ものを次の中から選んでください。	 	 
	 	 

単一回答	 n	 %	 

1	 パートタイムで仕事をしている（在宅ワークを含む）	 	 54	 	 36.7	 	 

2	 フリーで仕事をしている（在宅ワークを含む）	 	 18	 	 12.2	 	 

3	 常勤（フルタイム）で給料をもらって仕事をしている	 	 43	 	 29.3	 	 

4	 事業を経営している	 	 15	 	 10.2	 	 

5	 家業を手伝っている	 	 2	 	 1.4	 	 

6	 学生	 	 0	 	 0.0	 	 

7	 専業主婦・主夫	 	 0	 	 0.0	 	 

8	 無職	 	 0	 	 0.0	 	 

9	 その他	 	 15	 	 10.2	 	 

	 	 全体(n)	 	 147	 	 100.0	 	 

	 

	 表６は、 終学歴について聞いたものである。これによれば、「高校卒」が も高く(35.9%)、

次いで「大学卒」(35.8%)、「短大卒」(10.4%)となっている。	 

	 

表６	 終学歴	 

	 Q11	 
あなたの 終学歴を教えてください。	 	 	 	 	 

	 
単一回答	 	 	 n	 %	 

	 
1	 中学卒	 	 	 31	 	 2.7	 	 

	 
2	 高校卒	 	 	 413	 	 35.9	 	 

	 
3	 専門学校卒	 	 	 98	 	 8.5	 	 

	 
4	 短大卒	 	 	 120	 	 10.4	 	 

	 
5	 高等専門学校（高専）卒	 	 	 34	 	 3.0	 	 

	 
6	 大学卒	 	 	 411	 	 35.8	 	 

	 
7	 大学院修了	 	 	 35	 	 3.0	 	 

	 
8	 その他	 	 	 5	 	 0.4	 	 

	 
9	 わからない	 	 	 2	 	 0.2	 	 

	 
	 	 全体(n)	 	 	 1149	 	 100.0	 	 

	 

	 さて、今度は、60歳－64歳、65歳－69歳、70歳－74歳といった 60歳以降の年齢層の人た

ちが、どのような状況にいるかを見てみよう。	 

	 表 7は、年代別にみた配偶者の有無及び建康の状況を示したものである。これをみると、年

齢が上がっていっても、配偶者については、7 割以上の人が「いる」と回答しており、年齢層

の差異はほとんどみられない。また、健康の状況についても、「どちらかというと自信がある」

と回答した人が、いずれの年齢層でも半数を超えており、「自信がある」人も加えると、6割以

上の人が、健康にはある程度自信をもっているようである。	 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 



 

	 	 表７	 年代別にみた配偶者の有無及び建康の状況	 	 （上段：実数／下段：％）	 

	 配偶者の有無	 建康の状況	 

いる	 いない	 自信がある	 どちらかとい

うと自信があ

る	 

どちらかという

と自信がない	 

自信がない	 

60歳－64歳	 
147	 	 	 	 53	 	 	 24	 	 107	 	 55	 	 14	 	 

73.5	 	 26.5	 	 12.0	 	 53.5	 	 27.5	 	 7.0	 	 

65 歳－69歳	 
160	 	 40	 	 20	 	 108	 	 55	 	 17	 	 

80.0	 	 20.0	 	 10.0	 	 54.0	 	 27.5	 	 8.5	 	 

70 歳－74歳	 
156	 	 44	 	 33	 	 111	 	 49	 	 7	 	 

78.0	 	 22.0	 	 16.5	 	 55.5	 	 24.5	 	 3.5	 	 

	 

	 続いて、収入額をみてみよう。表８は、50 歳台も含めた年齢層ごとの収入額の状況である。

これをみると、全体として、「10万円未満」が も高く(27.4%)、次いで「10－20万円未満」(27.1%)、

「20－30 万円未満」(21.7%)となっている。また、すべての世代で、約半数の人たちは、毎月

の収入額が 30万円未満であることがわかる。他方、50歳台の人たちよりも、60歳代の人たち

のほうが、10－20万円未満の収入の人たちが多い傾向が見受けられる。	 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 表８	 各年齢層の収入額の状況	 	 	 （上段：実数／下段：％）	 

	 

	 表９は、株式等の金融資産も含めた現在の貯金総額の状況である。これをみると、「500 万円

未満」が も高く(48.6%)、次いで「500－1000 万円未満」(17.6%)、「1000－2000 万円未満」(13.0%)

となっている。また、60歳を超えると、500万円未満の人たちの割合が小さくなり、反対に、1000

万円以上の人たち（特に「2000－3000 万円未満」の貯金総額の人たち）の割合が増えている。	 

	 

	 	 

	 	 

毎月の収入額	 

10万円未満	 	 
10－20万円

未満	 	 

20－30万円

未満	 	 

30－40万円

未満	 

40万円	 	 

以上	 

	 
全体	 

	 	 276	 	 271	 	 216	 	 119	 	 118	 	 

	 	 27.6	 	 27.1	 	 21.6	 	 11.9	 	 11.8	 	 

50 歳－54歳	 
	 	 62	 	 44	 	 38	 	 26	 	 30	 	 

	 	 31.0	 	 22.0	 	 19.0	 	 13.0	 	 15.0	 	 

55 歳－59歳	 
	 	 65	 	 39	 	 34	 	 24	 	 38	 	 

	 	 32.5	 	 19.5	 	 17.0	 	 12.0	 	 19.0	 	 

60 歳－64歳	 
	 	 60	 	 65	 	 39	 	 21	 	 15	 	 

	 	 30.0	 	 32.5	 	 19.5	 	 10.5	 	 7.5	 	 

65 歳－69歳	 
	 	 50	 	 56	 	 56	 	 24	 	 14	 	 

	 	 25.0	 	 28.0	 	 28.0	 	 12.0	 	 7.0	 	 

70 歳－74歳	 
	 	 39	 	 67	 	 49	 	 24	 	 21	 	 

	 	 19.5	 	 33.5	 	 24.5	 	 12.0	 	 10.5	 	 



 

表９	 各年齢層の貯金総額の状況	 	 	 	 	 （上段：実数／下段：％）	 

	 

	 

第３節	 高齢者と社会活動	 

	 

（１）社会活動の経験	 

	 表 10 は、これまでの社会活動経験について聞いたものである。この表のうち「現在行ってい

る」と回答した人のうち「月に数回」及び「年に数回」と回答した人のみを掲げている（他に

「毎日」と「週に数回」との回答もあるが数が少ないので掲出していない）。これをみてみると、

現在行っている活動で もよく行われているものは、「展覧会、映画、コンサート等文化イベン

トの鑑賞」であり、次いで「地域住民の一人として行うボランティア活動（清掃等）」、「地域の

寄り合い・会合等への参加」となっている。	 

これらのうち、生涯学習活動としての色彩が強いものは「展覧会、映画、コンサート等文化イ

ベントの鑑賞」であり、こうした芸術鑑賞は、この領域の活動として、 も親しまれているこ

とがわかる。他方、「地域住民の一人として行うボランティア活動（清掃等）」及び「地域の寄

り合い・会合等への参加」は、いわば地域で生活していく上で行うことが求められる活動とい

うことができ、地域の伝統や生活慣習の影響が強い活動とみることもできよう。	 

	 その一方で、「これまで行ったことがない」とされている活動は、「指導者（ボランティア）

としての活動」が突出して多く、次いで「生涯学習に関する講座や教室等の企画実施（主催者

側）」となっている。これらの活動は、他者に対し、いわば「サービスを提供する」活動であり、

それなりの知見や経験がないとできない活動であることを考えると、行ったことがないと回答

した人が多いのは自然な傾向である。	 

	 また、「個人で行う文化的な創作・表現活動」や「生活課題や社会的課題の解決に関するグル

ープ・サークル活動」について「行ったことがない」と回答した人が比較的多くなっているが、

これらの活動は、生涯学習活動の典型的なものであり、それらの推進方策について今後検討す

る必要があろう。	 

	 	 

貯金総額	 

500 万円

未満	 

500－1000

万円未満	 

1000－2000

万円未満	 

2000－3000

万円未満	 

3000－5000

万円未満	 

5000万円

以上	 

	 
全体	 

	 	 487	 	 178	 	 131	 	 79	 	 72	 	 53	 	 

	 	 48.7	 	 17.8	 	 13.1	 	 7.9	 	 7.2	 	 5.3	 	 

50歳－54歳	 
	 	 127	 	 33	 	 19	 	 6	 	 9	 	 6	 	 

	 	 63.5	 	 16.5	 	 9.5	 	 3.0	 	 4.5	 	 3.0	 	 

55歳－59歳	 
	 	 111	 	 37	 	 21	 	 8	 	 13	 	 10	 	 

	 	 55.5	 	 18.5	 	 10.5	 	 4.0	 	 6.5	 	 5.0	 	 

60歳－64歳	 
	 	 86	 	 41	 	 30	 	 20	 	 14	 	 9	 	 

	 	 43.0	 	 20.5	 	 15.0	 	 10.0	 	 7.0	 	 4.5	 	 

65歳－69歳	 
	 	 88	 	 36	 	 27	 	 23	 	 15	 	 11	 	 

	 	 44.0	 	 18.0	 	 13.5	 	 11.5	 	 7.5	 	 5.5	 	 

70歳－74歳	 
	 	 75	 	 31	 	 34	 	 22	 	 21	 	 17	 	 

	 	 37.5	 	 15.5	 	 17.0	 	 11.0	 	 10.5	 	 8.5	 	 



 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 表 10	 これまでの社会活動経験	 	 	 	 	 	 	 （人数）	 

Q30	 

あなたのこれまでの社会活動経験についてうかがいま

す。	 

あてはまるものを次の中から選んでください。	 

単一回答	 

現在行って

いる	 

以前は

行って

いたが	 	 

現在は

行って	 

いない	 

これま

で行っ

たこと

がない	 

	 	 

月に

数回	 	 

年に

数回	 

1	 自治会や祭りの実行委員等の地域活動	 78	 	 243	 	 439	 	 367	 	 

2	 地域住民の一人として行うボランティア活動（清掃等）	 65	 	 387	 	 313	 	 354	 	 

3	 地域の寄り合い・会合等への参加	 87	 	 352	 	 347	 	 346	 	 

4	 生涯学習に関する講座や教室等の企画実施（主催者側）	 46	 	 84	 	 203	 	 800	 	 

5	 生涯学習に関する講座や教室等への参加	 78	 	 143	 	 333	 	 562	 	 

6	 展覧会、映画、コンサート等文化イベントの鑑賞	 181	 	 542	 	 258	 	 143	 	 

7	 個人で行う文化的な創作・表現活動	 59	 	 114	 	 208	 	 713	 	 

8	 生活課題や社会的課題の解決に関するグループ・サークル活動	 59	 	 94	 	 196	 	 785	 	 

9	 趣味教養を深めるためのグループ・サークル活動	 146	 	 123	 	 293	 	 504	 	 

10	 学校の諸活動に協力する活動	 33	 	 78	 	 446	 	 578	 	 

11	 子どもや青少年に対する教育活動（キャンプ等）	 28	 	 46	 	 353	 	 716	 	 

12	 スポーツ・レクリエーション活動の鑑賞	 89	 	 225	 	 328	 	 458	 	 

13	 スポーツ・レクリエーション活動への参加（実践）	 86	 	 131	 	 348	 	 492	 	 

14	 ボランティア団体や施設のボランティア活動への参加	 69	 	 128	 	 236	 	 675	 	 

15	 指導者（ボランティア）としての活動	 45	 	 51	 	 129	 	 897	 	 

16	 農作業やものづくりなどの生産活動	 	 59	 	 75	 	 173	 	 776	 	 

17	 資格取得のための勉強をする	 23	 	 60	 	 566	 	 464	 	 

18	 グループ・サークル等のリーダーとしての活動	 58	 	 56	 	 239	 	 756	 

	 

（２）今後行ってみたい活動	 

	 表 11 は、今後の意向を聞いたところ、「今後行ってみたい」とした活動を順番に並べたもの

である。これによれば、 も多くの人が意向を示している項目は「展覧会、映画、コンサート

等文化イベントの鑑賞」であり、次いで「趣味教養を深めるためのグループ・サークル活動」

となっている。	 

	 これらのうち、「展覧会、映画、コンサート等文化イベントの鑑賞」については、先に示した

とおり、経験した人の数も も多い項目であり、高齢者の社会活動において極めて重要な活動

であるといってよい。また、「趣味教養を深めるためのグループ・サークル活動」については、

経験した人の数がそれほど多くないことを考えると、生涯学習推進行政にとって、今後の大き

な課題といえよう。特に、「人とのつながり」が強調される現代社会において、グループ・サー

クル活動が重要な意味をもつと考えられる。	 

	 

	 	 



 

表 11	 今後行ってみたい活動（回答者全体）	 

	 項	 目	 ポイント	 

1	 展覧会、映画、コンサート等文化イベントの鑑賞	 1206	 

2	 趣味教養を深めるためのグループ・サークル活動	 826	 

3	 生涯学習に関する講座や教室等への参加	 526	 

4	 スポーツ・レクリエーション活動への参加（実践）	 469	 

5	 農作業やものづくりなどの生産活動	 468	 

6	 個人で行う文化的な創作・表現活動	 374	 

7	 地域住民の一人として行うボランティア活動（清掃等）	 328	 

8	 資格取得のための勉強をする	 323	 

9	 地域の寄り合い・会合等への参加	 268	 

10	 自治会や祭りの実行委員等の地域活動	 263	 

11	 スポーツ・レクリエーション活動の鑑賞	 261	 

12	 ボランティア団体や施設のボランティア活動への参加	 214	 

13	 生活課題や社会的課題の解決に関するグループ・サークル活動	 118	 

14	 グループ・サークル等のリーダーとしての活動	 113	 

15	 生涯学習に関する講座や教室等の企画実施（主催者側）	 87	 

16	 指導者（ボランティア）としての活動	 63	 

17	 学校の諸活動に協力する活動	 47	 

18	 子どもや青少年に対する教育活動（キャンプ等）	 46	 

注：優先順位の高い項目３つを点数化し、それらの合計によりランキングを行った	 

	 

	 さて、５つの年齢層を「50歳－59歳」「60歳－64歳」「65歳－74歳」と３つに再区分し、そ

れぞれ「退職準備世代」「退職世代」「退職後世代」と命名し、世代ごとの「今後行ってみたい

活動ベスト５」を掲げてみると次のようになる。	 

	 

表 12	 世代ごとの「今後行ってみたい活動」ベスト５	 

	 退職準備世代	 退職世代	 退職後世代	 

１	 
展覧会、映画、コンサー

ト等文化イベントの鑑賞	 

展覧会、映画、コンサート等文

化イベントの鑑賞	 

展覧会、映画、コンサート

等文化イベントの鑑賞	 

２	 
趣味教養を深めるための	 

グループ・サークル活動	 

趣味教養を深めるための	 	 

グループ・サークル活動	 	 

趣味教養を深めるための	 

グループ・サークル活動	 

３	 
スポーツ・レクリエーシ

ョン活動への参加	 	 

農作業やものづくりなどの	 

生産活動	 	 

スポーツ・レクリエーショ

ン活動への参加	 	 

４	 
資格取得のための勉強	 

	 	 

個人で行う文化的な創作・	 表

現活動	 

生涯学習に関する講座や教

室等への参加	 

５	 
農作業やものづくりなど

の生産活動	 	 

生涯学習に関する講座や教室

等への参加	 	 

農作業やものづくりなどの

生産活動	 	 

	 

	 これをみると、いずれの世代でも「展覧会、映画、コンサート等文化イベントの鑑賞」がト

ップとなっており、次いで「趣味教養を深めるための	 グループ・サークル活動」となってい



 

る。ただ、世代ごとの特徴をみてみると、退職準備世代では「資格取得のための勉強」が、退

職世代では「個人で行う文化的な創作・表現活動」が、退職後世代では「生涯学習に関する講

座や教室等への参加」が、いずれも第 4位に入っており、興味関心の所在が世代に応じて若干

異なることがうかがわれる。	 

	 

（３）社会活動を行ってみたい理由	 

	 表 13 は、今後社会活動を行ってみたい理由を年齢別にみたものである。	 

	 これをみると、どの年齢層も「生活に充実感をもちたいから」が も高い割合を示しており、

特に、60 歳から 64 歳まででは 78.0％、70 歳から 74 歳まででは 77.5％と、この世代の８割近い

人たちが理由として挙げている。	 

	 また、「健康や体力に自信をつけたいから」、「お互い助け合うことが大切だから」及び「地域

社会に貢献したいから」の３つの理由については、概ね、年齢層が高くなればなるほど理由と

して挙げる割合が増えてきており、70歳から 74歳まででは、それぞれ49.0	 ％。45.0	 ％、40.0％

と半数近くの人たちがこの理由を支持している。	 

	 

表 13	 社会活動を行ってみたい理由	 

	 	 

社会活動を行ってみたい理由	 

生活に

充実感

をもち

たいか

ら	 

	 

自分の

技術、

経験を

活かし

たいか

ら	 

	 

新しい

友人を

得たい

から	 

	 

視野を

広めた

いから	 

	 

健康や

体力に

自信を

つけた

いから	 

	 

お互い

助け合

うこと

が大切

だから	 

	 

地域社

会に貢

献した

いから	 

	 

地域の

子ども

と触れ

合う機

会を持

ちたい

から	 

その他	 

	 

わから

ない	 

	 

50 歳－54歳	 
	 	 139	 	 65	 	 54	 	 63	 	 57	 	 46	 	 47	 	 17	 	 1	 	 16	 	 

	 	 69.5	 	 32.5	 	 27.0	 	 31.5	 	 28.5	 	 23.0	 	 23.5	 	 8.5	 	 0.5	 	 8.0	 	 

55 歳－59歳	 
	 	 139	 	 68	 	 37	 	 61	 	 62	 	 54	 	 39	 	 14	 	 1	 	 12	 	 

	 	 69.5	 	 34.0	 	 18.5	 	 30.5	 	 31.0	 	 27.0	 	 19.5	 	 7.0	 	 0.5	 	 6.0	 	 

60 歳－64歳	 
	 	 156	 	 66	 	 44	 	 68	 	 72	 	 56	 	 51	 	 16	 	 3	 	 6	 	 

	 	 78.0	 	 33.0	 	 22.0	 	 34.0	 	 36.0	 	 28.0	 	 25.5	 	 8.0	 	 1.5	 	 3.0	 	 

65 歳－69歳	 
	 	 139	 	 61	 	 53	 	 79	 	 91	 	 85	 	 69	 	 15	 	 1	 	 11	 	 

	 	 69.5	 	 30.5	 	 26.5	 	 39.5	 	 45.5	 	 42.5	 	 34.5	 	 7.5	 	 0.5	 	 5.5	 	 

70 歳－74歳	 
	 	 155	 	 64	 	 67	 	 73	 	 98	 	 90	 	 80	 	 25	 	 2	 	 5	 	 

	 	 77.5	 	 32.0	 	 33.5	 	 36.5	 	 49.0	 	 45.0	 	 40.0	 	 12.5	 	 1.0	 	 2.5	 	 

	 

	 

第４節	 まとめ	 

	 

	 これまでの結果を概観してみると、もちろん人によって違いはあるものの、「健康にはある程

度の自信はあるが経済的にはそれほど裕福ではない人たち」という今回の回答者のイメージと

いうものが浮かび上がってくる。	 

いわゆる高齢者の「地域デビュー」ということが盛んにいわれているが、今回の調査データに



 

よれば、退職前に社会参加して何かの活動をしてきた人たちは少数であり、退職後に何をした

らよいのか、どうすればよいのか、という戸惑いをみせている人たちが多数いることがうかが

われる。一部の人たちは町内活動など地域の活動の経験があるものの、ボランティア活動に関

わろうとしている人たちはまだまだ少数であり、芸術文化活動の鑑賞といった趣味・教養的な

活動に対するニーズが高いのである。そうした背景には、多くの人が、「生活に充実感をもちた

いから」という強い思いを、参加のハードルが比較的低く、手軽に充実感を得られる活動であ

る芸術文化活動の鑑賞に見出していたからであると思われる。	 

他方、多くの高齢者は、潜在的な気持ちとして、「地域社会に貢献したいから」とか「お互い助

け合うことが大切だから」といった意向をもっていることがうかがわれ、今後、そうした気持

ちを実践にうつしてもらうことが期待される。	 

そうしたことを進めていく上で、「趣味教養を深めるためのグループ・サークル活動」や「スポ

ーツ・レクリエーション活動」、「農作業やものづくりなどの生産活動」に対する興味関心が高

いのは好ましいことであろう。なぜならば、地域社会への貢献や助け合いの社会の構築は、つ

ながるためのツールはともかく、何よりも「他人といっしょに何かする」ことが出発点になる

からである。地域の中で友人や仲間とともに生活上の価値を創り上げていくことは、よりよい

地域を創っていくことにつながっているのである。	 
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第２章	 高齢者の豊かな生活とは	 

  
	 	 	 	 	 山田兼尚（国立教育政策研究所・名誉所員） 

 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

	 本章では、高齢者は日頃どんなことに関心を抱いて生活を送っているか、日常生活の様々な

場面にどの程度満足感を得ているかなどについて、高齢者の属性（性別、年齢、学歴、月収、

現在の仕事）や社会的活動などへの参加状況との関連を分析し、高齢者の豊かな生活について

検討する。	 

	 

	 

第 1 節	 関心事項の検討	 

	 

	 高齢者がとのような事柄を関心を抱いているか（重要視しているか）を、以下に示す問で捉

えた。	 

	 

 次に掲げる項目について、今のあなたの気持ちの強い順に、番号を並べてくださ

い      （＊「１番目」が最も気持ちが強いことを意味しています）。 	 

  	 

  	 

  	 

  	 

  	 

  	 

 １．自分の自己実現が何よりも大切であると思う。 	 

 ２．社会参加といわれるような活動をやってみたい。 	 

 ３．できればお金儲けなどの収入を得ることをやってみたい。 	 

 ４．他人と人間関係をつくって、うまくやっていきたい。 	 

 ５．異性ともつきあっていきたい。 	 

 ６．世代間の違いを意識したり差別意識をもったりすることが多い。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 上記の６項目について、１番目に選ばれた項目に６点、２番目に選ばれた項目に５点、以下

６番目には１点の値を与え重み付けをおこなって各項目得点を求め、６項目の順位付け（関心

の高い順）を検討した。図１に全対象者（１，０００人）の各項目得点をその順、に並べ替え

て示してある。	 

	 	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

図 1	 全対象者（1,000 人）の結果	 
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	 「自己実現」の項目得点が も高く（ も関心が高い）、「人間関係」「収入」がほぼ同順

位、次いで「社会参加」で、「世代間意識」「異性」が下位に位置づけられている。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

図２	 性別	 

	 性別（図２）にみると、男性は、「自己実現」「収入」「人間関係」「社会参加」「異性」

「世代間意識」の順、女性は「自己実現」「人間関係」「収入」「社会参加」「世代間意識」

「異性」の順で、「人間関係」を女性は２位、男性は３位、「異性」を男性は５位、女性は６

位に位置づけている点にやや異なるが、概して性別による関心事の順位づけに差異は少ないと

言えよう。	 

	 

学歴別（図３）にみると（各群のサンプル数が異なるので、サンプル数で項目得点を補正。以

下も同様）、「中・高卒」と「大学・院」は全く同じ位置づけ、「専門・短大・高専」は、他

の２群と上位４位まで同じで、「異性」「世代間意識」の順が逆になっている。概して、学歴

による関心事の順位付けに差異は少ないと言えよう。	 

	 

  現在の仕事別（図４）にみると 、「社会参加」と「人間関係」の位置づけが、「退職したが、

働いている」群が、他の２群（「退職せず、働いている」「退職し、働いていない」）がやや

異なっている。概して、現在の仕事別による関心事の順に差異は少ないと言えよう。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

図３	 学歴別	 
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図４	 現在の仕事別	 

	 

月収別（図５）にみると（３０万円未満と３０万円以上の２群） 、この２群の各項目の位置づ

けは同様で、月収による関心事の順位付けに差異はない。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

図５	 月収別 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
	 

	 

図

図６	 年齢別	 
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	 年齢別（図６）をみると、64 歳以下の３群においては、関心事の順位付けは同様で「自己実

現」「収入」「人間関係」「社会参加」「異性」「世代間意識」の順である。65 歳以上の２群

においては、「収入」が「65-69 歳」が３位、「社会参加」が４位であるのに対して「70－74
歳」群では「社会参加」が「65-69 歳」が３位、「収入」が４位である点が異なり、他の項目

の順位は同様である。従って、年齢差は他の高齢者の属性と同様関心事の順位付けの差異は少

ないと推察される。	 

	 各項目得点についてみると、「社会参加」は加齢するにつれて関心が高まり、「収入」は逆

に関心が低くなる傾向にある。「自己実現」では、「50－54 歳」群が、他の群よりやや関心が

低く、「異性」は、「50－54 歳」群が、他の群よりやや関心が高い傾向にある。「世代間意識」

は「70－74 歳」群が、他の群よりやや関心が高い傾向にある。	 

  以上のように、高齢者の関心事の順位付けは、その属性（性別、学歴、月収、現在の仕事、

年齢、）による顕著な差異は殆どなく、 も関心が高いのは「自己実現」で、次いで「人間関

係」「収入」「社会参加」で、「異性」「世代間意識」に関心がよせられる程度は低いと言え

よう。	 

	 

	 

第２節	 満足感	 

	 

あなたは、次に掲げる項目について、どの程度、満足／不満足を感じていますか

。	 

あてはまるものをお選びください。	 

	 上記の教示文により、用意した 22 項目（表１を参照）について、「１．不満」「２．やや不

満」「３．考えたことがない／どちらともいえない」「４．やや満足」「５．満足」の５件法

で回答を求め、高齢者の満足感を捉えた。	 

	 

（１）満足感項目の構成	 

	 ①成分分析の結果	 

  用意した 22 項目が、どのようなまとまりをもっているかを検討するために、全対象者（ｎ＝

1,000）のデータを用いて成分分析を行い、その結果を表１に示した。	 

  五つの成分が抽出され（分散の約 60％説明された）、それらを「経済状態」「個人的状況」

「人間関係」「公的施設の利用」「社会的参加」と命名した。	 

	 

  



 

表１	 満足感項目の成分分析結果	 

	 

	 ②回帰分析結果	 

	 	 満足感を捉える 22 項目の中で、項目 22（生活全般－総合満足度）を従属変数とし、他を

独立変数として、やはり全対象者（ｎ＝1,000）のデータを用い回帰分析を行い、その結果を表

２に示した。	 

   標準偏回帰係数（β）が有意な項目（ｔ検定結果 p<0.05）は、その大きさの順に、「自分の

将来の生活の見通し」「現在の収入」「住居」「趣味・娯楽」「貯蓄額」「余暇時間の活用」

「親や親戚との関係」「就労生活」「社会活動を行う交通の利便性」の９項目であった。	 

	 これらの項目が、「生活全般－総合満足度」に寄与していると考えられる。	 

  

成分 第１成分 第２成分 第３成分 第４成分 第５成分
項目 経済状態 個人的状況 人間関係 公的施設の利用 社会的参加

19．貯蓄額 0.850 0.158 0.106 0.048 0.007
21．自分の将来の生活の見通し 0.828 0.225 0.138 0.071 0.066
18．現在の収入 0.817 0.182 0.230 0.038 0.014
22．生活全般（総合満足度） 0.681 0.398 0.258 0.020 0.057
20．保険福祉サービス 0.611 0.115 0.123 0.212 0.121
７．趣味・娯楽 0.125 0.752 0.214 0.240 0.039
２．余暇時間の活用 0.234 0.743 0.132 0.092 0.131
８．個人的な学習活動の実践 0.066 0.591 0.101 0.396 0.060
１．健康状態 0.255 0.585 -0.008 0.039 0.076
５．住居 0.263 0.545 0.282 -0.036 0.146
６．社会的活動を行う交通の利便性 0.123 0.383 0.235 0.140 0.078
13．配偶者との関係 0.116 0.065 0.789 -0.011 0.062
14．親や親戚との関係 0.172 0.156 0.772 0.056 0.049
15．子どもや孫との関係 0.109 0.209 0.718 0.053 0.088
17．近隣の付き合い 0.312 0.163 0.493 0.234 0.136
16．就労生活 0.351 0.147 0.414 0.148 -0.046
９．図書館の利用 0.048 0.156 -0.024 0.791 -0.005
10．公民館の利用 0.108 0.053 0.053 0.784 0.202
11．スポーツ・体育施設の利用 0.107 0.154 0.140 0.682 0.191
12．グループ・サークル活動への参加 0.108 0.229 0.204 0.532 0.419
４．ボランティア・ＮＰＯ活動への参加 0.046 0.120 0.068 0.199 0.870
３．地域活動への参加 0.079 0.160 0.100 0.202 0.860
回転後の負荷量平方和 3.46 2.80 2.60 2.45 1.86

分散の	 %（累積） 15.71 28.42 40.25 51.39 59.86



 

表２	 回帰分析結果（従属変数項目 22）	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 「社会活動を行う交通の利便性」が負「－」の回帰を示しているが、これは、多重共線性と

呼ばれるもので、この変数が他の独立変数と相関が高いことによるものと考えられる。	 

	 さらに、項目 21「自分の将来の生活の見通し」を従属変数として、他の 20 項目を独立変数

として回帰分析を行い、その結果を表３に示した。	 

	 標準偏回帰係数が有意な項目（その大きさの順に）は、「貯蓄額」「現在の収入」「保険福

祉サービス」「地域活動への参加」「住居」「健康状態」の６項目であった。	 

	 既に述べたように、満足感を捉えるために用意した 22 項目について、項目のまとまりを知る

ために、成分分析を行ったところ、第５成分まで抽出された。これら回帰分析の結果、回帰が

有意となった項目はすべて、「経済状態（第１成分）」と「個人的状況（第２成分）」のいず

れかに含まれている。	 

  

R R	 ２乗	 調整済み	 R　2乗 推定値の標準誤差

0.785 0.616 0.608 0.651

標準化係数

β
21．自分の将来の生活の見通し 0.338 10.745 0.000
18．現在の収入 0.175 5.362 0.000
５．住居 0.128 5.281 0.000
７．趣味・娯楽 0.119 4.231 0.000
19．貯蓄額 0.095 2.899 0.004
２．余暇時間の活用 0.092 3.374 0.001
14．親や親戚との関係 0.059 2.244 0.025
16．就労生活 0.048 2.082 0.038
６．社会的活動を行う交通の利便性 -0.055 -2.464 0.014
17．近隣の付き合い 0.047 1.909 0.056
１．健康状態 0.040 1.735 0.083
13．配偶者との関係 0.030 1.181 0.238
12．グループ・サークル活動への参加 0.028 1.023 0.306
９．図書館の利用 0.017 0.659 0.510
15．子どもや孫との関係 0.002 0.098 0.922
４．ボランティア・ＮＰＯ活動への参加 0.000 0.002 0.998
３．地域活動への参加 -0.004 -0.145 0.884
８．個人的な学習活動の実践 -0.013 -0.516 0.606
20．保険福祉サービス -0.017 -0.690 0.490
11．スポーツ・体育施設の利用 -0.031 -1.201 0.230
10．公民館の利用 -0.039 -1.477 0.140

定数項 0.056 0.955

ｔ検定 有意確率
独立変数



 

表３	 回帰分析結果（（従属変数項目 21）	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 これらの結果から、満足感は、「経済状態」と「個人的状況」に依っていることが推察され

る。 
	 

第３節	 満足感得点との属性変数との関連	 
	 22 項目について、「不満」に１～「満足」に５の数値を与え、各対象者毎の 22 項目の合計

点を算出し（22～110 点に分布、中間値は 66）、満足感得点とし、全対象者（n=1,000）の得点

分布（割合）を図７に示した（得点区分は 10 点間隔）。この得点の平均値は、68.0	 
	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

R R	 2乗 調整済み	 R	 2乗 推定値の標準誤差
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図7　満足感得点

割合

標準化係数

β
19．貯蓄額 0.395 12.802 0.000
18．現在の収入 0.245 7.569 0.000
20．保険福祉サービス 0.156 6.506 0.000
３．地域活動への参加 0.082 2.716 0.007
５．住居 0.059 2.407 0.016
１．健康状態 0.049 2.076 0.038
８．個人的な学習活動の実践 0.047 1.811 0.070
２．余暇時間の活用 0.029 1.027 0.305
14．親や親戚との関係 0.021 0.806 0.421
15．子どもや孫との関係 0.020 0.807 0.420
16．就労生活 0.019 0.821 0.412
10．公民館の利用 0.007 0.249 0.803
７．趣味・娯楽 0.006 0.200 0.841
９．図書館の利用 0.005 0.196 0.845
13．配偶者との関係 0.001 0.052 0.959
11．スポーツ・体育施設の利用 -0.001 -0.033 0.974
17．近隣の付き合い -0.003 -0.130 0.896
12．グループ・サークル活動への参加 -0.012 -0.450 0.653
６．社会的活動を行う交通の利便性 -0.039 -1.715 0.087
４．ボランティア・ＮＰＯ活動への参加 -0.053 -1.792 0.073

定数項 -1.669 0.095

ｔ	 検定 有意確率
独立変数



 

標準偏差は 11.4、 大値 102、 小値は 22 であった。	 

	 

（１）対象者の属性別の満足感得点（性別、年齢、学歴、月収、仕事）	 

	 

	 対象者の属性による満足感得点を検討するために、属性別の得点を一括して図８に示した。	 

  性別では、女性の方が満足感得点が有意に高い（ｔ検定 p<0.05	 以下同様）。	 

  年齢別では、50～59 歳、60～64 歳、65～74 歳の３群間に有意な差が認められ、この順に満

足感得点が高い。五つの属性の中で年齢差が、満足感に も影響を与えている事が推察される。	 

	 学歴別では、「中・高卒」「専門・短大・高専」「大学・院」の３群間に有意な差は認め

られなかった。	 

	 月収別では、30 万円未満（10 万円未満、10-20 万円未満、20-30 万円未満）と 30 万円以上

（30-40 万円未満、40 万円以上）の２群間に有意な差が認められ、30 万円以上の群の方が満足

感得点が高い。	 

  現在の仕事別では、「２	 定年退職したが、今も働いている」と「３	 定年退職をし、今

は働いていない」群が「１	 定年退職せずに働いている」群より有意に満足感得点が高い。	 

	 

図８	 対象者の属性別の満足感得点	 

	 

（２）回帰分析結果	 

	 

	 この満足感得点を従属変数とし、前期の五つの対象者の属性を独立変数として、回帰分析を

行った結果を表４に示した。	 

  五つの独立変数すべて、決定係数（Ｒ2 乗）の値が十分ではないが、満足感得点に有意	 

に回帰しており、「年齢」「月収」「性別」が満足感得点に影響を与える程度が高い。	 
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表４	 回帰分析結果（従属変数－満足感得点）	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

（３）項目平均値と属性変数との関連	 

	 

	 次に、	 各項目の「不満」に１～「満足」に５の数値（「どちらともいえない／わからない」

には３）を与え、各項目毎の全対象者（n=1,000）の平均値を算出し、これを項目平均値とし、

それを図９に示した。項目は、平均値の大きい順（満足度が高い順）に並べ替えてある。	 

図９	 項目平均値	 

 
	 「15．子どもや孫との関係」「13．配偶者との関係」「７．趣味・娯楽」「14．親や親戚との

関係」などの満足度が高く、「19．貯蓄額」「21．自分の将来の生活の見通し」「18．現在の収

入」などの満足度が低くなっている。成分分析の結果に見られた「人間関係」に含まれる項目の

満足度が高く、「経済状態」に含まれる項目の満足度が低い傾向にあると言えよう。	 

	 前述の満足感得点の回帰分析の結果、満足得点に影響を与える程度が高い属性（年齢、月収、

性別）間での項目平均値を比較してみる。	 

	 

	 ①年齢間（表５）の項目平均値の比較	 

  年齢差が も大きい「50-54 歳」と「70-74 歳」の２群の項目平均値をのその差が大きい	 
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年齢 0.2242 5.896 0.00
月収 0.2125 6.264 0.00
性別 0.1761 5.358 0.00
仕事の状況 0.1006 2.614 0.01
学歴 0.0808 2.557 0.01

定数項 21.333 0.00

独立変数 ｔ	 検定 有意確率

R R　2乗 調整済み	 R2	 乗 推定値の標準誤差

0.359 0.129 0.124 10.688



 

	 	 	 表５	 年齢間の項目平均値とその差          	 表６	 月収間の項目平均値とその差	 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 表７	 性別間の項目平均値とその差	 

順に表５に示した。各項目の２群間の

平均値の差について、t 検定を行った

結果も示してある（他の属性について

も同様）。	 

	 ２群間の項目平均値の差は、22 項目

の中で「就労生活」「図書館の利用」

を除いて、20 項目において有意で、高

年齢者の方が満足感が高い傾向にあ

る。	 

	 

	 ②月収間（表６）の項目平均値とそ	 	 

の差	 

  月収「30 万円未満」と「30 万円以上」

の２群の同様の比較を行った結果を表

６に示した。	 

  ２群間で 10 項目においてその差が

有意であった。当然のことながら「現

在の収入」「貯蓄額」で差が認められ

ている。	 

	 

	 

５０－
５４歳
（Ａ）

７０－
７４歳
（Ｂ）

差（Ａ－Ｂ）
３０万円未

満（A）

３０万円以

上（B）
差（A－B）

21．自分の将来の生活の見通し 2.09 2.79 -0.71 * 18．現在の収入 2.28 3.11 -0.83 *
22．生活全般（総合満足度） 2.68 3.33 -0.66 * 19．貯蓄額 2.20 2.70 -0.50 *
２．余暇時間の活用 2.94 3.55 -0.61 * 22．生活全般（総合満足度） 2.89 3.39 -0.50 *
18．現在の収入 2.20 2.81 -0.61 * 21．自分の将来の生活の見通し 2.36 2.76 -0.39 *
19．貯蓄額 2.03 2.59 -0.57 * 16．就労生活 2.95 3.30 -0.36 *
５．住居 3.05 3.60 -0.55 * 13．配偶者との関係 3.48 3.76 -0.27 *
７．趣味・娯楽 3.33 3.77 -0.44 * 20．保険福祉サービス 2.66 2.89 -0.23 *
15．子どもや孫との関係 3.45 3.89 -0.44 * 14．親や親戚との関係 3.44 3.63 -0.19 *
１．健康状態 3.02 3.45 -0.43 * 15．子どもや孫との関係 3.65 3.82 -0.17 *
８．個人的な学習活動の実践 2.89 3.28 -0.39 * ６．社会的活動を行う交通の利便性 3.32 3.48 -0.16 *
12．グループ・サークル活動への参加 2.98 3.32 -0.34 * ５．住居 3.31 3.45 -0.14 ns
14．親や親戚との関係 3.31 3.65 -0.34 * １．健康状態 3.15 3.27 -0.12 ns
17．近隣の付き合い 3.12 3.45 -0.34 * ７．趣味・娯楽 3.51 3.62 -0.11 ns
13．配偶者との関係 3.31 3.61 -0.30 * ２．余暇時間の活用 3.25 3.35 -0.10 ns
10．公民館の利用 2.87 3.12 -0.25 * ８．個人的な学習活動の実践 3.10 3.14 -0.04 ns
20．保険福祉サービス 2.60 2.83 -0.23 * 11．スポーツ・体育施設の利用 2.99 3.03 -0.04 ns
６．社会的活動を行う交通の利便性 3.30 3.50 -0.20 * 17．近隣の付き合い 3.26 3.27 -0.02 ns
３．地域活動への参加 2.96 3.15 -0.20 * 10．公民館の利用 2.96 2.92 0.04 ns
11．スポーツ・体育施設の利用 2.89 3.07 -0.18 * ９．図書館の利用 3.06 3.02 0.04 ns
４．ボランティア・ＮＰＯ活動への参加 2.94 3.11 -0.17 * ３．地域活動への参加 3.07 3.02 0.05 ns
９．図書館の利用 3.00 3.14 -0.14 ns ４．ボランティア・ＮＰＯ活動への参加 3.05 3.00 0.05 ns
16．就労生活 2.93 3.04 -0.11 ns 12．グループ・サークル活動への参加 3.16 3.08 0.08 ns

サンプル数 200 200 サンプル数 763 237
% 76.3 23.7

満足感項目

平均値の差
t検定
結果

平均値の差 ｔ検
定結
果

満足感項目

男性 女性 男性－女性

13．配偶者との関係 3.69 3.41 0.27 *
16．就労生活 3.05 3.01 0.04 ns
14．親や親戚との関係 3.50 3.47 0.04 ns
20．保険福祉サービス 2.73 2.71 0.01 ns
６．社会的活動を行う交通の利便性 3.36 3.35 0.01 ns
15．子どもや孫との関係 3.67 3.71 -0.05 ns
５．住居 3.31 3.37 -0.06 ns
８．個人的な学習活動の実践 3.07 3.14 -0.07 ns
７．趣味・娯楽 3.49 3.57 -0.08 ns
21．自分の将来の生活の見通し 2.41 2.50 -0.09 ns
９．図書館の利用 3.01 3.10 -0.10 ns
10．公民館の利用 2.90 3.00 -0.10 ns
２．余暇時間の活用 3.21 3.34 -0.12 ns
18．現在の収入 2.41 2.54 -0.12 ns
11．スポーツ・体育施設の利用 2.94 3.06 -0.13 ＊
17．近隣の付き合い 3.19 3.33 -0.14 ＊
22．生活全般（総合満足度） 2.94 3.08 -0.15 ＊
19．貯蓄額 2.24 2.40 -0.15 ＊
１．健康状態 3.09 3.26 -0.16 ＊
３．地域活動への参加 2.98 3.14 -0.16 ＊
４．ボランティア・ＮＰＯ活動への参加 2.95 3.13 -0.18 ＊
12．グループ・サークル活動への参加 3.02 3.26 -0.25 ＊
サンプル数 500 500

満足感項目
平均値の差 t検定

結果



 

③性別間（表７）の項目平均値とその差	 

	 性別間では９項目において差が認められ、「女性」の方が「男性」より満足している傾向に

あり、「男性」の方が「女性」より満足しているのは、「13．配偶者との関係」のみであった。	 

	 

（４）満足感得点と社会活動の経験	 

	 17 の社会活動（図９を参照）をとりあげ、それら経験について「（現在行っている）毎日」、

「（現在行っている）週に数回」、「（現在行っている）月に数回」、「（現在行っている）

年に数回」、「以前は行っていたが今は行っていない」、「これまで行ったことがない」の６

件法で回答を求めた。	 

	 満足感得点（図７を参照）が 22～61 点を「満足感低群（n=267）」、72～104 点を満足感高

群（n=366）として、それぞれの群の各社会活動を「現在行っている（毎日、週に数回、月に

数回、年に数回）」の割合（実施率）を図９に示した（「満足感高群」と「満足感低群」の実

施率の差の大きい順に示してある）。	 

	 両群の実施率の差を検定したところ、17 項目中、「子どもや青少年に対する教育活動」「農

作業やものづくりなどの生産活動」「資格取得のために勉強する」の３項目を除いて、二群間

に有意な差が認められ「満足感高群」の方が「満足感低群」より、その実施率が高い傾向にあ

る。	 

	 

（５）満足感得点と学習活動	 

	 12 の学習活動（図 10 を参照）をとりあげ、それらの経験について「行っている」「まあ行

っている」「あまりしない」「まったしない」の４件法で回答を求めた。	 

	 

図 10	 満足感得点と社会活動	 
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	 前述と同様「満足感高群」と「満足感低群」の実施率（ 「行っている」「まあ行っている」

の割合）を図 11 に示した（ 「満足感高群」と「満足感低群」の実施率の差の大きい順に示し

てある）。	 

  両群の実施率の差を検定したところ、12 項目中、「携帯電話やパソコンでインターネットや

電子メールの使用」の１項目を除いて（この調査がネット調査であることを反映している）、

二群間に有意な差が認められ「満足感高群」の方が「満足感低群」より、その実施率が高い傾

向にある。	 

	 

                        図 11	 満足感得点と学習活動	 

	 

	 

まとめ	 

	 高齢者の豊かな生活とは、彼等の満足感に反映されていると仮定する。	 

	 本調査の満足感（第２節）でみたように、回帰分析の結果（表２参照）、「自分の将来の生

活の見通し」「現在の収入」「住居」「趣味・娯楽」「貯蓄額」「余暇時間の活用」「親や親

戚との関係」「就労生活」「社会活動を行う交通の利便性」の９項目が、「生活全般に対する

満足度」（総合満足度）に有意に寄与していることが分かった。	 

	 さらに、「貯蓄額」「現在の収入」「保険福祉サービス」「地域活動への参加」「住居」「健

康状態」の６項目が、「自分の将来の生活の見通し」に有意に寄与していることが分かった（表

３参照）。	 
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	 二つの回帰分析の結果から、有意な寄与示した項目は、満足感を捉えるために用意した調査

項目の中の「経済状態」「個人的状況」に属している項目である（表１参照）。	 

	 従って、高齢者の豊かな生活とは、「貯蓄額」「現在の収入」に代表される「経済状態」と

「趣味・娯楽」「余暇時間の利用」に代表される「個人的状況」に左右されているという、極

めて常識的な結果であるが、調査によってそれ裏付けられたことは意味があるのではなかろう

か。	 

 
  



 

第３章	 高齢者の学習活動	 	 

                                      	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 今西幸蔵（神戸学院大学）	 

	 

はじめに	 

	 

	 少子高齢化社会が顕著になりつつある今日、我が国の高齢者が生き甲斐を持って暮らしてい

くことが大切であり、そのための学習活動が充実したものになることが期待されている。生涯

発達の視点から、研究対象としての高齢者の学習実態を把握し、学習目標や内容などの具体的

な要求を理解するという生涯学習研究において、重要な課題の一つとなっている。	 

	 本稿は、生涯発達の視点に立ち、高齢者の学習がどのような形で、どのようになされている

のかを知り、高齢者に対する生涯学習支援のあり方や進め方を明らかにするものである。	 

	 

第 1 節	 学習活動への参加の実態	 

	 

	 高齢者の学習活動への参加に関わる行動ついて、12 項目の選択肢から現状を把握しようとし

た。(Q49)の図のような結果が得られたが、「(学習活動を)よくする」と「(学習活動を)まあ

する」を加えた集計では、「携帯電話やパソコンでインターネットや電子メールの使用」

(93.3%)を上げた人が高率を示している。続いて「読書、音楽、芸術鑑賞、観劇などの文化、

教養的な活動」(62.8%)、「家庭の団らんや家族ぐるみの活動」(57.5%)、「趣味などを通し

て知り合った人とのつきあい」(57.5%)が回答されている。	 

「携帯電話やパソコンでインターネットや電子メールの使用」を答えた人が 93%を超えて

いることは、本研究の調査方法として IT を活用しているという点を考慮しなければならない

ものの、我が国の高齢者の IT 利用が着実に広がっていることがわかる。次に「読書、音楽、

芸術鑑賞、観劇などの文化、教養的な活動」などの文化・教養的な活動、家庭や家族を重視

した活動や趣味を通した知人とのつきあいなどが高いことが目立つ。	 

「よくする」で上位にあった「スポーツやハイキングなどの身体を動かす活動」(17.8%)、

「家事や育児の分担」(16.9%)について、「まあする」を加えてみると下位になってしまうこ

とから、身体を動かすことや労働につながる学習については、参加する人とそうでない人と

の間に意識の差があるように感じられる。	 

否定的な意識を持つ人の実態については、「(学習活動を)まったくしない」「(学習活動を)

あまりしない」を合わせた集計で 8 割を超えているのが、「外国人(国内外問わず)とのつき

あい」(85.9%)、「高齢者の生活や学習支援(話し相手、介護、交流など)」(85.0%)、「子ど

も会の世話、リサイクル、地域活動などのボランティア活動」(84.2%)、「町内会、婦人会、

老人クラブなどの活動」(80.4%)となっている。	 

	 この結果から、①IT 機器を活用した学習活動が着実に拡大していること、②文化、

教養や趣味に関わるものが多いこと、③家庭生活を大切にしようとする意識が高まっ

ていることなどがわかる。こうした結果を全国の公民館等での学習活動と比較すると

興味ある分析ができるではないかと考える。学習活動に対して消極的な面が見られた

ものに、「外国人とのつきあい」「高齢者支援」「地域のボランティア活動」や「地

域団体の活動」などがあがっており、対人関係で気を遣うような学習活動を避けたり、

社会貢献型の学習活動に対して消極的な姿勢をとることがうかがえる。	 



 

	 

次にクロス集計からわかったことをあげていくことにする。「学歴別」でみると、多くの活

動領域では相関関係はみられないが、「読書、音楽、芸術鑑賞、観劇などの文化、教養的な活

動」「職場や仕事関係の人とのつきあい」「外国人(国内外問わず)とのつきあい」などの項目

は「学歴」との相関が強く、「スポーツやハイキングなどの身体を動かす活動」については、

「大学卒・大学院修了」で「まったくしない」人の割合が低く、身体を動かす活動に対する高

学歴者の意識が高いことがわかる。	 

	 「仕事の状況別」では、「定年退職をせず働いている人」は「職場や仕事関係の人とのつき

あい」の割合がかなり高い。「定年退職したが、今も働いている人」は、全体平均とほぼ変わ

らないが、「職場や仕事関係の人とのつきあい」についてはかなり高いことがわかり、「働い

ている人」は「職場や仕事関係の人とのつきあい」を重視し続けている実態が浮かび上がる。

「定年退職をし、今は働いていない人」は、趣味的な活動、身体を動かす活動に重点を置いて

おり、「職場や仕事関係の人とのつきあい」は急激に減少している。働いている間は職場や仕

事との関係を重視するが、完全に退職すると趣味や身体的な活動など、自分が本来的に求めて

いる学習活動に参加していくのではないかと思われる。	 

	 「性別・年代別」をみると、性別では、「女性」と比較して「男性」の参加が多いのは「ス

ポーツやハイキングなどの身体を動かす活動」「職場や仕事関係の人とのつきあい」である。

「女性」の方が「男性」と比較して多いのは、「手工芸、楽器演奏、絵を描く、囲碁、俳句な

どの趣味的な活動」「読書、音楽、芸術鑑賞、観劇などの文化、教養的な活動」「趣味などを

通して知り合った人とのつきあい」などである。性差がほとんどみられないのが、「携帯電話

やパソコンでインターネットや電子メールの使用」「家庭での団らんや家族ぐるみの活動」や

「家事や育児の分担」などとなっている。結果から「男性」と比較して「女性」の方が多様な

学習活動に幅広く参加していることがみえてくる。	 

	 「年代別」との相関を見ると、「50 歳～54 歳」の人で参加の割合が高いのは、「携帯電話や

パソコンでインターネットや電子メールの使用」「家庭での団らんや家族ぐるみの活動」「職

場や仕事関係の人とのつきあい」などとなっている。これに性別を加えると、この年代の「女

性」の参加が多いのが、「読書、音楽、芸術鑑賞、観劇などの文化、教養的な活動」である。	 	  
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「55 歳～59 歳」の人では、「町内会、婦人会、老人クラブなどの活動」「職場や仕事関係の

人とのつきあい」への参加が低い。「60 歳～64 歳」の人は、どのカテゴリーについても全体結

果と比較して差がない。「65 歳～69 歳」の人については、「身体を動かす活動」への参加に関

心が高いが、「職場や仕事関係の人とのつきあい」については関心が低い。「趣味などを通し

て知り合った人とのつきあい」を「女性」の過半数が肯定的に捉えている点が注目される。「70
歳～74 歳」の人では、「スポーツやハイキングなどの身体を動かす活動」「趣味などを通して

知り合った人とのつきあい」が高率である。「子ども会の世話、リサイクル、地域活動などの

ボタンティア」については、「女性」の 26%が参加を希望しており、「高齢者の生活や学習の

支援(話し相手、介護、交流など)」への参加については、「65 歳～69 歳」の女性でピークを迎

えるものの、70 歳を過ぎると漸減する傾向にある。	 

	 「毎月の収入別」でみると、「10 万円未満」の人の学習活動では、「携帯電話やパソコンで

インターネットや電子メールの使用」が 91.0%と多く、以下「読書、音楽、芸術鑑賞、観劇な

どの文化、教養的な活動」「家庭での団らんや家族ぐるみの活動」が続く。「10 万円～20 万円

未満」の人では、「携帯電話やパソコンでインターネットや電子メールの使用」が 93.4%あり、

以下「読書、音楽、芸術鑑賞、観劇などの文化、教養的な活動」「趣味などを通して知り合っ

た人とのつきあい」となっている。「町内会、婦人会、老人クラブなどの活動」「高齢者の生

活や学習の支援(話し相手、介護、交流など)」など、社会活動や地域活動をあげた人は少ない。

この所得階層の人々の特徴をみると、「高齢者の生活や学習の支援(話し相手、介護、交流など)」
が他の所得層に比べて多い点にある。「20～30 万円未満」の人の学習参加度を高いものから順

にあげると、「携帯電話やパソコンでインターネットや電子メールの使用」「読書、音楽、芸

術鑑賞、観劇などの文化、教養的な活動」「趣味などを通して知り合った人とのつきあい」と

なる。この所得階層でも「町内会、婦人会、老人クラブなどの活動」「子ども会の世話、リサ

イクル、地域活動などのボランティア」などといった社会活動や地域活動は低率である。「30 
～40 万円未満」の人では、「携帯電話やパソコンでインターネットや電子メールの使用」「読 
書、音楽、芸術鑑賞、観劇などの文化、教養的な活動」「家庭での団らんや家族ぐるみの活動」 

の順になる。所得階層が上がると、「手工芸、楽器演奏、絵を描く、囲碁、俳句などの趣味的

な活動」のような領域の活動は低調になることがわかる。「40 万円以上」の人をみると、「携 

	  



 

帯電話やパソコンでインターネットや電子メールの使用」が 97.5%で高率であり、次に「家庭

での団らんや家族ぐるみの活動」「趣味などを通して知り合った人とのつきあい」「職場や仕

事関係の人とのつきあい」となっている。	  

クロス集計結果をまとめると以下のような傾向がみられる。比較的年齢の低い高齢者

は未だ働いている人もおり、「仕事・職場」「家庭」などが重要なキーワードとなって

いる。さらに加齢に従う変化があり、仕事を終えた後では「身体を動かす活動」「趣味

などでのつきあい」などが高率になる。どの年齢層も社会参加や地域活動に対する意識

が低いが、「男性」よりも「女性」の方が学習に対する意識が高いことがわかった。ま

た「家庭での団らんや家族ぐるみの活動」「趣味などを通して知り合った人とのつきあ

い」「職場や仕事関係の人とのつきあい」などへの学習参加は、所得階層と学習参加度

とが相関するようだ。一方で、「携帯電話やパソコンでインターネットや電子メールの

使用」「家事や育児の分担」「手工芸、楽器演奏、絵を描く、囲碁、俳句などの趣味的

な活動」は、所得の低い階層の人の参加度が高いことがわかる。 

 

第２節	 高齢者が希望する学習方法	 

	 

	 高齢者はどのような学習方法を希望しているのだろうか。(Q50)以下に概要を示す。 も多

かったのは「インターネット、携帯電話を利用して」(64.3%)と回答した人であり、これは前

問の学習内容にも関連しており、IT 化の進展が確実にうかがい知れる。次が「本・テレビ・

ラジオ・CDROM・テープなどを利用して学びたい」(47.2%)である。また社会教育施設等の活

用があげられており、「公民館などの市や町が行う学級・講座などで」(34.1%)、「同好のサ

ークルや友人・知人などのグループで」(32.0%)が続く。この結果から、個人学習の割合が比

較的に高いこと、費用負担が学習方法の選択に影響を与えていることがわかる。	 

	 次にクロス集計をみてみよう。「学歴別」でみると、「中学卒	 高校卒」の人では、「本・

テレビ・ラジオ・CDROM・テープなどを利用して学びたい」「放送大学や通信教育などを利

用して」「大学・短大・高校の公開(開放)講座などで」といったカテゴリーをあげた人は相対

的に少ない。「公民館などの市や町が行う学級・講座などで」が他のカテゴリーに比べて高率	 



 

	 

である。「専門学校卒	 短大卒	 高等専門学校(高専)卒」の人では、「公民館などの市や町が

行う学級・講座などで」「カルチャーセンターで」をあげた人が多い。「大学卒	 大学院修了」

の人では、「本・テレビ・ラジオ・CDROM・テープなどを利用して学びたい」(54.2%)「大学・

短大・高校の公開(開放)講座などで」が高いが、「公民館などの市や町が行う学級・講座など

で」は低い。また学歴との関係では、いくつかの点で特徴がみられる。「本・テレビ・ラジオ・

CDROM・テープなどを利用して学びたい」「放送大学や通信教育などを利用して」「大学・

短大・高校の公開(開放)講座などで」と回答した人は学歴に比例して高率であり、「公民館な

どの市や町が行う学級・講座などで」学ぼうとする人は、「専門学校卒、短大卒、高等専門学

校卒」「中学卒、高校卒」で高い反面、「大学卒、大学院修了」では低くなっている。 
	 「仕事の状況別」では、「定年退職をせず働いている」人の多くは全体傾向と変わらないが、

「同好のサークルや友人・知人などのグループで」や「公民館などの市や町が行う学級や講座

などで」の割合は低い。「定年退職したが、今も働いている」人の場合は、「インターネット、

携帯電話を利用して」「本・テレビ・ラジオ・CDROM・テープなどを利用して学びたい」な

どを選んだ人の率が他に比べて多い。次に「定年退職をし、今は働いていない」人をみると、

「定年退職をせずに働いている人」に反して、「同好のサークルや友人・知人などのグループ

で」「公民館などの市や町が行う学級や講座などで」の割合が高いことがわかる。	 

	 「性別・年代別」では、「男性」は「インターネット、携帯電話を利用して」の率が高いが、

「公民館などの市や町が行う学級や講座などで」「カルチャーセンターで」などの割合は低い。

「女性」は男性とは逆で、「インターネットや携帯電話を利用して」が低く、「公民館などの

市や町が行う学級や講座などで」「カルチャーセンターで」が高率である。	  
年代別をみると、「50 歳～54 歳」の人で「本・テレビ・ラジオ・CDROM・テープなどを利用

して学びたい」(72.0%)が比較的高い率を示している。「同好のサークルや友人・知人などのグ

ループで」は、「65 歳～69 歳」「70 歳～74 歳」の年齢層では比較的高い傾向にあり、逆に「50
歳～54 歳」の人では低くなる傾向にある。性別・年代別を合わせたクロス集計では、「本・テ

レビ・ラジオ・CDROM・テープなどを利用して学びたい」人について、「男性の 70 歳～74
歳」(63.0%)が高いのに対し、「男性の 55 歳～59 歳」(39.0%)は低い。「インターネット、 
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携帯電話を利用して」については、「女性の 50 歳～54 歳」(67.0%)が比較的高率であるのに

対し、「女性の 65 歳～69 歳」(42%)は低いという結果が出ている。「同好のサークルや友人・

知人などのグループで」は、「男性の 70 歳～74 歳」「女性の 65 歳～69 歳」や「女性の 70 歳

～74 歳」(46.0%)でのニーズが高いが、「女性の 50 歳～54 歳」(20%)ではかなり低くなってお

り、年代差があることがわかった。「公民館などの市や町が行う学級・講座などで」は、「女

性の 65 歳～69 歳」がやや高率であるのに対して、「女性の 50 歳～54 歳」は低い傾向にある。

「大学・大学院に社会人入学して」では、「男性の 50 歳～54 歳」や「女性の 55 歳～59 歳」に

ニーズがみられるが、男性・女性のいずれもが加齢とともに減少傾向が増加する。「公共の職

業訓練校で」については、「男性・女性共に 55 歳～59 歳」が比較的高率である。	 

	 「毎月の収入別」をみると、「本・テレビ・ラジオ・CDROM・テープなどを利用して学び

たい」と答えた人では、月収「40 万円以上」の人が多くて 54.2%になる。「インターネット、

携帯電話を利用して」については、「30～40 万円未満」(73.1%)の人たちからの回答が多い。

「放送大学や通信教育などを利用して」についても同様で、「30～40 万円」(31.1%)の人た

ちの数値が高い。「公民館などの市や町が行う学級・講座などで」は、「10 万円未満」の人

たちの 40.2%が回答しているのに対して、「40 万円以上」の人たちからの回答は 22.0%に止

まっている。「カルチャーセンターで」と答えた人が一番高いのは「30～40 万円未満」の層

であり、「大学・大学院に社会人入学して」については「40 万円以上」が も高い率を示し

ている。こうした傾向に強い影響を与えているのは収入の問題であろうと思われる。	 

	 Q50 のクロス集計結果からわかったことは、中等教育卒業者が高等教育機関やカル

チャーセンターなどに学習参加することに課題があることを示す一方で、公的な社会

教育の場を希望する人が多いことである。「インターネット、携帯電話を利用して」

などは学歴との相関はほとんどないようだ。全体傾向として男性は個人学習を好む傾

向にあり、女性は集団学習への参加意識が高いことがわかる。高齢期の前半の人たち

は、学習機会をあまり選択せずに積極的に関わろうとするが、高齢期後半になると人

間関係が中心となる学習に向いていく傾向にある。また人々の学習活動の高度化・多

様化は、当人の収入によって規定されていると考えるべきであろう。	 
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第３節	 高齢者の学習要求・関心のレベル	 

	 

	 高齢者の学習要求・関心のレベルについての設問(Q51)であり、結果は以下の通りである。「で

きればやりたいことがある」(31.3%)、「決まっていないが、何かやりたい」(30.0%)であり、こ

れに「ぜひやりたいことがある」(14.8%)というような潜在的学習要求・関心レベルの人を加え

ると合計で 76.1%になる。一方で「やりたいことは、特にない」という人が 23.9%いることに

問題を感じる。全体的に、高齢者の学習活動に対する要求・関心が高いことがわかる。	 

	 「学歴別」及び「仕事の状況別」のクロスでは、「全体」の傾向と比較しての差はほとんど

みられない。「性別・年代別」(表 16)でも差はみられないが、「男性の 55 歳～59 歳」が「や

りたいことがあればやる」という人がやや高率である。「女性の 70 歳～74 歳」では 21.0%の

人が「ぜひやりたいことがある」と回答している一方で、「やりたいことは、特にない」とい

う「男性の 55 歳～59 歳」(33.0%)と「女性の 50 歳～54 歳」(30.0%)がいる。 

 
	 「毎月の収入別」のクロスをみると、「ぜひやりたいことがある」と答えた人の中で「40 万

円以上」の人が多く 21.2%あり、「できればやりたいことがある」とした人で 1 番多かったの

は「20～30 万円未満」で 37.5%であった。 
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	 高齢者女性の 2 割以上の人たちは、他の人たちに比べて学習意欲が強いこと、仕事中

心の生活を送っている年齢層の人たちの学習関心がやや低いことが示されている。また

収入と学習関心との相関が強いという現状がみえてくる。 

 
第４節	 高齢者の学習活動に対する要求や関心のある学習内容	 

	 

	 高齢者にどのような学習要求があり、どのような学習に関心が高いのかについて、13 項目の

選択肢から問うた結果が以下の通りである。(Q52) 

 
回答をみると、「健康管理や病気の予防」「歴史・科学・芸術鑑賞などの教養的なもの」、

「俳句、手工芸、絵画など趣味的なもの」「コンピュータやワープロ、インターネットなどの

知識や技能」が高く、次いで「英会話やその他の外国語」「体育・スポーツ・レクリエーショ

ン」となっている。一方、「政治・経済・環境・国際など時事的・社会的な問題」「ボランテ

ィアや地域・社会的な活動」については低い。 
	 調査結果から、「健康管理や病気の予防」の学習に対する高齢者の要求や関心が高い

こと、「体育・スポーツ・レクリエーション」も比較的に高いことがわかった。公民館

事業で人気の高い「歴史・科学・芸術鑑賞などの教養的なもの」「俳句、手工芸、絵画

など趣味的なもの」「英会話やその他の外国語」が上位を占めていることから、社会教

育の重要性がみえてくるものの、社会的な事項との関わりや活動については積極的では

ないことがわかった。 
次にクロス集計結果をみてみよう。「学歴別」では、「歴史・科学・芸術鑑賞などの教養

的なもの」については「大学卒	 大学院修了」(42.4%)の比率が高く、「中学卒	 高校卒」(26.1%)

は低い。一方で、「コンピュータやワープロ、インターネットなどの知識や技能」では「中

学卒	 高校卒」(43.7%)が高率である。	 
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「仕事の状況別」では、「俳句、手工芸、絵画など趣味的なもの」について、「定年退職

したが、今も働いている」(41.9%)、「定年退職をし、今は働いていない」(39.8%)といった

結果が示され、「体育・スポーツ・レクリエーション」については、「定年退職したが、今

も働いている」(26.7%)の比率がやや高い。「職業上の知識や技能」については、「定年退職

せずに働いている」人の 24.8%が答えている。	 

「性別・年代別」のクロスでは、各学習内容についての大きな性差はないようだ。年代別

では、「俳句、手工芸、絵画など趣味的なもの」について、「50 歳～54 歳」が男性・女性と

もに低く、「健康管理や病気の予防」については、「男性の 65 歳～69 歳」の意識が高く 49.4%

ある。逆に「女性の 55 歳～59 歳」(31.0%)については意識が低くなっている。「職業上の知

識や技能」については、男性・女性ともに「50 歳～54 歳」の比率が高いが、男性は 65 歳を、

女性は 59 歳を境界として学習意欲が急激に減少していることがわかる。「男性の 65 歳～69

歳」では 5.2%にまで落ち込んでいる。	 

	 「毎月の収入別」のデータをみると、「俳句、手工芸、絵画など趣味的なもの」について

は収入の多い人ほど割合が減少し、「40 万円以上」の人では 23.8%となっている。「歴史・

科学・芸術鑑賞など教養的なもの」は「40 万円以上」の人の 44.0%が回答している。	 

	 こうしたクロス集計結果から、学歴の高くない人たちが IT を中心とした学習に意欲

や関心を持ち、仕事については働いている人と働いていない人との間にほとんど差が

ないことがわかる。当然のことであるが、職業上の知識やスキルは、本人の離職とと

もに必要とされなくなる傾向にある。また収入の多い人は、趣味よりも教養重視の傾

向にあることがうかがえる。	 
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第５節	 高齢者の学習開始時や継続時における学習環境の問題	 

	 

	 (Q53)の設問は、高齢者の学習レディネス形成時に必要とされる学習環境として重要な要因が

何かであるかを求めたものである。 

 
	 

回答率が高いもの順にみると、「経費のやりくりが大変」(36.4%)、「時間のやりくりが大

変」(30.1%)、「学習のきっかけがつかみにくい」(18.4%)、「身近に学習する場所がない」

(17.7%)、「受けたい講座がない」(14.7%)がある一方で、「時に問題はない」(20.0%)、「特

に、学習しようと思わない」(11.1%)という意見もある。	 
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	 この設問での問題要因の多くは、経済的負担、時間の確保、学習場所などの学習者

の境遇に起因し、多様な学習機会の提供といった制度的要因に関わるもの、学習の契

機づくりや学習情報への要求などの生涯学習支援が必要とされていることがわかっ

た。	 

	 クロス集計で「学歴別」でみると、「専門学校卒	 短大卒	 高等専門学校(高専)卒」の人

が「時間のやりくりが大変」(38.7%)としているが、「中学卒	 高校卒」の人は 23.7%である。	 

	 「仕事の状況別」では、「時間のやりくりが大変」と答えた人の中で、「定年退職せずに

働いている」人が高率で 43.7%に達するが、一方で「定年退職をし、今は働いていない」人

は 17.0%に過ぎない。	 

	 「性別・年代別」でも、「時間のやりくりが大変」という学習阻害要因が明らかになって

おり、「50 歳～54 歳」(44.5%)、「55 歳～59 歳」(40.0%)の人たちが問題だと感じているよ

うである。女性の場合は、「50 歳～54 歳」(39.0%)よりも、「55 歳～59 歳」(44.0%)の方が

増加しており、男性の「50 歳～54 歳」(50.0%)、「55 歳～59 歳」(36.0%)が下落しているこ

とと対称的な結果となっている。「女性の 70 歳～74 歳」の 23.0%の人が、継続して問題意識

を持っているのに対して、「男性の 70 歳～74 歳」の人は 9.0%と激減している。	 

「毎月の収入別」では、「経費のやりくりが大変」だと感じている人と収入との関係に相

関がみられる。「30～40 万円未満」の人が、「時間のやりくりが大変」だと指摘している。	 

	 学習阻害要因の中で際立って多くの人が指摘していたのは「時間のやりくりが大変」

であるという点である。この問題には性差はないようであり、男性とは異なって、女

性の場合は加齢とともに問題が解決されるという訳にはいかない。「経費のやりくり

が大変」だという意見が多いが、これについては学習内容を工夫することによって対

応しているようだ。	 

	 

第６節	 高齢者の最近１年間の学習方法	 

	 	 

「高齢者の 近１年間の学習方法」に関する質問である。(Q54) 
「特にやっていない」(44.5%)という意見もあるが、多かった回答は、「インターネット、携

帯電話を利用して」（34.1%）であり、次いで「本・テレビ・ラジオ・CDROM・テープなどを

利用して学んだ」、「同好のサークルや友人・知人などのグループで」「公民館などの市や町

が行う学級・講座などで」となっている。 
IT 機器をはじめ、旧来からの学習メディアを活用した学習が多いことがわかったが、

「グループ活動」や「公民館などの社会教育施設」といった学習方法が根強く存在して

いる点にも留意する必要がある。 
クロス集計では、「学歴別」をみると、「中学卒	 高校卒」の人の学習方法は、全体傾向と

ほとんど変わらないことがわかる。「専門学校卒	 短大卒	 高等専門学校（高専）卒」の人に

ついては、「本・テレビ・ラジオ・CDROM・テープなどを利用して学んだ」がやや低く 21.2%、

「インターネット、携帯電話を利用して」も 26.6%しかない。「大学卒	 大学院修了」の人は、

「本・テレビ・ラジオ・CDROM・テープなどを利用して学んだ」(40.0%)、「インターネット、

携帯電話を利用して」(40.5%)となり高率になっている。「特にやっていない」人の数も少なく、

38.6%にとどまっている。 
「仕事の状況別」では、「定年退職せずに働いている」人では、「同好のサークルや友人・

知人などのグループで」(5.4%)、「公民館などの市や町が行う学級・講座などで」(4.9%)であり、



 

いずれも率が低い。「特にやっていない」(54.4%)というような意見も多い。「定年退職したが、

今も働いている」人は、「インターネット、携帯電話を利用して」(42.0%)、「本・テレ 

 

ビ・ラジオ・CDROM・テープなどを利用して学んだ」(35.9%)と答えている。「定年退職をし、

今は働いていない」人の場合は、「定年退職せずに働いている」人とは異なる結果が示されて

おり、「同好のサークルや友人・知人などのグループで」(21.6%)、「公民館などの市や町が行

う学級・講座などで」(18.1%)となっている。	 

	 「性別・年代別」については、「全体」では性別で大きな差はないようである。年代別でみ

ると、「70 歳～74 歳」の人は、「本・テレビ・ラジオ・CDROM・テープなどを利用して学ん

だ」(39.5%)、「インターネット、携帯電話を利用して」(44.5%)、「同好のサークルや友人・知

人などのグループで」(29.5%)、「公民館などの市や町が行う学級・講座などで」(22.0%)となっ

ている。「同好のサークルや友人・知人などのグループで」については、「65 歳～69 歳」の人

で 19.5%ある。性別と年代別の両方をクロスした場合は、「男性の 70 歳～74 歳」が「インタ

ーネット、携帯電話を利用して」(56.0%)、「同好のサークルや友人・知人などのグループで」

(27.0%)と回答しており、「女性の 70 歳～74 歳」が、「同好のサークルや友人・知人などのグ

ループで」(32.0%)、「公民館などの市や町が行う学級・講座などで」(25.0%)と答えている一方

で、「女性の 50 歳～54 歳」では、「同好のサークルや友人・知人などのグループで」「公民

館などの市や町が行う学級・講座などで」はいずれもかなりの低率である。 

	 「毎月の収入別」をみると、「10 万円未満」の人の 56.5%が、「特にやっていない」と答え

ており、「インターネット、携帯電話を利用して」は 21.7%しかいない。また「本・テレビ・

ラジオ・CDROM・テープなどを利用して学んだ」(21.7%)は低率であり、「特にやっていない」

人は 56.5%にも達する。「20～30 万円未満」の人は、「インターネット、携帯電話を利用して」

(45.8%)、「本・テレビ・ラジオ・CDROM・テープなどを利用して学んだ」(38.4%)となる。こ

の傾向は「30～40 万円未満」の人にもあらわれており、「インターネット、携帯電話を利用し

て」(40.3%)、「本・テレビ・ラジオ・CDROM・テープなどを利用して学んだ」(36.1％)がある。 

	 この調査項目では、学歴に関わる点での顕著な特徴は表れていない。仕事の状況では、

退職後も働いている人にやや積極的な姿勢がうかがえるが、全体としての意識は低い。

年齢が高い高齢者が情報機器をとおして学習している点が目立つ。しかし所得の低い人
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の場合は、そうした学習すらも取り組みにくい現状がある。結果として、収入と学習方

法・内容との間に厳しい現実があることがわかった。 

 
第７節	 高齢者の最近１年間の学習内容	 

	 

	 高齢者の 近１年間の学習内容の質問である。（Q55）「健康管理や病気の予防」「俳句、

手工芸、絵画など趣味的なもの」「歴史・科学・芸術鑑賞などの教養的なもの」が上位に続

く。「政治・経済・環境・国際など時事的・社会的な問題」「ボランティアや地域・社会的

な活動」などの社会に関わる事項に関する回答は低い。	 

	 この設問でも、高齢者は「健康」「趣味」「教養」「IT からの知識や技能」といっ

たものに意欲や関心があり、社会的なことに対する意識が希薄であることを裏付けて

いる。	 

	 クロス集計結果の「学歴別」のクロスでは、「中学卒	 高校卒」では、「全体」の傾向と

の差がみられないが、「政治・経済・環境・国際など時事的・社会的な問題」（10.0%）が低

いのが目立ち、「英会話やその他の外国語」「職業上の知識や技能」がともに 9%前後である。	 

「専門学校卒	 短大卒	 高等専門学校（高専）卒」では、「歴史・科学・芸術鑑賞など教養	 

	 

的なもの」「政治・経済・環境・国際など時事的・社会的な問題」や「体育・スポーツ・レ

クリエーション」についての学習の率が低い一方、「大学卒	 大学院修了」の人については、

「歴史・科学・芸術鑑賞など教養的なもの」を 33.6%の人が、「政治・経済・環境・国際な

ど時事的・社会的な問題」については 22.3%の人が回答している。	 

	 「仕事の状況別」では、「定年退職せずに働いている」人は、「職業上の知識や技能」（29.4%）、

「コンピュータやワープロ、インターネットなどの知識や技能」(31.6%)などを求めている。

「定年退職したが、今も働いている」人では、「政治・経済・環境・国際など時事的・社会

的な問題」(22.4%)がやや高く、「定年退職をし、今は働いていない」人では、「俳句、手工

芸、絵画など趣味的なもの」「体育・スポーツ・レクリエーション」や「健康管理や病気の

予防」が高率を示している。	 

	 「性別・年代別」で性別をみると、「性差」での特徴的な面はみられない。年代別では、「50
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歳～54 歳」は、「職業上の知識や技能」(36.7%)がやや高いが、「俳句、手工芸、絵画など趣味

的なもの」(11.1%)、「健康管理や病気の予防」(18.9%)などは低い。「55 歳～59 歳」について

も、「職業上の知識や技能」(20.2％)が高いが、「体育・スポーツ・レクリエーション」(10.6%)、
「健康管理や病気の予防」(14.9%)は低い。「60 歳～64 歳」では、「俳句、手工業、絵画など

趣味的なもの」(32.0%)、「英会話やその他の外国語」(22.3％)がやや高い。「65 歳～69 歳」に

なると、「健康管理や病気の予防」(40.3％)、「俳句、手工業、絵画など趣味的なもの」(31.9％)
が高くなる。「70 歳～74 歳」の人では、「健康管理や病気の予防」(38.3%)、「体育・スポー

ツ・レクリエーション」(32.9％)が高い。性別と年代別の双方のクロスでみると、「男性の 50
歳～54 歳」は「職業上の知識や技能」(38.6％)が高い。「女性の 50 歳～54 歳」では、「職業上

の知識や技能」(33.3％)が高い。「男性の 55 歳～59 歳」では、「健康管理や病気の予防」(10.4%)、
「体育・スポーツ・レクリエーション」(10.4％)が低く、「女性の 55 歳～59 歳」では、「職業

上の知識や技能」(23.9%)がやや高い。「男性の 65 歳～69 歳」の人では、「健康管理や病気の

予防」(45.5％)が高いが、「職業上の知識や技術」(4.5%)は激減しており、「女性の 65 歳～69
歳」の人も同様である。「男性の 70 歳～74 歳」では、「健康管理や病気の予防」(41.6％)と「体

育・スポーツ・レクリエーション」(35.1%)が高率である。「女性の 70 歳～74 歳」では、「俳

句、手工芸、絵画など趣味的なもの」(40.3%)、「健康管理や病気の予防」(34.7%)、「体育・ス

ポーツ・レクリエーション」(30.6%)などが多い。	 

「毎月の収入別」をみると、「10 万円未満」の人の学習経験では、「体育・スポーツ・レク

リエーション」(29.2%)がやや高いが、「健康管理や病気の予防」(17.5％)は低い。「10～20

万円未満」の人では、「俳句、手工芸、絵画など趣味的なもの」(35.9%)、「コンピュータや

ワープロ、インターネットなどの知識や技能」(31.4%)となっている。「20～30 万円未満」

の人では、「健康管理や病気の予防」(39.3％)があがり、「30～40 万円未満」の人では、「歴

史・科学・芸術鑑賞など教養的なもの」(36.8%)と「政治・経済・環境・国際など時事的・社

会的な問題」(29.4％)が多い反面、「俳句、手工芸、絵画など趣味的なもの」(13.2%)などは

少ない。「40 万円以上」を見ると、「職業上の知識や技能」(30.3%)が多く、「健康管理や病

気の予防」(24.2％)と「俳句、手工芸、絵画など趣味的なもの」(15.2%)は少ない。	 

	 以上のクロス調査結果から、高学歴者は教養面や社会面での意識が高く、退職せずに

働いている人には職業的な知識や技能などに対する意欲や関心があり、退職後も働いて

いる人には、社会的な事項への意欲や関心がうかがえる。退職後働いていない人は、趣

味、スポーツ、健康などで幅広く活動していることがわかる。男女ともに高齢者の高い

関心事項として、「健康管理や病気の予防」「体育・スポーツ・レクリエーション」な

どがある。 
	 

	 

第８節	 高齢者の最近１年間の学習で最も熱心だった学習の内容	 

	 

	 高齢者が 近 1 年間にどのような学習活動に も熱心に参加したのかをみる設問である。

(Q56)回答として 11 項目の選択肢が示されているが、高率の回答肢となったカテゴリーはなか

った。その中で、「コンピュータやワープロ、インターネットなどの知識や技能」が高く、次

いで「俳句、手工芸、絵画など趣味的なもの」「健康管理や病気の予防」「歴史・科学・芸術

鑑賞などの教養的なもの」「体育・スポーツ・レクリエーション」「英会話やその他の外国語」

「職業上の知識や技能」が回答されている。	 



 

  高齢者が 近の 1 年間に取り組んだ学習とは、情報機器を通した知識や技能の習得、

趣味的な学習、健康に関する学習、教養的な学習ということがわかった。	 

 
高齢者が 近 1 年間で も熱心であった学習についてクロス結果をみてみよう。「学歴別」の

クロスでは、「全体」の状況と学歴との相関に大きな隔たりはないが、「コンピュータやワー

プロ、インターネットなどの知識や技能」については、「中学卒	 高校卒」の人が 20.5％ある

のに対して、「大学卒	 大学院修了」の人は 8.1％に過ぎない点が特徴的といえよう。	 

	 「仕事の状況別」では、「定年退職せずに働いている」人は、「職業上の知識や技能」を答

えた人が 20.9％ある一方で、「俳句、手工芸、絵画など趣味的なもの」は 7.0％に過ぎない。「定

年退職したが、今も働いている」人では、「歴史・科学・芸術鑑賞など教養的なもの」を 17.6％
の人が回答している。	 

	 「性別・年代別」を見ると、性別では、全体傾向と異なるような結果はなかった。年代別で

は、「50 歳～54 歳」の 26.7％の人が「職業上の知識や技能」を求めているのが目立つ。	 

	 次に性別と年代別の両方をクロスすると、「女性の 50 歳～54 歳」では、「職業上の知識や

技能」(27.3％)、「英会話やその他の外国語」(24.2％)となっている。この傾向は「女性の 55 歳

～59 歳」にもみられ、「職業上の知識や技能」(19.6％)、「英会話やその他の外国語」(17.4％)
となり、やや高率だといえよう。「職業上の知識と技能」については、男女ともに 65 歳以上に

なると激減する一方で、「男性の 50 歳～54 歳」で、「職業上の知識や技能」をあげた人が 26.3％
もいる。	 

	 「毎月の収入別」のクロスについてみると、「10 万円未満」の人では、「体育・スポーツ・

レクリエーション」(15.8％)が行われているが、「健康管理や病気の予防」(7.5％)や「歴史・科

学・芸術鑑賞など教養的なもの」(5.8％)は低調である。「30～40 万円未満」の人では、「歴史・

科学・芸術鑑賞など教養的なもの」は 26.0％ある。「40 万円以上」の人では、「職業上の知識

や技能」を求めた人が 21.2％もいるのが特徴的といえよう。	 

	 この設問では、単純集計の結果とクロスの結果がほとんど異ならず、特徴的な傾向は
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みられなかった。ただ 50 歳代の女性で、職業上の知識や技能、外国語がやや高率であ

ることがわかり、また年収の高い高齢者は教養的なものや職業上の知識や技能を求める

傾向にあるようだ。	 

第９節	 高齢者の最近 1 年間で最も熱心に行った学習内容（レベル）	 

	 

	 この設問は、高齢者が 近 1 年間に も熱心に参加した学習の内容のレベルを知るためのも

のである。(Q57) 
	 回答では、「入門よりやや程度の高いもの」が も多く、次いで「かなり程度の高い専門的

なもの」となっている。「レベルの判断はできない」という人も 2 割弱いる。「入門適度の内

容」で満足している人は 20.5%と低い。 
	 調査傾向から、学習の高度化が目指されていると考えてよいだろう。しかし、人々の

学習要求が、高等教育機関や民間教育機関での学習機会と結びついていないこともわか

った。（Q50 参照） 

 

	 Q57 の結果をクロスでみると、「学歴別」で「中学卒	 高校卒」の人では、「入門程度のも

の」（25.8%）が一番多いが、「かなり程度の高い専門的なもの」については低率(11.1％)であ

った。「大学卒	 大学院修了」の人の 27.5％が、「かなり程度の高い専門的なもの」を求めて

いることがわかった。 
	 「仕事の状況別」では、「定年退職せずに働いている」人は、「入門程度より程度の高いも

の」を求める人は少ない。「入門程度のもの」と「かなり程度の高い専門的なもの」に二分さ

れるようである。「定年退職したが、今も働いている」人では、「入門程度のもの」よりも「入

門程度より程度の高いもの」「かなり程度の高い専門的なもの」を求める意見が多かった。「定

年退職をし、今は働いていない」人になると、「かなり程度の高い専門的なもの」が激減する。 
	 「性別・年代別」においては、年代別でみると、「50 歳～54 歳」の人は「かなり程度の高い

専門的なもの」(34.4％)や「入門程度のもの」(27.8％)がやや多い。特に「男性の 50 歳～54 歳」

の人はその傾向が強いようだ。同じ年代でも女性の場合は、「女性の 50 歳～54 歳」にみられ

るように、「入門程度のもの」「入門よりやや程度の高いもの」を求めている。「女性の 60
歳～64 歳」は、他のデータでも同様であるが、かなり積極的に学習意欲を持っているようだ。

「入門よりやや程度の高いもの」を求める人が 53.1％いることが目立っている。	 

	 「毎月の収入別」からみると、「10 万円未満」の人は、「入門よりやや程度の高いもの」が
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多いが、「入門程度のもの」に対する学習要求もある。反面、「かなり程度の高い専門的なも

の」（12.5％）の割合は低い。「40 万円以上」の人では、「かなり程度の高い専門的なもの」

を求めた人の割合が 36.4％と高い。	 

	 高齢者においては、その学習内容は学歴との強い相関があると考えられる。仕事を継

続中の人の「職業上の知識や技能」に対する意欲がみられ、退職時まで続くと思われる。

高齢者の女性の学習意欲や関心は高く、レベルも入門的な内容よりも高いものを求める

傾向にあることがわかった。高収入者が求める学習レベルとして、専門的なものを求め

る意見が多いようだ。	 

 
第１０節	 高齢者が最も熱心に学習した結果の評価	 

	 

	 高齢者が も熱心に学習した結果の評価に関わる設問である。(Q58) 
回答率の高いもの順にみると、「楽しみが増え、趣味が深まった」「専門的な知識・技能が深

まった」「教養が高まった」「もっと学習したい意欲がわいてきた」「気分転換ができるよう

になった」となっている。社会活動や地域活動につながる学習である「家庭生活をよくするの

に役だった」「地域や社会の動きについて、知識や関心が高まった」や「職業に必要な知識や

技術が身についた」などを選んだ人は少なかった。 
趣味や教養などの学習で得た知識や技能が大きな割合を占めており、社会活動や地域活

動につながるような学習成果が得られていないことが示された。 
この設問でのクロス結果をみると、「学歴別」のクロスでは、「中学卒	 高校卒」の人は「楽

しみが増え、趣味が高まった」(51.6%)と答えた人が多く、次に「健康づくりに役だった」(32.1%)、
「もっと学習したい意欲がわいた」(27.4％)が続く。「専門学校卒	 短大卒	 高等専門学校（高

専）卒」の人では、「楽しみが増え、趣味が高まった」(42.6%)、「専門的な知識・技能が深ま

った」(32.2%)、「気分転換ができるようになった」(29.6%)となっている。「大学卒	 大学院修

了」では、「楽しみが増え、趣味が高まった」(47.4%)が一番多く、次いで「教養が高まった」

(34.8%)、「専門的な知識・技能が深まった」(34.0%)となっている。	 

	 

	 「仕事の状況別」では、「定年退職せずに働いている」人は、「専門的な知識・技能が深ま

47.9%

29.1%

28.3%

26.3%

24.5%

23.8%

22.7%

18.2%

14.1%

10.6%

7.6%

2.7%

0%% 10%% 20%% 30%% 40%% 50%%

*VeR�QN=�R.d[Y�

�@1a2<m!9R.d[Y�

$BRCd[Y�

f[`�6VYO�+RkO^SY�

,�?#R_SjhPba[Y�

��]Tib�4[Y�

&VO�R�QN�A�R�R[Y�

�0b�Wj	��l"^jhPba[Y�

8)b�;a2<g!9R>b\OY�

��g3�c�Sb\O^N2<gA�RCd[Y�

��0-lhTWjcb�Z[Y�

Xc�n
�1bo�

MIJCD7R'f/�b�6VYU`c (GFHELKIIIHE:%�5o�



 

った」(39.0%)、「職業に必要な知識や技能が身についた」(28.9%)と答えており、学習と仕事と

の間に強い関連性が感じられる。「定年退職したが、今も働いている」という人は、「楽しみ

が増え、趣味が深まった」(47.1%)、「教養が高まった」(37.6%)、「専門的な知識・技能が深ま

った」(31.8%)となっている。「定年退職をし、今は働いていない」人では、「楽しみが増え、

趣味が深まった」(55.8%)、「新しい友人が増え、交友関係が広がった」(32.5%)、「気分転換が

できるようになった」(31.8%)という結果が出た。	 

	 「性別・年代別」では、性別による差異は特にみつからなかった。年代別では、「50 歳～54
歳」の人の評価では、他の年齢別の結果と比べても「専門的な知識・技能が深まった」(50.0%)、
「職業に必要な知識・技能が深まった」(28.9%)が多い。「55 歳～59 歳」では、「楽しみが増

え、趣味が深まった」「もっと学習したい意欲がわいてきた」「教養が高まった」と回答した

人が多い。「60 歳～64 歳」では、「楽しみが増え、趣味が深まった」(51.5%)、「もっと学習

したい意欲がわいてきた」(30.1%)、「教養が高まった」(29.1%)となっている。「65 歳～69 歳」

では、「楽しみが増え、趣味が深まった」(57.1%)、「気分転換ができるようになった」(33.6%)、
「新しい友人が増え、交友関係が広がった」という結果が出ている。「70 歳～74 歳」では、「楽

しみが増え、趣味が深まった」(50.3%)、「健康づくりに役だった」(36.9%)、「気分転換ができ

るようになった」(32.2%)となっており、他の年代と比較して「健康づくり」に関する評価や関

心が高いことがわかる。	 

	 性別・年代別のクロスで特徴的なものをみると、「50 歳～54 歳」の人たちは男女ともに「職

業に必要な知識・技能が深まった」をあげた人が多い。「楽しみが増え、趣味が深まった」に

ついては、「男性・女性ともに 65 歳～69 歳」、「女性の 60 歳～64 歳」が他の年代と比較して

率が高い。「気分転換ができるようになった」についても、「男性・女性ともに 65 歳～69 歳」、

「女性の 70 歳～74 歳」も多い。	 

	 「毎月の収入別」をみると、「10 万円未満」の人では「楽しみが増え、趣味が深まった」

(59.2%)、「新しい友人が増え、交友関係が広がった」(32.5%)、「もっと学習したい意欲が

わいてきた」(29.2%)が続く。「10～20 万円未満」では、「楽しみが増え、趣味が深まった」

(48.7%)、「もっと学習したい意欲がわいてきた」(30.8%)、「気分転換ができるようになっ

た」(28.2%)と回答した人の率が高い。「20～30 万円未満」では、「楽しみが増え、趣味が

深まった」(44.8%)が も高く、「専門的な知識・技能が深まった」(34.5%)、さらに「教養

が高まった」と「健康づくりに役だった」(29.0%)があげられている。「30～40 万円未満」

では、「楽しみが増え、趣味が深まった」(45.6%)、「教養が高まった」(33.8%)、「専門的

な知識・技能が深まった」(26.5%)の順になっている。「40 万円以上」では、「教養が高ま

った」(42.4%)や「専門的な知識・技能が深まった」(42.4%)が高い率を示しており、「職業

に必要な知識・技能が深まった」(27.3%)が続く。「楽しみが増え、趣味が深まった」(34.8%)

も高率であるが、これは他の収入の少ない人たちと比較すると相対的に低いようだ。	 

	 学習成果の活用という点については、学歴や性差などでは特に特徴的なことはみら

れなかった。この設問でも「定年退職せずに働いている」人が、職業や仕事に関連す

る知識や技能を求めていることが目立つ。趣味的な学習への参加の喜びや気分転換を

学習成果として感じている人は、男子では 65 歳以上、女性では 60 歳以上にみられ、

年齢の高い高齢者が求めている学習として「趣味」「楽しみ」「気分転換」といった

キーワードがあがる。また、収入の多い人ほど専門的な知識や技能を求めており、教

養についても収入との相関が強いことがわかる。これに対して、収入の少ない人は、

「楽しみ」「趣味」や「交友」に学習の喜びを感じているようだ。	 



 

	 

第１１節	 高齢者が最も熱心に学習したことに関わる１か月の経費	 
	 

	 高齢者が、自らの学習活動に月額でどれくらいの経済的負担をしているのかを調べた結果で

ある。（Q59） 
「1 千円未満」という回答が一番多くて 25.0%、次いで「1 千円～3 千円」「3 千円～5 千円」

「5 千円～1 万円未満」の順になっている。「1 万円未満」の経費負担の人が全体の 83.5%を占

めている一方で、「5 万円以上」「2 万円～5 万円未満」の人の合計が 7.4%いる。 

 
	 この設問でも、経費の問題が学習活動に与える影響が強いことがわかった。高齢者の

ほぼ半数が 3 千円以下の経費で学習しようとしているのであり、8 割強が 1 万円以下と

なっている。その一方で、2 万円以上の人が 7.4%存在することから、いわゆる二極化と

言えるような状態になっている。 
学習のための経費に関わるクロス集計では、「学歴別」でみると、「中学卒	 高校卒」の人で

は「1 千円～3 千円未満」(26.8%)、「1 千円未満」(25.%)、「5 千円～1 万円未満」(18.4%)の順

になっている。「専門学校卒	 短大卒	 高等専門学校（高専）卒」の人についてみると、「1
千円～3 千円未満」(26.1%)、「1 千円未満」(22.6%)、「3 千円～5 千円未満」(21.7%)という結

果だった。「大学卒	 大学院修了」では、「1 千円未満」(26.3%)、「3 千円～5 千円未満」(19.8%)、
「1 千円～3 千円未満」(17.8%)であり、どのグループも 5 千円未満の経費の人が多い。 
	 「仕事の状況別」では、「定年退職せずに働いている」人を高い率から見ると、「1 千円未

満」(29.9%)、「1 千円～3 千円未満」(20.3%)、「3 千円～5 千円未満」(18.2%)となっている。

「定年退職したが、今も働いている」では、「1 千円～3 千円未満」(29.4%)、「1 千円未満」(24.7%)、
「3 千円～5 千円未満」(20.0%)の順で、「定年退職をし、今は働いていない」人も同様で、「1
千円～3 千円未満」(22.3%)、「1 千円未満」(21.9%)、「3 千円～5 千円未満」(20.5%)である。 
	 次に「性別・年代別」では、「男性」は「1 千円未満」(26.5%)、「1 千円～3 千円未満」(25.2%)、
「3 千円～5 千円未満」(18.9%)となり、「女性」は「1 千円未満」(23.3%)、「3 千円～5 千円未

満」(20.6%)、「1 千円～3 千円未満」(19.8%)である。「3 千円未満」でみると「男性」が 51.7%
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であるのに対して、「女性」は 43.1%となり、高い経費をかけている人の比率は「女性」が「男

性」を上回っていることがわかった。年代別とのクロスからみると、「女性の 50 歳～54 歳」

で「1 千円未満」の人は 42.4％あり、「女性の 1 千円～3 千円未満」になると 9.1％しかいない。 
	 「毎月の収入別」では、「10 万円未満」の人では、「1 千円未満」(27.5%)、「1 千円～3 千

円未満」(21.7%)、「3 千円～5 千円未満」(19.2%)となっている。「10～20 万円未満」の人では、

「1 千円未満」(23.7%)、「1 千円～3 千円未満」(23.7%)、「3 千円～5 千円未満」(19.2%)である。

「20～30 万円未満」の人では、「1 千円未満」(29.0%)、「1 千円～3 千円未満」(22.1%)、「3
千円～5 千円未満」(20.0%)で、「30～40 万円未満」では、「1 千円～3 千円未満」(27.9%)、「3
千円～5 千円未満」(22.1%)、「1 千円未満」(19.1%)、「40 万円以上」の人では、「1 千円未満」

(21.2%)、「1 千円～3 千円未満」(18.2%)、「3 千円～5 千円未満」(18.2%)となっている。	 

	 学習にかける経費と学歴との相関はほとんどみられないが、学歴の低い人たちで高い

費用を負担している人は少ない。また定年後も働いている人とそうでない人を比較して

も差異はみられない。また「女性」の方が「男性」と比較してかなりの経費をかけてい

ることがわかる。毎月の収入をみても、全体傾向と著しい差異はないようだ。	 

	 

第１２節	 高齢者の学習成果のボランティア活用に対する意識	 

	 

	 高齢者が学習成果をボランティアなどの活動で社会還元しようとする意識はどうなのかとい

う問いかけである。（Q60）	 

	 回答には 3 つの選択肢が与えられており、「特に活用したいとは思わない」（46.8%）人が

も多く、次いで「活用したことはないが、できれば活用したい」（38.9%）、「すでに活用

した」（14.2%）となっている。	 

	 学習成果の社会還元が望まれているのであるが、残念ながら、学習成果とボランティ

アなどの直接的な社会貢献活動との結びつきが弱いことがわかった。	 

	 

 
	 次にクロス集計結果をみてみよう。「学歴別」とのクロスでは、「中学卒	 高校卒」の人で
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は、ボランティアなどの活動に「特に活用したとは思わない」が 45.3%あり、「活用したこと

はないが、できれば活用したい」が 41.1%となっている。一方で、「すでに活用した」は 13.7%
となっている。「専門学校卒	 短大卒	 高等専門学校（高専）卒」の人でも、「特に活用した

とは思わない」が 45.2%、「活用したことはないが、できれば活用したい」が 38.3%、「すで

に活用した」が 16.5%であった。「大学卒	 大学院修了」では、「特に活用したとは思わない」

が 49.4%、「活用したことはないが、できれば活用したい」が 36.8%、「すでに活用した」が

13.8%となっており、いずれも大きな差はなかった。	 

	 「仕事の状況別」では、「定年退職せずに働いている」人は「特に活用したとは思わない」

(46.5%)、「活用したことはないが、できれば活用したい」(43.9%)、「すでに活用した」(9.6%)

であり、「すでに活用した」と答えた人の数は少ない。「定年退職したが、今も働いている」

人でも、「特に活用したとは思わない」と答えた人が 43.5％であり、「活用したことはない

が、できれば活用したい」(42.4%)、「すでに活用した」(14.1%)であった。「定年退職をし、今

は働いていない」人をみると、「特に活用したとは思わない」(48.1%)、「活用したことはない

が、できれば活用したい」(34.6%)、「すでに活用した」(17.3%)となっており、「すでに活用し

た」人の割合は微増している。	 

	 「性別・年代別」では、「男性」は「特に活用したとは思わない」(47.7%)、「活用したこ

とはないが、できれば活用したい」(39.4%)、「すでに活用した」(12.9%)となっている。「女

性」についても傾向は変わらず、「特に活用したとは思わない」(45.8%)、「活用したことは

ないが、できれば活用したい」(38.3%)、「すでに活用した」(15.8%)という結果が出ている。

年代別でも全体傾向とほとんど変わらないことがわかった。性別と年代別の両方のクロスで

特徴的なものをあげると、「女性の 70 歳～74 歳」が 26.4%と高率であり、「女性の 65 歳～

69 歳未満」では「活用したことはないが、できれば活用したい」という回答が 50.9%ある。	 

	 「毎月の収入別」では、「10 万円未満」の人は「特に活用したとは思わない」(52.5%)、

「活用したことはないが、できれば活用したい」(36.7%)、「すでに活用した」(10.8%)とな

っている。この傾向は他の収入層においても変化がないようだ。例外的には、「20～30 万円

未満」の人で、「活用したことはないが、できれば活用したい」と考えている人の数が 46.2%

ある。	 

	 全体としてみた場合、学歴とボランティアなどの社会活動との相関関係はないよう

である。仕事面でみると、働かなくなると、ボランティアなどの社会活動への参加意

欲が少し高まるようである。また男性が他の世代と比べてあまり変化がないのに対し

て、女性の年齢の高い高齢者はボランティア活動などの社会活動に対して積極的であ

ることがわかった。 
 

  



 

第４章	 高齢者の情報活用	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 間野	 百子（宇都宮共和大学）	 

	 

第 1 節	 本章の目的	 

	 	 

	 本章では調査対象者（対象とした年齢層は 50歳から 74歳までであるが、調査対象者全体を

総括する場合は以下「高齢者」と記す）が社会参加や学習に関わる情報をどのメディアから入

手し、入手した情報をどのように活用しているかについて検討していく。	 

情報を効果的に活用していくためには、①情報収集能力（必要な情報を目的にそくしたメデ

ィアから選択的に入手できる）②情報操作能力（入手した情報を操作したり、活用したりする）

③情報発信能力（情報を編集し、第三者に発信する）が必要となる。情報化・IT 化が急速に進

展する現代社会においては、高齢者の学びや生活支援のうえでもインターネットを主流とする

メディアが重要なツールとなりつつある。たとえば、兵藤は高齢の大学（院）生の学習を支援

し、彼（女）らの「自由度」「自在性」を担保していくうえでも ICT (Information & 
Communication Technology、情報通信技術、以下 ICT と略記)を効果的に活用することが必

要不可欠であると述べている【兵藤, 2012, 114-125】。さらに、都市高齢者の社会的孤立を予防・

防止するうえで、ICT を媒介とする「緩やかな繋がり」が高齢者に及ぼす肯定的・否定的効果

についても検証されている【荒井・袖井他, 2012, 48-53】。 
多様性に富むメディアの中でもインターネットは急速に一般家庭に普及し、主要メディアと

しての役割を果たしている。平成 22 年度（2010 年度）の情報通信白書によると、高齢者のイ

ンターネット利用率は、平成 21 年度（2009 年度）末の時点で 36.9％を占めている。特に 65
－69 歳代では利用率の増加が著しく 58％にまで上昇しているものの、全体平均の 78％と比べ

ると利用率はいまだに低い【総務省,2010】。総務省は、今後の課題の一つとして、「デジタル・

ディバイド」を解消していくことを掲げている。ここでの「デジタル・ディバイド」とは、「イ

ンターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用出来ない者との間に生じる格

差」【総務省, 2004】を意味する。すなわち、「インターネットの普及が進んでいない層（デジ

タル・ディバイドが生じているセグメント）は、インターネットにアクセスできないことで生

活に必要なサービスにアクセスできず、負の連鎖を生む」恐れが指摘されているのである[総務

省, 2011,89]。 
このように、「高齢者」がそれぞれの学習ニーズや生活課題を満たしながら、社会参加してい

くうえで、情報の活用能力が今後一層重要になると考えられる。しかし、その一方で、ICT が

進展したことによる、情報格差の増大が問題視されている。すなわち、情報の多様化・複雑化

が進展するなかで、情報を有効に使いこなせない情報弱者が新たに生み出され、情報収集や操

作を前提としたうえでの社会参加や学習活動を阻害する要因にもなりかねない。 
本章では以上の問題意識にもとづいて収集したデータの分析をとおして、「高齢者」の間に情

報を収集・操作・発信するうえでの格差は生じているのか、その場合、どのような差が生じて

いるのか、そのような差を生み出す要因は何か、高齢期特有の学習ニーズを充足するうえで情

報メディアはどのような機能を有しているのかなどについて実証的に検討していく。 
	 

	 

	 



 

第２節	 メディアの活用状況	 

	 
人びとは様々なメディアを活用しながら必要な情報を選択的に入手している。表 1は「高齢

者」が目的ごとにどのメディアを活用しているかについてみたものである。目的の項目には、

「世の中の出来事を知るため」「趣味に関する情報を得るため」「教養を身につけるため」「予約

やチケット取得のため」「リラックスや息抜きのため」「人とのつき合いを広げたり、深めたり

するため」「健康維持のため」「仕事に必要な知識や技術向上のため」の八項目を掲げ、それぞ

れに活用しているメディアの 1 位と 2 位を尋ねた。メディア源には、「本」「雑誌〈情報誌含む〉」

「新聞」「DVD やビデオソフト」「CD・MD・カセット」「ラジオ」「テレビ」「インターネット」

「パソコン」「携帯電話/スマートフォン」「通信教育の教材」「固定電話」「ニンテンドーDS な

ど〈ゲーム機〉Will」の十三項目を掲げた。 
	 

表１	 目的別メディアの活用状況（複数回答） 

 
 
表 1 をみると、「インターネット」が「予約やチケット取得のため」70.7％、「趣味に関する

情報を得るため」56.2%、「仕事に必要な知識や技術向上のため」39.1%、「人とのつき合いを

広げたり、深めたりするため」31.1％、「健康維持のため」29%の五項目で 1 位になっている。 
一方で、「世の中の出来事を知るため」では「テレビ」46.6%が「インターネット」25.1%を、

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

次にあげる⽬目的で、あなたが利利⽤用する
メディアはどれですか。下記の中か
ら、最も良良く使うものを順に2つずつお
選び下さい。

全体(n) 本

雑誌∧情

報誌含む

∨

新聞

DVDやビ

デオソフ

ト

CD・M D・

カセット
ラジオ テレビ

インター

ネット
パソコン

携帯電話

／スマー

トフォン

通信教育

の教材
固定電話

ニンテン

ドーDSな

ど∨ゲー

ム機∧

W ii、
複数回答

1 (世の中の出来事を知るため　)1位 1149 14 1 223 1 0 20 536 288 64 2 0 0 0

100.0 1.2 0.1 19.4 0.1 0.0 1.7 46.6 25.1 5.6 0.2 0.0 0.0 0.0

2 (世の中の出来事を知るため　)2位 1149 17 24 372 1 3 32 327 267 93 12 0 0 1

100.0 1.5 2.1 32.4 0.1 0.3 2.8 28.5 23.2 8.1 1.0 0.0 0.0 0.1

3 (趣味に関する情報を得るため)1位 1149 89 79 48 4 5 5 98 646 168 4 1 1 1

100.0 7.7 6.9 4.2 0.3 0.4 0.4 8.5 56.2 14.6 0.3 0.1 0.1 0.1

4 (趣味に関する情報を得るため)2位 1149 134 247 145 15 4 21 241 173 148 12 2 3 4

100.0 11.7 21.5 12.6 1.3 0.3 1.8 21.0 15.1 12.9 1.0 0.2 0.3 0.3

5 (教養を身につけるため)1位 1149 430 69 136 11 5 11 99 243 101 1 41 1 1

100.0 37.4 6.0 11.8 1.0 0.4 1.0 8.6 21.1 8.8 0.1 3.6 0.1 0.1

6 (教養を身につけるため)2位 1149 145 155 206 26 10 17 145 276 130 3 34 1 1

100.0 12.6 13.5 17.9 2.3 0.9 1.5 12.6 24.0 11.3 0.3 3.0 0.1 0.1

7 (予約やチケット取得のため)1位 1149 3 15 19 2 1 2 14 812 156 22 1 101 1

100.0 0.3 1.3 1.7 0.2 0.1 0.2 1.2 70.7 13.6 1.9 0.1 8.8 0.1

8 (予約やチケット取得のため)2位 1149 8 91 92 1 2 10 53 154 204 225 1 308 0

100.0 0.7 7.9 8.0 0.1 0.2 0.9 4.6 13.4 17.8 19.6 0.1 26.8 0.0

9 (リラックスや息抜きのため)1位 1149 111 46 15 54 60 46 520 178 100 2 0 2 15

100.0 9.7 4.0 1.3 4.7 5.2 4.0 45.3 15.5 8.7 0.2 0.0 0.2 1.3

10 (リラックスや息抜きのため)2位 1149 123 101 66 83 74 75 228 190 163 14 0 3 29

100.0 10.7 8.8 5.7 7.2 6.4 6.5 19.8 16.5 14.2 1.2 0.0 0.3 2.5

11
(人とのつき合いを広げたり、深めたりする

ため)1位
1149 37 56 88 3 3 12 114 357 88 278 3 110 0

100.0 3.2 4.9 7.7 0.3 0.3 1.0 9.9 31.1 7.7 24.2 0.3 9.6 0.0

12
(人とのつき合いを広げたり、深めたりする

ため)2位
1149 54 89 104 8 4 26 104 252 159 178 7 159 5

100.0 4.7 7.7 9.1 0.7 0.3 2.3 9.1 21.9 13.8 15.5 0.6 13.8 0.4

13 (健康維持のため)1位 1149 121 162 145 11 3 23 279 333 50 5 3 0 14

100.0 10.5 14.1 12.6 1.0 0.3 2.0 24.3 29.0 4.4 0.4 0.3 0.0 1.2

14 (健康維持のため)2位 1149 125 202 186 11 12 29 201 245 111 14 1 4 8

100.0 10.9 17.6 16.2 1.0 1.0 2.5 17.5 21.3 9.7 1.2 0.1 0.3 0.7

15
(仕事に必要な知識や技術向上のため)1

位
1149 259 85 123 6 2 2 57 449 126 4 33 3 0

100.0 22.5 7.4 10.7 0.5 0.2 0.2 5.0 39.1 11.0 0.3 2.9 0.3 0.0

16
(仕事に必要な知識や技術向上のため)2

位
1149 183 163 156 11 2 15 103 292 186 13 21 4 0

100.0 15.9 14.2 13.6 1.0 0.2 1.3 9.0 25.4 16.2 1.1 1.8 0.3 0.0

Q45



 

「教養を身につけるため」では「本」37.4％が「インターネット」21.1%を上回っている。「リ

ラックスや息抜きのため」では「テレビ」が 45.3％と過半数近くを占め、「インターネット」

の 15.5％を大きく上回っている。二位の項目では、より多様なメディアに分散して選択されて

おり、目的に応じてメディア源を使い分けていることがうかがえる。たとえば、「世の中の出来

事を知るため」では「新聞」32.4%、「趣味に関する情報を得るため」では「雑誌」21.5%、「予

約やチケット取得のため」では「固定電話」26.8%、「リラックスや息抜きのため」では「テレ

ビ」19.8%の割合が高くなっている。 
	 図表１では、利用率の高い、上位五項目のメディア(「インターネット」「テレビ」「本」「雑

誌〈情報誌含む〉」「パソコン」)の活用状況をみてみた。	 

	 

図表１	 	 	 

	 

	 表１ならびに図表１から、「インターネット」がほぼすべての項目において上位を占め、知識

や情報の取得、趣味・娯楽の充足、健康維持などに関わる情報源の主流となっていること、イ

ンターネットの活用率の高さにかかわらず、「テレビ」も幅広く活用されていること、目的や状

況に応じてテレビ、新聞、本など、複数のメディアを使いわけていることなどがわかる。	  
そこで次に、「高齢者」の活用メディアと「学歴別」（本調査 Q11 ）「仕事の状況別」（同 Q3）

「性別・年代別」（同 Q1・Q2 ）との相関を検討してみる。「年代別」による差がみられた項目

は、「世の中の出来事を知るため」（図表２）と「趣味に関する情報を得るため」（図表３）であ

る。 
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世の中の出来事を知るため（1位）	

世の中の出来事を知るため（２位）	

趣味に関する情報を得るため（1位）	

趣味に関する情報を得るため（２位）	

教養を身につけるため（1位）	

教養を身につけるため（２位）	

予約やチケット取得のため（1位）	

予約やチケット取得のため（２位）	

リラックスや息抜きのため（1位）	

リラックスや息抜きのため（２位）	

人とのつきあいを広げたり、深めたりするため（1位）	

人とのつきあいを広げたり、深めたりするため(2位）	

健康維持のため（1位）	

健康維持のため（２位）	

仕事に必要な知識や技術向上のため（1位）	

仕事に必要な知識や技術向上のため（２位）	

主要メディア（五項目）の活用状況	  
（複数回答）	  

	

インターネット	 テレビ	 本	 雑誌	 パソコン	

n=1,149	



 

図表２	 	  

 
図表２は、「世の中の出来事を知るため」(1 位) で活用されているメディアの上位三項目の分

布を「年代別」にみたものである。若い年代の人ほど「世の中の出来事を知るため」に「イン

ターネット」の活用率が高めで、逆に「新聞」は、年代と共に活用率も上昇傾向にある。「テレ

ビ」はどの年代でもほぼ一定した割合で視聴されている。 
「趣味に関する情報を得るため」でも若い年代の人ほど「インターネット」の活用率が高い。

図表３は、「趣味に関する情報を得るため」（1 位）と「インターネット」の相関を「性別・年

代別」でみたものである。2 
 
図表３ 

 
ここでは、「性別・年代別」による差がみてとれる。男女ともに 50 歳代では、「インターネ

ット」が活用されているが、男性では 65 歳、女性は 60 歳を過ぎると、活用率が下がっている。 
以上より、情報の収集段階では、年代の若い人ほどインターネットが活用され、年代が高く

なるに連れ、インターネット中心ではなく、新聞、テレビなどの伝統的メディアも活用されて

いることが明らかになった。 
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	 さらに、60 歳代を過ぎると、情報収集だけではなく、「リラックスや息抜きのため」など趣

味・娯楽に関わる項目においても「インターネット」以外のメディアが中心になっている（図

表４）。 
 
図表４ 

 
「リラックスや息抜き」（1 位）では、「テレビ」の群でも年代による差がみられた。全体的

に、年代が上がるにつれて、「テレビ」を活用する割合が高まるため、インターネット活用率と

の差が開いていく。「70‐74 歳」の群では、「インターネット」は全体で 9％しか活用していな

いのに対して、テレビは 49％の人が活用しており、活用するメディアの比率に顕著な差が認め

られる。 
	 テレビはインターネットの普及にかかわらず、いまだに独自のメディア機能を有し、その有

用性は低下していない。橋元によると、その理由は、テレビが「安らぎや癒しを得るという効

用」や「気晴らしのメディア」としての機能を有し、自分から特定の情報にアクセスする能動

的姿勢のメディアである、インターネットではカバーできないからである。さらに、テレビは、

他者に自己投影をして、「代理体験」を味わえるメディアだからでもある【橋元, 2011,54-63】。 
	 次に、「人とのつきあいを広げたり、深めたりするため」のメディア源についてみてみよう（図

表 5） 
 
図表 5 
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図表 5 をみると、「人とのつき合いを広げたり、深めたりするため」では、男性のほうが全

般的に「インターネット」の活用率が高い（「男性全体」8.6%；「女性全体」22.6%）こと、男

性の 50 歳代でその割合が高い（「男性 50－54 歳」48％；「女性 50－54 歳」31.0％、「男性 55
－59 歳 46.0％」；「女性 55－59 歳」24.0％）ことがわかる。その一方で、この群の「携帯電話

/スマートフォン」では、女性の活用率が高い（「男性全体」20.8％；「女性全体」28.6%）。さ

らに、「固定電話」は女性の活用率が男性の倍であり（「男性全体」5.6%；「女性全体」12.8%）、

高齢女性の重要な交流手段の一つとなっていることがうかがえる（「女性 65―69 歳」19.0％、

「女性 70―74 歳」23.0％）。この群の「インターネット」の利用率は、「女性 65－69 歳」15.0％、

「女性 70－74 歳」24.0％である。 
次に、活用するメディアと「学歴」との相関をみてみた（図表 6） 
 

図表６	  

 
 
「教養を身につけるため」（1 位）や「仕事に必要な知識や技術の向上のため」（1 位）では、

学歴に比例して、「本」を活用する割合が高まっている。高学歴者は、活用するメディアの選択

肢が広く、メディアを目的に併せて効率的に使いこなしていることが明らかになった。 
そこで、さらに、「本」と「月収別」の相関をみた結果、「教養を身につけるため」（1 位）に

おいても、高月収の人ほど「本」の活用率が高くなっていることがわかった（図表 7）。 
 
図表７ 
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	 以上、「メディアの活用状況」の検討をとおして、以下が明らかになった。 
まず、インターネットがほぼ全項目において上位を占めつつも、テレビ、新聞などの伝統的

メディアも選択的に活用されている点である。本稿の調査データはインターネットをとおして

入手したため、インターネット利用率は平均値より高いが、ここでも高齢になるに連れ、イン

ターネットだけでなくテレビや新聞が情報の収集源であることがわかる。さらに、「高齢者」の

メディア環境は表面上豊かにみえるが、実際には、高学歴・高収入の人ほど活用するメディア

の選択肢が多く、情報の収集段階で差が生じていることも推察できる。 
次に、人間関係を構築していくうえでもインターネットが 1 位にランクインしている点であ

る。「人とのつき合いを広げたり、深めたりするため」の項目をみると、インターネットが固定

電話や携帯電話の利用率を上回っている。堀薫夫は高齢者特有の学習課題として、人間関係の

再構築を掲げている。堀はその理由として、「高齢期の『喪失』の事実への対処として、高齢者

の親和欲求の比重が高まる。人間関係の再構築は高齢期の重要な課題であり、高齢者の学習は

このプロセスと並行して展開される必要がある」【堀, 1999,101】と述べている。インターネッ

トは、定年退職や離職により、職場での人間関係に距離ができたり、生活圏が自宅中心になり

がちな高齢者が新たな人間関係を構築したり、それまでの人間関係を維持していくうえでも重

要なツールになっている。同時に、年齢が上昇するに連れ、「固定電話」による従来型のコミュ

ニケーションも図っている。「スマートフォン」の「高齢者」層への普及率はいまだに低く、世

代間の差が大きいものの、インターネットと固定電話の機能を兼備しているため、今後高齢世

代の交流手段としてどの程度浸透していくかを追跡調査していく必要がある。 
	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 



 

第３節	 パソコンの使用頻度・使用目的	 

	 
（１）パソコンの使用頻度	 

第 3 節では「高齢者」のパソコンの使用状況を明らかにするために、以下 1 では、パソコン

作業の使用頻度について、2 ではパソコンの使用目的について明らかにしていく。 
表 2 は、自宅で行うパソコン作業の頻度についてみたものである。 
 

表２	 パソコンの使用頻度（単一回答） 

 
    1 2 3 4 

ご自宅のパソコンで、あなたは以下のこ

とをどの程度行なっていますか。それぞ

れについて、あてはまるものを１つお選

び下さい。 

  全体(n) 
ほぼ毎

日 

週に 1 回

以上 

週 1 回未

満 

全く行わ

ない 

ワードなどを用いた文書作成   1000  127  197  420  256  

    100.0  12.7  19.7  42.0  25.6  

エクセルなどを用いた表計算   1000  120  178  318  384  

    100.0  12.0  17.8  31.8  38.4  

写真や動画の閲覧・編集   1000  99  200  410  291  

    100.0  9.9  20.0  41.0  29.1  

プレゼンソフトなどを用いた図表作成   1000  21  47  264  668  

    100.0  2.1  4.7  26.4  66.8  

電子メールの送受信   1000  688  163  115  34  

    100.0  68.8  16.3  11.5  3.4  

インターネットの利用   1000  910  60  22  8  

    100.0  91.0  6.0  2.2  0.8  

ｗｅｂページの作成   1000  38  57  131  774  

    100.0  3.8  5.7  13.1  77.4  

予定表の管理   1000  123  92  150  635  

    100.0  12.3  9.2  15.0  63.5  

家計簿・住所録の管理   1000  97  75  357  471  

    100.0  9.7  7.5  35.7  47.1  

プログラミングやソフトウェア開発   1000  8  14  52  926  

    100.0  0.8  1.4  5.2  92.6  

オフラインゲーム   1000  80  100  106  714  

    100.0  8.0  10.0  10.6  71.4  

 

自宅で行うパソコン作業として、「ワードなどを用いた文書作成」「エクセルなどを用いた表

計算」「写真や動画の閲覧・編集」「プレゼンソフトなどを用いた図表作成」「電子メールの送受

信」「インターネットの利用」「web ページの作成」「予定表の管理」「家計簿・住所録の管理」

「プログラミングやソフトウェア開発」「オフラインゲーム」の十一項目を掲げた。頻度は、「ほ

ぼ毎日」「週に 1 回以上」「週 1 回未満」「全く行わない」の四段階に分けて尋ねた。 
図表 8 は作業頻度「ほぼ毎日」の高い項目順に並べ替えたものである。 



 

 
図表	 8

	  
頻度が も高いのは、「インターネットの利用」（「ほぼ毎日」91％、「週に１回以上」6％）

で、ほぼ全員がインターネットを日常的に利用している。次に、「電子メールの送受信」（「ほぼ

毎日」68.8%、「週に１回以上」16.3%）が続いている。第三位以降には、パソコンの操作技術

を必要とする項目、「ワードなどを用いた文書作成」（「ほぼ毎日」12.7％、「週に一回以上」19.7％）

や「エクセルなどを用いた表計算」（「ほぼ毎日」12.0％、「週に一回以上」17.8％）、「写真や動

画の閲覧・編集」（「ほぼ毎日」9.9％、「週に一回以上」20.0％）が続いている。 
	 逆に、「全く行わない」作業として割合が高かったのは、「プログラミングやソフトウェア開

発」92.6%、「web ページの作成」77.4％、「オフラインゲーム」71.4％、「プレゼンソフトなど

を用いた図表作成」66.8％である。 
これらの結果から、「情報の入手」には「インターネット」を使用している割合は極めて高い

ものの、「web ページの作成」「プログラミングやソフト開発」など、パソコン機能を活用して、

第三者に「情報を発信」する段階には達していない、またはその必要がないことがうかがえる。 
次に、パソコン作業の頻度が回答者の属性とどのような関係があるかについて検討してみよ

う。まず、「学歴別」では、「メールの送受信」での相関はみられなかったが、「ワードなどを用

いた文書作成」（図表 9）「エクセルなどを用いた表計算」では、学歴の高い人の使用頻度が高

くなっている。 
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図表９	 	 

 
図表 9 をみると、「ワードなどを用いた文書作成」は、学歴に比例して使用頻度が高くなっ

ており、「大学卒 大学院修了」の群では、「ほぼ毎日」に「週に 1 回以上」を含めると、46.5％
となり、半数近い割合を占めている。一方、「中学卒 高校卒」では 22.4％にとどまり、半数以

下にとどまっている。この傾向は、「エクセル」「ほぼ毎日」の群でもみられる（「中学卒 高校

卒」8.6%、「専門学校卒 短大卒 高等専門学校（高専）卒」9.5％、「大学卒 大学院修了」16.7%）。

「週に 1 回以上」は、「中学卒 高校卒」14.3%、「専門学校卒 短大卒 高等専門学校（高専）卒」

11.7%、「大学卒 大学院修了」24.6％である。 
	 以上より、文書やデータを作成・編集する作業においては、「大学卒 大学院修了」の人たち

の使用頻度が高く、高学歴者と低学歴者のあいだには、パソコンを活用する作業内容やその頻

度に有意差が認められた。 
	 次に、パソコンの使用頻度を「月収別」でみてみると、「ワードなどを用いた文書作成」な

どで相関がみられた（図表 10）。 
 
図表 10	 パソコンの使用頻度	  
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に一回以上」を合計すると、5 割を超える人が該当し、「全く行わない」人は 1 割程度にすぎな

い。一方、「10 万円未満」の人びとをみると、「ほぼ毎日」「週に一回以上」を加えても、二割

に満たなく、「全く行なわない」と「週に一回未満」を加えると八割を超えている。同様の傾向

は「エクセルなどを用いた表計算」でもみられる（「全く行わない」「10 万円未満」54.7%、「30
万－40 万円未満」21.0％；「ほぼ毎日」「10 万円未満」4.3％、「40 万以上」22.9％；「週に 1
回以上」「10 万円未満」9.1％、「40 万円以上」29.7％）。 
以上より、インターネットや電子メールは全般的に普及し、ほぼ日常的に使用されている一

方で、学歴や月収の高い人たちは、パソコンの操作能力が求められる「ワード」「エクセル」「プ

ログラミング」などの作業も自宅で行う率が高いことがわかった。 
	 

（２）パソコンの使用目的	 

１ではパソコンが「高齢者」に全般的に普及している一方で、高学歴・高収入の人たちのほ

うが「情報の操作」を伴う作業を頻繁に行っていることを明らかにしてきた。 
２では、パソコンを使用する主な目的について、「あてはまるものすべてを選ぶ」（上段）と

「その中で、 も重要なもの一つを選ぶ」（下段）についてみてみた（表３）。 
 
表 3	 パソコンの使用目的 

   1 2 3 4 5 6 7 8 9 

	 

 

 

 

複数回答 

全体

(n) 

自 分 の

生きがい

や 自 己

啓 発 の

ため 

趣味や

楽しみの

ため 

知的な若

さを保つ

ため 

健康・体

調維持

のため 

職業上，

必要なた

め 

家族と楽

しむため 

親族や

友人との

交流の

ため 

勉強に

役立てる

ため 

日常生

活に必

要な情報

を得るた

め 

あ て は ま

るもの 

 

1000  493  851  310  207  298  144  368  337  715  

100.0  49.3  85.1  31.0  20.7  29.8  14.4  36.8  33.7  71.5 

最も 重要

なもの	 

 

1000  112  368  22  14  118  10  34  13  185  

100.0  11.2  36.8  2.2  1.4  11.8  1.0  3.4  1.3  18.5  

  10 11 12 13 14 
    

	 

 

 

 

 

 

複数回答 

全体

(n) 

社会（政

治・経済

等）につ

いて学ぶ

ため 

地域での

活動で活

用したり

活動に

参加した

りするた

め 

資産形

成のた

め 

ショッピ

ングを行

うため 

その他 
   

あ て は ま

るもの 

1000  350  130  164  605  79 
    

100.0  35.0  13.0  16.4  60.5  7.9  
    

最も 重要

なもの 

1000  16  10  23  54  21 
    

100.0  1.6  1.0  2.3  5.4  2.1  
    

 



 

 
十四の目的項目のうち、「あてはまるもの」「 も重要なもの」の上位にはともに「趣味や楽

しみのため」「日常生活に必要な情報を得るため」「自分の生きがいや自己啓発のため」などが

選ばれており、パソコンが趣味や娯楽のためだけではなく、日常生活を営むうえでも主要な情

報源となっていることがわかる。 
	 「パソコンの使用目的」でも「使用頻度」でみられた相関があるだろうか。まず、「学歴別」

との相関をみてみると、「勉強に役立てるため」「社会（政治・経済）について学ぶため」「資産

形成のため」で有意差が生じている（図表 11）。 
 
図表 11 

 
ここでは、「勉強に役立てるため」「社会（政治・経済）について学ぶため」、さらには「資金

形成のため」のいずれも「大学卒 大学院修了」の人たちの占める割合が、「中学卒 高校卒」の

群と比べると極めて高く、「大学卒 大学院修了」のカテゴリーが使用目的に変化が生じる分岐

点となることがうかがえる。「資産形成のため」の群は、「月収別」による差もみられた（「10
万円未満」13.8％、「30－40 万円未満」25.2％、「40 万以上」22.0％）。 
次に図表 12 は、「パソコンの使用目的・あてはまるもの」と「年代別」の相関について、「職

業上、必要なため」と「親族や友人との交流のため」の項目でみたものである。 
 
図表 12	  
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年齢に比例して、「親続や友人との交流のため」にパソコンを使用する割合が高くなり、六十

五歳以上の群では四割以上を占めていることから、高齢者にとってパソコンが重要なコミュニ

ケーションの手段となっていることがわかる。逆に、「職業上、必要なため」は、年齢に比例し

て減少しており、パソコンがライフスタイルの変化に応じて使い分けられていることがみてと

れる。 
以上、「パソコンの使用目的」に関して以下の点が明らかになった。 

	 第一に、学歴の高い人たちにとってパソコンは、情報・知識の入手源、趣味・娯楽の提供源

という枠を超えて、資産形成のツールとしても機能していることである。「大学卒 大学院修了」

や「月収 30 万円以上」がパソコンの使用目的に差が生じる分岐点になっている。 
	 第二に、「地域での活動で活用したり、活動に参加したりするため」にパソコンを使用する率

は 13％で高くはない（表 3）ため、社会教育施設などで行われる活動の情報は自治体の広報や

口コミなどをとおして入手していると推察できる。 
	 

第４節	 学習情報の入手源	 

	 
	 表 4 では、「高齢者」の学習情報の入手源についてみてみた。 

表４ 
あなたが学習に関する情報を得

ようとする際、何から入手するこ

とが多いですか。あてはまるもの

をすべてお選び下さい。 

  

複数回答 n % 

ラジオ 148  14.8  

テレビ 572  57.2  

固定電話 23  2.3  

携帯電話（インターネット、ワンセグ

TV 等を含む） 
93  9.3  

パソコン（インターネット等を含む） 865  86.5  

新聞 582  58.2  

雑誌 378  37.8  

本 410  41.0  

自治体の広報 201  20.1  

その他 11  1.1  

全体(n) 1000  100.0  

	  
 
 
 
 
 
 
 



 

図表 13 では「学習情報の入手源」を割合の高い順に並び替えてみた。 
図表 13	   

 
 
全体的にみると、学習活動に関する情報源十項目のうち、「パソコン（インターネット、ワン

セグ TV 等を含む」が 86.5％を占め、極めて割合が高い。次いで、「新聞」58.2％、「テレビ」

57.2％が拮抗し、「本」41.0％、「雑誌」37.8％と続いている。逆に、利用率が低いのは、「固定

電話」2.3％、「携帯電話（インターネット、ワンセグ TV 等を含む）」9.3％、「ラジオ」14.8％
である。 
ここから、学習情報の入手源としてもパソコンが主流であること、情報源が多様なメディア

に分散していること、自治体の広報からも五分の一ほどの人びとが学習情報を入手しているこ

となどがわかる。 
「学習情報の入手源」では、「性別・年代別」「仕事の状況別」「学齢別」「月収別」、すべての

項目においてパソコンが上位を占めており、属性による有意差はみられなかったため、パソコ

ンが幅広い年代、学歴、月収の「高齢者」の学習情報源であることが明らかになった。 
一方、「学習情報の入手源」と「月収」との相関をみると、パソコンの利用率における差は生

じなかったが、「雑誌」「新聞」「携帯電話」は月収の高い人ほど利用率も高めである（図表 14）。 
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「雑誌」では、「40 万円以上」が 47.5％、「30―40 万円未満」では 45％を超えているのに対

して、「10 万円未満」の群では 3 割台前半にとどまっている。同様の傾向が「本」でもみられ

る。 
さらに、「学習情報の入手源」と「学歴」との相関をみると、「本」や「雑誌」では、学歴に

応じて利用率が高くなることがわかった（図表 15）。 
 
図表 15 

 
 
ここまでで明らかになったのは、「パソコン（インターネット等を含む）」が学習情報の入手

源として全体的に 9 割以上を占める一方で、その他の入手メディアに関しては学歴や経済力に

より格差が生じていることである。さらに、携帯電話などは、 新の機器への変更、操作技術、

さらには維持費もかかるため、高齢者層への浸透率はいまだに低い。月収や学歴の高低により

使いこなせる機器の二極化が進み、結果として情報格差が拡大していると考えられる。 
	 次に、「学習情報の入手源」は「年代」との相関関係について検討してみよう。図表 16 は「新

聞」と「テレビ」の利用率を年代別にみたものである。 
 
図表 16 

 
「学習情報の入手源」、十一項目のうち、２位の「新聞」の利用率では「年代」による差が生

じている。「65－69 歳」「70－74 歳」の群では 7 割を超える人が「新聞」を利用しているが、

50 歳代では 5 割に満たなく、「60－64 歳」でも 6 割に達していない。さらに、「テレビ」の利
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用率も年代が高くなるに連れて上昇し、65 歳以上になると、六割五分を超えている。 
これらのデータから、前期高齢者にさしかかる年齢を境として学習情報の入手先が変化し、

「新聞」や「テレビ」も「パソコン」に並ぶ重要な情報メディアとして活用され、そこから発

信される幅広いジャンルから学習情報を得ていることがみてとれる。 
	 さらに、「自治体の広報」も「高齢者」にとって重要な学習情報の入手源として機能している。

先に、3 節 2 の「パソコンの使用目的」のなかで、「高齢者」の大半は、地域活動に関わる情報

を自治体の広報か口コミをとおして入手している可能性が高いと述べた。そこで、「自治体の広

報」が「学習の情報源」として占める割合を「性別・年代別」にみてみた（図表 17）。 
 
図表 17 

 
 
図表 17 からわかるように、「自治体の広報」は全体的には情報源の上位に位置づいてはいな

いものの、男性・女性ともに年代が上がるに連れ、利用率が高くなっている。男性の伸び率は

65 歳前後を境に倍層し、「65－69 歳」では 28％、「70－74 歳」では 22％となり、「50－54 歳」

5％の 4－5 倍にも達している。また、どの年代においても「女性」が「男性」の利用率を上回

っている。 
学習情報の入手源としての「自治体の広報」利用率と「仕事の状況別」にも相関がみられる

（「定年退職をせずに働いている」12.7％、「定年退職をしたが、今も働いている」19.1％、「定

年退職をし、今は働いていない」27.0％）。これらの結果から、定年退職後の人びとは、学習活

動の情報を自治体の広報から入手し、公民館などの活動に参加していることがうかがえる。 
	 

第５節	 教育政策への提言	 

	 

	 以上本章では、「高齢者」が情報をどのように入手し、活用しているかについて明らかにする

ために、調査対象者が活用しているメディア源、パソコンの使用頻度・目的、学習情報の入手

源に焦点をあてて検証してきた。本章の結論として、明らかになったことを今後の課題も含め

て検討する。 
まず、「高齢者」にも「インターネット」を中心とするメディアが実際に幅広く普及している

ことである。成人が社会活動に参加する際の疎外要因として、「情報に関する障害」や「交通の

便が悪い」などの「境遇」に起因する障害が指摘されてきた【Darkenwald and Merriam 1982】
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が、ICT は、同質の情報を不特定多数の人びとに瞬時に届けるため、実践現場に赴けないため

に学習機会から疎外されてきた人たちのハンディキャップや地域間・個人間の情報格差の軽減

に資する。さらに、メディアの多様化は、高齢期に縮小しがちな「ソーシャル・サポート、社

会的支援」（家族や友人や隣人などのようにある個人の周囲に存在する人たちから得られる有

形・無形のサポート）【福西 1999,20】の源を補完・補強する機能を有している。 
次に、「高齢者」がライフサイクルやニーズの変化に併せて、情報源を使い分けている点であ

る。「高齢者」、特に、高齢退職者は「自治体の広報」を社会参加活動の情報源として活用する

割合が増えている。企業人として仕事に専念してきた退職者（主に男性）が地域社会にソフト

ランディングしていくことの難しさやその支援のあり方が探求されている【三輪 2004, 50-52】
が、自治体の広報などの伝統的メディアは、退職前後の人びとや高齢者が居住地域をベースと

した社会活動に関する情報源として利用率が高く、地域独自の情報を住民に橋渡しする役割を

果たしているといえる。 
情報メディアの多様化は上記のような効果を高齢者に及ぼしうる一方で、統計上のメディア

の高普及率・利用率だけでは測ることができない ICT の利用格差が生じている。総務省が提起

した「デジタル・ディバイト」では、インターネットへのアクセスの可否から生じる格差を問

題視しているが、本調査では 65 歳以上の人でも 9 割近い人びとがインターネットを日常的に

利用しており、情報にアクセスする段階での差は少ない。しかしながら、インターネットを中

心としたメディアを日常的に利用している「高齢者」のあいだにおいても、メディアの利用目

的や活用方法に格差が生じている。すなわち、メディア源が複雑化・多様化・高度化した分、

情報入手の方法、機器の操作技術、情報の発信力における差が拡大しているのである。本章で

明らかにしてきたように、高学歴・高収入の人ほど、趣味・娯楽から始まり、学習、人間関係

の構築、さらには資産運用に至るまでメディアを上手く使い分けている。このことが、情報の

収集・操作・発信力の差を生み出し、情報の量、質、さらには生活の質にまで影響を及ぼした

り、学歴や年収などの社会的・経済的条件に起因する、情報強者・弱者の二極化を進行させた

りするおそれがある。 
情報メディアの IT 化は、より高度で複雑な情報収集、操作、そして発信能力を要する。荒

井らが指摘しているように、 新の機器を使いこなさせないことから新たな心理的バリアを生

み出すなどの否定的側面も兼ね備えている【荒井・袖井他 2012】。高齢者や退職者が情報を上

手く活用しながら、社会参加へと結び付けていくために、行政は情報メディアが高齢（退職）

者に及ぼしているマイナスの側面も視野に入れ、それらを補完・補強できるような学習機会を

設けたり、学習方法を提示したりしながら、ICT の導入を促進していくことが必要となる。 
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第５章	 高齢者のグループ・サークル活動と活動能力	 

立田慶裕（国立教育政策研究所）	 

	 

第１節	 高齢者のグループ活動	 

	 
退職前、退職準備期、退職後の高齢者のそれぞれにとって、職場を離れた後の地域や趣味・

教養活動の中で、どのような社会性を保っていくかは、重要な課題である。この問題について、

本調査では、「あなたは、現在、趣味・教養や地域に関わるグループ・サークル活動を行ってい

ますか。 も当てはまるものを次の中から選んでください」という問いを設けた。特に、この

質問では、それぞれのグループ活動においても、リーダー的な立場をとるか、メンバーとして

参加しているか、あるいはまったく参加していないかという尋ね方をし、それぞれの活動の中

での位置を問うことで、まずは、参加しているかどうか、そして、参加しているとすれば、指

導者的な参加かどうかを問題とした。 
 
	 表５−１	 グループ活動への参加状況 

リーダー的な立場で行っている 86  8.6  

メンバーとして参加している 305  30.5  

行っていない 609  60.9  

全体(n) 1000  100.0  

	 

その結果は、表７−１に示したように、まず、6割の人がグループ活動へは参加せず、参加者の

うち、９％がリーダーとしての地位についている。これを性別のみた結果では、男性にリーダ

ー的な立場(10.6,	 女性 6.6%)のものが多く、女性にメンバーとしての参加が多い(女性 37.2,

男性 23.8%)。また、行っていない者は男性に多い（男性 65.6,女性 56.2	 **）。	 

	 

表５−２	 年齢別に見たグループ・サークル活動	 

	 グループ・サークル活動	 合計	 

リーダー的な立場
で行っている	 

メンバーとして参
加している	 

行っていない	 

	 

60歳未満	 7.2%	 20.2%	 72.5%	 100.0%	 

60-64歳	 5.0%	 29.5%	 65.5%	 100.0%	 

65歳以上	 11.8%	 41.2%	 47.0%	 100.0%	 
合計	 8.6%	 30.5%	 60.9%	 100.0%	 

	 

	 さらに、年齢別にみると、表７−２に示したように、60歳未満では、参加者が少なく 7割を

超えているが、60歳以降に増加し、65歳以降では、リーダーとしても、メンバーとしても参加

者が増える（**）傾向にあり、その参加者は半数を超えている。	 

この結果を仕事の状況別にみると、「行っていない人」のうち、45.8%は、「定年退職をせずに働

いている」であり、「リーダー的な人」には、「定年退職をしたが、今も働いている」（19.8%）、

「メンバーとして参加する人」には、「定年退職をし、今は働いていない」（56.4）が多い。**	 

 
第２節	 高齢者のコンピテンシーとグループ活動	 

	 
本調査では、高齢者について、OECDのキー・コンピテンシーの概念を参考に、どのような能力

があるかを尋ねている。そのコンピテンシーは、大きく、道具活用、自律性、人間関係の３つ

に分かれているが、調査では、次の各選択肢について尋ねた。その結果が図７−３となっている



 

（回答より、「ひとりでできる」「人に教える事ができる」と回答したものの比率）。また自

律性の項目は「ひとりでできる」と回答したもの）	 

	 

図５−３(1)自律的なコンピテンシー	 

 
図５−３(2)道具活用のコンピテンシー	 

 
図５−３(3)人間関係のコンピテンシー

	 



 

これまでの調査結果でわかっていることは、高齢になるほど、自律的なコンピテンシーや人

間関係のコンピテンシーにおいてできる人の比率は高くなるが、道具活用のコンピテンシーだ

けは、その内容にもよるが、決して加齢とは比例しないことである。特に、コンピュータや外

国語などで「ひとりでできる」という回答者は非常に少ない。ただし、この調査そのものがイ

ンターネット利用者を対象としているため、email などはできるという回答者が多い。しかし、

プレゼンなどとなると決して得意ではない。 
この結果から、それぞれのコンピテンシーへの回答数を得点化し、正規分布から、上位、中

位、下位の３つのグループに分けて、グループ活動との関連を見た。その結果では、グループ

活動への参加者ほど、各コンピテンシーは高く、総合的なコンピテンシーも高い傾向にある。	 

	 

図５−４	 グループ活動への参加別に見た道具活用コンピテンシー（p<.005）	 

 
 
図５−５	 グループ活動への参加別に見た自律的コンピテンシー（p<.005）	 

 
 
図５−６	 グループ活動への参加別に見た人間関係コンピテンシー（p<.001）	 

 
	 

	 	 



 

図５−７	 グループ活動への参加別に見た総合的コンピテンシー（p<.001）	 

 
 
第３節	 友人の数	 

	 
	 グループに参加しているかどうかが重要なのは、その人の友人がどれだけできているか、あ

るいは、社会的な活動や交流を日々できているかという問題でもある。 
	 そこで、本調査では、友人の数について、「あなたは、現在、一緒に活動することのできる

友人や知人がいますか。 も当てはまるものを次の中から選んでください」と尋ねてみた。そ

の結果が図７−６である。 
	 「一緒に活動できる友人数」が、その人の交流できる人とは限らなく、家族や活動できない

友人というのもいるかもしれないが、少なくとも、社会的な活動を共にできない人が一人もい

ないという割合が３割も存在する。「一人」は８％だが、１割の人は一人しか友人・知人がい

ない。「２〜３人」が も多くて25％、「４〜５人」を合わせると、ほぼ４割の人は「２〜5
人」の友人・知人がいる。他方、「10人以上」も16％おり、全くいない人がいる一方で、多数

の友人・知人を持つ人も多い。 
	 この結果を属性別にみると、男性の37.4%が「一人もいない」、女性の場合は、22.4%と男性

に友人・知人が少ない（p<005）。年齢別にみると、50代前半（「0人」が43.5%）以降は、友

人がいない人が減り、70代前半では13.0%と少ない。「10人以上」の「一緒に活動する」友人

を持つ人は、70代前半で26.5%となっている（表７−３	 p< .005）。 
ただ、一方でなお、１割の人には友人・知人がいないという点に注目しておく必要があり、高

齢者の孤独化や単独世帯の課題がこうした数値にも表れている。 
	 仕事の状況別にみると、これは年齢を反映した結果となっており、定年退職した人ほど、活

動できる友人数は増える傾向にある(p< .010)。 
 

図５−８	 一緒に活動できる友人・知人の数	 

 



 

 
	 表５−９	 年齢別に見た友人数	 

	 活動できる友人	 合計	 

なし	 １ー５人	 6人以上	 

	 

60歳未満	 38.0%	 45.8%	 16.2%	 100.0%	 

60-64歳	 32.5%	 47.5%	 20.0%	 100.0%	 

65歳以上	 20.5%	 48.8%	 30.8%	 100.0%	 

合計	 29.9%	 47.3%	 22.8%	 100.0%	 

 
	 以上の結果をコンピテンシーとの関連でみたのが、表７−10 である。 
	 すべてのコンピテンシーにおいて、一緒に活動できる人が多いほどコンピテンシーが高くな

り、総合的なコンピテンシーでも同様の関連性がみられ、グループ活動への参加によって、友

人・知人の数が増すだけではなく、それがまた高齢者のコンピテンシーを高めていく可能性を

示している。 
	 

	 	 表５−10	 友人・知人数とコンピテンシーとの関連性	 

	 道具能力	 合計	 

低	 中	 高	 

	 

なし	 44.5%	 29.1%	 26.4%	 100.0%	 

１ー５人	 34.5%	 35.5%	 30.0%	 100.0%	 

6人以上	 29.4%	 35.5%	 35.1%	 100.0%	 
合計	 36.3%	 33.6%	 30.1%	 100.0%	 

 P<.001 
 

	 自律能力	 合計	 

低	 中	 高	 

	 

なし	 44.1%	 40.8%	 15.1%	 100.0%	 

１ー５人	 35.5%	 48.4%	 16.1%	 100.0%	 

6人以上	 27.2%	 49.6%	 23.2%	 100.0%	 
合計	 36.2%	 46.4%	 17.4%	 100.0%	 

P<.001 
 

	 人間関係能力	 合計	 

低	 中	 高	 

	 

なし	 49.2%	 40.8%	 10.0%	 100.0%	 

１ー５人	 32.3%	 53.5%	 14.2%	 100.0%	 

6人以上	 24.1%	 55.3%	 20.6%	 100.0%	 
合計	 35.5%	 50.1%	 14.4%	 100.0%	 

P<.001 
 

	 コンピテンシー	 合計	 

低	 中	 高	 

	 

なし	 48.8%	 22.7%	 28.4%	 100.0%	 

１ー５人	 32.3%	 29.0%	 38.7%	 100.0%	 

6人以上	 25.4%	 26.3%	 48.2%	 100.0%	 
合計	 35.7%	 26.5%	 37.8%	 100.0%	 

P<.001 



 

	 

第４節	 高齢者の日常活動	 

	 

	 高齢者が、仕事から退職し、退職後の活動へと移行する中で、仕事中心の活動が次第に余暇

活動中心に移っていくことは容易に想像できる。しかし、そうした余暇活動であっても、個人

的なものよりは、社会的な活動がそこにどれだけ含まれているかで、その高齢者の社会性は、

仕事以外の地域活動へ移行していくかどうかが別れてくる。	 

	 本調査では、「日ごろ行っている主な活動の状況について、あてはまるものを次の中から選

んでください」として、日常の多様な活動について尋ねた。その結果が、表７−11である。	 

	 「テレビを見る」、「新聞を読む」、「家族と会話する」といったきわめて日常的な活動を

毎日行うものが８割以上を占めている。また、「読書をする」という活動も、職業人調査では、

４割にすぎなかったものが５割を越えている。	 

	 

	 表５−11	 高齢者の日常活動	 

 毎日 週に数

回 
月に数

回 
年に数

回 
以前は

行って

いたが

今は行

ってい

ない 

これま

で行っ

たこと

がない 

テレビを見る 93.3  4.0  0.3  0.1  2.0  0.3  

新聞を読む 76.6  7.8  1.5  1.3  10.9  1.9  

家族と会話する 80.0  7.3  4.1  2.4  4.3  1.9  

読書をする 28.1  23.5  20.6  11.2  14.9  1.7  

図書館に行く 0.3  5.8  16.4  16.3  46.0  15.2  

パソコンや携帯電話でインターネットを利

用する	 
93.1  4.4  0.9  0.2  0.3  1.1  

電話として携帯電話を利用する	 47.6  27.5  13.4  3.0  2.2  6.3  

日記やブログを書く	 17.5  6.2  6.5  4.7  22.0  43.1  

友人・知人と会話をする 24.0  38.4  22.5  7.9  4.3  2.9  

地域に関する活動をする（自治会等） 1.6  6.6  15.0  17.3  26.1  33.4  

ボランティア活動／市民活動をする 1.0  5.3  10.1  10.8  20.9  51.9  

芸術の鑑賞をする 0.8  2.9  14.5  40.7  22.7  18.4  

自分の好きな勉強をする 10.3  19.6  20.8  13.4  23.1  12.8  

就職のための勉強をする 0.5  1.6  1.5  2.8  32.2  61.4  

資格取得のための勉強をする 0.6  2.3  1.4  2.6  43.3  49.8  

室内でレクリエーション・娯楽をする 10.3  15.4  14.7  10.7  16.8  32.1  

室内外でスポーツをする 5.1  17.9  12.7  9.2  28.6  26.5  

散歩をする 18.9  29.2  18.4  7.7  13.1  12.7  

室外でガーデニングや遊びをする 7.5  19.2  18.8  12.2  16.8  25.5  



 

その他趣味に関する 9.0  22.4  23.3  13.8  15.0  16.5  

農作業等の生産活動をする 2.2  5.5  4.7  4.6  13.8  69.2  

仕事をする（常勤） 27.2  10.1  1.4  0.7  33.7  26.9  

パート・アルバイトをする 4.7  10.2  2.4  2.4  28.2  52.1  

食事や買い物のため外出する 19.6  57.1  17.1  3.5  1.4  1.3  

治療のため通院・静養をする 0.9  8.1  28.9  22.0  17.1  23.0  

昼寝をする／ボーっとする 13.6  24.6  23.6  10.6  9.2  18.4  

	 

	 このそれぞれの活動の中で、属性との正負いずれとも高い関連がみられた項目を示したのが、

次表７−12 の(1)から(5)である。	 

	 たとえば、性別との関連が大きい項目では、男性に、「仕事をする」、「農作業等の生産活動を

する」、「インターネットを利用する」等の活動が多く、女性の場合、「食事や買い物のための外

出」、「パート・アルバイトをする」、「友人・知人と会話をする」活動が多い。	 

	 また、年齢別でみると、60歳未満では、「仕事をする」や「就職のための勉強」との関連が

大きく、65歳以上になると、散歩やボランティア活動との関連が大きい。また、60歳以上の人々

ほど多くの活動との関連が増えている。	 

	 年齢との関連はまた、仕事の状況と深い関わりがある。退職者ほど、散歩やガーデニング、

通院や治療との関連が大きい。	 

	 後に、収入別の項目との関連では、世帯収入が少ないほど、「パートやアルバイト」に、大

きい世帯では、まだ「仕事をする」状況にある人々が多いことがわかる。	 

	 

表５−12	 属性と日常活動との関連	 

(1)性別との関連が大きい項目	 

仕事をする（常勤）	 .284**	 食事や買い物のため外出する	 -.233**	 

農作業等の生産活動をする	 .158**	 パート・アルバイトをする	 -.181**	 

パソコンや携帯電話でインターネットを利用	 .124**	 友人・知人と会話をする	 -.135**	 

室内外でスポーツをする	 .119**	 	 	 

資格取得のための勉強をする	 .116**	 	 	 

	 

(2)年齢別との関連が大きい項目	 

仕事をする（常勤）	 .407**	 散歩をする	 -.252**	 

就職のための勉強をする	 .213**	 ボランティア活動／市民活動をする	 -.208**	 

資格取得のための勉強をする	 .204**	 新聞を読む	 -.201**	 

パート・アルバイトをする	 .140**	 地域に関する活動をする（自治会等）	 -.181**	 

電話として携帯電話を利用する	 .065*	 治療のため通院・静養をする	 -.174**	 

	 	 室外でガーデニングや遊びをする	 -.170**	 

	 	 日記やブログを書く	 -.158**	 

	 	 自分の好きな勉強をする	 -.142**	 

	 	 芸術の鑑賞をする	 -.141**	 

	 	 その他趣味に関する	 -.136**	 

	 	 室内外でスポーツをする	 -.125**	 

 
(3)仕事の状況との関連が大きい項目	 

仕事をする（常勤）	 .708**	 散歩をする -.275** 

パート・アルバイトをする	 .282**	 室外でガーデニングや遊びをする -.176** 



 

資格取得のための勉強をする	 .172**	 治療のため通院・静養をする -.159** 

就職のための勉強をする	 .144**	 その他趣味に関する -.143** 

電話として携帯電話を利用する	 .125**	 地域の活動をする（自治会等） -.117** 

	 	 テレビを見る -.112** 

	 	 日記やブログを書く -.108** 

	 	 ボランティア活動／市民活動をする -.101** 

 
	 (4)収入との関連が大きい項目	 

パート・アルバイトをする	 .209**	 仕事をする（常勤）	 -.330**	 

食事や買い物のため外出する	 .120**	 電話として携帯電話を利用	 -.132**	 

	 	 室内外でスポーツをする	 -.119**	 

 
	 こうした高齢者の日常の活動が、仕事に現在もついているかどうかによって、大きく変化す

ることがこれらの結果に示されている。しかし、同時に、同じように退職した人々であっても、

友人や知人の数が、グループ活動へ参加しているかどうかによって、大きく異なることも予想

される。そこで、グループ・サークル活動への参加の有無が、こうした活動とどう関連してい

るかを検討しておくことにしよう。	 

表７−13 は、活動を共にできる少なくとも一人以上の友人の有無と各活動との、二変量間の

関係を示したものである。表の上部にあるものほど、友人がいることと高い相関関係にあるこ

とが示されており、下部になるほど、友人数の有無との関係がない。 
その結果をみてもわかるように、友人がいると、きわめて多様な活動に参加する可能性が高

い事が示されている。「ボランティア活動／市民活動をする」、「友人・知人と会話をする」、「地

域に関する活動をする」といった社会参加活動だけではなく、「芸術の鑑賞をする」、「その他趣

味に関する」活動を行う、「室内外でスポーツをする」「散歩をする」といった健康的な活動、

また、勉強でも、「自分の好きな勉強をする」、「日記やブログを書く」、「読書をする」といった

活動が友人によって刺激を受けていることがわかる。 
高齢者が多様な活動を通じて社会参加を行う上で、友人がいるかいないかは、大きなきっか

けとなるだけではなく、活動の継続において、大きな意味を持つことをこの結果は示している。 
	  

表５−13	 友人数との相関(**は、５％水準で有意、＊は１％水準で有意)	 

ボランティア活動／市民活動をする	 -0.362	 **	 

友人・知人と会話をする	 -0.349	 **	 

地域に関する活動をする（自治会等）	 -0.296	 **	 

芸術の鑑賞をする	 -0.245	 **	 

その他趣味に関する	 -0.244	 **	 

室内外でスポーツをする	 -0.23	 	 **	 

自分の好きな勉強をする	 -0.219	 **	 

室外でガーデニングや遊びをする	 -0.182	 **	 

日記やブログを書く	 -0.161	 **	 

室内でレクリエーション・娯楽をする	 -0.159	 **	 

散歩をする	 -0.153	 **	 

読書をする	 -0.133	 **	 

電話として携帯電話を利用する	 -0.132	 **	 

図書館に行く	 -0.113	 **	 

新聞を読む	 -0.102	 **	 

農作業等の生産活動をする	 -0.094	 **	 

食事や買い物のため外出する	 -0.093	 **	 

家族と会話する	 -0.078	 *	 



 

 

 
 
第５節	 高齢者のボランティア活動	 

	 
図５−14	 ボランティア活動の状況	 

	 
	 

	 
	 ところで、高齢者のボランティア活動については、調査において、日常活動とは別に、その

頻度について少し詳細な質問を行っている。図７−14 に示したように、その結果をみると、行

ったことがない人が半数以上を占めている。一方、以前はおこなっていたが今は行っていない

人が 2 割と 7 割以上の人がボランティア活動に参加していない。 
	 今回の調査対象者が 55 歳〜70 歳までの人が中心であるため、その参加率が低いことが推測

される。実際、年齢別に活動状況を見た結果では表 7−15 に示したように、活動する人が増え

てきており、60 歳未満で 2 割近くだったのが 65 歳以上では 3 割になっている。この状況は、

仕事の状況とも関連しており、現在なお働いている人の参加率が 2 割であるが、定年退職後働

いていない人の場合は 3 割を越えている（表 7−16）。退職前から、退職後にかけて、ボランテ

ィア活動を行う人の比率が若干ではあるが増えていく傾向にあるが、それでも、なお半数近く

の人が退職後もボランティア活動に参加していない。 
図７−17 は、この参加率を友人数別にみたものであるが、友人の数が多いほど、参加率は高

い。これは、逆に、参加率が高いから、友人の数も多くなっているという可能性もある。 
ボランティア活動への参加は、単に奉仕の活動というだけではなく、高齢者自身の社会への参

加活動でもあり、退職後の高齢者の大きな社会的活動の機会にもなっているということができ

る。 
ボランティア活動への参加を促すことは、強制されるべきものではないが、ボランティア活

動を含めた社会活動への参加は、人間関係だけではなく、高齢者自身の趣味や健康をも豊かに

するきっかけになるとすれは、今後さらに地域社会活動への参加を促すような政策がさらに必

要だろう。 
 
	 	 

治療のため通院・静養をする	 -0.047	 	 

テレビを見る	 -0.011	 	 

資格取得のための勉強をする	 0.01	 	 	 

パソコンや携帯電話でインターネットを利用す

る	 

0.015	 	 

パート・アルバイトをする	 0.019	 	 

就職のための勉強をする	 0.02	 	 	 

仕事をする（常勤）	 0.054	 	 

昼寝をする／ボーっとする	 0.083	 **	 



 

表５−15	 年齢別にみた参加率	 

	 年齢グループ	 合計	 

60歳未満	 60-64歳	 65歳以上	 

	 

（現在行っている）毎日	          .0% 1.0%	 2.0%	 1.0%	 

（現在行っている）週に数回	 3.0%	 2.5%	 9.0%	 5.3%	 

（現在行っている）月に数回	 6.2%	 10.0%	 14.0%	 10.1%	 

（現在行っている）年に数回	 11.0%	 8.0%	 12.0%	 10.8%	 

以前は行っていたが今は行っていない	 22.8%	 15.5%	 21.8%	 20.9%	 

これまで行ったことがない	 57.0%	 63.0%	 41.2%	 51.9%	 

合計	 100.0%	 100.0%	 100.0%	 100.0%	 

P<.001 
表５−16	 年齢別にみた参加率	 

	 仕事の状況別	 合計	 

定年退職をせず

に働いている	 

定年退職をしたが、

今も働いている	 

定年退職をし、

今は働いてい

ない	 

	 

（現在行っている）毎日	         0 % 0.8%	 2.0%	 1.0%	 

（現在行っている）週に数回	 3.2%	 6.9%	 6.8%	 5.3%	 

（現在行っている）月に数回	 7.1%	 15.3%	 11.3%	 10.1%	 

（現在行っている）年に数回	 11.0%	 13.0%	 10.0%	 10.8%	 

以前は行っていたが今は行っていない	 24.9%	 17.6%	 18.3%	 20.9%	 

これまで行ったことがない	 53.9%	 46.6%	 51.6%	 51.9%	 

合計	 100.0%	 100.0%	 100.0%	 100.0%	 

P<.001 
 
表５−17	 友人数別にみた参加率 

 
 
 
	   



 

第６節	 まとめ	 

	 
後に、本調査の結果から次のことがいえる。 

	 (1)グループ活動への参加率は全体で 4 割であり、6 割の人が参加していない。65 歳を越えて

その参加率が増すとはいうもののなお、半数弱の人が参加していない。 
	 (2)高齢になるほど、自律的コンピテンシーや人間関係コンピテンシーは高くなるが、道具活

用コンピテンシーは決して高くなるわけではない。グループ活動への参加は、これらのコンピ

テンシーをいずれも高める効果があるとみられる。 
	 (3)一緒に活動する友人数が一人もいないという人が 3 割もいる。65 歳以上では 1 割近くの

人に友人が増えているが、それでも 5 人に 1 人は友人がいない。友人の多い人ほどそれぞれの

コンピテンシーが高くなっており、グループ活動への参加は、コンピテンシーの増大とともに

友人数も増していく相乗効果が期待できる。 
	 (4)退職をきっかけに多くの人の日常活動は多様なものになっている。男女によって、あるい

は収入によってその活動には相違がみられるが、仕事をやめることにより、多様な活動ができ

るようになることは確かである。そして、その活動の多様さに、友人の有無が影響している。 
	 (5)ボランティア活動もまた、退職後参加者は増えているが、それでもなお、半数弱の人が行

った経験がない。ボランティアの参加者ほど、友人数が多いという結果からもたらされること

は、ボランティア活動が、高齢者にとって大きな社会参加の機会を提供するだけではなく、高

齢者自身の日常活動の多様性を豊にする機会を提供するものといえる。 
 
これらの結果から、政策への提言としていえることは、ボランティア活動の促進を含めて、

高齢者の社会参加を促進する多様な事業を行うことが、高齢者自身の学習や能力の向上につな

がるだけではなく、高齢者自身の生活の社会的、文化的な豊かさをもたらすものであるという

点である。 
 

	 	 



 

 
 
 
 

  

第 55 部  

  

  生涯学習の動向�と今後の課題  

 
	 	 	 	 	 	 	 	 岩崎久美子、小桐間徳、服部英二、笹井宏益、立田慶裕 

 

 

 

	 １．情報テクノロジーがもたらす学習の変化 

	 ２．教育から職業への移行の動向 

	 ３．家庭教育支援と地域社会の動向 

	 ４．高齢者の社会参加の動向 

	 ５．生涯学習社会の課題と今後の政策形成に向けて 

 

 
  



 

 
	 はじめに 
立田	 きょうは「生涯学習の学習需要の実態とその長期的変化に関する調査研究」の 後の研

究会で、チームリーダーの方たちにお話しいただきたいと思います。そして、他の方の動向を

お聞きになり、調査結果をベースにしながら今後の生涯学習がどういう方向に動いていくかに

ついて意見を交わしたいと思います。きょうはゲストで生涯学習調査官の佐々木英和先生に参

加していただきました。どうぞよろしくお願いいたします。 
	 資料の説明ですが、研究の概要が１部あります。それからファイルにとじてあるのがこれま

でに集まった論文です。情報活用能力に関するもの、家庭教育に関するもの、それから高齢者

の調査結果として集まってきている論文です。きょうは各チームリーダーからのお話の中で、

それぞれの論文のデータを使っていただいてもいいですし、まとめのような形でお話しいただ

いてもいいと思います。 
	 まず、全体の研究の目的ですが、この研究は国立教育政策研究所の中期目標の一つである「国

民の学習に関する意識やニーズ、学習活動、ボランティア活動の実態、成人の知識や技能のレ

ベル、内容等を把握するための基礎的、実証的な調査研究を定期的に実施する」ことを目標と

しています。 
	 生涯学習政策は国民の学習ニーズの変化に合わせて、優先的な内容も考慮しないといけない

のですが、近年はその状況が非常に速い速度で変動していっています。そこで近年の生涯学習

の学習需要の実態把握を主たる目的とした研究になります。 
	 この研究の特色として当初考えましたのが、継続的な学習ニーズ調査研究ということです。

平成３年に生涯学習研究部ができたときに行った成人の生涯学習の意識と実態調査、それから

企業の従業員の教育訓練、研修に関する調査、それから 10 年後に科学研究費を取って行いまし

たネット調査があります。生涯学習の学習需要の変化に関する縦断的研究を踏まえ、この定期

的な学習ニーズ研究を踏まえた上での長期的研究として今回の研究を位置づけています。 
	 これ以外にも生涯学習政策研究部のほうでは、高齢者教育、キャリア教育、メディアリテラ

シー、家庭教育など生涯学習の主要な現代的課題についての専門的なプロジェクト研究の調査

結果も出てきています。各課題の学習ニーズ調査を行って、その長期的変化を明らかにしてい

こうというのがこの研究の大きな目的と考えていただければと思います。 
	 もう一つは PIACC、国際成人力調査が動いています。変化の激しい社会を生き抜く成人の総

合的な力を考察していく上で、それを支援する研究とならないかという位置づけも行いました。

どれだけ支援できる研究になっているかわかりませんが、期待される研究成果としては基本的

には長期的な動向を踏まえて、生涯学習の推進政策の方向性を明らかにする実証的根拠を得る

こと、それから現代的課題に応えるデータと学習需要についての課題は明らかにする、それか

ら成人力調査の結果は今年には出てくると思いますが、それと本調査のデータを比較対象しな

がら、今後の PIACC を考える上でのデータとして使えないかということです。研究部そのもの

として、今後の政策形成に必要な長期的データを入手できることになるのではないかと思って

います。 
	 平成 22 年度には、情報活用能力、社会人の職業教育、家庭教育の支援、高齢者の社会教育参

加の四つのチームで、それぞれ小桐間リーダー、岩崎リーダー、服部リーダー、笹井リーダー

によって研究会を行いまして、質問紙を作成の上、平成 22 年度の予備調査を行いました。 
	 平成 23 年度には前年の調査結果を踏まえ国民の学習ニーズに関する本調査を実施しました。 
平成 24 年度はその集計と研究分析を中心にして、各研究会で研究結果についての討議を行っ



 

ていただきました。それぞれの調査が独立しているのですが、当初調査項目はある程度共通に

という部分は考えました。チームによっては独立した形でということもありますが、データ数

から考えて一つのチームだけでも十分長期的変化を見る結果が得られています。 
	 資料の２頁目に調査の実施機関と調査対象者数をおいていますけれども、各調査とも一番少

ないメディアに関する調査で 750 件、それ以外は大体 1000 件のデータが得られています。 
	 資料の３頁目からが調査結果の概要です。これは進捗状況報告を昨年の９月に行ったもので、

皆さんの各研究会での調査結果を私なりにまとめたものであります。それから５ページ目から

はメディア理論の実態と学習ニーズの調査のねらい、対象者、調査結果の概要、それから７ペ

ージ目からは家庭教育支援に関する調査ということで述べております。９ページ目からは高齢

者の社会参加の調査の結果の概要です。一部の調査結果の概要のみ述べております。 
	 全体の報告書の構成は当初考えていたものより若干変動があります。「第１部	 職業人の学習」

「第２部	 情報テクノロジーがもたらす学習の変化」「第３部	 家庭教育支援と地域社会の役割」

「第４部	 高齢者の社会参加と学習」になっております。それでは研究の内容について、それ

ぞれの研究の論文が集まっていますので、内容をお話しいただきたいと思います。 
 

１．情報テクノロジーがもたらす学習の変化 
小桐間	 メディアの調査は１から８までの章立てが書いてありますが、それぞれの担当の先生

が分担して分析と報告書の作成をお願いいたしました。 
 
①日常生活におけるメディア利用 
	 まず、日常生活におけるメディア利用ということで、小平先生に原稿を執筆していただきま

した。ここでは既存のメディアも含めてメディア利用の実態について調査をしております。 
	 年齢別にみると、年齢によって使うメディアというのがかなり違っています。年齢が高い層

ではラジオ、テレビ、固定電話、新聞といった従来型のメディアが結構使われているのですが、

若年層になりますとこれらは利用頻度が低くなり、携帯型のデジタル音楽プレイヤーとか、携

帯型のゲーム機器、テレビゲーム、漫画、コミックといったメディアの利用頻度が高くなって

います。ただ、50 代、60 代といった高年齢層でも、よく見ると携帯電話の利用頻度が既に固定

電話を上回っているという実態もあります。 
	 	 目的別にどのメディアを使うかという問いについては、インターネットを使うという答え

が非常に多かったです。ただ「世の中の出来事を知る」というのと「リラックスや息抜きのた

め」という目的になると、テレビがいまだに根強いということがあります。それから「教養を

身につける」という目的では、本、雑誌というのが１位になっております。20 代、30 代の若い

人を見ると、こういった目的についてもインターネットを使う人がかなりふえ、テレビや本、

雑誌に肉薄するような比率で使っているという結果が出ています。 
	 この調査を始めたのが一昨年なのですが、その時点と比べても２年間で情報メディアの発達

は進んでいます。今ではインターネットでテレビ番組を視聴するとか、携帯電話もスマートフ

ォンが普通になっていますので通話機能とメール機能、インターネットとかテレビの視聴もで

きるという、一つの機器で複数のメディアを使えるようになっています。メディア自身が姿を

変容させているということが起きています。 
	 この調査でどういったメディアを対象にするか議論しました。機材の種類に注目するという

方法と、あるいは機能に注目するという二つの考え方があると思うのですけれども、デジタル



 

機器としてはパソコンと携帯電話の二つに特に注目して取り上げました。機能についてはイン

ターネットということで、章立てを組んでいます。 
	 ただ、パソコンと携帯電話も２年前ははっきり分かれていたのですが、今はスマートフォン

が出てきて、iPad のようなタブレット型のパソコンが出てくると、その境目もかなりあいまい

になっています。調査をしている２年間の間にもかなり変化が起きているということが言えま

す。 
 
②パソコンを活用した学習 
	 第２章は現在執筆をお願いしていますので、次に吉岡先生による第３章、パソコンを活用し

た学習についてです。パソコンの学習経験をどこで積んでいたか。これは年収によってはっき

り傾向が分かれています。年収が少ない方というのは社会教育施設のＩＴ講習会を受けている

方が多く、年収が高い方は民間のＩＴ講習会を受けている傾向があります。それから学校とか

大学、大学院、民間のＩＴ講習会、職場の研修等を受講されている方というのは、やはりパソ

コンの力量が高くなっているという傾向があります。 
	 一般的な活動でコミュニケーション能力が高い人はパソコンの力量が高い。また時事的、社

会的な問題について学習意欲が高い人もパソコンの力量が高い。どちらが原因でどちらが結果

かというのはなかなか難しいのですが、一つの仮説としてはパソコンの力量を高めるというこ

とが学習意欲を高めることにもつながるのではないかというのが吉岡先生の仮説です。 
	 パソコンの使用経験年数も属性によってかなり差がありまして、女性よりも男性のほうが経

験が豊富です。それから学歴が高いほう、年収が多いほう、都市別でみると人口規模が多いほ

ど経験年数が高くなる傾向があるということがあります。 
	 そういう意味ではデジタルデバイドという問題があります。それを排除するためには、女性、

低学歴、低年収、それから小都市の人々に対するパソコン教育の機会を保証する必要があるの

ではないかということが言えます。 
	 それから社会教育施設のＩＴ講習会ですが、年収が低い方々は、社会教育施設に期待はされ

ているのですが学習成果について満足しているかという問いについては満足度が低い。社会教

育施設は非常に重要なんですが、講習内容についてはもっと検討する必要があるのではないか

ということが吉岡先生のご提言でございます。 
 
③携帯電話の利用について 
	 次に荻野先生に分析していただいた携帯電話を活用した学習についてです。携帯電話は皆さ

ん使っているのですが、年代によって使っている機能が異なるということがあります。年齢が

高い方は通話、メールが中心ですけれども、若い人になりますとそれに加えてゲームとかアプ

リケーションなど、いろんな機能を使いこなしているということが言えます。そういう意味で

は携帯電話というのは情報収集というよりも、むしろ友人をふやして、つながりをふやすとい

う意味でも重要な機能を果たしているということが言えます。 
	 他方で、携帯電話の利用のマナーについて問題がある、モラルが十分高くないような人もい

るということで、マナーについての啓発が必要ではないかということがあります。 
	 高年齢層については、携帯電話の様々な機能をちゃんと使いこなせていない人も多いので、

本来の機能を発揮するためには、携帯電話の多機能化への対応といった視点からの支援も必要

ではないかというご提言でございます。 
 



 

④インターネット情報のリテラシー 
	 次が私が担当しましたインターネット情報のリテラシーと学習ニーズについてです。ここで

は情報モラルの問題とコンテンツの批判的な読解力という点に焦点を絞らせていただきました。 
	 まず情報モラルですが、違法なダウンロード、あるいはコンテンツの無断引用という違法行

為を許容しているような回答が３割から４割にも上っておりました。そういう意味では情報モ

ラルの問題というのがかなり深刻な状況にあるという気がしております。そういったモラルハ

ザードを回避するためには、著作権とか個人情報の保護について意識を高めるような学習機会

の充実が必要ではないかというのがポイントの一つでございます。 
	 情報モラルの高さと属性の関係について調べてみたのですが、まず 終学歴とはほとんど関

係がないということが分かりました。また、学校でパソコンの授業を受けたかどうかという経

験ともあまり関係がありませんでした。ただし、学習したいことがあるかどうかという学習意

欲とは非常に強い関係がありました。また、職場での研修とかあるいは国、自治体の講習会、

それから民間企業の講習などいわゆる学校以外の場で学び直しをするという場合は、情報モラ

ルを高める上で効果があるということが示唆されております。そういった意味ではいわゆるリ

カレント教育というのを一層充実する必要があるのではないかということが言えます。 
	 他方で、インターネット情報の批判的読解力ですが、モラルの方とは違って学歴との関係が

かなり深いということがあります。また学校でパソコンの授業を受けたかどうかということと

も関係が深いという結果が出ています。したがって批判的読解力については学校教育を通じて

高めることができるのではないかと考えられます。 
	 学習意欲が高い人というのは情報モラルも高い。また情報の批判的読解力も高いということ

が言えます。またこういう人はインターネットを使ったいろんな活動に対しても非常に積極的

であるという結果が出ていましたので、総じて情報活用能力が高い人だということが言えるの

ではないかと思います。 
 
⑤学習活動と学習要求をめぐる動向 
	 次に赤尾先生の、学習活動と学習要求をめぐる動向についてです。「どういった方法で学習を

したいですか」という問いに対しては年収にかかわらず、インターネットや携帯電話を使って

学習したいという人が多いという結果が出ています。それに対して大学、大学院の社会人入学

や公開講座というものについては年収が高い人では希望する人が多いのですが、年収が低い人

はあまり希望していない。逆に公民館等の講座については年収が高い人の希望は少なく、年収

が低い人の希望が高いという傾向が出ております。 
	 学習意欲と属性との関係ですが、おおむね学歴が高い人、年収が高い人ほど学習意欲が高い

という結果が出ています。これもどちらが原因でどちらが結果かというのは必ずしも自明では

ないわけで、学習意欲が高いから高い学歴に進んでいるという見方もできると思います。その

結果として年収が高い仕事に就いているということになります。年齢別では、年代が上がると

学習意欲というのは低下する傾向があります。 
	 また、おもしろい結果なのですが、男女間での家事、育児の分担をするかどうかという問い

については、学歴が高い人ほど家事育児を奥さんに任せているような傾向があるという結果が

出ています。また、学歴が高くなるほどいわゆる市民的、社会的関与、ここでは地域の活動に

参加するかどうかという意味で使っていますけれども、それは減っています。ヨーロッパでも

同様の傾向があって、「参加のパラドックス」と呼ばれているようですが、学歴が上がれば必ず

しも社会的活動が積極的になるということではないという結果が出ております。 
 



 

⑥政治参加・社会参加に情報活用力が与える影響 
	 これは荻野先生に執筆していただきました。これまでの研究成果のまとめ的な内容になって

います。インターネットに関する力量を高めるということが政治参加や社会参加を高める可能

性があるということ。それから学習に積極的な層、学習意欲が高い人というのはネットの力量

も高いし、かつ政治参加、社会参加にも積極的であるという結果になり、学習に消極的な層と

いうのは双方のコンピテンシーが低くなる傾向があります。 
	 したがって、政策的なインプリケーションとして、まず短期的にはインターネットの力量が

劣っている層、すなわち女性、高齢者、中都市居住者に対してインターネットの基礎的な技術

に関する支援を行うということが考えられます。また、長期的には学習意欲を高める、学習へ

の積極性が低い層に対する働きかけを行うということが重要ではないかという提言をいただい

ております。 
	 私の方で追加でお配りしたグラフは学習意欲に関する調査結果なんですが、平成３年と平成

23 年の調査を比較してあります。「今後何か学習したいことがありますか」という問いに対し

て、「ぜひやりたいことがある」「できればやりたいことがある」を合わせて、平成３年に国研

が行った成人の学習意欲に関する調査の結果を見ると「ぜひやりたいことがある」「できればや

りたいことがある」を合わせた結果が 49 パーセントぐらいです。それに対して平成 23 年の調

査では 53 パーセントぐらいです。20 年で若干ふえているというのか、ほとんど変わっていな

いというのか。調査方法も違うので厳密には比べられないのですが、必ずしもふえているとは

言えないのではないかという気がしております。 
	 参考として、内閣府が行っている生涯学習に関する世論調査の結果を引いておりますが、生

涯学習という言葉を聞いたことがあるかどうかという点については、20 年前６割だったのが今

は８割にふえています。ここは明らかに増加しています。ただ「この 1 年間で生涯学習をした

かどうか」という問いについては全く変わっていません。平成４年が 47.5 パーセントが、平成

20 年に 47.2 パーセント。「今後生涯学習をしてみたいと思うか」という問いでは平成４年が 65.7
パーセントが平成 20 年は 70.5 パーセントということで、あまりふえていないのではないかと

いうことです。 
	 これだけ見るとシビアな結果が出ています。文科省が生涯学習施策を始めて 20 年ぐらい経っ

ているのですが、生涯学習という言葉自体は広まったのですが、実際に学習している人という

のは全くふえていないし、学習をしたいという人もほとんどふえていないということになりま

す。これをふやさないことには、生涯学習施策というのは成果を挙げているとは言い難いので

はないかというのが私の結論になってしまうわけです。ここは皆さんのご意見をいただきたい

と思っております。 
	 防災については立田先生のほうからお願いしたいと思います。 
立田	 防災については家庭の防災教育と共通する傾向が出てきています。災害体験は小都市の

人ほど経験が少なくて、意外と大都市の人のほうが災害体験が多いという結果が出てきていま

す。 
	 ２ページ目に、災害についての認知度というのがあります。「自然災害と自然災害から身を守

ることについて、あなたは次のことを正しいと思いますか。」というテスト形式で聞いているの

ですが、この正答率というのは実は災害の経験と災害の準備とにかかわっているのではないか

という仮説を持っています。災害の経験というのが災害の認知度にあまり関係がない。ところ

が災害の認知度というのは災害の準備に大きな影響を持っているという結果が出てきています。

つまり、災害の認知度を上げることによって災害経験の有無にかかわらず、災害の準備度を上



 

げることができるのではないかと思います。 
	 １ページ目に挙げていますように、それから地域によって災害の経験が違います。地震とか

大雨とか雪とか、地域に応じた教育をしていく必要があるのではないかと思います。 
	 メディアのほうに関してはまだきちんとした分析ができていないのですが、災害発生時に、

電気が消えてしまったら使えないようなメディアに意外と期待してしまっているという、大き

な問題が出てきています。もう一点は、安否確認に対する情報要求が高いのですが、それにつ

いても「１７１」を知らないという結果が出てきています。要求があるにもかかわらず、それ

に応じた施策が進んでいません。もう一つ防犯情報に関して、先ほど小桐間リーダーがおっし

ゃっていました情報モラルということを併せて考えていく必要があるのではないかと思います。 
	 ６ページ目に挙げていますが、科学的な根拠に基づく情報収集を行って、災害の能力を向上

していくことや災害体験をストーリーの形で学んでいくこと、共同学習の形で地域参加をふや

していき社会資本を蓄積していくということが、防災リテラシーの向上のために不可欠ではな

いかという結論で終わろうと思っています。以上です。 
	 ここまでのところで、ＩＴの結果についてご質問はありますでしょうか。 
服部	 今回はウェブ調査ですよね。そうすると、もともとメディア環境に恵まれた層に限られ

る傾向があると思います。その辺の議論はあったのでしょうか。 
小桐間	 そうですね。当然インターネットを使えるという人が参加していますので、そういっ

た意味では本来の母集団とはずれがあることになります。その点については議論になり、本省

からもご指摘をいただいたのですが、従来型の意味でのデジタルデバイド、ネットを使える人

と使えない人の差というのはこの調査ではわからないのです。ただ、ネットを使っている人の

中にも、かなりスキルの差とかモラルの差があるのではないかという前提で、モラルとか批判

的読解力の点に焦点を絞ってやる意味があるということでこういう調査をさせていただいてい

ます。ですから必ずしも母集団をそのまま反映させているわけではないということが、分析す

る上で注意が必要だと思います。 
	 皆さんにそれぞればらばらに分析していただいたのですが、これを見ると、学習意欲という

のが全体を通してキーになっていると思います。それを高めることがネットの力量にもつなが

るし、モラルとか人間関係もそれによって広がっていく。そういう結果が出ていますので、ネ

ットの力量を高めることについては政策的に可能だと思うのですけれども、さらに学習意欲を

どうやって高めていくかというのが、生涯学習施策のこれからの課題になるのではないかとい

う気がしています。 
岩崎	 結果を拝見すると、年齢層や年収の違いなどによってメディアの利用実態やメディアを

用いた学習のニーズが異なるという結果が出ているように思えます。この点に関して、属性ご

との特性に応じた学習支援の施策として、現段階で想定できるものはありますか。 
小桐間	 一つずつ細かくはご説明できないのですが、一つはパソコンの力量というのが、男女

で比べると男性、年収や学歴が高い人、それから大都市の人が高いという傾向があります。力

量が低い傾向があるという女性、低学歴、低年収、地方都市について、特に重点的にネットの

力量を上げるような教育の機会を提供するということが一つの方向性として考えられるかと思

います。 
立田	 どうもありがとうございました。では続いて職業人のほうをお願いします。 
 
 

 



 

２．教育から職業への移行の動向 
岩崎	 それでは、社会人の職業教育における学習需要の調査結果について、お話ししたいと思

います。 
 
①成人リテラシーと学習需要の関係 
	 現在の就労の実態を見れば、15 歳から 24 歳の若年層の約半分が非正規雇用であり、従来の

正規雇用を当然視する職業モデルで若年層の学習需要の課題を一律に論じることが難しくなっ

ています。非正規、無業者である者が正規雇用の職を得る場合、あるいは、正規雇用の職を維

持する場合、その鍵となるのが学習や職業訓練であり、このような学習や職業訓練をどのよう

に政策的に支援しうるかという問題意識をチームのメンバーの間では共有しておりました 
	 そこで、特に、求職者や無業者のデータを重用視し、現在職がない者を、求職者と無業者に

区分しました。その理由は、同じ職がない状況であっても、職を求める意志がある者とない者

では、学習意欲に差があると推察したからです。また、女性の労働力化の議論を想定し、専業

主婦の学習需要も対象とすることにしました。そのため、25 歳から 44 歳までの正規雇用、非

正規雇用、専業主婦、求職者、無業者、それぞれ 200 名、合計 1000 名のデータを取得しました。 
	 このように、わたしたちチームでは、就労形態別に学習需要を捉え、第一に、学習活動の実

態と学習阻害要因などの課題を実証し、第二に、中学校の成績に表される知的資本、学生時代

までに蓄積した経験資本、あるいは人間関係等に含まれる社会関係資本といった文化資本の下

位概念を取り上げ、学習需要や雇用状況を論じました。第三に、学習需要に関与する、学習志

向性、いわゆる学習意欲というものがどういった形でもたらされるのか、それによってどのよ

うに学習が規定され、学習スタイルが成熟していくかということも考察しています。それらを

含めて、大きく言えば、成人リテラシーという概念になるわけですが、その成人リテラシーと

学習需要の関係を明らかにしたわけです。 
	 このような観点から分析を行ったわけですが、続いてメンバーのそれぞれの論点ごとに要点

に絞って申し上げます。 
 
②就労形態別にみた学習スタイル 
	 第一に、自分の能力が職業的に通用するかどうかを聞いた問いによれば、通用すると考えて

いる者は、回答者の３割に過ぎません。つまり、７割が自分の知識や技能が職業的に通用しな

いという回答をしております。第二に、新しい知識や技術に関しては、８割の者が必要と回答

しています。つまり、職業的に通用するかしないか、新しい知識や技術が必要であるかないか

という２点に限っていえば、多くは自分の能力が職業的に通用せず、新しい知識や技術が必要

との回答なのです。このことは、職業的に通用するため、あるいは、新しい知識や技術を得る

ために、社会全般に学習が必要と認識されていることが推察されるデータです。 
	 就労形態別の学習スタイルの特徴を見れば、正規雇用者は、自分から学ぶ意欲がある、自分

で計画して学習することができる、学ぶことは楽しいという回答が有意に高く、自ら新しい知

識、技能を求めていこうとする自己向上的な者が圧倒的に多くなっています。一方、専業主婦

や非正規雇用者においては、このままでいいのだという現状肯定の状況認識を持つ者が多いの

です。また、求職者の多くは危機意識が非常に高く、勉強しなければいけないという意欲はあ

るのですが、自分でどう学習して良いのかわからず、学習の自律性や自己決定性が非常に低い

ために、誰かに支援してもらわないと学習できない層と言えます。それに対し、無業者は職業



 

的な通用性はないと回答するものの、新しい知識や技術の必要性もないと回答し、学習に対し

て意欲がなく、かつ自分で学習できないという特徴があります。 
 
③学習活動の実態と課題 
	 こういった就労形態別の学習スタイルの特徴に加え、金藤先生は、職業に関する過去の学習

活動の実態や学習条件、あるいは職業観を実証的に検討されています。この結果を見れば、先

ほど申し上げたのと同様、就労形態別に大きな差が見られます。たとえば、正規雇用者は、様々

な学習経験を経ており、現在の学習内容も多様性に富み、学習の必要性に対する認識も非常に

高く、経済的に裏づけされた学習が可能というものです。一方、専業主婦に関しては、経済的

な限界があり、家計から学習の経費を支出することが難しい状況です。求職者、無業者に関し

ても、収入がないため、自分の貯金を切り崩さなければ学習ができません。以上の観点から、

専業主婦、求職者、無業者に対する学習には財政的支援、公的支援が必要ではないかという結

論が導かれます。 
	 就労形態によって学習のスタイルや学習条件が異なりますので、その違いにそった学習機会

を計画、実施することが必要だということと、個人の職業に対する価値観や志向性が実は学習

スタイルに影響し、さらには就労形態に結びつくような結果になっているという示唆が、これ

らの結果に基づいて議論されています。 
 
④職業生活における人間関係 
	 学習の根底にある文化資本の下位概念である社会関係資本に関しては、佐藤先生が職業生活

における人間関係の観点から論じています。佐藤先生は、他者との関係性の量や質によって、

就職や転職、安定した就労状態が変化するという仮説に基づき、就労形態ごとの差異を明らか

にしています。これによりますと、安定的な就労形態にある正規雇用者ほど、豊富な社会関係

資本を有しているということです。いわゆる安定的な就労形態の先には豊かな人間関係があり、

就職や転職の情報がもたらされ、安定しているがゆえに、さらに継続的で良好な人間関係の状

態が維持されるのです。同時に、非正規雇用者、無業者は相談できる相手が非常に少ないとい

う現状も明らかにされています。 
	 今回の結果によれば、こういった現状が就職だけではなく、学習活動にも影響しているとい

うことです。佐藤先生によれば、学習活動の多寡や差異は、実は学歴あるいは就労形態といっ

たものを介在し、その一部は社会関係資本の差によって、説明されるという結論です。 
 
⑤学習需要に対する学習阻害の要因 
	 福本先生の論文は、学習需要に対する学習阻害の要因について論ずるものです。その結果に

よりますと、正規雇用者、非正規雇用者の も大きな学習阻害要因は、学習のための時間の都

合がつかないということです。働いているわけですから、自由な時間が限定されていることは

当然です。この学習時間をどのように創出するかということが課題になります。 
	 専業主婦の場合は、子育てや介護などで、正規雇用者や非正規雇用者と同様、時間の都合が

つかないことが阻害要因となっています。また、家庭の理解がないと学習ができないことや、

学習費用の負担をどうするかという問題があります。 
	 求職者に関しては、時間の都合はつくのですが、学習費用の問題とともに、学習に対して、

自分で学習を計画、実施、評価するといった自律度が低いため、学習に対する支援やサービス

が必要です。学習する場所も問題ですので、何らかの公的な学習機会と場を提供する必要があ



 

ることが明らかにされています。 
	 無業者に関しては、時間の都合はつきますが、学習における支援やサービスは役に立たない

と感じており、自分から学習しようとは思っていないことが問題です。無業者に対しては、学

習の支援以前に学習の意欲、学習に取り組むという学習スタイルを何らかの形で身に就けさせ

ることが重要であり、そうでなければ、就労に結びつくような学習機会を提供しても有効では

ないということでしょう。 
	 福本先生によれば、世帯年収が低いほど、時間、職場や家庭の理解、費用に問題があるとい

うことと、正規雇用者にあっても男性の場合は学習の仲間づくりが非常に難しく、個人的に学

習する者が多いことも明らかにされています。 
 
⑥学校生活の経験と就職、学習の関係 
	 次に、私の担当ですが、文化資本として学校生活の経験がどのように就職と学習に影響して

いるかという観点から分析しました。 
	 学校生活の経験というのは、過去のことであり、変えることができないものです。ここでわ

かることは、中学校の成績がいい者、あるいは学生時代にいろんな体験をしている者のほうが

正規雇用につながっているという結果です。いわゆる知的資本として中学校の成績や学歴に加

え、生徒会の役員や学級委員、学園祭の企画運営、部活やサークルの部長・副部長、学生アル

バイトなどの役割経験、一人旅、一人暮らし、野外調理や宿泊を伴うキャンプなどの自立経験、

同窓会などの幹事といった多くの者をとりまとめるようなリーダーシップの経験といった様々

な経験資本量が多い者は、明らかに正規雇用者に多いのです。学習を自己決定しうる学習スタ

イルの者は、小・中・高・大学時代を通じて非常に多くの経験をしています。 
	 このように、知的資本や経験資本が、成人学習として必要とされる自立的な学習、自己決定

性に大きな影響があることがデータから明らかにされています。学習者の成熟には段階があり

ます。自己決定性がなく、教員などの権威的人物が必要な段階や、自己決定性が低く、学習の

動機づけや学習を行うことはできるが、どうしていいかわからない段階、あるいは自己決定性

は中程度で、学習スキルや基礎的知識を保有していても、よきガイドが必要な段階、あるいは

自己決定性が高く、学習の計画、実行、評価など自律的に学習可能な段階というものがありま

す。 
	 終的に自己決定性が高く、自分で学習ができることが学習の成熟度として成人に求められ

るわけですが、このことは学生時代の知的資本と経験資本と関係しており、さらには就労形態

にも結びついているという結果です。 
 
⑦成人の学習志向と意識構造－社会観・職業観・パーソナリティとの関連 
	 後に、成人学習の基盤となる学習スタイルや学習意欲の問題に関して、下村先生が分析し

ています。下村先生は、学習の意欲の根底には、自分は何をすべきか、いかに生きるべきかと

いう広い意味での生き方に関する問いかけ、関心があると指摘しています。 
	 それぞれのメンバーが何らかの形で言及しているように、自己決定を行い自律的に学ぼうと

する学習志向には、本人の年収や学歴、能力開発、社会関係資本、経験資本、知的資本、様々

なものが関与しています。しかしながら、下村先生が論じているのは、大きく見れば自分の生

き方の問題が解決、解消され、その後、職業などに動機づけがなされることによって、かつ精

神的に抑うつ傾向が低く、十分に状況が整ったところで、初めて学習志向が高まるということ

です。 



 

	 以上、何人かのメンバーで議論した結果、提言としては、第一に、雇用の確保・維持という

観点から学習を考えるのであれば、自律的学習スタイルを身につけるような教育を学校教育で

行わなければならないということ、第二に、自律的学習スタイルがない者に関しては、何らか

の学習に対する支援が必要だということ、第三に、阻害要因となる学習経費という問題に関し

ては、誰もが学べるという意味で、公共の場での学習保障が必要ということが挙りました。つ

まり、正規雇用者の場合は、自律度の高い者も多いので独学が可能です。しかし、政策的に介

入すべきなのは、自分で学習ができない、あるいは、学習のための経済的負担ができない者で

す。これらの者たちを対象に、公共的に学習の機会を提供することが生涯学習の中で求められ

るのではないかということなのです。 
	 これに加え、学習に至る生き方の指針、学習に先立つ生き方というものの確立に対する教育

や支援が求められるということが挙げられます。学習意欲が湧かない、あるいは自分で学習計

画がたてられないという者に関しては、キャリアガイダンスを通じて、いわゆる広い意味で、

その者の生き方を確立するための支援を行う施策が必要かと思われます。 
立田	 補足ですが、自立性とコンピテンシーの重要性についてです。コンピテンシーの尺度を

自律的な力と道具活用力、人間関係力の項目の三つに分類して、それぞれ学歴と就労形態と年

収等で見ましたら、それぞれの力すべてにおいて深い関係を持っているということがあります。

その人間関係力と道具活用力と自律的な力を合わせて総合力という形で考えますと、完全就労

形態、正規雇用者ほど総合力が高く、専業主婦がそれに次いで高いということがあります。ま

た、非正規雇用者、求職者、無業者は総合力が低いという結果がはっきりとアンケートで出て

いました。そして人間関係力については、不思議というか当たり前というか、正規雇用者と同

じように専業主婦が高いという傾向が出てきています。 
	 その他にどんな学習をしているかということで、道具活用力が高く人間関係力も高く、自立

的な力、この三つの力をクロスした結果でも、この力が高い人ほど本を読んだり活字の新聞雑

誌を読んだり、日記やノートを書くという傾向がはっきり出てきています。 
また、地域や仲間のスポーツ、文化活動に参加する、仕事の勉強会に参加する人も三つの力が

高い人ほど活動に参加するということがあります。つまり学習すればするほどコンピテンシー

は継続的に高まっていくという傾向が続いていくということが見られます。 
	 職業人にもっと多くの学習活動を与えれば、それぞれのコンピテンシーは当然高くなってい

くということが結果として期待できるのではないかというのが私の論文の主旨です。 
	 以上のことについて皆さんからご質問等ありましたら、お願いします。 
笹井	 おもしろかったです。すごくインパクトのある結論だと思いました。 
立田	 項目だけたくさんあるのですけれど、これらの項目の因果関係というのをどうやってと

らえていったらいいのか。皆さんの論文に目を通していて、クロス集計というのはいっぱい出

てくるのですが、学校生活があって、職業生活があって、職業の中での問題が出てくると思う

のですが、因果関係をどんなふうにとらえていったらいいのか説明していただけますか。 初

のところではスタイルの形成とか学習志向性とありますが、雇用形態に導かれるまでのところ

で何が一番大きいとお考えですか。 
岩崎	 因果関係には、原因と結果という方向があるわけですが、今回の結果は、どちらも双方

向に関係がある、いわゆる相関関係である場合が多く、どちらが原因でどちらが結果というこ

とが明確にわかるものが少ないのです。 
立田	 相関がいっぱい出てくるのはわかるのですが、学校生活やリーダーシップについてやは

り影響が大きいということがあると思うのです。 



 

岩崎	 正規雇用者には、仕事のマネジメント能力とか非正規雇用者を管理する能力とか、いわ

ゆる人や物事を取りまとめする能力が求められているわけです。そうすると、このような能力

を身につけている者は、実は学校時代に学級委員をやったり、学芸会で主役をやったり、様々

な役割を多く経験している傾向があるわけです。ですから、学校教育では、将来を見据えて、

できるだけ多くの子どもがいろいろな役割を経験できるよう平等に機会を提供することが求め

られると思われます。現実的に、能力のある子に多くの役割や経験が集中し、それがひいては

リーダーシップを形成し、雇用に結びついていくというドミナントなストーリーを、せめて学

校生活において変えることができればと思うわけです。 
立田	 その多様な役割は学校生活の中で与えられる学習形態として、個人学習ではなくグルー

プ学習をふやすとか、そういうほうがいいということですか。 
岩崎	 協調学習のようなグループ学習では、すべての子どもに平等に役割を付与するなどの工

夫が必要かと思います。 
	 データとしては中学校の時に成績のいい子のほうが正規雇用に就いていますが、すべてでは

ありません。中学校時代の成績は上位でなくても、多様な社会経験を経て、実社会で必要とさ

れる人材として雇用される、そういう道筋が学校教育で提供できればいいのではないかと思い

ます。 
	 それと補足ですが、男性の場合、「正規雇用者」と「非正規雇用者、求職者、無業者」との間

に、婚姻の有無に差があります。「非正規雇用者、求職者、無業者」に多い未婚者の家族形態を

分析しますと、彼らのほとんどは親と同居しているのです。データは 44 歳までしか取っており

ませんが、非正規雇用、求職者、無業者で、親に依存して暮らしていると思われる一定数の層

がいるということです。女性に関しても「正規雇用、専業主婦」と「非正規雇用、求職者、無

業者」には、学歴、収入などで差があります。今回の調査は、男女ともに非正規雇用、求職者、

無業者という、経済的に不安定な層を、どのように経済的に自立させるかという社会的課題も

浮き彫りにしています。つまり、経済的自立と、学習の自立、社会的自立がすべて関わってい

るのです。 
立田	 ありがとうございました。では続いて、家庭教育のほうをお願いします。 
 

３．家庭教育支援と地域社会の動向 
服部	 家庭教育の支援に関する調査ですが、資料にそれぞれの先生方が書いてくださった概要

版を載せております。これに則してお話をさせていただきます。 
 
①家庭教育の支援 
	 家庭の教育力が低下していると一般的に言われています。本当にそうでしょうか。今回、学

習ニーズとの関係で、家庭教育について親がどういう意識を持っているのか、家庭生活をめぐ

る実態はどうなのかといった基礎的な資料を得る目的で調査をいたしました。今回の調査の特

徴としては大きく三つが挙げられます。 
	 一つ目は、乳幼児がいる保護者、小学生がいる保護者、中学生がいる保護者、高校生がいる

保護者というように子どもの発達段階ごとに実態やニーズを見ていこうとしました。	 	 一人

親家庭の実態についても単身家庭が随分ふえていますので、そこに対してしっかり手立てを講

じるには、どのような課題があるのか。サンプル数は 200 名ですが、一人親家庭を特出しして

調査をいたしました。 



 

	 家庭教育をめぐる生活実態や保護者の意識に関連して、家庭、学校、地域の連携がどうなっ

ているか、保護者が地域にどういうかかわり方をしているか、また学習ニーズと直接絡む話で

すが、家庭教育や子育てについての悩み、それと具体的な解決方法、家庭教育の支援について

の意見や要望ということも踏まえて網羅的に調査をしました。 
	 さらにトピック的なものとしては、メディアの接触と不登校と防災教育を入れました。10 年

ぐらい前に国研が調査したものがありますが、その項目などに加え、こうした部分を入れてお

ります。細かく見ていくと非常におもしろいデータが出てきました。子どもたちの発達段階ご

とに行ってみると、思春期の中学生、高校生のところの保護者の課題が浮き彫りになってきま

した。 
	 二つ目は家庭の教育力の低下とよく言われるのですが、必ずしもそうは言えない。実態を見

てみると、それぞれの家庭は基本的な生活習慣やルールや価値判断について目配りをし、努力

をしているのです。けれども、家庭を取り巻く状況が非常に大きく変わり、家庭が孤立化して

いるのです。形態が昔と著しく違ってきています。少子化、兄弟の有無、祖父母と三世代で暮

らすなど、家庭をめぐる実態が変わってきているということがあります。親の意識が一概に低

いわけではないのだということがあります。 
	 三つ目は、家庭が多様化していることです。特に問題なのは二極化していること。一人親家

庭の中でも意識がある親と、これは心配だという親がいます。例えば、メディア接触との関係

で一人親家庭を見ていくと、中には乳幼児でさえ２時間ぐらいテレビ漬けにしているという実

態が見られます。親が忙しいことなどで、そういう状況になっているのだろうと思いますが非

常に心配です。 
	 また、逆に一人親家庭だからこそ子どもの自立を促すために親がいろいろな努力をしている

という実態もデータから読み取れます。地域の活動に対しても、一人親家庭のほうが多分忙し

いはずですが、たくさん活動しているという実態もあります。そういう意味で、二極化してい

る傾向がみられます。 
	 また、不登校の子どもたちを見てみますと、長期で問題を抱えている実態も見え隠れしてい

ます。調査項目を具体的に見ていくと、親の育児に対しての不安とか自信の項目で、乳幼児期

に比べて、中学生、高校生の時期には不安が非常に強くなったり、自信をなくしていたりとい

うことがあります。子育てに対して自信がない。子どもとのコミュニケーションについても戸

惑いがあります。 
	 また、夫婦間のコミュニケーションもその年代のころはちょうど取れていないということが

あります。ですから家庭教育や子育てが母親任せになっている。一番大事な思春期、父親のか

かわりが求められる頃にそういう状況であるということです。 
	 それから中学生、高校生のところで、不安に思うというのが約 6 割を占め比較的高い。内容

については乳幼児期は「子どもの身体の発育、発達」とか「健康、医療」になります。小学生

も子どもの「身体の発育、発達」「友達の遊びや友人関係」というのが比較的高いのですが、中

学生になると第１位は「子どもの成績や勉強、学力に関すること」第２位が「子どもの進路や

就職、将来の生き方に関すること」です。高校生では逆転して第１位が「子どもの進路や就職、

将来の生き方」です。「成績」は第２位になっています。 
	 それぞれ子どもの発達段階ごとに不安に思うこととか学習の潜在的なニーズが変わってきて

いるのです。例えば、中学生・高校生を持つ親に対して、今の子どもの進路や就職についての

学習情報がなかなか届いていないのではないか。自分が育ったころと入試や就職の方法、メデ

ィアとの接触が随分違っていることを親は感じているのですが、それに対しての手立てや情報



 

が十分無いということが、不安にもつながっている。そんなことが調査の中から読み取れるか

と思います。 
 
	 乳幼児期には家庭教育に対するいろいろな支援はあるのですが、中学生、高校生あたりが少

し不足しているのではないかということが出てきています。 
	 今後どんなことが可能なのかということですが、一つは子どもの発達段階ごとに切れ間なく

家庭教育に関する支援策がしっかりなされるべきだと思います。特に、思春期の中学生、高校

生あたりも意外に忘れ去られがちですが、その辺の対策が今回のデータからは急務だというの

がチームとしての判断です。 
 
②家庭教育支援のためのネットワークづくり	  
	 孤立化している家庭、困難になっている家庭をどのように支援していくかということで、地

域における身近なネットワークづくりが必要なのではないかという結論です。具体的には、悩

みの解決方法として身近な人に頼るという傾向が出てきています。子どもを介して親しくなっ

た友人であるとか、学生時代の友人であるとか、そういうものもあるのですが、直接家庭教育

の学習というわけではなくても、地域でのいろいろな活動によるネットワークづくりというも

のが、結果的には大きく効いてくるのではないかと思われます。 
	 子育て支援の手立てとしていろいろな仕組みがあるのですが、それをつなげていく。支援の

ほうのネットワークづくりというのが、文部科学省のほうでも言われています。特に今回の調

査をやってみて、家庭教育学級に参加しているというのが必ずしも多くはないのですが、役立

ったかどうかという問いには、役立っていると答えており、ある程度、政策が効いているとい

うのが見られます。それと併せて、学校の教員や保育士に対しても効果がみられ、期待もして

いるという結果も出てきています。 
そういう人たちが子育て支援にどう絡んでいるかということですが、少し専門的な機関にそこ

からつないであげているとか、教職員や保育士の人たちが、家庭教育学級の講師になったりと

いう実態があるのかもしれません。たとえばＱ41 のところですが、対処方法として回答は少な

いのですが、役に立っていると答えている人は 83.4 パーセントという実態も出てきています。

子育て支援の手立てとして、結構この辺りに頼っているということが分かります。そういう教

育関係者、保育士と実際の専門的なところをつなげていく仕組みがあるということ、それから、

そういう人たちが現代の家庭教育に対しての基礎的な知識をちゃんと持って支援をしていくと

いうことができればさらに効果的な展開ができるのではないかと思っています。 
	 社会の変化が激しい中で、子育てにおける戸惑いを反映しているのか、ストレスや心の病に

ついての親の学習ニーズは高いのですが、従来の政策では中々このあたりの専門的なところま

では踏み込んで十分やられていないような気がします。そういったところの手立ても今後さら

に必要ではないかと思います。 
	 それから地域とのネットワークづくりの話をさせていただきましたが、経年比較を試みてみ

ました。文部科学省が過去に行った調査の、５年、10 年ごとのスパンで保護者が地域の子ども

たちにどういうかかわりを持っているかというものを比較してみました。具体的には、道で会

った時に声をかけるかどうかとか、悪いことをした時に注意するかとか、子どもたちが自立し

て育っていくために地域の大人たちがどのようにサポートしているのかということを見てみま

した。「悪いことをしたので叱ったり注意する」というのが、1988 年の時には 87.4 パーセント。

2005 年の時には 61.1 パーセント。今回が 46.3 パーセント。だんだん下がっています。「道で会



 

った時に声をかける」は 1988 年は当たり前だったのでしょうか。調査項目に挙がってなかった

のですが、2005 年が 85.2 パーセントで、今回が 61.8 パーセント。明らかに地域の子どもたち

への大人のかかわり方が減っています。 
	 それから知識、情報、「わからないことを教えてあげる」ということが地域の子どもたちへあ

ったかどうかというのも、下がっています。ましてや「褒めてあげる」ということは 1988 年が

77.9 パーセント、今回が 43.1 パーセントと急激に減っています。「家に入れてあげる」「居場所

になってあげる」、これは 1988 年が 89.0 パーセントというデータが出ていますが、2005 年は

37.8 パーセント。今回は 28.3 パーセント。半分以下です。これは多分、住まいの状況もあり、

エリア、地域性というのも影響しているかと思うのですが、トータルで見た時に、これだけ近

所の大人と地域の子どもとのかかわりが減っているということは、家庭教育をめぐる状況が非

常に孤立化している、または地域社会と子どもたちとの関係性が非常に薄らいでいるというこ

とだと思います。そこはしっかり何らかの手立てを講じていかなければいけないと思います。

以上です。防災のところは立田先生からお願いします。	  
立田	 災害経験のある親ほど災害の知識についての正答率は高いし、災害準備の状況も高いと

いう傾向がはっきりと出ていますし、男性より女性のほうが若干災害の知識が高い傾向があり

ます。それから災害経験がある人、防災の知識がある人ほど準備をきちんとしているという非

常に大きな相関が出ています。 
	 問題なのは身近な危険地域の認識があるかないかということですが、危険な場所がどこか知

っているというのはわずか３割で、あと７割は家庭の周りの危険な地域を全然知らないという

状況があります。ハザードマップを持っているかという比率が、わずか 24 パーセント。それ以

外はほとんど持っていない。このような状況を見ると、家族の防災教育の内容は極めて貧しい

という傾向が出てきています。 
	 家庭で防災について教えたことがあるかどうかというのも、これも災害経験がある人ほどき

ちんと教えているところが多いです。災害経験別に家族の安否確認を教えているかどうか、災

害経験が２種類以上ある人は教えたことがあるというのが 16 パーセント、経験ない人は 10 パ

ーセント、教えたことがないという人も、経験のない人は６割以上に及んでいます。 
	 子どもに知ってもらいたい防災情報という点で、家族と連絡を取る方法というのは、２割弱。

それから学校や外出先での避難方法も２割いるんですけれども、いずれの場合もその情報がき

ちんと家庭の中でおさえられていないという結果が出てきています。 
	 緊急度の高い知識ほど正答率は確かに高いのですが、災害発生時の知識だけではなく、災害

後、災害前の両方の知識をきちんと家庭の中でおさえていくということが大事ではないかとい

うことについて、私のほうの章では書いています。以上です。家庭教育について皆さんからご

質問などありましたらどうぞ。 
笹井	 服部さんの過去の２回の調査というのは社研ですか。 
服部	 社研も家庭教育に関する調査はやっています。残念ながら、この内容は含まれていませ

ん。比較したものは過去の文科省のプロジェクトの調査です。現実にはワーディングも少し違

います。だから経年比較としてはどうかとも思ったのですが、文部科学省の会議でも、支援を

取り巻くネットワークづくりというのが言われていますので、少しバイアスはかかるものの参

考情報として今回の報告に入れたいとと思っています。 
小桐間	 調査対象は子どもの発達段階に合わせて区分されていますけれども、子どもが二人以

上いる場合というのはどういった扱いにされていますか。 
服部	 ここはいろいろ議論があったのですが、区分分けは単純化するために長子でやりました。



 

それでは本当は正確じゃないという話があったのですが、子どもの数が減っているからそれで

も大きな傾向は分かるだろうということで、サンプル数の問題などもあり、割り切りました。 
小桐間	 一人っ子かきょうだいがいるかによって子育てのスタイルも親の意識もだいぶ違う

のではないかという気がしたのですが、その辺の分析は今回は入っていないのですか。 
服部	 調査概要には入っていません。ただし属性のところで、子どもの数は聞いていますので、

ある程度の分析は可能です。もう一つ、これはウェブ調査ということで、メディアの接触のと

ころはバイアスがかかっています。また一人親家庭をどれだけ抽出するかという点についてで

すが、母集団を反映させるかがありますが、今回の調査は 200 サンプルになっています。 
小桐間	 あと、意識がある親とない親が二極化しているというお話があったのですが、そうい

った親の属性の違いというのは何か分析はされていますか。 
服部	 委員が各々の分担のところで分析してはいるのですが、精緻な検証はこれからです。 
岩崎	 不安を抱えて孤立している家庭に対し、いくつかの段階を経て公的支援をつないでいく

というご提言は非常に示唆に富み、その通りだと思いながら聞いておりました。しつけや子育

てに関する悩みの解決方法のデータが出されていますが、家庭が抱える悩みの種類や重さも

様々なわけで、それにより、適切な相談対応者は異なると推測されます。調査結果で、悩みの

相談者として多く挙っているのは、家族や親せき、先生や保育士です。このような人々は、子

どもに身近に接する点で、子どもと親の状況を目の当たりにする人々です。また、次に多いイ

ンターネットや本や雑誌は、匿名でアクセスできるものです。いずれにしても、専門的機関で

の相談ではありません。適切で有効な相談対応を考える際に、悩みの種類や重さごとに構造的

に分類し分析する必要があるかと思うのですが、これらの点についてはいかがでしょうか。 
服部	 すみません。現在のところ十分分析しきれていません。子どもの発達段階ごとに、今回

はニーズを探ることを主眼に置きました。結果として就職とか進路についてのニーズが高い傾

向が浮き彫りにされました。学校の中でキャリア教育をされる先生方がいらっしゃると思うの

ですね。そういうものと家庭教育の支援とが連携するということは今まではほとんど考えられ

ていなかったと思います。学校でやっているキャリア教育などを保護者が理解する機会が増え

れば、どう子どもたちに家でアドバイスしてやったらいいかに役立つかもしれません。こんな

ことまで含めたら、もっと広がっていくような気がするのです。今は少し個別でやっていると

いう感じですね。本当はおっしゃるように、それぞれの悩みにおいてどこの相談機関でどうし

ているのかということを見なければいけないのですが、サンプルで答えているものが若干少な

くて分析しきれていないといったところです。 
立田	 悩みの解決に当たって、その取った方法が役に立ちましたかという聞き方はしています。

それに対しても先生や保育士というのはそれほど役に立たなかったということが出てきたりし

て、多分おっしゃるように内容によって相談するところが違うのだと思うのです。相談して結

果がどうだったかということは出ているんです。 
岩崎	 たとえば、医師や専門カウンセラーというのは、アクセス数は少ないにもかかわらず、

解決の役立ち度は高い結果となっています。アクセス数と有効度は、多分悩みの種類によって

違うのではないかと思うのです。簡単な悩みであれば子育ての友人仲間かもしれないし、頻度

は少ないかもしれませんが、重たい悩みなら専門家というように、身近な者だけで解決できる

問題から、専門機関にまで至る悩みがあると思うのです。ある程度、悩みの種類を分類し、そ

れに基づく構造化した分析を行えば、適切な支援者への有効なつなぎ方のパターンが見いだせ、

不安を抱えている保護者に対しては非常に有益な知見になると思います。 
立田	 その時に大事なポイントは、身近なネットワークから、問題に応じて深いところに入っ



 

て対応していけるような形でシステムをつくっていかないといけない部分があると思います。

でも身近な部分でまず相談できない、ということが多いのでそれをどうするか。一番よく接し

ているのは先生や保育士であるはずなんですが、その人たちは悩みや相談にのってくれないと

いうことがあります。そういう人たち対象の研修がなされるべきだという提言にもつなげてい

けるのではないかと思います。 
服部	 ありがとうございます。ご指摘の通りだと思いますので、今後の分析や検証に活かして

いきたいと思います。 
立田	 続いて、笹井先生から高齢者の調査をお願いします。 
 

４．高齢者の社会参加の動向 
笹井	 高齢者の社会参加と学習という点について、目次に沿って話をしていきたいと思います。 
 
①高齢者の豊かな生活とは 
	 まず、第２章では山田兼尚先生から「高齢者の豊かな生活とは」という原稿をいただいてお

ります。山田先生には、高齢者の生活の豊かさということについて、社会学的な分析でアプロ

ーチをしようといろいろ試みていただいているのですが、当初の意図よりは有意な特徴が出て

きていないのではないかと思っています。 
	 まず１ページ目に、高齢者の関心事項、何を重要視しているかということについて調べてい

ます。六つの項目があります。「自分の自己実現が何よりも大切であると思う」「社会参加と言

われるような活動をやってみたい」「できればお金もうけなどの収入を得るようなことをやって

みたい」「他人と人間関係をつくって、うまくやっていきたい」「異性ともつき合っていきたい」

「世代間の違いを意識したり差別意識を持ったりすることが多い」 
	 この六つの項目で重要視するのはどれかということについて、いろいろな分析をしているわ

けです。ランキングして得点を付与して計算すると「自己実現」が一番高い点数になります。

図１の通りですね。自己実現、人間関係、収入、社会参加、世代間意識、異性という順番にな

っています。つまり自己実現を重要視しているという結果が出ているということになります。

それを属性別に検討したのが図２とか図３、図４、図５、図６になりますが、あまり有意な差

がなく、やはり自己実現が一番高いということです。 
	 年齢別ですと図６にある通り、自己実現の次は収入、人間関係という順番で、社会参加が４

番目に来ているのですが、これは図５の月収別の比較と比べると別の結果になっているという

ことがあります。いずれにしても自己実現が重要視されているということが分析からわかるこ

とです。 
	 ２番目は豊かさというのが満足感と関連しているのではないかということで、５ページ以降

は満足感に関する分析になります。これはまず成分分析をして、次の五つの成分を明らかにし

ました。１．経済状態、２．個人的状況、３．人間関係、４．公的施設の利用、５．社会的参

加。これらをもとに成分分析をしていただきました。 
	 これを踏まえた回帰分析を６ページ、７ページで応用していただいています。７ページの中

ほどにありますように、これらの結果、満足感は経済状態と個人的状況によっていることが推

察されるという結論を導き出しているのです。経済的な満足、豊かさ、あるいは個人的な満足

感と豊かさが生活していく上での満足感に大きな意味を持っているということが示されている

わけです。 



 

	 12 ページ、まとめとして「高齢者の豊かな生活とは、彼らの満足感に反映されていると仮定

する。本調査の満足感（第２節）でみたように、回帰分析の結果「自分の将来の生活の見通し」

「現在の収入」「住居」「趣味・娯楽」「貯蓄額」「余暇時間の活用」「親や親せきとの関係」「就

労生活」「社会活動を行う交通の利便性」の９項目が「生活全般に対する満足度（総合的な満足

度）」に優位に寄与していることがわかった。さらに「貯蓄額」「現在の収入」「保険福祉サービ

ス」「地域活動への参加」「住居」「健康状態」の６項目が「自分の将来の生活の見通し」に有意

に寄与していることがわかった。 
このように結論づけています。 
	 13 ページでは、二つの回帰分析の結果から、有意な寄与を示した項目は、満足感をとらえる

ために用意した調査項目の中の「経済状態」「個人的状況」に属している項目である。したがっ

て、高齢者の豊かな生活とは「貯蓄額」「現在の収入」に代表される経済状態と「趣味・娯楽」

「余暇時間の利用」に代表される「個人的状況」に左右されている、という極めて常識的な結

果であると。そういうものが調査によって裏づけられたということに意味があるのではなかろ

うかという結論になっています。社会的な手法を駆使して、常識的にはよく言われていること

を検証したという論稿になっています。 
 
②高齢者の情報活用 
	 次に、間野百子先生からいただいた論文ですが、間野さんが社会学的な定量的な分析はこれ

まであまり経験がないとのことで、結果的にたいぶご負担をかけてしまいました。 
	 ２ページ表 1 に示している通り、目的別に見たメディアの活用状況ということで、インター

ネットは予約やチケット取得のため、趣味に関する情報を得るため、仕事に必要な知識や技術

の向上のため、人とのつき合いを広げたり深めたりするため、という五つの項目で、一番利用

されている、活用されているという結果になっています。 
	 一方で世の中の出来事を知るという目的のためにはテレビというのはよく使われています。

インターネットの２倍近い割合になっています。他方、３ページの教養を身につけるという目

的に関しては本というのはインターネットよりも上回っているという結果になっています。リ

ラックスや息抜きではやはりテレビが使われているということがあります。 
	 ３ページの下の方に、主要メディアの活用状況が書いてあります。インターネットがほぼす

べての項目において上位を占めています。リラックスや息抜き、世の中の出来事を知るためと

いうのはテレビが一番多いのですが、その他はインターネットの利用がかなり多くなっていま

す。つまりインターネットとテレビというものが、高齢者にとってはよく活用されているとい

うことが示されているわけです。 
	 ４ページの上のほうですが、世の中の出来事を知るためという目的のためにどういうメディ

アを利用しているかということについて、年代別に見ると、テレビが世代を問わずダントツに

高いところを占めているわけです。インターネットは 50 代から徐々に減ってきて、また 70 代

を超えるとふえるというおもしろい結果になっています。また、60 代、70 代になっていくと新

聞で世の中の出来事を知るという人が多くなっているということが示されているわけです。 
	 ７ページ、結論になりますが、「以上、『メディアの活用状況』の検討をとおして、以下が明

らかになった。まず、インターネットがほぼ全項目において上位を占めつつも、テレビ、新聞

などの伝統的メディアも選択的に活用されている点である。本稿の調査データはインターネッ

トをとおして入手したため、インターネット利用率は平均値より高いが、ここでも高齢になる

につれて、インターネットだけではなく、テレビや新聞が情報の収集源であることがわかる。



 

さらに高齢者のメディア環境は表面上豊かに見えるが、実際には高学歴、高収入の人ほど活用

するメディアの選択肢が多く、情報の収集段階で差が生じていることも推察できる。次に人間

関係を構築していく上でも、インターネットが１位にランクインしている点である。」 
	 つまり、コミュニケーションメディアとしてよく使われている「人とのつき合いを広げたり

深めたりするため」という項目を見ると、インターネットが固定電話や携帯電話の利用率を上

回っている。森薫夫さんは、高齢者特有の学習課題として、人間関係の再構築を掲げています。

彼は理由として高齢期の『喪失』の事実への対処として、高齢者の親和欲求の比重が高まる。

人間関係の再構築は高齢期の重要な課題であり、高齢者の学習はこのプロセスと並行して展開

される必要がある。」と述べているそうです。インターネットは、定年退職は離職により、職場

での人間関係に距離ができたり、生活圏が自宅中心になりがちな高齢者が新たな人間関係を構

築したり、それまでの人間関係を維持していく上でも重要なツールになっている。同時に、年

齢が上昇するに連れ、「固定電話」による従来型のコミュニケーションも図っている。スマート

フォンの高齢者層への普及率はいまだ低く、世代間の差が大きいものの、インターネットと固

定電話の機能を兼備しているため、今後高齢者世代の交流手段としてどの程度浸透していくか

を追跡調査していく必要がある。」と述べ、インターネットのコミュニケーション機能としての

可能性について言及をしています。 
 
③高齢者の学習活動 
	 次に、今西先生のところですが、高齢者の学習活動という第５章になります。ここが一番生

涯学習チックなところで、今西先生なりに高齢者の学習活動の現状を認識して分析していただ

いています。１ページ目のところで、彼の場合は全部太字になっていますので、わかりやすい

のですが、読んでみます。 
	 「この結果から、①ＩＴ危機を活用した学習活動が着実に拡大していること、②文化、教養

や趣味にかかわるものが多いこと、③家庭生活を大切にしようとする意識が高まっていること

などがわかる。こうした結果を全国の公民館等での学習活動と比較すると興味ある分析ができ

るのではないかと考える。学習活動に対して消極的な面が見られたものに、「外国人とのつき合

い」「高齢者支援」「地域のボランティア活動」や「地域団体の活動」などが挙がっており、対

人関係で気を遣うような学習活動を避けたり、社会貢献型の学習活動に対して消極的な姿勢を

とることがうかがえる。」ということで、個人でマイペースでやったり、気が向く仲間と一緒に

活動したりというような活動に人気があるのだろうという傾向を指摘しています。 
	 次の４ページで、クロス集計結果のまとめについて述べられています。「比較的年齢の低い高

齢者は未だ働いている人もおり、「仕事・職場」「家庭」などが重要なキーワードとなっている。

さらに加齢に伴う変化があり、仕事を終えた後では「身体を動かす活動」「趣味などでのつき合

い」などが高率になる。どの年齢層も社会参加や地域活動に対する意識が低いが、「男性」より

も「女性」のほうが学習に対する意識が高いことがわかった。また、「家庭での団らんや家族ぐ

るみの活動」「趣味などをとおして知り合った人とのつき合い」「職場や仕事関係の人とのつき

合い」などへの学習参加は、所得階層と学習参加度とが相関するようだ。一方で、携帯電話や

パソコンでインターネットや電子メールの使用」「家事や育児の分担」手工芸、楽器演奏、絵を

描く、囲碁、俳句などの趣味的な活動」は、所得の低い階層の人の参加度が高いことがわかる。」

ということが示されています。 
	 さらに６ページですが、Ｑ50 の高齢者が希望する学習の方法というところですが、「Ｑ50 の

クロス集計からわかったことは、中等教育卒業者が高等教育機関やカルチャーセンターなどに



 

学習参加することに課題があることを示す一方で、公的な社会教育の場を希望する人が多いこ

とである。「インターネット、携帯電話を利用して」などは学歴との相関はほとんどないようだ。

全体傾向として男性は個人学習を好む傾向にあり、女性は集団学習への参加意識が高いことが

わかる。高齢期の前半の人たちは、学習機会をあまり選択せずに積極的にかかわろうとするが、

高齢期後半になると人間関係が中心となる学習に向いていく傾向にある。また、人々の学習活

動の高度化・多様化は当人の収入によって規定されていると考えるべきであろう。」つまり、公

民館などの社会教育施設は比較的収入の低い人がよく利用していて、カルチャーセンターなど

は、むしろ収入が高い人が利用しているということが傾向として示されています。 
	 全体として、趣味・教養的な、あるいは仲間と一緒に活動するということへの志向性が高齢

者の場合は高いのですが、ボランティアとか社会貢献的なもの、課題を学ぶというような社会

的な関心にかかわるような学習活動は比較的低くなっているということが全体をとおして言わ

れていることだと思います。 
	 以上、３人の方について説明しましたが、立田先生からおもしろいデータが示されています

のでお願いしたいと思います。 
立田	 私は社会活動と活動能力をテーマにしていまして、男性と女性でリーダー的な立場に立

つのは男性のほうが多いこと、女性はメンバーとしての参加が高いとか、60 代後半以降はリー

ダーとしてもメンバーとしても参加者がふえていくことなどがあります。 
	 次のところでボランティアの〔・・・・？〕してみますと、年齢が高くなるにつれて、離職

者ほどボランティアには参加する傾向は高いけれども、性別種類別にはあまり差が見られない。

学歴についても差が見られないということがあります。 
	 ４ページを見ていただくと、収入別にそれぞれどんなことができるかということを訪ねた結

果では、高収入者ほど多くのことができると回答する人が多くなってきます。 
	 学歴は対人関係のコンピテンシーとあまり差がないということが、職業の時に見たのと同じ

傾向があります。ただ、道具活用と自立性のコンピテンシーは学歴との相関が高いという傾向

が出てきています。これらの結果を踏まえまして、高齢者の中でいつも話題になっていたのは、

幾らぐらいの年金で暮らせば豊かな生活ができるだろうという話です。30 万前後でしたね。そ

れを超えたら非常に豊かな生活ができるけれど、30 万未満の人は満足度も低いし、趣味のほう

もなかなかできない。30 万を超えていく人は趣味も豊かで社会参加もできるし、できる能力も

ふえていくという傾向がはっきり出てきています。ですから、高齢者の場合、収入というのが

非常に大きな問題として挙がってきています。これをどう解決したらいいかということについ

て笹井先生、何か提言はありますか。 
笹井	 実際に 60 歳でリタイアした人の半分以上は副収入が欲しいみたいですね。年金だけで

は不安があるし、しかも年金をもらえるのが原則 65 歳以上。その間のつなぎという面もあるし、

何らかの形でもう少し仕事をしたいという人が多い。これは結構我々も含めて重要な問題です

よね。（笑）それは政策だけではどうしようもない面もあるんだろうなと思いますが。 
小桐間	 高齢者の場合は家族構成が大事で、配偶者に先立たれた人と比べるとやはり家族のい

る人のほうが満足度が高いだろうし、家族構成との関係の分析というのはありますか。 
笹井	 今のところ、それはまだやっていないのですが、属性で家族構成を聞いているので私の

ほうでやろうと思っています。一人暮らし家庭になるのは後期高齢者と言われている人たちの

年代が多くて、75 歳までなので、ここでの８割ぐらいの人は元気ということになっています。

だから一人暮らし家庭の人をどこまで分析できるかですけれども。 
 



 

小桐間	 ネット調査ですからネットを使える人ですからね。 
笹井	 そうなんです。だから健康との相関も見ようと思ったのですが、結構８割以上の人が健

康な人なんですね。それで、限界はあるのですが、分析をしようと思っています。 
岩崎	 これからは一人暮らし高齢者が増えると予想されるので、どういうふうにすれば一人に

なった時でも活き活きと生活しうるか、たとえば学習をしている人は元気で満足度が高いとい

うデータがあると、生きていく指針になって良いのではないかと思います。 
笹井	 経済状態とか個人の生活が豊かだったら、生活全体が総合的に豊かだという結論になる

と金が大事ってことじゃん、みたいな。本当はお金がなくても、学んでいれば豊かなんだ、み

たいな結論だったらいいのにと思ったのですけれども。 
立田	 それぞれの定年の年齢が、何歳だかわかっていないんですよ。年齢の影響がすごく強い

ので、年齢によって分けないと、これだけでは判断できないと思います。 
笹井	 山田先生に言っておきましょうか。 
立田	 お願いします。 
岩崎	 高齢者のデータで現れている自己実現とは、具体的に何をしたいということなのでしょ

うか。 
笹井	 好きなことをやる。好きなことというのは大体趣味的なこととか、教養的なことじゃな

いかなと思います。 
服部	 さっきの笹井先生の説明を聞いていて若干寂しいなと感じました。公民館の学習が趣味、

教養が実態としては多いことはその通りです。でも公的な教育が補完的な教育だけでいいので

しょうか。いわゆる公的な機関ですから公平だとか公正だとか、チャンスに恵まれない人たち

に対してそういう機会を提供するというのは一つの方法として重要ですが、それだけに限定さ

れるわけではないと思います。もっとユニバーサルなものとして公民館の活動が位置づけられ

ないだろうかと思います。 
	 社会教育に携わる立場からすると、カルチャーセンターは裕福な人が行って自己実現が全部

図られて、公民館はそれ以外の人たちだけを対象にしている、そうではないとは思うのですが、

その辺りがちょっと気になったのです。 
立田	 施策をする側としてはそういうつもりでやっているわけではないんですよね。 
服部	 そうですね。地域によっていろいろ実情があるにしても、公民館のリソースはポテンシ

ャルはすごくあるものです。身近なところで学習機会が得られ、それが地域のネットワークづ

くりにつながっていくことも含めて考えれば、もっともっと有効活用できると思います。また

は、カルチャーセンターの人たちの発表の場としても機能していけるようなものだと思うので

す。 
立田	 話が一般論のほうに動き出したので（笑）これを機に全体としてこれから生涯学習の政

策を結果を踏まえてどういう傾向にあるのかについて、ご意見をいただけたらと思います。佐々

木先生、いかがですか。 
佐々木	 非常に勉強になりました。特に、人間関係と学習との関係というのが今後のテーマに

なるし、そのエビデンスがかなり集まってきたんだなということが次の段階に大事なところだ

と思いました。 
	 自己実現については、実は私は専門でやっていて、どう定義しようかと悩んだ末に、人間性

心理学ハンドブックというのには、歴史を書いた上で３行で定義したのです。「自己存在に対す

る価値肯定的な感覚を伴いながら、今ここで、 大限の可能性を発揮していること」みたいな

定義が無難ではないかと。 



 

立田	 ポッシブルセルフみたいな。 
佐々木	 そうですね。ポッシブルセルフであると同時に自己実現は歴史的には個人の問題では

なくて、個人と社会との問題として扱われてきたということがあります。そこのニュアンスが、

個人としてではなくて、他人の役に立っている時に自己実現を感じているという人も多いので

す。笹井先生、山田先生のでは、個人ということなのかなと思ったのですが。そういう意味で

岩崎先生の、役割を持つとか、小学校教育とかに提言ができる、生涯にわたって見ているんだ

よ、みたいなことがしっかり言える研究だと思いました。 
立田	 ありがとうございます。それではこの結果を見て、皆さんから一言ずつ今後の予測、ニ

ーズを踏まえてどんな課題があるか、お伺いしたいと思います。 
 

５．生涯学習社会の課題と今後の政策形成に向けて 
小桐間	 岩崎先生の発表の中では、正規雇用の人というのは学習意欲が高く、無業者は低いと

いう話でしたし、笹井先生の発表では、収入によって学習意欲が変わってくるというお話があ

りました。家庭教育も学習意欲によって育児に対する親の意識というのはだいぶ変わってくる

んだと思いました。そうすると問題はどうやって意識を高めるかということなのですが、働い

ている人は学習意欲が高いけれども、仕事がないと低いというのは、もともと学習意欲がある

から就職ができて、意欲がない人が仕事ができないということなのか、あるいはそうとは限ら

なくて、もともと学習意欲も高くて能力も高いのだけれども、仕事に就けなかったために学習

意欲をなくしてしまったという、二通りの解釈があると思います。 
	 学習意欲というものが 初から決まっていて変えられないと考えるのではなく、ある程度外

的な要因で学習意欲は変わってくると考えたほうがいいという気がしています。ただ、その要

因が、結局お金がないと学習できないのかという話になってしまっている。本来は学習によっ

てエンプロイヤビリティを高めて、もっと収入を得られるようにするべきなんですけれども。 
	 いずれにせよ、学習意欲によってコンピテンシーが高まるというのは確かだろうと思います。

知識や技術も高まりますし、モラルとか社会活動とか対人関係のもとになっているのは学習意

欲だろうと。したがって、学習意欲を高める要因を明らかにして、それを政策的に誘導できる

ようにすることが生涯学習政策上の一番大事な課題だろうと思います。 
岩崎	 雇用を確保・維持するためには、学校生活の時に自分で意欲的に学習に取り組み、かつ、

学習のスキルを身につけるということが必要になるということだと思います。学習意欲があり、

いろんな役割の経験もして、成績の良い子は恐らく将来的にも自律的に学習をしていくことが

できると思われます。そのような子は、正規雇用になる確率も高いことが予測されるわけです。 
	 しかし、そうでない場合はどうするのか。学習意欲があれば学習支援をするという手立てが

とれますが、学習意欲がない場合は、学習意欲を喚起する以前に、自分はどうしたいのか、自

分は何をすべきなのか、どう生きるべきなのかという非常に哲学的な、存在にかかわる根源的

な問いを突きつけなければいけないことになります。このことを想定すると、学習に先立って、

自己の確立を促す広い意味でのキャリアガイダンスが学校教育においても必要ではないかとい

うのが私どもの結論です。 
立田	 自己の確立のためには経験学習と共同学習の両方が必要になってくることですよね。経

験学習だけではやっぱりだめですよね。 
岩崎	 他者とのかかわり合いの中で、自分がどうしたいかということが確立して初めて自律的

な学習に至ると思われます。もしくは、学習上のスキルがないとしても、学習意欲さえあれば、



 

何らかの支援ができるということではないかということです。 
服部	 私はもともと行政ですので、政策的な視点から二つのことを考えてみました。 
一つ目のキーワードは総合化です。私は今、青少年教育をやっていて、子どもたちの体験活動

で「青少年の自立」と言っているのですが、それぞれが少しばらばらで動いています。子ども

と若者についていろんな施策が行われているのです。それから家庭教育は親の学習機会の提供

として行われている、成人教育の一環としての家庭教育ですよね。家庭教育は本来保護者が子

どもに対するプライベートな教育だけれども、保護者が家庭教育について学んだりできるよう

に援助支援するということからすると、成人教育の一つなわけです。ところが、家庭教育と言

った途端、子育てやしつけの在り方などへの論議となって、親の学習支援とは必ずしもつなが

っていなかったりします。 
	 学校教育と家庭教育とはお互い特徴があります。違うのはいいけれども、クロスオーバーし

てくるものがあるはずです。たとえば学校の中で子どもたちのいじめの問題に対して、学校は

学校でいろんな取り組みをしているので、それをもう少し家庭とをつなぐ仕組みがあってもよ

いと思います。ＰＴＡとかいろんなものがありますが、現代的な形でつながる仕組みが政策的

にあってもいいのではないかと思います。 
例えば、家庭教育支援で行われている「早寝早起き朝ごはん」運動は、青少年教育に携わる私

たちもやっているのですけれども、そういう活動と実際の地域の家庭教育支援施策とどうつな

がっているのか、正直十分把握しきれていていないように感じます。 
	 二つ目は、佐々木先生が学習と人間関係についておっしゃっていましたが、私なりの受け取

り方ですが、社会教育行政の観点から学習と地域のつながり、今の言葉でいうと「絆」、人と人

とのネットワークづくりというのがもう少し意識されてもいいのではないかと思っています。

生涯学習と言った途端に、趣味とか教養、リカレント教育だ、高等教育だという形になりがち

ですが、学習と、人と人とをつなげていくものとの関係性が必ずしも整理されていないし、そ

このところの手立てを政策的に打てていないのではないかと思います。むしろ昔のほうが家庭

教育学級をやりながら、参加した親たちのグループ化を図り、つながりをつくっていったとい

うことがあります。出たくない人たちもいるわけですから、今はそれだけでは上手くいかない

時代で、学習と人と人とのネットワークづくりをどういう手立てを持ってやっていくかという

のは色々なものに効いてくるのではないかと思います。私のところでいうと家庭教育の支援に

つながってくるし、高齢者であれば高齢者のいざという時のセーフティネットにも影響してく

るのではないかと思います。 
立田	 高齢者の問題で孤立化の分析はできていないのですが、家庭教育の調査の結果では、一

人親が学習ニーズの中で、まず自分が生活できることが大切だと。もし自分が生活できなくな

ったら子どもを育てられないということが結果として出ていました。 
服部	 出ていますね。だから一人親家庭、特に母親は近所の人に非常に気配りしている傾向が

現れています。逆に言うと、いざという時に子どもの面倒をみてもらいたいからなど、いろん

なことが影響しているのだと思います。 
立田	 孤立化が進んできている社会、無縁社会と言われるからこそ、絆が大切だと言われてい

る気もするのです。 
服部	 大きな動向だと思います。これから、いや今こそ、社会教育が必要だと私は思っていま

す。しがらみの世間教育ではなく、社会に能動的に参画、関わっていく意味での社会教育が。 
笹井	 学習活動が社会との関数であるということを改めてこれで確認をしました。高齢者に関

連して言えば、一つは孤立化の問題、小桐間さんは家族との関係とおっしゃいましたけれども、



 

どのように豊かな高齢者生活をつくり出していったらいいのかということ。もう一つはお金の

問題です。経済的ないろんな要因が、高齢者の生活とか学習活動に影響を及ぼしているという

結果になっているので、先ほど立田先生もおっしゃいましたけれども、経済的にもゆとりを持

って生活できるような学習活動、学習環境みたいなものをどうつくるかというのが問題だと思

います。 
立田	 これからますます高齢化が進んでいくことは目に見えているので、それに対してどうし

たらいいかということについて何かありますか。生涯学習政策として高齢化に対応した政策で、

これが一番というものがあるとしたら何でしょうか。 
笹井	 決定打というのはないのかもしれないですけれども、充実感を持ってもらうのが大事だ

と思います。一人暮らしでも。なので、そのためにはお友達とか仲間と一緒に好きなことをや

るというのが一番大事だと思うのです。 
立田	 グループ化でしょうか。 
笹井	 仲間づくりというか、グループ、サークル化というか、組織化というか。そういうもの

に高齢者の人はマルチで足を突っ込んでほしいですね。町内会にも、趣味の何とかサークルに

も、あるいは同窓会とかにも。多面的な人間関係づくりが充実した生活になっていくのではな

いかと思います。そうすると病気もしないでぽっくり死ねるんじゃないかと思うのですけれど。

そういうのを促す生涯学習政策が大事ではないかと思います。 
立田	 今、肝心なことを言われたのですが、将来的には総合化して、家庭教育はさらにこうな

っていくかも、だからこういうことをしておかないといけないというようなことがありますか。

地域の教育力がどんどん下がってきたという現状に対応して、学校と家庭の共同化とか、親の

学習機会を提供するとか、同時に家庭以外の場所がどうやったら家庭を支えられるか。たとえ

ば学校とか社会教育施設とか、それ以外の施設がどうやって家庭を支援できるか。そういう視

点で家庭の変化に応じてということがあるとすればご意見をください。 
服部	 孤立化しているのであれば、そのつながりが大切なことと、支援するほうのネットワー

クづくりの話をさっきさせていただいたと思いますが、それは、将来的なことに効いてくると

思います。家庭教育の問題だけに限らないと思いますが、学習環境についてもインフラはすご

く弱いのです。岩崎先生の話にもありますが、専門的な機関のところにいきなり行ける人もい

れば、どこに専門的な機関があるかもわからない。町医者と専門病院との関係みたいに、教育

にも専門機関と連携しつつ入り口情報を与える仕組みがもっとないものかと、そうでなければ、

いつまでたっても入口だけで本当の意味での学習のニーズへの対応につながらないような気が

します。そこは行政の施策として、いろいろな手立てを打っていく、どういうふうに構造的に

支援をつなげていくか、ということは将来に向けてやっていくことが大事だと思います。 
立田	 それとね。やはり女性の社会進出とか職場参加が進んでいて、男性も女性も仕事をする

ようになって、先ほどのお話の中には、子どもが思春期のころ、一番親が仕事で忙しくなる時

期と重なっている可能性があって、子どもとの対話が少なくなるということを言われていたの

ですが、仕事をしながらでも家庭を疎かにしないとしたら、どういう面で見直しが必要か、何

かご意見ありますか。 
服部	 家庭教育の支援は、私は教育政策だけでやるという時代ではないと思います。家庭基盤

の充実や子育て環境、社会の仕組みなども一緒にやっていかないと、教育だけでやれるもので

はない。ただ、教育の世界でやれることでも、先ほどお話したように、構造的にやっていくこ

とによって、今は、必ずしも悩みが解決されていなかったり、学習ニーズとマッチングできて

いないものは、もっとつながってくると思います。 



 

立田	 企業のほうも、家庭を優先できるような職場環境にしていくというのは。 
服部	 昔に比べて、子育て支援を促す施策が、政府全体として行われつつありますので、企業

なども取組がなされつつあります。企業としての付加価値をつけるには、社会貢献に配慮して

いるということが企業のブランドイメージにもつながっている状況もあります。基本的には

各々の自主性を重んじざるを得ないと思いますが、ただ、そのような社会的な機運を高めてい

くのはもちろん必要です。それと同時に、教育の分野でやれることもしっかりやっていかなけ

ればだめだと思います。 
立田	 ありがとうございました。岩崎さん、仕事の環境が、これからテクノロジーがもっと浸

透していったり、非正規労働者がこれから減るとは限らないですよね。恐らく今のままなのか、

ふえる可能性があり、そういう状況が国際的に起こってきています。10 年後、20 年後に非正規

労働者が同じようにいるのかわからないのですが、そんな環境を前提にして職場環境を考えた

時、今回はグローバル化があまり入ってこなかったのですが、そういう職場環境の変化という

ものが、職業人の学習に及ぼす影響と、それに対してどういう施策が考えられるか、ご自分の

意見で結構ですのでお願いします。 
岩崎	 家庭教育で支援が必要とよく言われますが、本当に重たい悩みを抱えた家庭と支援との

間には距離がある場合があります。ですから、子どもが育つ過程で、平時に、父親や母親があ

る一定時間、必ず地域活動にかかわるような社会教育のプログラムを行い、地域の友達づくり

をしておけば、何か問題が出た時に、「あの人にちょっと相談しようかな」という筋道ができる

と思うのです。そうでなければ、悩みが深ければ深いほど、他人には話せないという状況とな

り、自分から支援を求められずに家庭の中で問題を抱え込むことになります。問題が生じる以

前に、地域や子育てにおける人間関係づくりを社会教育で行って欲しいと思います。 
服部	 さっき総合化という話をしましたが、もっと色々なことが家庭教育にも結びついてくる、

成人の学習活動や、子どもをどう育てるかの学校の教育活動など、他のことが結びついてくる

という視点があっていいと思って、あえて総合化と言ったのです。 
岩崎	 多分同じなんでしょうね。何かあった時に支援をするという仕組みづくりよりも、予防

教育のように、事前の関係づくりが、いざというときには、実は漢方薬のように効くのではな

いかと思うのです。 
立田	 事件発生後ではなくて、家庭のトラブルが発生する以前に準備教育みたいなものを。 
服部	 子育て支援とかそういう言葉も含めてイメージは措置なのです。後から措置をするとい

う。保育所というのは、本来、保育に欠ける子どもたちに対する支援や措置が重点です。教育

の視点からすると、そうではなくて、その子どもたちをどう育てていくか、そのためには条件

整備をどうしていくかというのが、岩崎先生の言っていることとつながるかもしれないと思い

ます。始めから教育環境をどういうふうに整備していくか、子育てがちゃんとやれるような、

親がいざという時に何かやれるような環境を学習支援や地域の教育環境として整備していく、

また総合的に考えていくのが、私は教育行政の役割だと思うのです。だから、教育の可能性と

いうことからすると、そこをちゃんとしていかなければならない。 
立田	 免疫力というのはだめですか。 
岩崎	 措置というのは、例えて言えば、対処療法であり、いわゆる西洋の薬みたいなものです。

体質改善のために漢方薬を飲むように、常日頃から地域をつくり、どんな状況になっても地域

が機能するような仕組みづくりを社会教育でしていくというのが本質的な話なのではないかと

思います。 
服部	 ソーシャル・キャピタルと学び合いとの関連について、文部科学省の合田生涯学習局長



 

がある新聞の新年号の中で、「星の王子さま」に倣って「大事なものは目に見えない」と述べて

おられました。 近ではいつも成果が問われます。措置的なものは、やっているということが

見えやすいけれども、「いずれ効いてくるよ」という漢方薬的なものでは中々難しい。ここのと

ころが、いずれですから、分が悪いわけです。でも世の中にとって本当に大事なことは、いざ

という時のセーフティネットです。「絆」論議じゃないけれど、いずれでも本当に効いてくると

いうことに少しずつ関心が向きつつあるような気がしています。 
立田	 それは岩崎さんがさっき言っていた経験とか役割とか共同学習という経験、学ぶことを

通じて自然に身についてくる部分があって、小学校、中学校とか学級委員とかクラブのリーダ

ーをしている人ほど、どんなものにも耐えられるとか、少々のことではぶれないとか、免疫力

みたいな形で育ってくるのではないかと思うのです。親になってからそれができるかと言った

ら、親自体が免疫力を持っていない。読書の問題もそうで、親が読書力、読書習慣を全然持っ

ていなかったらだめなんです。健康習慣も親が持っていなかったら子どもも駄目になっていく

のと同じで。長いスパンで親を育てるということをしていかないとだめなんです。 
立田	 今の国際化社会の中で、英語力をいつごろから身につけさせたらいいかということがあ

ります。会社に入ったら英語力がないとやっていけない会社がふえてきています。 
岩崎	 正規雇用者は、自主的に学習するポテンシャルがある人も多く、経済的にも恵まれてい

るので、自分で必要な学習をすることができます。社会的に介入しなければいけないのはそれ

以外の人たちで、先ほど言ったように学習支援の必要な人には支援を、あるいは学習の意識が

あまり高くない層に関しては、積極的に訓練という形で生活保護に陥らないようにするなど、

学習の成熟度を見極めて手を打つということが必要ではないかと思います。 
立田	 PIACC ではそれを出そうとしてやっている部分があります。それが意外と知られていな

い。どうしたらいいのかなと思います。非正規労働者と予備軍、求職者も、学校段階でも既に

学習意欲を失ってしまっている人たちがそもそもそういう負のサイクルに入っていく可能性が

あるわけです。正のサイクルに入っていった人は問題ないけれども、負のサイクルに落ち込ん

でいった人をどうやって救うかというのは、職業訓練しかないというふうに…… 
岩崎	 成人になってもキャリアガイダンスが必要な層があって、その層に対しては、カウンセ

リングをしながら学習訓練に導いていく。手間暇がかかりますが、総合的に見て生活保護受給

に陥るよりは経費の軽減になるのではないかと思います。 
立田	 ありがとうございます。小桐間先生、先が見えないＩＴなんですが、それに関してどう

いう手立てを打つかお願いします。 
小桐間	 メディアチームの調査と笹井先生の高齢者の調査で、一部重複している項目がありま

した。一つはメディア利用に関するところで、目的ごとにどんなメディアを使うかというとこ

ろです。やはり高齢者の場合でもインターネットを使っている人というのは結構多かったです

よね。若い人と若干差はあるのですが、高齢者であってもインターネットを情報収集に使って

いるという結果がありました。 
	 それから学習の方法として何を希望しているか。インターネットを使った学習というのが収

入に関係なく希望が高いというのも、うちのチームと笹井先生のチームが同じ結果が出たと思

います。なかなかおもしろいなと思いました。そうすると、学習意欲が仮に収入とか学歴によ

ってある程度決まってくるとしても、インターネットが「負のサイクル」を変える一つのきっ

かけになり得るということを示唆しているような気がしました。ネットというのは年齢、学歴、

年収とも関係なく誰でも利用できるメディアになりつつあるということです。それが学習のツ

ールとして有効に機能するとすれば、従来型の学校教育に代わるとまでは言わないですが、あ



 

る程度それを補完するものとして機能し得るのかなと思います。だとすれば、ＩＴの環境整備

やスキルの向上、コンテンツの充実というのもあると思いますが、それらを社会教育を含めた

教育施策として進めていくのが一つのポイントになるのではないかという気がしました。 
立田	 ＩＴ利用者が増大していくのはいいのですが、一方でスマートフォンを使ったり、パソ

コンを使ったりして、いくらでも個人情報が漏れていきます。若い人ほどＳＮＳに参加して、

写真からプライバシーから、今何したか、まで全部載っていくんですね。自分が将来仕事に就

いたときに「おまえ、若い時こんなことしていたじゃないか」と言われるような危険性もあっ

たりすると思います。それから普段の買い物でもクレジットカードを使います。あれも個人情

報をビッグデータのような形で管理するシステムはグーグルからアマゾンからいろんなところ

でやられている。ところが個人単位では全然見えないですよね。そういうのに対してはどうし

たらいいですかね。 
岩崎	 インターネットでいわゆる機会が平等になるというご示唆があったのですが、ある地方

公共団体での調査結果では、専業主婦層などでは、携帯電話による情報取得が主であり、パソ

コン使用頻度は限定されていました。このような実態も考慮しなければならないと思います。 
立田	 デジタルデバイドも入ってきますね。 
笹井	 一昔前はコンピュータリテラシーと言われた時代があって、アクセスをどうやって改善

したらいいかというアクセスリテラシーの話だったんですね。 近スマホができてきてアクセ

スは非常に簡単になってきたわけです。 
	 高齢者も含めてアクセスは誰でもできるようになってきたときに、次に問題なのはモラルの

問題と情報発信の問題ですね。メディア教育に関連して言えば、私としてはどういうふうにモ

ラルをつくっていくかということ。それから発信するということを解釈できないと発信できな

いので、インタープリテーションも含めて解釈して発信していくという能力をどういうふうに

つくっていくかだと思います。 
立田	 ただ単に情報収集するだけではなくて、情報をつくり出していく存在が個人単位でどん

どんふえてきていて、ブログとかライフログというのを使う人がふえてきている状況なので、

ある人が危惧するのは「教育いらない」ということなんです。 
立田	 批判的読解力というか情報セキュリティの教育がいるのです。アクセスもアクセシビリ

ティも高くない人もいる。 
立田	 今までは 50 代、60 代はいなかったのが、どんどん使い出しています。そういう人たち

が何もわからないままにＳＮＳを使って、いつの間にか有料のソフトをどんどん使い出してい

て…… 
笹井	 うちのマンションとかで年末年始の防犯パトロールをやるという時に、管理組合は大体

60 代の方々がやっているのですが、連絡はメールでみんなよこすのです。 
立田	 だんだんと何でもかんでも機械でないとわからないような時代になってきているので

す。 
服部	 私は両方分かるような気がします。まずＩＴをめぐるスピードがすごいですよね。パソ

コンだって追い立てられるように次から次へバージョンアップしていって、５年前のものだと

恥ずかしいと。2011 年のものではファイルが開けません、なんて話になっていて。ＩＴという

のはすごいスピードで進んでいくので避けられないと思うのです。おっしゃるようにデジタル

デバイドで、やれる人とやれない人の差が開いてくると思います。 
	 ＩＴ革命と言うんですね。革命という言葉をあえて使っています。他のものでは使いません。

新幹線革命とは言いませんよね。そうするとＩＴというのは世の中の全部、意識や文化だとか



 

教育だとかに影響を及ぼすから「革命」のだろうと思うのです。 
	 小桐間部長のところで検討くださっていると思うのですが、そのことにどう対処していくか

と考えた時に、さっき、無理やり総合化とつけたのですが、他のものだったら今までは大人か

ら入ってきて子どもたちに伝わっていたものがＩＴは違います。子どもに先に入ってしまう。

ユニバーサルだから子どもも大人も関係ない、国境も越えてしまう。こういうことなんだと思

うのですね。それに対してどう対処するかというのを	 モラルもそうですし、仕組み全体の問

題もそうですし、教育の分野でも、どうするかということが、今、問われているのだろうと思

います。 
立田	 テクノロジーが変わってもすぐに対応する力とか、テクノロジーに関係なくアナログで

解決していけるものは解決するとか、総合的な問題解決能力というのが、ＩＴと絡ませた問題

解決能力は PIACC に出ていますけれども、ＩＴに関係のない問題解決能力とか意思決定能力と

かはどうしたらいいのか。 
服部	 ゲームだって言葉だってメディアですよね。だからメディアは多層にできるけれども、

基本的なものは全部残っている。だからＩＴができても言語能力がなければだめで、言葉がし

っかりしていなければだめなんですね。だから教育の分野でいうとＩＴのスキルもやらなけれ

ばいけないけれども、もっと古典的なことをしっかりやらないとＩＴには通用しない。逆に言

うとＩＴが盛んであれば盛んであるほど、コンテンツのことをしっかりやらなければろくでも

ないものをメールしていたってしかたがないわけです。隣にいる人に「きょう元気？」ってや

っていたらおかしいでしょ。（笑） 
岩崎	 非常に気をつけなければいけないのは、パソコンや先端の IT 機器がすべての人の家に

あるという前提で話すことだと思います。古い機器を依然使用している家庭もあるし、場合に

よっては、コンピュータがない家庭も現実にあるわけです。 
立田	 そういう使えない人々の存在を忘れないように考えていきましょう。 
服部	 	 ただ、自分では使っていないかもしれないけれども、日々買い物をするにしても、カ

ードでピッという時代になっているわけです。否応なしに生活に入ってきているのだと思いま

す。革命というのはそういうことだと思うのですね。 
服部	 ＪＲの改札口がああいう形なわけですから、好きとか嫌いとかいいとか悪いとかではな

くて、日常生活にそういうものが組み込まれている。その怖さとその対処方法と教育の分野で

何ができるかを考えていかなければいけない。もちろん色々な人がいます。現実にはＩＴどこ

ろかテレビだって見られない、消していますよという人もいるわけです。 
でも現実の問題として、ＩＴは生活の中に入り込んでくる時代なのだと私は思います。 
岩崎	 コンピュータを家庭で保有しておらず、IT スキルがない者もいるとすれば、日常生活で

生きていくための技能を保障していく社会的仕組みが必要になるわけです。そこに焦点を当て

てどう解決していくかという議論をしないといけないのではないかと思います。 
立田	 パソコンとＩＴというか、プライバシーを気にしない人がいるけれど、今はビッグデー

タ、SUICA を持っていたらそれだけでもプライバシー保護の問題とかかわってくると思います。 
 
	 ではこれで会議を終わります。ありがとうございました。 

（終了） 

	 



 

 

 

 

 

 

付録  「学習需要調査」調査票  

 

 

１．社会人の学習ニーズに関する調査	 

２．メディア利用の実態と学習ニーズに関する調査	 

３．家庭教育調査	 

４．高齢者の社会参加に関する調査	 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

１．社会人の学習ニーズに関する調査 
 
問１.	 あなたの性別をお答えください。 
１.	 男性 
２.	 女性 
 

問２.	 あなたの年齢をお答えください。 
１.	 １９歳未満 
２.	 ２０～２４歳 
３.	 ２５～２９歳 
４.	 ３０～３４歳 
５.	 ３５～３９歳 
６.	 ４０～４４歳 
７.	 ４５～４９歳 
８.	 ５０歳以上 

 
問３.	 お住まいの都道府県をお答えください。 
 
問４.あなたの現在の仕事は次のどれですか。あてはまるものを１つお選びください。 
１．正社員・正職員 

	 ２．自営業・自由業・家族従業員 
	 ３．派遣職員・契約社員・嘱託  
	 ４．パート・アルバイト 
	 ５．専業主婦（主夫）	 	 	 	 	 	 	  
	 ６．無職で仕事を探している 
	 ７．無職で仕事を探していない 
８．その他	 （具体的に：	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
問５．あなたは、次のことに満足していますか、それとも不満がありますか。それぞれの項目について、あてはまる

ものを１つお選びください。 
     満足	 やや満足	 どちらともいえない やや不満   不満 

ア．生活全体    １ ２ ３ ４	  ５ 
イ．収入（個人）    １ ２ ３ ４ ５ 
ウ．収入（世帯全体）   １ ２ ３ ４ ５ 
エ．就労状況（正規雇用、非正規雇用、非就労など） １ ２ ３ ４ ５ 

オ．仕事内容    １ ２ ３ ４ ５ 
カ．人間関係や人づきあい   １ ２ ３ ４ ５ 
キ．学歴     １ ２ ３ ４ ５ 
ク．健康     １ ２ ３ ４ ５ 
 
問６．普段の生活であなたは、次のことがどの程度できますか。それぞれの項目について、 
あてはまるものを１つお選びください。 

 あ
ま
り
で
き
な
い 

誰
か
の
助
け
が 

あ
れ
ば
で
き
る 

ひ
と
り
で
で
き
る 



 
１．朝、ひとりで起きる 1 2 3 

２．食事をきちんと取る 1 2 3 

３．自分の部屋のそうじをする 1 2 3 

４．食事を自分で作る 1 2 3 

５．適度な運動をする 1 2 3 

 
問７．あなたは、次のことがどの程度できますか。それぞれの項目について、あてはまるものを１つお選びください。 

 し
よ
う
と
思
わ
な

い 

あ
ま
り
で
き
な
い 

誰
か
の
助
け
が 

 
あ
れ
ば
で
き
る 

ひ
と
り
で
で
き
る 

人
に
教
え
る
こ
と

も  で
き
る 

１．家計簿をつける 1 2 3 4 5 
２．貯金をする 1 2 3 4 5 
３．情報を集める 1 2 3 4 5 
４．知識を整理する 1 2 3 4 5 
５．新しい機器を使う 1 2 3 4 5 
６．問題点を見つける 1 2 3 4 5 
７．改善策を考える 1 2 3 4 5 
８．旅行の計画を立てる 1 2 3 4 5 
９．マナーを守る 1 2 3 4 5 
10．会った人の名前を覚える 1 2 3 4 5 
11．近所の人と話をする 1 2 3 4 5 
12．わからないことをたずねる 1 2 3 4 5 
13．自分をふり返る 1 2 3 4 5 
14．できないことは断る 1 2 3 4 5 
15．人の話を聞く 1 2 3 4 5 
16．人をほめる 1 2 3 4 5 
17．人を笑わせる 1 2 3 4 5 
18．人に力を貸す 1 2 3 4 5 
19．苦手な人ともうまく働く 1 2 3 4 5 
20．人と交渉する 1 2 3 4 5 

 
問８．あなたの日常生活について伺います。職場や学校を除き、次のそれぞれの活動をどの程度行っていますか。

それぞれの項目について、あてはまるものを１つお選びください。 

 
毎日 週に数回 月に数回 年に数回 ほとんどしない 

１．本を読む（電子書籍を含む） 1 2 3 4 5 
２．活字の新聞・雑誌を読む 1 2 3 4 5 
３．日記やノートを書く 1 2 3 4 5 
４．日本語以外の言語の本や雑誌を読む 1 2 3 4 5 
５．映画やＤＶＤを見る 1 2 3 4 5 
６．地域や仲間のスポーツ・文化活動に参加する 1 2 3 4 5 
７．仕事の勉強会に参加する 1 2 3 4 5 



 
８．いろいろなボランティア活動に参加する 1 4 3 4 5 

 
 

問９．あなたは今、新たな知識や技術を身につける必要性を、どの程度感じますか。あてはまるものを１つお選びく

ださい。 
1．大いに感じる	   2．ある程度感じる	  3．どちらとも言えない	  
4．あまり感じない	   5．まったく感じない 

 
 
問 10．あなたの職業的な能力は、どこにでも通用すると思いますか。あてはまるものを１つお選びください。 

1．かなり通用すると思う	 	 2．ある程度通用すると思う	 	 	 3．どちらともいえない 
	 4．あまり通用しないと思う	 5．ほとんど通用しないと思う 
 
 
問 11．あなたの中学校時代のことをお聞きします。あなたの中学卒業時の成績はどのくらいでしたか。あてはまる

ものを１つお選びください。 
1．クラスの上のほう 	 2．クラスの中の上ぐらい 	 3．クラスの中の中ぐらい 
4．クラスの中の下のほう 	 5．クラスの下のほう 

 
 
問 12 ．あなたは、社会人になる前に、次のような経験をしたことがありますか。それぞれの項目について、あては

まるものを１つお選びください。 
非常に	 	 ややある	 どちらとも	 あまり	 まったく 
多くある 	 	 	 	  いえない	 	 ない	 	 ない 

１．生徒会の役員や学級委員   １ ２ ３ ４ ５ 
２．部活やサークルの部長、副部長  １ ２ ３ ４ ５ 
３．ボーイスカウトやガールスカウトのリーダー １ ２ ３ ４ ５ 
４．学校の同窓会やグループの集まりなどの幹事 １ ２ ３ ４ ５ 
５．学生アルバイト   １ ２ ３ ４ ５ 
６．文化祭や学園祭の企画・運営  １ ２ ３ ４ ５ 
７．スポーツの試合や大会への出場  １ ２ ３ ４ ５ 
８．演劇や音楽コンクールへの出場  １ ２ ３ ４ ５ 
９．留学や海外ホームステイ   １ ２ ３ ４ ５ 
10．野外調理や宿泊を伴うキャンプ  １ ２ ３ ４ ５ 
11．ひとり暮らし    １ ２ ３ ４ ５ 
12．ひとり旅    １ ２ ３ ４ ５ 
 
 
問 13．あなたは、 終学歴の学校に通っていた学生時代当時、一緒に食事をしたり気軽に連絡を取れるような友人

が何人くらいいましたか。なお、現在は連絡がとれなくなっている友人を含んでも構いません。 
                   １.                人（数字を記入）（半角数字） 
 
 
問 14．上記の、学生時代の友人のうち、今でも、都合さえ合えば一緒に食事をしたり気軽に連絡を取れると思う友

人は何人くらいいますか。 
１.                人（数字を記入）（半角椎路） 

 
 



 
問 15．あなたはふだんの日、平均して何人くらいの人と接していますか。なお、ここで接しているというのは、1
対 1 で、あいさつをしたり、会話や話し合いをしたりすることです。直接会うだけでなく、電話、手紙、メール、イ

ンターネットなどを使う場合も含みます。また、相手は知っている人でも知らない人でも構いません。 
１.               人（数字を記入）（半角数字） 

 
 
問 16.	 上記の、ふだんの日に接している人数の中で、仕事以外の目的で接しているのは何人ぐらいですか。（直接

会うだけでなく、電話、手紙、メール、インターネットなどを使う場合も含みます。） 
１.               人（数字を記入） 

 
 
問 17．あなたが困った時に、相談できる相手はいますか。それぞれの項目について、あてはまるものを１つお選び

ください。 
          いる	 	 	 	   	 いない 

１．職場･･･････････････････････････････････････････１･･･････････２	  
２．家族･･･････････････････････････････････････････１･･･････････２ 
３．地域･･･････････････････････････････････････････１･･･････････２	  
４．友人･･･････････････････････････････････････････１･･･････････２ 
５．専門家･････････････････････････････････････････１･･･････････２ 
６．ネット･････････････････････････････････････････１･･･････････２ 
７．それ以外･･･････････････････････････････････････１･･･････････２ 
 

 
問 18 前問で、あなたが困った時に、相談できる相手に「それ以外」（職場・家族・地域・友人・専門家・ネット以

外）とお答えの方に伺います。具体的にどのような関係性の方々かお答えください。 
１.                

 
問 19.一般的に、人は信用できると思いますか。あてはまるものを１つお選びください。 
１．信用できない  ２．どちらかといえば信用できない ３．どちらとも言えない 
４．どちらかといえば信用できる    ５．信用できる 
 
問 20．あなたは、自分がどのような性格的特徴をもっていると思いますか。それぞれの項目について、あてはまる

ものを１つお選びください。 
    	 	 	 	 	 とてもそう	 ややそう	 どちらとも	 あまり	 	 	 まったく   
 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 である	 	 	 である	 	 いえない	 	 そうでない	 そうでない 
１．自分の興味や関心の対象が変わらない方だ １ ２ ３	  ４ ５ 
２．自分が楽観的だと思う   １ ２ ３	  ４ ５ 
３．がまん強い方だ   １ ２ ３	  ４ ５ 
４．好奇心の強い方だ   １ ２ ３	  ４ ５ 
５．積極的な方だ    １ ２ ３	  ４ ５ 
６．新しいことに挑戦するのが好きな方だ １ ２ ３	  ４ ５ 
７．失敗・成功を気にする方だ  １ ２ ３	  ４ ５ 
８．社会的習慣やしきたりを受け入れるのに、 

抵抗を感じる方だ   １ ２ ３	  ４ ５ 
９．自分のやることに自信を持っている １ ２ ３	  ４ ５ 
10．いつも気持ちが張りつめている  １ ２ ３	  ４ ５ 
11．新しいグループに気楽に入れる方だ １ ２ ３	  ４ ５ 
12．考え方や行動は理性的だ   １ ２ ３	  ４ ５ 



 
13．社交的だと思う   １ ２ ３	  ４ ５ 
14．自分で決めたことは責任を持とうと思う １ ２ ３	  ４ ５ 
15．自分のことは自分で決めたい  １ ２ ３	  ４ ５ 
16．他の人の言うことに従うことが多い １ ２ ３	  ４ ５ 
 
 
問 21．お金が手にはいる方法が次のような場合、あなたなら、どちらを選びますか。あなたの気持ちに近いものを

1 つお選びください。（１）次の 2 つの場合 
１．20 万円をもらう。 
２．ルーレットで偶数の目がでたら 50 万円をもらえるが、奇数の目が出たら、何ももらえない。 
 
問 22.（２）次の 3 つの場合 
１．すぐに 20 万円をもらう。 
２．3 か月後に 25 万円をもらう。 
３．6 か月後に 30 万円をもらう。 
 
問 23．学習に関するそれぞれの項目について、あなたに もあてはまるものを１つお選びください。 

	 	 とてもそう	 	 ややそう	 どちらとも	 あまり	 	 	 まったく 
	 	 である	 	 	 	 である	 	 いえない	 	 そうでない	 そうでない 

１．自分から学ぶ意欲がある   １ ２ ３ ４ ５ 
２．どんな内容を学びたいかわからない １ ２ ３ ４ ５ 
３．新しいことを学習する基礎的知識や能力がある １ ２ ３ ４ ５ 
４．自分で学習の方法や場所を決定できる １ ２ ３ ４ ５ 
５．学習の情報提供や学習の相談にのってくれる 
	 	 人が必要である   １ ２ ３ ４ ５ 
６．学ぶことは楽しい   １ ２ ３ ４ ５ 
７．自分で情報を集め学習する準備ができる １ ２ ３ ４ ５ 
８．先生がいないと学べない   １ ２ ３ ４ ５ 
９.ひとりで計画的に学ぶことができる 	  １ ２ ３ ４	 	 	  ５ 
10．学習した成果を自分なりに評価できる １ ２ ３ ４ ５ 
 
	  
問 24．あなたにとって、社会に出てからも学習することは重要だと思いますか。あてはまるものを１つお選びくだ

さい。 
１．かなり重要である  ２．ある程度重要である ３．どちらとも言えない 
４．あまり重要ではない  ５．まったく重要ではない 
 
	  
問 25. あなたは「学ぶこと」について、どのように考えていますか。それぞれの項目について、あてはまるものを

１つお選びください。 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 かなりあて	 やや	 	 	 	 どちらとも	 	 あまりあて	 	 まったくあて 

	 	 	 	 	  はまる	 	 	 あてはまる	 いえない	 	 	 はまらない	 	 はまらない 
１.学ぶことを生涯にわたって行なっていきたい 	 １ ２ ３ ４ ５ 
２.人生のどの段階でも学ぶ場があればいいと思う	   １ ２ ３ ４ ５ 
３．誰でも学習しやすい環境を整備してほしい 	 １ ２ ３ ４ ５ 
４．学習するにあたっては自分の自主性や主体性を 

大切にしたい    	 １ ２ ３ ４ ５ 
５．自分が何を学習すべきかは自分で決めて、 

自分で管理したい   	 １ ２ ３ ４ ５ 



 
６．学ぶことで社会的な評価を高めたい 	 １ ２ ３ ４ ５ 
７．人の役に立つための方法を学びたい 	 １ ２ ３ ４ ５ 
８．他人のことをもっと尊敬できるような人に 

なりたい    	 １ ２ ３ ４ ５ 
９．自分のことをもっと誇れるようになりたい 	 １ ２ ３ ４ ５ 
10．自分が何をなすべきなのかを学びたい 	 １ ２ ３ ４ ５ 
11．人と共に生きていくということを学びたい 	 １ ２ ３ ４ ５ 
12．人として生きるということを学びたい 	 １ ２ ３ ４ ５ 
13．学ぶことで自分を表現したい  	 １ ２ ３ ４ ５ 
 

 
問 26．あなたは、新たな知識や技術を身につけるために、具体的に何かを学んでいますか。あてはまるものを１つ

お選びください。 
１．かなり学んでいる	  ２．ある程度学んでいる ３．どちらとも言えない 
４．あまり学んでいない ５．まったく学んでいない 
 
問 27．前問で「かなり学んでいる」「ある程度学んでいる」と答えた方に伺います。あなたが学んでいるのはなぜ

ですか。あてはまるものを１つお選びください。 
１．就職・転職のため 
２．仕事に役立てるため 
３．自分の趣味のため 
４．教養を深めるため 
５．友達や知り合いをつくるため 
６．人の役に立つため 
７．日常の生活のため 
８．その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
 
問 28．あなたは、過去１年間に以下のような学習や研修をしたことがありますか。それぞれの項目について、あて

はまるものをすべてお選びください。 
１. １人で（本や参考書籍だけで） 
２. １人で（ラジオやテレビを用いて） 
３. オンライン学習（ｅラーニングなど）で 
４. 放送大学や社会通信教育で 
５. 同好の学習サークル、友人・知人の学習グループで 
６. 公民館などの県や市町村が行う学級・講座で 
７. 民間のカルチャーセンターの教室や研修プログラムで 
８. 大学・短大・大学院、専修・各種学校での正規の課程で 
９. 大学・短大・専門学校や高校などの公開講座で 
10. 職場の開発した研修で 
11. 職業訓練施設で 
12. その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
13. 特に参加経験はない 

 
 
問 29．あなたが、学習のために使うお金について、伺います。 
（１）学習のために自由に使える金額は 1 か月でどれくらいですか。数字を記入してください。 
 
   万円（数字を記入） 



 
  千円（数字を記入） 

問 30.	 学習のために使う金額は主にどこから支出しますか。あてはまるものを１つお選びください。 
１．自分の小遣いから	 ２．家計から	  ３．自分の貯金から	  
４．会社からの補助	 	 ５．公的機関からの助成金	  
６．その他（	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
問 31．あなたは、現在、新たに学習するための情報をどの程度、必要としていますか。あてはまるものを１つお選

びください。 
	 １．かなり必要としている   ２．やや必要としている  
	 ３．あまり必要としていない  ４．まったく必要としていない 
	 ５．今は必要ないがいずれ必要になると思う ６．わからない 
 
 
問 32．あなたは、現在、新たな学習のための情報を、どのように、または誰から入手したいと思いますか。それぞ

れの項目について、あてはまるものをすべてお選びください。 
	 １．書籍・雑誌や情報誌などから 
	 ２．無料のフリーペーパーなどから   
	 ３．新聞・折込み・チラシなどから   
	 ４．テレビやラジオなどから   
	 ５．地域の広報誌などから   
	 ６．携帯電話のサイトから   
	 ７．パソコンのサイトから   
	 ８．公共職業安定所（ハローワーク）から   
	 ９．民間の職業紹介機関から   
	 10．親・兄弟姉妹・親戚から   
	 11．学校時代の友人・知人から   
	 12．勤務先の友人・知人・上司から   
	 13．その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ）   
	 14．今は必要ない   
 
 
問 33．あなたが職業に関する学習を新たに始めるとき、希望する学習条件について、あてはまるものを１つお選び

ください。（１）１回あたりの時間（〇はひとつだけ）	  
	 １．１時間未満	 	 ２．１時間以上～２時間未満 ３．２時間以上～３時間未満 
	 ４．３時間以上	 	 ５．時間は特に気にしない 
問 34.	 （２）曜	 日（〇はひとつだけ） 
	 １．平日	 	 	 	 ２．休日	 	 	 	 	 	 ３．曜日は特に気にしない 
 
問 35.（３）時間帯（〇はひとつだけ） 
	 １．早朝	 	 	 	 ２．午前中	 	 	 ３．午後	 	 	 	 ４．夕方以降 
	 ５．細切れの時間を利用する学習 
６．時間を特定しないもの（インターネットや通信教育など） 

	 ７．時間帯は特に気にしない 
 
問 36.（４）期	 間（〇はひとつだけ） 
１．１回のみ	 	 ２.	 連続して数日	 	 	 	 ３．１週間に数回 

	 ４．１週間に１回で４週間程度	 	 	 ５．１週間に１回で２～３ヶ月 
	 ６．１ヶ月に１回で２～３ヶ月	 	 	 ７．１ヶ月に１回で半年程度 



 
	 ８．その他（	 	 	 	 	 	 	 ）	 	 	 ９．期間は特に気にしない 
問 37.（５）人	 数（〇はひとつだけ） 
１．１人で	 	 	 	 	 	 	  	 ２．2～3 人のグループで	 	 ３．4～5 人のグループで 

	 ４．５～10 人のグループで	 ５．10～20 人のグループで	 ６．21 人以上の大人数で 
	  
問 38.（６）手	 段（あてはまるものすべてに〇） 

１. １人で（本や参考書籍だけで） 
２. １人で（ラジオやテレビを用いて） 
３. オンライン学習（ｅラーニングなど）で 
４. 放送大学や社会通信教育で 
５. 同好の学習サークル、友人・知人の学習グループで 
６. 公民館などの県や市町村が行う学級・講座で 
７. 民間のカルチャーセンターの教室や研修プログラムで 
８. 大学・短大・大学院、専修・各種学校での正規の課程で 
９. 大学・短大・専門学校や高校などの公開講座で 
10. 職場の開発した研修で 
11. 職業訓練施設で 
12. その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
 
問 39．あなたが新たな学習をするため何らかの支援やサービスを受けるにあたって、難しいと感じるのはどういう点で

すか。それぞれの項目について、あてはまるものを１つお選びください。 
	 	 	 	 	 	    	 	 	 	 とても	 	 やや	 	 	 どちらとも	 あまり	 	 	 まったく 

	 	 	 	 そう思う	 そう思う	 いえない	 そう思わない	 思わない 
１．魅力的な支援やサービスがない	 	 	 	 	 	  １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
２．時間の都合がつかない	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
３．職場や家庭の理解がない	 	 	 	 	 	 	 	 	  １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
４．支援やサービスを受けても役に立たない	 	  １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
５．費用がかかる	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
６．どんな支援やサービスを受ければよいのか 
	 	 わからない	     １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
７．一緒に学習する仲間がいない  １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
８．学習のための情報が得にくい  １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
９．身近に学習する場所がない  １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
10．子どもや老人の世話をしてくれる人がいない １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
11．受けたい講座がない   １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
12．学習のきっかけがつかみにくい  １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
13．その他の問題（具体的に	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
14．特に問題はない   １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
15．特に、学習しようとは思わない  １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
 
問 40．あなたは、現在の日本の社会について、どのようなお考えをお持ちですか。それぞれの項目について、あて

はまるものを１つお選びください。 
	 	 	 	      	 かなりあて	 ややあて	 どちらとも	 あまりあて	 まったくあて 

	 はまる	 	 	 はまる	 	 いえない	 	 はまらない	 はまらない 
１．人々の収入や財産の格差が拡大している	  １	 	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
２.パソコンを使える人とそうでない人の 
	 	 格差が拡大している   １	 	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
３．学歴がある人とない人との格差が拡大している １	 	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
４．社会のいろいろな面で人々の競争が 
	 	 激しくなっている   １	 	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 



 
５．互いに助け合いながら生活するような社会である １	 	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
６．自由であることが何よりも重視されている １	 	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
７．貧しい人々や困っている人々に優しい社会である １	 	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
８．日本人も海外で多く働く時代である １	 	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
９．外国語を使わなければならない社会である １	 	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
10．外国人や異なる文化の人々が多く働く社会である １	 	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
11．いろいろな価値観が許される社会である １	 	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
12．一生懸命努力する人が報われる社会である １	 	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
13．地域社会のつながりが大事にされている １	 	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
14．日本の産業や技術が衰退している  １	 	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
15．以前より良い社会になりつつある  １	 	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
16．家族の絆が弱まってきている  １	 	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
 
 
問 41．あなたは、仕事に関する次のような意見についてどのように思いますか。それぞれの項目について、あては

まるものを１つお選びください。 
	 	 	 	     	 	 	 	 とても	 	 やや	 	 	 どちらとも	 あまり	 	 	 まったく 

	 	 	 	 そう思う	 そう思う	 いえない	 そう思わない	 思わない 
１．仕事は人生における生きがいである １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
２．たとえ、望む仕事につけなかったとしても 

がまんして働くべきである  １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
３.経済的に困らなければ、わざわざ望まない 

仕事に就く必要はない   １	 	 	 

２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
４．就職は有力なコネで決まる  １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
５．キャリアアップのための転職は当然である １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
６．仕事のやりがいよりも職場が安定している方 
	 	 が大事である    １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
７．会社のブランドよりも仕事の内容が重要である １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
８．業績をあげるためにはチームワークよりも	  

個人プレーが必要である   １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
９．自分が就きたい職業を早く知ることが大事である １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
10．仕事に役立つのは基礎的な学力である １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
11．いろいろな人との関係やつながりが大切である １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
12．家庭のことよりも、自分の生き方を優先する １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
13．仕事は自分の能力を活かすよい機会である １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
14．地域や社会のために役立つことをしたい １	 	 	 ２	 	 	 ３	 	 	 ４	 	 	 	 ５ 
 
 
問 42.	  次の項目は心理状態を聞く標準的な質問項目です。それぞれの項目について、あなたにもっともよくあて

はまるものを１つお選びください。すべての質問に答えてください。 
ほとんど	 	 ときどき	 	 かなりの	 ほとんど 

ない	 	 	 	 	 	 	 	 あいだ	 	 いつも 
１．気が沈んで憂うつだ･････････････････････････････ １ ２ ３ ４ 
２．朝がたは、いちばん気分がよい･････････････････････ １ ２ ３ ４ 
３．泣いたり、泣きたくなる･･････････････････････････ １ ２ ３ ４ 
４．夜よく眠れない･･････････････････････････････････ １ ２ ３ ４ 
５．食欲はふつうだ･･････････････････････････････････ １ ２ ３ ４ 
６．異性に対する関心がある･････････････････････････ １ ２ ３ ４ 



 
７．やせてきたことに気づく･･････････････････････････ １ ２ ３ ４ 
８．便秘している････････････････････････････････････ １ ２ ３ ４ 
９．ふだんよりも動悸がする･･････････････････････････ １ ２ ３ ４ 
10．何となく疲れる･･････････････････････････････････ １ ２ ３ ４ 
11．気持ちはいつもさっぱりしている･･････････････････ １ ２ ３ ４ 
12．いつもとかわりなく仕事をやれる･･････････････････ １ ２ ３ ４ 
13．落ち着かず、じっとしていられない････････････････ １ ２ ３ ４ 
14．将来に希望がある････････････････････････････････ １ ２ ３ ４ 
15．いつもよりいらいらする･･････････････････････････ １ ２ ３ ４ 
16．たやすく決断できる･･････････････････････････････ １ ２ ３ ４ 
17．役に立つ、働ける人間だと思う･･･････････････････ １ ２ ３ ４ 
18．生活はかなり充実している････････････････････････ １ ２ ３ ４ 
19．自分が死んだほうがほかの者は楽に暮らせると思う･･ １ ２ ３ ４ 
20．日頃していることに満足している･････････････････ １ ２ ３ ４ 
 
  



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大人向けの読解力テスト 
 
	 	 －言語力の調査研究にて正規分布を確認済みのもの－ 
 
	 	 全	 ４問	 あります。 
Ⅰ，緑のカーテン（文章読解） 
Ⅱ，Ｅメール（文章読解） 
Ⅲ，ゴミの分別（図の読み取り） 
Ⅳ，食料自給率（図の読み取り） 
  



 
Ｉ．次の文章を読んで、後の問いに答えてください  

1 
 

涼しさをつくる緑の原理 

2 
 

	 樹木がつくる涼しさを活かせば、クーラーいらずの天然の空調装置ができあがります。 

3 
 

樹木が微気候をつくる 

4 
 

	 樹木で覆われた公園は涼しい。どうやら秘密は樹木にあるようです。木があると、その 

5 
 

下に木陰ができ、太陽の熱を遮ってくれて、輻射熱を感じないため涼しく感じます。 

6 
 

	 でも、樹木の効果は日を遮ることだけではありません。環境工学を研究する石田秀樹先 

7 
 

生（北海道東海大学教授）は、樹木が一本あるだけで、その周りに冷気流が生まれるメカ 

8 
 

ニズムをつきとめました。公園に入ったときに、その風を感じるのは、この樹木のメカニ 

9 
 

ズムによるものなのです。 

10 
 

樹木は天然の空調装置 

11 
 

	 樹木は根から水を吸い上げ、葉から蒸散させています。水は液体から気体に変化すると 

12 
 

きに、周りから熱を奪います。これを気化熱といいます。水一グラムが蒸発するときに奪 

13 
 

われる熱は六〇〇カロリーです。葉から水分が蒸散することでそれだけ熱が奪われている 

14 
 

のです。 

15 
 

	 蒸散によって、南側の日をうけた葉の付近には、水分を含んだ空気が生じます。水分を 

16 
 

含んだ空気と含んでいない空気ではどちらが軽いでしょうか？なんとなく水分を含んだ空 

17 
 

気は重く、湿気は下にたまると思いがちですが、水分を含んだ空気のほうが軽いのです。 

18 
 

	 雲が空にあるのがその証拠です。葉から蒸散された水蒸気は、軽くなって上昇し、やが 

19 
 

て雲になるのです。こうして、木の南側では上昇気流がつくられます。上昇気流が生じる 

20 
 

と、それを補うように下降気流が誘発されます。下降気流は日が当たらずに気温が低くな 

21 
 

っている北側に生じます。地上付近まで降りてきた気流は、ひなた側に引き寄せられます。 

22 
 

これが木の下にいる人にとって涼しいそよ風として感じられるのです。 

23 
 

	 樹木の周りで生じる風の流れは、地上付近の暖まった空気と上空の冷えた空気を循環さ 

24 
 

せる役割を果たしています。家の北側に樹木を植えて、冷気を家の中に取り入れることが 

25 
 

できれば、樹木は天然の空調装置になるわけです。 

26 
 

	 	 （甲斐徹郎･チームネット『まちに森をつくって住む』OM 出版,138～139 頁） 

   
  

 



 
 

★下記のボタンをクリックして樹木問題の文章をご覧になりながらご回答ください 

★I．樹木問題の文章★  
 

問 44． 樹木で覆われた公園にそよ風が生まれるのはなぜですか。次のうちから、ひとつだけ正しい番号を選んでくだ

さい 

1． 木陰があって、太陽の熱をさえぎるから 

2． 樹木のまわりに冷気流が生まれるから 

3． 葉の水分が蒸発して熱が奪われるから 

4． 水分を含んだ空気が樹木のまわりに多くあるから 
 

 

問 45 クーラーや扇風機を使わずに、家のまわりに風をおこし、冷気を家にとりいれるにはどうすればいいでしょう

か 

1． 家をすだれで覆う 

2． 家の南側に樹木を植える 

3． ヘチマなどの蔓性植物で緑のカーテンを作る 

4． 家の北側に樹木を植える 
 

 

問 46． 木の南側に上昇気流が生じるのはなぜですか。その理由を、文章内の語句を用いて簡単に書いてください 

 

  

 
  



 
 

Ⅱ．次の E メールの文面を読み、設問に答えてください  
 

送信者 ： 青木Ｋ子 
受信者 ： 田中Ａ二 
日付 ： 9 月 3 日 
件名 ： 「ゲルマニウム靴下・ゲルマウォーム」見積書ご送付のお願い 
 
株式会社ヨシマル	 営業部	 田中Ａ二様 
 
豊島株式会社	 仕入部	 青木Ｋ子と申します。 
貴社ますますご発展のこととお喜び申し上げます。 
弊社では、貴社製品「ゲルマニウム靴下・ゲルマウォーム」の購入を検討しております。 
つきましては、下記条件による見積書をお送りいただけますでしょうか。 
ご多忙中、お手数をおかけいたしますが、 
取り急ぎお願い申し上げます。  
－－－－－ 記 －－－－－-  

品名 ： ゲルマウォーム 
数量 ： 100 足 
価格 ： 値引きの有無 
着荷期日 ： 10 月 15 日 
支払い方法 ：着荷後翌月 10 日払い 
受け渡し場所 ：当社 
運送方法 ： 貴社ご一任 
運賃その他 ： 貴社ご負担 
 
以上、よろしくお願い申し上げます。 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇  
豊島株式会社	 仕入部 
青木Ｋ子（Aoki, Ｋko） 
〒151-◯◯◯◯	 渋谷区△△1-2-3 
Tel:03-◯◯◯◯-◯◯◯◯ 
Fax:03-◯◯◯◯-◯◯◯◯ 
Email：◯◯◯◯@◯◯◯◯.com  
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

  

 
  



 
 

★下記のボタンをクリックして E メール問題の文章をご覧になりながらご回答ください 

★II．E メール問題の文章★  
 

問 48． この E メールの目的は何ですか 

1． 「ゲルマニウム靴下・ゲルマウォーム」の宣伝 

2． 「ゲルマニウム靴下・ゲルマウォーム」の値引きの要求 

3． 「ゲルマニウム靴下・ゲルマウォーム」の見積書の請求 

4． 「ゲルマニウム靴下・ゲルマウォーム」の運送方法の相談 
 

 

問 49． 製品の受け渡し場所はどこですか 

1． 豊島株式会社 

2． 株式会社ヨシマル 

3． まだ決まっていない 

4． このメールからは判断できない 
 

 

問 50． メールから読み取れる内容として正しいものはどれですか 

1． 株式会社ヨシマルは「ゲルマニウム靴下・ゲルマウォーム」を 100 足納品した。 

2． 製品の支払い期日は 10 月 15 日である。 

3． 「ゲルマニウム靴下・ゲルマウォーム」は株式会社ヨシマルの製品である。 

4． 製品の運送にかかる費用は豊島株式会社が負担する。 
 

 

問 51． このメールでは、回答をすぐに返してもらえないという問題があります。あなたが、もし修正を加えて返答

をしてもらうにはどのようにしますか。問題文の内容を引用して、修正案をお書き下さい 

 

  

 
 

 
  



 
Ⅲ．次の図を見て、設問に答えてください 

 

  
 

 ★下記のボタンをクリックしてごみの出し方問題の画像をご覧になりながらご回答ください 



 

★III．ごみの出し方問題の画像★  
 

問 53． 資料から読み取れるゴミの出し方として間違っているものはどれですか 

1． 使わなくなったフライパンは不燃ゴミに出す。 

2． 生ゴミとゴム製品は同じゴミ袋に入れてよい。 

3． 使いかけのスプレー缶は中身が残っている状態のまま捨てない。 

4． スーパーのレジ袋は不燃ゴミとして扱う。 
 

 

問 54． 今日が 3 月 5 日（木）だとすると、次に「可燃ゴミ」の回収があるのは何月何日の何曜日ですか 

1． 3 月 13 日（金） 

2． 3 月 12 日（木） 

3． 3 月 11 日（水） 

4． 3 月 9 日（月） 
 

 

問 55． ゴミを出す際にする工夫として、間違っているものはどれですか 

1． 生ゴミは水気を切ってから出す。 

2． 竹串やガラスなどの鋭利な物は「危険物」として一緒にまとめる。 

3． 食用油は布にしみこませるか凝固剤で固める。 

4． 剪定（せんてい）した枝などは短く切っておく。 
 

 

問 56． あなたがゴミを出した後、そのゴミを専門の人たちが回収します。回収する人の立場に立ったとき、危険だ

と思われるゴミを安全に回収してもらうために、あなたがゴミを出す時、どのような工夫ができるでしょう

か。図の中の例と語句を用いて、そのような工夫を書いてください 

 

  

 
 

日本の食糧自給率に関するレポートを読み、設問に答えてください  
 



 

 
 
	 食糧自給率とは、毎日消費する食料の中で、自国で生産されて

いる食料の割合を示すものです。例えば、食糧自給率が１００％

であるという状態は、自分の国で食べる食料を、すべて自分の国

で作っているということです。 
	 図１を見ると、私たちの国の食糧自給率は世界の国々と比べて

とても低いことがわかります。図２を見ると年々下がっているこ

とがわかります。 
	 世界的に見て、日本は非常に多くの食料を輸入に頼っていると

いえます。 

 
（出典：Welcom Agri World (社)農林水産事業団 
http://www.agriworld.or.jp/agrin/agrin1	 より） 

 

 
（出典：農林水産省 http://www.maff.go.jp/j/zyukyu	 より） 

 

 

食	 	 	 料 自	 給	 率 

鶏卵 ９５％ 

食肉(牛、豚、鶏等) ４０～７０％ 

小麦 ９％ 

大豆 ５％ 

とうもろこし １％未満 
 

 

 
	 特に自給率が低いのは、大豆、小麦、とうもろこ

しです。 
いずれも私たち日本人の生活には欠かせない重要

な食品です。我が国はこれらのほとんどを、外国か

らの輸入でまかなっています。  

 

 



 

朝食 
ごはん 
ふかし芋 
ぬか漬け 

１杯(精米７５g) 
２個(ジャガイモ３００g) 
１皿(野菜９０g) 

昼食 
焼きいも 
ふかし芋 
リンゴ 

２本(サツマイモ３００g) 
１個(ジャガイモ１５０g) 
１／４個(５０g) 

夕食 
ごはん 
焼き芋 
焼き魚 

１杯(精米７５g) 
１本(サツマイモ１００g) 
１切れ(魚の切り身８４g) 

 

 

 
	 もしも外国からの食料の輸入が止まってしまっ

たら、例えば毎日の食事は表２のようなものになる

と言われています。 
	 実際に輸入が止まってしまった場合、この表のほ

かに次のような状況が生まれると予想されていま

す  

 

1）味噌汁が２日に１杯しか飲めません。 
2）納豆が３日に１パックしか食べられません。（みそ、納豆の原料が大豆だからです。） 
3）食肉（牛、豚、鶏等）が９日に１食しか食べられません。 
4）鶏卵が７日に１個しか食べられません。 
5）牛乳が６日に１杯しか飲めません。 

（牛、豚、鶏等の飼料に多くのとうもろこしが含まれるからです。） 
 

（出典：北海道新聞	 2008 年 2 月 21 日(木) http://www.hokkaido-np.co.jp/ より）  

なぜ、我が国の食糧自給率はこれほど低いのでしょう。これには様々な原因が考えられますが、主流になってい

るのは以下の３つの考え方です。  

1）戦後、食生活が欧米化し、パンを主食とする人が増えたため。 
2）食の欧米化に伴って、多量の小麦が輸入されるようになり、日本の穀物の市場が変化したため。 
3）『裏作』（我が国の冬場の農作物生産の習慣。主に大豆、小麦を生産していました）が崩壊したため 

 



 

 
 

	 一方、日本人は食料を輸入しているにもかか

わらず、毎日たくさんの食べ物を食べ残してい

ます。日本人が１年間に残す食べ物の量は２０

００トンであると言われています。２０００ト

ンを物に例えると、お米１０キロ２０００００

袋分ぐらいの重さです。 
	 ところが世界には、飢餓に苦しんでいる国々

がたくさんあります。例えばコンゴ共和国で

は、3 秒に 1 人の子どもが飢えて亡くなってい

ると言われています。 
	 我が国は左の図で示される「栄養不足人口の

割合」が高い国からも、多くの食料を輸入して

います。 
	 これだけの事実を踏まえて、私たちにできる

ことは何かを考える必要があると思うのです。 

  （飢餓マップ出典：NHK データマップ 2008 年【http://www.nhk.or.jp/datamap/datamap.html】）  

   

  

★下記のボタンをクリックして食糧自給率に関するレポート問題の画像をご覧になりながらご回答ください 

★4．食糧自給率に関するレポート問題の画像★  
 

問 58． 本文、図、表から考えて、次のことは正しいことですか。「正しい」「正しくない」をそれぞれ選んでください 

 
 

 
1 正しい  2 正しくない  

1) 
日本の食糧自給率は世界で も低い。  → 

  

2) 
日本は非常に多くの食料を、輸入に頼っている。  → 

  

3) 
もしも食料の輸入が止まったら、日本人の食生活は大きく変化する。  → 

  

4) 
日本人の食べ残す食料をコンゴ共和国に送れば、飢餓の状況を解決できる。  → 

  

 

問 59． 日本の食糧自給率が低くなった原因が、何であると筆者は述べていますか。一番よいと思うものを選んでくだ

さい 

1． 日本人の人口が、戦後、大きく増加したから。 

2． 日本人は他の国と違って毎日たくさんの食料を食べ残すから。 

3． 食生活が変化したことで、アメリカが日本の市場に参入したから。 



 

4． 小麦や大豆、とうもろこしの自給率が極端に低いから。 
 

 

問 60． 食糧自給率を上げるために、あなたはどんなことをしたらよいと思いますか。文章と図表に書いてあることに

基づいて、あなたの考えを書きなさい。具体的で実現可能な手段を書いてください 

 

  

問 61	 あなたはご結婚されていますか。 
１.	 未婚 
２.	 既婚 
３.	 離婚・死別 

 
問 62	 あなたが同居している方の人数をお答えください。（ご本人様含む） 
	 	 1.１人	 	 	 ２.２人	 	 ３.３人	 	 	 ４.４人	 	 	 ５.５人以上 
 
問 63	 現在、同居されている家族構成を下記からお聞かせください。 
	 １.単身者	 	 ２.夫婦のみ（将来、出産を考えている）	 ３.夫婦のみ（出産予定なし or 既に子供が独立） 
	 ４.夫婦＋子ども（一番上のお子様が未就学児）５.夫婦＋子ども（一番上のお子様が小学生） 
	 ６.夫婦＋子ども（一番上のお子様が中学生以上）	 ７.親世帯と同居（子どもあり）８.親世帯と同居（子どもなし） 
	 ９.その他 
 
問 64	 お子様の人数をお答えください。 
	 １.子どもはいない	 	 ２.１人	 	 ３.２人	 	 ４.３人	 	 ５.４人以上 
 
問 65	 あなたの 終学歴をお答えください。 
１.中学卒	 	 ２.高校卒	 	 ３.専門学校卒	 	 ４.短大卒	 	 ５.高等専門学校（高専）卒	 	 ６.大学卒	 	  
７.大学院卒	 ８.その他の学校	 	 ９.わからない／いない 
 
問 66	 あなたの勤務先の主たる業種をお答えください。 
１.農林水産・鉱業	 	 ２.建設業	 	 ３.製造業	 	 ４.印刷・出版業関連	 	 ５.電気・ガス・水道業	 ６.通信業 
７.放送業	 	 ８.情報サービス業	 	 ９.運輸業	 	 10.商社・卸売業	 	 11.小売業	 	 12.金融・証券・保険業 
13.不動産業	 14.飲食店・宿泊業	  15.医療・福祉関連業	 	 16.広告業・広告代理業	 17.宗教・政治・文化団体 
18.サービス業	 	 19.教育・学習支援業	 	 20.その他 
 
問 67	 あなたの勤務先の職種をお答えください。 
１.販売・営業	 	 2.企画・マーケティング	 	 ３.調達・運輸・物流	 	 ４.エンジニア	 	 ５.情報システム 
６.サービス・カスタマーサポート	 ７.研究・開発	 ８.設計・製造	 ９.広報・宣伝	 10.総務・人事・経理 
11.経営	 12.一般事務	 13.専門職（医師）14.専門職（医療関連・看護師・介護福祉関連）15.専門職（弁護士） 
16.専門職（会計士・税理士）17.専門職（教育関連）18.その他 
 
 
問 68	 あなたの勤め先の従業員数をお答えください。 
１.個人事業	 	 ２.５人以下	 	 ３.６人～２０人	 	 ４.２１人～５０人	 	 ５.５１人～１００人	  
６.１０１人～３００人	 ７.３０１人以上 
 
問 69	 あなたの世帯年収をお答えください。 



 
１.働いていない	 	 ２.～９９万円	 	 ３.１００万円～	 	 ４.２００万円～	 	 ５.３００万円～	 ６.４００万円～ 
７.５００万円～	 	 ８.６００万円～	 ９.７００万円～	 	 10.８００万円～	 	 11.９００万円～	  
12.１０００万円～	 13.１５００万円～ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

２．メディア利用の実態と学習ニーズに関する調査 
 
Q 1	 あなたの性別をお選びください。 

1.男性	 	 2.女性 
	  
Q 2	 あなたの年代をお選びください。 

1.10 代	 	 2.20 代	 3.30 代	 4.40 代	 5.50 代	 6.60 代	 7.70 代 
 
Q 3	 あなたがお住まいの都道府県をお選びください。 
 
Q 4	 あなたがお住まいの市町村の人口規模についてお選びください。 

1.人口 50 万人以上、及び東京 23 区 
2.人口 20 万～50 万人未満 
3.人口 10 万～20 万人未満 
4.人口 5 万～10 万人未満 
5.人口 2 万～5 万人未満 
6.人口 1 万～2 万人未満 
7.人口 1 万人未満 

 
Q 5	 ■日常の生活で利用しているメディアについてお尋ねします。 
あなたは、次のメディアを持っていますか。それぞれについて、あてはまるものをお選び下さい。 
※一体型のものについては、それぞれのメディアについてあてはまるものをお選び下さい。 
 

1.自分専用のものがある 2.家族で一緒に使うものがある 3.持っていない 
1. ラジオ 
2. テレビ 
3. 3D テレビ 
4. 録画再生機(ビデオデッキ、DVD・HDD・BD レコーダーなど) 
5. 固定電話 
6. ファックス 
7. 携帯型音楽デジタルプレーヤー（iPod など） 
8. 携帯型ゲーム機（PSP、ニンテンドーDS など） 
9. デジタルカメラ・ビデオカメラ 
10. テレビゲーム（PS3、Wii、Xbox360 など） 
11. 本 
12. 電子書籍リーダー（キンドル、i-pad、GALAPAGOS など） 
13. 電子辞書 
14. 雑誌 
15. 新聞 
16. マンガ・コミック 

Q6	 あなたは、次のメディアをどの程度利用して（または読んで）いますかあてはまるものを 1 つお選び下さい。 
 

1.ほぼ毎日 2.週に 1 回以上 3.週に 1 回未満 4.全く使わない 
 

1. ラジオ 
2. テレビ 



 
3. 3D テレビ 
4. 録画再生機(ビデオデッキ、DVD・HDD・BD レコーダーなど) 
5. 固定電話 
6. ファックス 
7. 携帯型音楽デジタルプレーヤー（iPod など） 
8. 携帯型ゲーム機（PSP、ニンテンドーDS など） 
9. デジタルカメラ・ビデオカメラ 
10. テレビゲーム（PS3、Wii、Xbox360 など） 
11. 本 
12. 電子書籍リーダー（キンドル、i-pad、GALAPAGOS など） 
13. 電子辞書 
14. 雑誌 
15. 新聞 
16. マンガ・コミック 

 
Q7	 次のメディアを使ったり操作したりすることをあなたはどの程度難しいと感じますか。それぞれについてあて

はまるものを１つお選び下さい。 
 

1.とても難しい 2.難しい 3.簡単だ 4.とても簡単だ 5.使ったことがな

いので分からな

い 
1. ラジオ 
2. テレビ 
3. 3D テレビ 
4. 録画再生機(ビデオデッキ、DVD・HDD・BD レコーダーなど) 
5. 固定電話 
6. ファックス 
7. 携帯型音楽デジタルプレーヤー（iPod など） 
8. 携帯型ゲーム機（PSP、ニンテンドーDS など） 
9. デジタルカメラ・ビデオカメラ 
10. テレビゲーム（PS3、Wii、Xbox360 など） 
11. 電子書籍リーダー（キンドル、i-pad、GALAPAGOS など） 
12. 電子辞書 

 
Q8	 あなたの家には本が何冊くらいありますか。あてはまるものを１つお選び下さい。 
※家族の本も含みます。マンガ、雑誌、週刊誌は除きます） 
 

1. まったくない	  
2. 10 冊ぐらいまで	  
3. 50 冊ぐらいまで	  
4. 100 冊ぐらいまで 
5. 200 冊くらいまで 
6. それ以上 
 

Q9	 あなたは月に何冊くらい、本（マンガ、雑誌、週刊誌を除く）を読みますか。あてはまるものを１つお選び下

さい。 
※	 ここでの本とは、紙媒体のものを指します。 



 
 

1. ほとんど読まない	  
2. １冊程度 
3. ２冊程度 
4. ３冊程度 
5. ４冊以上 

 
Q10	 次にあげる目的で、あなたが利用するメディアはどれですか。下記の 1～13 のメディアのリストの中から、

も良く使うものを順に 2 つずつお選び下さい 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 １位	 	 	 	 ２位 

1. 世の中の出来事を知るため	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （	 	 	 ）	 （	 	 	 ） 
2. 趣味に関する情報を得るため	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （	 	 	 ）	 （	 	 	 ） 
3. 教養を身につけるため	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （	 	 	 ）	 （	 	 	 ） 
4. 予約やチケット取得のため	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （	 	 	 ）	 （	 	 	 ） 
5. リラックスや息抜きのため	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （	 	 	 ）	 （	 	 	 ） 
6. 人とのつき合いを広げたり、深めたりするため	 	 	 （	 	 	 ）	 （	 	 	 ） 
7. 健康維持のため	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （	 	 	 ）	 （	 	 	 ） 
8. 仕事に必要な知識や技術向上のため	 	 	 	 	 	 	 	 （	 	 	 ）	 （	 	 	 ） 

 
メディアリスト 

1. 本	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
2. 雑誌（情報誌含む） 
3. 新聞 
4. DVD やビデオソフト 
5. CD・MD・カセット 
6. ラジオ 
7. テレビ 
8. インターネット 
9. パソコン 
10. 携帯電話 
11. 通信教育の教材 
12. 固定電話 
13. ゲーム機（Wii、ニンテンドーDS など） 

 
 
Q11 日頃、政治に関して知る上で、あなたは次のことをどの程度しますか。あてはまるものを 1 つお選び下さい。  

1.ほぼ毎日 2.週に 1 回以上 3.週に 1 回未満 4.まったくしない 
 

1. 新聞で政治の記事を読む 
2. テレビで政治ニュースを見る 
3. 雑誌で政治の記事を読む 
4. インターネットで政治ニュースを見る 
5. 政治について家族と話す 
6. 政治について友人や同僚と話す 

 
 
 



 
 
Q 12	 ■インターネットの利用についてお尋ねします。 
 （パソコンや携帯電話を用いた）インターネット上で、あなたは以下のことを、自宅でどの程度行っていますか。

それぞれについて、あてはまるものを 1 つお選び下さい。 
 

1.ほぼ毎日 2.週に 1 回以上 3.週に 1 回未満 4.これから行って

みたい 
5.興味がない 

 
 

1. ホームページ（ブログや掲示板を含む）の閲覧 
2. ホームページの公開 
3. Yahoo, google などを用いた情報検索 
4. 電子メールの送受信 
5. Skype などのインターネット電話サービス 
6. 音楽のダウンロードや聴取 
7. 動画のダウンロードや視聴 
8. 音楽や動画などの受発信 
9. 写真やビデオの編集・加工 
10. ソフトウェアのダウンロード 
11. mixi や facebook などの SNS の利用  
12. ブログや電子掲示板による情報公開・発信 
13. ポッドキャスト（インターネット上で音声や動画のデータを公開すること） 
14. ショッピング 
15. オークション 
16. ネットバンキング（貯金、振り込み等）・投資 
17. オンラインゲーム 
18. e ラーニング（オンライン学習） 

 
Q13	 （パソコンや携帯電話を用いた）インターネット上で、あなたは以下のことを、職場や学校で、どの程度行な

っていますか。それぞれについて、あてはまるものを１つお選び下さい。 
 

1.ほぼ毎日 2.週に 1 回以上行 3.週に 1 回未満 4.これから行って

みたい 
5.興味がない 

1. ホームページ（ブログや掲示板を含む）の閲覧 
2. ホームページの公開 
3. Yahoo, google などを用いた情報検索 
4. 電子メールの送受信 
5. Skype などのインターネット電話サービス 
6. 音楽のダウンロードや聴取 
7. 動画のダウンロードや視聴 

8. 音楽や動画などの受発信 
9.  写真やビデオの編集・加工 
10.  ソフトウェアのダウンロード 
11.  mixi や facebook などの SNS の利用  
12.  ブログや電子掲示板による情報公開・発信 
13.  ショッピング 
14.  オークション 



 
15.  ネットバンキング（貯金、振り込み等）・投資 
16.  オンラインゲーム 
17.  ポッドキャスト 
18.  e ラーニング（オンライン学習） 

 
Q14 インターネットについて、あなたは以下のことをどの程度上手くできますか。それぞれについて、あたはまる

のをものを 1 つお選び下さい。 
 

1.人に教えることができる 2.一人でできる 3.手伝ってもらえばできる 4.できない 
 

1. インターネットへの接続設定 
2. インターネットでの情報検索 
3. 電子メールの作成・送受信 
4. インターネットからのファイル（音楽や画像、動画等）のコピーやダウンロード 
5. インターネット上へのファイル（音楽や画像、動画等）のアップロード 
6. インターネット上へのファイルや画像のアップロード 
7. ブログや SNS、twitter などでの情報発信 

 
 
Q15	 インターネット上で、あなたはこれまでに以下の経験をしたことがありますか。それぞれについて、あてはま

るものを１つお選び下さい。 
 

1.しょっちゅうある 2.何度かある 3.ほとんどない 4.全くない 
 

1. 誤ってファイルを消去した 
2. データを紛失した 
3. 電子メールを間違った宛先に出した 
4. 迷惑メールを受信した 
5. コンピュータウィルスに感染した 
6. 個人情報や企業情報が知らないうちに流出した 
7. 自分が作成したコンテンツが、無断でコピー・使用された 
8. ネット上で、他人に対する誹謗や中傷表現を見て不快な気持になった 
9. ネット上で、外国人や特定の職業等に対する差別的な表現を見て不快な気持になった 
10. ネット上の書き込み等で、誹謗中傷やいじめを受けた 
11. ネット上で知り合った人から、脅迫や不快な攻撃を受けた 
12. 身に覚えのない請求をされたり、ネットショッピングのトラブルに巻き込まれた 
13. ゲームやネットのやり過ぎで、体調不良や睡眠不足になった 

 
Q16	 インターネットに関して、あなたは以下のことに該当しますか。あてはまるものをすべてお選び下さい。 
複数選択可 
 

1. パスワードを定期的に変更している 
2. 定期的にバックアップを取っている 
3. フィルタリングソフトを使っている 
4. ウィルス定義ファイルを常に 新版に更新している 
5. ウィルスに感染した場合の駆除や修復を行う方法を知っている 
6. 信頼できないサイトの閲覧やソフトのダウンロードはしない 



 
7. 知らない人からのメールは開かない 
8. ファイアウォールを設定している 
9. 個人情報をネット上に掲載しない 
10. 職場や学校のパソコンを利用するときは、セキュリティその他のルールを厳格に守る 
11. ゲームや音楽等のダウンロードやコピーをするときは、著作権侵害に当たらないか注意している 
12. 迷惑メールの受信拒否をする方法を知っている 
13. 不当な書き込みや個人情報等について、サイトの管理者に削除依頼をする方法を知っている 
14. ネット利用をめぐるトラブル（誹謗中傷、不当請求、情報漏えい、ウィルス感染など）について、身近に相

談できる家族や友人・同僚がいる 
15. ネット利用をめぐるトラブルについて、警察や専門機関の相談窓口を知っている 

 
 
Q 17	 ■パソコンの利用についてお尋ねします。 
あなたは、次のパソコンを持っていますか？あてはまるものをすべてお選び下さい。複数選択可 
 

1.	 デスクトップ型パソコン 
2.	 ノート型パソコン（専ら携帯して使用するノート型パソコンを除く） 
3.	 携帯型パソコン（専ら携帯して使用するノート型パソコン、i-pad 等のタブレット型パソコンを含む） 

 
Q18	 あなたはこれまでにどれくらいの間パソコンを使っていますか。あてはまるものを１つお選び下さい。 

1. 1 年未満 
2. 1 年以上〜5 年未満 
3. 5 年以上〜10 年未満 
4. 10 年以上〜15 年未満 
5. 15 年以上～20 年未満 
6. 20 年以上 

 
Q19 自宅のパソコンで、あなたは以下のことをどの程度行なっていますか。それぞれについて、あてはまるものを

１つお選び下さい。 
 

1.ほぼ毎日 2.週に 1 回以上 3.週 1 回未満 4.全く行わない 
 

1. ワードなどを用いた文書作成 
2. エクセルなどを用いた表計算 
3. 写真や動画の閲覧・編集 
4. プレゼンソフトなどを用いた図表作成 
5. 電子メールの送受信 
6. 	 インターネットの利用 
7. 	 ｗｅｂページの作成 
8. 	 予定表の管理 
9. 	 家計簿・住所録の管理 

10. プログラミングやソフトウェア開発 
11. オフラインゲーム 

 
Q20 職場や学校のパソコンで、あなたは以下のことをどの程度行なっていますか。それぞれについて、あてはまる

ものを１つお選び下さい。 
 



 
1.ほぼ毎日 2.週に 1 回以上 3.週 1 回未満 4.全く行わない 

 
1. ワードなどを用いた文書作成 
2. エクセルなどを用いた表計算 
3. 写真や動画の閲覧・編集 
4. プレゼンソフトなどを用いた図表作成 
5. 電子メールの送受信 
6. インターネットの利用 
7. ｗｅｂページの作成 
8. 予定表の管理 
9. 家計簿・住所録の管理 
10. プログラミングやソフトウェア開発 

 
Q21 パソコンを使って、あなたは以下のことをどの程度上手くできますか。それぞれについて、あてはまるものを

１つお選び下さい。 
 

1.人に教えることができる 2.一人でできる 3.手伝ってもらえばできる 4.できない 
 

1. 文書やファイルの作成・編集・保存 
2. 文書やファイルの整理・検索 
3. 外部記憶装置（CD-ROM、USB メモリなど）の利用 
4. 表計算ソフトを用いた計算 
5. プレゼンソフトなどを用いた図表作成 
6. プレゼンテーション資料の作成 
7. プレゼンテーション資料への音楽、映像などの活用 
8. ソフトウェアのアップデート 
9. セキュリティソフトの利用 
10. 定期的なバックアップ 
11. プログラムの作成 
12. ゲームをすること 
13. インターネットの利用 

 
 
 
Q22	 あなたがパソコンの利用の仕方を主に学んだのは誰から、もしくはどこで、ですか。あてはまるものを１つお

選び下さい。 
 

1. 学校で 
2. 友人から 
3. 家族から 
4. 職場の同僚から 
5. 職場での講習を受けて 
6. 公民館などの社会教育施設での講習を受けて 
7. 民間のパソコン教室で 
8. 自学自習 
9. その他（	 自由記述欄	 	 	 	 ） 

 



 
Q23	 あなたはその学習の成果についてどのように感じていますか。それぞれについて、あてはまるものを１つお選

び下さい。 
 

1.とてもそう思う  2.そう思う 3.そう思わない 4.全く思わない 学習する前からできた 
 

1. キーボードによる文字の入力、インターネットの閲覧、電子メールなどの送信などの基本的な操作ができ

るようになった。 
2. ワードなどを用いた文書作成、エクセルなどを用いた表計算、パワーポイントなどを用いたプレゼンテー

ションなど、仕事に役立つスキルが向上した。 
3. 様々な情報を収集して、比較・評価したり、信頼できる情報を選び取ったりする力が身についた。 
4. 画像、音楽などのアップロードや、ブログ、SNS などによる情報発信ができるようになった。 
5. メールの送信やネットでの情報発信を行う時、受けての立場に立って表現を工夫するようになった。 
6. 著作権や個人情報の保護などネット利用に関する法律やルールに気を付けるようになった。 
7. 基礎的な情報セキュリティ対策ができるようになった。 
8. プログラミングやソフトウェア開発など、専門的な知識・技術が向上した。 

 
Q24	 パソコンの利用の仕方について、あなたはこれまでに次のような授業や講習、研修などを受けたことがありま

すか。あてはまるものすべてをお選び下さい。複数選択可 
 

1. 小学校・中学校・高校で実施される授業・演習 
2. パソコンの専門学校の授業・演習 
3. 大学や大学院でのパソコンに関する授業・演習 
4. 放送大学や通信教育におけるパソコンに関する授業 
5. 国や自治体、社会教育施設の実施する IT 講習会 
6. 民間企業の実施する IT 講習会 
7. 職場でのパソコン利用に関する研修 
8. 受けたことはない 

 
Q25	 あなたがパソコンを使用する主な目的は何ですか。あてはまるものをすべてお選び下さい。複数選択可 
 

1. 自分の生きがいや自己啓発のため 
2. 趣味や楽しみのため 
3. 知的な若さを保つため 
4. 健康・体調維持のため 
5. 職業上，必要なため 
6. 家族と楽しむため 
7. 親族や友人との交流のため 
8. 勉強に役立てるため 
9. 日常生活に必要な情報を得るため 
10. 社会（政治・経済等）について学ぶため 
11. 地域社会で活用したり、参加するため 
12. 資産形成のため 
13. ショッピングを行うため 
14. その他（	 自由記述欄	 	 	 	 ） 

 
Q26	 また、その中で、 も重要なものを 1 つお選び下さい。 

1. 自分の生きがいや自己啓発のため 



 
2. 趣味や楽しみのため 
3. 知的な若さを保つため 
4. 健康・体調維持のため 
5. 職業上，必要なため 
6. 家族と楽しむため 
7. 親族や友人との交流のため 
8. 勉強に役立てるため 
9. 日常生活に必要な情報を得るため 
10. 社会（政治・経済等）について学ぶため 
11. 地域社会で活用したり、参加するため 
12. 資産形成のため 
13. ショッピングを行うため 
14. その他（	 自由記述欄	 	 	 	 ） 

 
Q 27 あなたはパソコンを使っていて、分からないことが出てきた場合に、どうしますか。あてはまるものをすべて

お選び下さい。複数選択可 
 

1. ヘルプ項目やマニュアルを読む（オンラインマニュアルを含む） 
2. 購入店やサポート・サービスを利用する 
3. 家族に尋ねる 
4. 詳しい友人に尋ねる 
5. 職場の同僚に尋ねる 
6. 職場での専門的サービスを利用する 
7. 専門書を購入したり、借りたりする 
8. インターネットで検索する 
9. インターネット上で人に尋ねる 
10. 講習会に参加する 
11. 何もしない 

 
 
Q28	 パソコンとの接し方についてお尋ねします。あなたは以下の意見についてどう思いますか。のうち、あなたの

意見に も近いものはどれですか。それぞれについて、あてはまるものを１つお選び下さい。 
 

1.とてもそう思う 2.そう思う 3.そう思わない 4.全く思わない 
 

1. パソコンを使うことは、生活にとって不可欠だ 
2. パソコンと接していると時間を忘れる 
3. パソコンを使っていないと落ち着かない 
4. パソコンの機能がもっと充実すると嬉しい 
5. パソコンは、生活に悪影響を及ぼすおそれがある 
6. パソコンは身体に悪影響を及ぼすおそれがある 
7. パソコンは、生活のための 1 つの道具に過ぎない 
8. パソコンを使えなくてもそれほど困らない 
9. パソコンは、必要な時以外にはなるべく使わないようにしている 

 
 
 



 
Q 29	 ■携帯電話（PHS、スマートフォンを含む）の利用についてお尋ねします。 
（ただし、ここには職場から与えられた携帯電話なども含みます。） 
あなたは携帯電話を何台持っていますか。あてはまるものを１つお選び下さい。 
 

1. 持っていない 
2. 1 台	  
3. 2 台以上	  

 
Q30	 あなたはこれまでにどれくらいの間、携帯電話を使っていますか。あてはまるものを１つお選び下さい。 
 

1. 5 年未満 
2. 5 年以上〜10 年未満 
3. 10 年以上〜15 年未満 
4. 15 年以上 

 
Q31	 携帯電話を利用するに当たって、あなたは 1 ヶ月にどれくらいの費用をかけていますか。あてはまるものを１

つお選び下さい。（基本利用料金に加えて、パケット通信料、アプリやゲーム・音楽のダウンロードに要する費用な

ども含み、２台以上ご自分でお持ちの場合は合算してください。） 
1. 3,000 円未満	  
2. 3,000 円以上〜5,000 円未満 
3. 5000 円以上〜10,000 円  
4. 10,000 円以上～20,000 円未満 
5. 20,000 円以上 

 
Q32 携帯電話の機能として、あなたは以下のことをどの程度行っていますか。それぞれについて、あてはまるもの

をお選び下さい。 
 

1.ほぼ毎日 2.週に 1 回以上 3.週に１回未満 4.全く行なわない 
 

1. 電話 
2. メールの送受信（E メール、C メールなど） 
3. アラーム機能の利用 
4. ゲーム 
5. メモ機能の利用 
6. その他の各種アプリケーションの利用 
7. 写真の撮影 
8. 音楽の聴取 
9. 住所録やスケジュール管理 
10. ワンセグによるテレビ視聴 
11. ファイル・文書の閲覧・編集 

 
 
Q33	 あなたは以下のような行為についてどう思いますか。それぞれについて、あてはまるものを 1 つお選び下さい。 
 

1.絶対にやってはいけない 2.なるべくやらない方が良い 3.あまり気にならない 4.よくわからない 

 



 
1. 職場や学校で、個人の携帯電話の充電をする 
2. 電車の中など利用が禁止されているところで、携帯電話で話す 
3. チェーンメールを送る 
4. 仕事中に私用で携帯電話をかける 
5. 仕事中に私用のメールを受けたり送ったりする 
6. 相手と対談中に、他の人からの携帯電話に出る 

 
 
Q34	 携帯電話との接し方についてお尋ねします。あなたは以下の意見についてどう思いますか。それぞれについて、

あてはまるものを１つお選び下さい。 
 

1.とてもそう思う 2.そう思う 3.そう思わない 4.全く思わない 
 

1. 携帯電話を使うことは、生活にとって不可欠だ 
2. 携帯電話と接していると時間を忘れる 
3. 携帯電話を常に確認せずにはいられない（P） 
4. 携帯電話はコミュニケーションのツールとして必要だ 
5. 携帯電話は、健康に悪影響を及ぼすおそれがある 
6. 携帯電話によって、生活のリズムが乱れる（P） 
7. 携帯電話によって、交通事故に遭う可能性が高まる 
8. 携帯電話によって、他人と触れ合う機会が不足する 

 
Q 35	 ■インターネット上の情報について、感じていることをお尋ねします。 
インターネット上での以下の行為について、あなたはどう思いますか。それぞれについて、あてはまるものを１つお

選びください。 
 
1.絶対にやってはいけない 2.なるべくやらない方が良い 3.あまり気にならない 4.よくわからない 

 
1. 違法と知りつつ、ゲーム、楽曲、画像等をダウンロードする 
2. ブログや HP など他人の提供するコンテンツを無断で引用する 
3. 権利者に無断でソフトウェアや音楽・動画などのコンテンツの複製・配布（アップロードを含む）をする 
4. 他人になりすまして、掲示板等への書き込みやメールの送信をする 
5. 掲示板等で、誹謗・中傷や差別的な表現を用いる 
6. 職場や学校のデータを勝手に持ち出す 
7. 職場や学校で趣味や娯楽に関するホームページを閲覧する 

 
Q36	 インターネット上の情報（書き込みを含む）について、あなたはどのように感じることがありますか。それぞ

れについて、あてはまるものを１つお選びください。 
 

1.よくある 2.ときどきある 3.あまりない 4.まったくない 
 

1. 事実と異なることが掲載されている。 
2. 考え方が偏っている 
3. 人の気持ちを傷つけている 
4. 青少年に有害な内容が掲載されている 
5. 情報源が明らかでない情報が発信されている 



 
 
Q37	 インターネット上の情報について、あなたは家族、友人や職場の同僚、インターネット上の匿名の友人と、ど

の程度話し合いますか。それぞれについて、あてはまるものを１つお選び下さい。 
 

1.よく話し合う 2.ときどき話し合う 3.あまり話し合わない 4.全く話し合わない 
 

1. 家族 
2. 職場の同僚 
3. 知人や友人 
4. インターネット上の匿名の友人 

 
 
Q38	 インターネット上の以下の情報について、あなたはどのように対処したら良いと思いますか。それぞれについ

て、下記の 1～4 からあてはまるものを１つお選びください。 
	  

1. 青少年に有害な情報	 （	 	 ） 
2. 誹謗中傷や差別表現	 （	 	 ） 
3. 偏った表現	 	 	 	 	 （	 	 ） 
4. 事実と異なる情報	 	 （	 	 ） 

 
1. 法律で制限する 
2. 制作・発信する側（サイト管理者を含む）が自主的にルールを設ける等して気をつける 
3. 青少年をこれらの情報に近づけないように、大人が工夫する 
4. 青少年を含めて利用者が自分で判断する 

 
Q39	 デジタル・デバイド（情報格差）を是正し、いわゆる情報弱者を支援するために、あなたは国にどのようなこ

とを期待しますか。あてはまるものをすべてお選び下さい。複数選択可 
1. デジタル機器の購入に関する財政的支援 
2. 社会教育施設（公民館、図書館、博物館など）における情報通信環境の整備 
3. 社会教育施設（公民館、図書館、博物館など）での ICT に関する講座の開設 
4. 小学校、中学校、高校での情報教育の充実 
5. インターネットを活用し、学習コンテンツや情報等を全国に提供する仕組みの整備 
6. ICT を通じて提供される学習コンテンツの研究と開発 
7. 指導者（学校教員、社会教育主事など）への ICT 研修機会の充実 
8. デジタル機器の利用や、活用能力に関する調査研究 
9.	 	 その他 
10．	 あてはまるものはない 

 
Q40	 インターネットを使って、あなたは以下のことをやってみたいと思いますか。 
あてはまるものをすべてお選び下さい。複数選択可 
 

1. 自分と異なる視点や職場の違う人の意見を知りたい 
2. 他の人ともっと建設的な対話をしたい 
3. 自分のブログを作って、自分の情報や作品を発信したい 
4. 関心を共有する新しい友人を作りたい 
5. 自分のグループやサークルを紹介して仲間を増やしたい 
6. 外国の友人を作りたい 



 
7. 困ったことが起きた時に問題解決のヒントを得たい 
8. 動画や写真を貯めて、家族や友人との想い出を記録したい 
9. 地域のグループやサークルを知って参加したい 
10. 公共機関や企業、大学が提供する E ラーニングの講座に参加したい 
11. ファッションやグルメの新しい情報を得て、自分の生活を楽しみたい 
12. 新しい商品の動向を把握し、買い物がしたい 
13. 旅行の情報を得て、いろいろな場所に行きたい 
14. 株式投資などで資産を作りたい 
15. その他（	 	 	 	 	 ） 

 
Q 41	 ■学習活動についてお尋ねします。 
あなたは次のことを、どの程度しますか。それぞれについて、あてはまるものを１つお選び下さい。 
 よく 

する 
まあ 
する 

あまり

しない 
まったく 
しない 

ア)	 手工芸,楽器演奏,絵を描く,囲碁,俳句などの趣味的な活動 １ － ２ － ３ － ４ 
イ)	 読書,音楽,芸術鑑賞,観劇などの文化,教養的な活動 １ － ２ － ３ － ４ 
ウ)	 携帯電話やパソコンでインターネットや電子メールの使用 １ － ２ － ３ － ４ 
エ)	 スポーツやハイキングなどの身体を動かす活動 １ － ２ － ３ － ４ 
オ)	 家庭での団らんや家族ぐるみの活動 １ － ２ － ３ － ４ 
カ)	 家事や育児の分担 １ － ２ － ３ － ４ 
キ)	 町内会,婦人会,老人クラブなどの活動 １ － ２ － ３ － ４ 
ク)	 職場や仕事関係の人とのつきあい １ － ２ － ３ － ４ 
ケ)	 趣味などを通して知り合った人とのつきあい １ － ２ － ３ － ４ 
コ)	 外国人（国内外問わず）とのつきあい １ － ２ － ３ － ４ 
サ)	 子ども会の世話,リサイクル,地域活動などのﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動 １ － ２ － ３ － ４ 
シ)	 高齢者の生活や学習の支援（話し相手,介護,交流など） １ － ２ － ３ － ４ 
 
Q42	 あなたは、次の方法で学習してみたいと思いますか。身近にあればやってみたいものをすべてお選び下さい。

複数選択可 
 

1． 本・テレビ・ラジオ・CDROM・テープなどを利用して学びたい 
2． インターネット、携帯電話を利用して 
3． SNS(ソーシャル・ネットワーキング・サービス)を利用して 
4． 放送大学や通信教育などを利用して 
5． 同好のサークルや友人・知人などのグループで 
6． 公民館などの市や町が行う学級・講座などで 
7． 大学・短大・高校の公開（開放）講座などで 
8． 高等専門学校や専修・各種学校で 
9． カルチャーセンターで 
10． 大学・大学院に社会人入学して 
11． 公共の職業訓練校で 
12． その他（具体的に	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
 
Q43	 あなたは条件が整えば、何か学習したいことがありますか。あてはまるものを１つお選び下さい。なお、現在

行っている学習を続けたい方は、１または２をお選び下さい。 



 
 

1. ぜひやりたいことがある	 	 	 	 3. 決まっていないが、何かやりたい 
2. できればやりたいことがある	 	 4. やりたいことは、特にない 

 
Q44	 前問で、やりたいことがある方（1〜3 をお選びの方）にお尋ねします。どのような内容の学習をしたいです

か。次のうち、あてはまるものをすべてお選び下さい。複数選択可 
1. 俳句、手工芸、絵画など趣味的なもの 
2. 歴史・科学・芸術鑑賞など教養的なもの 
3. 政治・経済・環境・国際など時事的・社会的な問題 
4. 体育・スポーツ・レクリエーション 
5. 健康管理や病気の予防 
6. 家庭生活に必要な知識や技能 
7. 子どもの教育や育児 
8. ボランティアや地域・社会的な活動 
9. コンピュータやワープロ、インターネットなどの知識や技能 
10. 英会話やその他の外国語 
11. 職業上の知識や技能 
12. その他（具体的に	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
13. やりたいことは、特にない 

 
Q45	 あなたが学習を始めようとするとき、あるいは学習をしているとき、特に問題を感じることは何ですか。あて

はまるものをすべて選んで下さい。複数選択可 
1. 家族や職場の理解が得にくい 7. 子どもや老人の世話をしてくれる人がいない.  
2. 経費のやりくりが大変 8. 受けたい講座がない 
3. 一緒に学習する仲間がいない 9. 学習のきっかけがつかみにくい 
4. 時間のやりくりが大変 10. その他の問題（具体的に	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
5. 学習のための情報が得にくい 11. 特に問題はない 
6. 身近に学習する場所がない 12. 特に、学習しようとは思わない 

 
Q46	 あなたは、この 1 年間に次にあげるような方法で学習しましたか。あてはまるものをすべてお選び下さい。複

数選択可 
※職場での研修は含めないでお答え下さい。 
 

1． 本・テレビ・ラジオ・CDROM・テープなどを利用して学んだ 
2． インターネット、携帯電話を利用して 
3． SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）を利用して 
4． 放送大学や通信教育などを利用して 
5． 同好のサークルや友人・知人などのグループで 
6． 公民館などの市や町が行う学級・講座などで 
7． 大学・短大・高校の公開（開放）講座などで 
8． 高等専門学校や専修・各種学校で 
9． カルチャーセンターで 
10． 大学・大学院に社会人入学して 
11． 公共の職業訓練校で 
12． その他（具体的に） 
13． 特にやっていない 

 



 
Q47	 前問で「この 1 年間に学習をした」とお答えの方にお尋ねします。どのような内容の学習をしましたか。次の

うち、あてはまるものをすべてお選び下さい。複数選択可 
1. 俳句、手工芸、絵画など趣味的なもの 
2. 歴史・科学・芸術鑑賞など教養的なもの 
3. 政治・経済・環境・国際など時事的・社会的な問題 
4. 体育・スポーツ・レクリエーション 
5. 健康管理や病気の予防 
6. 家庭生活に必要な知識や技能 
7. 子どもの教育や育児 
8. ボランティアや地域・社会的な活動 
9. コンピュータやワープロ、インターネットなどの知識や技能 
10. 英会話やその他の外国語 
11. 職業上の知識や技能 
12. その他（具体的に	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
 

 
 
 
Q 48	 またその中で、 も熱心に学習したものを１つお選びください。 

1. 俳句、手工芸、絵画など趣味的なもの 
2. 歴史・科学・芸術鑑賞など教養的なもの 
3. 政治・経済・環境・国際など時事的・社会的な問題 
4. 体育・スポーツ・レクリエーション 
5. 健康管理や病気の予防 
6. 家庭生活に必要な知識や技能 
7. 子どもの教育や育児 
8. ボランティアや地域・社会的な活動 
9. コンピュータやワープロ、インターネットなどの知識や技能 
10. 英会話やその他の外国語 
11. 職業上の知識や技能 
12. その他（具体的に	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
Q49	 	 前問でお答えのこの 1 年間で も熱心に学習した内容について、お尋ねします。Q42	 その学習は、どの程

度のものでしたか。ご自身の判断で、次のうちあてはまるものをお選び下さい。 
1. 入門程度のもの	 	 	 	 	 	 	 	 3. かなり程度の高い専門的なもの 
2. 入門よりやや程度の高いもの	 	 4. レベルの判断はできない 

 
Q50	 	 その学習をしてよかった点はどんなところですか。あてはまるものをすべてお選び下さい。複数選択可 

1. 楽しみが増え、趣味が深まった 
2. 教養が高まった 
3. 健康づくりに役立った 
4. 家庭生活をよくするのに役だった 
5. 地域や社会の動きについて、知識や関心が高まった 
6. 職業に必要な知識や技能が身についた 
7. もっと学習したい意欲がわいてきた 
8. 新しい友人が増え、交友関係が広がった 
9. 専門的な知識・技能が深まった 



 
10. 気分転換ができるようになった 
11. 人生に対する充実感を持てるようになった 
12. その他（具体的に	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
Q51	 Ｑ48 でお答えのこの１年間で も熱心した学習をするために、およそ１ヶ月あたり、どのくらいの経費がか

かりましたか。あてはまるものを１つお選び下さい。 
※	 ただし、経費には受講料、材料費、交通費などすべての費用を含めます。 
 

1. １千円未満 5. １万円～２万円未満 
2. １千円～３千円未満 6. ２万円～５万円未満 
3. ３千円～５千円未満 7. ５万円以上 
4. ５千円～１万円未満   

 
Q52	 	 Ｑ48 でお答えのこの１年間で も熱心した学習の成果をボランティアなどで活用してみたいと思いますか。

あてはまるものを１つお選び下さい。 
1.	 すでに活用した 
2.	 活用したことはないが、できれば活用したい 
3.	 特に活用したいとは思わない 

 
Q53	 あなたが学習に関する情報を得ようとする際、何から入手することが多いですか。あてはまるものをすべてお

選び下さい。複数選択可 
 

□1. ラジオ 
	 □2. テレビ 
	 □3. 固定電話 
	 □4. 携帯電話（インターネット、ワンセグ TV 等を含む） 
	 □5. パソコン（インターネット等を含む） 
	 □6. 新聞 
	 □7. 雑誌 
	 □8. 本 
	 □9. 自治体の広報 
	 □10．その他 

 
Q 54	 ■防災についてお尋ねします。 
あなたはこれまでに、大きな被害を起こした自然災害を経験したことがありますか。あてはまるものをすべてお選び

下さい。複数選択可 
 

	 □1. 台風	  
	 □2. 大雨・洪水	  
	 □3. 地震	  
	 □4. 津波	  
	 □5. 火山の噴火	  
	 □6. 山崩れ・地すべり 
	 □7. 竜巻 
	 □8. 大雪 
	 □9	 経験したことはない 

 



 
Q55	 自然災害と自然災害から身を守ることについて、あなたは次のことを正しいと思いますか。「はい」か「いい

え」をお選び下さい。 
	 	 	 	  	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  

	 1) 地震が起きたらまず身を守り、その後で火の始末をする       1 はい  2 いいえ 
	 2) 地震が起きてひなんするときはできるだけ長袖を着る         1 はい  2 いいえ 
	 3) 地震の時トイレにいたら、ドアにスリッパをはさむ           1 はい  2 いいえ 
	 4) NTT の災害用伝言ダイアルは、１７１である                 1 はい  2 いいえ 
	 5) 地震の震度とは場所ごとのゆれの大きさをあらわす         1 はい  2 いいえ 
	 6) マグニチュードとは地震そのものの大きさをあらわす         1 はい  2 いいえ 
	 7) 津波情報が出たら、できるだけ早く高台へ避難する         1 はい  2 いいえ 
 

 
Q56	 あなたは次のことをしていますか。それぞれについて、あてはまるものを１つお選び下さい。 
 

 
 

やっている 
 

ある程度や

っている 
やっていな

い 
1）水や食料を備蓄している    
2）非常持ち出し袋を準備している    
3）タンスや棚に転倒防止器具を着けている    
4）自宅の耐震化を行っている    
5）地元の自治体が作成したハザードマップを見ている    
6）防災訓練に参加している    

 
 
Q57	 自然災害や防災に関する情報について、あなたは日頃何から知ることが多いですか。あてはまるものをすべて

お選び下さい。複数選択可 
	 □1. ラジオ 
	 □2. テレビ 
	 □3. 固定電話 
	 □4. 携帯電話（緊急地震速報、インターネット、ワンセグ TV 等を含む） 
	 □5. パソコン（インターネット等を含む） 
	 □6. 新聞 
	 □7. 雑誌 
	 □8. 本 
	 □9. 自治体の広報や防災放送 
	 □10．その他 

 
	 Q 58 また、災害発生時の情報（安否確認を除く）について、あなたは何から知ることが多いですか。特に知るこ

とが多いものを１つお選び下さい。 
□1. ラジオ 

	 □2. テレビ 
	 □3. 固定電話 
	 □4. 携帯電話（緊急地震速報、インターネット、ワンセグ TV 等を含む） 
	 □5. パソコン（インターネット等を含む） 
	 □6. 新聞 
	 □7. 雑誌 
	 □8. 本 



 
	 □9. 自治体の広報や防災放送 
	 □10．その他 

 
Q59	 あなたが日頃充実してほしいと思う防災情報は何ですか。あてはまるものをすべてお選び下さい。複数選択可 

	 1) 地震発生など災害が起きる仕組み 
	 2) 過去の大災害の事例や教訓 
	 3) 地震発生の予測 
	 4) ビデオ映像や起震車等による大地震の疑似体験 
	 5) 家庭でできる防災の心構え・準備 
	 6) 学校・勤務先や外出先での避難方法 
	 7) 防災ボランティアへの参加方法 
	 8) 地域の自治会や町内会での防災体制 
	 9) 過去に災害が発生した場所を示す地図 
	 10) 将来、被害の可能性のある場所を示す地図 
	 11) 災害時の避難場所や避難経路 
	 12) 災害時に提供される各種情報の内容や利用方法 
	 13) 災害に関する情報の入手先 
	 14) 行政が実施している防災施策 
	 15) その他 
	 16) 知識や情報を得たいとは思わない 
	 17) わからない 

 
Q60	 災害発生時の安否確認や知人への連絡のために、あなたは何を使いますか（または使いたいですか）。あては

まるものをすべてお選び下さい。 
	 □1. ラジオ 
	 □2. テレビ 
	 □3. 固定電話・公衆電話（通話） 
	 □4．固定電話・公衆電話（災害伝言版） 
	 □5. 携帯電話（通話） 
	 □6．携帯電話（災害伝言版） 
	 □7．携帯電話（インターネット、ツイッター） 
	 □8．携帯電話（電子メール） 
	 □9．パソコン（インターネット、ツイッター） 
	 □10．パソコン（電子メール） 
	 □11．新聞 
	 □12. 自治体の広報や防災放送 
	 □13. 手紙、貼り紙等 
	 □14. その他 

 
Q 61 また、特によく使う（または使いたい）ものを１つお選び下さい。 

□1. ラジオ 
	 □2. テレビ 
	 □3. 固定電話・公衆電話（通話） 
	 □4．固定電話・公衆電話（災害伝言版） 
	 □5. 携帯電話（通話） 
	 □6．携帯電話（災害伝言版） 
	 □7．携帯電話（インターネット、ツイッター） 



 
	 □8．携帯電話（電子メール） 
	 □9．パソコン（インターネット、ツイッター） 
	 □10．パソコン（電子メール） 
	 □11．新聞 
	 □12. 自治体の広報や防災放送 
	 □13. 手紙、貼り紙等 
	 □14. その他 

 
 
Q 62	 ■あなたが接する人についてお尋ねします。 
あなたが重要なことを話したり、悩みを相談する人たちは何人くらいいますか？ 
（直接会うだけでなく、電話、手紙、インターネットなどを使う場合も含みます） 

1.  0 人  2.  1〜2 人 3.  3〜4 人 4.  5 人〜10 人 5.  11 人以上 
 
Q 63	 ■あなたが接する人についてお尋ねします。 
下記の質問について、あてはまる人数を 1 つお選びください。 
 

1.あなたが今年の正月に新年の挨拶を交わした家族や親類以外の人は、何人くらいですか。 
(電話、年賀状、メール、訪問、知人の集まりなど、すべて含めます)。 

 
2.今年の正月に、あなたが新年の挨拶を交わした同居している以外の家族や親類は、何人くらいですか。 

(電話、年賀状、メール、訪問、親類の集まりなど、すべて含めます)。 
 
3.あなたがふだん 1 日に接する家族や親類以外の人は、何人くらいですか 

(電話、手紙、メール、直接会うことなど、すべて含めます)。 
 
4.あなたがふだん１日に接する同居している家族や親類は何人くらいですか 

(電話、手紙、メール、直接会うことなど、すべて含めます)。 
 
1 2 3 4 5 6 7 
0 人 1〜4 人 5〜9 人 10〜19 人 20〜49 人 50〜99 人 100 人以上 
 
 
Q64 あなたには次のようなお知り合いがいますか。あなたが話をすることがあるくらいよく知っている人のことで

す。 
 

1 .町内会・自治会の役員 ---------------------→いる⇒1 いない⇒2 
2 .ボランティア団体・市民運動団体の役員 -----→ いる⇒1 いない⇒2 
3 .同業組合の役員 ---------------------------→ いる⇒1 いない⇒2 
4 .労働組合の役員 ---------------------------→ いる⇒1 いない⇒2 
5 .役所・役場(市区町村)の部課長以上の役職者 -→ いる⇒1 いない⇒2 
6 .都道府県庁の部課長以上の役職者 -----------→ いる⇒1 いない⇒2 
7 .中央官庁(省庁)の部課長以上の役職者 -------→いる⇒1 いない⇒2 
8 .市区町村の首長(市長、村長など)----------→いる⇒1 いない⇒2 
9.地方議会議員 -----------------------------→ いる⇒1 いない⇒2 
10 .国会議員 ---------------------------------→ いる⇒1 いない⇒2 
11.政治家の後援会の世話役(議員秘書も含む)--→ いる⇒1 いない⇒2 



 
12.新聞・テレビ等の記者・ディレクター・編集者 → いる⇒1 いない⇒2 
13.医師 -------------------------------------→いる⇒1 いない⇒2 
14.中小企業経営者 ---------------------------→ いる⇒1 いない⇒2 
15.保険の勧誘員 -----------------------------→いる⇒1 いない⇒2 
16.銀行員 -----------------------------------→ いる⇒1 いない⇒2 
17.工場作業員 -------------------------------→ いる⇒1 いない⇒2 
18.コンピュータ・プログラマー、 情報処理技術者 → いる⇒1 いない⇒2 

 
Q 65	 あなたはご結婚されていますか。あてはまるものを 1 つお選びください。 

1.未婚	 	 2.既婚	 	 3.離婚・死別 
 
Q 66	 あなたの現在のお仕事について、あてはまるものを 1 つお選びください。 

1.パートタイムで仕事をしている（在宅ワークを含む） 
2.フリーで仕事をしている（在宅ワークを含む） 
3.常勤（フルタイム）で給料をもらって仕事をしている 
4.事業を経営している 
5.家業を手伝っている 
6.学生 
7.専業主婦・主夫 
8.無職 
9.その他 
 

Q 67	 あなたの配偶者（パートナー）の現在のお仕事について、あてはまるものを 1 つお選びください。 
1.パートタイムで仕事をしている（在宅ワークを含む） 
2.フリーで仕事をしている（在宅ワークを含む） 
3.常勤（フルタイム）で給料をもらって仕事をしている 
4.事業を経営している 
5.家業を手伝っている 
6.学生 
7.専業主婦・主夫 
8.無職 
9.その他 

 
Q 68	 あなたのご職業は、次のどれに該当しますか。あてはまるものを 1 つお選びください。 

1.専門的・技術的職業（医師・看護師、弁護士、教師・教員、栄養士、エンジニア・デザイナー、文筆家など） 
2.管理的職業（会社や官庁での課長以上の管理職など） 
3.事務的職業（会社や役所での一般事務・経理、内勤の営業） 
4.販売の職業（小売店やコンビニなどでの販売、外勤のセールス、不動産売買など） 
5.サービス的な職業（接客、飲食物の調理師、理容師・美容師、ホームヘルパーなど） 
6.保安の職業（警察官、自衛官、消防士や警備員など） 
7.農林漁業の職業 
8.運輸・通信の職業（鉄道運転、自転車の運転、郵便の集配・配達、物流配送など） 
9.技能・作業的な職業（組立工、電気工事、土木建築など） 
10.その他 

 
Q 69 あなたの配偶者（パートナー）のご職業は、次のどれに該当しますか。あてはまるものを 1 つお選びください。 

1.専門的・技術的職業（医師・看護師、弁護士、教師・教員、栄養士、エンジニア・デザイナー、文筆家など） 



 
2.管理的職業（会社や官庁での課長以上の管理職など） 
3.事務的職業（会社や役所での一般事務・経理、内勤の営業） 
4.販売の職業（小売店やコンビニなどでの販売、外勤のセールス、不動産売買など） 
5.サービス的な職業（接客、飲食物の調理師、理容師・美容師、ホームヘルパーなど） 
6.保安の職業（警察官、自衛官、消防士や警備員など） 
7.農林漁業の職業 
8.運輸・通信の職業（鉄道運転、自転車の運転、郵便の集配・配達、物流配送など） 
9.技能・作業的な職業（組立工、電気工事、土木建築など） 
10.その他 

 
Q 70	 あなたの 終学歴をお選びください。 

1.中学卒 
2.高校卒 
3.専門学校卒 
4.短大卒 
5.高等専門学校（高専）卒 
6.大学卒 
7.大学院修了 
8.その他の学校 
9.わからない 

 
Q 71	 あなたの世帯年収をお選びください。 

1.～99 万円 
2.100 万円～ 
3.200 万円～ 
4.300 万円～ 
5.400 万円～ 
6.500 万円～ 
7.600 万円～ 
8.700 万円～ 
9.800 万円～ 
10.900 万円～ 
11.1000 万円～ 
12.1500 万円～ 

 
Q 72	 あなたが同居している方の人数をお選び下さい。（ご本人を除く） 

1.いない 
2.1 人 
3.2 人 
4.3 人 
5.4 人 
6.5 人 
7.6 人 
8.7 人 
9.8 人以上 

 
Q 73	 お子様の人数をお選び下さい。 



 
1.なし 
2.1 人 
3.2 人 
4.3 人 
5.4 人 
6.5 人以上 

 
Q 74	 現在、同居されている家族の世帯形態をお選び下さい。 

1.ひとり暮らし 
2.夫婦のみ 
3.夫婦（または片親）と未婚の子供 
4.２世代同居 
5.３世代同居 
6.その他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  



 

３．家庭教育調査 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
調査対象者	 乳幼児期から高校生までの子どもを有する親（２０代～６０代） 
基本は	 男性―女性	 半数ずつ	 	  

	 4 つのカテゴリーで調査	  
	 「乳幼児」「小学生」「中学生」「高校生」250 サンプル×４カテゴリー 
	 「ひとり親（単親）」 は別に	 ２００サンプル	 男親と女親は実態の比率に合わせるよう依頼 
	 （複数の学齢を持つ親を特に対象として別にとらない） 
 
 
	 本調査研究の設問肢で「あなたの子どもさん」については、特段の明記がない場合は、第１子 
（長男長女）を想定してご回答ください。 
 
 
問 1	 あなたの性別を教えてください。 
	 1. 男性	 	 2. 女性 
 
問 2	 あなたの年齢を教えてください。 

1. １９歳以下	 	 2. ２０歳～２４歳	 	 3. ２５歳～２９歳	 	 4. ３０歳～３４歳	 	  
5. ３５歳～３９歳	 6. ４０歳～４４歳	 	 7. ４５歳～４９歳	 	 8. ５０歳～５４歳	 	  
9. ５５歳～５９歳	 	 10. ６０歳～６４歳	 	 11. ６５歳～６９歳	 	 12. ７０歳以上 

 
問 3  あなたがお住まいの都道府県を教えてください。 
 
問 4  あなたは結婚していますか。 

1. 未婚	 	 2. 既婚	 	 3. 離婚・死別 
 
問 5	 あなたは現在お子さんはいらっしゃいますか。下記のうち、第 1 子（長子）のお子さんの学齢であてはまるも

のをお答えください。 
	 なお、離れて暮らしているお子さんも含めてお答えください。 
	 ＊尚、すでに中学、高校を卒業し働いている場合は、「大学生・専門学校生以上」を選択してください。 
	 1. 乳幼児	 	 2. 小学生	 	 3. 中学生	 	 4. 高校生	 	 5. 大学生・専門学校生以上	 	 6. 子どもは一人 

もいない 
 
ここからはお答え頂いた第 1 子＜設問 5 で選んだ選択肢＞のお子さんについてお伺いします。 
 
問 6	 あなたのご家庭では、お子さんに対する家庭での教育は全体的にみた場合、うまくいっていると思いますか、

それともうまくいっていないと思いますか。あてはまるものをお答えください。 
 

1. うまくいっている	 	 	  
2. だいたいうまくいっている	 	  
3. あまりうまくいっていない 
4. うまくいっていない 
5. わからない 

 
問 7	 一般的に、現在の幼い子どもたち（小学校入学前）は、あなたの子どもの頃と比べて恵まれていると思います



 
か、それとも恵まれていないと思いますか。あてはまるものをお答えください。 
 

1．恵まれている	 	  
2．どちらかと言えば恵まれている	  
3．どちらかと言えば恵まれていない	  
4．恵まれていない	  
5．わからない 
 

■問 8 は、問 7 で「1．恵まれている」「2．どちらかと言えば恵まれている」とお答えの方にお伺いします。 
問8	 どのような点が恵まれていると思いますか。次の中であなたのお考えに近いものを3つ以内でお選びください。

（3 つ以内で選択） 
 

1．	 食べものや服などモノが豊かにある 
2．	 周りに左右されずに自由にのびのび暮せる 
3．	 兄弟や姉妹が少ないので、十分に面倒が見てもらえる 
4．	 保育所や幼稚園などの整備が進んでいる 
5．	 育児や幼児教育に関する様々な情報に触れられる 
6．	 保健・医療に関する体制が発達している 
7．	 楽しく遊べる施設や様々な玩具、絵本などが充実している 
8．	 交通網などが発達し、どこにでも気軽にいける 
9．	 テレビや音楽プレーヤーなどの発達で身近に色んなものに触れられる 
10． お祭りや地域行事など、子どもや住民同士の交流機会が多い 
11.	  その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
 

■問 9 は、問 7 で「3．どちらかと言えば恵まれていない」「4．恵まれていない」とお答えの方にお伺いします。 
問 9	 どのような点が恵まれていないと思いますか。次の中であなたのお考えに近いものを 3 つ以内でお選びくださ

い。（３つ以内で選択） 
 

1．忙しくなって、保護者や親自身にこころにゆとりがない 
2．面倒を見てくれる人が身近にいない 
3．兄弟や姉妹が少ないので、切磋琢磨の機会が少ない、過保護になりがちである 
4．保育所や幼稚園などのサービスが十分でない 
5．育児や幼児教育に関する様々な情報が多すぎて混乱を招く 
6．お金がかかる 
7．危険なものが増え、のびのびと遊べる場所が少ない 
8．森や川など自然と触れ合う場が少ない 
9．子どもの興味を煽るような玩具や有害情報などが氾濫している 
10．その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
 

■	 全員にお伺いします。 
問 10	 あなたは、お子さんを育てる上で、乳幼児期（小学校入学前）に特に心がけたこと（または心がけているこ

と）はありますか。それはどのようなことですか。次の中であなたのお考えに近いものを 3 つ以内でお選びください。

（3 つ以内で選択） 
 

1．絵本や物語を読み聞かせる 
2．美しい音楽を聞かせる、楽器に親しませる 
3．絵を描いたり、工作をする機会を与える 

   

   

   



 
4．一緒に過ごし話し相手になる 
5．草花や生き物と触れ合わせたり、野原や川など自然と親しませる 
6．近くの子どもなど色々な人と遊ばせる 
7．「ありがとう」や「ごめんなさい」を言えるようにする 
8．周りの人にあいさつをできるようにする	  
9．一人で着替えやトイレなどにいけるようにする 
10．規則正しい生活を習慣づけるようにする 
11．スイミングスクールや音楽教室など習い事に通わせる 
12．その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
■問 11 は、「小学生から高校生までのお子様がいる方に」お伺いします。 
問 11	 あなたは、そのお子さんと、よく話し合ったりする方だと思いますか。あてはまるものをお答えください。 

1．よく話し合う	  
2．時々話し合う	  
3．あまり話し合わない	  
4．ほとんど話し合わない	 	  
5．わからない 
 

■問 12 は、問 11 で「1．よく話し合う」「2．時々話し合う」とお答えの方にお伺いします。 
問 12	 主に、どのようなことについて話をしますか。次の中からいくつでも挙げてください。 
（複数選択） 
 

1．家族のこと 
2．子どもの友達のこと 
3．学校や先生のこと 
4．成績や勉強のこと 
5．将来の生き方や進路のこと 
6．部活やクラブ活動、サークルのこと 
7．社会の出来事やニュースのこと 
8．読んでいる本についての感想やストーリーのこと 
9．テレビや映画などの話題 
10．趣味やおけいこごとのこと 
11．旅行や余暇の過ごし方のこと 
12．家事や手伝いに関すること 
13．その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
14．特に決まっていない 

 
■問 13 は、問 11 で「3．あまり話し合わない」、「4．ほとんど話し合わない」とお答えの方にお伺いします。 
問 13	 話をしないのは、どうしてですか。次の中からいくつでも挙げてください。（複数選択） 
 

1．	 話す時間がないから 
2．	 話が合わないから 
3．	 話かけてもうるさがられるだけだから 
4．	 子どもの考え方がよく理解できないから 
5．	 話さなくとも子どものことはわかっているから 
6．	 子どもがまだ小さいから 
7．	 その他（	 	 	 	 	 	 ） 



 
 
■	 全員にお伺いします。 
問 14	 あなたの家庭では、子どもに家事や家業の手伝いをどの程度させていますか。あてはまるものをお答えくだ

さい。 
 

1.	 ほぼ毎日	 	 2.	 週２～３日	 	 3.	 週１日	 	 4. 月１～２日	 	 5.	 ほとんどさせていない	  
6.	 わからない 

 
■問 15 は、問 14 で「お子さんに家事や家業の手伝いをさせている（1～4）」とお答えの方にお伺いします。 
問 15	 それはどのようなお手伝いですか。次の中からいくつでも挙げてください。（複数選択） 
 
	 1.	 炊事や食事の前後の配膳や後片付け、準備などの手伝い 
	 2.	 お風呂洗いや洗面所等の手入れや掃除 
	 3.	 部屋や玄関、庭、ベランダなどの掃除、整頓 
	 4.	 おじいさんやおばあさんなどの介護や世話 
	 5.	 小さい子の面倒、赤ちゃんの子守り 
	 6.	 買い物やお使い 
	 7.	 ゴミの整理や分別、ゴミ出し 
	 8.	 洗濯の手伝い、洗濯物のアイロン掛け 
	 9.	 草木の水遣り、ペット等の世話	  
	 10.	 子供部屋や身の回りの整理・整頓 
	 11.	 家業の手伝い、手助け（店番、配達、農林業・果樹栽培・漁業等の手伝いなど） 

12.	 その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
 
■	 全員にお伺いします。 
問 16	 あなたのお子さんは、ふだん１日、どれくらいテレビ（ビデオも含めて）を見ていますか。あてはまるもの

をお答えください。  
1.	 テレビ（ビデオ）は全く見ない 
2.	 １時間	 未満 
3.	 １時間～２時間未満 
4.	 ２時間～３時間未満 
5.	 ３時間～４時間未満 
6.	 ４時間～５時間未満       
7.	 ５時間以上（具体的に何時間ですか→数値を記入してください	 	  	 ） 
8.	 わからない	 	  

 
問 17	 あなたのお子さんは、テレビゲームやケータイ（携帯型端末・ネットゲーム等も含む）を 1 日どれくらいし

ていますか。あてはまるものをお答えください。 
 

1.	 全くしない	  	  
2.	 ３０分未満	 	    
3.	 ３０分～１時間未満	 	   
4.	 １時間～２時間未満	  
5.	 ２時間～３時間未満 
6.	 ３時間以上（具体的に何時間ですか→数値を記入してください	 	 	 ） 
7.	 わからない 

 



 
問 18	 あなたのご家庭では、テレビやゲームをする時間などについて、話し合ったりルールを決めていますか。あ

てはまるものをお答えください。 
 

1.	 決めて守らせている 
2.	 決めているが子どもにまかせている  
3.	 特に決めていないが気がついた時に注意している 
4.	 話し合ったりしたことはある 
5.	 特に何もしていない 

	  
問 19 あなたのご家庭では、親子が何か一緒になって活動をすることがありますか。それは、どのような活動ですか。

あてはまるものをお答えください。 
 
 

1.	 ランニング、ジョギング、体操など軽い運動 
2.	 近くの公園などでのキャッチボールや外遊び 
3.	 プールや体育館でのスケート、武道館などに出向いての稽古 
4.	 スキーやハイキング・オリエンテーリングなど野外スポーツ 
5.	 親子一緒での旅行や車でのドライブ 
6.	 博物館や図書館の利用、公民館などで行う事業などへの参加 
7.	 幼稚園や保育所、学校などで親子教室などへの参加 
8.	 自然の家などでの自然体験や交流活動、野山での親子キャンプ 
9.	 家の中でのテレビゲームやビデオ、ＣＤなどの視聴 
10.	 カラオケやゲームセンターなどで遊ぶ 
11.	 コンサートや映画館に出向く、演劇などの鑑賞 
12.	 楽器の演奏や歌 
13.	 読書やお話し、絵本の読み聞かせ 
14.	 ケーキやお菓子づくり、親子での料理づくり 
15.	 工作やプラモデルづくり、クラフト、お絵かき 
16.	 ペットの飼育や世話、観察 
17.	 書き取りや算数、学校の宿題などの勉強 
18.	 買い物やショッピング 
19.	 その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
問 20 その他に、ご家庭で親子一緒にされている活動がありますか。 
もしありましたら、自由にお書きください。 

1. はい（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
2. いいえ（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
 
 
全員にお伺いします。 

問 21	 あなたは、あなたのお子さんも含めて、これからの社会を生きていく子どもたちに必要であると思われる資

質や能力は何だと思いますか。次の各々の内容について、あなたが一番あてはまると思うものをお答えください。 
 
 

1.	 読み・書き・計算などの知識や学力 
2.	 健康や体力	  
3.	 他者への思いやりや他人に対するいたわりの心 
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4.	 基本的な生活習慣 
5.	 学ぶ意欲や姿勢 
6.	 自分で課題を見つけ、考えることができる力や探究心 
7.	 幅広い教養や豊かな感性 
8.	 多様な人々とコミュニケーションを図る力、他者との協調性	  
9.	 道徳心や公共心、礼儀マナー、社会常識 
10.  ルール、善悪の価値判断 
11.  生き物の命や自然を大切にし、環境を守っていく態度 
12.  社会の変化に柔軟に対応する力 
13.  情報を収集、選択、活用する能力 
14.  将来設計を立て計画を実行していける力 
15.  勤労意欲や職業意識、働くことを重んじる態度 
16.  日本の伝統や文化を尊重する心 
17.  新しい価値を生み出す創造性 
18.  外国語のスキルや素養 
19.  パソコンや携帯電話など新しいＩＴ機器を使いこなす 
能力や情報モラル 
20.	 ストレスに対応できる自己コントロール力、克己心 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  



 
■問 22 は、問 21 で「とても必要である」「まあ必要である」とお答えの項目についてお伺いします。 
問 22	 それらの資質や能力を、特にどこで身につけるべきだと思いますか。次の中で、あなたが、そこが担う「役

割」が一番あると思われるものをお選びください。 
 

1.	 読み・書き・計算などの知識や学力	 	 	 	  
3.	 健康や体力	  
3.	 他者への思いやりや他人に対するいたわりの心 
4.	 基本的な生活習慣 
5.	 学ぶ意欲や姿勢 
6.	 自分で課題を見つけ、考えることができる力や探究心 
7.	 幅広い教養や豊かな感性 
8.	 多様な人々とコミュニケーションを図る力、他者との協調性 
9.	 道徳心や公共心、礼儀マナー、社会常識 
10.	 ルール、善悪の価値判断 
11.	 生き物の命や自然を大切にし、環境を守っていく態度 
12.	 社会の変化に柔軟に対応する力 
13.	 情報を収集、選択、活用する能力 
14.	 将来設計を立て計画を実行していける力 
15.	 勤労意欲や職業意識、働くことを重んじる態度 
16.	 日本の伝統や文化を尊重する心 
17.	 新しい価値を生み出す創造性 
18.	 外国語のスキルや素養 
19.	 パソコンや携帯電話など新しいＩＴ機器を使いこなす能力や情報モラル 
20.	 ストレスに対応できる自己コントロール力、克己心 
21.	 災害や不測の事態に対処する危機管理や危険回避能力 
22.	 犯罪やトラブルなどに巻き込まれない判断力やスキル 

 
問 23 それでは、あなたのお子さんにとって、次の中から実際に身についていない、足りないと思われるものを 3 つ

挙げてください。（3 つ以内で選択） 
1.	 読み・書き・計算などの知識や学力	 	 	 	  
2.	 健康や体力	  
3.	 他者への思いやりや他人に対するいたわりの心 
4.	 基本的な生活習慣 
5.	 学ぶ意欲や姿勢 
6.	 自分で課題を見つけ、考えることができる力や探究心 
7.	 幅広い教養や豊かな感性 
8.	 多様な人々とコミュニケーションを図る力、他者との協調性 
9.	 道徳心や公共心、礼儀マナー、社会常識 
10.	 ルール、善悪の価値判断 
11.	 生き物の命や自然を大切にし、環境を守っていく態度 
12.	 社会の変化に柔軟に対応する力 
13.	 情報を収集、選択、活用する能力 
14.	 将来設計を立て計画を実行していける力 
15.	 勤労意欲や職業意識、働くことを重んじる態度 
16.	 日本の伝統や文化を尊重する心 
17.	 新しい価値を生み出す創造性 
18.	 外国語のスキルや素養 
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19.	 パソコンや携帯電話など新しいＩＴ機器を使いこなす能力や情報モラル 
20.	 ストレスに対応できる自己コントロール力、克己心 
21.	 災害や不測の事態に対処する危機管理のスキルや危険回避能力 
22.	 犯罪やトラブルなどに巻き込まれない判断力や知識・スキル 
 

■	 全員にお伺いします。 
問 24	 近、家庭の教育力が低下しているのではないかという意見がありますが、あなたは、そのことについてど

のように思いますか。あてはまるものをお答えください。 
 

1.	 全くそのとおりだと思う 
2.	 ある程度そう思う 
3.	 どちらともいえない 
4.	 あまりそうは思わない 
5.	 全くそうは思わない 

 
■問 25 問２４で「1．全くそのとおりだと思う」「2.	 ある程度そう思う」とお答えの方にお伺いします。	  
問 25 家庭の教育力が低下した理由はどこにあるとお考えですか。次の各々の理由ついて、あてはまるものをお答え

ください。 
 
 

1.	 子どもに対して、過保護や甘やかしすぎ、過干渉な保護者や親が増加したから 
2.	 子どもに対するしつけや教育に自信を持てない保護者や親が増加したから 
3.	 子どもに対するしつけや教育の仕方がわからない保護者や親が増加したから 
4.	 子どもに対するしつけや教育、育児についての相談相手が不足しているから 
5.	 親子がふれあい、共に行動し接する機会が不足しているから 
6.	 家族一人一人の個人主義化が進んだから 
7.	 親に対する子どもの信頼感が低下したから 
8.	 学校や塾など外部の教育機関に対してしつけや教育を依存するようになったから 
9.	 子どもにいろいろな体験をさせる機会が不足したから 
10. 子どもを、兄弟・姉妹、友人などの間で互いに励まし競い合わせる機会が 
不足しているから 
11.  子どもを、親以外の大人（祖父母、近所の人）と触れ合わせる機会が 
不足しているから 
12.  子どもが、働く親の姿を見る機会が不足しているから 
13.	 子どもに対するしつけや教育に無関心な保護者や親が多いから 
14.	 父親の存在感が低下したから 
15.	 職業を持つ母親や家庭外で活動をする母親が増加したから 
16.	 テレビ、映画、雑誌、インターネットなど家庭の外部からの情報や影響が 
大きくなってきたから 
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■	 全員にお伺いします。 
問 26	 あなたが、普段から特に気をつけてお子さんに言い聞かせたり伝えたりしていることはどのようなことです

か。それぞれについて、一番あてはまるものをお答えください。 
 
 

1.	 挨拶、規則正しい食生活、整理・整頓などの基本的な生活習慣 
2.	 信念や勇気をもって行動すること 
3.	 進んで地域の活動や行事、ボランティア活動などに参加する 
4.	 物事を自分で考え、判断し、行動する 
5.	 自分の将来のことは、自分の意思で決める 
6.	 自分の言動に責任を持つ 
7.	 物事をねばり強くやりぬく 
8.	 何事にも興味や関心を持ち、意欲的に取組む 
9.	 何事にも冷静に対処する 
10.  相手の意見や立場を理解し、尊重する 
11.  家族や社会の一員としての役割を自覚する 
12.  困ったときには、お互い助け合う 
13.  社会のルールを守る 
14.	 他人に迷惑をかけない 
15  生命の尊さ 
16.  お金や物の大切さ 
17.  言葉遣いや礼儀、作法、マナー 
18.  人との出会いや人間関係を大切にする 
19.  時間や約束を守る 
20.  お年寄りや身体の不自由な人に対し、思いやりやいたわりの 
心を持つ 
21.  反省、感謝の気持ちを持つ 
22.  目上の人や年長者を敬う気持ち、謙虚な姿勢を持つ 
23.	 その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
問 27 その他に、あなたが普段から特に気をつけてお子さんに言い聞かせたり、伝えたりしていることがもしありま

したら、自由にお書き下さい。 
1.	 はい（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
2.	 いいえ（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
問 28	 あなたは子どもを育てるということについて、どのように感じておられますか。それぞれについて、一番あ

てはまるものをお答えください。 
 
 
 

1.	 苦しみや辛さ	 	 	    
2.	 楽しみや喜び	 	 	 	 	  
3.	 生きがいややりがい	 	  
4.	 社会的な義務や責任	 	  
5.	 負担や手間	 	 	 	 	 	  

■	 ひとり親（単親）のご家庭の方も、こちらにお進みください。 
問 29	 あなたは、お子さんのしつけや教育について、あなたの配偶者とよく話し合ったりしますか。 
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あてはまるものをお答えください。 

1.	 よく 2.	 時々話し合う 	 3.	 あまり話し合わない 4.	 ほとんど話し合わない 
5.	 配偶者はいない 
 

問 30	 あなたは、家庭内での子どものしつけについて、主として父親、母親どちらの役割が重要であると思います

か。あてはまるものをお答えください。 
1.	 主として父親の役割である 
2.	 どちらかと言えば父親の役割である 
3.	 両方同じ程度の役割である 
4.	 どちらかと言えば母親の役割である 
5.	 主として母親の役割である 

 
■	 全員にお伺いします。 
問 31	 ふだんの生活で、あなたは次のようなことを行っていますか。それぞれについて、一番あてはまるものをお

答えください。 
 
 
 

1.	 朝、一人で起きる 
2.	 炊事や食事の支度 
3.	 お風呂や部屋の掃除 
4.	 子どもの身の回りの世話 
5.	 ゴミの整理や分別、ゴミ出し 
6.	 登下校時の安全確保のための活動 

 
【あなたと地域の子ども達とのかかわりについてお伺いします。】 
問 32  あなたは、地域の子ども達に対して、ふだん次のようなことをしていますか。していることはどのようなこ

とでしょうか。それぞれについて、一番あてはまるものをお答えください。 
 
 
 
1.	 悪いことをしたので、叱ったり注意する 
2.	 良いことをしたので、ほめたりごほうびをあげる 
3.	 分からないことやできないことを教える 
4.	 子どもが自分の家に入れないでいる時、あなたの家に入れてあげる 
5.	 道であった時に声をかける 
6.	 他の子どもにいじめられている時に助ける 
7.	 困っている時に相談にのる 
8.	 買い物や映画などに連れて行く 
9.	 一緒に運動やスポーツをする 
10.	 一緒に遊んであげる 
11.	 宿題や勉強を教える 
12.	 登下校時の安全確保のための活動（巡回パトロールや見守り）をする 

いつも 
している 

時  々
している 

あまり 
していない 

全くして 
いない 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

 

いつも 
している 

時  々
している 

あまり 
していない 

全くして 
いない 



 
問 33	 あなたご自身の、地域における活動や子どもたちとの交流状況について伺います。それぞれについて、一番

あてはまるものをお答えください。 
 
 

1.	 子ども会活動、ＰＴＡ活動に参加する 
2.	 地域の子ども達にスポーツ・文化活動などの指導をする 
3.	 地域の祭りやイベントに親子で参加する 
4.	 保護者の子育てサークルや悩み相談グループなどの運営に参加する 
5.	 地域で子どもを持つ保護者同士で情報交換する 
6．公民館や図書館等での活動や学習会等に参加する 
7．地域でボランティア活動や学校支援の活動をする 
 

問 34	 あなたは、親になる前に（妊娠中を含む）、小さな子どもの世話の仕方を実際に経験したり、教わったりした

ことがありますか。次にあげる項目について、あてはまるものをお答えください。 
 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  

1.	 小さい弟や妹の世話をした 
2.	 親戚や知人の小さい子どもの世話をした 
3.	 よその家のベビーシッターをした 
4.	 保育園や幼稚園などで託児の実習やボランティアをした 
5.	 学校の授業で学んだ 
6.	 公民館や保健所で開かれている家庭教育学級・講座などに参加した 
7.	 育児のガイドブックや本を読んだ 
8.	 テレビやビデオ、インターネット等で学んだ 
9.	 自分の親や親戚から教えてもらった 
10.  先輩や友人、親しい知人などから教えてもらった 
11.  その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
問 35	 その他に、あなたが、親になる前に、小さな子どもの世話の仕方を実際に経験したり、教わったりしたこと

がありますか。もしありましたら、自由にお書き下さい。 
 

1.	 はい（自由回答記述）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  2.	 いいえ 
 
問 36	 あなたは、親になる前や、結婚するまでに、子育てや家庭教育に関する講座などを受けたりしたことがあり

ますか。あてはまるものをお答えください。 
	  

1.	 はい     2.	 いいえ 
 
 
■問 37 は、問 36 で「1．はい」とお答えの方にお伺いします。 
問 37	 あなたが受けた子育てや家庭教育に関する講座や学級は、その後、役に立ちましたか。あてはまるものをお

答えください。 
	  

1. とても役に立った  2.役に立った  3. それほど役に立たなかった	  
4. 全く役に立たなかった  5. わからない 

■	 全員にお伺いします。 
問 38	 あなたは家庭教育や子育てのことで不安に思ったり悩んだりしている（た）ことは 

いつも 
している 

時  々
している 

あまり 
していない 

全くして 
いない 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

はい いいえ 

１	 	 ―	 	 ２	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	  

	  

	 	  



 
ありますか。あてはまるものをお答えください。 

 1. ある	 	 	 	 2. ない 
 
 
■問 39 は、問 38 で「1．ある」とお答えの方にお伺いします。 
問 39「不安に思ったり悩んだりしている（いた）ことは何ですか。次の中からいくつでも挙げてください。（複数選

択） 
1.	 子どもの身体の発育・発達に関すること 
2.	 子どもの健康・医療に関すること 
3.	 話す、書く、読むことなど、子どもの 知的発達に関すること 
4.	 友だちとの遊びや友人関係など子どもの集団生活に関すること 
5.	 学校等（幼稚園、保育所を含む）でのいじめや不登校・不登園に関すること 
6.	 子どもの成績や勉強、学力に関すること 
7.	 子どもの進路や就職、将来の生き方に関すること 
8.	 家庭における食生活・食育に関すること 
9.	 青少年の問題行動に関すること 
10.	 ファッションや流行など若者文化に関すること 
11.	 携帯電話やインターネットの利用や関わり方に関すること 
12.	 青少年にとっての有害な図書や有害情報への対処に関すること 
13.	 青少年の男女交際や異性との付き合いなどに関すること 
14.	 性教育に関すること 
15.	 カードローンや悪質商法等への対処の仕方など消費者教育に関すること 
16.	 子どもへの本や教材、おもちゃや玩具の与え方、選び方に関すること 
17.	 子どもの基本的な生活習慣や生活リズムに関すること       
18.	 反抗や甘え、依存など親子関係に関すること 
19.	 粗暴・飽きっぽい・内気など、子どもの性格・情緒に関すること 
20.	 親の子どもへの接し方や養育態度に関すること（ほめ方や叱り方など） 
21.	 子どもの安全や危険回避、災害防止に関すること 
22.	 子どもが被害者となる犯罪防止、被害等の予防に関すること 
23.	 ストレスや心の悩みに関すること  
24.	 子育てに関する経済的な負担や教育費に関すること 
25.	 学校や幼稚園等との連携に関すること 
26.	 地域の人々とのつきあいや、地域社会との連携に関すること 
27.	 子育てネットワークなど地域コミュニティに関すること 
28.	 子育てや家庭教育に関する夫婦相互の役割や協力関係に関すること 
29.	 仕事と子育て・家庭生活の両立に関すること 
30.	 日常の炊事、洗濯など家事に関すること 
31.	 孤独感や疎外感、孤立感に関すること 
32.	 子どもの世話や面倒をみてくれる人や施設に関すること 
33.	 自分の将来設計に関すること 
34．住まいや周りの居住環境に関すること 
35．その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 



 
■	 全員にお伺いします。 

問 40	 あなたは、しつけや子育てに関する悩みの解決にあたって、どのような方法をとりましたか（とっています

か）。あてはまるものをお答えください。 
 
問 41	 あなたが、しつけや子育てに関する悩みの解決にあたって、とった方法は役に立ちましたか。それぞれにつ

いて、一番あてはまるものをお答えください。 

 
■全員にお伺いします。 

問 40  問 41＿左記の欄で「1. はい」に○を付けた項目について、役

に立ったかどうか、お答えください。 
1.	 家族（夫婦）で話し合った 1. はい	 	  

2. いいえ 
3.とても役

に立った 
4.役に立

った 
5.それほど役に立

たなかった 
6.全く役に立たなか

った 
2.	 親や親せきに相談した 1. はい	 	  

2. いいえ 
3.とても役

に立った 
4.役に立

った 
5.それほど役に立

たなかった 
6.全く役に立たなか

った 
3.	 行政の家庭教育相談を利用

した 
1. はい	 	  
2. いいえ 

3.とても役

に立った 
4.役に立

った 
5.それほど役に立

たなかった 
6.全く役に立たなか

った 
4.	 民間の家庭教育相談を利用

した 
1. はい	 	  
2. いいえ 

3.とても役

に立った 
4.役に立

った 
5.それほど役に立

たなかった 
6.全く役に立たなか

った 
5.	 保健所や児童相談所に相談

した 
1. はい	 	  
2. いいえ 

3.とても役

に立った 
4.役に立

った 
5.それほど役に立

たなかった 
6.全く役に立たなか

った 
6.	 学校、幼稚園の先生、保育

所の保育士などに相談した 
1. はい	 	  
2. いいえ 

3.とても役

に立った 
4.役に立

った 
5.それほど役に立

たなかった 
6.全く役に立たなか

った 
7.	 子育てサポーターなど地域

ボランティアのアドバイスを受けた 
1. はい	 	  
2. いいえ 

3.とても役

に立った 
4.役に立

った 
5.それほど役に立

たなかった 
6.全く役に立たなか

った 
8.	 学生時代などの友人や幼な

なじみの知人に相談した 
1. はい	 	  
2. いいえ 

3.とても役

に立った 
4.役に立

った 
5.それほど役に立

たなかった 
6.全く役に立たなか

った 
9.	 子どもを介して親しくなっ

た友人に相談した 
1. はい	 	  
2. いいえ 

3.とても役

に立った 
4.役に立

った 
5.それほど役に立

たなかった 
6.全く役に立たなか

った 
10.	 職場の同僚や先輩などに

相談した 
1. はい	 	  
2. いいえ 

3.とても役

に立った 
4.役に立

った 
5.それほど役に立

たなかった 
6.全く役に立たなか

った 
11.	 趣味や学習、スポーツ等の

グループの仲間に相談した 
1. はい	 	  
2. いいえ 

3.とても役

に立った 
4.役に立

った 
5.それほど役に立

たなかった 
6.全く役に立たなか

った 
12.	 本や雑誌などの関連情報

を探した 
1. はい	 	  
2. いいえ 

3.とても役

に立った 
4.役に立

った 
5.それほど役に立

たなかった 
6.全く役に立たなか

った 
13.	 インターネットを利用した 1. はい	 	  

2. いいえ 
3.とても役

に立った 
4.役に立

った 
5.それほど役に立

たなかった 
6.全く役に立たなか

った 
14.	 電話やメールでの子育て

相談サービスを利用した 
1. はい	 	  
2. いいえ 

3.とても役

に立った 
4.役に立

った 
5.それほど役に立

たなかった 
6.全く役に立たなか

った 
15.	 近所の人に相談した 1. はい	 	  

2. いいえ 
3.とても役

に立った 
4.役に立

った 
5.それほど役に立

たなかった 
6.全く役に立たなか

った 
16.	 子育てサークル等に参加

した 
1. はい	 	  
2. いいえ 

3.とても役

に立った 
4.役に立

った 
5.それほど役に立

たなかった 
6.全く役に立たなか

った 
17.	 家庭教育学級や子育て講

座等を受講した 
1. はい	 	  
2. いいえ 

3.とても役

に立った 
4.役に立

った 
5.それほど役に立

たなかった 
6.全く役に立たなか

った 
18.	 医師や専門のカウンセラ

ーに相談した 
1. はい	 	  
2. いいえ 

3.とても役

に立った 
4.役に立

った 
5.それほど役に立

たなかった 
6.全く役に立たなか

った 



 
問 42	 家庭教育や子育てに関連して学習をするとしたら、あなたが学んでみたいと思うものはどんな内容ですか。

次の中からいくつでも挙げてください。（複数選択） 
 

1.	 子どもの身体の発育・発達に関すること 
2.	 子どもの健康・医療に関すること 
3.	 話す、書く、読むことなど、子どもの 知的発達に関すること 
4.	 友だちとの遊びや友人関係など子どもの集団生活に関すること 
5.	 学校等（幼稚園、保育所を含む）でのいじめや不登校・不登園に関すること 
6.	 子どもの成績や勉強、学力に関すること 
7.	 子どもの進路や就職、将来の生き方に関すること 
8.	 家庭における食生活・食育に関すること 
9.	 青少年の問題行動に関すること 
10.	 ファッションや流行など若者文化に関すること 
11.	 携帯電話やインターネットの利用や関わり方に関すること 
12.	 青少年にとっての有害な図書や有害情報への対処に関すること 
13.	 青少年の男女交際や異性との付き合いなどに関すること 
14.	 性教育に関すること 
15.	 カードローンや悪質商法等への対処の仕方など消費者教育に関すること 
16.	 子どもへの本や教材、おもちゃや玩具の与え方、選び方に関すること 
17.	 子どもの基本的な生活習慣や生活リズムに関すること       
18.	 反抗や甘え、依存など親子関係に関すること 
19.	 粗暴・飽きっぽい・内気など、子どもの性格・情緒に関すること 
20.	 親の子どもへの接し方や養育態度に関すること（ほめ方や叱り方など） 
21.	 子どもの安全や危険回避、災害防止に関すること 
22.	 子どもが被害者となる犯罪防止、被害等の予防に関すること 
23.	 ストレスや心の病に関すること  
24.	 子育てに関する経済的な負担や教育費に関すること 
25.	 学校や幼稚園等との連携に関すること 
26.	  地域の人々とのつきあいや、地域社会との連携に関すること 
27.	 子育てネットワークなど地域コミュニティに関すること 
28.	 子育てや家庭教育に関する夫婦相互の役割や協力関係に関すること 
29.	 仕事と子育て・家庭生活の両立に関すること 
30.	 日常の炊事、洗濯など家事に関すること 
31.	 孤独感や疎外感、孤立感に関すること 
32.	 子どもの世話や面倒をみてくれる人や施設に関すること 
33.	 自分の将来設計に関すること 
34．住まいや周りの居住環境に関すること 
35．学んでみたいと思うものはない 
36．その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 



 
問 43	 あなたが、家庭教育についての学習を始めようとするとき、あるいは学習をしているとき、問題や不都合を

感じることがありますか。次にあげる項目について、あてはまるものをいくつでもお答えください。（複数選択） 
 

1.	 家族や職場など周囲の理解が得にくい 
2.	 経費のやりくりが大変 
3.	 一緒に学習する仲間がいない 
4.	 仕事が忙しくて時間のやりくりが大変 
5.	 家事が忙しくて時間のやりくりが大変 
6.	 学習機会に関する情報(内容、時間、場所、費用など)が得にくい 
7.	 身近に学習する場がない 
8.	 子どもや老人の世話をしてくれる人がいない 
9.	 受けたい講座などが見当たらない 
10.	 学習のきっかけがつかみにくい 
11.	 その他の問題で問題や不都合を感じている 
具体的に（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
12.	 問題や不都合を感じていることはない。 

 
問 44	 親や保護者の家庭教育や子育てを支援するためには、行政はどのような方策を講じる必要があるでしょうか。

それぞれについて、一番あてはまるものをお答えください。 
 
 
1.	 家庭教育に関する休暇制度の導入（家庭教育の講座の受講や 
授業参観、ＰＴＡの会合等に参加するための休暇措置） 
2.	 困ったときに相談に応じたり助言してくれる家庭教育相談員の配置 
3.	 しつけなどに関して参考となる冊子やパンフレットの作成・配布 
4.	 安全安心な子どもの遊び場を身近な場所に整備すること 
5.	 親子がともに参加できるイベント等の開催 
6.	 家庭教育に関する親を対象とした学習機会の提供 
7.	 親や地域の人々がふれあう公民館等での子育てサークルの支援 
8.	 子ども達を有害情報から守る手立て（取締りや規制、ルールづくり） 
9.	 教育費の負担軽減（子ども手当、授業料の無償化などの措置） 
10.	 電話やメール、インターネット等による相談体制の整備 
11.	 講座やシンポジウムなど学習機会に関する情報提供 
12.	 子育てサークルなどの活動グループに関する情報提供 
13.	 専門家やサポーター、ボランティアによる訪問型（アウトリーチ） 
の家庭教育支援 
14.	 家庭教育や子育てを支援する地域の指導者などの育成 
15.	 学齢期や結婚前の若い時期における子育てや家庭教育についての 
学習機会の提供 
16.	 乳幼児や幼少児とふれあう機会の提供 
17.  社会全体で家庭教育を支える気運の醸成、社会的な啓発 
18.  職業と子育てが両立できるよう、企業などへの協力要請 
19.	 職業上の技能スキルの習得のための学習機会や訓練 
20.	 小児医療の体制整備 
21.	 幼稚園、保育所等の多様な保育サービス 

	 22．その他	 （具体的に	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
 

大いに充実 
すべき 

少し充実 
すべき 

あまり充実 
する必要は 
ない 

充実する 
必要はない 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	 ―	 	 ４ 



 
 
問 45	 その他に、親や保護者の家庭教育や子育てを支援するために、行政はどのような方策を講じる必要があると

お考えでしょうか。その他に意見がありますか。 
もしありましたら、自由にお書きください。 

	 1.はい 
	 2.いいえ 

 
問 46	 あなたはこれまでに、大きな被害を起こした自然災害を経験したことがありますか。あてはまるものをすべ

てお選び下さい。 
 

	 1.  台風	  
	 2.  大雨・洪水	  
	 3.  地震	  
	 4.  津波	  
	 5.  火山の噴火	  
	 6.  山崩れ・地すべり 
	 7.  竜巻 
	 8.  大雪 

 
問 47	 地震や津波などから身を守ることについて、次のことは正しいと思いますか。 
あてはまるものをお答えください。 
 

	 1.  地震が起きたらまず身を守り、その後で火の始末をする 
	 2.  地震が起きて避難するときはできるだけ長袖を着る 
	 3.  地震の時トイレにいたら、ドアにスリッパをはさむ 
	 4.  NTT の災害用伝言ダイアルは、１７１である 
	 5.  地震の震度とは場所ごとのゆれの大きさをあらわす 
	 6.  マグニチュードとは地震そのものの大きさをあらわす 
	 7.  津波情報が出たら、できるだけ早く高台か海岸から遠くへ避難する 

 
問 48	 あなたは次のことをやっていますか。それぞれについてあてはまるものをお選び下さい。 
 
 
 

1.  水や食料を備蓄している 
2.  非常持ち出し袋を準備している 
3.  タンスや棚に転倒防止器具を着けている 
4.  自宅の耐震化を行っている 
5.  地元の自治体が作成したハザードマップを見ている 
6.  防災訓練に参加している 
7.  避難場所を確認する 
8.  携帯やラジオなどを常時持っている 

 
 
問 49	 あなたは、あなたのお住まいの地域で、河川の氾濫、がけ崩れ、津波など災害の危険がある場所を知ってい

ますか。あてはまるものをお答えください。 
 

１	 	 ―	 	 ２	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	  

はい いいえ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３ 

 

やっている ある程度 
やっている 

やって 
いない 



 
1.  危険な場所がどこか知っている 
2.  危険な場所があることは知っているが、どこかは知らない 
3.  危険な場所があるかどうか知らない 
4.  危険な場所はない 
5.  不明 

 
問 50	 問 49 で「危険な場所がどこか知ってる」と 回答された方にお尋ねします。 
	 危険な場所を、ご家族と話し合われてお互いに教え合ったことがありますか。 

1.  話し合ったことがある。 
2.  いつも話し合って注意している。 
3.  話し合ったことはない。 
 

問 51	 あなたは、お住まいの地域の防災マップや災害危険予測図（ハザードマップ）等を持っていますか。あるい

は見たり聞いたりしたことがありますか。あてはまるものをお答えください。 
 

1.  持っている 
2.  持っていないが見たことがある 
3.  見たことはないが聞いたことがある 
4.  見たり聞いたりしたことはない 

 
問 52	 子どもに次のようなことを教えておられますか。 
あてはまるものをお答えください。 
 

1.  応急手当の方法 
2.  居住地周辺の災害がおこりそうな場所 
3.  地震のゆれを感じたときにとる行動 
4.  大雨になったときにとる行動 
5.  台風が近づいたときにとる行動 
6.  津波警報がでたときにとる行動 
7.  家族の安否を知る方法 
8.  地震や台風など災害が起きる理由 

 
問 53	 子どもに特に知ってもらいたい防災情報は何ですか。あてはまるものを 3 つ以内でお選びください。（3 つ以

内で選択） 
 

1.	 地震発生など災害が起きる仕組み 
2.	 過去の大災害の事例や教訓 
3.	 ビデオ映像や起震車等による大地震の疑似体験 
4.	 家庭でできる防災の心構え・準備 
5.	 災害時の避難場所や避難経路 
6.	 学校や外出先での避難方法 
7.	 家族と連絡を取る方法 
8.	 家族の安否を知る方法 
9.	 簡単な応急手当の方法 
10.	 過去の災害発生場所の地図 
11.	 将来、災害発生の可能性のある場所の地図 
12.	 災害時に提供される情報の入手方法 

   

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３	 	  

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３ 

 

  教えたこと 
がある 

ある程度 
 教えたこと 

がある 

教えたこと 
はない 



 
13.	 地域の自治会や町内会での防災体制 
14.	 行政が実施している防災施策 
15.	 防災ボランティアへの参加方法 
16.	 その他 
17.	 知識や情報を教えたいとは思わない 

 
 
 
 
問 54	 あなたは、次のそれぞれの言葉をご存知ですか。  
それぞれについて、一番あてはまるものをお答えください。 
 
 

1.	 食育 
2.	 児童虐待 
3.	 フィルタリング 
4.	 読み聞かせ 
5.	 「早寝早起き朝ごはん」国民運動 
6.	 幼保一元化 

 
■	 後に	 全員にお伺いします。 
問 55 あなたのお子さんは，幼稚園・保育園、小中（高等）学校等に、現在、登校・通園していますか。いませんか。

次の中から、あてはまるものをお答えください。 
 

1．登校・通園している 
2．登校・通園していない	 （具体的にその期間は合計	 	 	 	 年	 	 	 か月）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
3．以前登校・通園していなかったが今は登校・通園している 
4．その他	 （	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
問 56  55 でお答えの、幼稚園・保育園、小中（高等）学校等に「登校・通園していない（いなかった）期間」は何

年何ヶ月ですか。具体的な期間を教えてください。 
（	 	 	 	 	 	 	 	 ）年（半角数字） 
（	 	 	 	 	 	 	 	 ）ヶ月（半角数字） 

 
問 57	 あなたのお子さんは、幼稚園・保育園、小中（高等）学校に行きたがらないことがありますか。一番あては

まるものをお答えください。 
1.はい  2.どちらかというとはい 3.どちらともいえない 4.どちらかというといいえ  
5.いいえ 6.わからない 

 
問 58 家庭教育に関して不登校・不当園について差し支えなければ自由にお書きください。	 	 	 （400 字以内） 

 

 

 知らない  言葉は 
 知っている 

内容まで 
理解してい

る 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３ 

１	 	 ―	 	 ２	 	 ―	 	 ３ 



 
問 59 あなたの配偶者／パートナーの年齢を教えてください。 
 

1.	 20 歳～24 歳 2.	 25 歳～29 歳 3.	 30 歳～34 歳 4.	 35 歳～39 歳	  
5.	 40 歳～44 歳 6.	 45 歳～49 歳 7.	 50 歳～54 歳 8.	 55 歳～59 歳	  
9.	 60 歳～64 歳 10．65 歳～69 歳 11.  70 歳以上 

 
問 60 現在、同居しているご家族は、あなたも含めて何人ですか。 

1.	 単身（一人暮らし）  2.	 2 人  3.	 3 人  4.	 4 人 
5.	 5 人   6.	 6 人  7.	 7 人以上 

 
問 61 現在、同居しているご家族で該当する方は具体的にどなたですか。 

1.	 配偶者 2.	 子ども（	 	 	 人）	  3.	 配偶者の父親  4.	 配偶者の母親 
5.	 あなたの父親 6.あなたの母親  7.	 配偶者やあなたの兄弟・姉妹  
8	 その他（	 	 	 人） 

 
問 62	 あなたの家のお子さんは何人ですか。離れて暮らしているお子さんも含めてお答えください。 

1.	 １人  2.	 2 人  3.	 3 人  4.	 4 人  5.	 5 人以上 
 
問 63	 お答え頂いたお子さんのうち、同居の人数をそれぞれ教えてください。 

同居（	 	 	 	 ）人	 （半角数字） 
別居（	 	 	 	 ）人	 （半角数字） 

 
問 64	 あなたの家のお子さんは、次のうちどれに当たりますか。離れて暮らしているお子さんも含めて全てお答え

ください。 
1.	 乳幼児	 男の  2.	 乳幼児	 女の子 
3.	 小学生	 男の子  4.	 小学生	 女の子 
5.	 中学生	 男の子  6.	 中学生	 女の子 
7.	 高校生	 男の子  8.	 高校生	 女の子 
9.	 その他	 男の子  10.	 その他	 女の子 

 
問 65	 お宅の家族構成は、次の中のどれでしょうか。あてはまるものをお答えください。 

1.	 両親（ご夫婦）と子どものみ（18 歳以下の子どもがいる） 
2.	 片親（単親）と子どものみ（18 歳以下の子どもがいる） 
3.	 ご夫婦のどちらかが、現在単身赴任（18 歳以下の子どもがいる） 
4.	 両親（ご夫婦）と子どもと同居の祖父母（18 歳以下の子どもがいる） 
5.	 片親(単親)と子どもと同居の祖父母（18 歳以下の子どもがいる） 
6.	 その他（具体的に記入してください→） 

 
問 66	 あなたの居住地域を教えてください。 

1.	 都市部の中心市街地  2.	 大きな都市の近郊・郊外	  
3.	 農山村漁村   4.	 その他（具体的に記入してください→） 

 
問 67	 あなたのお宅は、今住んでいる地域に何年おられますか。 
	 次の中から、あてはまるものをお答えください。（いったん、別な場所に引っ越してから、また現在の場所に戻っ

てきた場合は、戻ってからの年数でお答えください） 
1．１年未満  2．１～３年未満  3．３～５年未満  4．５～１０年未満 
5．１０～１５年未満 6．１５～２０年未満 7．２０年以上（自分たちの代で他から転入） 



 
8．２０年以上（親の代から住み続けている） 

 
問 68 あなたのお住まいの状況をお答えください。 

1．一戸建て 2．マンションやアパートなど集合住宅  3．寮や社宅 4．その他 
 
問 69	 あなたの現在のお仕事について、それぞれあてはまるものをお答えください。 

1.	 パートタイムで仕事をしている（在宅ワークを含む） 
2.	 フリーで仕事をしている（在宅ワークを含む） 
3.	 常勤（フルタイム）で給料をもらって仕事をしている 
4.	 事業を経営している 
5.	 家業を手伝っている 
6.	 家で仕事をしている 
7.	 学生	  
8.	 専業主婦・主夫 
9.	 無職 
10.	 その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

問 70  あなたの配偶者（パートナー）の現在のお仕事について、それぞれあてはまるものをお答え 
ください。 

1.	 パートタイムで仕事をしている（在宅ワークを含む） 
2.	 フリーで仕事をしている（在宅ワークを含む） 
3.	 常勤（フルタイム）で給料をもらって仕事をしている 
4.	 事業を経営している 
5.	 家業を手伝っている 
6.	 家で仕事をしている 
7.	 学生	  
8.	 専業主婦・主夫 
9.	 無職 
10.	 その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
 

問 71	 あなたのご職業は、次のどれに該当しますか。あてはまるものをお答えください。 
1.	 専門的・技術的職業（医師・看護師、弁護士、教師・教員、栄養士、エンジニア・デザイナー、文筆家など） 
2.	 管理的職業（会社や官庁での課長以上の管理職など） 
3.	 事務的職業（会社や役所での一般事務・経理、内勤の営業など） 
4.	 販売の職業（小売店やコンビニなどでの販売、外勤のセールス、不動産売買など） 
5.	 サービス的な職業（接客、飲食物の調理師、理容師・美容師、ホームヘルパーなど）	  
	 6.	 保安の職業（警察官、自衛官、消防士や警備員など） 
	 7.	 農林漁業の職業 
	 8.	 運輸・通信の職業（鉄道運転、自動車の運転、郵便の集配・配達、物流配送など） 
	 9.	 技能・作業的な職業（組立工、電気工事、土木建築など） 
	 10.	 その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
問 72 あなたの配偶者（パートナー）のご職業は、次のどれに該当しますか。あてはまるものをお答えください。 
 

1.	 専門的・技術的職業（医師・看護師、弁護士、教師・教員、栄養士、エンジニア・デザイナー、文筆家など） 
2.	 管理的職業（会社や官庁での課長以上の管理職など） 
3.	 事務的職業（会社や役所での一般事務・経理、内勤の営業など） 
4.	 販売の職業（小売店やコンビニなどでの販売、外勤のセールス、不動産売買など） 



 
5.	 サービス的な職業（接客、飲食物の調理師、理容師・美容師、ホームヘルパーなど）	  
6.	 保安の職業（警察官、自衛官、消防士や警備員など） 
7.	 農林漁業の職業 
8.	 運輸・通信の職業（鉄道運転、自動車の運転、郵便の集配・配達、物流配送など） 
9.	 技能・作業的な職業（組立工、電気工事、土木建築など） 
10.	 その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
 

問 73 あなたの 終学歴を教えてください。 
	 1.中学卒 2.高校卒  3.専門学校卒 4.短大卒  5.高等専門学校（高専）卒 
	 6.大学卒 7.大学院修了 8.その他  9.わからない 

 
問 74	 あなたの世帯年収を教えてください。 

	 1.～９９万円  2.１００万円～ 3.２００万円～ 4.３００万円～ 5.４００万円～ 
	 6.５００万円～ 7.６００万円～ 8.７００万円～ 9.８００万円～ 10.９００万円～ 
	 11.１０００万円～ 12.１５００万円～ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
≪フェース・シート≫ 

Ｆ１	 あなたの配偶者／パートナーの年齢は 
1.	 20 歳～24 歳	   2.	 25 歳～29 歳	   3.	 30 歳～34 歳	   4.	 35 歳～39 歳	  
5.	 40 歳～44 歳	   6.	 45 歳～49 歳	   7.	 50 歳～54 歳	    8.	 55 歳～59 歳	  
9.	 60 歳以上 

 
Ｆ２	 現在同居しているご家族は、あなたも含めて何人ですか。 

1.	 単身（一人暮らし）	 2.	 2 人	 	  3.	 3 人	 	  4.	 4 人	 	  5.	 5 人 
6.	 6 人  7.	 7 人以上 

 
Ｆ３	 現在、同居しているご家族で該当する方は具体的にどなたですか。 

1.	 配偶者 2.	 子ども（	 	 	 人） 3.	 配偶者の父親  4.	 配偶者の母親 
5.	 あなたの父親 6.	 あなたの母親  7.	 配偶者やあなたの兄弟・姉妹 
8.	 その他（	 	 	 人） 

 
Ｆ４	 あなたの家のお子さんは何人ですか。離れて暮らしているお子さんも含めてお答えください。 
	 	 1.	 １人  2.	 2 人  3.	 3 人  4.	 4 人  5.	 5 人以上 
	 	 同居（	 	 	 	 人）	 	 別居（	 	 	 	 人） 
 
Ｆ５	 あなたの家のお子さんは、次のうちどれに当たりますか。離れて暮らしているお子さんも含めて全てお答えく

ださい。 
	 	  

1.	 乳幼児	 男の子	 	   2.	 乳幼児	 女の子 
3.	 小学生	 男の子	 	   4.	 小学生	 女の子 
5.	 中学生	 男の子	 	   6.	 中学生	 女の子 
7.	 高校生	 男の子	 	   8.	 高校生	 女の子 
9.	 その他	 男の子	 	   10.	 その他	 女の子 

 
Ｆ６	 お宅の家族構成は、次の中のどれでしょうか。あてはまるものをお答えください。 
 

1.	 両親（ご夫婦）と子どものみ（18 歳以下の子どもがいる） 
2.	 片親（単親）と子どものみ（18 歳以下の子どもがいる） 
3.	 ご夫婦のどちらかが、現在単身赴任（18 歳以下の子どもがいる） 
4.	 両親（ご夫婦）と子どもと同居の祖父母（18 歳以下の子どもがいる） 
5.	 片親(単親)と子どもと同居の祖父母（18 歳以下の子どもがいる） 
6.	 その他 

 
Ｆ７	 あなたの居住地域は 

1.	 都市部の中心市街地	 2.	 大きな都市の近郊・郊外	 3.	 農山村漁村	 4.	 その他 
 
Ｆ８	 あなたのお宅は、今住んでいる地域に何年おられますか。 
	 次の中から、あてはまるものをお答えください。（いったん、別な場所に引っ越してから、また現在の場所に戻っ

てきた場合は、戻ってからの年数でお答えください） 
 

1．１年未満	 	 2．１～３年未満	 	 3．３～５年未満	 	 4．５～１０年未満 
5．１０～１５年未満	 	 6．１５～２０年未満	 	 7．２０年以上（自分たちの代で他から転入） 
8．２０年以上（親の代から住み続けている） 



 
 
あなたのお住まいの状況をお答えください。 

1．一戸建て	 	 2．マンションやアパートなど集合住宅	 	  3．寮や社宅	  4．その他 
 
Ｆ９	 あなたの現在のお仕事について、それぞれあてはまるものをお答えください。 

1.	 パートタイムで仕事をしている（在宅ワークを含む） 
2.	 フリーで仕事をしている（在宅ワークを含む） 
3.	 常勤（フルタイム）で給料をもらって仕事をしている 
4.	 事業を経営している 
5.	 家業を手伝っている 
6.	 家で仕事をしている 
7.	 学生	  
8.	 専業主婦・主夫 
9.	 無職 
10.	 その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
Ｆ10	 あなたの配偶者（パートナー）の現在のお仕事について、それぞれあてはまるものをお答え 
ください。 

1.	 パートタイムで仕事をしている（在宅ワークを含む） 
2.	 フリーで仕事をしている（在宅ワークを含む） 
3.	 常勤（フルタイム）で給料をもらって仕事をしている 
4.	 事業を経営している 
5.	 家業を手伝っている 
6.	 家で仕事をしている 
7.	 学生	  
8.	 専業主婦・主夫 
9.	 無職 
10.	 その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
Ｆ11	 あなたのご職業は、次のどれに該当しますか。あてはまるものをお答えください。 

1.	 専門的・技術的職業（医師・看護師、弁護士、教師・教員、栄養士、エンジニア・デザイナー、文筆家など） 
2.	 管理的職業（会社や官庁での課長以上の管理職など） 
3.	 事務的職業（会社や役所での一般事務・経理、内勤の営業など） 
4.	 販売の職業（小売店やコンビニなどでの販売、外勤のセールス、不動産売買など） 
5.	 サービス的な職業（接客、飲食物の調理師、理容師・美容師、ホームヘルパーなど）	  
6.	 保安の職業（警察官、自衛官、消防士や警備員など） 
7.	 農林漁業の職業 
8.	 運輸・通信の職業（鉄道運転、自動車の運転、郵便の集配・配達、物流配送など） 
9.	 技能・作業的な職業（組立工、電気工事、土木建築など） 
10.	 その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
Ｆ12	 あなたの配偶者（パートナー）のご職業は、次のどれに該当しますか。あてはまるものをお答えください。 

1.	 専門的・技術的職業（医師・看護師、弁護士、教師・教員、栄養士、エンジニア・デザイナー、文筆家など） 
2.	 管理的職業（会社や官庁での課長以上の管理職など） 
3.	 事務的職業（会社や役所での一般事務・経理、内勤の営業など） 
4.	 販売の職業（小売店やコンビニなどでの販売、外勤のセールス、不動産売買など） 
5.	 サービス的な職業（接客、飲食物の調理師、理容師・美容師、ホームヘルパーなど）	  



 
6.	 保安の職業（警察官、自衛官、消防士や警備員など） 
7.	 農林漁業の職業 
8.	 運輸・通信の職業（鉄道運転、自動車の運転、郵便の集配・配達、物流配送など） 
9.	 技能・作業的な職業（組立工、電気工事、土木建築など） 
10.	 その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 
 

４．高齢者の社会参加に関する調査表 
 
問 1．あなたの性別について当てはまるものを次の中から選んでください。 

1．男性	 	 2．女性 
 
問 2．あなたの年齢について当てはまるものを次の中から選んでください。 

1．50 歳－54 歳	 2．55 歳－59 歳	 	 3．60 歳－64 歳	 	 4．65 歳－69 歳	 	 5．70 歳－74 歳	 	  
 
問 3．現在の仕事の状況に関して、あてはまるものを次の中から選んでください。 

1. 定年退職をせずに働いている 
2. 定年退職をしたが、今も働いている 
3. 定年退職をし、今は働いていない 

 
問 4．前問で「定年退職せずに働いている」を選択した人にお聞きします。現在、もしくは定年退職の年齢までに該

当する仕事の業種、職種及び勤務形態について当てはまるものを次の中から選んでください。【業種】	 	 	 	  
1.専門的・技術的職業（医師・看護師、弁護士、教師・教員、栄養士、エンジニア・デザイナー、文筆家など） 
2.管理的職業（会社や役所での課長以上の管理職など） 
3.事務的職業（会社や役所での一般事務・経理、内勤の営業など） 
4.販売の職業（小売店やコンビニなどでの販売、外勤のセールス、不動産売買など） 
5.サービス的な職業（接客、飲食物の調理師、理容師・美容師、ホームヘルパーなど） 
6.保安の職業（警察官、自衛官、消防士や警備員など） 
7.農林漁業の職業 
8.運輸・通信の職業（鉄道運転、自動車の運転、郵便の集配・配達、物流配送など） 
9.技能・作業的な職業（組立工、電気工事、土木建築など） 
10.その他 

 
問 5．現在もしくは定年退職の年齢までに該当する仕事の業種、職種及び勤務形態について、当てはまるものを次の

中から選んでください。【職種】 
1.経営・役員 
2.管理 
3.専門職（医師） 
4.専門職（医療関連：看護師・介護士等） 
5.専門職（弁護士） 
6.専門職（会計士・税理士） 
7.専門職（教育関連） 
8.研究・開発 
9.エンジニア 
10.一般事務・総務 
11.企画・マーケティング 
12.広報・宣伝 
13.人事・経理 
14.販売・営業 
15.サービス業（専門職以外の医療・福祉従事者も含む） 
16.農林漁業従事者 
17.生産工程従事者 



 
18.調達・運輸・物流 
19.建設・採掘従事者 
20.その他 
21.働いていない 

 
問 6．現在もしくは定年退職の年齢までに該当する仕事の業種、職種及び勤務形態について、次の中から当てはまる

ものを選んでください。【勤務形態】 
1.パートタイムで仕事をしている（在宅ワークを含む） 
2.フリーで仕事をしている（在宅ワークを含む） 
3.常勤（フルタイム）で給料をもらって仕事をしている 
4.事業を経営している 
5.家業を手伝っている 
6.学生 
7.専業主婦・主夫 
8.無職 
9.その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
問 7.	 前問で「定年退職をしたが、今も働いている」を選択した人にお聞きします。 
定年退職後に就いた仕事の業種、職種及び勤務形態について、当てはまるものを次の中から選んでください。【業種】 

1.専門的・技術的職業（医師・看護師、弁護士、教師・教員、栄養士、エンジニア・デザイナー、文筆家など） 
2.管理的職業（会社や役所での課長以上の管理職など） 
3.事務的職業（会社や役所での一般事務・経理、内勤の営業など） 
4.販売の職業（小売店やコンビニなどでの販売、外勤のセールス、不動産売買など） 
5.サービス的な職業（接客、飲食物の調理師、理容師・美容師、ホームヘルパーなど） 
6.保安の職業（警察官、自衛官、消防士や警備員など） 
7.農林漁業の職業 
8.運輸・通信の職業（鉄道運転、自動車の運転、郵便の集配・配達、物流配送など） 
9.技能・作業的な職業（組立工、電気工事、土木建築など） 
10.その他 

 
問 8.	 定年退職後に就いた仕事の業種、職種及び勤務形態について、当てはまるものを次の中から選んでください。

【職種】 
1.経営・役員 
2.管理 
3.専門職（医師） 
4.専門職（医療関連：看護師・介護士等） 
5.専門職（弁護士） 
6.専門職（会計士・税理士） 
7.専門職（教育関連） 
8.研究・開発 
9.エンジニア 
10.一般事務・総務 
11.企画・マーケティング 
12.広報・宣伝 
13.人事・経理 
14.販売・営業 
15.サービス業（専門職以外の医療・福祉従事者も含む） 



 
16.農林漁業従事者 
17.生産工程従事者 
18.調達・運輸・物流 
19.建設・採掘従事者 
20.その他 
21.働いていない 
 

問 9.	 定年退職後に就いた仕事の業種、職種及び勤務形態について、当てはまるものを次の中から選んでください。

【勤務形態】 
1.パートタイムで仕事をしている（在宅ワークを含む） 
2.フリーで仕事をしている（在宅ワークを含む） 
3.常勤（フルタイム）で給料をもらって仕事をしている 
4.事業を経営している 
5.家業を手伝っている 
6.学生 
7.専業主婦・主夫 
8.無職 
9.その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
問 10.	 定年退職してから現在まで何年経過していますか。当てはまるものを次の中から選んでください。 

1．1 年未満	 	  2．1 年以上 3 年未満	 	  3．3 年以上 5 年未満	 	  4．5 年以上	  
 
問 11.	 あなたの 終学歴を教えてください。 

1.中学卒 2.高校卒  3.専門学校卒 4.短大卒  5.高等専門学校（高専）卒 
6.大学卒 7.大学院修了 8.その他  9.わからない 

 
問 12.	 あなたは、現在、配偶者がいますか。	 当てはまるものを次の中から選んでください。 

1．いる	 	  2．いない 
 
問 13.	 あなたは、現在、同居していますか。	 	  
同居している場合はご自身を除いて何人と同居しているか教えてください。 
＊1 人の場合は 1 とご記入ください。 

1.同居している：何人と同居していますか（	 	 	 	 ） 
2.同居していない 

 
問 14.	 同居している場合、誰と同居していますか。当てはまるものを全て選んでください。 

1．配偶者 2．子ども 3．自分の親 4．配偶者の親 5．自分の祖父母 
6．配偶者の祖父母 7．孫  8．兄弟姉妹 9．友人 
10．その他（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
 
問 15.	 あなたは、これまでに子育ての経験がありますか。 

1．あり	 	   2．なし 
 
問 16.	 「あり」の場合、何人、子どもを育てましたか。 

1.  1 人 2.  2 人  3.  3 人	  4.  4 人 5.  5 人	  6.  6 人以上 
 



 
問 17.	 あなたは、健康に自信がありますか。当てはまるものに○をつけてください。 

1. 自信がある 
2. どちらかというと自信がある 
3. どちらかというと自信がない 
4. 自信がない 

 
問 18.	 あなたは、これまでに、１ヶ月以上入院した経験がありますか。 

1. あ り ： も し 差 し 支 え な け れ ば 入 院 の 原 因 と な っ た 病 名 等 を ご 記 入 く だ さ い

（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
2. なし 

 
問 19.	 あなたは、現在、病気やけがの妨げなく、自由に外出できますか。 

1. 何の問題もなく自由に外出できる 
2. まあまあ自由に外出できる 
3. あまり自由に外出できない 
4. まったく自由に外出できない 

 
問 20.	 毎月の収入額はいくらですか。当てはまるものを次の中から選んでください。 

1．10 万円未満	 	 2．10－20 万円	 	 3．20－30 万円	 	 4．30－40 万円	 	 5．40 万円以上	  
 
問 21.	 現在、いくらぐらいの貯金がありますか。株式等の金融資産も含めた総額について当てはまるものを次の中

から選んでください。 
1．500 万円未満 2．500－1000 万円  3．1000－2000 万円 4．2000－3000 万円	 	  
5．3000－5000 万円 6．5000 万円以上	  

 
問 22.	 今後の収入見込みについて、 も当てはまるものを次の中から選んでください。 

1.増えていく（１年間に	 	 	 	 割程度増える）：□の数字をご記入ください	 □ 
2.減っていく（１年間に	 	 	 	 割程度減る）：□の数字をご記入ください	 □ 
3.変わらない 
4.わからない 

 
問 23.	 一週間のうち、社会活動や学習活動、レクリエーションなどの活動に使える時間（いわゆ余暇時間）はどの

くらいですか。全部合計した時間数について当てはまるものを次の中から選んでください。 
1．0－5 時間 2．5－10 時間 3．10－20 時間 4．20－40 時間 5．40 時間以上	  

 
問 24.	 あなたは、現在、趣味・教養や地域に関わるグループ・サークル活動を行っていますか。 も当てはまるも

のを次の中から選んでください。 
1．リーダー的な立場で行っている	 	 2．メンバーとして参加している	 	 3．行っていない 

 
問 25.	 あなたは、現在、一緒に活動することのできる友人や知人がいますか。 も当てはまるものを次の中から選

んでください。 
1．0 人（一人もいない）	 	 2.1 人	 3．2～3 人	 	 4．4～5 人	 	 5．5 人～10 人	 	 6．10 人以上	  

 
 
問 26.	 日ごろ行っている主な活動の状況について、あてはまるものを次の中から選んでください。 



 
 

現
在
行

て
い
る 

以
前
は
行

て
い
た
が
今
は
行

て
い
な
い 

こ
れ
ま
で
行

た
こ
と
が
な
い 毎

日 

週
に
数
回 

月
に
数
回 

年
に
数
回 

テレビを見る 1 2 3 4 5 6 
新聞を読む 1 2 3 4 5 6 
家族と会話する 1 2 3 4 5 6 
読書をする 1 2 3 4 5 6 
図書館に行く 1 2 3 4 5 6 
インターネット・携帯電話をする 1 2 3 4 5 6 
友人・知人と会話をする 1 2 3 4 5 6 
地域に関する活動をする（自治会等） 1 2 3 4 5 6 
ボランティア活動／市民活動をする 1 2 3 4 5 6 
芸術の鑑賞をする 1 2 3 4 5 6 
自分の好きな勉強をする 1 2 3 4 5 6 
就職のための勉強をする 1 2 3 4 5 6 
資格取得のための勉強をする 1 2 3 4 5 6 
室内でレクリエーション・娯楽をする 1 2 3 4 5 6 
室内外でスポーツをする 1 2 3 4 5 6 
散歩をする 1 2 3 4 5 6 
室外でガーデニングや遊びをする 1 2 3 4 5 6 
その他趣味に関する 1 2 3 4 5 6 
農作業等の生産活動をする 1 2 3 4 5 6 
仕事をする（常勤） 1 2 3 4 5 6 
パート・アルバイトをする 1 2 3 4 5 6 
食事や買い物のため外出する 1 2 3 4 5 6 
治療のため通院・静養をする 1 2 3 4 5 6 
昼寝をする／ボーっとする 1 2 3 4 5 6 

 
 
 
問 27.	 上記の活動の中で、今後行ってみたいと考えているものについて、優先順位の高いものから順に、番号を 3
つまで記入してください。 
	  



 
 

１
番
目 

２
番
目 

３
番
目 

テレビを見る 1 2 3 
新聞を読む 1 2 3 
家族と会話する 1 2 3 
読書をする 1 2 3 
図書館に行く 1 2 3 
インターネット・携帯電話をする 1 2 3 
友人・知人と会話をする 1 2 3 
地域に関する活動をする（自治会等） 1 2 3 
ボランティア活動／市民活動をする 1 2 3 
芸術の鑑賞をする 1 2 3 
自分の好きな勉強をする 1 2 3 
就職のための勉強をする 1 2 3 
資格取得のための勉強をする 1 2 3 
室内でレクリエーション・娯楽をする 1 2 3 
室内外でスポーツをする 1 2 3 
散歩をする 1 2 3 
室外でガーデニングや遊びをする 1 2 3 
その他趣味に関する 1 2 3 
農作業等の生産活動をする 1 2 3 
仕事をする（常勤） 1 2 3 
パート・アルバイトをする 1 2 3 
食事や買い物のため外出する 1 2 3 
治療のため通院・静養をする 1 2 3 
昼寝をする／ボーっとする 1 2 3 

 
 
 
 
 
 
問.28	 あなたは、次に掲げる項目について、どの程度、満足／不満を感じていますか。あてはまるものをお選びく

ださい。 



 
 

 不
満 

 

や
や
不
満 

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い 

考
え
た
こ
と
が
な
い
／ 

や
や
満
足 

満
足 

健康状態 
 

1 2 3 4 5 

余暇時間の活用 1 2 3 4 5 

地域活動への参加 
 
	 ウ）地域社会活動への参加 

1 2 3 4 5 

ボランティア・ＮＰＯ活動への参加 1 2 3 4 5 

住居 1 2 3 4 5 

社会的活動を行うに当たっての交通の利便性 1 2 3 4 5 

趣味・娯楽 1 2 3 4 5 

個人的な学習活動の実践 
 

1 2 3 4 5 

図書館の利用 1 2 3 4 5 

公民館の利用 1 2 3 4 5 

スポーツ・体育施設の利用 1 2 3 4 5 

グループ・サークル活動への参加 1 2 3 4 5 

配偶者との関係 1 2 3 4 5 

親や親戚との関係 1 2 3 4 5 

子どもや孫との関係 1 2 3 4 5 

就労生活 1 2 3 4 5 

近隣の人たちとの付き合い 1 2 3 4 5 

現在の収入 1 2 3 4 5 

貯蓄額 1 2 3 4 5 

保健福祉サービス 1 2 3 4 5 

自分の将来の生活の見通し 1 2 3 4 5 

現在の生活全般（総合満足度） 
 

1 2 3 4 5 

 
 
 
 
問 29.	 次に掲げる項目について、あなたの気持ちの強い順に、番号を選んでください。  
	 ＊「１番目」が も気持ちが強いことを意味します。 

 

 	 
	 
	 

５番目 

	 
	 
	 

６番目 



 

1
番

目 

２
番
目 

３
番
目 

４
番
目 

1.自分の自己実現が何よりも大切であると思う。  1 2 3 4 5 6 
2.社会参加といわれるような活動をやってみたい。  1 2 3 4 5 6 
3.できればお金儲けなどの収入を得ることをやってみたい。 1 2 3 4 5 6 
4.他人と人間関係をつくって、うまくやっていきたい。 1 2 3 4 5 6 
5.異性ともつきあっていきたい。 1 2 3 4 5 6 
6.世代間の違いを意識したり差別意識をもったりすることが多い。 1 2 3 4 5 6 

 
問 30.	 あなたのこれまでの社会活動経験と今後の意向についてうかがいます。次の表中の各項目について、当ては

まるものを次の中から選んでください。 
 

現
在
行

て
い
る 

以
前
は
行

て
い
た
が
今
は
行

て
い
な
い 

こ
れ
ま
で
行

た
こ
と
が
な
い 毎

日 

週
に
数
回 

月
に
数
回 

年
に
数
回 

自治会や祭りの実行委員等の地域活動 1 2 3 4 5 6 
地域住民の一人として行うボランティア活動（清掃等） 1 2 3 4 5 6 
地域の寄り合い・会合等への参加 1 2 3 4 5 6 
生涯学習に関する講座や教室等の企画実施（主催者側） 1 2 3 4 5 6 
生涯学習に関する講座や教室等への参加 1 2 3 4 5 6 
展覧会、映画、コンサート等文化イベントの鑑賞 1 2 3 4 5 6 
個人で行う文化的な創作・表現活動 1 2 3 4 5 6 
生活課題や社会的課題の解決に関するグループ・サークル活動 1 2 3 4 5 6 
趣味教養を深めるためのグループ・サークル活動 1 2 3 4 5 6 
学校の諸活動に協力する活動 1 2 3 4 5 6 
子どもや青少年に対する教育活動（キャンプ等） 1 2 3 4 5 6 
スポーツ・レクリエーション活動の鑑賞 1 2 3 4 5 6 
スポーツ・レクリエーション活動への参加（実践） 1 2 3 4 5 6 
ボランティア団体や施設のボランティア活動への参加 1 2 3 4 5 6 
指導者（ボランティア）としての活動 1 2 3 4 5 6 
農作業やものづくりなどの生産活動 1 2 3 4 5 6 
資格取得のための勉強をする 1 2 3 4 5 6 
グループ・サークル等のリーダーとしての活動 1 2 3 4 5 6 

 
問 31. 
以下の活動の中で、今後行ってみたいと考えているものについて、優先順位の高いものから順に、番号を３つまで記



 
入してください。 
	  

 

１
番
目 

２
番
目 

３
番
目 

1.自治会や祭りの実行委員等の地域活動 1 2 3 
2.地域住民の一人として行うボランティア活動（清掃等） 1 2 3 
3.地域の寄合い・会合等への参加 1 2 3 
4.生涯学習に関する講座や教室等の企画実施（主催者側） 1 2 3 
5.生涯学習に関する講座や教室等への参加 1 2 3 
6.展覧会、映画、コンサート等文化イベントの鑑賞 1 2 3 
7.個人で行う文化的な創作・表現活動 1 2 3 
8.生活課題や社会的課題の解決に関するグループ・サークル活動 1 2 3 
9.趣味教養を深めるためのグループ・サークル活動 1 2 3 
10.学校の諸活動に協力する活動 1 2 3 
11.子どもや青少年に対する教育活動（キャンプ等） 1 2 3 
12.スポーツ・レクリエーション活動の鑑賞 1 2 3 
13.スポーツ・レクリエーション活動への参加（実施）  1 2 3 
14.ボランティア団体や施設のボランティア活動への参加 1 2 3 
15.指導者（ボランティア）としての活動 1 2 3 
16.農作業やものづくりなどの生産活動 1 2 3 
17.資格取得のための勉強をする 1 2 3 
18.グループ・サークル等のリーダーとしての活動 1 2 3 

 
 
問 32．参加したいと思われる理由を、この中からいくつでも挙げてください。 

1. 生活に充実感をもちたいから 
2. 自分の技術、経験を活かしたいから 
3. 新しい友人を得たいから 
4. 社会への見方を広めたいから（視野を広めたいから） 
5. 健康や体力に自信をつけたいから 
6. お互い助け合うことが大切だから 
7. 地域社会に貢献したいから 
8. 地域の子どもたちと触れ合う機会を持ちたいから 
9. その他

（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
10.わからない 

 



 
問 33.	 あなたは、これまでの学校や社会での学習経験をふりかえってみて、どのような点に苦労をしたと感じてい

ますか。100 字以内で書いてください。 
 
 

 
 
問 34.	 あなたの人生全般をとおしての「生きがい」を 20 字以内で書いてください。 
 
 

 
問 35.	 あなたが、日々の生活や他人との関わりの中で、ささやかな幸せを感じるのはどのようなときですか。 
100 字以内で書いてください。 
 
 

 
問 36.	 あなたが死ぬまでにしたいことを３つまで（それぞれ 50 字以内）書いてください。 
1. 
2. 
3. 
 
問 37.	 あなたが地域のために活動を行っていく際に、必要な条件は何だと思いますか？次の中からいくつでも選ん

で下さい。 
1．一緒に活動する仲間がいること 
2．参加を呼びかける団体があったり、世話役がいたりすること 
3．実費（交通費）程度の経費の援助があること 
4．軽作業程度の労働であること 
5．技術・経験が活かせること 
6．時間や期間にあまり拘束されないこと 
7．活動場所が自宅からあまり離れていないこと（身近に参加できること） 
8. その他 

 
問 38.	 地域のためのボランティア活動を盛んにするためには、一般的にどのようなことを社会的に整備していく必

要があると思いますか。以下からいくつでも選んでください。 
1．地域活動の必要性を多くの人に知らせること 
2．リーダーを養成すること 
3．地域の関係団体が互いに協力すること 
4．住民のための集会場などの施設 
5．地域活動のための研修や講座をひらくこと 
6．地域活動の連絡調整を行うところ（ボランティアセンターなど） 
7．機材の提供は金銭の援助を行うこと 



 
8．特に必要なことはない 
9．その他 

 
問 39.	 地域のための奉仕的な（ボランティア、自発的）活動の報酬について、次のような意見がありますが、その

中からあなたのお考えに も近いものを一つだけあげてください。 
1．地域活動だから、謝礼や報酬などは受けるべきではない 
2．地域活動とはいえ、交通費などの実費ぐらいは受けてもよい 
3．交通費などの実費に加え、謝礼の意味で日当ぐらいの報酬は受けてもよい 
4．その他 
5．わからない（活動内容や頻度により異なる） 

 
問 40.	 高齢者が地域のための奉仕的な活動に参加するうえで、国や地方公共団体に対する要望としてはどのような

ことがありますか。この中からいくつでも選んでください。 
1．情報をもっと提供する 
2．指導者の養成、活動者の確保の機会を充実する 
3．施設を利用しやすくする 
4．活動のための施設を整備する 
5．活動者のための保険制度を普及する 
6．資金的援助をする 
7．税制上の優遇 
8．その他 
9．特にない 

 
問 41.	 あなたは、次のことについてどう思いますか。あてはまるものをお選びください。 

 

 

全
く
そ
う
思
わ
な
い 

 

あ
ま
り
そ
う
は
思
わ
な
い 

ま
あ
そ
う
思
う 

そ
う
思
う 

自分で決めたことは責任を持とうと思う 1 2 3 4 

自分のことは自分で決めたい 1 2 3 4 

いつも自分自身の意見をもつようにしている 
 

1 2 3 4 

自分で決めたことをやる方がやる気が出る 1 2 3 4 

どんなことでも自分自身で考えて決めるのが一番いい 
 

1 2 3 4 

他の人に対して自分の意見をいつもはっきり言う 
 

1 2 3 4 

大事なことは、だれか他の人に決めてもらいたい 1 2 3 4 

自分の考えや行動が他人と違っていても気にならない 
 

1 2 3 4 

他の人の言うことに従うことが多い 1 2 3 4 

他人の意見や流行を取り入れることが多い 1 2 3 4 

他の人と意見が対立した時には自分の意見を通そうとする 
 

1 2 3 4 



 
一人で決められないときには、だれかの意見を聞きたい 1 2 3 4 

 
 
問 42.	 普段の生活であなたは、次のことがどの程度できますか。 

 
あ
ま
り
で
き
な
い 

助
け
が
あ
れ
ば
で
き
る 

ひ
と
り
で
で
き
る 

朝、ひとりで起きる 1 2 3 

朝食をきちんと取る 1 2 3 

自分の部屋のそうじをする 1 2 3 

食事を自分で作る 1 2 3 

食事の後かたづけをする 1 2 3 

適度な運動をする 1 2 3 

家の外へ散歩や買い物に行く 1 2 3 

地域の図書館や公民館に行く 1 2 3 

 
 
問 43.	 あなたは、次のことがどの程度できますか。それぞれについて、お答えください 

 
し
よ
う
と
思
わ
な
い 

あ
ま
り
で
き
な
い 

助
け
が
あ
れ
ば
で
き
る 

ひ
と
り
で
で
き
る 

人
に
教
え
る
こ
と
も
で
き
る 

常用漢字を書く 1 2 3 4 5 

手紙を書く 1 2 3 4 5 

絵を描く 1 2 3 4 5 

ｅメールを書く 1 2 3 4 5 

プレゼンソフトを使う 1 2 3 4 5 

外国語で外国人と話せる 1 2 3 4 5 

暗算をする 1 2 3 4 5 

家計簿や会計帳簿を作る 1 2 3 4 5 

地図を読む 1 2 3 4 5 

地域を案内する 1 2 3 4 5 

情報収集をする 1 2 3 4 5 

知識を整理する 1 2 3 4 5 



 
新しい機械を使う 1 2 3 4 5 

アイデアを考える 1 2 3 4 5 

課題を発見する 1 2 3 4 5 

旅行の計画を立てる 1 2 3 4 5 

仕事の計画を立てる 1 2 3 4 5 

人生計画を作る 1 2 3 4 5 

マナーを守る 1 2 3 4 5 

規則や法律に従う 1 2 3 4 5 

会った人の名前を覚える 1 2 3 4 5 
挨拶をする 1 2 3 4 5 

近所の人と話をする 1 2 3 4 5 

わからないことを尋ねる 1 2 3 4 5 

自分をふり返る 1 2 3 4 5 

意見をはっきり言う 1 2 3 4 5 

できないことは断る 1 2 3 4 5 

人を思いやる 1 2 3 4 5 

人をほめる 1 2 3 4 5 

人を笑わせる 1 2 3 4 5 

人に助けてもらう 1 2 3 4 5 

人に力を貸す 1 2 3 4 5 

苦手な人ともうまく働く 1 2 3 4 5 

人と交渉する 1 2 3 4 5 

人とすぐに仲良くなれる 1 2 3 4 5 

人と気軽に話す 1 2 3 4 5 

人に得意なことを指導する 1 2 3 4 5 

 
 
問 44.	 あなたが、活動しようとするときに障害になっていると感じることは何ですか。次の表において、当てはま

るものをお選びください。 

 

あ
て
は
ま
ら
な
い 

こ
こ
数
日
の
う
ち
に
解

決
す
る
見
込
み 

一
年
後
ぐ
ら
い
に
は 

解
決
す
る
見
込
み 

解
決
の
見
込
み
は
な
い 

1.	 活動する時間がない 1 2 3 4 

2.	 活動する場所まで遠い 1 2 3 4 

3.	 活動の資金がない 1 2 3 4 

4.	 活動の機材や道具がない 1 2 3 4 



 
5.	 活動に必要な技術や経験がない 1 2 3 4 

6.	 活動に関わる情報が得られない 1 2 3 4 

7.	 家族の同意が得られない 1 2 3 4 

8.	 活動の方法がわからない 1 2 3 4 

9.	 活動する仲間がいない 1 2 3 4 

10.	 やる気がおきない 1 2 3 4 

11.	 歳をとりすぎていると思う 1 2 3 4 

12.	 健康に不安がある 1 2 3 4 

13.人と話すのが面倒くさい 1 2 3 4 

14.	 外出するのがおっくうである 1 2 3 4 

 
 
問 45.	 次にあげる目的で、あなたが利用するメディアはどれですか。下記の中から、 も良く使うものを順に 2 つ

ずつお選び下さい 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	    １位	 	 	 	 ２位 

a.世の中の出来事を知るため   （	 	 	 ）	 （	 	 	 ） 
b.趣味に関する情報を得るため   （	 	 	 ）	 （	 	 	 ） 
c.教養を身につけるため    （    	 ）	 （	 	 	 ） 
d.予約やチケット取得のため   （	 	 	 ）	 （	 	 	 ） 
e.リラックスや息抜きのため   （	 	 	 ）	 （	 	 	 ） 
f.人とのつき合いを広げたり、深めたりするため  （	 	 	 ）	 （	 	 	 ） 
g.健康維持のため    （	 	 	 ）	 （	 	 	 ） 
h.仕事に必要な知識や技術向上のため（	 	 	 ）	 （	 	 	 ） 

〔メディアリスト〕 
1.本	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  

2.雑誌（情報誌含む） 
3.新聞 
4.DVD やビデオソフト 
5.CD・MD・カセット 
6.ラジオ 
7.テレビ 
8.インターネット 
9.パソコン 
10.携帯電話／スマートフォン 
11.通信教育の教材 
12.固定電話 
13.ゲーム機（Wii、ニンテンドーDS など） 

 
問 46.	 ご自宅のパソコンで、あなたは以下のことをどの程度行なっていますか。それぞれについて、あてはまるも

のを１つお選び下さい。 
 



 
 

ほ
ぼ
毎
日 

週
に
１
回
以
上 

週
に
１
回
未
満 

全
く
行
わ
な
い 

１	 ワードなどを用いた文書作成 1 2 3 4 

２	 エクセルなどを用いた表計算 1 2 3 4 

３	 写真や動画の閲覧・編集 1 2 3 4 

４	 プレゼンソフトなどを用いた図表作成 1 2 3 4 

５	 電子メールの送受信 1 2 3 4 

６	 インターネットの利用 1 2 3 4 

７	 ｗｅｂページの作成 1 2 3 4 

８	 予定表の管理 1 2 3 4 

９	 家計簿・住所録の管理 1 2 3 4 

10	 プログラミングやソフトウェア開発 1 2 3 4 

11	 オフラインゲーム 1 2 3 4 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
問 47.	 あなたがパソコンを使用する主な目的は何ですか。あてはまるものをすべてお選び下さい。また、その中で、

も重要なものを 1 つお選び下さい。 
 

 

あ
て
は
ま
る
も
の 

最
も
あ
て
は
ま
る
も
の 

1	 自分の生きがいや自己啓発のため 1 2 

2	 趣味や楽しみのため 1 2 

3	 知的な若さを保つため 1 2 

4	 健康・体調維持のため 1 2 

5	 職業上、必要なため 1 2 



 
6	 家族と楽しむため 1 2 

7	 親族や友人との交流のため 1 2 

8	 勉強に役立てるため 1 2 

9	 日常生活に必要な情報を得るため 1 2 

10	 社会（政治・経済等）について学ぶため 1 2 

11	 地域での活動で活用したり活動に参加したりするため 1 2 

12	 資産形成のため 1 2 

13	 ショッピングを行うため 1 2 

14	 その他 1 2 

 
問 48.	 あなたが学習に関する情報を得ようとする際、何から入手することが多いですか。あてはまるものをすべて

お選び下さい。 
 
□1. ラジオ 

	 □2. テレビ 
	 □3. 固定電話 
	 □4. 携帯電話（インターネット、ワンセグ TV 等を含む） 
	 □5. パソコン（インターネット等を含む） 
	 □6. 新聞 
	 □7. 雑誌 
	 □8. 本 
	 □9. 自治体の広報 
	 □10．その他 
 
 
問 49.	 以下、学習活動についてお尋ねします。 
あなたは次の活動について、よくするほうですか、それともしないほうですか。 
それぞれについて、あてはまるものをお選び下さい。 
 よく 

する 
まあ 
する 

あまり

しない 
まったく 
しない 

1 手工芸,楽器演奏,絵を描く,囲碁,俳句などの趣味的な活動 １ 	 － ２ 	 － ３ 	 － ４ 
2 読書,音楽,芸術鑑賞,観劇などの文化,教養的な活動 １ 	 － ２ 	 － ３ 	 － ４ 
3 携帯電話やパソコンでインターネットや電子メールの使用 １ 	 － ２ 	 － ３ 	 － ４ 
4 スポーツやハイキングなどの身体を動かす活動 １ 	 － ２ 	 － ３ 	 － ４ 
5 家庭での団らんや家族ぐるみの活動 １ 	 － ２ 	 － ３ 	 － ４ 
6 家事や育児の分担 １ 	 － ２ 	 － ３ 	 － ４ 
7 町内会,婦人会,老人クラブなどの活動 １ 	 － ２ 	 － ３ 	 － ４ 
8 職場や仕事関係の人とのつきあい １ 	 － ２ 	 － ３ 	 － ４ 
9 趣味などを通して知り合った人とのつきあい １ 	 － ２ 	 － ３ 	 － ４ 
10 外国人（国内外問わず）とのつきあい １ 	 － ２ 	 － ３ 	 － ４ 
11 子ども会の世話,リサイクル,地域活動などのﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動 １ 	 － ２ 	 － ３ 	 － ４ 
12 高齢者の生活や学習の支援（話し相手,介護,交流など） １ 	 － ２ 	 － ３ 	 － ４ 
 



 
 
問 50.	 あなたは、次のような方法で学習してみたいと思いますか。 
身近にあればやってみたいものをすべてお選び下さい。（複数選択可） 
 

1.本・テレビ・ラジオ・CDROM・テープなどを利用して学びたい 
2.インターネット、携帯電話を利用して 
3.放送大学や通信教育などを利用して 
4.同好のサークルや友人・知人などのグループで 
5.公民館などの市や町が行う学級・講座などで 
6.大学・短大・高校の公開（開放）講座などで 
7.高等専門学校や専修・各種学校で 
8.カルチャーセンターで 
9.大学・大学院に社会人入学して 
10 公共の職業訓練校で 
11.	 その他（具体的に	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
問 51.	 あなたは条件が整えば、何か学習したいことがありますか。次のうち、あてはまるものをお選び下さい。 
なお、現在行っている学習を続けたい方は、１または２をお選び下さい。 
 

1．ぜひやりたいことがある	 	 	 	 3．決まっていないが、何かやりたい 
2．できればやりたいことがある	 	 4．やりたいことは、特にない 

 
問 52．次の問いは前問で、「1.2.3 をお選びの方」にお伺いします。どのような内容の学習をしたいですか。次のう

ち、あてはまるものをすべてお選び下さい。（複数選択可） 
1.俳句、手工芸、絵画など趣味的なもの 
2.歴史・科学・芸術鑑賞など教養的なもの 
3.政治・経済・環境・国際など時事的・社会的な問題 
4.体育・スポーツ・レクリエーション 
5.健康管理や病気の予防 
6.家庭生活に必要な知識や技能 
7.子どもの教育や育児 
8.ボランティアや地域・社会的な活動 
9.コンピュータやワープロ、インターネットなどの知識や技能 
10.英会話やその他の外国語 
11.職業上の知識や技能 
12.その他（具体的に	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
13.やりたいことは、特にない 

 
 問 53．あなたが学習を始めようとするとき、あるいは学習をしているとき、特に問題を感じることがありますか。

次のうち、あてはまるものをすべて選んで下さい。（複数選択可） 
1.家族や職場の理解が得にくい 7. 子どもや老人の世話をしてくれる人がいない.  
2.経費のやりくりが大変 8. 受けたい講座がない 
3.一緒に学習する仲間がいない 9. 学習のきっかけがつかみにくい 
4.時間のやりくりが大変 10. その他の問題（具体的に	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
5.学習のための情報が得にくい 11. 特に問題はない 
6.身近に学習する場所がない 12. 特に、学習しようとは思わない 

 



 
問 54．あなたは、この 1 年間に次にあげるような方法で学習しましたか。あてはまるものをすべてお選び下さい。

（複数選択可） 
※ただし、職場での研修は含めないでお答え下さい。 

1.本・テレビ・ラジオ・CDROM・テープなどを利用して学んだ 
2.インターネット、携帯電話を利用して 
3.放送大学や通信教育などを利用して 
4.同好のサークルや友人・知人などのグループで 
5.公民館などの市や町が行う学級・講座などで 
6.大学・短大・高校の公開（開放）講座などで 
7.高等専門学校や専修・各種学校で 
8.カルチャーセンターで 
9.大学・大学院に社会人入学して 
10.公共の職業訓練校で 
11.その他（具体的に） 
12.特にやっていない 

 
問 55．「この 1 年間に学習をした」とお答えの方にお伺いします。 
どのような内容の学習をしましたか。次のうち、あてはまるものをすべてお選び下さい。（複数選択可） 

1.俳句、手工芸、絵画など趣味的なもの 
2.歴史・科学・芸術鑑賞など教養的なもの 
3.政治・経済・環境・国際など時事的・社会的な問題 
4.体育・スポーツ・レクリエーション 
5.健康管理や病気の予防 
6.家庭生活に必要な知識や技能 
7.子どもの教育や育児 
8.ボランティアや地域・社会的な活動 
9.コンピュータやワープロ、インターネットなどの知識や技能 
10.英会話やその他の外国語 
11.職業上の知識や技能 
12.その他（具体的に	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 
 

問 56．またその中で、 も熱心に学習したものを 1 つお選び下さい。 
1.俳句、手工芸、絵画など趣味的なもの 
2.歴史・科学・芸術鑑賞など教養的なもの 
3.政治・経済・環境・国際など時事的・社会的な問題 
4.体育・スポーツ・レクリエーション 
5.健康管理や病気の予防 
6.家庭生活に必要な知識や技能 
7.子どもの教育や育児 
8.ボランティアや地域・社会的な活動 
9.コンピュータやワープロ、インターネットなどの知識や技能 
10.英会話やその他の外国語 
11.職業上の知識や技能 
12.その他（具体的に	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
この 1 年間で も熱心に学習した【(7)の回答内容】について、お伺いします。 
問 57．その学習は、どの程度のものでしたか。ご自身の判断で、次のうちあてはまるものをお選び下さい。 



 
1.入門程度のもの	 	 	 	 	 	 	 	 3.かなり程度の高い専門的なもの 
2.入門よりやや程度の高いもの	 	 4.レベルの判断はできない 

 
問 58．その学習をしてよかった点はどんなところですか。あてはまるものをすべてお選び下さい。複数選択可 

1.楽しみが増え、趣味が深まった 
2 教養が高まった 
3.健康づくりに役立った 
4.家庭生活をよくするのに役だった 
5.地域や社会の動きについて、知識や関心が高まった 
6.職業に必要な知識や技能が身についた 
7.もっと学習したい意欲がわいてきた 
8.新しい友人が増え、交友関係が広がった 
9.専門的な知識・技能が深まった 
10.気分転換ができるようになった 
11.人生に対する充実感を持てるようになった 
12.その他（具体的に	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ） 

 
問 59．その学習をするために、およそ１ヶ月あたり、どのくらいの経費がかかりましたか。 
次のうち、あてはまるものをお選び下さい。 
※	 ただし、経費には受講料、材料費、交通費などすべての費用を含めます。 
 
 

1． １千円未満 5． １万円～２万円未満 
2． １千円～３千円未満 6． ２万円～５万円未満 
3． ３千円～５千円未満 7． ５万円以上 
4． ５千円～１万円未満   

 
問 60．その学習の成果をボランティアなどで活用してみたいと思いますか。あてはまるものをお選び下さい。 

1.	 すでに活用した 
2.	 活用したことはないが、できれば活用したい 
3.	 特に活用したいとは思わない 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


